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どんなことが書いてあるのかな？

■この冊子には、ご契約にともなう大切なことがらを記載しております。

ご一読され、内容を十分にご確認のうえ、ご契約をお申し込みいただくようお願いいたします。

お申し込みいただきましたら、後ほどお届けする保険証券とともに保存され、ご活用ください。

どこを読めばよいのかな？

この冊子には、複数の保険種類や特約を記載しておりますので、ご契約後には、ご契約いただいてい

る主契約や特約を保険証券にてご確認のうえ、この冊子の該当部分をご覧いただきますようお願いい

たします。

■内容は次の部分に分かれています。

契 約 概 要
ご契約の内容等に関する重要な事項のうち、特にご確認いただきたい事項を記載しております。

注 意 喚 起 情 報
ご契約のお申込みに際して、特にご注意いただきたい事項を記載しております。

『契約概要』『注意喚起情報』につきましては、ご契約前に必ずお読みいただき、内容をご理解・ご了解
のうえ、お申し込みいただきますようお願いいたします。

ご 契 約 の し お り
ご契約についての重要事項、諸手続き、税法上の取扱いなど、ぜひ知っていただきたい事項をわかり

やすくご説明しています。

約 款
「ご契約についてのとりきめ」を記載したもので、『普通保険約款』と『特約条項』があります。



この保険の特長と仕組

特 長

5年ごと積立配当金（いつでも自由にお引き出しできます） 

30歳 保険料払込期間 

「5年ごと利差配当付終身保険」の 
解約返戻金（参考） 

（＊注）低解約返戻金期間満了直後のもの 

（被保険者の年齢が60歳に達する契約応当日の前日まで） 

60歳 

死亡・高度障害 

1,000万円 
一
生
涯
保
障 

80歳時 
約891万円 

60歳時 
約732万円 

〈解約返戻金〉 

40歳時 
約146万円 

（＊注） 

ご契約年齢：30歳（男性）
保険金額：1,000万円（※）

保険期間：終身
保険料払込方法：月払（口座振替扱）
保険料払込期間：60歳まで

※保険金額が1,000万円以上の場合、保険料の高額割引が適用されます。

（注）契約者配当金は、今後のお支払いをお約束するものではなく、また、

運用実績によって変動（増減）し、お支払いできないこともあります。

保険金のお支払い

被保険者が死亡または所定の高度障害状態になられた場合に
保険金をお支払いいたします。

解 約 返 戻 金

解約返戻金の額は、契約年齢・保険料払込期間・経過年月数・
保険料払込年月数などにより異なります。
ご契約を途中でおやめになると解約返戻金は多くの場合、お
払込保険料の合計額より少ない金額になり、特に契約後短期
間で解約された場合はほとんどありません。
「低解約返戻金期間」中の解約返戻金は「5年ごと利差配当付
終身保険」の70％です。「低解約返戻金期間」満了後の解約返
戻金は「5年ごと利差配当付終身保険」と同額です。

契 約 者 配 当

契約者配当金は、責任準備金等の運用益が当社の予定した運
用益を超えた場合にご契約後5年ごとにお支払いします。（これ
を「5年ごと利差配当」といいます。）
ご契約が継続している場合は、契約者配当金を当社所定の利
率（この利率は経済情勢により変動することがあります。）で積
み立てていきます。（これを「5年ごと積立配当金」といいます。）
5年ごと積立配当金は、ご請求によりいつでも引き出すことが
できます。

＜仕組図＞

長割り終身
5年ごと利差配当付低解約返戻金型終身保険

この保険は割安な保険料（※）で万一の保障を終身にわたり確保できる商品です。

低解約返戻金期間：ご契約日から保険料払込期間が満了する日の24時まで
低解約返戻金割合：70％
月払保険料（口座振替扱）：17,040円

※低解約返戻金期間中の解約返戻金は、別途販売しております「5年ごと利差配当付終身保険」の70％となりますので、保険料が割安になっています。

ご 契 約 例 （計算基準日：平成22年3月2日）

契 約 概 要
契約概要は、ご契約の内容等に関する重要な事項のうち、特にご確認いただきたい事項を記載しています。ご契約前に必ずお読みいただき、
内容をご確認・ご了解のうえ、お申し込みいただきますようお願いいたします。
契約概要に記載のお支払事由や給付に際しての制限事項は、概要や代表事例を示しています。お支払事由の詳細や制限事項等についての
詳細ならびに主な保険用語の説明等については「ご契約のしおり・約款」に記載しておりますのでご確認ください。

2010.3 
改 定 



災害割増特約 不慮の事故（※2）や所定の感染症で死亡・所定の高度障害状態 災害死亡保険金・災害高度障害保険金

傷害特約（本人型）
不慮の事故（※2）や所定の感染症で死亡 災害死亡保険金

不慮の事故（※2）で所定の身体障害状態 障害給付金

災害入院特約（本人型）（※1） 不慮の事故（※2）で5日以上継続した所定の入院 入院給付金【入院給付金日額×（入院日数－4日）】

疾病入院特約（本人型）（※1）
病気で5日以上継続した所定の入院 入院給付金【入院給付金日額×（入院日数－4日）】

病気または不慮の事故もしくはそれ以外の外因による傷害で所定
の手術

手術給付金【入院給付金日額×（40・20・10倍）】

リビング・ニーズ特約 余命が６か月以内と判断されるとき（※3）

指定代理請求特約
被保険者である保険金等の受取人が、病気やケガにより保険金等を請求する意思表示ができない等の場合に、あらかじめ
指定された指定代理請求人が保険金等の代理請求を行うことができます。

特定状態保険金

お支払事由の概要特約名称 お支払いする保険金・給付金

●主契約および特約に関して、免責事由に該当した場合、告知義務違反によるご契約の解除の場合、詐欺による取消の場合・不法取得目的によるご契約の
無効の場合等、保険金・給付金等をお支払いできない場合がございます。なお、所定の高度障害状態に該当し主契約の高度障害保険金が支払われた
場合は、ご契約は消滅し、以後の保険金・給付金等のお支払いはありません。

●上記の特約につきましては、契約者配当金はありません。
●付加できる特約につきましては、上記の特約以外に「5年ごと利差配当付年金支払移行特約」などがございます。詳細は、「ご契約のしおり・約款」に記載
しておりますのでご確認ください。
●実際のご契約内容（保険金額・保険料など）につきましては、申込書の該当箇所をご参照ください。

特約について

平準定期保険特約 死亡・所定の高度障害状態

（※1）1入院の支払限度日数の型は「120日型」「360日型」「730日型」から選択できます。通算の支払限度日数はいずれの型も730日となります。
（※2）不慮の事故の日からその日を含めて180日以内に所定のお支払事由に該当した場合にお支払いの対象となります。
（※3）日本で一般に認められた医療による治療を行っても余命が6か月以内であることを意味し、その判断は医師に記入いただいた診断書や請求書類に

基づいて当社が行います。ただし、主契約または所定の特約が更新される場合を除き、主契約または所定の特約の保険期間の満了前1年以内は
特定状態保険金の請求はできません。また、特定状態保険金のご請求額は、主契約と所定の特約の保険金額以内かつ被保険者お1人について
3,000万円以内（他の保険契約と合算します。）となります。

この保険に付加できる主な特約は以下のとおりです。詳細は、「ご契約のしおり・約款」に記載しておりますのでご確認ください。

特約死亡保険金・特約高度障害保険金

逓減定期保険特約 死亡・所定の高度障害状態 特約死亡保険金・特約高度障害保険金

家計保障定期保険特約 死亡・所定の高度障害状態 特約死亡保険金・特約高度障害保険金

ご検討に際してご留意いただきたい点

（社）生命保険協会「生命保険相談所」では、生命保険に関する様々な相談・照会・苦情をお受けしております。（ホームページアドレス；http://www.seiho.or.jp/）
また、生命保険相談所が苦情の申出を受けたときから原則として1か月を経過しても、契約者等と生命保険会社との間で解決がつかない場合については、苦情・
紛争処理のための公正な機関として、生命保険相談所内に裁定審査会を設け、契約者等の正当な利益の保護を図っています。

当社の生命保険のお手続き（ご契約内容の変更等）やご契約に関する照会等につきましては、当社総合カスタマーセンターへご連絡ください。
なお、ご契約お申し込みの手続きに関しましては、当社の代理店・取扱者までご相談をお願いいたします。

総合カスタマーセンター 0120-016-234
受付時間　平日9：00～19：00、土曜 9：00～17：00

（日・祝日・年末年始を除きます。）

生命保険に関するご相談・ご意見・ご要望の窓口について

募資 '09-KF04-020

取扱者/代理店 

東京都中央区銀座5-3-16〒104-0061 
URL:http://www.tmn-anshin.co.jp/

R

＜生命保険についてのご相談・お問い合わせは＞ 
　総合カスタマーセンター 
　　　0120-016-234
　受付時間 平日 9：00～19：00
　　　　　 土曜 9：00～17：00（日・祝日・年末年始を除きます。） 



死亡・高度障害 

5年ごと積立配当金（いつでも自由にお引き出しできます） 

60歳時 
約731万円 

80歳時 
約891万円 

〈解約返戻金〉 

一
生
涯
保
障 1,000

30歳 保険料払込期間 60歳 

万円 

ご契約年齢：30歳（男性）
保険金額：1,000万円（※）

保険期間：終身
保険料払込期間：60歳まで

※保険金額が1,000万円以上の場合、保険料の高額割引が適用されます。

（注）契約者配当金は、今後のお支払いをお約束するものではなく、ま

た、運用実績によって変動（増減）し、お支払いできないこともあ

ります。

保険金のお支払い

被保険者が死亡または所定の高度障害状態になられた場合に
保険金をお支払いいたします。

解 約 返 戻 金

解約返戻金の額は、契約年齢・保険料払込期間・経過年月
数・保険料払込年月数などにより異なります。
ご契約を途中でおやめになると解約返戻金は多くの場合、お
払込保険料の合計額より少ない金額になり、特に契約後短期
間で解約された場合はほとんどありません。

契 約 者 配 当

契約者配当金は、責任準備金等の運用益が当社の予定した運
用益を超えた場合にご契約後5年ごとにお支払いします。（これ
を「5年ごと利差配当」といいます。）
ご契約が継続している場合は、契約者配当金を当社所定の利
率（この利率は経済情勢により変動することがあります。）で積
み立てていきます。（これを「5年ごと積立配当金」といいます。）
5年ごと積立配当金は、ご請求によりいつでも引き出すことが
できます。

＜仕組図＞

保険料払込方法：月払（口座振替扱）
月払保険料（口座振替扱）：20,350円

ご 契 約 例 （計算基準日：平成22年3月2日）

5年ごと利差配当付
終身保険
この保険の特長と仕組

特 長 この保険は万一の保障を終身にわたり確保できる商品です。

契 約 概 要
契約概要は、ご契約の内容等に関する重要な事項のうち、特にご確認いただきたい事項を記載しています。ご契約前に必ずお読みいただき、
内容をご確認・ご了解のうえ、お申し込みいただきますようお願いいたします。
契約概要に記載のお支払事由や給付に際しての制限事項は、概要や代表事例を示しています。お支払事由の詳細や制限事項等についての
詳細ならびに主な保険用語の説明等については「ご契約のしおり・約款」に記載しておりますのでご確認ください。

2010.3 
改 定 



災害割増特約 不慮の事故（※2）や所定の感染症で死亡・所定の高度障害状態 災害死亡保険金・災害高度障害保険金

傷害特約（本人型）
不慮の事故（※2）や所定の感染症で死亡 災害死亡保険金

不慮の事故（※2）で所定の身体障害状態 障害給付金

災害入院特約（本人型）（※1） 不慮の事故（※2）で5日以上継続した所定の入院 入院給付金【入院給付金日額×（入院日数－4日）】

疾病入院特約（本人型）（※1）
病気で5日以上継続した所定の入院 入院給付金【入院給付金日額×（入院日数－4日）】

病気または不慮の事故もしくはそれ以外の外因による傷害で
所定の手術

手術給付金【入院給付金日額×（40・20・10倍）】

リビング・ニーズ特約 余命が６か月以内と判断されるとき（※3）

指定代理請求特約
被保険者である保険金等の受取人が、病気やケガにより保険金等を請求する意思表示ができない等の場合に、あらかじめ
指定された指定代理請求人が保険金等の代理請求を行うことができます。

特定状態保険金

お支払事由の概要特約名称 お支払いする保険金・給付金

●主契約および特約に関して、免責事由に該当した場合、告知義務違反によるご契約の解除の場合、詐欺による取消の場合・不法取得目的によるご契約の
無効の場合等、保険金・給付金等をお支払いできない場合がございます。なお、所定の高度障害状態に該当し主契約の高度障害保険金が支払われた
場合は、ご契約は消滅し、以後の保険金・給付金等のお支払いはありません。

●上記の特約につきましては、契約者配当金はありません。
●付加できる特約につきましては、上記の特約以外に「5年ごと利差配当付年金支払移行特約」などがございます。詳細は、「ご契約のしおり・約款」に記載して
おりますのでご確認ください。
●実際のご契約内容（保険金額・保険料など）につきましては、申込書の該当箇所をご参照ください。

特約について

平準定期保険特約 死亡・所定の高度障害状態

（※1）1入院の支払限度日数の型は「120日型」「360日型」「730日型」から選択できます。通算の支払限度日数はいずれの型も730日となります。
（※2）不慮の事故の日からその日を含めて180日以内に所定のお支払事由に該当した場合にお支払いの対象となります。
（※3）日本で一般に認められた医療による治療を行っても余命が6か月以内であることを意味し、その判断は医師に記入いただいた診断書や請求書類に

基づいて当社が行います。ただし、主契約または所定の特約が更新される場合を除き、主契約または所定の特約の保険期間の満了前1年以内は
特定状態保険金の請求はできません。また、特定状態保険金のご請求額は、主契約と所定の特約の保険金額以内かつ被保険者お1人について
3,000万円以内（他の保険契約と合算します。）となります。

この保険に付加できる主な特約は以下のとおりです。詳細は、「ご契約のしおり・約款」に記載しておりますのでご確認ください。

特約死亡保険金・特約高度障害保険金

逓減定期保険特約 死亡・所定の高度障害状態 特約死亡保険金・特約高度障害保険金

家計保障定期保険特約 死亡・所定の高度障害状態 特約死亡保険金・特約高度障害保険金

ご検討に際してご留意いただきたい点

（社）生命保険協会「生命保険相談所」では、生命保険に関する様々な相談・照会・苦情をお受けしております。（ホームページアドレス；http://www.seiho.or.jp/）
また、生命保険相談所が苦情の申出を受けたときから原則として1か月を経過しても、契約者等と生命保険会社との間で解決がつかない場合については、苦情・
紛争処理のための公正な機関として、生命保険相談所内に裁定審査会を設け、契約者等の正当な利益の保護を図っています。

募資 '09-KF04-019

取扱者/代理店 

東京都中央区銀座5-3-16〒104-0061 
URL:http://www.tmn-anshin.co.jp/

R

＜生命保険についてのご相談・お問い合わせは＞ 
　総合カスタマーセンター 
　　　0120-016-234
　受付時間 平日 9：00～19：00
　　　　　 土曜 9：00～17：00（日・祝日・年末年始を除きます。） 

当社の生命保険のお手続き（ご契約内容の変更等）やご契約に関する照会等につきましては、当社総合カスタマーセンターへご連絡ください。
なお、ご契約お申し込みの手続きに関しましては、当社の代理店・取扱者までご相談をお願いいたします。

総合カスタマーセンター 0120-016-234
受付時間　平日9：00～19：00、土曜 9：00～17：00

（日・祝日・年末年始を除きます。）

生命保険に関するご相談・ご意見・ご要望の窓口について



注意喚起情報

■「注意喚起情報」は、ご契約のお申込みに際して、特にご注意いただきたい事
項を記載しております。ご契約前に必ずお読みいただき、内容をご確認・ご了
解のうえ、お申し込みいただきますようお願いいたします。

■「注意喚起情報」のほか、お支払事由および制限事項の詳細やご契約の内容
に関する事項は、「ご契約のしおり・約款」に記載しておりますのでご確認くだ
さい。



1 お申込みの撤回やご契約の解除
（クーリング・オフ）ができます

◆お申込者またはご契約者は、「ご契約のお申込日」または「第1回保険料相当額の領収日」のいずれか遅
い日から、その日を含めて８日以内であれば、書面によりお申込みの撤回またはご契約の解除（クーリ

ング・オフ）をすることができます。この場合、お払い込みいただいた金額をお返しいたします。詳しく

は、「ご契約のしおり（ご契約に際して）」“３．クーリング・オフ制度（お申込みの撤回またはご契約の解
除）”をご覧ください。

2 最近の健康状態・職業等について
ありのままを告知してください

ご契約者や被保険者には、健康状態等について正しく告知をしていただく義務があり
ます。

どうして、告知が必要なのかな？

・生命保険は多数の人々が保険料を出し合って、相互に保障しあう制度です。したがって、初めから健康
状態の良くない方や危険度の高い職業に従事されている方等が無条件に契約されますと、保険料負
担の公平性は保たれません。
・ご契約にあたっては、過去の傷病歴（傷病名・治療期間等。以下同じ。）、現在の健康状態、身体の障が
い状態、職業等について「告知書」で当社がおたずねすることについて、事実をありのままに正確にも
れなくお知らせ（告知）ください。
・診査を行うご契約の場合（医師扱）には、当社指定の医師が被保険者の過去の傷病歴等についておた
ずねしますので、その医師に口頭により事実をありのままに正確にもれなくお知らせ（告知）ください。
口頭により告知いただいた内容は、医師により記録されますのでご確認のうえ、自署欄にご署名くださ
い。

�告知受領権は生命保険会社および生命保険会社が指定した医師が有しています。生命保険募集
人（代理店を含みます。）・生命保険面接士は告知受領権がなく、生命保険募集人・生命保険面接
士に口頭でお話しされても告知していただいたことにはなりませんので、ご注意ください。

ご注意

傷病歴等がある方への引受対応（特別条件付引受）について

過去に傷病歴がある場合、どのような取扱いになるのかな？

・当社では、ご契約者間の公平性を保つため、お客様のお身体の状態すなわち保険金等のお支払いが
発生するリスクに応じた引受対応を行うことがあります。傷病歴等がある場合でも、その内容やご加入
される保険種類によってはお引き受けすることがあります。（お引き受けできないことや「保険料の割
増」「保険金の削減」「特定部位の不担保」「特定障害不担保」等の特別な条件をつけてお引き受けす
ることもあります。）

＜傷病歴・通院事実等を告知された場合＞

・所定の診査や追加の詳しい告知等が必要となる場合があります。
・ご契約の引受けについて、告知の内容や上記の結果等から、以下のいずれかの決定とさせていただ
きます。

3
今回のご契約は
お断りさせて
いただきます

2
特別な条件付（保険料の
割増、保険金の削減、特
定部位の不担保等）のう
えでご契約をお引き受
けさせていただきます

1
無条件でご契約を
お引き受けさせて
いただきます

注意喚起 2



もし事実を告知されなかったり事実と違うことを告知された場合には、ご契約または
特約を解除させていただき、保険金等をお支払いできないことがあります。

告知義務違反になると、どうなるの？

・告知いただくことがらは、告知書に記載してあります。もし、これらについて、故意または
重大な過失によって、事実を告知されなかったり、事実と違うことを告知された場合、責
任開始日（復活または復旧の場合は、復活日または復旧日）から２年以内であれば、当社
は「告知義務違反」としてご契約または特約を解除することがあります。
・責任開始日、復活日または復旧日から２年を経過していても、保険金や給付金の支払事
由等が２年以内に発生していた場合には、ご契約または特約を解除することがあります。
・告知にあたり、生命保険募集人が、告知をすることを妨げた場合、または告知をしないことや事実でな
いことを告げることを勧めた場合には、当社はご契約または特約を解除することはできません。ただ
し、生命保険募集人のこうした行為がなかったとしても、ご契約者または被保険者が、当社が告知を求
めた事項について、事実を告げなかったかまたは事実でないことを告げたと認められる場合には、当
社はご契約または特約を解除することができます。
・ご契約または特約を解除した場合には、たとえ保険金や給付金等をお支払いする事由が発生してい
ても、これをお支払いすることはできません。また、保険料のお払込みを免除する事由が発生してい
ても、お払込みを免除することはできません。（ただし、「保険金・給付金等の支払事由または保険料の
払込免除の事由の発生」と「解除の原因となった事実」との因果関係によっては、保険金・給付金等の
お支払いまたは保険料のお払込みを免除することがあります。）この場合には、解約の際にお支払いす
る返戻金があればご契約者にお支払いします。

上記のご契約または特約を解除させていただく場合以外にも、ご契約または
特約の締結状況等により、保険金・給付金等をお支払いできないことがあります。

例えば、どんな場合？

・例えば、「現在の医療水準では治癒が困難または死亡危険の極めて高い疾患の既往
症・現症等について故意に告知をされなかった場合」等、告知義務違反の内容が特に
重大な場合、詐欺による取消を理由として、保険金・給付金等をお支払いできないこ
とがあります。
・この場合、
・告知義務違反による解除の対象外となる２年経過後にも取消となることがあります。
・また、すでにお払い込みいただいた保険料はお返しいたしません。

「現在のご契約の解約・減額を前提とした新たなご契約」をご検討のお客様は
以下の事項にご留意ください。

どんな点に、気をつければ良いのかな？

・一般の契約と同様に告知義務があります。
・「現在のご契約の解約・減額を前提とした新たなご契約」の場合は、「新たなご契約の責任開始日」
を起算日として、告知義務違反による解除の規定が適用されます。
・また、詐欺による契約の取消の規定等についても、新たなご契約の締結に際しての詐欺の行為が適
用の対象となります。
・よって、告知が必要な傷病歴等がある場合は、新たなご契約の引受ができなかったり、その告知を
されなかったために、上記のとおり解除・取消となることもありますので、ご留意くださいますよう
お願いいたします。

ご契約の内容などについて、ご確認させていただく場合があります。

・当社の社員または当社で委託した者が、ご契約のお申込み後または保険金・給付金等のご請求およ
び保険料のお払込みの免除のご請求の際、ご契約のお申込内容またはご請求内容等について確認さ
せていただく場合があります。

注
意
喚
起
情
報
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3 保障は告知と第1回保険料相当額の
お払込みがともに完了した時から開始します

◆お申し込みいただいたご契約を当社が承諾（お引き受けすることを決定）した場合には、第１回保険料

相当額を当社が受け取った時（告知前に受け取ったときは告知の時）から保険契約上の責任を負いま

す。

◆第１回保険料相当額をクレジットカードによりお払い込みされた場合は、当社がクレジットカードの有

効性等を確認した時（告知前に確認したときは告知の時）から保険契約上の責任を負います。（クレジッ

トカードによる保険料のお払込みが可能な商品の場合）

◆当社の取扱者／代理店（生命保険募集人）は、お客様と当社の保険契約締結の媒介を行う者で、保険契

約締結の代理権はありません。したがいまして、保険契約は、お客様からの保険契約のお申込みに対し

て当社が承諾したときに有効に成立します。

責任開始期の例示 

お申込み お払込み 告知 承諾 

責任開始期 

お申込み 告知 お払込み 承諾 

責任開始期 

4 保険金・給付金等がお支払いできない場合や、
保険料のお払込みの免除がされない場合があります

◆次のような場合には、保険金・給付金等のお支払いや保険料のお払込みの免除ができません。

・免責事由に該当した場合（例：責任開始日から３年以内における被保険者の自殺による死亡、ご契約者または保険

金・給付金受取人等が、故意に被保険者を死亡させた場合や故意または重大な過失による支払事由該当の場合

など）

・疾病や不慮の事故等が責任開始期前に生じている場合（約款に特に定めがない限り、原因となる疾病や不慮の事

故等が責任開始期前に生じていた場合には、お支払事由に該当いたしません。）

・ご契約者、被保険者または保険金・給付金等の受取人の詐欺行為によりご契約が取消となった場合や、保険金・給

付金等の不法取得目的があり、ご契約が無効となった場合

・故意または重大な過失によって告知がなかったり、事実と違うことを告知し、ご契約または特約が告知義務違反に

より解除となった場合

・保険金・給付金等を詐取する目的で事故を起こしたときなど、重大事由によりご契約または特約が解除された場

合

・保険料のお払込みがなく、ご契約が失効した場合

注意喚起 4



5 保険金・給付金等の請求の際は
すみやかに当社にご連絡ください

◆お支払事由が発生する事象、ご請求手続き、保険金・給付金等をお支払いする場合またはお支払いで

きない場合については、「ご契約のしおり・約款」に記載しておりますので、ご確認ください。

◆お客様からのご請求に応じて、保険金・給付金等のお支払いを行う必要がありますので、保険金・給付金

等のお支払事由が生じた場合、すみやかに当社の取扱者／代理店または総合カスタマーセンターへご

連絡ください。

保険金請求の
お問い合わせ先

総合カスタマーセンター

��0120-536-338
受付時間 平日 ９：００～１９：００

土曜 ９：００～１７：００
（日・祝日・年末年始を除きます。）

◆当社からのお手続きに関するお知らせ等、重要なご案内ができないおそれがありますので、ご契約者

のご住所などを変更された場合には、必ずご連絡ください。

◆保険金・給付金等のお支払事由が生じた場合、ご加入のご契約

内容によっては、複数の保険金・給付金等のお支払事由に該当

することがありますので、十分にご確認ください。

◆被保険者が受取人となる保険金・給付金等について、受取人が

ご請求できない特別の事情がある場合、ご契約者が被保険者

の同意を得てあらかじめ指定した指定代理請求人などがご請

求することができます。指定代理請求人または代理請求でき

る方に対し、お支払事由および代理請求できる旨、お伝えくだ

さい。
※詳しくは「ご契約のしおり・約款」でご確認ください。

6 第2回以後の保険料は、払込期月中に
当社へお払い込みください

◆保険料は払込期月（保険料をお払い込みいただく月）内にお払い込みください。払込期月内にお払込み

のご都合がつかない場合のために、払込猶予期間を設けております。

◆保険料の払込期月と払込猶予期間は次のようになります。

払込期月 払込猶予期間

月払
月単位の契約応当日の属する月の１日か
ら末日まで

払込期月の翌月の１日から末日まで

年払
年単位の契約応当日の属する月の１日か
ら末日まで

払込期月の翌月の１日から翌々月の月単
位の契約応当日まで（ただし、契約応当日
が２月、６月、１１月の各末日の場合には、そ
れぞれ、４月、８月、１月の各末日まで）

注
意
喚
起
情
報
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払込期月と払込猶予期間 

（1）月払の場合 

契約応当日 

4/1 4/30 5/1 6/1

失効日 

5/31

払込期月 払込猶予期間  

（2）年払の場合 

4/1

契約応当日 

4/10 4/30 5/1 6/11

失効日 

6/10

払込期月 払込猶予期間  

◆払込猶予期間内にお払込みがないと、ご契約は失効（ご契約の効果がなくなり、保障がなくなること）し

ます。ただし、保険料の振替貸付が可能な場合には、保険契約者から特に反対のお申出がない限り当社

が自動的に保険料をお立替えし、ご契約を有効に継続させます。立替利息は当社所定の利率で計算し

ます。

◆なお、いったん失効したご契約でも、失効後３年以内であれば、ご契約の復活を請求することができま

す。この場合、告知（ご契約によっては診査）と、失効している期間の保険料のお払込みが必要となりま

す。ただし、健康状態などによっては復活できない場合があります。

◆ご契約の復活を当社が承諾した場合には、告知と延滞保険料のお払込みがともに完了したときから、ご

契約上の保障が開始されます。

7 解約の際にはご注意ください

◆お払い込みいただいた保険料は預貯金とは異なり、一部は保険金のお支払い、ご契約の締結や維持に

必要な経費に充てられます。したがって解約されますと、解約返戻金は多くの場合、保険料払込満了後

も含めて払込保険料の合計額よりも少ない金額となります。

◆解約返戻金は、保険の種類・ご契約年齢・性別・経過年月数・保険料払込年月数などによっても異なりま

すが、特に、ご契約後短期間で解約されたときの解約返戻金はまったくないか、あってもごくわずかで

す。

�長割り終身（５年ごと利差配当付低解約返戻金型終身保険）には、その期間中の解約返戻金を低く設定
している低解約返戻金期間があります。

ご注意
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8 生命保険会社が破綻した場合等には、保険金額・
年金額・給付金額等が削減されることがあります

◆保険会社の業務もしくは財産の状況の変化により、保険金額、年金額、給付金額等が削減されることが

あります。

◆当社は生命保険契約者保護機構に加入しています。生命保険契約者保護機構の会員である生命保険

会社が経営破綻に陥った場合には、生命保険契約者保護機構により、保険契約者保護の措置が図られ

ることとなりますが、この場合にも、ご契約時の保険金額、年金額、給付金額等が削減されることがあり

ます。

9 ご契約の乗換えはお客様にとって
不利益になることがあります

◆現在ご契約の保険契約の解約、減額を前提に、新たな保険契約のお申込み（ご

契約の乗換え）をご検討される場合には、多くの場合、解約返戻金は、お払込保

険料の合計額より少ない金額となります。このほかに配当請求権が消滅したり、

新たな保険契約が健康状態などによりお引き受けできない等、お客様に不利益

となることがあります。

10 生命保険に関する
ご相談・ご意見・ご要望の窓口は？

◆当社の生命保険のお手続き（ご契約内容の変更等）やご契約に関する照会等につきましては、当社総合

カスタマーセンターへご連絡ください。なお、ご契約お申し込みの手続きに関しましては、当社の代理

店・取扱者までご相談をお願いいたします。

お問い合わせ先
総合カスタマーセンター

��0120-016-234
受付時間 平日 ９：００～１９：００

土曜 ９：００～１７：００
（日・祝日・年末年始を除きます。）

◆（社）生命保険協会「生命保険相談所」では、電話・文書（電子メール・FAXは不可）・来訪により生命保険

に関するさまざまな相談・照会・苦情をお受けしております。また、全国各地に「地方連絡所」を設置し、

電話にてお受けしております。

ホームページアドレス：http://www.seiho.or.jp/
TEL：03-3286-2648（生命保険相談所）

◆また、生命保険相談所が苦情の申出を受けたときから原則として１か月を経過しても、契約者等と生命

保険会社との間で解決がつかない場合については、苦情・紛争処理のための公正な機関として、生命保

険相談所内に裁定審査会を設け、契約者等の正当な利益の保護を図っております。

注
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ご契約のしおり・約款

〈ご契約のしおり〉
ご契約についての重要事項、諸手続き、税法上の取扱いなど、ぜひ知っていただ
きたい事項をわかりやすくご説明しています。

〈約款〉
ご契約についてのとりきめを、くわしく説明しています。ご契約のしおりとあわ
せてお読みいただき、ご契約内容を正確にご理解いただきますようお願いいた
します。



お申込み  お申込み  

お申込み  保険用語 

特長・しくみ  特長・しくみ  

保険料  保険料  

いつから保障が
開始するのか知りたい。

保障の責任開始期 ………� １８
ページ

申込みを撤回したい。

クーリング・オフ制度
（お申込みの撤回または契約の解除）…� １７

ページ

告知義務に
ついて知りたい。

健康状態・職業などの
告知について ……� １８

ページ

保険用語の意味
を知りたい。

主な保険用語のご説明……� ８
ページ

特約について
知りたい。

特約について ……………� ２６
ページ

保険料の

払込方法を
変えたい。

保険料の払込方法（経路）
について …� ６０

ページ

２２ページ

２４ページ

この保険の特長や
しくみを知りたい。

長割り終身について…………�
５年ごと利差配当付終身保険について…�

保険料払込みの猶予
期間について知りたい。
保険料の負担を
減らしたい。

ご契約の効力がなくなる場合（失効）について�
保険料のお払込みが困難になられたとき�

６２ページ

６５ページ

■ 目的別 目次

■ご契約に際して

■保険の特長やしくみについて

■保険料について

しおり 2



 ご契約後  ご契約後 

 ご契約後 

保険金・給付金等 

保険金・給付金等 保険金・給付金等 

保険金・給付金等 

保険金・給付金等の

代理請求に
ついて知りたい。

保険金・給付金等の
代理請求について ………� ５３

ページ

保険金・給付金等の

請求手続き
について知りたい。

保険金・給付金等の
ご請求手続きの流れ………�

３８
ページ

保険金・給付金等が

受け取れないケース
について知りたい。

死亡保険金などを
お支払いできない場合……�

４１
ページ

保険を

解約したい。

解約返戻金について………� ７８
ページ

急にお金が
必要になった。

ご契約者貸付について……� ８２
ページ

生命保険料控除や
保険金などにかかわる

税金について知りたい。

生命保険と税金について…� ８３
ページ

受取人を変更したい。

死亡保険金受取人の
変更について ……� ５６

ページ

■保険金・給付金等のお支払いについて

■ご契約後について

しおり 3



保険用語 

お申込み  

特長・しくみ  

保険金・給付金等 

主な保険用語のご説明

主な保険用語のご説明・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・８

この保険独自の保険用語のご説明・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１３

ご契約に際して

１．保険契約の締結と生命保険募集人の権限・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１６

２．個人情報の取扱いに関するご案内・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１６

３．クーリング・オフ制度（お申込みの撤回またはご契約の解除）・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１７

４．ご契約のお申込みの際のご注意点・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１８

５．保険会社の責任開始期・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１８

６．本人確認・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１９

７．新たな保険契約への乗換え・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１９

保険の特長としくみ

８．主契約について・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・２２

９．付加できる特約について・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・２６

保険金・給付金等について

１０．保険金・給付金等の請求の流れと注意点・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・３８

１１．保険金・給付金等のお支払期限について・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・４０

１２．保険金・給付金等をお支払いできない場合・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・４１

１３．保険金・給付金等のお支払いについての具体的事例・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・４４

１４．保険金・給付金等の代理請求について・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・５３

１５．死亡保険金受取人の変更について・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・５６

１６．保険金・給付金等の請求について・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・５７

■ ご契約のしおり 目次
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保険料  

見直し 

 ご契約後 

お知らせ 

保険料について

１７．保険料のお払込み・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・６０

１８．保険料をまとめて払い込む方法・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・６１

１９．保険料の払込期月と猶予期間および復活について・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・６２

２０．保険料のお払込みが不要となった場合・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・６４

２１．保険料のお払込みが困難になられた場合の継続方法・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・６５

保障内容の見直しについて

２２．特約の中途付加と追加契約・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・７０

２３．保障内容変更制度・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・７１

２４．変換制度・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・７４

ご契約後について

２５．ご契約の解約と解約返戻金・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・７８

２６．契約者配当金・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・８１

２７．保険契約者に対する貸付け・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・８２

２８．生命保険と税金について・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・８３

その他生命保険に関するお知らせ

２９．保険金額・給付金額等が削減される場合・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・８６

３０．生命保険契約者保護機構・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・８６

３１．契約内容登録制度・契約内容照会制度・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・８８

３２．支払査定時照会制度・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・８９

３３．ご契約内容等の取扱い・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・８９
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約　款  

約　款  

主契約（普通保険約款）

５年ごと利差配当付低解約返戻金型終身保険普通保険約款・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・２

５年ごと利差配当付終身保険普通保険約款・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・２１

特約（特約条項）

平準定期保険特約条項・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・４１

逓減定期保険特約条項・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・５１

家計保障定期保険特約条項・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・６２

災害割増特約条項・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・９３

傷害特約条項（本人型）・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１０５

災害入院特約条項（本人型）・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１２１

疾病入院特約条項（本人型）・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１３５

リビング・ニーズ特約条項・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１５１

指定代理請求特約条項・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１６１

５年ごと利差配当付年金支払移行特約条項・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１６４

保険契約の変換に関する特約条項・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１６８

特別条件付保険特約条項・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１７０

保険料口座振替特約条項・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１７５

団体扱特約条項Ⅰ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１７７

団体扱特約条項Ⅱ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１８０

保険料クレジットカード払特約条項・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１８２

■ 約款 目次
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保険用語 

ご契約のしおり
主な保険用語のご説明

■主な保険用語のご説明・・・・・・・・・・・・・・・８

■この保険独自の保険用語のご説明・・・・・・・・・・１３



主な保険用語のご説明
※このご説明は、生命保険に関する一般的な用語を掲載しております。
実際のお取扱いは、ご契約いただいた保険種類・ご契約内容によって異なることが
あります。

い 一時払（いちじばらい）
ご契約のお申込時に、保険期間全体の保険料として一時にお
払い込みいただく方法のことをいいます。

一括払（いっかつばらい）
月払契約の場合で、当月分以後の保険料をまとめてお払い込
みいただくことをいいます。

う 受取人（うけとりにん）
保険金・給付金・年金などを受け取れる人のことをいいます。

か 解除（かいじょ）
告知義務違反があった場合などに、保険期間の途中で、当社の
意思でご契約を消滅させることをいいます。

解約（かいやく）
保険期間の途中で、ご契約者の意思でご契約を消滅させるこ
とをいいます。解約されますと、以後の保障はなくなります。

解約返戻金（かいやくへんれいきん）
ご契約を解約された場合などに、ご契約者にお支払いするお金
のことをいいます。
金額は、主契約・特約の種類、契約年齢、性別、経過年月数、保
険料払込月数などによって異なり、多くの場合、お払い込みいた
だいた保険料の合計額よりも少ない金額になります。特に、ご契
約後、短期間で解約されますと、解約返戻金は多くの場合まっ
たくないか、あってもごくわずかです。

き 給付金（きゅうふきん）
被保険者が病気やケガにより入院されたとき、身体に障害が生
じたとき、死亡されたときなどに、お支払いするお金のことをいい
ます。

く クーリング・オフ制度（くーりんぐ・おふせいど）
ご契約に納得がいかない場合、お申込者またはご契約者は、ご
契約の申込日または第１回保険料相当額の領収日のいずれ
か遅い日から、その日を含めて８日以内であれば、書面による
お申し出により、ご契約のお申込みの撤回またはご契約の解除
をすることができます。この取扱いをクーリング・オフといいます。

け 契約応当日（けいやくおうとうび）
ご契約後の保険期間中に迎える、毎月または毎年の契約日に
対応する日のことをいい、毎月の契約日に対応する日を「月単
位の契約応当日」、毎年の契約日に対応する日を「年単位の契
約応当日」といいます。

例 契約日が平成２２年１月１日の場合

●月単位の契約応当日：
平成２２年２月１日以降の毎月１日
●年単位の契約応当日：
平成２３年以降毎年の１月１日

契約者配当金（けいやくしゃはいとうきん）
保険種類によっては、責任準備金等の運用益が当社の予定し
た運用益を超えた場合に、ご契約後５年ごとにお支払いします。
ただし、契約者配当金は、運用実績によって変動（増減）し、お
支払いできないこともあります。
※無配当保険の場合は、契約者配当金はありません。

契約内容照会制度（けいやくないようしょうかいせいど）
保険契約等のお引受けの判断または保険金・給付金等のお支
払いの判断の参考とすることを目的として、各生命保険会社と
全国共済農業協同組合連合会が保険契約などに関する登録
事項を共同して利用する制度です。

契約内容登録制度（けいやくないようとうろくせいど ）
保険契約等のお引受けの判断または保険金・給付金等のお支
払いの判断の参考とすることを目的として、各生命保険会社が
保険契約に関する登録事項を共同して利用する制度です。

契約年齢（けいやくねんれい）
被保険者の年齢を契約日現在の満年齢で計算します。

４０歳７か月の被保険者の契約年齢は４０歳となりま
す。

例

契約日（けいやくび）
原則として保障開始の日（責任開始期の属する日）をいい、契
約年齢、保険期間などの計算の基準日になります。ただし、保険
種類（がん治療支援保険や特定の特約など）や保険料の払込
方法によっては契約日と保障開始の日が異なる場合があります。

例 月払でかつ口座振替や団体を通じてのお払込み、ク
レジットカードによるお払込みの場合

契約日は原則として保障開始の日の属する月の翌
月１日となります。
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減額（げんがく）
保険金額・給付金額等を減らすことをいいます。減額分は解約
したものとして取り扱います。

こ 更新（こうしん）
保険期間が満了したときに、所定の条件を満たせば健康状態に
かかわらず、原則としてそれまでと同一の保障内容での保障を
継続できる制度のことをいいます。更新の際は、更新日現在の
保険年齢・保険料率によって保険料が再計算されるため、保険
料は通常高くなります。ご契約者からお申し出がなければ自動
的に更新されます。また、更新後のご契約には更新時の約款が
適用されます。

高度障害状態（こうどしょうがいじょうたい）
高度障害保険金などのお支払いの対象となる状態のことで、被
保険者が両眼の視力を全く永久に失った場合など、約款に定め
られた状態をいいます。対象となる高度障害状態は、公的な身
体障害者認定基準などとは要件が異なります。

告知義務（こくちぎむ）
ご契約のお申込みに際して、過去の傷病歴（傷病名・治療期間
など）、現在の健康状態・身体の障がい状態・職業などについて
告知書や医師の質問によりおたずねする内容に対して、事実を
ありのまま正確にもれなくお答えいただく義務のことをいいます。

告知義務違反（こくちぎむいはん）
告知書の質問事項または医師からの質問に対して、事実を告知
されなかったり、事実と違うことを告知された場合は、「告知義務
違反」としてご契約や特約が解除されることがあります。

告知書（こくちしょ）
ご契約のお申込みに際して、過去の傷病歴（傷病名・治療期間
など）、現在の健康状態・身体の障がい状態・職業などについて、
被保険者（またはご契約者）自身が記入していただく書面のこと
をいいます。

し 事業年度（じぎょうねんど）
当社業務の区切りおよび決算のために定めた期間で、毎年４
月１日から翌年３月３１日までの満１か年のことをいいます。

時効（じこう）
保険金・給付金等のご請求には時効があります。保険金・給付
金・解約返戻金・保険料払込の免除などのご請求の権利は、３
年を過ぎますとなくなります。

失効（しっこう）
猶予期間内に保険料のお払込みがないことなどにより、ご契約
の効力が失われることをいいます。ご契約が失効すると、保障
がない状態になり、保険金・給付金・年金などをお支払いできな
いことになります。失効したご契約に解約返戻金がある場合には、
ご契約者は解約返戻金を請求することができます。

指定代理請求人（していだいりせいきゅうにん）
被保険者である保険金等の受取人が、病気やケガにより保険金
・給付金等を請求する意思表示ができない等の場合に、あらか
じめ指定された指定代理請求人が保険金・給付金等の代理請
求を行うことができます。

支払限度（しはらいげんど）
給付金などのお支払いに関する限度のことをいいます。

入院給付金の支払限度

１回の入院についての支払日数の限度と通算の支
払日数の限度があります。

例

支払査定時照会制度（しはらいさていじしょうかいせいど）
保険金・給付金等のお支払いの判断または保険契約などの解
除、取消もしくは無効の判断の参考とすることを目的として、各
生命保険会社などの保有する保険契約などに関する事項を共
同して利用する制度です。

支払事由（しはらいじゆう）
保険金・給付金・年金などが支払われる場合のことをいいます。

被保険者の死亡、入院、手術 など例

主契約（しゅけいやく）
ご契約のベースとなる部分で、約款のうち普通保険約款に記載
されている契約内容のことをいいます。

主約款（しゅやっかん）
主契約の普通保険約款のことをいいます。

準用（じゅんよう）
約款の規定の中で、ある事項に関する規定を他の類似の事項
に、必要な変更を加えてあてはめることをいいます。これに対し、
「適用」とは、ある事項に関する規定を他の類似の事項に、その
ままあてはめることをいいます。

つぎのページへ
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診査（しんさ）
医師扱のご契約に申し込まれた場合には、当社の指定する医
師により問診・検診をさせていただきます。また、勤務先などの
定期健康診断の結果をご利用いただく方法、生命保険面接士
（生命保険協会の定める資格を有する者）の面接報告による方
法などもあります。

す すえ置支払（すえおきしはらい）
保険金などの受取方法の一つで、お支払事由が生じた保険金
などを当社にすえ置く制度のことをいいます。すえ置かれた保
険金などには、当社所定の利率（経済情勢などにより変更する
ことがあります）による利息がつけられます。

せ 生命保険募集人（せいめいほけんぼしゅうにん）
生命保険契約の募集を行う人のことをいいます。当社の生命保
険募集人（募集代理店の担当者等）は、お客さまと当社の保険
契約の媒介を行う者で、保険契約締結の代理権や告知の受領
権はありません。

生命保険面接士（せいめいほけんめんせつし）
生命保険のご契約の際、告知書に記載されている事項などを確
認する人のことをいいます。生命保険協会が行う資格試験に合
格した者が、生命保険面接士として認定されます。

責任開始期（日）（せきにんかいしき・び）
当社がご契約上の保障を開始する時期をいいます。また、その
責任開始期の属する日を責任開始日といいます。

責任準備金（せきにんじゅんびきん）
将来の保険金・給付金・年金などをお支払いするために、保険
料の中から積み立てられるものをいいます。

前納（ぜんのう）
将来の保険料を２年分以上まとめて払い込むことをいいます。
保険料の前納をされる場合、当社所定の利率（経済情勢などに
より変更することがあります）で割り引いて計算した保険料前納
金をお払い込みいただきます。
月払のご契約は年払に変更のうえ、前納のお取扱いができます。

た 第１回保険料相当額（充当金）（だいいっかいほけんりょうそうとうがく（じゅうとうきん））
ご契約のお申込時にお払い込みいただくお金のことをいいます。
ご契約が成立した場合には、第１回保険料に充当されます。

代理請求制度（だいりせいきゅうせいど）
被保険者が保険金・給付金等を請求できない特別な事情があ
るときに、所定の代理人がその保険金・給付金等を請求できる
制度のことをいいます。

ち 中途付加（ちゅうとふか）
保障内容を見直す制度の一つで、現在のご契約の保障内容や
保険期間を変えずに、新たな特約を付加することをいいます。

つ 積立配当金（つみたてはいとうきん）
積み立てられた配当金のことをいいます。積立配当金は、当社
所定の利率（経済情勢などにより変更することがあります）による
利息をつけて積み立てます。

と 特則（とくそく）
約款の規定の中で、通常とは異なる特別なお約束をする目的で
設定する規定のことをいいます。

特定障害不担保（とくていしょうがいふたんぽ）
特別条件の一つで、特定障害（所定の視力障害）に対して、高
度障害保険金をお支払いしないことなどをいいます。

特定疾病・部位不担保（とくていしっぺい・ぶいふたんぽ）
特別条件の一つで、被保険者の健康状態などが当社の定めた
基準に適合しない場合に、その危険の種類および程度に応じて、
当社が指定した身体部位または特定疾病に対して給付金など
をお支払いしないことをいいます。

特別条件（とくべつじょうけん）
被保険者の健康状態や過去の病歴などに応じてご契約にお付
けする条件のことをいいます。特別条件をお付けしてお引き受
けするご契約を特別条件付契約といいます。

特約（とくやく）
主契約の保障内容をさらに充実させるためや、主契約と異なる
特別なお約束をする目的で主契約に付加するものです。

特約条項（とくやくじょうこう）
特約の約款のことをいいます。なお、普通保険約款と特約条項
が異なる内容の場合は、特約条項が優先的に適用されます。

取消（とりけし）
ご契約の締結等に際して、詐欺の行為があったと認められた場
合等には、ご契約は取消となります。この場合、すでにお払い込
みいただいた保険料は払い戻しません。
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は 払込期月（はらいこみきげつ）
保険料をお払い込みいただく月のことで、払込方法に応じて迎
える契約応当日の属する月の初日から末日までの期間をいい
ます。

契約応当日が４月１日の場合

保険料の払込期月は、４月１日から４月３０日までと
なります。

例

払済保険（はらいずみほけん）
保険料のお払込みを中止し、保険料払込済のご契約に変更す
ることをいいます。保険金額は小さくなりますが、ご契約は有効
に継続します。なお、元のご契約の特約は、一部を除き消滅しま
す。

ひ 被保険者（ひほけんしゃ）
保険（保障）がかけられている人のことで、その人の生死・病気・
ケガなどが保険の対象となります。

ふ 普通保険約款（ふつうほけんやっかん）
主契約の約款のことをいいます。なお、約款には普通保険約款
と特約条項があります。

復活（ふっかつ）
失効したご契約を有効な状態に戻すことをいいます。この場合、
あらためて告知または診査をしていただき、健康状態などによっ
ては復活できないこともあります。

ほ 保険期間（ほけんきかん）
当社がご契約上の保障を開始してから終了するまでの期間の
ことをいいます。この期間内に死亡や入院などの支払事由が発
生した場合のみ、保険金・給付金・年金などのお支払いの対象
となります。保険料払込期間とは必ずしも一致しません。
ただし、保険種類および保険料の払込方法によっては、保険期
間の始期と責任開始期が異なる場合があります。

保険金（ほけんきん）
被保険者がお亡くなりになったときや、当社所定の高度障害に
なられたときに、お支払いするお金のことをいいます。

保険契約者（ほけんけいやくしゃ）
生命保険会社と保険契約を結び、ご契約上の様 な々権利（たと
えば、契約内容の変更などの請求）と義務（たとえば、保険料を
払い込む義務）を持つ人のことをいいます。当社では、保険契
約を「契約」、保険契約者を「契約者」と言い表します。

保険証券（ほけんしょうけん）
ご契約の保険金額や保険期間などの契約内容を具体的に記
載したものをいいます。

保険年度（ほけんねんど）
契約日から１年ごとの期間のことをいいます。契約日から最初
の満１か年を第１保険年度といい、以下順次、第２保険年度、
第３保険年度、…といいます。

保険年齢（ほけんねんれい）
契約年齢に年単位の契約応当日ごとに１歳を加えて計算した
年齢のことをいいます。

契約日が平成２２年１月１日、契約年齢が４０歳の場
合

保険年齢は、平成２３年１月１日より４１歳、平成２４年
１月１日より４２歳、…となります。

例

保険料（ほけんりょう）
ご契約者から、当社にお払い込みいただくお金のことをいいま
す。

保険料期間（ほけんりょうきかん）
保険料の払込方法（回数）に応じ、それぞれの契約応当日から
翌契約応当日の前日までの期間をいいます。

保険料の払込方法（回数）（ほけんりょうのはらいこみほうほう（かいすう））
保険料の払込方法（回数）には、保険種類に応じて、一時払、月
払、年払があります。

保険料の払込方法（経路）（ほけんりょうのはらいこみほうほう（けいろ））
保険料の払込方法（経路）には、保険種類に応じて、口座振替
によるお払込み、所属する会社などの団体を通じてのお払込み、
クレジットカードによるお払込みなどがあります。

保険料の割増（ほけんりょうのわりまし）
特別条件の一つで、被保険者の健康状態などが当社の定めた
基準に適合しない場合に、その危険の種類および程度に応じて、
通常の保険料に特別保険料を加算することをいいます。

保険料払込期間（ほけんりょうはらいこみきかん）
保険料をお払い込みいただく期間のことをいいます。保険期間
とは必ずしも一致しません。

保険料払込みの免除（ほけんりょうはらいこみのめんじょ）
被保険者が不慮の事故により所定の身体障害の状態になられ
たときなどに、以後の保険料のお払込みを免除することをいいま
す。

つぎのページへ
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保険料払込みの免除事由（ほけんりょうはらいこみのめんじょじゆう）
保険料のお払込みが免除される場合のことをいいます。

被保険者の不慮の事故による所定の身体障害の状態
など

例

保険料払込みの猶予期間（ほけんりょうはらいこみのゆうよきかん）
保険料のお払込みには猶予期間があります。保険料の払込方
法（回数）に応じて、つぎのとおりです。

第２回目以降の保険料払込みの猶予期間
●月払の場合：払込期月の翌月初日から末日まで
●年払の場合：払込期月の翌月初日から翌々月の月単位

の契約応当日まで

保険料率（ほけんりょうりつ）
保険料を計算する際に用いるもので、基準となる保険金額や給
付金日額などに対する保険料のことをいいます。

み 未経過保険料（みけいかほけんりょう）
年払の保険契約で、払い込まれた保険料のうち、その保険料に
対する期間中の経過月数（１か月未満の端数切り上げ）により
計算した未経過部分の保険料をいいます。

む 無効（むこう）
保険金などを不法に取得する目的で加入されたと認められた
場合等には、ご契約の当初より、その効力がなくなります。この場
合、すでにお払い込みいただいた保険料は払い戻しません。

め 免責事由（めんせきじゆう）
当社は、ご契約成立後、被保険者の死亡や入院などの支払事
由に対して保険金・給付金・年金などをお支払いする義務があ
りますが、例外としてその義務を免れる特定の事由のことをいい
ます。

ご契約後３年以内の自殺、酒気帯び運転中の事故
による入院 など

例

や 約款（やっかん）
「ご契約についてのとりきめ」を記載したもので、普通保険約款
と特約条項があります。

よ 予定利率（よていりりつ）
保険料はその算出にあたり、将来の資産運用による収益をあら
かじめ見込んで割り引いていますが、その際に用いる利率のこ
とを予定利率といいます。
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この保険独自の保険用語のご説明

か 確定年金（かくていねんきん）
年金の種類の一つで、被保険者が年金支払期間中の毎年の
年金支払日に生存されているときにお支払いする種類の年金
のことをいいます。年金支払期間中に被保険者が死亡された場
合には、残余年金支払期間の未払年金の現価をお支払いしま
す。

け 契約者貸付制度（けいやくしゃかしつけせいど）
一時的に資金がご入用のときに、解約返戻金の一定範囲内で
お貸しする制度のことをいいます。お貸しできる金額は、ご契約
内容、ご契約年数などにより異なります。特に、ご契約後短期間
の場合などは貸し付けできないこともあります。

現価（げんか）
将来の年金を、その年金の残余支払期間に応じて割り引いて計
算した現在価値のことをいいます。

こ 高額割引（こうがくわりびき）
当社の所定の条件を満たすご契約については、保険料に高額
割引が適用されます。

て 低解約返戻金期間（ていかいやくへんれいきんきかん）
主契約が「長割り終身」の場合に、その解約返戻金が「５年ごと
利差配当付終身保険」の解約返戻金よりも低くなっている期間
のことをいいます。（「長割り終身」に付加する特約の解約返戻
金には影響がありません。）

低解約返戻金割合（ていかいやくへんれいきんわりあい）
主契約が「長割り終身」の場合に、低解約返戻金期間中の主契
約の解約返戻金を計算する際に、「５年ごと利差配当付終身保
険」の解約返戻金に乗じる割合（７０％）のことをいいます。

な 長割り終身（ながわりしゅうしん）
５年ごと利差配当付低解約返戻金型終身保険の愛称（ペット
ネーム）です。

ふ 復旧（ふっきゅう）
払済保険や延長定期保険などに変更されたご契約を変更後３
年以内に当社の承諾を得て、元の契約に戻すことをいいます。

ほ 保険料の振替貸付（ほけんりょうのふりかえかしつけ）
保険料のお払い込みがないまま猶予期間を過ぎた場合でも、所
定の解約返戻金（年払の場合の未経過保険料を含みます。）が
あるときはその範囲内で、あらかじめお申し出がない限り、当社
が自動的に保険料をお立て替えする制度です。

保証期間付終身年金（ほしょうきかんつきしゅうしんねんきん）
年金の種類の一つで、被保険者が毎年の年金支払日に生存さ
れている限りお支払いする年金の種類のことをいいます。保証
期間中に被保険者が死亡された場合には、残余保証期間の未
払年金の現価をお支払いします。

主
な
保
険
用
語
の
ご
説
明
／
こ
の
保
険
独
自
の
保
険
用
語
の
ご
説
明
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お申込み  

ご契約のしおり
ご契約に際して

１．保険契約の締結と生命保険募集人の権限・・・・・・１６

２．個人情報の取扱いに関するご案内・・・・・・・・・１６

３．クーリング・オフ制度（お申込みの撤回またはご契約の解除）・１７

４．ご契約のお申込みの際のご注意点・・・・・・・・・１８

５．保険会社の責任開始期・・・・・・・・・・・・・・１８

６．本人確認・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１９

７．新たな保険契約への乗換え・・・・・・・・・・・・１９



お客様 当社 取扱者／代理店 
（生命保険募集人） 

あんしん生命 

媒介をします。 

1.保険契約の締結と生命保険募集人の権限

当社の取扱者／代理店（生命保険募集人）は、お客様と当

社の保険契約締結の媒介をさせていただきます。

生命保険契約は、お客様からの保険契約のお申込みに対し

て当社が承諾したときに有効に成立します。

1 保険契約締結の「媒介」と「代理」について
�生命保険募集人が保険契約締結の「媒介」を行う場合は、保険契約のお申込みに対して保険会社が承諾したときに保険契約は有効に成立します。
�生命保険募集人が保険契約締結の「代理」を行う場合は、生命保険募集人が保険契約のお申込みに対して承諾すれば保険契約は有効に成立します。

当社の承諾が必要なご契約内容
変更等のお手続きの例

（各保険種類ごとに異なります。）

・保険契約の復活
・特約の中途付加 など

それぞれのお手続きの内容について、詳しく
は「ご契約のしおり」をご覧ください。

（＊）2 生命保険募集人について
�生命保険の募集は、保険業法に基づき登録された生命保険募集人のみが行
うことができます。

�当社の取扱者／代理店（生命保険募集人）は、お客様と当社の保険契約締結
の媒介を行う者で、保険契約締結の代理権はありません。したがいまして、
保険契約は、お客様からの保険契約のお申込みに対して当社が承諾したと
きに有効に成立します。

�ご契約の成立後にご契約の内容を変更等される場合にも、原則としてご契
約内容の変更等に対する当社の承諾が必要になります。（＊）

�当社の取扱者／代理店である生命保険募集人の身分・権限等に関しまして
確認をご要望の場合には、巻末の総合カスタマーセンターまでご連絡くだ
さい。

2.個人情報の取扱いに関するご案内

当社および東京海上グループ各社（※）は、本契約に関する個人情報（過去に取得したものを含みます。）を、保険引受け

の判断、本契約の管理・履行、付帯サービスの提供、他の保険・金融商品等の各種商品・サービスの案内・提供、アンケー

ト等を行うために利用する他、下記①から④の利用・提供を行うことがあります。

なお、当社にご提供いただく保健医療等の特別な非公開情報（センシティブ情報）の利用は、保険業法施行規則の規定

どおり、業務の適切な運営の確保その他必要と認められる範囲に限定して利用いたします。

①本契約に関する個人情報の利用目的の達成に必要な範囲内で、
業務委託先（保険代理店、保険仲立人、医療機関、面接士、保険
金・給付金の請求・支払いに関する関係先、金融機関等を含みま
す。）に対して個人情報を提供すること

②本契約に関して取得する情報は、契約締結、契約内容変更、保険
金・給付金支払い等の可否を判断するうえでの参考とするた
め、個人情報を他の生命保険会社、東京海上グループ内の他の
保険会社、社団法人生命保険協会等と共同して利用すること

③本契約に関して取得する情報は、当社と東京海上グループ各社
との間または当社と当社の提携先企業等との間で商品・サービ
ス等の提供・案内のために、個人情報を共同して利用すること

④再保険会社における保険契約の引受け、継続・維持管理、保険金
・給付金支払い等に利用するため、対象となる保険契約の特定に
必要な保険契約者の個人情報の他、被保険者氏名、性別、生年月
日、保険金額等の契約内容に関する情報および健康状態に関す
る情報など当該業務に必要な個人情報を記録媒体等に安全管理
措置を講じて再保険会社に提供すること

東京海上グループ各社の範囲および提携先企業等の一覧、東京海上グループ内における個人情報利用の管理責任者、各種商品やサービスの一覧、

当社（および東京海上グループ各社）における個人情報の取扱いについては、当社ホームページ（http://www.tmn-anshin.co.jp/）をご覧ください。

なお、個人情報の取扱いについての照会や開示・訂正・削除等に関するご請求は下記照会先までご連絡ください。

※「東京海上グループ」とは、「東京海上ホールディングス株式会社」傘下の当社、東京海上日動火災保険株式会社、日新火災海上保険株式会社、東京

海上日動フィナンシャル生命保険株式会社などや、前記各社の子会社等を含みます。

＜照会先＞東京海上日動あんしん生命保険株式会社
総合カスタマーセンター

�� ０１２０‐０１６‐２３４
受付時間 平日９：００～１９：００

土曜９：００～１７：００
（日・祝日・年末年始を除きます。）

東京海上日動あんしん生命保険株式会社
個人データ管理責任者
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申込日 
（4/10） 

第1回保険料 
相当額領収日 
 （4/15） 

この日まで 
 （4/22） 

クーリング・オフが可能な期間 

8日間 

3.クーリング・オフ制度（お申込みの撤回またはご契約の解除）

お申込者またはご契約者（以下「お申込者等」といいます。）

は、ご契約のお申込日または第1回保険料相当額の領収日

（※）のいずれか遅い日から、その日を含めて8日以内であれ

ば、書面によりお申込みの撤回またはご契約の解除（以下「お

申込みの撤回等」といいます。）をすることができます。
（※）第1回保険料相当額のお払込方法に応じ、以下のようになります。

第１回保険料相当額のお払込方法 第１回保険料相当額の領収日

①当社の取扱者／代理店への払込み 当社の取扱者／代理店が受け取った日

②金融機関からの直接振込 当社指定の口座に着金した日

③口座振替による払込み 口座振替日

④クレジットカードによる払込み 当社がクレジットカードの有効性等を確認した日

〒163-0515 東京都新宿区西新宿1-26-2 新宿野村ビル
東京海上日動あんしん生命保険（株）クーリング・オフ担当 宛

1 お申出方法
�お申込みの撤回等は、書面の発信時（郵便の消印日付）に
効力を生じます。必ず郵便にて右記住所宛お申し出くださ
い。

�郵送する書面には以下の項目をご記入ください（ご自身の個人情報保護の観点から、なるべく封書にてお申し出ください）。
なお、保険証券がお手元に到着している場合には、書面とともに封書にてご送付ください。

① 

② 

③ 

④ 

私は下記契約の申込みの撤回を行います。 

申込人（契約者） 

住所 

電話番号 

 

 

東京都××区○○○ 

03ー＊＊＊＊ー＊＊＊＊ 

⑤ 

⑥ 

⑦ 

⑧ 

 

証券番号 

取扱者／代理店 

保険料 

返金先口座 

××××××××××× 

△△保険サービス 

□□□□円 

○○銀行××支店   普通○○○○○○ 
口座名義人　アンシン　タロウ 

お申込人（契約者）ご自身がご署名ください。 
また申込書と同一の印鑑をご捺印ください。 

東京海上日動あんしん生命保険株式会社　行 

（アンシン   タロウ） 印 

⑦と⑧はすでに保険料をお払い込みいただいた場
合のみ、ご記入ください。またご契約者本人名義の
口座に限ります。 

ご記入例  

2 お申込みの撤回等をすることができない場合

（1）当社が指定した医師の診査が終了した場合
（2）債務履行の担保のための保険契約である場合

（3）既契約の内容変更（特約の中途付加など）の場合
（4）法人をご契約者とする保険契約である場合

3 その他
�お申込みの撤回等があった場合は、当社は、お申込者等にお払い込みいただいた金額を全額返還します。
※第1回保険料相当額のクレジットカードによるお払込みを選択されたご契約では、カード会社からお客様に請求がなされた場合のみ、保険料
を返還します。

�当社は、お申込者等に対し、お申込みの撤回等に関して損害賠償または違約金その他の金銭の支払いを請求しません。
�お申込みの撤回等の書面の発信時に保険金または給付金のお支払事由が生じている場合には、お申込みの撤回等の効力は生じ
ません。ただし、お申込みの撤回等の書面の発信時に、お申込者等が保険金または給付金のお支払事由が生じていることを知っ
ている場合を除きます。

�万一お申込みの撤回等と行き違いに保険証券が到着いたしましたら、支社・本店あてご連絡願います。
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自分で正しく 
記入しよう。 

4.ご契約のお申込みの際のご注意点

申込書・告知書は、ご自身で正確にご記入ください。また保険料等領収証は必ずお受け取りください。

1 申込書・告知書のご記入について
�ご契約の申込書・告知書は、ご契約者および被保険者ご自身で記入してください。記入内容を
十分お確かめのうえ、署名、捺印をお願いします。

2 健康状態・職業等の告知義務
�過去の傷病歴（傷病名・治療期間等。）、現在の健康状態、身体の障がい状態、職業等について
「告知書」で当社がおたずねすることについて、事実をありのままに正確にもれなくお知らせ
（告知）ください。
�注意喚起情報「2．最近の健康状態・職業等についてありのままを告知してください」をご参照ください。

3 保険料等領収証について
�第1回保険料に相当する額を当社の取扱者／代理店（生命保険募集人）にお払い込みいただく際には、引き換えに必ず当社所定
の「保険料等領収証」をお受け取りください。
�なお、保険種類によっては、保険料のお払込みについて、ご契約者からの当社の指定する口座へのお振込みに限らせていただい
ております。
（注）口座振替、クレジットカードなどでお払込みの場合、または金融機関から直接お振り込みいただいた場合は、当社からは領収証は発行いたしませ

ん。

4 保険証券の確認について
�ご契約をお引き受けしますと、当社は保険証券をご契約者にお送りします。お申込内容と相違がないか
をよくお確かめください。

�万が一、相違する点がございましたら、お手数ですが当社の支社または本店へご連絡ください。

5 ご契約の確認について
�当社の社員または当社で委託した者が、ご契約のお申込み後または保険金・給付金等のご請求および保険料のお払込免除のご
請求の際、ご契約のお申込内容またはご請求内容についてご確認させていただく場合があります。

5.保険会社の責任開始期

お申し込みいただいたご契約を当社が承諾（お引き受けすることを決定）した場合には、第１回保険料相当
額を当社が受け取った時（告知前に受け取ったときは告知の時）から保険契約上の責任を負います。

�責任開始期（ご契約の保障が開始される時期）は第１回保険料相当額のお払込方法に応じ以下のようになります。ただし、
告知前に第１回保険料相当額を受け取った（着金した）場合等は告知の時からとなります。

第１回保険料相当額のお払込方法 責任開始期

①当社の取扱者／代理店への払込み 当社の取扱者／代理店が受け取った時

②金融機関からの直接振込 当社指定の口座に着金した時

③口座振替による払込み 口座振替日

④クレジットカードによる払込み（※） 当社がクレジットカードの有効性等を確認した時

※ご契約のお申込みに際して、クレジットカード払による第１回保険料相当額のお払込みを希望された場合であっても、実際にはクレジットカ
ードによらず第１回保険料相当額をお払い込みいただいたときは、この場合には該当しません。なお、第１回保険料相当額のクレジットカ
ードによるお払込みは、当社の定める規定を満たした場合にお取り扱いいたします。
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責任開始期の例示 

▲ 
お申込み 

▲ 
告知 

▲ 
お払込み 

▲ 
承諾 

責任開始期 

▲ 
お申込み 

▲ 
お払込み 

▲ 
告知 

▲ 
承諾 

責任開始期 

6.本人確認

「犯罪による収益の移転防止に関する法律（犯罪収益移転防止法）」に基づき、お客様が個人の場合は氏名、住居及び生

年月日を、法人の場合は名称と本店等の所在地を、所定の方法により確認をさせていただくこと（以下「本人確認」とい

います。）があります。

1 確認方法について
�お客様が代理人を利用して取引される場合は、お客様と、実際に取引をなさる代理人双方の本人確認をさせていただくことがあ
ります。

�お客様が法人の場合は、お客様である法人と、実際に取引をなさるご担当者双方の本人確認をさせていただくことがあります。

2 その他
�お客様が、本人確認に際して氏名、住居または生年月日等を偽ることは犯罪収益移転防止法で禁止されており、お客様に隠ぺい
の目的があった場合には、50万円以下の罰金が科せられます。

�金融機関である当社（あんしん生命）は、お客様が本人確認に応じない場合には応じるまでの間、取引に係る義務の履行を拒むこ
とができることとなっており、お客様が本人確認に応じない間、お客様は金融機関である当社（あんしん生命）に契約上の義務の
履行を要求できません。

7.新たな保険契約への乗換え

現在ご契約の保険契約を解約、減額することを前提に、新たな保険契約のお申込み

（ご契約の乗換え）をご検討される方は特に次の点にご注意ください。

1 現在のご契約について解約、減額などを
される場合の不利益事項
�多くの場合、返戻金は、お払込保険料の合計額より少ない金額となります。特に、ご契約後
短期間で解約されたときの返戻金は、まったくないか、あってもごくわずかです。

�一定期間の契約継続を条件に発生する配当の請求権等を失うこととなる場合があります。

2 新たな保険契約をお申し込みされる場合のご注意事項
�新たにお申込みの保険契約について、被保険者の健康状態などによりお断りする場合があります。
�新たにお申込みの保険契約の保険料については、現在の被保険者の年齢により計算されます。また、保険料の計算の基礎となる
予定利率・予定死亡率等が、現在ご契約の保険契約と異なることがあります。

�新たにお申込みの保険契約について告知をいただく際、事実を告知されなかったり事実と異なることを告知されると、告知義務
違反としてご契約が解除され保険金・給付金等が支払われない場合があります。

�新たな保険契約の責任開始期から3年以内に被保険者が自殺した場合、責任開始期前の発病などの場合は、保険金・給付金等の
お支払いや保険料のお払込みの免除はできません。（約款に特に定めがあるときを除きます。）

ご
契
約
の
お
申
込
み
の
際
の
ご
注
意
点
／
保
険
会
社
の
責
任
開
始
期
／
本
人
確
認
／
新
た
な
保
険
契
約
へ
の
乗
換
え

ご契約に際して お申込み

ご
契
約
の
し
お
り
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特長・しくみ  

ご契約のしおり
保険の特長としくみ

８．主契約について・・・・・・・・・・・・・・・・・２２

９．付加できる特約について・・・・・・・・・・・・・２６



8.主契約について

長割り終身

（５年ごと利差配当付低解約返戻金型終身保険）
割安な保険料で万一の保障を終身にわたり確
保できる保険です。

死亡と高度障害の保障を確保でき、その保障が一生涯続きます。
特長1

ご 参 考

保障内容は、「５年ごと利
差配当付終身保険」と全
く同じです。

ご契約を長期に継続される方にとって、有利です。
特長2

◆保険証券に記載された低解約返戻金期間中の解約返戻金は、「５年ごと利差配当付終
身保険」の解約返戻金に、低解約返戻金割合として７０％を乗じた水準となっているた
め、その分保険料が割安になっています。
◆したがって、ご契約を解約されない場合はもちろん、ご契約を低解約返戻金期間が満
了するまで継続した後で解約される場合でも、保険料が割安な分、「５年ごと利差配
当付終身保険」よりも有利になります。

低解約返戻金期間満了後は、解約返戻金を有効にご利用する
こともできます。

特長3

たとえば ・年金として受け取ることもできます。

!
オリジナルな保険の設計（保険料のお払込期間の選択等）が
可能です。

特長4 ご 注 意

保険料を一時払により払
い込むことはできません。
また、ご契約後に保険料
払込期間を変更すること
はできません。

◆保険料払込期間を選択したり、各種特約を付加することによって、あなたのライフプ
ランに合ったオリジナルな保険を設計することができます。

この保険は有配当商品です。
特長5

◆この保険は責任準備金等の運用益が当社の予定した運用益を超えた場合に、ご契約後
５年ごとに契約者配当金をお支払いします。

!
高額割引制度があります。

特長6 ご 注 意

減額等の内容変更により、
条件を満たさなくなった
場合は、高額割引が適用
されなくなります。◆この保険の保険金額が１，０００万円以上の場合、保険料の高額割引が適用されます。

長割り終身しおり 22



【60歳払込満了の場合】 低解約返戻金期間：ご契約日から保険料払込期間が満了する日の24時まで 
低解約返戻金割合：70％ 

●低解約返戻金期間中の解約返戻金は「5年ごと利差配当付終身保険」の70％です。 
●低解約返戻金期間満了後の解約返戻金は「5年ごと利差配当付終身保険」と同額です。 

この保険の解約返戻金 
「5年ごと利差配当付終身保険」の解約返戻金（参考） 

死亡・高度障害保険金 

ご契約日 60歳払込満了日 

5年ごと積立配当金 
保
障
は
生
涯
続
き
ま
す 

保険料払込期間 
（被保険者のご契約年齢が60歳に達する契約応当日の前日まで） 

仕組図 

 
解約返戻金 

■保険金のお支払い

別 表 参 照

所定の高度障害状態につ
いては、「普通保険約款別
表３ 対象となる高度障
害状態」をご覧ください。

お支払いする保険金 保険金のお支払事由 お受け取りになる人

死亡保険金 被保険者が死亡されたとき 死亡保険金受取人

高度障害保険金
被保険者が責任開始期以後に生じた傷害また
は疾病が原因で所定の高度障害状態になられ
たとき

被保険者

（ ）
保険契約者が法人で、かつ死亡保
険金受取人が保険契約者である場
合は、保険契約者

�高度障害保険金を支払う前に被保険者が死亡したときは、当社は、高度障害保険金をお支払い
しません。ただし、死亡保険金の免責事由に該当した場合もしくは死亡保険金の請求がなされな
いことが確定した場合にはこの限りではありません。また、高度障害保険金を支払った後に死亡
保険金の請求を受けても、当社は、その死亡保険金をお支払いしません。

�被保険者が死亡された場合、主契約および特約は消滅し、死亡保険金受取人に死亡保険金等
をお支払いしますので、保険契約者は被保険者の死亡後に主契約および特約を解約し解約返
戻金を請求することはできません。

ご注意

■保険料の払込免除 別 表 参 照

不慮の事故については、
「普通保険約款別表２ 対
象となる不慮の事故」を、
所定の身体障害の状態に
ついては、「普通保険約款
別表４ 対象となる身体
障害の状態」をご覧くだ
さい。

�被保険者が、責任開始期以後に不慮の事故を直接の原因として、その事故の日からその日を含めて
１８０日以内に所定の身体障害の状態になられたときは、将来の保険料のお払込みは免除となります。

長割り終身

主
契
約
に
つ
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て

保険の特長としくみ 特長・しくみ

ご
契
約
の
し
お
り
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５年ごと利差配当付

終身保険
万一の保障を終身にわたり確保できる保険です。

死亡と高度障害の保障を確保でき、その保障が一生涯続きます。
特長1 ご 参 考

保障内容は、「長割り終身」
と全く同じです。

解約返戻金を有効にご利用することもできます。
特長2

たとえば ・年金として受け取ることもできます。

オリジナルな保険の設計（保険料のお払込期間の選択等）が
可能です。

特長3 ご 参 考

保険料一時払のお取扱い
もございます。

◆保険料払込期間を選択したり、各種特約を付加することによって、あなたのライフプ
ランに合ったオリジナルな保険を設計することができます。
◆ご契約後に保険料払込期間を変更することもできます。

この保険は有配当商品です。
特長4

◆この保険は責任準備金等の運用益が当社の予定した運用益を超えた場合に、ご契約後
５年ごとに契約者配当金をお支払いします。

!
高額割引制度があります。

特長5 ご 注 意

減額等の内容変更により、
条件を満たさなくなった
場合は、高額割引が適用
されなくなります。◆この保険の保険金額が１，０００万円以上の場合、保険料の高額割引が適用されます。

ただし、保険料の払込方法（回数）が一時払の場合は、高額割引の適用はありません。

５年ごと利差配当付終身保険しおり 24



【60歳払込満了の場合】 

死亡・高度障害保険金 

ご契約日 60歳払込満了日 

5年ごと積立配当金 
保
障
は
生
涯
続
き
ま
す 

保険料払込期間 
（被保険者のご契約年齢が60歳に達する契約応当日の前日まで） 

仕組図 

 
解約返戻金 

■保険金のお支払い

別 表 参 照

所定の高度障害状態につ
いては、「普通保険約款別
表３ 対象となる高度障
害状態」をご覧ください。

お支払いする保険金 保険金のお支払事由 お受け取りになる人

死亡保険金 被保険者が死亡されたとき 死亡保険金受取人

高度障害保険金
被保険者が責任開始期以後に生じた傷害また
は疾病が原因で所定の高度障害状態になられ
たとき

被保険者

（ ）
保険契約者が法人で、かつ死亡保
険金受取人が保険契約者である場
合は、保険契約者

�高度障害保険金を支払う前に被保険者が死亡したときは、当社は、高度障害保険金をお支払い
しません。ただし、死亡保険金の免責事由に該当した場合もしくは死亡保険金の請求がなされな
いことが確定した場合にはこの限りではありません。また、高度障害保険金を支払った後に死亡
保険金の請求を受けても、当社は、その死亡保険金をお支払いしません。

�被保険者が死亡された場合、主契約および特約は消滅し、死亡保険金受取人に死亡保険金等
をお支払いしますので、保険契約者は被保険者の死亡後に主契約および特約を解約し解約返
戻金を請求することはできません。

ご注意

■保険料の払込免除 別 表 参 照

不慮の事故については、
「普通保険約款別表２ 対
象となる不慮の事故」を、
所定の身体障害の状態に
ついては、「普通保険約款
別表４ 対象となる身体
障害の状態」をご覧くだ
さい。

�被保険者が、責任開始期以後に不慮の事故を直接の原因として、その事故の日からその日を含めて
１８０日以内に所定の身体障害の状態になられたときは、将来の保険料のお払込みは免除となります。

５年ごと利差配当付終身保険
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9.付加できる特約について

ご契約に次のような特約を組み合わせて付加しますと、保障内容がさらに充実します。

目的 特約
参照ページ

しおり 約款

さらに保障を充実させるには ①平準定期保険特約 Ｐ２７ Ｐ４１

ライフサイクルに合わせた合理的な
保障をお考えのときには

②逓減定期保険特約 Ｐ２８ Ｐ５１

毎月の収入を確保するには ③家計保障定期保険特約 Ｐ２９ Ｐ６２

災害による死亡・高度障害に対する
保障を充実させるには

④災害割増特約
⑤傷害特約（本人型）

Ｐ３１
Ｐ３２

Ｐ９３
Ｐ１０５

病気や災害による入院・手術に備え
るために

⑥災害入院特約（本人型）
⑦疾病入院特約（本人型）

Ｐ３３
Ｐ３４

Ｐ１２１
Ｐ１３５

保険金を生きているうちに活用した
いとお考えのときは

⑧リビング・ニーズ特約 Ｐ３５ Ｐ１５１

ご 参 考

保険金・給付金等をお支
払いできない場合につい
ては４１ページ以降をご覧
ください。

�ご加入時や、ご契約後にも特約を付加（中途付加）することができます。ただし、将来事前の予告
なく、特約の販売を停止することがあります。この場合、特約の中途付加のお取扱いも停止させて
いただきます。
�ご契約の種類、内容および申込形態などによっては、お取り扱いできない場合があります。
�中途付加のお取り扱いに際しては、改めての告知（診査）などの手続きが必要となるとともに、所
定の引受条件を満たすことが必要です。

�更新が可能な特約であっても、更新時に当社がその特約の締結を取り扱っていないときは、当社
所定の特約により更新されることがあります。

ご注意
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① 平 準 定 期 保 険 特 約

一定の期間、死亡・高度障害に対する保障を大型化することが
できます。

特長1

!
高額割引制度があります。

特長2 ご 注 意

減額等の内容変更により、
条件を満たさなくなった
場合は、高額割引が適用
されなくなります。◆この特約の保険金額が２，５００万円以上の場合、保険料の高額割引が適用されます。

!
特約を更新することができます。

特長3 ご 注 意

例えば、更新時の被保険
者の年齢が90歳以上のと
きには、自動更新の取扱
いはいたしません。◆この特約の保険期間を主契約の保険料払込期間より短く設定した場合、所定の要件

を満たせばこの特約を何度でも更新することができます。
◆更新後のこの特約の保険料は、更新時の被保険者の年齢で計算します。
◆この特約の更新が可能なご契約につきましては、事前に当社よりご連絡いたします。

平準定期保険特約 

ご契約日 

満了日 

主 契 約  

仕組図 

特約の保険期間・保険料払込期間 

■保険金のお支払い

別 表 参 照

所定の高度障害状態につ
いては、「特約条項別表２
対象となる高度障害状態」
をご覧ください。

お支払いする保険金 保険金のお支払事由 お受け取りになる人

特約死亡保険金 被保険者が特約の保険期間中に死亡されたとき
主契約の

死亡保険金受取人

特約高度障害
保険金

被保険者が責任開始期以後に生じた傷害また
は疾病が原因で特約の保険期間中に所定の高
度障害状態になられたとき

主契約の
高度障害保険金受取人

付
加
で
き
る
特
約
に
つ
い
て

保険の特長としくみ 特長・しくみ

ご
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り
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② 逓 減 定 期 保 険 特 約 ご 参 考

「逓減定期保険特約」と同
様に、保険金額が保険期
間の経過とともに逓減し、
保険金の受取方法を選択
できる商品として「家計
保障定期保険」または「家
計保障定期保険特約」が
あります。
ただし、「逓減定期保険特
約」と「家計保障定期保
険」または「家計保障定
期保険特約」では、保険
金受取時の税務取扱が異
なる場合がありますので、
ご注意ください。

この特約の保障額は、毎年一定額ずつ減少していくため、ライ
フサイクルに合わせて保障を合理的に確保できます。

特長1

型 最終保険年度における保障額

２０％型 第一保険年度の保障額の２０％
４０％型 第一保険年度の保障額の４０％
６０％型 第一保険年度の保障額の６０％

ニーズに応じて、３種類の型から選択できます。

!
高額割引制度があります。

特長2 ご 注 意

減額等の内容変更により、
条件を満たさなくなった
場合は、高額割引が適用
されなくなります。型 第一保険年度保険金額

２０％型 ４，０００万円以上
４０％型 ３，５００万円以上
６０％型 ３，０００万円以上

◆この特約の第一保険年度の保険金額が右記の場合、
保険料の高額割引が適用されます。
ただし、保険料の払込方法（回数）が一時払の場合
は、高額割引の適用はありません。

!

!

特約を更新することができます。
特長3

ご 注 意

特約の型が２０％型および
４０％型の場合は、平準定
期保険特約として更新し
ます。

ご 注 意

例えば、更新時の被保険
者の年齢が90歳以上のと
きには、自動更新の取扱
いはいたしません。

◆この特約の保険期間を主契約の保険料払込期間より短く設定した場合、所定の要件
を満たせばこの特約を何度でも更新することができます。
◆更新後のこの特約の保険料は、更新時の被保険者の年齢で計算します。
◆この特約の更新が可能なご契約につきましては、事前に当社よりご連絡いたします。

【特約の型が６０％型の場合】

第一保険年度 

逓減定期保険特約 
第一保険年度の保障額の60%

最終保険年度 

ご契約日 

満了日 

主 契 約  

特約の保険期間・保険料払込期間 

仕組図 

■保険金のお支払い

別 表 参 照

所定の高度障害状態につ
いては、「特約条項別表２
対象となる高度障害状態」
をご覧ください。

お支払いする保険金 保険金のお支払事由 お受け取りになる人

特約死亡保険金 被保険者が特約の保険期間中に死亡されたとき
主契約の

死亡保険金受取人

特約高度障害
保険金

被保険者が責任開始期以後に生じた傷害また
は疾病が原因で特約の保険期間中に所定の高
度障害状態になられたとき

主契約の
高度障害保険金受取人
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!③ 家 計 保 障 定 期 保 険 特 約 ご 注 意

この特約を更新すること
はできません。

万一の場合に、毎月所定の金額を受け取ることができます。
特長1 ご 参 考

「家計保障定期保険特約」
と同様に、保険金額が保
険期間の経過とともに逓
減し、保険金の受取方法
を選択できる特約として
「逓減定期保険特約」があ
ります。
ただし、「家計保障定期保
険特約」と「逓減定期保
険特約」では、保険金受
取時の税務取扱が異なる
場合がありますので、ご
注意ください。

ご 参 考

毎月お支払いする金額（給
付金月額）については、
特約条項末尾の「〈参考〉
特約保険金額・給付金月
額の計算方法」をご覧く
ださい。

◆この特約の保険期間中に死亡・高度障害になられた場合、特約保険金の月払給付によ
り、家計保障期間満了日まで毎月所定の給付金をお支払いします。
◆毎月お支払いする金額は、ニーズに応じて、毎月一定の金額をお支払する定額型と、
年々お支払額が増加する逓増型のいずれかの型を選択できます。

毎月のお支払を保証する期間として「最低支払保証期間」があ
ります。

特長2

◆死亡・高度障害となられた時から家計保障期間満了日までの期間が、「最低支払保証
期間」に満たない場合は、家計保障期間満了日にかかわらず、「最低支払保証期間」
にわたって毎月所定の給付金をお支払いします。
◆「最低支払保証期間」は、１年、２年、５年、１０年のうちから選択できます。

特約保険金の受取方法を選択できます。
特長3

ご 参 考

特約保険金額については、
特約条項末尾の「〈参考〉
特約保険金額・給付金月
額の計算方法」をご覧く
ださい。

◆特約保険金の受取人は、保険金請求時にお申し出いただくことにより、特約保険金の
月払給付（給付金の毎月支払）に代えて、特約保険金の一時支払またはすえ置支払を
選択することができます。
◆特約保険金の一時支払を選択された場合にお支払いする金額は、その時点での特約保
険金額となります。特約保険金額は、家計保障期間満了日までの期間が最低支払保証
期間に満たない期間中を除き、保険期間の経過とともに逓減します。

!
高額割引制度があります。

特長4 ご 注 意

減額等の内容変更により、
条件を満たさなくなった
場合は、高額割引が適用
されなくなります。◆この特約の契約日の特約保険金額が２，５００万円以上の場合、保険料の高額割引が適用

されます。
ただし、保険料の払込方法（回数）が一時払の場合は、高額割引の適用はありません。
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【ご契約の型が定額型の場合】 

特約保険金額 
（特約保険金の一時支払を 
選択された場合にお支払い 
する金額） 

家計保障定期保険特約 

家計保障期間満了日までの期間が 
最低支払保証期間に満たない期間 

（特約保険金の一時支払または 
　すえ置支払のお申出がない場合） 

ご契約日 

満了日 

主 契 約  

特約保険金の支払事由が発生 

特約基準給付金月額を毎月支払う 
○○○○○○○○○○○○○○○○○ 

特約の保険期間・保険料払込期間 

△ 
家計保障期間 
満了日 ［ ］ 

仕組図 

�この特約の保険期間満了日と家計保障期間満了日は同一です。
�保険期間とは被保険者が死亡・高度障害となられた場合に保障される期間をいい、家計保障期
間とは特約保険金の月払給付（給付金の毎月支払）を行う場合に給付金をお支払いする期間
をいいます。

ご注意

■保険金のお支払い

別 表 参 照

所定の高度障害状態につ
いては、「特約条項別表２
対象となる高度障害状態」
をご覧ください。

お支払いする保険金 保険金のお支払事由 お受け取りになる人

特約死亡保険金 被保険者が特約の保険期間中に死亡されたとき
主契約の

死亡保険金受取人

特約高度障害
保険金

被保険者が責任開始期以後に生じた傷害また
は疾病が原因で特約の保険期間中に所定の高
度障害状態になられたとき

主契約の
高度障害保険金受取人

�特約保険金のお支払事由が生じた時以後、特約保険金の受取人から特約保険金の一時支払またはすえ置
支払を選択する旨のお申出がない場合は、特約保険金の月払給付（給付金の毎月支払）を行います。
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④ 災 害 割 増 特 約

災害による死亡および高度障害の場合の保障を確保できます。
特長1

◆災害で事故の日からその日を含めて１８０日以内に死亡・高度障害になられたとき、ま
たは感染症で死亡・高度障害になられたときに、この特約の災害死亡・高度障害保険
金をお支払いします。

!

特約を更新することができます。
特長2

ご 注 意

例えば、更新時の被保険
者の年齢が90歳以上のと
きには、自動更新の取扱
いはいたしません。

◆この特約の保険期間を主契約の保険料払込期間以下で設定した場合、所定の要件を満
たせばこの特約を何度でも更新することができます。
◆この特約の更新が可能なご契約につきましては、事前に当社よりご連絡いたします。

■保険金のお支払い

ご 参 考

「不慮の事故による死亡」
または「不慮の事故によ
る所定の高度障害状態」
とは、この特約の責任開
始期以後に発生した不慮
の事故を直接の原因とし
て、その日を含めて１８０日
以内に、かつこの特約の
保険期間中に死亡または
所定の高度障害状態にな
ることをいいます。

別 表 参 照

所定の高度障害状態につ
いては、「特約条項別表３
対象となる高度障害状態」
をご覧ください。

お支払いする保険金 保険金のお支払事由 お受け取りになる人

災害死亡保険金
被保険者が責任開始期以後に生じた不慮の事
故または感染症（※）が原因で特約の保険期
間中に死亡されたとき

主契約の
死亡保険金受取人

災害高度障害
保険金

被保険者が責任開始期以後に生じた不慮の事
故または感染症（※）が原因で特約の保険期
間中に所定の高度障害状態になられたとき

被保険者

（ ）
保険契約者が法人で、かつ主契約
の高度障害保険金の受取人が保険
契約者である場合は、保険契約者

※「感染症」とは、平成６年１０月１２日総務庁告示第７５号に定められた分類項目中の下表に記載のものとし、分類項
目の内容については、厚生労働省大臣官房統計情報部編「疾病、傷害および死因統計分類提要 ICD－１０（２００３年
版）準拠」によるものとします。 別 表 参 照

不慮の事故については、
「特約条項別表２ 対象と
なる不慮の事故」をご覧
ください。

分類項目 基本分類表番号

１．コレラ
２．腸チフス
３．パラチフスＡ
４．細菌性赤痢
５．腸管出血性大腸菌感染症
６．ペスト
７．ジフテリア
８．急性灰白髄炎＜ポリオ＞
９．ラッサ熱
１０．クリミア・コンゴ＜Crimean‐Congo＞出血熱
１１．マールブルグ＜Marburg＞ウイルス病
１２．エボラ＜Ebola＞ウイルス病
１３．痘瘡
１４．重症急性呼吸器症候群［SARS］

（ただし、病原体がコロナウイルス属ＳＡＲＳコロナウイルスであ
るものに限ります。）

Ａ００
Ａ０１．０
Ａ０１．１
Ａ０３
Ａ０４．３
Ａ２０
Ａ３６
Ａ８０
Ａ９６．２
Ａ９８．０
Ａ９８．３
Ａ９８．４
Ｂ０３
Ｕ０４
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⑤ 傷 害 特 約（ 本 人 型 ）

災害による死亡および身体障害の場合の保障を確保できます。
特長1

◆災害で事故の日からその日を含めて１８０日以内に死亡されたとき、または感染症で死
亡されたときに災害死亡保険金を、災害で事故の日からその日を含めて１８０日以内に
所定の身体障害の状態になられたときに障害給付金をお支払いします。

!

特約を更新することができます。
特長2

ご 注 意

例えば、更新時の被保険
者の年齢が90歳以上のと
きには、自動更新の取扱
いはいたしません。

◆この特約の保険期間を主契約の保険料払込期間以下で設定した場合、所定の要件を満
たせばこの特約を何度でも更新することができます。
◆この特約の更新が可能なご契約につきましては、事前に当社よりご連絡いたします。

■保険金等のお支払い

お支払いする保険金等 保険金等のお支払事由 お受け取りになる人

災害死亡保険金
被保険者が責任開始期以後に生じた不慮の事
故または感染症（※）が原因で特約の保険期
間中に死亡されたとき

主契約の
死亡保険金受取人

障害給付金
被保険者が責任開始期以後に生じた不慮の事
故が原因で特約の保険期間中に所定の身体障
害状態になられたとき

被保険者

（ ）

ご 参 考

「不慮の事故による死亡」
または「不慮の事故によ
る所定の身体障害状態」
とは、この特約の責任開
始期以後に発生した不慮
の事故を直接の原因とし
て、その日を含めて１８０日
以内に、かつこの特約の
保険期間中に死亡または
所定の身体障害状態にな
ることをいいます。

別 表 参 照

所定の身体障害状態につ
いては、「特約条項別表３
給付割合表」をご覧くだ
さい。

※「感染症」とは、平成６年１０月１２日総務庁告示第７５号に定められた分類項目中の下表に記載のものとし、分類項
目の内容については、厚生労働省大臣官房統計情報部編「疾病、傷害および死因統計分類提要 ICD－１０（２００３年
版）準拠」によるものとします。

保険契約者が法人で、かつ主契約
の高度障害保険金の受取人が保険
契約者である場合は、保険契約者

別 表 参 照

不慮の事故については、
「特約条項別表２ 対象と
なる不慮の事故」をご覧
ください。

分類項目 基本分類表番号

１．コレラ
２．腸チフス
３．パラチフスＡ
４．細菌性赤痢
５．腸管出血性大腸菌感染症
６．ペスト
７．ジフテリア
８．急性灰白髄炎＜ポリオ＞
９．ラッサ熱
１０．クリミア・コンゴ＜Crimean‐Congo＞出血熱
１１．マールブルグ＜Marburg＞ウイルス病
１２．エボラ＜Ebola＞ウイルス病
１３．痘瘡
１４．重症急性呼吸器症候群［SARS］

（ただし、病原体がコロナウイルス属ＳＡＲＳコロナウイルスであ
るものに限ります。）

Ａ００
Ａ０１．０
Ａ０１．１
Ａ０３
Ａ０４．３
Ａ２０
Ａ３６
Ａ８０
Ａ９６．２
Ａ９８．０
Ａ９８．３
Ａ９８．４
Ｂ０３
Ｕ０４
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⑥ 災 害 入 院 特 約（ 本 人 型 ）

!
ケガによる入院の場合の保障を確保できます。

特長1 ご 注 意

責任開始期以後に発生し
た災害による入院が対象
です。入院開始日以後４
日間はお支払いの対象と
はなりません。

◆ケガで事故の日からその日を含めて１８０日以内に５日以上継続して入院したとき、５日目か
らの入院について入院給付金をお支払いします。

!
１入院の支払限度に応じて、型を選択することができます。

特長2 ご 注 意

いずれの型も通算の支払
限度は同一で支払日数を
通算して７３０日とします。

型 １入院の支払限度日数

１２０日型 １２０日

３６０日型 ３６０日

７３０日型 ７３０日

◆この特約の締結の際、右記のいずれかの型を選
択することができます。

!

特約を更新することができます。
特長3 ご 参 考

主契約の保険期間が終身
の場合、この特約の保険
期間を終身に変更する取
扱いもございます。

ご 注 意

例えば、更新時の被保険
者の年齢が90歳以上のと
きには、自動更新の取扱
いはいたしません。

◆この特約の保険期間を主契約の保険料払込期間以下で設定した場合、所定の要件を満
たせばこの特約を何度でも更新することができます。
◆この特約の更新が可能なご契約につきましては、事前に当社よりご連絡いたします。

■給付金のお支払い

別 表 参 照

不慮の事故については、
「特約条項別表２ 対象と
なる不慮の事故」をご覧
ください。

お支払いする給付金 給付金のお支払事由 お受け取りになる人

入院給付金

被保険者が責任開始期以後に生じた不慮の事
故による傷害により、その事故の日からその
日を含めて１８０日以内、かつ特約の保険期間中
に５日以上継続して入院されたとき

被保険者

（ ）保険契約者が法人で、かつ主契約
の高度障害保険金の受取人が保険
契約者である場合は、保険契約者

�お支払いする入院給付金は以下のようになります。

入院給付金＝入院給付金日額×（入院日数－４日）
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⑦ 疾 病 入 院 特 約（ 本 人 型 ）

!
病気による入院の場合の保障を確保できます。

特長1 ご 注 意

責任開始期以後に発病し
た病気による入院が対象
です。入院開始日以後４
日間はお支払いの対象と
はなりません。

◆病気で５日以上継続して入院したとき、５日目からの入院について入院給付金をお支払い
します。

所定の手術を受けた場合、手術の種類に応じて「手術給付金」
をお支払いします。

特長2

◆手術給付金は、手術の種類に応じて入院給付金日額の１０倍、２０倍または４０倍をお支払
いします。

１入院の支払限度に応じて、型を選択することができます。
特長3 ご 参 考

いずれの型も通算の支払
限度は同一で、支払日数
を通算して７３０日としま
す。型 １入院の支払限度日数

１２０日型 １２０日

３６０日型 ３６０日

７３０日型 ７３０日

◆この特約の締結の際、右記のいずれかの型を選
択することができます。

!

!

特約を更新することができます。
特長4 ご 参 考

主契約の保険期間が終身
の場合、この特約の保険
期間を終身に変更する取
扱いもございます。

ご 注 意

例えば、更新時の被保険
者の年齢が90歳以上のと
きには、自動更新の取扱
いはいたしません。

ご 注 意

「骨折の手術に伴う抜釘
術」「切傷による皮膚の縫
合」「レーシック等の屈折
矯正手術」など手術給付
金の支払対象とならない
手術もありますのでご注
意ください。

◆この特約の保険期間を主契約の保険料払込期間以下で設定した場合、所定の要件を満
たせばこの特約を何度でも更新することができます。
◆更新後のこの特約の保険料は、更新時の被保険者の年齢で計算します。
◆この特約の更新が可能なご契約につきましては、事前に当社よりご連絡いたします。

■給付金のお支払い

お支払いする給付金 給付金のお支払事由 お受け取りになる人

入院給付金
被保険者が責任開始期以後に発病した疾病に
より、特約の保険期間中に５日以上継続して
入院されたとき 被保険者

（ ）
手術給付金

被保険者が責任開始期以後に発病した疾病ま
たは発生した不慮の事故もしくはそれ以外の
外因による傷害により、特約の保険期間中に
所定の手術を受けられたとき

別 表 参 照

所定の手術と給付倍率に
ついては、「特約条項別表
２ 対象となる手術およ
び給付倍率表」をご覧く
ださい。

保険契約者が法人で、かつ主契約
の高度障害保険金の受取人が保険
契約者である場合は、保険契約者

�お支払いする入院給付金は以下のようになります。

入院給付金＝入院給付金日額×（入院日数－４日）

�疾病による入院には、「特約条項別表３ 異常分娩」に定める異常分娩による入院、不慮の事故の日から
その日を含めて１８０日を経過した後に開始された入院および不慮の事故以外の外因による入院を含みます。
�同時に２種類以上の手術を受けたときには、最も給付倍率の高いいずれか１種類の手術についてのみ手
術給付金が支払われます。
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⑧ リ ビ ン グ ・ ニ ー ズ 特 約

この特約の保険 
料は不要です。 被保険者の余命が６か月以内と判断される場合に、特定状態

保険金をお支払いします。

特長1

◆病気によると災害によるとを問わず、被保険者の余命が６か月以内と判断される場合には、
ご希望により将来の死亡保険金のお支払いに代えて、特定状態保険金をお支払いしますの
で、被保険者がご自身のために、生きているうちに保険金を活用することができます。

!

!

必要な金額のみ指定することにより、遺族保障を継続できま
す。

特長2 ご 注 意

この場合の主契約には、
平準定期保険特約、逓減
定期保険特約、家計保障
定期保険特約が付加され
ているときは、それらの
特約を含みます。

ご 注 意

限度額（３，０００万円以内）
は、他の保険契約と合算
します。

◆特定状態保険金のご請求額（指定保険金額）として、主契約の保険金額以内で、かつ被保
険者お１人について３，０００万円以内で必要額をご指定いただけます。

◆保険金額の一部をご指定されたときは、指定された金額を減額した残額について、保険契
約が継続しますので、ご自身で使われる金額とご遺族のために残される金額を選択できま
す。

上記のご請求額の指定に際して、特約における保険金額については、以下の点にご
注意ください。
逓減定期保険特約：ご請求日の６か月後の特約保険金額とします。
家計保障定期保険特約：ご請求日の特約保険金額とご請求日の６か月後の特

約保険金額のいずれか小さい額とします。
災害割増特約、傷害特約：災害死亡保険金額はこの保険金額に含まれません。
※ご請求日とは、特定状態保険金の請求に必要な書類が、当社に到着した日のこ
とをいいます。

ご注意

ご契約日 ご請求日 

死亡・高度障害保険金額 
ご請求金額 
（特定状態保険金のお支払） 

ご契約日 ご請求日 

ご請求金額 
（特定状態保険金のお支払） 

死亡・高度障害保険金額 

!

!

■保険金の請求

ご 注 意

左記（１）の場合、主契約に
付加されている特約もす
べて消滅します。ただし、
消滅時に入院中の場合に
は、消滅後の入院につい
ても給付金をお支払いで
きることがあります。

ご 注 意

左記（２）の場合、特定状態
保険金のお支払後も、主
契約に付加されているそ
の他の特約は、そのまま
継続し、継続する部分の
保険料は、お払込みが必
要です。
なお、消滅部分について
は、解約返戻金はお支払
いしません。

（１）保険金額の全部を請求した場合

請求日にさかのぼって

保険契約は消滅します。

（２）保険金額の一部を請求した場合

指定された金額分だけ

請求日にさかのぼって

消滅したものとみなし

ます。

付
加
で
き
る
特
約
に
つ
い
て

保険の特長としくみ 特長・しくみ

ご
契
約
の
し
お
り
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■保険金のお支払い

! ご 注 意

「余命６か月以内」は、日
本で一般に認められた医
療による治療を行っても
余命が６か月以内である
ことを意味します。
「余命６か月以内」の判断
は、医師に記入いただい
た診断書や請求書類等に
もとづいて当社が行いま
す。

お支払いする保険金 保険金のお支払事由 お受け取りになる人

特定状態保険金
被保険者の余命が６か月以内と判断されると
き

被保険者

（ ）
保険契約者が法人で、かつ主契約
の死亡保険金受取人が保険契約者
である場合は、保険契約者

■特定状態保険金のお支払い

�特定状態保険金のお支払いは、１契約について１回とし、お支払いした後は、この特約は消滅します。
（消滅後に、さらにこの特約を中途付加することはできません。）
�特定状態保険金のお支払いの際は、特定状態保険金の受取人が指定した指定保険金額から、６か月分の
利息と保険料相当額を差し引いてお支払いします。

お支払金額 ＝
特定状態保険金の
受取人が指定した金額
（ご請求額）

－（
指定保険金額に
対応する
６か月分の

利息
＋

指定保険金額に
対応する
６か月分の

保険料相当額
）

ご 参 考

対象となる特約とは、平
準定期保険特約、逓減定
期保険特約、家計保障定
期保険特約のことをいい
ます。

�対象となる特約が付加されていて、その特約が更新される場合を除き、その特約の保険期間の満了前１
年以内に、この特約の保険金を請求されても、その特約の保険金額は、特定状態保険金支払の対象とは
しません。

■指定代理請求制度について

ご 参 考

詳しくは、「１４．保険金・
給付金等の代理請求につ
いて」をご覧ください。

�特定状態保険金は、受取人である被保険者からご請求いただきますが、被保険者が特定状態保険金のご
請求をできない特別な事情がある場合には、あらかじめご指定のある指定代理請求人が、被保険者の代
理人としてご請求いただくことができます。

�リビング・ニーズ特約において指定代理請求人を指定する場合、指定代理請求特約を必ず付加していた
だきます。

�特定状態保険金の受取人が法人の場合には、指定代理請求人による代理請求はできません。
�特定状態保険金を指定代理請求人に支払った場合には、その後重複して特定状態保険金の
請求を受けてもお支払いいたしません。

�この特約の保険金請求後の被保険者（または保険契約者）からの照会について、当社は直接の
回答をせず、指定代理請求人に連絡をとらせていただくことがあります。

ご注意
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10.保険金・給付金等の請求の流れと注意点

!
被保険者が、お亡くなりになったときや入院をされたときなどは、すみやかにご連絡く
ださい。

ご 注 意

保険金・給付金等のご請
求は、３年間をすぎると、
ご請求の権利がなくなり
ますので、ご注意くださ
い。

ご連絡 

お客様 

お支払 ご提出 

ご案内 

東京海上日動あんしん生命 

下記の3つから連絡方法をお選びいただき、
ご請求の内容をお伝えください。 

ご請求の内容とは被保険者のお名前・身体の
状態・証券番号などです。 

必要書類をご記入いただき書類の不足がな
いかご確認の上、ご提出ください。 

必要書類（請求書・診断書など）は当社で受
付後、内容を確認させていただきます。 

保険金・給付金等をお支払いします。「お支払
のご案内」をお送りしますのでご確認ください。 

保険金・給付金等は、原則としてご指定いた
だいた口座へお支払いいたします。 

あんしん生命 

お手続きの詳しいご案内と必要な書類をお送
りします。 

診断書・戸籍書類など、ご請求に必要な書類
にかかる費用はお客様のご負担になります。 

　　　　「ご連絡方法」 

インターネットで 
当社ホームページから下記の順序でお進みください。 
 
 
 

当社ホームページ 
http://www.tmn-anshin.co.jp/

総合カスタマーセンターへ 
お電話ください。 
＜総合カスタマーセンター＞ 

 
［受付時間］平日9：00～19：00 
　　　　　土曜9：00～17：00（日・祝日・年末年始を除きます。） 

担当の代理店もしくは 
ライフパートナーへ 
ご連絡ください。 

ご契約者様 インターネット 
でのご連絡 

保険金・給付金の 
ご請求手続きの流れ 

!

!

ご 注 意

ご提出いただきました書
類を拝見した結果、ご加
入前の健康状態、治療の
経過・内容などについて、
詳細な事実確認をさせて
いただくこと、当社が指
定した医師による被保険
者の診断を求めることが
あります。
ご契約の約款に沿って判
断のうえ、または事実確
認の結果、ご要望に沿え
ずお支払いできない場合
もあります。

ご請求手続きの流れ

ご 注 意

保険料の払込免除の請求
についても左記の「ご請
求手続きの流れ」と同様
となります。
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ご連絡をいただく前に

�ご契約の内容によって、他の保険金・給付金等をご請求いただける可能性がありますので、以下の
点もご確認ください。

複数のご契約に加入されている場合

被保険者が複数のご契約に加入
されている場合

ご請求対象となるご契約が
他にないかご確認ください。

死亡によるご請求の場合

お亡くなりになる前に

をしたとき

死亡保険金だけでなく入院・手術給付金のお支払いの対
象となる可能性があります。
以下の特約またはご契約に加入されていないかご確認ください。

など

入 院

手 術

疾 病 入 院 特 約 医 療 保 険

入院や手術によるご請求の場合

片 眼 が
見えなくなった

両耳が聞こえ
な く な っ た

手 足 ま た は
指を切断した

半 身 が 完 全 に
麻痺してしまった

不慮の事故により所定の障害状態になったとき

不慮の事故により障害状態になったとき

など

保険料払込免除の対象となる可能性があります。

傷害特約にご加入の場合、障害給付金のお支払いの対象
となる可能性があります。

保
険
金
・
給
付
金
等
の
請
求
の
流
れ
と
注
意
点

保険金・給付金等について 保険金・給付金等

ご
契
約
の
し
お
り
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11.保険金・給付金等のお支払期限について

!
保険金・給付金等のご請求があった場合、当社は、請求に必要な書類が当社に到着した
日の翌営業日からその日を含めて５営業日以内に保険金・給付金等をお支払いします。
ただし、保険金・給付金等をお支払いするための確認・照会・調査が必要な場合は、以
下のとおりとします。

ご 注 意

請求に必要な書類が当社
に到着した日とは、完備
された請求書類が当社に
到着した日をいいます。

保険金・給付金等をお支払いするための確認等が必要な場合 お支払期限

①

保険金・給付金等をお支払いするために確認が必要な次の場合
・保険金・給付金等のお支払事由発生の有無の確認が必要な
場合

・保険金・給付金等の免責事由に該当する可能性がある場合
・告知義務違反に該当する可能性がある場合
・重大事由、詐欺または不法取得目的に該当する可能性があ
る場合

請求に必要な書類が当社に到
着した日からその日を含めて
６０日以内にお支払いします。

②

上記①の確認を行うために特別な照会や確認が必要な次の場合

請求に必要な書類が当社に到
着した日からその日を含めて
下記日数以内にお支払いしま
す。

・医療機関または医師に対する照会のうち、照会先の指定す
る書面等の方法に限定される照会が必要な場合

９０日

・弁護士法に基づく照会その他の法令に基づく照会が必要な
場合

９０日

・研究機関等の専門機関による医学または工学等の科学技術
的な特別の調査、分析または鑑定が必要な場合

１２０日

・ご契約者、被保険者または保険金・給付金等の受取人を被
疑者または被害者として、捜査、起訴その他の刑事手続が
開始されたことが報道等で明らかである場合における、送
致、起訴、判決等の刑事手続の結果についての警察、検察
等の捜査機関または裁判所に対する照会が必要な場合

１８０日

・日本国外における調査が必要な場合 １８０日

・災害救助法が適用された地域における調査が必要な場合 ９０日

※保険金・給付金等をお支払いするための上記①②の確認等に際し、ご契約者、被保険者または保険金・
給付金等の受取人が正当な理由なくその確認等を妨げ、または確認等に応じなかったときは、当社はこ
れにより確認等が遅延した期間の遅滞の責任を負わず、その間は保険金・給付金等をお支払いしません。
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12.保険金・給付金等をお支払いできない場合

次のような場合には、保険金・給付金等のお支払事由が生じても、保険金・給付金等の
お支払いはいたしません。また、保険料のお払込免除事由が生じても保険料のお払込み
を免除いたしません。

! ご 注 意

自殺に際して心神喪失な
いしこれと同程度の著し
い精神障害があり、自己
の生命を絶つ認識がなか
ったと認められるときは、
死亡保険金をお支払いす
る場合がありますので、
当社へお問い合わせくだ
さい。

主契約・特約
保険金・
給付金等

免責事由
（保険金・給付金等をお支払いできない場合・
保険料のお払込みを免除できない場合）

長割り終身
（５年ごと利差配当付低
解約返戻金型終身保険）

５年ごと利差配当付
終身保険

死亡保険金 ・責任開始日からその日を含めて３年以内の被保険者の自
殺

・保険契約者または死亡保険金受取人の故意
・戦争その他の変乱

高度障害保険金 ・保険契約者または被保険者の故意
・戦争その他の変乱

保険料払込免除 ・保険契約者または被保険者の故意または重大な過失
・被保険者の犯罪行為
・被保険者の精神障害を原因とする事故
・被保険者の泥酔の状態を原因とする事故
・被保険者が法令に定める運転資格を持たないで運転して
いる間に生じた事故

・被保険者が法令に定める酒気帯び運転またはこれに相当
する運転をしている間に生じた事故

・地震、噴火または津波
・戦争その他の変乱

リビング・ニーズ特約 特定状態保険金 ・保険契約者または被保険者の故意
・指定代理請求人の故意
・戦争その他の変乱

平準定期保険特約
逓減定期保険特約
家計保障定期保険特約

特約死亡保険金 ・この特約の責任開始日からその日を含めて３年以内の被
保険者の自殺

・保険契約者または特約死亡保険金受取人の故意
・戦争その他の変乱

特約高度障害保
険金

・保険契約者または被保険者の故意
・戦争その他の変乱

災害割増特約 災害死亡保険金 ・保険契約者または被保険者の故意または重大な過失
・被保険者の犯罪行為
・被保険者の精神障害を原因とする事故
・被保険者の泥酔の状態を原因とする事故
・被保険者が法令に定める運転資格を持たないで運転して
いる間に生じた事故

・被保険者が法令に定める酒気帯び運転またはこれに相当
する運転をしている間に生じた事故

・地震、噴火または津波
・戦争その他の変乱
・災害死亡保険金の受取人の故意または重大な過失（災害
死亡保険金の場合）

・被保険者の薬物依存（疾病入院特約における入院給付金
・手術給付金の場合）

災害高度障害保
険金

傷害特約（本人型） 災害死亡保険金

障害給付金

災害入院特約（本人型） 入院給付金

疾病入院特約（本人型） 入院給付金

手術給付金

ご 参 考

戦争その他の変乱、地震、
噴火または津波により免
責事由に該当した場合で
あっても該当する被保険
者数の増加が主契約・特
約の計算基礎に及ぼす影
響が少ない場合には、そ
の程度に応じ、保険金・
給付金等の全額もしくは
一部をお支払いし、また
は保険料のお払込みを免
除します。

■免責事由に該当した場合

保
険
金
・
給
付
金
等
の
お
支
払
期
限
に
つ
い
て
／
保
険
金
・
給
付
金
等
を
お
支
払
い
で
き
な
い
場
合

保険金・給付金等について 保険金・給付金等

ご
契
約
の
し
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り
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!

!

保険金・給付金等をお支払いできない場合

責任開始期前に生じた疾病や
不慮の事故等の場合

次の保険金・給付金等のお支払いの原因となる疾病や不慮の事故等が責
任開始期前に生じていたとき（下記【ご注意】に記載している場合等、
約款に特に定めのある場合を除きます。）

高度障害保険金、入院給付金、手術給付金 など

【ご注意】

●次の①～③のいずれかに該当する場合には、責任開始期以後の

原因による疾病等とみなして、保険金・給付金等のお支払いに

関する規定を適用します。

① 告知等により当社が責任開始期前の疾病等について知っ

ていた場合、または過失により知らなかった場合

② 責任開始期前の疾病等について、生命保険募集人が、告知

をすることを妨げた場合、または告知しないことや事実でな

いことを告げることを勧めた場合

③ 責任開始期前の疾病等について、次のア．およびイ．を満

たし、かつ、責任開始期前に、被保険者の身体に生じた症状

について保険契約者および被保険者の認識および自覚がなか

ったことが明らかな場合

ア．責任開始期前に、被保険者が医師の診察を受けたことが

ない。

イ．責任開始期前に、被保険者が健康診断による異常の指摘

を受けたことがない。

●責任開始日からその日を含めて２年経過後における入院給付金

・手術給付金（疾病入院特約）のお支払いにあたっては、責任

開始期以後の原因による疾病等とみなして、給付金のお支払い

に関する規定を適用します。

詐欺による取消

ご契約の締結、復活、復旧またはご契約内容の変更（以下「ご契約の締
結等」といいます。）に際して、ご契約者、被保険者または保険金・給付
金等の受取人による詐欺行為があったことにより、ご契約等が取り消さ
れたとき

この場合、お払い込みいただいた保険料は払い戻しいたしません。

不法取得目的による無効

ご契約の締結等の状況、ご契約成立後の保険金・給付金等のご請求の状
況などから判断して、ご契約者が次のいずれかの目的をもってご契約の
締結等を行い、ご契約が無効とされたとき

! ご 注 意

保険金・給付金等には保
険料の払込免除を含みま
す。

①不法に保険金・給付金等を取得する目的があったとき

②第三者に不法に保険金・給付金等を取得させる目的があったと

き

この場合、お払い込みいただいた保険料は払い戻しいたしません。

ご 注 意

健康診断とは、定期健康
診断、人間ドック等、健
康状態を評価することで
疾患の予防・早期発見に
役立てることを目的とし
て行う診察・検査・検診
をいいます。

ご 注 意

知っていた場合には、責
任開始期前の疾病等につ
いて、保険契約者または
被保険者から告知されな
かったことにより、当社
が事実の一部を知らなか
った場合は含みません。

■免責事由以外の場合
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!保険金・給付金等をお支払いできない場合

重大事由による解除

次のような事由に該当し、ご契約が解除されたとき

! ご 注 意

左記に定める事由が生じ
た後に、保険金・給付金
等のお支払事由または保
険料のお払込みの免除事
由が生じていたときは、
当社は保険金・給付金等
のお支払いまたは保険料
のお払込みの免除を行い
ません。すでに保険金・
給付金等をお支払いして
いたときでも、その返還
を請求することができ、
また、すでに保険料のお
払込みを免除していたと
きでもその保険料のお払
込みを求めることができ
ます。

①保険契約者、被保険者（死亡保険金の場合を除きます。）また

は保険金・給付金等の受取人が、保険金・給付金等を詐取する

目的で事故を起こしたとき（未遂を含みます。）

②保険金・給付金等の請求に関して、保険金・給付金等の受取人

に詐欺行為があったとき（未遂を含みます。）

③他の保険契約との重複によって保険金額・給付金額等の合計が

著しく過大で、保険制度の目的に反する状態がもたらされるお

それがあるとき

④次のア．またはイ．に該当する等により、当社の保険契約者、

被保険者または保険金・給付金等の受取人に対する信頼を損な

い、このご契約の存続を困難とする①②③と同等の重大な事由

があるとき

ア．ご契約に付加されている特約または他のご契約が重大事由

により解除されたこと

イ．保険契約者、被保険者または保険金・給付金等の受取人が、

他の保険会社等との間で締結した保険契約または共済契約が

重大事由により解除されたとき

告知義務違反による解除

故意または重大な過失によって、告知がなかったり、事実と違うことを
告知されたことにより、ご契約が解除されたとき ! ご 注 意

告知義務違反によってご
契約が解除されたときで
あっても、保険金・給付
金等のお支払事由の発生
が、解除の原因となった
事実によらない場合には、
保険金・給付金等のお支
払いをいたします。

【ご注意】

告知にあたり、生命保険募集人が、告知をすることを妨げた場合、

または告知をしないことや事実でないことを告げることを勧めた

場合には、当社はご契約または特約を解除することはできません。

ただし、生命保険募集人のこうした行為がなかったとしても、ご

契約者または被保険者が、当社が告知を求めた事項について、事

実を告げなかったかまたは事実でないことを告げたと認められる

場合には、当社はご契約または特約を解除することができます。

ご契約の失効

・保険料のお払込みがなかったため、ご契約が失効（効力を失うこと）
したとき

・契約者貸付の元利合計金額（※）が解約返戻金と未経過保険料の合計
額を超えたにもかかわらず、ご返済がなかったため、ご契約が失効し
たとき
※保険料の振替貸付があるときは、その元利金と合算します。

ご 注 意

保険金・給付金等には保
険料の払込免除を含みま
す。

保
険
金
・
給
付
金
等
を
お
支
払
い
で
き
な
い
場
合

保険金・給付金等について 保険金・給付金等

ご
契
約
の
し
お
り

しおり 43



13.保険金・給付金等のお支払いについての具体的事例

事例
01 責任開始期前の発病について 45

事例
02 死亡保険金の免責事由について 46

事例
03 告知義務違反による契約解除について 47

事例
04 病気により約款所定の高度障害状態になられたとき 48

事例
05 不慮の事故により約款所定の身体障害状態になられたとき① 48

事例
06 災害死亡保険金の免責事由について 49

事例
07 不慮の事故により死亡されたとき 49

事例
08 不慮の事故により約款所定の身体障害状態になられたとき② 50

事例
09 不慮の事故により入院されたとき 50

事例
10 病気やケガで約款所定の手術をされたとき 51

事例
11 余命６か月と診断されたとき 51

事例
12 病気により入院されたとき 52

保険金・給付金等をお支払いする場合またはお支払いできない場合をわかりやすくご説
明するため、代表的な事例をご参考としてあげたものです。実際のご契約での取扱いに
関しては、ご契約（特約）内容・約款を必ずご確認ください。
また、記載以外に認められる事実関係等によっても取扱いに違いが生じることがありま
す。
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責 任 開 始 期 前 の 発 病 に つ い て
対象とな る保 険 金・給 付 金 など の 種 類 疾病入院特約（本人型）の入院給付金など

事例
01

!入院給付金等各種給付金は、ご契約（特約）の責任開始期以後に発病した疾病を原因とする
場合にお支払いします。責任開始期前に発病した疾病を原因とする場合には、お支払いでき
ません。
ただし、次の�～�のいずれかに該当するときは、責任開始期以後に発病した疾病とみなし
て、給付金をお支払いする場合があります。
�告知等により当社が責任開始期前の疾病等について知っていた場合、または過失により知
らなかった場合
�責任開始期前の疾病等について、生命保険募集人が、告知をすることを妨げた場合、また
は告知しないことや事実でないことを告げることを勧めた場合
�責任開始期前の疾病等について、次のア．およびイ．を満たし、かつ、責任開始期前に、
被保険者の身体に生じた症状について保険契約者および被保険者の認識および自覚がなか
ったことが明らかな場合
ア．責任開始期前に、被保険者が医師の診察を受けたことがない
イ．責任開始期前に、被保険者が健康診断による異常の指摘を受けたことがない

また、入院給付金等給付金の種類によっては、責任開始期からその日を含めて２年経過後は、
責任開始期前の疾病を原因とする入院等についても給付金をお支払いする場合があります。

解説

ご 注 意

責任開始期前の発病の取
扱いについては、あわせ
て、「１２．保険金・給付金
等をお支払いできない場
合・■免責事由以外の場
合」をご覧ください。

責任開始期以後に発病した「椎間板ヘルニア」により入院さ
れた場合。

入 院 

責任開始期 

発 病 
お 支 払 い 
で き ま す 

－・－・－・－・－・－・－・－・－・－・－・－・－・－・－・－・－・－・－・－・－・－・－・－・－・－・－・－・－・－・－・－・－・－・－・－・－・

責任開始期前に発病し、以前より治療をうけていた「椎間板
ヘルニア」により、ご契約加入後に入院された場合。

入 院 

責任開始期 

発 病 お 支 払 い 
で き ま せ ん 

保
険
金
・
給
付
金
等
の
お
支
払
い
に
つ
い
て
の
具
体
的
事
例

保険金・給付金等について 保険金・給付金等

ご
契
約
の
し
お
り
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死 亡 保 険 金 の 免 責 事 由 に つ い て
対象とな る保 険 金・給 付 金 など の 種 類 死 亡 保 険 金 な ど

事例
02

死亡保険金等について約款でお支払いできない場合（免責事由）を定めており、そのいずれ
かに該当する場合には死亡保険金等はお支払いできません。
ご契約（特約）の責任開始期の属する日（※１）からその日を含めて３年以内の自殺につい
ては、死亡保険金等はお支払いできません。
また、保険契約者または死亡保険金受取人の故意や、戦争その他の変乱（※２）の場合もお
支払いできません。

（※１）復活の取扱いが行われた後は最後の復活の際の責任開始期とし、復旧の取扱いが行わ
れた後の復旧部分については、最後の復旧の際の責任開始期となります。また、特約
中途付加をした場合はその特約については中途付加の際の責任開始期となります。

（※２）戦争その他の変乱の場合は、該当する被保険者数の増加が主契約・特約の計算基礎に
及ぼす影響が少ない場合には、その程度に応じ、保険金等の全額もしくは一部をお支
払いします。

解説

ご契約加入から５年経過後、被保険者が自殺された場合。

5年経過 

ご加入 自　殺 

責任開始期 

お 支 払 い 
で き ま す 

－・－・－・－・－・－・－・－・－・－・－・－・－・－・－・－・－・－・－・－・－・－・－・－・－・－・－・－・－・－・－・－・－・－・－・－・－・

ご契約加入から５年経過後、ご契約が失効。その後すぐに復
活をして６か月後に、被保険者が自殺された場合。

自　殺 ご加入 復　活 

6か月 5年経過 責任開始期 

失
　

効 お 支 払 い 
で き ま せ ん 
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告知義務違反による契約解除について
対象とな る保 険 金・給 付 金 など の 種 類 死 亡 保 険 金 な ど

事例
03

ご契約（特約）にご加入いただく際には、その時の被保険者の健康状態について正確に告知
いただく必要があり、故意または重大な過失によって事実を告知しなかったり事実と異なる
内容を告知された場合には、このご契約（特約）は解除となり、保険金等はお支払いできま
せん。ただし、告知義務違反の対象となった事実とご請求原因との間に全く因果関係が認め
られない場合には、保険金等をお支払いします。
お支払いできる事例は告知しなかった事実と全く因果関係のない疾病で亡くなられたため死
亡保険金等をお支払いしますが、お支払いできない事例では告知しなかった事実を原因とす
る疾病により亡くなられたためお支払いできません。

解説

ご契約加入前の「慢性Ｃ型肝炎」での通院について告知書で
正しく告知せずに加入し、ご加入１０か月後に「慢性Ｃ型肝炎」
と全く因果関係のない「胃がん」で亡くなられた場合。

ご契約 

関係なし 

慢
性
C
型
肝
炎
で
通
院 

胃
が
ん
で
死
亡 告知せず 

10か月経過 お 支 払 い 
で き ま す 

－・－・－・－・－・－・－・－・－・－・－・－・－・－・－・－・－・－・－・－・－・－・－・－・－・－・－・－・－・－・－・－・－・－・－・－・－・

ご契約加入前の「慢性Ｃ型肝炎」での通院について告知書で
正しく告知せずに加入し、ご加入１０か月後に「慢性Ｃ型肝炎」
を原因とする「肝がん」で亡くなられた場合。

10か月経過 
ご契約 

関係あり 

慢
性
C
型
肝
炎
で
通
院 

肝
が
ん
で
死
亡 告知せず 

お 支 払 い 
で き ま せ ん 

保
険
金
・
給
付
金
等
の
お
支
払
い
に
つ
い
て
の
具
体
的
事
例

保険金・給付金等について 保険金・給付金等

ご
契
約
の
し
お
り
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病気により約款所定の高度障害状態になられたとき
対象とな る保 険 金・給 付 金 など の 種 類 高 度 障 害 保 険 金

事例
04

高度障害保険金は、約款所定の高度障害状態に該当し、かつ回復の見込みがないときにお支
払いします。
お支払できない事例のように食事の摂取や衣服の着脱、起居が自力で行える等、約款所定の
高度障害状態に該当しない場合にはお支払いできません。
なお、高度障害保険金のお支払いの対象となる高度障害状態は、身体障害者福祉法等に定め
る障害状態等とは異なります。

解説

不慮の事故により約款所定の身体障害状態になられたとき①
対象とな る保 険 金・給 付 金 など の 種 類 保 険 料 の 払 込 免 除

事例
05

保険料払込免除は、約款所定の身体障害状態に該当し、かつ回復の見込みがないときに対象
となります。
保険料のお払込みを免除できない事例のように回復の見込みがある場合は約款所定の身体障
害状態に該当しないため、保険料のお払込みは免除できません。
なお、保険料の払込免除の対象となる身体障害状態は、身体障害者福祉法等に定める障害状
態等とは異なります。

解説

お 支 払 い 
で き ま す 

ご契約加入後に発症した「くも膜下出血」によって寝たきり
の状態となり、食事の摂取、排泄や排泄の後始末、衣服の着
脱、起居、歩行、入浴のすべてが、自力では全く不可能で、
常に他人の介護を要する状態に該当し、かつ回復の見込みが
ない場合。
－・－・－・－・－・－・－・－・－・－・－・－・－・－・－・－・－・－・－・－・－・－・－・－・－・－・－・－・－・－・－・－・－・－・－・－・－・

お 支 払 い 
で き ま せ ん 

「脳梗塞」の後遺症として左半身の麻痺が生じ、入浴や排泄
の後始末、歩行については、いずれも常に他人の介護を要す
る状態ではあるものの、右半身はほぼ正常に動かすことがで
き、食事の摂取や衣服の着脱、起居は自力で行える場合。

自動車運転中に生じた事故によるケガで、右眼の視力を永久
に失った場合。

保険料のお払込みを 
免除できます 

－・－・－・－・－・－・－・－・－・－・－・－・－・－・－・－・－・－・－・－・－・－・－・－・－・－・－・－・－・－・－・－・－・－・－・－・－・

自動車運転中に生じた事故によるケガで、右眼の視力が悪く
なったが回復の見込みがある場合。

保険料のお払込みを 
免除できません 
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災害死亡保険金の免責事由について
対象とな る保 険 金・給 付 金 など の 種 類 災害割増特約・傷害特約（本人型）の災害死亡保険金

事例
06

災害死亡保険金について、約款でお支払いできない場合（免責事由）を定めており、そのい
ずれかに該当する場合には災害死亡保険金はお支払いできません。
お支払いできない事例はこの免責事由に該当するため、災害死亡保険金はお支払いできませ
ん。

＜約款で定めたお支払いできない場合（免責事由）の例＞
・保険契約者または被保険者の故意または重大な過失
・災害死亡保険金受取人の故意または重大な過失
・被保険者の泥酔の状態を原因とする場合
・被保険者が法令に定める運転資格を持たないで運転している間に生じた事故
・被保険者が法令に定める酒気帯び運転またはこれに相当する運転をしている間に生じた事
故

解説

不 慮の事故により死亡されたとき
対象とな る保 険 金・給 付 金 など の 種 類 災害割増特約・傷害特約（本人型）の災害死亡保険金

事例
07

－・－・－・－・－・－・－・－・－・－・－・－・－・－・－・－・－・－・－・－・－・－・－・－・－・－・－・－・－・－・－・－・－・－・－・－・－・

「対象となる不慮の事故」とは、急激かつ偶発的な外来の事故で、かつ約款所定の分類項目に
該当する事故を言います。
お支払いできない事例のように、窒息の原因が疾病の場合、約款所定の分類項目から除外さ
れている事故にあたるため、災害死亡保険金はお支払いできません。

解説

お 支 払 い 
で き ま す 

・被保険者の不注意
被保険者が居眠り運転をして路肩に衝突し、亡くなられた場合。

・軽度の酒酔い状態での事故
酒に酔っていたが、横断歩道を通常に歩行していて、走行して
きた車にはねられ亡くなられた場合。

－・－・－・－・－・－・－・－・－・－・－・－・－・－・－・－・－・－・－・－・－・－・－・－・－・－・－・－・－・－・－・－・－・－・－・－・－・

お 支 払 い 
で き ま せ ん 

・被保険者の重大な過失
高速道路を逆走して対向車と衝突し、亡くなられた場合。

・泥酔状態を原因とする事故
泥酔して道路上で寝込んでいたところ車にはねられて亡くな
られた場合。

お 支 払 い 
で き ま す 

階段で足をすべらせて転落し、頭を強打した際の「急性硬膜
下血腫」により亡くなられた場合。

お 支 払 い 
で き ま せ ん 

「脳梗塞」の後遺症のため、もともと食物を飲み込むことが困
難となっている方が、食物を喉に詰まらせて、亡くなられた
場合。
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不慮の事故により約款所定の身体障害状態になられたとき②
対象とな る保 険 金・給 付 金 など の 種 類 傷害特約（本人型）の障害給付金

事例
08

障害給付金は、不慮の事故によって約款所定の身体障害状態に該当し、かつ回復の見込みが
ないときにお支払いします。
お支払いできない事例は、約款所定の身体障害状態に該当しませんので、障害給付金はお支
払いできません。
なお、障害給付金のお支払いの対象となる身体障害状態は、身体障害者福祉法等に定める障
害状態等とは異なります。

解説

不 慮の事故により入院されたとき
対象とな る保 険 金・給 付 金 など の 種 類 災害入院特約（本人型）の入院給付金

事例
09

災害入院給付金について、約款でお支払いできない場合（免責事由）を定めており、そのい
ずれかに該当する場合には災害入院給付金はお支払いできません。一般的には以下の例が免
責事由に該当します。
お支払いできない事例はこの免責事由に該当するため、災害入院給付金はお支払いできませ
ん。

＜約款で定めたお支払いできない場合（免責事由）の例＞
・保険契約者または被保険者の故意または重大な過失
・被保険者の泥酔の状態を原因とする場合
・被保険者が法令に定める運転資格を持たないで運転している間に生じた事故
・被保険者が法令に定める酒気帯び運転またはこれに相当する運転をしている間に生じた事
故

解説

お 支 払 い 
で き ま す 

ご契約加入後に発生した交通事故により、左手のすべての指
を中手指節関節から切断し失ってしまった場合。

－・－・－・－・－・－・－・－・－・－・－・－・－・－・－・－・－・－・－・－・－・－・－・－・－・－・－・－・－・－・－・－・－・－・－・－・－・

お 支 払 い 
で き ま せ ん 

ご契約加入後に発生した交通事故により、左手の指を骨折し
たが、手術等の治療によって回復した場合。

自動車運転中に生じた事故によるケガで入院された場合。
お 支 払 い 
で き ま す 

－・－・－・－・－・－・－・－・－・－・－・－・－・－・－・－・－・－・－・－・－・－・－・－・－・－・－・－・－・－・－・－・－・－・－・－・－・

法令に定める酒気帯び運転中に生じた事故によるケガで入院
された場合。

お 支 払 い 
で き ま せ ん 
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病気やケガで約款所定の手術をされたとき
対象とな る保 険 金・給 付 金 など の 種 類 疾病入院特約（本人型）の手術給付金

事例
10

手術給付金は、お支払対象となる手術の種類を約款別表の「対象となる手術および給付倍率
表」で定めています。
お支払いできない場合の事例の「扁桃摘出術」は「対象となる手術および給付倍率表」に定
める手術に該当するものがないため、手術給付金はお支払いできません。

＜手術給付金をお支払いできない手術の代表例＞
・骨折の手術に伴う抜釘術
・手指や足指の骨・関節・筋・腱・靱帯に対する手術（手指や足指の切断に対する再接合術
を除きます。）
・切傷による皮膚の縫合
・皮膚良性腫瘍（脂肪腫など）摘出術
・レーシック等の屈折矯正手術
＊お支払いの対象となる手術については、約款別表の「対象となる手術および給付倍率表」
をご確認ください。

解説

余 命 ６ か 月 と 診 断 さ れ た と き
対象とな る保 険 金・給 付 金 など の 種 類 リビング・ニーズ特約の特定状態保険金

事例
11

リビング・ニーズ特約による特定状態保険金は、医師により被保険者の余命が６か月以内で
あると診断された場合にお支払いします。
お支払いできない事例では余命６か月以内と診断されていないため、特定状態保険金はお支
払いできません。

解説

急性虫垂炎のため虫垂を摘出する手術（虫垂切除術）を受け
た場合。

お 支 払 い 
で き ま す 

－・－・－・－・－・－・－・－・－・－・－・－・－・－・－・－・－・－・－・－・－・－・－・－・－・－・－・－・－・－・－・－・－・－・－・－・－・

慢性扁桃炎のため扁桃を摘出する手術（扁桃摘出術）を受け
た場合。

お 支 払 い 
で き ま せ ん 

お 支 払 い 
で き ま す 

病気により、被保険者の余命が６か月であると医師に診断さ
れた場合。

－・－・－・－・－・－・－・－・－・－・－・－・－・－・－・－・－・－・－・－・－・－・－・－・－・－・－・－・－・－・－・－・－・－・－・－・－・

お 支 払 い 
で き ま せ ん 

病気により、被保険者の余命はあと１年から２年程度と医師
に診断された場合。
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病気により入院されたとき（入院５日目から支払われ、１回の入院に対して限度日数が１２０日の契約）
対象とな る保 険 金・給 付 金 など の 種 類 疾病入院特約（本人型）の入院給付金

事例
12

!入院給付金は、約款により１回の入院に対して支払われる限度日数が定められているため、
その日数を超過した入院期間については給付金をお支払いできません。なお、いったん退院
し、退院の翌日から１８０日以内に同一の疾病の治療を目的として再び入院された場合は１回の
入院とみなし、１回目の入院と入院日数を通算します。
お支払いできる事例では、１回目の入院は１２０日分（支払限度日数まで）、２回目の入院は８６
日分（入院日数９０日－４日）をお支払いします。お支払いできない事例では、１回目の入院
は支払日数限度の１２０日分お支払いしますが、２回目の入院は退院日の翌日から１８０日以内に
再び同じ疾病で入院しているため１回の入院とみなし、１回目の入院と合わせた支払日数が
支払限度日数の１２０日を超過するためお支払いできません。

解説

ご 注 意

病名が異なっている場合
でも医学上重要な関係が
あると認められる疾病は
「同一の疾病」として取り
扱います。

「脳梗塞」で１３０日間入院され、退院から２００日後に再び同じ「脳
梗塞」で９０日間入院された場合。

１３０日間
入 院

９０日間
入 院

２００日経過

１８０日

お 支 払 い 
で き ま す 

［１回目］ ［２回目］

［ ］１回目の入院－１２０日
２回目の入院－８６日

－・－・－・－・－・－・－・－・－・－・－・－・－・－・－・－・－・－・－・－・－・－・－・－・－・－・－・－・－・－・－・－・－・－・－・－・－・

「脳梗塞」で１３０日間入院され、退院から１００日後に再び同じ「脳
梗塞」で９０日間入院された場合。

１３０日間
入 院

９０日間
入 院

１００日

経 過

１８０日

［１回目］ ［２回目］ できません 
お支払い 

２回目の入院は 

１回目の入院－１２０日
２回目の入院－お支払いできません［ ］

しおり 52



14.保険金・給付金等の代理請求について

あらかじめ指定した代理人により保険金・給付金等を請求することができます。

■指定代理請求特約

�被保険者である保険金・給付金等の受取人が、保険金・給付金等を請求できないつぎのいずれ
かの事情がある場合に、あらかじめ指定された指定代理請求人が受取人の代理人として、保険
金・給付金等を請求することができます。

・傷害または疾病により、保険金・給付金等を請求する意思表示ができない場合
・傷病名の告知を受けていない場合
・その他これに準じた状態である場合

■指定代理請求人

曾
祖
父
母 

曾
祖
父
母 

祖
父
母 

祖
父
母 

父
　
母 

配
偶
者 

配
偶
者 

配
偶
者 

配
偶
者 

父
　
母 

配
偶
者 

伯
叔
父
母 

配
偶
者 

甥
　
姪 

伯
叔
父
母 

兄
弟
姉
妹 

甥
　
姪 

配
偶
者 

兄
弟
姉
妹 

被
保
険
者 

子 

孫 

曾
　
孫 

3

3

3

3

3 3

3 3

2 2

1 1

1 1

2 2

2 2 2

3 3 ※二重線は配偶者
関係を表し、数字
は親等を表しま
す。 

直系血族 
指定代理請求人は、請求する時に
指定すれば、良いのかな？

�指定代理請求人は、被保険者の同意を得て、保険
契約者にあらかじめ指定いただいた１名の方であ
ることが必要です。

誰でも、良いのかしら？

�保険金・給付金等の請求時において、つぎの
いずれかに該当することが必要です。
・被保険者の戸籍上の配偶者
・被保険者の直系血族
・被保険者と同居し、または被保険者と生計を一にしている
被保険者の３親等内の親族

�保険契約者は被保険者の同意を得て、指定代理請求人を変更することができます。
�指定代理請求人が不要となった場合は、指定代理請求人の指定を撤回することができます。
この場合、指定代理請求人が指定されていないものとして取り扱います。（この特約のみの解
約はお取り扱いできません。）
�告知義務違反による解除または重大事由による解除をする場合において、保険契約者等の通
知先に住所不明により通知できないときは、指定代理請求人に通知することがあります。

�保険金・給付金等の受取人が法人の場合や被保険者と同一人でない場合には、指定代理
請求人による代理請求はできません。

�保険金・給付金等を指定代理請求人に支払った場合には、その後重複して保険金・給付
金等の請求を受けてもお支払いいたしません。

ご注意
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■指定代理請求特約の対象となる保険金・給付金等

�指定代理請求人は、つぎの保険金・給付金等のうち、ご契約内容に該当するものを請求すること
ができます。ただし、被保険者と保険金・給付金等の受取人が同一人の場合に限ります。

・高度障害保険金 ・特定疾病保険金 ・障害給付金 ・特定状態保険金
・満期保険金 ・年金 ・祝金 ・介護給付金（介護保険金）
・特約生存給付金 ・健康祝金 ・生存祝金 ・長期継続特約給付金
・５年ごと利差配当付こども保険の災害死亡保険金、死亡給付金 ・保険料の払込免除

どんな保険金などが請求できるのかな？

�指定代理請求特約を付加した場合、対象となる保険金・給付金等のそれぞれの約款に規
定されている代理請求に関する規定は適用しません。（対象となる保険金・給付金等の代理
請求人は指定代理請求特約の指定代理請求人となります。）

�故意に保険金・給付金等の支払事由を生じさせた者、または故意に保険金・給付金等の受
取人を保険金・給付金等の請求の意思表示をできない状態にさせた者は、指定代理請求
人としての取扱いを受けることはできません。

ご注意

■入院給付金等の代理請求等

�入院給付金および手術給付金については、それぞれの特約条項に基づき代理請求を行うことが
できます。

�給付金受取人が被保険者となっているご契約で、その被保険者が給付金を請求できないつぎの
いずれかの事情があるときは、請求することができます。

・傷害または疾病により、給付金等を請求する意思表示ができない場合
・傷病名の告知を受けていない場合
・その他これに準じた状態である場合

�被保険者に代わって請求できる方は、次のいずれかの方です。

（１）被保険者の戸籍上の配偶者
（２）（１）の配偶者がいない場合には、被保険者と生計を一にする親族

�また、給付金受取人が被保険者となっているご契約で、給付金の支払事由が発生した後に被保
険者が死亡した場合には、被保険者の法定相続人のうち次のお１人の方を代表者とします。こ
の場合、その代表者は被保険者の他の法定相続人を代理するものとします。

（１）被保険者の戸籍上の配偶者
（２）（１）の配偶者がいない場合には、法定相続人の協議により定めた者
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■保険金・給付金等の代理請求をされる場合のご注意

代理請求をされる場合、次の点についてあらかじめご了承ください。
�代理請求により保険金・給付金等をお支払いした場合、被保険者にはその旨をご連絡いたしま
せんが、保険金・給付金等のお支払い後に、被保険者（または保険契約者）から契約内容に
ついてご照会があったときは、保険金・給付金等をお支払いした旨、回答せざるをえないこと
があります。

�このため、被保険者（または保険契約者）に傷病名等を察知される可能性があります。
�保険金・給付金等の請求があったことを、被保険者（または保険契約者）が知る可能性がある
具体的事例は次のようなものです。

・被保険者が当社に契約内容を照会された場合
・銀行口座の通帳等で保険料のお払込みがなくなった、またはお払込額が減少したことを
知る場合

�指定代理請求人からの請求後の被保険者（または保険契約者）からの照会について、当社は直
接の回答をせず指定代理請求人に連絡をとらせていただくことがありますので、ご了承くださ
い。
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15.死亡保険金受取人の変更について

!

■死亡保険金受取人の変更

ご 注 意

当社が通知を受ける前に
変更前の死亡保険金受取
人に死亡保険金をお支払
いしたときは、そのお支
払い後に変更後の死亡保
険金受取人から死亡保険
金の請求を受けても、当
社は死亡保険金をお支払
いしません。

�死亡保険金受取人を変更される場合には、当社へご連絡ください。
�ご契約者は死亡保険金のお支払事由が発生するまでは、法律上有効な遺言により、死亡保険
金受取人を変更することができます。（被保険者の同意が必要となります。）
この場合、ご契約者が亡くなられた後、ご契約者の相続人から当社へご通知ください。

ご契約者は、被保険者がお亡くなりになるまでは、被保険者の同意を得て、死亡保険金
受取人を変更することができます。

■死亡保険金受取人が死亡した場合

変更 
しなかったら、 
どうなるの？ 

A 
（夫） 

Ｂ 
（妻） 

Ｃ 
（子） 

Ｄ 
（子） 

  保険契約者・ 
被保険者 

保険契約者 ・被保険者　Aさん 
死亡保険金受取人　　　Ｂさん 死亡保険金 

受取人 

法定相続人 法定相続人 

Aさんより先にＢさんが死亡し、その後死亡
保険金受取人の変更手続きをされない間にA
さんが死亡（死亡保険金のお支払事由が発生）
した場合 

Ｂさんの法定相続人で、Aさんの死亡時に生
存しているＣさん、Ｄさんが死亡保険金受取
人となります。 

※死亡保険金受取人となった人が2人以上い
る場合は、その受取割合は均等となります。 

（注）保険事故の発生形態によって種々の場合が生じることがありますので、支社または本店に
ご連絡ください。 

�ご契約者は、被保険者の同意を得て、死亡保険金受取人を変更するこ
とができます。

�万一、死亡保険金受取人の変更手続きをされない間に、死亡保険金の
お支払事由が発生した場合は、つぎのようなお取扱いとなります。

死亡保険金受取人がお亡くなりになった際には、すみやかに当社にご連絡ください。新
しい死亡保険金受取人に変更するお手続きをしていただきます。

【死亡保険金受取人の変更をされる前に、被保険者が死亡された場合の例】
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16.保険金・給付金等の請求について

■保険金・給付金等の請求書類

�保険金・給付金・契約者貸付等の諸手続きに必要な書類は、普通保険約款および特約条項の別
表をご参照ください。

５年ごと利差配当付低解約返戻金型終身保険普通保険約款 別表１
５年ごと利差配当付終身保険普通保険約款 別表１
平準定期保険特約条項 別表１
逓減定期保険特約条項 別表１
家計保障定期保険特約条項 別表１
災害割増特約条項 別表１
傷害特約条項（本人型） 別表１
災害入院特約条項（本人型） 別表１
疾病入院特約条項（本人型） 別表１
５年ごと利差配当付年金支払移行特約条項 別表１
リビング・ニーズ特約条項 別表１
指定代理請求特約条項 別表１

�保険金・給付金・解約返戻金・保険料払込みの免除等を請求する権利は、３年間請求が
ない場合には消滅しますのでご注意ください。
�法人等（個人事業主を含みます。以下同じ。）を保険契約者および死亡保険金受取人とし、
その法人等から給与の支払を受ける人を被保険者とする保険契約の場合、保険契約者で
ある法人等が当該保険契約の保険金の全部またはその相当部分を死亡退職金等として被
保険者または死亡退職金等の受給者に支払うときは、死亡・高度障害保険金の請求の際、
つぎの書類の提出も必要です。
�被保険者もしくは死亡退職金等の受給者の請求内容確認書または被保険者もしくは死
亡退職金等の受給者に死亡退職金等を支払ったことを証する書類

�保険契約者である法人等が受給者本人であることを確認した書類

ご注意

■保険金・給付金等の支払場所

�保険金・給付金等は、当社の本店でお支払いします。

■保険金・給付金等の請求に関して訴訟となった場合

�保険金・給付金等の請求に関する訴訟については、当社の本店所在地または受取人の住所地と
同一の都道府県内にある支社（同一の都道府県内に支社がないときは、最寄りの支社）の所在地
を管轄する地方裁判所を、合意による管轄裁判所とします。
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17.保険料のお払込み

!■保険料の払込方法（経路） ご 注 意

各々の保険料の払込方法
（経路）には、当社の定め
る取扱条件があります。

■保険料の払込方法（経路）の変更

�保険料の払込方法（経路）には次の方法があります。

!口座振替扱
・当社が提携している金融機関等で、ご契約者の定めた預金口座から、自動
的に保険料が当社に振り込まれます。 ご 注 意

「口座振替扱」および「ク
レジットカード払扱」の
場合、払い込まれた保険
料について、保険料領収
証は発行しません。

!

送金扱
・当社所定の事務手続により、払込期月中に最寄りの金融機関より当社指定
の銀行にお払い込みください。

・その際の受領証は、保険料領収証のかわりとなりますので、大切に保存し
ておいてください。 お 願 い

「送金扱」で、万一払込期
月中にお払込みのご案内
が届かなかった場合など
は、お手数でも支社また
は本店までご連絡くださ
い。

団体扱
・団体扱契約の場合、勤務先などの団体を経由して、お払い込みください。
・この場合は、まとめて一枚の領収証を団体代表者にお渡しし、個々のご契
約者にはお渡ししません。

クレジット
カード払扱

・ご契約者名義のクレジットカードにより、自動的に保険料が当社に払い込
まれます。

・クレジットカードは、当社指定のクレジットカードに限ります。
・クレジットカードの有効性等が確認できなかった場合、ご契約者にその旨
を通知しますので、保険料の払込方法（経路）の変更を行ってください。
・ご契約内容の変更等により、クレジットカードによる保険料のお払込みを
お取扱いできなくなることがあります。この場合、保険料の払込方法（経
路）の変更を行ってください。

�次の場合には、当社の営業社員・代理店、支社または本店までお申し出ください。

�払込方法の変更を希望する場合 �勤務先団体からの脱退 など
�指定口座の変更を希望する場合

! ご 注 意

新たなお払込方法に変更
するには、当社の定める
取扱条件を満たした場合
に限ります。

�お払込方法の変更についてお申出があった場合、当社は所定の事務手続を経て、新たなお払込方法に変
更させていただきます。

�この場合、新たなお払込方法に変更されるまでの間の保険料は、お手数でも当社の本店または当社の指
定した場所にお払い込みください。
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18.保険料をまとめて払い込む方法

ボーナス、預貯金、退職金などの余裕資金を活用して、保険料をまとめて払い込むこと
ができます。

!

■保険料の一括払・前納

ご 注 意

当社所定の割引率・利率
は、経済情勢により変更
することがあります。

①保険料の一括払（月払契約の場合）

�当月以降の月払保険料をまとめて（３～１２か月分）お払い込みいただく一括払のお取扱いがあります。
この場合には、当社所定の割引率で保険料を割引いたします。

�この一括払保険料は、払込時期が到来するまで預り金として当社に積み立てられ、払込時期が到来す
るごとに保険料に充当されます。

�保険期間中にご契約が消滅（解約・死亡など）した場合には、まだ払込時期が到来していない一括払
保険料は返還されます。

②保険料の前納（年払契約の場合）

�将来の年払保険料を２年以上当社所定の期間分をまとめて前納するお取扱いがあります。この場合に
は、当社所定の利率で割り引いて計算した保険料前納金をお払い込みいただきます。

�この保険料前納金は、当社所定の利率で積み立てておき、年単位の契約応当日ごとに年払保険料のお
払込みにあてられます。

�前納期間が満了した場合、または保険料のお払込みを必要としなくなった場合に、保険料前納金の残
額があるときは、その残額を保険契約者に払い戻します。

�月払のご契約は、年払に変更のうえ、前納のお取扱いができます。

�保険料の一括払または前納がされた期間につきましては、保険金額・給付金額等の減額など、契
約内容の変更が制限されることがありますので、一括払または前納をご利用の際には、あらかじめ
ご了承ください。

ご注意

保
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19.保険料の払込期月と猶予期間および復活について

ご契約を有効に継続させるためには、払込方法（回数）に応じた期日までに継続的に保
険料を払い込む必要があります。また、払込期月内にお払込みがない場合でも、以下の
猶予期間があります。

■払込猶予期間満了の場合の取扱い

■効力を失ったご契約の復活

払込期月（保険料を払い込むべき月） 払込猶予期間

月 払
月単位の契約応当日の属する月の
１日から末日まで

払込期月の翌月の１日から末日まで

年 払
年単位の契約応当日の属する月の
１日から末日まで

払込期月の翌月の１日から翌々月の月単位の契約応当
日まで（ただし、契約応当日が２月、６月、１１月の各
末日の場合には、それぞれ、４月、８月、１月の各末
日まで）

払込期月と払込猶予期間 

（1）月払の場合 

契約応当日 

4/1 4/30 5/1 6/1

失効日 

5/31

払込期月 払込猶予期間  

（2）年払の場合 

4/1

契約応当日 

4/10 4/30 5/1 6/11

失効日 

6/10

払込期月 払込猶予期間  

! ご 注 意

保険料をお立て替えした
際には、立替利息が発生
し、当社所定の利率で計
算します。

�払込猶予期間内に保険料の払込みがない場合、ご契約は払込猶予期間満了の日の翌日に失効（ご契約
の効果がなくなり、保障がなくなること）します。

�ただし、保険料の自動振替貸付が可能な場合には、保険契約者から特に反対の申出がない限り、当社
が自動的に保険料をお立て替えし、ご契約を有効に継続させます。

�保険契約が失効した場合でも、３年以内なら、復活の請求ができます。

�改めて、告知または診査をしていただきます。健康状態などによっては
復活できない場合があります。
�ご契約の復活を当社が承諾した場合には、告知または診査と当社所定の
金額のお払込みがともに完了したときから、ご契約上の保障が開始されま
す。
�復活のお取扱いが行われた後の契約の責任開始期は、最後の復活の際の
責任開始期とします。責任開始期

必要な
お手続き
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■保険金・給付金等のお支払事由または保険料の払込免除事由が発生した場合

�保険料は毎払込期月の契約応当日から、次の払込期月の契約応当日の前日までの期間（保険料期間）
に充当され、払込期月中の契約応当日に払い込まれるものとして計算されています。

4月分の保険料の払込期月 5月分の保険料の払込期月 

（4/10～5/9） 
4月分の保険料が 
充当される期間 

（5/10～6/9） 
5月分の保険料が 
充当される期間 

契約応当日 
 

契約応当日 
 

契約応当日 
 

4/1 4/10 5/1 5/10 6/1 6/10

例：月払契約 

4/30 5/31

�保険金・給付金等のお支払事由または保険料の払込免除事由が発生した日を含む保険料期間に充当
されるべき保険料が払い込まれていない場合は、次のようなお取扱いとなります。

!① 保険金・給付金等を支払うとき・・・・・・・未払込保険料を保険金・給付金等から差し引きます。
② 保険料払込みの免除のとき・・・・・未払込保険料をお払い込みいただきます。

ご 注 意

保険金・給付金等が未払
込保険料に不足する場合
は、未払込保険料をお払
い込みいただきます。

4月分の保険料が未払込み 

契約応当日 
 

契約応当日 
 

4/1 4/10 4/30 5/1 5/10 6/1

【例1】　1か月分の保険料が未払込みで保険金・給付金等を支払う場合（月払契約） 

5月分の保険料の払込期月 4月分の保険料の払込期月 

5/31

　の場合、4月分の保険料を 
保険金・給付金等から差し引きます。 
　の場合、4月分の保険料を 
お払い込みいただきます。 

4/10から5/9までの間に、 
　保険金・給付金等のお支払事由　または 
　保険料の払込免除事由 
が発生した場合 

�月払契約で猶予期間中の契約応当日以後に保険金・給付金等のお支払事由または保険料の払込免除
事由が発生した場合は、次のようなお取扱いとなります。

!① 保険金・給付金等を支払うとき・・・・・２か月分の保険料を保険金・給付金等から差し引きます。
② 保険料払込みの免除のとき・・・・・２か月分の保険料をお払い込みいただきます。

ご 注 意

保険金・給付金等が２か
月分の保険料に不足する
場合は、２か月分の保険
料をお払い込みいただき
ます。

4月分の保険料の払込期月 4月分の保険料の猶予期間 
5月分の保険料の払込期月 

4月分の保険料が未払込み 

5月分の保険料が未払込み 

契約応当日 契約応当日 契約応当日 

4/1 4/10 5/1 5/10 6/1 6/10

【例2】　2か月分の保険料が未払込みで保険金・給付金等を支払う場合（月払契約） 

4/30 5/31

　の場合、4月分および5月分の保険料を 
保険金・給付金等から差し引きます。 
　の場合、4月分および5月分の保険料を 
お払い込みいただきます。 

5/10から5/31までの間に、 
　保険金・給付金等のお支払事由　または 
　保険料の払込免除事由 
が発生した場合 
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20.保険料のお払込みが不要となった場合

!
保険料のお払込方法（回数）が年払のご契約の場合、保険料のお払込みが不要となった
ときは、次のようなお取扱いとなります。

ご 注 意

お払込方法（回数）が月
払または一時払のご契約
には、左記取扱いはあり
ません。

! ご 注 意

ご契約の消滅等には、ご
契約または付加されてい
る特約の消滅、減額およ
び保険料払込みの免除等
を含みます。

�保険料をお払い込みいただいた後に、ご契約の消滅等により、保険料のお払込みが不要となった場合は、
次の額（未経過保険料）をお支払いします。（詐欺による契約取消や不法取得目的による無効の場合等、
約款・特約条項に定める場合を除きます。）

＜お支払いする額（未経過保険料）＞

! ご 注 意

保険料の一部のお払込み
を必要としなくなった場
合は、そのお払込みを必
要としなくなった部分に
限ります。

すでに払い込まれた保険料のうち、保険料のお払込みが不要となった日の翌日以後最初に到来する月
単位の契約応当日からその月単位の契約応当日の属する保険料期間の末日までの月数（端日数切捨て）
に対応する保険料相当額

【年払契約】
＜ご契約例＞
契約応当日：１月１日
月単位の契約応当日：毎月１日

１月２７日に年払保険料を払い込んだ後、５月２５日に契約を解約した場合

⇒保険料のお払込みを必要としなくなったのは契約を解約した５月２５日であり、その翌日以後最

初に到来する月単位の契約応当日は６月１日となります。したがって、６月１日から１２月３１日

までの７か月分に対応する保険料相当額をお支払いします。

契約
応当日
１／１
▼

１／１ ２／１ ３／１ ４／１ ５／１ ６／１ ７／１ ８／１ ９／１ １０／１ １１／１ １２／１ １２／３１

保険料
払込み
１／２７
▼

月単位の
契約
応当日
６／１
▼

契約
応当日
１／１
▼

解約
５／２５
▼

７か月分
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21.保険料のお払込みが困難になられた場合の継続方法

保険料のお払込みが困難になられたときでも、できるだけご契約が有効に継続されるよ
うに次のようなお取扱いをしております。

このようなとき このような方法で

一時的に保険料の
都合がつかないとき

保険料の振替貸付

・自動的に当社で保険料をお立て替え（振替貸付）します。
・貸付できる金額は、解約返戻金等の所定の返戻すべき金額の範囲内です。
・お立て替えする場合には、口座振替扱契約や団体扱契約などの場合でも、普通保険料
率による保険料を基準としてお立て替えします。

ご 参 考

当社所定の利率は年８％
を超えることはありませ
ん。

・立替利息は、当社所定の利率で計算します。
・この利率は、毎年２回、１月および７月の最初の営業日に見直しを行い、直前の利率変
更後の金融情勢の変化、その他相当の事由がある場合にその利率を変更することがあり
ます。

!

!

ご 注 意

左記の立替利率の取扱い
については、金融情勢の
変化およびその他相当の
事由がある場合には、変
更することがあります。

ご 注 意

保険金・給付金等をお受
取の場合、立替金は差し
引き精算されます。

・この場合、変更後の利率の適用は次のとおりとします。
①新たにお立替を行うとき
１月見直しの場合は４月１日から、７月見直しの場合は１０月１日から変更後の利率
を適用します。
②すでにお立替を行っているとき
１月見直しの場合は４月１日以降、直後に到来する利息繰入日の翌日から、７月見
直しの場合は１０月１日以降、直後に到来する利息繰入日の翌日から変更後の利息を
適用します。

利率が1月見直しで変更されず、7月見直しで変更されるとき 

利率が変更される場合の例 

1月最初の営業日 
見直しによりA率 
（変更なし）に決定 （　　　　） （　　　　） 

7月最初の営業日 
見直しによりB率 
（変更）に決定 

A率適用 
B率適用 

3/31 9/304/1
10/1 3/31A率適用 

保険料の負担を軽く
したいとき

保険金額の減額

・保険金額を減らすことにより、払込保険料が少なくなります。
・同時に各種特約も減額されることがあります。
・減額後の保険金額は、１０万円単位とし、１００万円未満となる場合は、お取り扱いできません。

ご契約日 
減額 

一生涯 ▲ 

現在の保障額 

減額後の保障額 

保
険
料
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お
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ご契約が長割り終身の場合
�保険証券に記載された低解約返戻金期間中の保険料のお立替（振替貸付）については、解約
返戻金の水準が低いことに応じてお立て替えできる金額が少なくなります。

�保険証券に記載された低解約返戻金期間中に保険金額を減額されますと、お受け取りになる解
約返戻金は、「５年ごと利差配当付終身保険」の減額部分の解約返戻金に低解約返戻金割合
として７０％を乗じた水準となります。

ご注意
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このようなとき このような方法で

途中から保険料を払
い込まずにご契約を
有効に続けたいとき
（ケース�）

払済保険へ変更

・変更時の解約返戻金等を一時払の保険料として充当し、保険料払込済の５年ごと利差
配当付終身保険に変更します。

・払済後の保険金額は、小さくなりますが、保障は生涯続きます。
・各種特約は、消滅します。（リビング・ニーズ特約、指定代理請求特約は継続します。）
・払済保険金額が当社の定める限度を下回る場合は、お取り扱いできません。
・払済保険への変更後３年以内であれば、当社の承諾を得て、元の契約に戻す（復旧）こ
とができます。ただし、この場合、当社所定の金額のお払込みが必要です。
・復旧のお取扱いが行われた後の復旧部分の責任開始期は、最後の復旧の際の責任開
始期とします。

払済保険に変更（保険料の払込み中止） 
▲ 

変更後の保障額 

現在の保障額 

保険期間は変わらない 

ご契約日 

途中から保険料を払
い込まずにご契約を
有効に続けたいとき
（ケース�）

延長定期保険へ変更

・変更時の解約返戻金等を一時払の保険料として充当し、一定期間の死亡・高度障害を
保障する定期保険に変更します。

・死亡・高度障害保険金は、変更前のご契約と同額とします。
・変更時の解約返戻金の額より、延長定期保険期間を定めます。

! ご 注 意

主契約の保険料払込期間
が８０歳を超える場合、被
保険者の年齢が８０歳とな
る契約応当日の前日まで
とします。

・この延長定期保険期間が変更前の保険料払込期間満了日を超える場合は、変更前の保
険料払込期間満了日を限度とします。超える場合には、満了時に生存保険金を受け取れ
る場合もあります。
・各種特約は、消滅します。（指定代理請求特約は継続します。）
・延長保険期間が１年未満となるものや、変更時の被保険者の年齢がすでに８０歳に到達
している場合は、お取り扱いできません。
・延長定期保険への変更後３年以内であれば、当社の承諾を得て、元の契約に戻す（復
旧）ことができます。ただし、この場合、当社所定の金額のお払込みが必要です。

・復旧のお取扱いが行われた後の復旧部分の責任開始期は、最後の復旧の際の責任開
始期とします。

▲ 
延長保険に変更（保険料の払込み中止） 

変更後の保険期間 
保障額は 
変わらない 

変更前の保険期間 

ご契約日 

ご契約が長割り終身の場合
�保険証券に記載された低解約返戻金期間中にご契約を延長定期保険または払済保険に変更
する場合の原資となる解約返戻金は、「５年ごと利差配当付終身保険」の解約返戻金に低解約
返戻金割合７０％を乗じた水準となりますので、それに応じて変更後の延長定期保険の保険期
間は短くなり、払済保険の保険金額は少なくなります。

ご注意

保
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見直し 

ご契約のしおり
保障内容の見直しについて

２２．特約の中途付加と追加契約・・・・・・・・・・・・７０

２３．保障内容変更制度・・・・・・・・・・・・・・・・７１

２４．変換制度・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・７４



22.特約の中途付加と追加契約

現在のご契約の保障内容を見直したいときには、次のような方法がご利用いただけます。

（現在のご契約） 

（特約） 

（現在のご契約） 

（追加契約） 

＋ 

ご利用いただく

方法
特約の中途付加 追加契約

特長
�現在のご契約の保障内容や保険期間は変え
ずに、死亡保障額等を増やすことができま
す。

�現在のご契約はそのまま継続し、そのご契約
とは異なる内容で保障を充実することができ
ます。

しくみ
�現在の当社のご契約に平準定期保険特約等
を新たに付加して保障額を大きくする方法で
す。

�現在のご契約に追加して、別の新しい保険に
ご契約いただく方法です。
�ご契約は２件になります。

図解

現在のご契約 �継続します。 �継続します。

保険料

�中途付加日の保険年齢、保険料率により中途
付加する特約の保険料を計算し、現在のご
契約の保険料に加えてお払い込みいただき
ます。

�新しい保険のご契約時の契約年齢、保険料
率により新しい保険の保険料を計算し、現在
のご契約の保険料とあわせてお払い込みい
ただきます。

�保障内容見直し後の保険料は、どの方法を利用するかによって異なります。詳しくは、担当の営
業社員・代理店か、支社または本店までおたずねください。

�いずれの方法をご利用いただく場合も、あらためて被保険者の同意および診査（または告知）が
必要になります。健康状態によっては、ご利用いただけない場合があります。

�将来事前の予告なく、特約の販売を停止することがあります。この場合、特約の中途付加のお取
扱いも停止させていただきます。

ご注意
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23.保障内容変更制度

保障ニーズの変化に合わせ、すでに締結されているご契約について、所定の要件を満た
していれば保険料払込満了後に特約を付加することにより、主契約の一部または全部の
保障に代えて、年金支払に変更することができます。

■保障内容変更制度について

�「５年ごと利差配当付年金支払移行特約」を付加することにより、主契約の全部または一部を年金支払に
移行することができます。

�ご契約者のニーズの変化に合わせて、年金支払および死亡・高度障害に対する保障を自由に組み合わせ
ることができます。

死亡・高度障害保障 

（以下、「死亡保障」といいます。） 

保険料払込期間満了後、 
所定の範囲内で 

保険料払込期間 

① 

年金支払 
死亡保障 

年金支払 

② 

イメージ図 

! ご 注 意

ご契約内容によっては、
一部お取り扱いできない
場合があります。

■５年ごと利差配当付年金支払移行特約の特長

�保険料の払込みが終了している場合、被保険者の同意を得て将来の死亡・高度障害の保障を年金支払に
移行することができます。

ご 参 考

当社所定の範囲内であれ
ば、一時金を払い込むこ
とにより年金額を増やす
こともできます。

�移行時の主契約の責任準備金等をもとに基本年金額を計算しますので、新たに保険料を払い込む必要は
ありません。

�移行できる時期は主契約により異なり、下表の条件にすべて該当している場合であり、かつ年単位の契
約応当日にお取扱いします。

!

!

主契約 条件

長割り終身
・契約日から１０年経過以後であること
・保険証券に記載された低解約返戻金期間満了日の翌日以後である年単位
の契約応当日

５年ごと利差配当付
終身保険

（１）保険料の払込方法（回数）が月払・年払の場合
・契約日から１０年経過以後である年単位の契約応当日
・保険料払込期間満了日の翌日以後であること

（２）保険料の払込方法（回数）が一時払の場合
・契約日から５年経過以後である年単位の契約応当日

ご 注 意

払済保険に変更後の主契
約を移行する場合は、「契
約日から１０年経過以後」
であることが条件となり
ます。

ご 注 意

保険料の払込期間が、終
身の場合は、移行できま
せん。
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�年金の種類は以下の２種類から選択できます。

!
年金の種類 年金の概要 年金の型

確定年金
年金支払期間中、被保険者が生存されている限り、
毎年年金をお支払いします。

・定額型

保証期間付
終身年金

被保険者が生存されている限り、毎年終身にわたり
年金をお支払いします。

・定額型
・逓増型

ご 注 意

定額型…毎年の年金額は
基本年金額と同
額です。

逓増型…第１回の年金額
を基本年金額と
同額とし、第２
回以後の年金額
は前回の年金額
に基本年金額の
５％相当額を加
算した金額です。

�年金支払開始日以降に被保険者が死亡された場合

年金の種類 お支払いする未払年金

確定年金
年金支払期間中の最後の年金支払日前に被保険者が死亡された場合は、未払年
金の現価をお支払いします。

保証期間付終身年金
保証期間中の最後の年金支払日前に被保険者が死亡された場合は、残余保証期
間中の未払年金の現価をお支払いします。

�年金支払に移行した場合でも、将来の年金受取にかえて、その年金の現価を一括して受け取ることがで
きます。

年金の種類 一括して受け取れる未払年金

確定年金 未払年金

保証期間付終身年金 保証期間中の未払年金

!�次の場合は、年金支払に移行することはできません。

・ご契約が延長定期保険に変更されているとき
・被保険者の年齢が当社所定の範囲外のとき

�年金支払開始日以後は、以下のお取扱いはいたしません。

・年金支払移行部分の解約 ・年金支払移行部分の契約者貸付
・基本年金額の減額 ・年金の種類、保証期間および年金支払期間の変更

ご注意 ご 注 意

年金支払に移行できる被
保険者の年齢は以下のと
おりです。
確定年金…１０～９０歳
保証期間付終身年金

…４０～９０歳
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■年金支払に移行した場合の各種特約のお取扱い

�年金支払に移行する場合、付加されている各種特約は、次のようになります。

!

特約
①主契約の一部を年金に

移行した場合
②主契約の全部を年金に

移行した場合

・平準定期保険特約
・逓減定期保険特約
・家計保障定期保険特約
・災害割増特約

年金支払に移行しない部分の主契
約の保険金額に対する特約の保険
金額が当社所定の範囲を超えると
きは、減額または解約されたもの
とします。

年金支払開始日の前日に消滅したも
のとして取扱います。

・傷害特約（本人型）
・災害入院特約（本人型）
・疾病入院特約（本人型）

変更はありません。 年金の種類が確定年金の場合で、特
約の保険期間が年金支払に移行後の
主契約の保険期間の満了日（最後の
年金支払日の次の契約応当日の前日）
を超える場合は、主契約の保険期間
の満了日まで保険期間を短縮します。

・リビング・ニーズ特約 変更はありません。 年金支払開始日の前日に消滅したも
のとして取扱います。

ご 注 意

年金の種類が終身年金の
場合は、変更はありませ
ん。

保
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24.変換制度

被変換契約（＝定期保険） 変換後契約（＝５年ごと利差配当付終身保険） 

ご契約日 

①死亡・高度障害保険金 

②解約返戻金 

③死亡・高度障害保険金 

満了 

変換日 

【定期保険を５年ごと利差配当付終身保険に変換する場合】 

しくみ 

変換後契約の保険金額の限度（③） ＝ 被変換契約の換算保険金額（①） － 被変換契約の解約返戻金額（②） 

すでにご契約され有効に継続している保険契約を他の保険契約（以下「変換後契約」といい
ます。）に変換できます。

ご 参 考

変換の対象となる保険契
約には、保険契約に付加
されている特約を含み、
その一部が変換される場
合には、その一部を指し
ます。以下「被変換契約」
といいます。

■対象となる保険種類

! ご 注 意

変換時に締結を取り扱っ
ていない主契約・特約に
は変換できません。

ご 参 考

定期保険は低解約返戻金
特則が付加されている場
合（長割り定期）を含み
ます。

【被変換契約】

主
契
約

・定期保険
・逓増定期保険
・低解約返戻金型逓増定期保険
・家計保障定期保険

特
約

・平準定期保険特約
・逓減定期保険特約
・家計保障定期保険特約
・逓増定期保険特約
・収入保障特約
・生存給付金付定期保険特約

変換

変換後契約に「保険契約
の変換に関する特約」が
付加されます。

【変換後契約】

主
契
約

・５年ごと利差配当付終身保険
・長割り終身
・５年ごと利差配当付養老保険
・養老保険

特
約
�※

・平準定期保険特約
・逓減定期保険特約
・家計保障定期保険特約

※これらの特約が被変換契約（主契約）に付加されてお
り、被変換契約（主契約）の全部が変換により消滅す
る場合に限り、その特約を変換後契約に付加できます。

■変換できる主なパターン

主契約 

主契約 主契約 

主契約 主契約 主契約 

主契約 主契約 

主契約 

特約 

主契約 

特約 

主契約 

特約 

（現在のご契約）

（新しいご契約） （新しいご契約） （新しいご契約） （新しいご契約）

（現在のご契約） （現在のご契約） （現在のご契約）

（現在のご契約） （現在のご契約） （現在のご契約）

＋ ＋ ＋

主契約の全てを
変更する場合

主契約の一部を
変更する場合

特約の全部を
変更する場合

特約の一部を
変更する場合
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■変換後契約の保険金額の限度

変換後契約の保険金額は次の額が限度となります。

!

変換後契約の
保険金額の限度

変換日における
被変換契約の
換算保険金額

変換日における
被変換契約の
解約返戻金額

＝ －
ご 注 意

この場合の「解約返戻金
額」は、保険料の振替貸
付および契約者貸付の元
利金を差し引く前の金額
とし、健康診断キャッシ
ュバック特約の解約返戻
金額を含みます。�変換日とは変換後契約の責任開始期（第１回保険料相当額を受け取った時）の属する日をいいます。

�変換日における被変換契約の換算保険金額は、被変換契約の保険種類または特約に応じて、被変換
契約の保険金額を次に定められた金額に換算し、それぞれの金額を合計した額とします。

被変換契約 変換日における被変換契約の換算保険金額

定期保険
逓増定期保険
低解約返戻金型逓増定期保険
平準定期保険特約
逓増定期保険特約
生存給付金付定期保険特約

変換日における保険金額または特約保険金額

家計保障定期保険
逓減定期保険特約
家計保障定期保険特約
収入保障特約

変換日における保険金額または特約保険金額の８割

■変換後契約の取扱い

�変換制度をご利用の場合、被保険者の同意が必要ですが、診査（または告知）は必要ありません。
�被保険者が変換後契約の責任開始期の属する日から起算して３年以内に自殺した場合でも、変換後
契約については、これを変換後契約の死亡保険金についての免責事由とはしません。ただし、変換
後契約において、すでに復活または復旧が行われている場合にはこの取扱いは行いません。
�被保険者が変換後契約の責任開始期以後に、所定の高度障害状態に該当した場合で、被変換契約に
含まれる主契約または特約（以下「被変換契約の保険契約等」といいます。）の全部について、その
責任開始期（被変換契約の保険契約等の最後の復活または復旧の際の責任開始期）以後、変換後契
約の責任開始期前に、その高度障害状態の原因となる傷害または疾病が生じていたときは、変換後
契約については、その傷害または疾病は変換後契約の責任開始期以後に生じたものとみなします。
ただし、変換後契約において、すでに復活または復旧が行われている場合にはこの取扱いは行いま
せん。

� � �

�変換後契約の保険料のお払込みが免除となるのは、変換後契約の責任開始期以後に発生した不慮の
事故による傷害を直接の原因として、その事故の日からその日を含めて１８０日以内に所定の身体障害
の状態になられたときに限ります。

変
換
制
度

保障内容の見直しについて 見直し

ご
契
約
の
し
お
り
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!

■変換制度をご利用できない場合

ご 注 意

このほかにも変換後契約
が所定の基準を満たさな
いときなど変換制度をご
利用できない場合があり
ます。
逓増定期保険または低解
約返戻金型逓増定期保険
を被変換契約とする場合、
変換日における同一被保
険者に係る他の保険契約
（ご契約者が異なる契約を
含みます。）の内容によっ
ては、変換制度がご利用
できないもしくは変換後
契約の保険金額の限度額
が低く抑えられることが
あります。

次の場合は変換制度をご利用できません。
�被変換契約の保険料のお払込みが免除されているとき。
�被変換契約を含む保険契約に特別条件付保険特約が付加されているとき。（ただし、保険金削減支払
法、給付金削減支払法、特定部位不担保法が適用されている場合で、削減期間、不担保期間を経過
した後はこの限りではありません。）
�被変換契約の契約日、最後の復活日、復旧日または特約の中途付加日のうちいずれか遅い日からそ
の日を含めて変換日までの期間が３年未満のとき。（ただし、自殺免責期間が２年の被変換契約の場
合は２年未満となります。）
�変換日からその日を含めて被変換契約の保険期間の満了日（被変換契約に含まれる主契約または特
約の保険期間の満了日が異なる場合には、先に到来する満了日）までの期間が２年未満のとき。（た
だし、更新が可能な主契約または特約は保険期間の満了日まで変換することができます。）
�定期保険、逓増定期保険および低解約返戻金型逓増定期保険を保険期間が終身となる払済保険へ変
更したとき。

■変換制度ご利用の際の留意事項

�変換により、保険金額、保険料、保険料払込期間など、ご契約内容は全く新しく切り替わります。
�変換後契約の契約年齢、払込期間などは、変換時の新契約取扱規定の範囲でお取り扱いします。
�変換後契約の保険料は変換時の年齢、保険料率により計算します。
�保険料の基礎となる、予定利率、予定死亡率などは被変換契約と変換後契約とでは異なることがあ
ります。
�変換できる保険金額は、通常、被変換契約の保険金額を下回ります。
�変換後契約から被変換契約への復旧はできません。
�被変換契約に付加されていた特定疾病保障定期保険特約、災害割増特約、傷害特約、配偶者定期保
険特約、こども定期保険特約、災害入院特約、疾病入院特約などの特約が、変換により、消滅し、
または減額されることがあります。
�変換後契約を再度変換することはできません。
�変換後契約には保障内容を充実させる特約（リビング・ニーズ特約、指定代理請求特約は除きます。）
を中途付加することはできません。
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25．ご契約の解約と解約返戻金

ご契約を解約された場合、解約された時点でご契約は消滅し、以降の保障はなくなりま
す。ご契約いただいた生命保険は、ご家族の生活保障、資金づくり等に役立つ大切な財
産ですから、ぜひご継続ください。

解約と
解約返戻金

・生命保険では払い込まれる保険料は、預貯金のようにそのまま積み立てられている
わけではありません。ご契約時には、その一部が販売、診査、証券作成などの経費
にあてられます。ご契約中は、保険金の支払および生命保険の運営に必要な経費に
あてられます。
・これらを除いた残りを基準として定めた金額が解約の際に返戻されるため、ご契約
後短期間で解約されたときの解約返戻金はまったくないか、あってもごくわずか
です。

・主契約を解約されますと、主契約に付加された各種特約も同時に解約となります。
各種特約の返戻金は、特約の種類、経過年月数などによって異なりますが、多くの
場合、まったくないか、あってもごくわずかです。
・解約返戻金は、ご契約年齢、性別、保険料払込期間、経過年月数、保険料払込年月
数などによって異なります。

ご 参 考

解約返戻金額は、保険証
券に例示しています。

!解約返戻金の
請求

・やむをえずご契約を解約される場合には、解約返戻金をご請
求ください。所定の解約返戻金をご契約者にお支払いします。 ご 注 意

解約返戻金は、その請求
に必要な書類が当社に到
着した日の翌営業日から
その日を含めて５営業日
以内に当社の本店でお支
払いします。

失効の場合の
解約返戻金

・効力のなくなったご契約についても、解約返戻金をお支払い
できる場合があります。

［解約返戻金と払込保険料累計額との関係］

ご
契
約
例

�３０歳契約
�男性
�６０歳払込満了
�死亡保険金１，０００万円

〔「長割り終身」の場合〕
�低解約返戻金期間：ご契約日から保険料払込期間が
満了する日の２４時まで
�低解約返戻金割合：７０％

200万円 

30歳 
（ご契約日） （保険料払込満了） 

40歳 50歳 60歳 70歳 80歳 終身 

400万円 

600万円 

800万円 

1,000万円 

200万円 

30歳 
（ご契約日） （保険料払込満了） 

40歳 50歳 60歳 70歳 80歳 終身 

400万円 

600万円 

800万円 

1,000万円 

払込保険料累計額 
解約返戻金 

「長割り終身」 ５年ごと利差配当付終身保険

月 払 保 険 料
（口座振替扱） １７，０４０円 ２０，３５０円

仕組図

経過年数 解 約 返 戻 金 払込保険料累計額 解 約 返 戻 金 払込保険料累計額

５年 ６５０，０００円 １，０２２，４００円 ９２８，０００円 １，２２１，０００円

１０年 １，４６２，０００円 ２，０４４，８００円 ２，０８９，０００円 ２，４４２，０００円

２０年 ３，１５８，０００円 ４，０８９，６００円 ４，５１１，０００円 ４，８８４，０００円

３０年 ５，１２２，０００円（※） ６，１３４，４００円 ７，３１７，０００円 ７，３２６，０００円

４０年 ８，１５９，０００円 ６，１３４，４００円 ８，１５９，０００円 ７，３２６，０００円
※低解約返戻金期間満了直後の解約返戻金は、７，３２４，０００円
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低解約返戻金期間について
（長割り終身の場合）

�長割り終身の場合、低解約返戻金期間中は、解約返戻金が低く設定されています。解約返戻金の水
準および低解約返戻金期間の適用については次のようになります。

１．解約返戻金の水準

解約する時期 解約返戻金の水準

低解約返戻金期間として保険証券に
記載の期間中

「５年ごと利差配当付終身保険」の解約返戻金に低解約返
戻金割合として７０％を乗じた水準です。

低解約返戻金期間として保険証券に
記載の期間満了後

「５年ごと利差配当付終身保険」の解約返戻金と同額です。

�低解約返戻金期間中は、解約返戻金が低く設定されていることに応じて、以下の金額も
低くなります。
・払済保険の保険金額 ・契約者貸付の金額 ・保険料の振替貸付金額

ご注意

ご 参 考

基準となる日の詳細につ
いては、「５年ごと利差配
当付低解約返戻金型終身
保険 普通保険約款第２５
条（解約返戻金）�」を
ご覧ください。

２．低解約返戻金期間の適用について

�以下に記載する事項に関する解約返戻金を計算する場合、それぞれ以下に記載する日（基準となる
日）が保険証券に記載された低解約返戻金期間に属するときに、解約返戻金が「５年ごと利差配当
付終身保険」の解約返戻金に低解約返戻金割合として７０％を乗じた水準となります。

項目 基準となる日

・ご契約の解約
・保険金額の減額
・延長定期保険への変更
・払済保険への変更
・契約者貸付

請求に必要な書類が当社の本店に到着した日

・ご契約の失効
・保険料の振替貸付

保険料の払込猶予期間満了の日の翌日

・告知義務違反または重大事由による解除 解除の通知が、ご契約者に到着した日 ! ご 注 意

ご契約者またはご契約者
のご住所が不明の場合等
には、被保険者または保
険金の受取人となります。

ご
契
約
の
解
約
と
解
約
返
戻
金

 

ご契約後について ご契約後

ご
契
約
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■被保険者によるご契約者への解約の請求について

■差押債権者、破産管財人等による解約について

■保険金・給付金等の受取人によるご契約の存続について

�被保険者とご契約者が異なるご契約の場合、次に掲げる事由に該当するときは、被保険者はご契約者に
対し、ご契約の解約を請求することができます。
この場合、被保険者から解約の請求を受けたご契約者は、ご契約の解約を行う必要があります。
①ご契約者または保険金・給付金等の受取人が当社に保険給付を行わせることを目的として保険金・給
付金等のお支払事由を発生させた、または発生させようとした場合

②保険金・給付金等の受取人が当該保険契約に基づく保険給付の請求について詐欺を行った、または行
おうとした場合

③上記①②の他、被保険者のご契約者または保険金・給付金等の受取人に対する信頼を損ない、ご契約
の存続を困難とする重大な事由がある場合

④ご契約者と被保険者との間の親族関係の終了その他の事情により、被保険者がご契約のお申込みの同
意をするにあたって基礎とした事情が著しく変化した場合

�ご契約者の差押債権者、破産管財人等（以下、「債権者等」といいます。）によるご契約の解約は、解約
の通知が当社に到着した時から１か月を経過した日に効力を生じます。

�債権者等が解約の通知を行った場合でも、解約が当社に通知された時において、以下のすべてを満たす
保険金・給付金等の受取人はご契約を存続させることができます。
①ご契約者の親族、被保険者の親族または被保険者本人であること
②ご契約者でないこと

�保険金・給付金等の受取人がご契約を存続させるためには、解約の通知が当社に到達した時から１か月
を経過する日までの間に、以下のすべての手続きを行う必要があります。
①ご契約者の同意を得ること
②解約の通知が当社に到達した日に解約の効力が生じたとすれば当社が債権者等に支払うべき金額を債
権者等に対して支払うこと

③上記②について、債権者等に支払った旨を当社に対して通知すること（当社への通知についても期間
内に行うこと）

しおり 80



26．契約者配当金

契約者配当金は、責任準備金等の運用益が当社の予定した運用益を超えた場合に、ご契
約後５年ごとにお支払いします。

ご 参 考

これを「５年ごと利差配
当」といいます。

■契約者配当金の支払時期

!

■契約者配当金のお支払方法

ご 注 意

当社所定の利率は、経済
情勢により変更すること
があります。

■契約者配当金の対象

■特別配当について

第１
保険年度

第２
保険年度

第３
保険年度

第４
保険年度

第５
保険年度

第６
保険年度

契約日

・・・

第１回配当支払

以後５年ごとにお支払いいたします。

�５年ごとの契約者配当金のお支払前に、以下の事由に該当した場合にも契約者配当金をお支払いします。

!�契約日から１年以上経過後、保険金等のお支払等によってご契約が消滅した場合
�契約日から２年以上経過後、ご契約を解約または減額された場合

ご 注 意

解約もしくは減額の場合
にお支払いする契約者配
当金は、保険金のお支払
等によって消滅する場合
に比べ少なくなります。契約者配当金は、今後のお支払いをお約束するものではなく、また運用実績によって変動（増減）

し、お支払いできないこともあります。
ご注意

�ご契約が継続している場合は、契約者配当金を当社所定の利率で積み立てていきます。
�これを「５年ごと積立配当金」といい、ご請求によりいつでも引き出すことができます。

�付加された特約については、契約者配当金はありません。
（５年ごと利差配当付年金支払移行特約は除きます。）

�ご契約から長期間継続したご契約については、特別配当をお支払いすることがありますが、現時点では
確定しておりません。

ご
契
約
の
解
約
と
解
約
返
戻
金
／
契
約
者
配
当
金
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27．保険契約者に対する貸付け

途中でお金がご入用のときは、一時的に必要な資金をご契約者にお貸し付けする制度が
あります。

利率が1月見直しで変更されず、7月見直しで変更されるとき 

利率が変更される場合の例 

1月最初の営業日 
見直しによりA率 
（変更なし）に決定 （　　　　） （　　　　） 

7月最初の営業日 
見直しによりB率 
（変更）に決定 

A率適用 
B率適用 

3/31 9/304/1
10/1 3/31A率適用 

!

!

取扱の範囲

・貸付金額の上限は、次のとおりとします。
保険料払込中……解約返戻金額の９割
保険料払込済……解約返戻金額の８割

・貸付金額の下限は、次のとおりとします。
初回貸付時 ５万円
貸 増 時 １万円

貸付金の利息

・当社所定の利率により、年複利で計算し、１年未満の期間は、日割計算とします。
・この利率は、毎年２回、１月および７月の最初の営業日に見直しを行い、直前の利率変
更後の金融情勢の変化、その他相当の事由がある場合にその利率を変更することがあり
ます。

・なお、すでに契約者貸付を行っている契約についても、利率が変更された場合には、変更
後の利率を適用します。（適用方法の詳細は、契約者貸付に関する約定によります。）

留意点

・貸付金には利息がつき、将来の返済額は徐 に々大きくなりますので、計画的な返済をおす
すめします。
・契約者貸付の貸付金の元利合計金額（保険料の振替貸付があるときは、その元利金と合
算します。）が解約返戻金と未経過保険料の合計額を超えた場合、ご返済がなければご
契約は失効します。

・当社所定の条件を満たしていない場合、ご契約者に対する貸付のお取扱いはいたしませ
ん。
・初回貸付の場合、収入印紙代が必要です。

ご 注 意

左記の貸付利率の取扱い
については、金融情勢の
変化およびその他相当の
事由がある場合には、変
更することがあります。

ご 注 意

すでにこの貸付があると
きまたは保険料の振替貸
付があるときは、左記金
額からそれらの元利金を
差し引いた金額を貸付金
額の上限とします。
また、保険料払込中のご
契約の場合は、１か月分
の保険料を差し引くこと
があります。

ご契約が長割り終身の場合
�保険証券に記載された低解約返戻金期間中については、解約返戻金の水準が低いことに応じ
て貸付金額が少なくなります。

ご注意
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28．生命保険と税金について

■生命保険料控除

!１年間の正味払込保険料の一定額がその年の所得税と住民税の対象となる所得から控除
され、その分に応じて税金がお安くなります。

ご 注 意

左記内容は、平成２１年１２
月現在の税制に基づくも
ので、今後税務の取扱い
が変わる場合もあります。

対象となる契約
納税する人が保険料を支払い、保険金受取人が「本人」あるいは「配偶者ま
たはその他の親族」である契約

対象となる保険料
１月から１２月までにお払込みいただいた保険料の合計額から、その年に支払
われた配当金（その年に新たに積み立てられた配当金を含みます。）を差し引
いた額

① 生命保険料控除の取扱い

�年末調整または確定申告のときに、お忘れなくご申告ください。
�年間正味払込保険料の金額が一契約につき９，０００円を超えるものは、生命保険料控除証明
書の提出が必要です。

ご注意

年間正味払込保険料 総所得金額から控除される金額

２５，０００円以下のとき 全 額

２５，０００円を超え５０，０００円以下のとき （年間正味払込保険料×１２）＋１２，５００円

５０，０００円を超え１００，０００円以下のとき （年間正味払込保険料×１４）＋２５，０００円

１００，０００円を超えるとき 一律 ５０，０００円

② 所得税の生命保険料控除額

年間正味払込保険料 総所得金額から控除される金額

１５，０００円以下のとき 全 額

１５，０００円を超え４０，０００円以下のとき （年間正味払込保険料×１２）＋７，５００円

４０，０００円を超え７０，０００円以下のとき （年間正味払込保険料×１４）＋１７，５００円

７０，０００円を超えるとき 一律 ３５，０００円

③ 住民税の生命保険料控除額

保
険
契
約
者
に
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る
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付
け
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■保険金・給付金等の税法上のお取扱い

!保険金・給付金等をお受け取りになる際には、所得税・相続税・贈与税のいずれかの税
金がかかるもの、非課税となるものがあります。課税される税金は、ご契約者・被保険
者・受取人の関係で決まります。

ご 注 意

左記内容は、平成２１年１２
月現在の税制に基づくも
ので、今後税務の取扱い
が変わる場合もあります。

① 死亡保険金等お受取時の課税の取扱い
（１）死亡保険金をお受け取りになる場合

ご契約形態
ご契約例

課税の種類
ご契約者 被保険者 受取人

ご契約者と被保険者が同一人 本人 本人 配偶者 相続税

ご契約者と受取人が同一人 本人 配偶者 本人 所得税（一時所得）

ご契約者、被保険者、受取人が
それぞれ別人

本人 配偶者 子 贈与税

（２）年金をお受け取りになる場合

ご契約形態
ご契約例

課税の種類
ご契約者 被保険者 受取人

ご契約者と受取人が同一人 本人 本人 本人 所得税（雑所得）（※）

（３）家計保障定期保険特約の死亡保険金を月払給付でお受け取りになる場合

!
ご契約形態

ご契約例 課税の種類

ご契約者 被保険者 受取人 死亡時 月払給付の受取時

ご契約者と被保険者が同一人 本人 本人 配偶者 相続税

所得税
（雑所得）（※）

ご契約者と受取人が同一人 本人 配偶者 本人 －

ご契約者、被保険者、受取人が
それぞれ別人

本人 配偶者 子 贈与税

ご 注 意

死亡保険金の月払給付の
場合、死亡時の課税対象
額は、相続税法上の年金
受給権評価額となります。

※ 課税所得が２５万円以上の場合には、この課税所得に対して、１０％の所得税が源泉徴収されます。

�ご契約者と被保険者が同一人で、死亡保険金受取人が被保険者の法定相続人の場合、死亡保険金（契
約が２件以上の場合は合計します。）は「５００万円×法定相続人の数」を限度として非課税扱になりま
す。（相続税法第１２条）

�相続を放棄した者等が受け取る死亡保険金は、非課税の適用を受けることができません。ただし、
「５００万円×法定相続人の数」を計算する際の「法定相続人の数」には、相続を放棄した者等を含め
ます。

�高度障害保険金、リビング・ニーズ特約の特定状態保険金、各種特約の入院給付金・手術給付金な
どは、受取人が以下のいずれかに該当する場合、全額非課税扱となります。

�被保険者 �被保険者の配偶者もしくは直系血族 �生計を一にするその他の親族

② 保険金・給付金等の非課税扱
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29.保険金額・給付金額等が削減される場合
生命保険会社の業務または財産の状況の変化により、ご契約時にお約束した保険金額、年金額、給付金額等が削減され
ることがあります。

�生命保険契約者保護機構の会員である保険会社が経営破綻に陥った場合には、生命保険契約者保護機構により、保険契約者保護の
措置が図られることがありますが、この場合にも、ご契約時の保険金額、年金額、給付金額等が削減されることがあります。

�詳細については、生命保険契約者保護機構までお問い合わせください。

30.生命保険契約者保護機構

当社は「生命保険契約者保護機構」（以下「保護機構」といいます。）に加入しております。

保護機構って、どんな団体?

�保護機構は、保険業法に基づき設立された法人であり、保護機構の会員である生命保険会社が破綻に陥っ
た場合、生命保険に係る保険契約者等のための相互援助制度として、当該破綻保険会社に係る保険契約の
移転等における資金援助、承継保険会社の経営管理、保険契約の引受け、補償対象保険金の支払いに係る
資金援助及び保険金請求権等の買取りを行う等により、保険契約者等の保護を図り、もって生命保険業に対
する信頼性を維持することを目的としています。

生命保険会社が破綻したら、現在加入している保険は、どうなる
のかしら?

�保険契約上、年齢や健康状態によっては契約していた破綻保険会社と同様の条件で新たに加入することが
困難になることもあるため、保険会社が破綻した場合には、保護機構が保険契約の移転等に際して資金援
助等の支援を行い、加入している保険契約の継続を図ることにしています。

�保険契約の移転等における補償対象契約は、運用実績連動型保険契約の特定特別勘定（※1）に係る部分を除いた国内に
おける元受保険契約で、その補償限度は、高予定利率契約（※2）を除き、責任準備金等（※3）の90％とすることが、保険
業法等で定められています（保険金・年金等の90％が補償されるものではありません。（※4））。
�なお、保険契約の移転等の際には、責任準備金等の削減に加え、保険契約を引き続き適正・安全に維持するために、契約条
件の算定基礎となる基礎率（予定利率、予定死亡率、予定事業費率等）の変更が行われる可能性があり、これに伴い、保険
金額・年金額等が減少することがあります。あわせて、早期解約控除制度（保険集団を維持し、保険契約の継続を図るため
に、通常の解約控除とは別に、一定期間特別な解約控除を行う制度）が設けられる可能性もあります。

※1 特別勘定を設置しなければならない保険契約のうち最低保証（最低死亡保険金保証、最低年金原資保証等）のない保険契約に係る特
別勘定を指します。更生手続においては、当該部分についての責任準備金を削減しない更生計画を作成することが可能です（実際に削
減しないか否かは、個別の更生手続の中で確定することとなります）。

※2 破綻時に過去5年間で常に予定利率が基準利率（注1）を超えていた契約を指します（注2）。当該契約については、責任準備金等の補
償限度が以下のとおりとなります。ただし、破綻会社に対して資金援助がなかった場合の弁済率が下限となります。
高予定利率契約の補償率＝90％－｛（過去5年間における各年の予定利率－基準利率）の総和÷2｝
（注1）基準利率は、生保各社の過去5年間の平均運用利回りを基準に、金融庁長官及び財務大臣が定めることとなっております。現在

の基準利率については、当社又は保護機構のホームページで確認できます。
（注2）一つの保険契約において、主契約・特約の予定利率が異なる場合、主契約・特約を予定利率が異なるごとに独立した保険契約と

みなして、高予定利率契約に該当するか否かを判断することになります。また、企業保険等において被保険者が保険料を拠出し
ている場合で被保険者毎に予定利率が異なる場合には、被保険者毎に独立の保険契約が締結されているものとみなして高予
定利率契約に該当するか否かの判断をすることになります。ただし、確定拠出年金保険契約については、被保険者が保険料を拠
出しているか否かにかかわらず、被保険者毎に高予定利率契約に該当するか否かを判断することになります。

※3 責任準備金等とは、将来の保険金・年金・給付金の支払いに備え、保険料や運用収益などを財源として積み立てている準備金等をいい
ます。

※4 個人変額年金保険に付されている年金原資保証額等についても、その90％が補償されるものではありません。
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仕 組 み の 概 略 図  

●救済保険会社が現れた場合 

●救済保険会社が現れない場合 

会員 
保険会社 

国 

民間金融 
機関等 

保険 
契約者等 

救済 
保険会社 

補償対象保険金支払に係る資金援助 

補償対象保険金支払に係る資金援助 

保険金等の支払い 

保険金等の支払い 

保険金請求権等の買取り（注　） 

保険契約の引受け 

保険契約の承継 

保険金請求権等の 
買取り（注　） 

資金 
援助 

負担金の拠出 

資金貸出 

財政措置（注　） 

保護機構 

会員 
保険会社 

国 

民間金融 
機関等 

負担金の拠出 

資金貸出 

財政措置（注　） 

保護機構 

破綻 
保険会社 

保険契約の 
全部・一部の移転、 
合併、株式取得 

補償対象 
保険金の支払い（注　） 

保険 
契約者等 

破綻 
保険会社 

補償対象 
保険金の支払い（注　） 

（承継保険会社） 

（注①）上記の「財政措置」は、平成24年（2012年）3月末までに生命保険会社が破綻した場合に対応する措置で、会員保険会社の拠出に
よる負担金だけで資金援助等の対応ができない場合に、国会審議を経て補助金が認められた際に行われるものです。

（注②）破綻処理中の保険事故に基づく補償対象契約の保険金等の支払、保護機構が補償対象契約に係る保険金請求権等を買い取ること
を指します。この場合における支払率および買取率については、責任準備金等の補償限度と同率となります。（高予定利率契約につい
ては、※2に記載の率となります。）

◇補償対象契約の範囲・補償対象契約の補償限度等を含め、本掲載内容は全て現在の法令に基づいたものであり、今後、法令の改正によ
り変更される可能性があります。

＊生命保険会社が破綻した場合の保険契約の取扱いに関するお問い合わせ先

生命保険契約者保護機構 TEL（03）3286-2820
月曜日～金曜日（祝日・年末年始を除く）午前9時～正午、午後1時～午後5時

ホームページアドレス http://www.seihohogo.jp/
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31.契約内容登録制度・契約内容照会制度

あなたのご契約内容が登録されることがあります。

�当社は、社団法人生命保険協会、社団法人生命保険協会加盟の他の各生命保険会社および全国共済農業協同組合連合会（以下「各
生命保険会社等」といいます。）とともに、保険契約もしくは共済契約または特約付加（以下「保険契約等」といいます。）のお引受けの
判断あるいは保険金、給付金もしくは共済金等（以下「保険金等」といいます。）のお支払いの判断の参考とすることを目的として、「契
約内容登録制度」（全国共済農業協同組合連合会との間では「契約内容照会制度」といいます。）に基づき、当社の保険契約等に関す
る下記の登録事項を共同して利用しております。

�保険契約等のお申込みがあった場合、当社は、社団法人生命保険協会に、保険契約等に関する下記の登録事項の全部または一部を
登録します。ただし、保険契約等をお引き受けできなかったときは、その登録事項は消去されます。

�社団法人生命保険協会に登録された情報は、同じ被保険者について保険契約等のお申込みがあった場合または保険金等のご請求が
あった場合、社団法人生命保険協会から各生命保険会社等に提供され、各生命保険会社等において、保険契約等のお引受けまたはこ
れらの保険金等のお支払いの判断の参考とさせていただくために利用されることがあります。
なお、登録の期間ならびにお引受けおよびお支払いの判断の参考とさせていただく期間は、契約日、復活日、増額日または特約の中
途付加日（以下「契約日等」といいます。）から5年間（被保険者が１５歳未満の保険契約等については、「契約日等から５年間」と「契約
日等から被保険者が１５歳に到達するまでの期間」のいずれか長い期間）です。
各生命保険会社等はこの制度により知り得た内容を、保険契約等のお引受けおよびこれらの保険金等のお支払いの判断の参考とす
る以外に用いることはありません。
また、各生命保険会社等は、この制度により知り得た内容を他に公開いたしません。

�当社の保険契約等に関する登録事項については、当社が管理責任を負います。契約者または被保険者は、当社の定める手続きに従い、
登録事項の開示を求め、その内容が事実と相違している場合には、訂正を申し出ることができます。また、個人情報の保護に関する法
律に違反して登録事項が取り扱われている場合、当社の定める手続きに従い、利用停止あるいは第三者への提供の停止を求めるこ
とができます。上記各手続きの詳細については、総合カスタマーセンターにお問い合わせください。

【登録事項】

（1）保険契約者および被保険者の氏名、生年月日、性別ならびに住所（市・区・郡までとします。）

（2）死亡保険金額および災害死亡保険金額

（3）入院給付金の種類および日額

（4）契約日、復活日、増額日および特約の中途付加日

（5）取扱会社名

その他、正確な情報の把握のため、契約および申込みの状態に関して相互に照会することがあります。

※「契約内容登録制度・契約内容照会制度」に参加している各生命保険会社名につきましては、社団法人生命保険協会ホームページ
（http://www.seiho.or.jp/）の「加盟会社」をご参照ください。
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32.支払査定時照会制度

保険金等のご請求に際し、あなたのご契約内容等を照会させていただくことがあります。

�当社は、社団法人生命保険協会、社団法人生命保険協会加盟の各生命保険会社、全国共済農業協同組合連合会、全国労働者共済生
活協同組合連合会および日本コープ共済生活協同組合連合会（以下「各生命保険会社等」といいます。）とともに、お支払いの判断ま
たは保険契約もしくは共済契約等（以下「保険契約等」といいます。）の解除、取消もしくは無効の判断（以下「お支払等の判断」といい
ます。）の参考とすることを目的として、「支払査定時照会制度」に基づき、当社を含む各生命保険会社等の保有する保険契約等に関
する下記の相互照会事項記載の情報を共同して利用しております。

�保険金、年金または給付金（以下「保険金等」といいます。）のご請求があった場合や、これらに係る保険事故が発生したと判断される
場合に、「支払査定時照会制度」に基づき、相互照会事項の全部または一部について、社団法人生命保険協会を通じて、他の各生命保
険会社等に照会をなし、他の各生命保険会社等から情報の提供を受け、また他の各生命保険会社等からの照会に対し、情報を提供す
ること（以下「相互照会」といいます。）があります。相互照会される情報は下記のものに限定され、ご請求に係る傷病名その他の情報
が相互照会されることはありません。また、相互照会に基づき各生命保険会社等に提供された情報は、相互照会を行った各生命保険
会社等によるお支払い等の判断の参考とするため利用されることがありますが、その他の目的のために利用されることはありませ
ん。照会を受けた各生命保険会社等において、相互照会事項記載の情報が存在しなかったときは、照会を受けた事実は消去されます。
各生命保険会社等は「支払査定時照会制度」により知り得た情報を他に公開いたしません。

�当社が保有する相互照会事項記載の情報については、当社が管理責任を負います。契約者、被保険者または保険金等受取人は、当社
の定める手続きに従い、相互照会事項記載の情報の開示を求め、その内容が事実と相違している場合には、訂正を申し出ることがで
きます。また、個人情報の保護に関する法律に違反して相互照会事項記載の情報が取り扱われている場合、当社の定める手続きに従
い、当該情報の利用停止あるいは第三者への提供の停止を求めることができます。上記各手続きの詳細については、総合カスタマー
センターにお問い合わせください。

協会 あんしん生命 
【相互照会事項】

次の事項が相互照会されます。ただし、契約消滅後5年を経過した契約に係るものは除きます。

（1）被保険者の氏名、生年月日、性別、住所（市・区・郡までとします。）

（2）保険事故発生日、死亡日、入院日・退院日、対象となる保険事故（左記の事項は、照会を受けた

日から5年以内のものとします。）

（3）保険種類、契約日、復活日、消滅日、保険契約者の氏名および被保険者との続柄、死亡保険金等受取人の氏名および被保険

者との続柄、死亡保険金額、給付金日額、各特約内容、保険料および払込方法

上記相互照会事項において、被保険者、保険事故、保険種類、保険契約者、死亡保険金、給付金日額、保険料とあるのは、共済契
約においてはそれぞれ、被共済者、共済事故、共済種類、共済契約者、死亡共済金、共済金額、共済掛金と読み替えます。

※「支払査定時照会制度」に参加している各生命保険会社名につきましては、社団法人生命保険協会ホームページ（http://www.seiho.or.jp/）
の「加盟会社」をご参照ください。

33.ご契約内容等の取扱い

当社は、東京海上ホールディングス株式会社傘下の保険会社に、申込書に記載の情報等を開示することがあります。ま

た東京海上ホールディングス株式会社傘下の保険会社の保有する被保険者が加入している保険契約の情報等の提供

を受けて、これを利用することがあります。

�当社は、東京海上ホールディングス株式会社傘下の保険会社に、申込書、告知書、異動請求書、保険金請求書、その他の書類に記載の
情報および保険事故の状況等の事実関係に関する情報を開示することがあります。
�また、当社は、業務又は事務の一部を東京海上ホールディングス株式会社傘下以外の保険会社に委託して行うことがあります。
�したがいまして、申込書、告知書、異動請求書、保険金請求書、その他の書類に記載の情報および保険事故の状況等の事実関係に関
する情報を業務の代理又は事務の代行を遂行する上で必要な範囲で、当該保険会社が知ることがあります。
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５年ごと利差配当付低解約返戻金型終身保険普通保険約款

内容

死亡保険金 被保険者が死亡したときに支払います。

高度障害保険金 被保険者が所定の高度障害状態になったときに支払います。

保険料払込みの免除
被保険者が保険料払込期間中に不慮の事故によって所定の身体障害の状態になったときに、そ
の後の保険料の払込みを免除します。

用語 用語の意義

ケ 契約応当日

毎月、半年ごとまたは毎年の契約日に対応する日をいい、毎月の契約日に対応する日を「月単位
の契約応当日」、半年ごとの契約日に対応する日を「半年単位の契約応当日」、毎年の契約日に対
応する日を「年単位の契約応当日」といいます。なお、契約日に対応する日のない月の場合には、
その月の末日をいうものとします。

ケ 契約者貸付 解約返戻金の一定割合の範囲内で保険契約者が金銭の貸し付けを受ける制度をいいます。

ケ 契約日 契約年齢、保険期間等の計算の基準日をいいます。

コ 告知
保険契約者および被保険者が、契約の申込をされるとき等に、現在の健康状態や職業、過去の傷
病歴等、当会社がたずねる支払事由または保険料払込みの免除事由の発生の可能性に関する重要
なことがらについて当会社に知らせることをいいます。

シ 失効 保険契約の効力が失われることをいいます。失効日以降は、保障がなくなります。

シ 支払事由 保険金を支払うことになる事象をいいます。

セ 責任開始期

保険契約の締結、復活または復旧に際して、当会社の保険契約上の責任が開始される時をいいま
す。なお、復活の取扱いが行われた場合は、復活における責任開始期とし、複数回復活の取扱い
が行われた場合は、最後の復活における責任開始期とし、また、復旧の取扱いが行われた後の復
旧部分の責任開始期についてもこれと同様とします。

セ 責任開始日 責任開始期の属する日をいいます。

ハ 払込期月
第２回目以降の各回の保険料を払い込んでいただく期間として、保険料の払込方法（回数）に応
じて定められている期間（契約応当日の属する月の初日から末日まで）をいいます。

ヒ 被保険者 保険の対象として、保障されている人をいいます。

フ 復活 失効した契約の効力を元に戻すことをいいます。

フ 復旧
保険料の払込みを中止して、保険期間または保険金額の変更等をした保険契約（延長定期保険ま
たは払済保険が該当します。）を元の契約内容に戻すことをいいます。

ホ 保険料の振替貸付
保険料の払込みがないまま猶予期間を過ぎた場合に、解約返戻金および未経過保険料の合計額の
範囲内で自動的に払い込むべき保険料に相当する額を貸し付けて、保険契約を有効に継続させる
制度をいいます。

ホ
保険料払込みの
免除事由

保険料の払込みを免除することになる事象をいいます。

メ 免責事由 支払事由に該当しても保険金をお支払いしないことになる事象をいいます。

ユ 猶予期間
払込期月内に保険料が払い込まれなかった場合に、払込期月が終了してから保険契約を失効させ
るまでに一定期間の猶予を設けていますが、この期間をいいます。

（平成２２年３月２日改定）
（この保険の概要）

（1）この保険は被保険者の一生涯にわたって、万一の場合の保障を確保する保険であって、下表の給付および保険料払
込みの免除を行うことを主な内容とするものです。なお、死亡保険金額および高度障害保険金額は同額です。

（2）この保険は、一定期間解約返戻金の水準を低く設定し、それを保険料に反映することにより、保険契約者が保険契
約を長期に継続することを支援するものです。

（3）この保険は、責任準備金等の運用益が当会社の予定した運用益を超えた場合、契約日から５年ごとの応当日が到来
したときまたは契約が一定期間継続した後消滅したときに、その超えた部分の運用益に基づき契約者配当金の支払を
行います。

１．用語の意義

第１条（用語の意義）
この普通保険約款において使用される次の用語の意義は、それぞれ下表のとおりとします。
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支払額 保険金額

受取人 死亡保険金受取人

支払事由 被保険者が死亡したとき。

免責事由

次のいずれかにより上記の支払事由が生じたとき。
ア．責任開始日からその日を含めて３年以内の自殺
イ．保険契約者または死亡保険金受取人の故意
ウ．戦争その他の変乱

支払額 保険金額

受取人 被保険者（※１）

支払事由
被保険者が責任開始期以後の傷害または疾病を原因として高度障害状態（別表３）に該当したとき。
この場合、責任開始期前に既に生じていた障害状態に責任開始期以後の傷害または疾病（※２）を
原因とする障害状態が新たに加わって高度障害状態（別表３）に該当したときを含みます。

免責事由
次のいずれかにより上記の支払事由が生じたとき。
ア．保険契約者または被保険者の故意
イ．戦争その他の変乱

２．保険金の支払

第２条（保険金の支払）
この保険契約において支払う保険金は、次のとおりです。
① 死亡保険金

② 高度障害保険金

（※１）高度障害保険金の受取人を被保険者以外の者に変更することはできません。
（※２）責任開始期前に既に生じていた障害状態の原因となった傷害または疾病と因果関係のない傷害または疾病に

限ります。

第３条（保険金の支払に関する補則）
（1）被保険者の生死が不明の場合でも、当会社が死亡したものと認めたときは、死亡保険金を支払います。
（2）当会社が高度障害保険金を支払った場合には、保険契約は、被保険者が高度障害状態に該当した時に消滅したもの
とみなします。

（3）次の①～③のいずれかに該当する場合には、当会社は、被保険者が責任開始期前に発病した疾病または被った傷害
（以下、本（3）において「責任開始期前の疾病等」といいます。）を、この保険契約の責任開始期以後に生じたものと
みなして前条②の規定を適用します。
① この保険契約の締結、復活または復旧の際、告知等により当会社が責任開始期前の疾病等について知っていた場
合、または過失により知らなかった場合（責任開始期前の疾病等について、保険契約者または被保険者から告知さ
れなかったことにより、当会社が事実の一部を知らなかった場合を除きます。）

② この保険契約の締結、復活または復旧の際、責任開始期前の疾病等について、保険媒介者（注１）が保険契約者
または被保険者に対し、告知をすることを妨げた場合、告知しないことを勧めた場合、または事実でないことを告
げることを勧めた場合

③ 責任開始期前の疾病等について、次のア．およびイ．を満たし、かつ、責任開始期前に、被保険者の身体に生じ
た症状について保険契約者および被保険者の認識および自覚がなかったことが明らかな場合
ア．責任開始期前に、被保険者が医師の診察を受けたことがない。
イ．責任開始期前に、被保険者が健康診断（定期健康診断、人間ドック等、健康状態を評価することで疾患の予防
・早期発見に役立てることを目的として行う診察・検査・検診をいいます。）による異常の指摘を受けたことがな
い。

（4）高度障害保険金を支払う前に被保険者が死亡したときは、当会社は、高度障害保険金を支払いません。ただし、前
条①に定める死亡保険金の免責事由に該当した場合もしくは死亡保険金の請求がなされないことが確定した場合には
この限りではありません。また、高度障害保険金を支払った後に死亡保険金の請求を受けても、当会社は、その死亡
保険金を支払いません。

（5）保険契約者が法人で、かつ、死亡保険金受取人（注２）が保険契約者（その法人）である場合には、前条の規定に
かかわらず、保険契約者（その法人）を高度障害保険金の受取人とし、それ以外の者に変更することはできません。

（6）保険金を支払うときに保険料の振替貸付または契約者貸付があるときは、当会社は保険金からそれらの元利金を差
し引きます。

（注１）当会社のために保険契約の締結の媒介を行うことができる者をいいます。
（注２）死亡保険金の一部の受取人である場合を含みます。

第４条（保険金支払の免責事由に該当した場合の取扱い）
（1）死亡保険金受取人が故意に被保険者を死亡させた場合で、その受取人が死亡保険金の一部の受取人であるときは、
死亡保険金の残額を他の死亡保険金受取人に支払い、支払わない部分の責任準備金を保険契約者に支払います。

（2）被保険者が戦争その他の変乱によって死亡し、または高度障害状態（別表３）に該当した場合でも、その原因によ
って死亡し、または高度障害状態に該当した被保険者の数の増加について、当会社がこの保険の計算の基礎に及ぼす
影響が少ないと認めたときは、その程度に応じ、死亡保険金または高度障害保険金の全額を支払い、またはその金額

約款 4



確認等が必要な場合 確認事項

① 保険金の支払事由発生の有無の確認が必要な場合
被保険者の死亡または第２条（保険金の支払）②に定
める高度障害状態（別表３）に該当する事実の有無

② 保険金支払いの免責事由に該当する可能性がある場合 保険金の支払事由が発生した原因

③ 告知義務違反に該当する可能性がある場合
当会社が告知を求めた事項および告知義務違反に至っ
た原因

④
この約款に定める重大事由、詐欺または不法取得目的に
該当する可能性がある場合

前②および③に定める事項または保険契約者、被保険
者もしくは保険金の受取人の保険契約締結の目的もし
くは保険金請求の意図に関する保険契約の締結時から
保険金請求時までにおける事実

特別な照会や調査 日数

①
本条（4）①～④に定める事項についての医療機関または医師に対する照会のうち、照会先の指定す
る書面等の方法に限定される照会

９０日

②
本条（4）①～④に定める事項についての弁護士法（昭和２４年法律第２０５号）にもとづく照会その他
の法令にもとづく照会

９０日

③
本条（4）①、②または④に定める事項についての研究機関等の専門機関による医学または工学等の
科学技術的な特別の調査、分析または鑑定

１２０日

④

本条（4）①、②または④に定める事項に関し、保険契約者、被保険者または保険金の受取人を被疑
者または被害者として、捜査、起訴その他の刑事手続が開始されたことが報道等から明らかである
場合における、本条（4）①、②または④に定める事項に関する、送致、起訴、判決等の刑事手続の
結果についての警察、検察等の捜査機関または裁判所に対する照会

１８０日

⑤ 本条（4）①～④に定める事項についての日本国外における調査 １８０日

⑥
本条（4）①～④に定める事項についての災害救助法（昭和２２年法律第１１８号）が適用された地域に
おける調査

９０日

を削減して支払います。
（3）次のいずれかの免責事由に該当したことによって、死亡保険金が支払われないときは、当会社は、責任準備金を保
険契約者に支払います。
① 責任開始日からその日を含めて３年以内に被保険者が自殺したとき。
② 死亡保険金受取人が故意に被保険者を死亡させたとき。
③ 戦争その他の変乱によって被保険者が死亡したとき。

（4）保険契約者が故意に被保険者を死亡させたことによって、死亡保険金が支払われないときは、本条（1）および（3）
の規定にかかわらず、当会社は責任準備金その他の返戻金を支払いません。

第５条（保険金支払方法の選択）
保険契約者（注）は、保険金の一時支払にかえて、当会社所定の金額、期間等の範囲内で、すえ置支払または年金支

払を選択することができます。

（注）保険金の支払事由発生後はその保険金の受取人とします。

第６条（保険金の請求、支払時期および支払場所）
（1）保険金の支払事由が生じたときは、保険契約者またはその保険金の受取人は、すみやかに当会社に通知してくださ
い。

（2）保険金の支払事由が生じたときは、その保険金の受取人は、当会社所定の書類（別表１）を提出して、その保険金
を請求してください。

（3）本条（2）の請求を受けた場合、保険金は、その請求に必要な書類が当会社に到着した日（以下本条において「請求
完了日」といいます。）の翌営業日からその日を含めて５営業日以内に、当会社の本店で支払います。

（4）保険金を支払うために確認が必要な下表の①～④に掲げる場合において、保険契約の締結時から保険金請求時まで
に当会社に提出された書類だけでは確認ができないときは、それぞれ①～④に定める事項の確認（当会社の指定した
医師による被保険者の診断を含みます。）を行います。この場合には、本条（3）の規定にかかわらず、保険金を支払
うべき期限は、請求完了日からその日を含めて６０日を経過する日とします。

（5）本条（4）の確認をするため、下表の①～⑥に掲げる事項についての特別な照会や調査が不可欠な場合には、本条
（3）および（4）の規定にかかわらず、保険金を支払うべき期限は、請求完了日からその日を含めてそれぞれ下表①～
⑥に定める日数（①～⑥のうち複数に該当する場合には、それぞれに定める日数のうち最も多い日数）を経過する日
とします。

（6）保険金を支払うべき期限について、本条（4）または（5）に定める期限を適用する場合には、当会社はその旨を保
険金の受取人に通知します。

（7）本条（4）および（5）に掲げる必要な事項の確認に際し、保険契約者、被保険者または保険金の受取人が、正当な
理由なくその確認を妨げ、またはこれに応じなかったとき（当会社の指定した医師による必要な診断に応じなかった
ときを含みます。）は、当会社は、これによりその事項の確認が遅延した期間の遅滞の責任を負わず、その間は保険金
を支払いません。

（8）下表の「要件」を全て満たす保険金の請求については、下表の「請求書類」を本条（2）に定める書類に追加して提
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要
件

① 団体（※１）を保険契約者および死亡保険金受取人としている保険契約であること。
② その団体（※１）から給与の支払を受ける者を被保険者とする保険契約であること。
③ 保険契約者である団体（※１）がその保険契約の保険金の全部またはその相当部分を遺族補償規程等に基
づく死亡退職金または弔慰金等（以下本条において「死亡退職金等」といいます。）として被保険者または死
亡退職金等の受給者に支払うこと。

請
求
書
類

次のア．またはイ．のいずれかおよびウ．の書類を提出（※２）する必要があります。
ア．被保険者または死亡退職金等の受給者の請求内容確認書
イ．被保険者または死亡退職金等の受給者に死亡退職金等を支払ったことを証する書類
ウ．受給者本人であることを、保険契約者である団体（※１）が確認した書類

保険料払込みの免除事由

被保険者が、責任開始期以後に発生した不慮の事故（別表２）による傷害（※１）を直接
の原因として、その事故の日からその日を含めて１８０日以内の保険料払込期間中に身体障害
の状態（別表４）に該当したとき。
この場合、責任開始期前に既に生じていた障害状態に、責任開始期以後の傷害（※２）を
原因とする障害状態が新たに加わって、身体障害の状態（別表４）に該当したときを含み
ます。

保険料払込みの免除事由
に該当しても、保険料の
払込みを免除しない場合

次のいずれかによって上記の保険料払込みの免除事由に該当したとき。
① 保険契約者または被保険者の故意または重大な過失
② 被保険者の犯罪行為
③ 被保険者の精神障害を原因とする事故
④ 被保険者の泥酔の状態を原因とする事故
⑤ 被保険者が法令に定める運転資格を持たないで運転している間に生じた事故
⑥ 被保険者が法令に定める酒気帯び運転またはこれに相当する運転をしている間に生じ
た事故

⑦ 地震、噴火または津波
⑧ 戦争その他の変乱

出する必要があります。

（※１）官公庁、会社、組合、工場その他の団体をいい、団体の代表者を含みます。
（※２）被保険者または死亡退職金等の受給者が２人以上であるときは、そのうち１人からの提出で足りるものとしま

す。

３．保険料払込みの免除

第７条（保険料払込みの免除）
（1）下表のとおり、当会社は、次に到来する第１０条（保険料の払込み）（2）の保険料期間以降の保険料の払込みを免除
します。

（※１）責任開始期前に発生した不慮の事故（別表２）による傷害の取扱いについては、第３条（保険金の支払に関す
る補則）（3）の規定を準用します。

（※２）責任開始期前に既に生じていた障害状態の原因となった傷害と因果関係のない傷害に限ります。
（2）保険料の払込みが免除された場合には、以後第１０条（保険料の払込み）に定める払込方法（回数）に応じ、それぞ
れの契約応当日ごとに保険料が払い込まれたものとして取り扱います。

（3）保険料の払込みが免除された保険契約については、保険料払込みの免除事由の発生時以後、次の①～③の取扱いに
関する規定は適用しません。
① 第２７条（保険金額の減額）
② 第２８条（延長定期保険への変更および復旧）
③ 第２９条（払済保険への変更および復旧）

（4）被保険者が地震、噴火、津波または戦争その他の変乱によって、身体障害の状態（別表４）に該当した場合でも、
これらの事由により保険料払込みの免除事由に該当した被保険者の数の増加について、当会社がこの保険の計算の基
礎に及ぼす影響が少ないと認めたときは、当会社は、保険料の払込みを免除します。

第８条（保険料払込免除の請求）
（1）保険料払込みの免除事由が生じたときは、保険契約者または被保険者はすみやかに当会社に通知してください。
（2）保険契約者は、当会社所定の書類（別表１）を提出して、保険料の払込免除を請求してください。
（3）保険料払込みの免除の請求については、第６条（保険金の請求、支払時期および支払場所）（3）～（7）の規定を準
用します。

４．当会社の責任開始期

第９条（当会社の責任開始期）
（1）当会社は、下表の「保険契約上の責任が開始される時（責任開始期）」から保険契約上の責任を負います。

約款 6



保険料受領と承諾の時期
保険契約上の責任が開始される時

（責任開始期）

①
保険契約の申込を承諾した後に第１回保険料を受け取
った場合

第１回保険料を受け取った時

②
第１回保険料充当金を受け取った後に保険契約の申込
を承諾した場合

第１回保険料充当金を受け取った時または被保険者に関
する告知の時のいずれか遅い時

保険料の払込方法
（回数）

払込期月

① 月払（年１２回払） 月単位の契約応当日の属する月の初日から末日まで

② 半年払（年２回払） 半年単位の契約応当日の属する月の初日から末日まで

③ 年払（年１回払） 年単位の契約応当日の属する月の初日から末日まで

（2）本条（1）により当会社の責任が開始される日を契約日とします。
（3）保険料払込期間の計算にあたっては契約日からその日を含めて計算します。
（4）当会社が保険契約またはこれに付加する特約（注１）の申込を承諾した場合（注２）には、保険契約者に対し、こ
の保険契約について次の事項（注３）を記載した保険証券を交付します。
① 当会社名
② 保険契約者の氏名または名称
③ 被保険者の氏名
④ 死亡保険金受取人の氏名または名称その他のその受取人を特定するために必要な事項
⑤ 保険期間
⑥ 保険金額
⑦ 保険料およびその払込方法（回数）
⑧ 付加された特約（注１）の名称
⑨ 契約日
⑩ 保険証券を作成した年月日

（注１）当会社が保険給付を行い、かつ、保険契約者が特約保険料を支払うことを約定した特約に限ります。
（注２）保険契約の復活を承諾した場合およびこの保険契約に付加された特約のみ更新される場合を除きます。
（注３）この保険契約の普通保険約款またはこの保険契約に付加された特約の特約条項の規定により定められる事項を除

きます。

５．保険料の払込み

第10条（保険料の払込み）
（1）第２回以後の保険料は、保険料払込期間中、毎回下表の「払込期月」に定める期間内に払い込んでください。

（2）本条（1）で払い込むべき保険料は、保険料の払込方法（回数）に応じ、それぞれの保険料期間（注１）に対応する
保険料とします。

（3）当会社は、年払または半年払の保険契約が保険料払込期間中に消滅した場合またはその保険契約の保険料の払込み
が免除された場合で、かつ、払い込まれた保険料のうち保険料期間（注１）中の経過月数により計算した未経過部分
の保険料（注２）（以下、「未経過保険料」といいます。）があるときは、これを保険契約者（注３）に支払います。た
だし、次の①～③の場合は、未経過保険料の支払いはありません。
① 保険料の払込みが免除された保険契約が消滅したとき。
② 保険契約者が、故意に被保険者を死亡させたことによって、死亡保険金が支払われないとき。
③ 保険契約が、詐欺により取り消されたとき、または不法取得目的による無効とされたとき。

（4）本条（1）の保険料が契約応当日の前日までに払い込まれ、かつ、その日までに保険契約が消滅したとき、または保
険料の払込みを必要としなくなったときには、当会社は、その払い込まれた保険料を保険契約者（注３）に払い戻し
ます。

（5）本条（1）の保険料が払い込まれないまま、本条（1）の契約応当日以後その日の属する月の末日までに保険金の支
払事由が生じたときには、当会社は、未払込保険料を支払うべき保険金から差し引きます。

（6）本条（1）の保険料が払い込まれないまま、本条（1）の契約応当日以後その日の属する月の末日までに保険料払込
みの免除事由が生じたときは、保険契約者は、第１４条（猶予期間および保険契約の失効）に定める猶予期間満了の日
までに未払込保険料を払い込んでください。この未払込保険料が払い込まれない場合には、当会社は、保険料払込み
の免除事由の発生により免除すべき保険料の払込みを免除しません。

（7）本条（6）の場合、未払込保険料の払込みについては第１４条（猶予期間および保険契約の失効）の規定を準用します。
（8）保険契約者は、当会社の定める取扱範囲内で、保険料の払込方法（回数）を変更することができます。
（9）月払の保険契約が保険金額の減額等によって当会社の定める月払取扱いの範囲外となったときは、当会社の定める
取扱範囲内で、保険料の払込方法（回数）を年払または半年払に変更します。

（注１）契約応当日から翌契約応当日の前日までの期間をいいます。
（注２）経過月数は、１か月未満の端数を切り上げて計算します。また、年払または半年払以外の保険契約には未経過保

険料はありません。
（注３）保険金を支払うときは保険金の受取人とします。
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保険料の払込方法
（回数）

猶予期間

① 月払（年１２回払） 払込期月の翌月初日から末日まで

② 半年払（年２回払） 払込期月の翌月初日から翌々月の月単位の契約応当日まで
ただし、契約応当日が２月、６月、１１月の各末日の場合には、それぞれ４月、８月、
１月の各末日まで③ 年払（年１回払）

第11条（保険料の払込方法（経路））
（1）保険契約者は、次の①～④のいずれかの保険料の払込方法（経路）を選択することができます。
① 当会社の指定した金融機関等の口座振替により払い込む方法
② 金融機関等の当会社の指定した口座に送金することにより払い込む方法
③ 所属団体を通じ払い込む方法（注）
④ 当会社の指定するクレジットカードにより払い込む方法

（2）本条（1）①～④のいずれかの方法によってもその払込期月分の保険料が払込期月内に払い込まれないときは、その
保険料についてのみ、当会社の本店または当会社の指定した場所に持参して払い込むことができます。

（3）保険契約者は、当会社の定める取扱範囲内で、本条（1）①～④の保険料の払込方法（経路）を変更することができ
ます。

（4）保険料の払込方法（経路）が本条（1）①、③または④の場合において、その保険契約が、付加された保険料の払込
方法（経路）に関する特約の特約条項に定める取扱条件に該当しなくなったときは、保険契約者は、本条（3）の規定
により保険料の払込方法（経路）を他の払込方法（経路）に変更してください。この場合、保険契約者が保険料の払
込方法（経路）の変更を行うまでの間の保険料については、当会社の本店または当会社の指定した場所に払い込んで
ください。

（注）所属団体と当会社との間に団体取扱いに関する協定が締結されている場合に限ります。

第12条（年払保険料または半年払保険料の前納）
（1）保険契約者は、当会社の定める払込期間の範囲内で、当会社の定める方法により、将来の２年分以上の年払保険料
または半年払保険料を前納することができます。この場合には、当会社所定の利率で割り引いて計算した保険料前納
金を払い込んでください。

（2）本条（1）の保険料前納金は、当会社所定の利率による複利計算の利息をつけて当会社に積み立てておき、年単位ま
たは半年単位の契約応当日ごとに年払保険料または半年払保険料の払込みに充当します。

（3）前納期間が満了した場合に保険料前納金の残額があるときは、その残額を保険契約者に払い戻します。
（4）保険料の払込みを必要としなくなった場合に保険料前納金の残額があるときは、その残額を保険契約者に払い戻し
ます。ただし、保険金を支払うときはその保険金の受取人に払い戻します。

第13条（月払保険料の一括払）
（1）月払契約の場合には、保険契約者は、当会社の定める方法により、当月分以後の保険料（注）を一括払することが
できます。この場合、当会社所定の割引率で保険料を割引します。

（2）保険料の払込みを必要としなくなった場合に、一括払された保険料に残額があるときは、その残額を保険契約者に
払い戻します。ただし、保険金を支払うときはその保険金の受取人に払い戻します。

（注）３か月分以上１２か月分以下の保険料に限ります。

６．保険料払込みの猶予期間および保険契約の失効

第14条（猶予期間および保険契約の失効）
（1）第２回以後の保険料の払込みについては、下表のとおり「猶予期間」があります。

（2）猶予期間内に保険料が払い込まれないときは、保険契約は、猶予期間満了の日の翌日から効力を失います。この場
合には、保険契約者は解約返戻金を請求することができます。

（3）猶予期間中に保険金の支払事由が生じたときは、当会社は未払込保険料を保険金から差し引きます。
（4）猶予期間中に保険料払込みの免除事由が生じたときは、保険契約者はその猶予期間満了の日までに未払込保険料を
払い込んでください。この未払込保険料が払い込まれない場合には、当会社は、免除事由の発生により免除すべき保
険料の払込みを免除しません。

７．保険料の振替貸付

第15条（保険料の振替貸付）
（1）保険料の払込みがないままで、猶予期間を過ぎた場合でも、この保険契約に解約返戻金があるときは、あらかじめ
保険契約者から特に反対の申出がないかぎり、当会社は、自動的に払い込むべき保険料に相当する額を貸し付けて保
険料の払込みに充当し、保険契約を有効に継続させます。

（2）保険料の振替貸付は貸し付ける保険料相当額とその利息の合計額が、解約返戻金および未経過保険料の合計額（注）
を超えない間、行われるものとします。

（3）保険料の振替貸付は、猶予期間満了時に貸し付けたものとします。
（4）保険料の振替貸付金の利息は、下表に定める「上限利率」以下で当会社が定める利率で計算し、「元金繰り入れ日」
ごとに元金に繰り入れます。

約款 8



保険料の払込方法
（回数）

上限利率 元金繰り入れ日

① 月払（年１２回払） 月８／１２% 次期以後の保険料払込みの猶予期間が満了する日

② 半年払（年２回払） 半年４%
次期以後の保険料払込みの猶予期間が満了する日の属する月の末日

③ 年払（年１回払） 年８%

保険料の払込方法
（回数）

取消期限

① 月払（年１２回払） 猶予期間満了の日の属する月の翌月の末日

② 半年払（年２回払）
猶予期間満了の日の属する月の３か月後の月の末日

③ 年払（年１回払）

（注）その保険料の払込みがあったものとして計算し、保険料の振替貸付または契約者貸付があるときは、それらの元利
金を差し引きます。

第16条（保険料の振替貸付の取消）
保険料の振替貸付が行われた場合でも、下表の「取消期限」に定める日までに、保険契約者から保険契約の解約また

は延長定期保険もしくは払済保険への変更の請求（注）があったときは、当会社は、保険料の振替貸付を行わなかった
ものとします。

（注）第２６条（保険金等の受取人による保険契約の存続）に定める債権者等による解約の効力発生を含みます。

８．保険契約の復活

第17条（保険契約の復活）
（1）保険契約者は、保険契約が効力を失った日からその日を含めて３年以内は、当会社の承諾を得て、保険契約の復活
をすることができます。ただし、保険契約者が解約返戻金を請求した後は、保険契約の復活はできません。

（2）保険契約の復活を請求するときは、保険契約者は、当会社所定の書類（別表１）を提出してください。
（3）保険契約の復活をするときは、保険契約者は、当会社の指定した日までに、延滞保険料（注）を当会社の本店また
は当会社の指定した場所に払い込んでください。

（4）第９条（当会社の責任開始期）（1）の規定は、本条の場合に準用します。

（注）第３０条（契約者貸付）（6）の規定により保険契約が効力を失った場合には、あわせて払い込むべき金額を含みます。

９．詐欺による取消等

第18条（詐欺による取消）
保険契約の締結、復活、復旧または契約内容の変更に際して、保険契約者、被保険者または保険金の受取人による詐

欺の行為があったときは、当会社は、保険契約の締結、復活、復旧または契約内容の変更を取り消すことができます。
この場合、既に払い込んだ保険料を払い戻しません。

第19条（不法取得目的による無効）
保険契約者が保険金を不法に取得する目的または他人に保険金を不法に取得させる目的をもって保険契約の締結、復

活、復旧または契約内容の変更をしたときは、保険契約（復旧の場合には、復旧部分）を無効とし、当会社は既に払い
込んだ保険料を払い戻しません。

10．告知義務および保険契約の解除

第20条（告知義務）
保険契約の締結、復活または復旧の際、支払事由または保険料払込みの免除事由の発生の可能性に関する重要な事項

のうち当会社が書面で告知を求めた事項について保険契約者または被保険者は、その書面により告知することを必要と
します。ただし、当会社の指定する医師が口頭で質問した事項については、その医師に口頭により告知することを必要
とします。

第21条（告知義務違反による解除）
（1）保険契約者または被保険者が故意または重大な過失によって、前条の規定により当会社が告知を求めた事項につい
て、事実を告げなかったか、または事実でないことを告げた場合には、当会社は、将来に向って保険契約（注）を解
除することができます。

（2）当会社は、保険金の支払事由または保険料払込みの免除事由が生じた後でも、保険契約（注）を解除することがで
きます。この場合には、次の①および②のとおり取り扱います。
① 保険金は支払いません。また、既に保険金を支払っていたときは、保険金の返還を請求します。
② 保険料の払込みは免除しません。また、既に保険料の払込みを免除していたときは、その保険料の払込みはなか
ったものとします。

（3）本条（2）の規定にかかわらず、被保険者の死亡、高度障害状態（別表３）、身体障害の状態（別表４）が解除の原
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因となった事実によらなかったことを保険契約者、被保険者または保険金の受取人が証明したときは、保険金を支払
いまたは保険料の払込みを免除します。

（4）本条の規定によって保険契約（注）を解除するときは、当会社は、その旨を保険契約者に通知します。ただし、保
険契約者またはその住所もしくは居所が不明であるか、その他正当な理由によって保険契約者に通知できない場合に
は、被保険者または保険金の受取人に通知します。

（5）本条の規定によって保険契約（注）を解除したときは、当会社は、解約返戻金と同額の返戻金を保険契約者に支払
います。

（注）復旧の場合には、復旧部分をいいます。

第22条（保険契約を解除できない場合）
（1）当会社は、次のいずれかの場合には、前条による保険契約の解除をすることができません。
① 保険契約の締結、復活または復旧の際、当会社が解除の原因となる事実を知っていたとき、または過失のため知
らなかったとき。

② 保険媒介者（注）が、保険契約者または被保険者が第２０条（告知義務）の告知をすることを妨げたとき。
③ 保険媒介者（注）が、保険契約者または被保険者に対し、第２０条（告知義務）の告知をしないことを勧めたとき、
または事実でないことを告げることを勧めたとき。

④ 当会社が前条の規定による解除の原因があることを知った日の翌日からその日を含めて１か月を経過したとき。
⑤ 保険金の支払事由または保険料払込みの免除事由が生じることなく、責任開始日からその日を含めて２年を経過
したとき（責任開始期前に原因が生じていたことにより、保険金の支払または保険料払込みの免除が行われない場
合を除きます。）。

（2）本条（1）②または③の場合には、②または③に規定する保険媒介者（注）の行為がなかったとしても、保険契約者
または被保険者が、第２０条（告知義務）の告知の際に事実を告げなかったまたは事実でないことを告げたと認められ
る場合には、適用しません。

（注）当会社のために保険契約の締結の媒介を行うことができる者をいいます。

第23条（重大事由による解除）
（1）当会社は、次の①～⑥のいずれかに定める事由が生じた場合には、将来に向って保険契約を解除することができま
す。
① 保険契約者または死亡保険金受取人が、死亡保険金（注）を詐取する目的または他人に詐取させる目的で、事故
招致（未遂を含みます。）をした場合

② 保険契約者または被保険者が、この保険契約の高度障害保険金を詐取する目的または他人に詐取させる目的で、
事故招致（未遂を含みます。）をした場合

③ 保険契約者または被保険者が、当会社にこの保険契約の保険料払込免除をさせる目的で、事故招致（未遂を含み
ます。）をした場合

④ この保険契約の保険金の請求に関し、保険金の受取人に詐欺行為（未遂を含みます。）があった場合
⑤ 他の保険契約との重複によって、被保険者にかかる死亡保険金（注）の保険金額の合計が著しく過大であって、
保険制度の目的に反する状態がもたらされるおそれがある場合

⑥ 次のア．またはイ．に該当する等により、当会社の保険契約者、被保険者または保険金の受取人に対する信頼を
損ない、この保険契約の存続を困難とする前①～⑤に掲げる事由と同等の重大な事由がある場合
ア．この保険契約に付加されている特約または他の保険契約が重大事由によって解除されたとき。
イ．保険契約者、被保険者または保険金の受取人が他の保険者との間で締結した保険契約または共済契約が重大事
由により解除されたとき。

（2）当会社は、保険金の支払事由または保険料払込みの免除事由が生じた後でも、保険契約を解除することができます。
この場合には、本条（1）①～⑥に定める事由の発生時以降に生じた支払事由による保険金および保険料払込みの免除
は、次の①および②のとおり取り扱います。
① 保険金は支払いません。また、既に保険金を支払っていたときは、保険金の返還を請求します。
② 保険料の払込みは免除しません。また、既に保険料の払込みを免除していたときは、その保険料の払込みはなか
ったものとします。

（3）本条の規定によって保険契約を解除するときは、当会社は、その旨を保険契約者に通知します。ただし、保険契約
者またはその住所もしくは居所が不明であるか、その他正当な理由によって保険契約者に通知できない場合には、被
保険者または保険金の受取人に通知します。

（4）本条の規定によって保険契約を解除したときは、当会社は、解約返戻金と同額の返戻金を保険契約者に支払います。

（注）本条（1）①および⑤においては、保険種類および保険金の名称がいかなる場合であっても他の保険契約の死亡保
険金を含みます。

11．解約および解約返戻金

第24条（解約）
保険契約者は、いつでも将来に向って保険契約を解約し、解約返戻金を請求することができます。

第25条（解約返戻金）
（1）解約返戻金は、保険料払込中の保険契約についてはその払込年月数および経過年月数により、保険料払込中以外の
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事項 判定基準日

①
第１４条（猶予期間および保険契約の失効）の規定による保険契約の
失効

猶予期間満了の日の翌日

② 第１５条（保険料の振替貸付）の規定による保険料の振替貸付

③
第２１条（告知義務違反による解除）の規定による告知義務違反によ
る解除

保険契約を解除する旨の通知が保険契約者
（※）に到達した日

④ 第２３条（重大事由による解除）の規定による重大事由による解除

⑤ 第２４条（解約）の規定による解約
当会社所定の書類（別表１）が当会社の本
店に到着した日

⑥
第２６条（保険金等の受取人による保険契約の存続）の規定による債
権者等の解約

解約の効力が生じた日

⑦ 第２７条（保険金額の減額）の規定による保険金額の減額 当会社所定の書類（別表１）が当会社の本
店に到着した日

⑧
第２８条（延長定期保険への変更および復旧）の規定による延長定期
保険への変更

⑨
第２９条（払済保険への変更および復旧）の規定による払済保険への
変更

⑩ 第３０条（契約者貸付）の規定による契約者貸付

保険契約についてはその経過年月数により、当会社の定める計算方法に従い計算します。
（2）本条（1）の規定にかかわらず、低解約返戻金期間として保険証券に記載の期間における解約返戻金は、本条（1）
の規定により計算した額に、低解約返戻金割合として保険証券に記載の１よりも小さい割合を乗じて計算します。

（3）下表に定める事項に関する解約返戻金の計算をする場合、下表に定める「判定基準日」が、低解約返戻金期間とし
て保険証券に記載の期間に属するときに、本条（2）の規定を適用します。

（※）保険契約者またはその住所もしくは居所が不明であるか、その他正当な理由によって保険契約者に通知できない
場合には、被保険者または保険金の受取人とします。

（4）本条（1）～（3）の規定を適用して元の保険契約を延長定期保険または払済保険に変更した場合、変更後の延長定
期保険または払済保険の解約返戻金の計算については、本条（2）および（3）の規定を適用しません。

（5）解約返戻金額は、保険証券に例示します。
（6）保険契約者は、解約返戻金を請求するときは、当会社所定の書類（別表１）を提出してください。
（7）解約返戻金は、その請求に必要な書類が当会社に到着した日の翌営業日からその日を含めて５営業日以内に当会社
の本店で支払います。

第26条（保険金等の受取人による保険契約の存続）
（1）債権者等（注１）による保険契約（付加された特約を含みます。以下本条において同じ。）の解約は、解約の通知が
当会社に到達した時から１か月を経過した日に効力を生じます。

（2）本条（1）の解約が通知された場合でも、通知の時において次の①および②を満たす保険金等（注２）の受取人が、
保険契約者の同意を得て、本条（1）の期間が経過するまでの間に、その解約の通知が当会社に到達した日に解約の効
力が生じたとすれば当会社が債権者等（注１）に支払うべき金額を債権者等（注１）に支払い、かつ、当会社にその
旨を通知したときは、本条（1）の解約はその効力を生じません。
① 保険契約者もしくは被保険者の親族または被保険者本人であること。
② 保険契約者でないこと。

（3）本条（2）の規定により、本条（1）の効力を生じさせないこととするときは、保険金等（注２）の受取人は当会社
所定の書類（別表１）を提出してください。

（4）本条（1）の解約の通知が当会社に到達した日以後、その解約の効力が生じるまでまたは本条（2）の規定により効
力が生じなくなるまでに、次の①～③のいずれかを満たす保険金等（注２）の支払事由が生じ、当会社が保険金等（注
２）を支払うべきときは、その支払うべき金額を限度として、本条（2）の金額を債権者等（注１）に支払います。こ
の場合、その支払うべき金額から債権者等（注１）に支払った金額を差し引いた残額を、保険金等（注２）の受取人
に支払います。
① 被保険者の死亡を支払事由とする保険金等（注２）であること。ただし、死亡の原因を一定の傷害や疾病に限定
している保険金等（注２）は除きます。

② その支払により、この保険契約が消滅する保険金等（注２）であること。
③ その支払により、解約の効力が生じたときに当会社が債権者等（注１）に支払うべき金額が減少することとなる
保険金等（注２）であること。

（5）本条（1）～（4）の規定は、保険法施行日（平成２２年４月１日）以後に到達した債権者等（注１）による解約の通
知に対し効力を生じます。

（注１）保険契約者以外の者で保険契約の解約をすることができる者をいいます。
（注２）名称がいかなる場合であっても、この保険契約において、被保険者の生存、死亡、傷害または疾病に関し、一定

の事由が生じたことを条件として保険給付することを定めた金銭をいいます。ただし、本条（2）および（3）にお
いては、被保険者の生存を支払事由とする金銭を除きます。
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支払額 本条（1）の規定による保険金額

受取人 死亡保険金受取人

支払事由 被保険者が延長定期保険の保険期間中に死亡したとき。

免責事由

次のいずれかにより上記の支払事由が生じたとき。
（ア）責任開始日からその日を含めて３年以内の自殺
（イ）保険契約者または死亡保険金受取人の故意
（ウ）戦争その他の変乱

支払額 本条（1）の規定による保険金額

受取人 被保険者（※１）

支払事由

被保険者が責任開始期以後の傷害または疾病を原因として延長定期保険の保険期間中に高度障害
状態（別表３）に該当したとき。
この場合、責任開始期前に既に生じていた障害状態に責任開始期以後の傷害または疾病（※２）
を原因とする障害状態が新たに加わって高度障害状態（別表３）に該当したときを含みます。

免責事由
次のいずれかにより上記の支払事由が生じたとき。
（ア）保険契約者または被保険者の故意
（イ）戦争その他の変乱

支払額 生存保険金の額

受取人 保険契約者（※）

支払事由
本条（2）の規定により生存保険が付加された場合で、被保険者が延長定期保険の保険期間の満了
時に生存しているとき。

12．契約内容の変更

第27条（保険金額の減額）
（1）保険契約者は、当会社の定める単位にて、保険金額を減額することができます。ただし、減額後の保険金額は当会
社の定める金額以上であることを必要とします。

（2）保険金額の減額を請求するときは、保険契約者は、当会社所定の書類（別表１）を提出してください。
（3）保険金額を減額したときは、減額分は解約したものとして取り扱います。
（4）保険金額を減額した場合に、保険料の振替貸付または契約者貸付があるときは、この場合の返戻金をそれらの元利
金の返済にあてます。

第28条（延長定期保険への変更および復旧）
（1）保険料払込期間中は、保険契約者は、当会社の承諾を得て、次回以後の保険料払込みを中止し、解約返戻金および
未経過保険料（注１）を充当して延長定期保険に変更することができます。この場合、その保険金額は、元の保険契
約の保険金額（注２）と同額とします。

（2）延長定期保険の保険期間は元の保険契約の保険料払込期間満了の日（注３）を限度とします。この場合、解約返戻
金および未経過保険料（注１）の残高があれば、これを充当して満了時に生存保険金を支払う生存保険を付加します。

（3）延長定期保険に変更した後は、次のとおり保険金を支払います。
① 第２条（保険金の支払）の規定にかかわらず、支払う保険金は次のとおりです。
ア．死亡保険金

イ．高度障害保険金

（※１）高度障害保険金の受取人を被保険者以外の者に変更することはできません。
（※２）責任開始期前に既に生じていた障害状態の原因となった傷害または疾病と因果関係のない傷害または疾病

に限ります。
ウ．生存保険金

（※）生存保険金の受取人を保険契約者以外の者に変更することはできません。
② 次のア．～ウ．の全てに該当する場合には、延長定期保険の保険期間の満了時に高度障害状態（別表３）に該当
したものとみなして高度障害保険金を支払います。
ア．被保険者が延長定期保険の保険期間中に、回復の見込みの有無を除いては高度障害状態（別表３）に該当した
こと。

イ．延長定期保険の保険期間の満了時にその回復の可能性が少しでもあるか、または回復の可能性の有無の判断が
できない場合において、満了後も引き続きその状態が継続したこと。

ウ．延長定期保険の保険期間の満了後に、その回復の見込みがないことが明らかになって高度障害状態（別表３）
に該当したこと。

③ 前②の規定により高度障害保険金を支払う場合において、既に前①ウ．に規定する生存保険金を支払っていたと
きは、高度障害保険金から既に支払った生存保険金を差し引いて支払います。

（4）第２条（保険金の支払）、第３条（保険金の支払に関する補則）、第４条（保険金支払の免責事由に該当した場合の
取扱い）、第５条（保険金支払方法の選択）および第６条（保険金の請求、支払時期および支払場所）の規定は、本条
（3）の場合に準用します。

（5）延長定期保険に変更した後は、契約者貸付は行いません。
（6）延長定期保険の保険期間が１年未満となるときは、延長定期保険への変更は取り扱いません。
（7）延長定期保険に変更後３年以内は、保険契約者は、当会社の承諾を得て、元の保険契約に復旧することができます。
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この場合には、当会社所定の金額を払い込んでください。
（8）延長定期保険への変更または復旧を請求するときは、保険契約者は、当会社所定の書類（別表１）を提出してくだ
さい。

（9）本条（7）の復旧をする場合、第９条（当会社の責任開始期）（1）の規定は、本条の復旧部分に準用します。

（注１）当会社の定める特約が付加されている場合にはその解約返戻金および未経過保険料を含み、保険料の振替貸付ま
たは契約者貸付があるときは、それらの元利金を差し引きます。

（注２）当会社の定める特約が付加されている場合にはその保険金額を含み、保険料の振替貸付または契約者貸付がある
ときは、元の保険契約の保険金額からそれらの元利金を差し引いた金額とします。

（注３）元の保険契約の保険料払込期間満了の日の翌日における被保険者の年齢が８０歳を超えるとき、または元の保険契
約の保険料払込期間が終身のときは、８０歳となる契約応当日の前日とします。

第29条（払済保険への変更および復旧）
（1）保険料払込期間中は、保険契約者は、当会社の定める取扱いの範囲内で、次回以後の保険料払込みを中止し、次の
①および②に定める内容の保険料払込済の保険（以下「払済保険」といいます。）に変更することができます。この場
合、払済保険は、当会社所定の書類（別表１）を当会社が受け付けた日（以下「払済保険への変更日」とします。）か
ら効力を生じるものとします。
① 保険期間は終身とします。
② 保険金額は、払済保険への変更日の解約返戻金および未経過保険料（注１）を充当して計算します。ただし、こ
のとき計算した保険金額が元の保険契約の保険金額（注２）を超えるときは、元の保険契約の保険金額（注２）と
同額とし、解約返戻金および未経過保険料（注１）の残額を保険契約者に支払います。

（2）払済保険に変更した後の保険金の支払については、この約款に定めるところによります。
（3）本条（1）②に定める払済保険の保険金額が当会社の定めた金額に満たない場合には、払済保険への変更は取り扱い
ません。

（4）払済保険に変更後３年以内は、保険契約者は、当会社の承諾を得て、元の保険契約に復旧することができます。こ
の場合には、当会社所定の金額を払い込んでください。

（5）払済保険への変更または復旧を請求するときは、保険契約者は、当会社所定の書類（別表１）を提出してください。
（6）本条（4）の復旧をする場合、第９条（当会社の責任開始期）（1）の規定は、本条の復旧部分に準用します。

（注１）当会社の定める特約が付加されている場合にはその解約返戻金および未経過保険料を含み、保険料の振替貸付ま
たは契約者貸付があるときは、それらの元利金を差し引きます。

（注２）当会社の定める特約が付加されている場合にはその保険金額を含みます。

13．契約者貸付

第30条（契約者貸付）
（1）保険契約者は、解約返戻金額の９割（注）の範囲内で、貸付を受けることができます。ただし、貸付金が当会社の
定めた金額に満たない場合には、貸付を取り扱いません。

（2）契約者貸付を受けるときは、保険契約者は、当会社所定の書類（別表１）を提出してください。
（3）契約者貸付金の利息は、当会社所定の利率で計算します。
（4）保険契約が消滅した場合に、契約者貸付または保険料の振替貸付があるときは、当会社は、支払うべき金額からそ
れらの元利金を差し引きます。

（5）各月毎に当会社の定める計算日において、当会社の定める判定基準日時点の契約者貸付および保険料の振替貸付の
元利金が、同時点の解約返戻金および未経過保険料の合計額を超える場合には、当会社は、事前にその旨を保険契約
者に通知します。この場合、保険契約者は、当会社の指定した期日までに、当会社所定の金額を払い込んでください。

（6）本条（5）の払込みがなかったときは、保険契約は当会社の指定した期日の翌日から効力を失います。
（7）保険契約者は、いつでも契約者貸付金および保険料の振替貸付の元利金の全部、または当会社所定の金額の範囲内
でその一部を返済することができます。

（注）保険料払込済の保険契約については８割とし、また、保険料の振替貸付または契約者貸付があるときは、それらの
元利金を差し引きます。

14．保険金の受取人

第31条（保険金の受取人の代表者）
（1）保険金の受取人が２人以上の場合には、代表者１人を定めてください。この場合、その代表者は、他の保険金の受
取人を代理するものとします。

（2）本条（1）の代表者が定まらないか、またはその所在が不明のときは、当会社が保険金の受取人の１人に対してした
行為は、他の保険金の受取人に対しても効力を生じます。

第32条（死亡保険金受取人の変更）
（1）保険契約者またはその承継人は、死亡保険金の支払事由が生じるまでは、被保険者の同意を得た上で、当会社に対
する通知により、死亡保険金受取人を変更することができます。

（2）本条（1）の通知が当会社に到達する前に変更前の死亡保険金受取人に死亡保険金を支払ったときは、その支払い後
に変更後の死亡保険金受取人から死亡保険金の請求を受けても、当会社はこれを支払いません。
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（3）死亡保険金受取人の変更をするときは、保険契約者またはその承継人は、当会社所定の書類（別表１）を提出して
ください。

第33条（遺言による死亡保険金受取人の変更）
（1）前条に定めるほか、保険契約者は、死亡保険金の支払事由が生じるまでは、法律上有効な遺言により、死亡保険金
受取人を変更することができます。

（2）本条（1）の死亡保険金受取人の変更は、被保険者の同意がなければ、その効力を生じません。
（3）本条（1）および（2）による死亡保険金受取人の変更は、保険契約者が死亡した後、保険契約者の相続人が当会社
に通知しなければ、これを当会社に対抗することができません。

（4）遺言による死亡保険金受取人の変更をするときは、当会社所定の書類（別表１）を提出してください。

第34条（死亡保険金受取人の死亡）
（1）死亡保険金受取人が支払事由の発生以前に死亡したときは、その法定相続人を死亡保険金受取人とします。
（2）本条（1）の規定により死亡保険金受取人となった者が死亡した場合に、この者に法定相続人がいないときは、本条
（1）の規定により死亡保険金受取人となった者のうち生存している他の死亡保険金受取人を死亡保険金受取人としま
す。

（3）本条（1）および（2）により死亡保険金受取人となった者が２人以上いる場合、その受取割合は均等とします。

15．保険契約者

第35条（保険契約者の代表者）
（1）保険契約者が２人以上の場合には、代表者１人を定めてください。この場合、その代表者は他の保険契約者を代理
するものとします。

（2）本条（1）の代表者が定まらないか、またはその所在が不明のときは、当会社が保険契約者の１人に対してした行為
は、他の保険契約者に対しても効力を生じます。

（3）保険契約者が２人以上の場合には、その責任は連帯とします。

第36条（保険契約者の変更）
（1）保険契約者またはその承継人は、被保険者および当会社の同意を得て、保険契約上の一切の権利義務を第三者に承
継させることができます

（2）本条（1）の承継により、保険契約者の変更を請求するときは、保険契約者またはその承継人は、当会社所定の書類
（別表１）を提出してください。

（3）本条の規定により保険契約者の変更が行われたときは、保険証券に表示します。

第37条（保険契約者の住所の変更）
（1）保険契約者が住所を変更したときは、すみやかに当会社の本店または当会社の指定した場所に通知してください。
（2）本条（1）の通知がなく、保険契約者の住所を当会社が確認できなかった場合、当会社の知った最終の住所に発した
通知は、通常到達するために必要とする期間を経過した時に、保険契約者に到達したものとみなします。

16．年齢の計算ならびに契約年齢および性別の誤りの取扱い

第38条（年齢の計算）
（1）被保険者の契約年齢は、契約日現在の満年で計算し、１年未満の端数については切り捨てます。
（2）保険契約締結後の被保険者の年齢は、本条（1）の契約年齢に年単位の契約応当日ごとに１歳を加えて計算します。

第39条（契約年齢および性別の誤りの取扱い）
（1）保険契約申込書に記載された被保険者の契約年齢に誤りがあった場合は、次の方法により取り扱います。
① 契約日における実際の年齢が、当会社の定める契約年齢の範囲内であったときは、当会社の定める方法により計
算した金額を精算し、保険料を改めます。

② 契約日における実際の年齢が、当会社の定める契約年齢の範囲外であったときは、保険契約を無効とし、既に払
い込まれた保険料を保険契約者に払い戻します。ただし、契約日においては最低契約年齢に足りなかったが、その
事実が発見された日において既に最低契約年齢に達していたときには、最低契約年齢に達した日に契約したものと
して当会社の定める方法により計算した金額を精算し、保険料を改めます。

（2）保険契約申込書に記載された被保険者の性別に誤りがあった場合には、当会社の定める方法により計算した金額を
精算し、保険料を改めます。

17．契約者配当準備金の積立、契約者配当金の割当および支払

第40条（契約者配当準備金の積立）
当会社は、保険期間の初日の属する事業年度末において責任準備金および運用利率に基づく運用益が当会社の予定し

た利率（注）に基づく運用益を超えた場合、その超えた部分の運用益のうち、当会社の定める方法により計算された金
額を契約者配当準備金として積み立てます。さらに、その翌事業年度以後の毎事業年度末においてその事業年度にかか
る責任準備金、契約者配当準備金および運用利率に基づく運用益と当会社の予定した利率（注）に基づく運用益との差
額のうち当会社の定める方法により計算された金額を前事業年度末の契約者配当準備金に積み増しまたは取り崩します。
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（注）保険料、保険金額等を算出する際に用いた利率をいいます。

第41条（契約者配当金の割当）
（1）当会社は、前条の規定によって積み立てた契約者配当準備金のうちから、毎事業年度末に、次の保険契約に対して、
当会社の定める方法により計算した契約者配当金を割り当てます。この場合、次の④の規定に該当する保険契約につ
いては、次の③の規定に該当した場合に割り当てる金額を下回る金額とし、次の②の規定に該当する保険契約につい
てはこれに準じた金額とします。
① 次の事業年度中に契約日の５年ごとの応当日が到来する保険契約。ただし、契約日の５年ごとの応当日が到来す
る前に保険金額の減額が行われる保険契約の減額部分を除きます。

② 次の事業年度中に契約日から２年を超えて継続した後、保険金額の減額が行われる保険契約。ただし、前①に該
当する保険契約で契約日の５年ごとの応当日が到来した後に保険金額の減額が行われる保険契約を除きます。

③ 次の事業年度中に契約日から１年を超えて継続した後、保険金もしくは責任準備金の支払または保険期間の満了
により消滅する保険契約。ただし、前①に該当する保険契約および前②に該当する保険契約の減額部分を除きます。

④ 次の事業年度中に契約日から２年を超えて継続した後、解約または解除により消滅する保険契約。ただし、前①
に該当する保険契約および前②に該当する保険契約の減額部分を除きます。

（2）本条（1）のほか、契約日から当会社所定の年数を経過し、かつ、当会社所定の条件を満たす保険契約に対しても、
契約者配当金を割り当てることがあります。

第42条（契約者配当金の支払）
（1）当会社は、前条（1）①の規定によって割り当てた契約者配当金に基づき当会社の定める方法により計算した金額を、
次の事業年度の年単位の契約応当日の前日までの保険料が払い込まれている場合にかぎり、次の方法で支払います。
① 次の事業年度の年単位の契約応当日から当会社所定の利率による複利計算の利息をつけて当会社に積み立ててお
いて、保険契約が消滅したとき、または保険契約者から請求があったときに支払います。

② 前①の規定によって支払う契約者配当金は、保険金を支払うときは保険金とともにその保険金の受取人に、その
他のときは保険契約者に支払います。

（2）当会社は、前条（1）②の規定によって割り当てた契約者配当金に基づき当会社の定める方法により計算した金額を、
当会社の定める方法により、当会社所定の利率による複利計算の利息をつけて当会社に積み立てておいて、保険契約
が消滅したとき、または保険契約者から請求があったときに保険契約者に支払います。ただし、保険金を支払うとき
は保険金とともにその保険金の受取人に支払います。

（3）当会社は、前条（1）③および④の規定によって割り当てた契約者配当金に基づき当会社の定める方法により計算し
た金額を、保険契約者に支払います。ただし、保険金を支払うときは保険金とともにその保険金の受取人に支払いま
す。

（4）当会社は、本条（1）～（3）のほか、本条（1）に該当した保険契約がその直後の事業年度末までに減額されたと
きまたは消滅したときに、当会社の定める方法により、契約者配当金を支払います。

（5）前条（2）の規定によって割り当てた契約者配当金は、当会社の定める方法により支払います。
（6）契約者配当金の支払時期および支払場所については、第６条（保険金の請求、支払時期および支払場所）の規定を
準用します。

18．時効

第43条（時効）
保険金、解約返戻金、契約者配当金その他この保険契約に基づく諸支払金の支払または保険料払込みの免除を請求す

る権利は、３年間請求がない場合には消滅します。

19．被保険者の業務、転居および旅行

第44条（被保険者の業務、転居および旅行）
保険契約の継続中に、次の①～③の事由が生じた場合であっても、当会社は、保険契約の解除および保険料の変更を

行わずに保険契約上の責任を負います。
① 被保険者が従事する業務を変更した場合
② 被保険者が転居した場合
③ 被保険者が旅行した場合

20．管轄裁判所

第45条（管轄裁判所）
（1）この保険契約における保険金の請求に関する訴訟については、当会社の本店または保険金の受取人（注１）の住所
地と同一の都道府県内にある支社（注２）の所在地を管轄する地方裁判所をもって、合意による管轄裁判所とします。

（2）この保険契約における保険料払込みの免除の請求に関する訴訟については、本条（1）の規定を準用します。

（注１）保険金の受取人が２人以上いるときは、その代表者とします。
（注２）同一の都道府県内に支社がないときは、最寄りの支社とします。
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読替前 読替後

被保険者 被共済者

保険契約 共済契約

死亡保険金 死亡共済金

災害死亡保険金 災害死亡共済金

保険金額 共済金額

高度障害保険金 後遺障害共済金

21．契約内容の登録

第46条（契約内容の登録）
（1）当会社は、保険契約者および被保険者の同意を得て、次の事項を社団法人生命保険協会（以下本条において「協会」
といいます。）に登録します。
① 保険契約者ならびに被保険者の氏名、生年月日、性別および住所（市、区、郡までとします。）
② 死亡保険金の金額
③ 契約日（注１）
④ 当会社名

（2）本条（1）の登録の期間は、契約日（注１）から５年（注２）以内とします。
（3）協会加盟の各生命保険会社および全国共済農業協同組合連合会（以下本条において「各生命保険会社等」といいま
す。）は、本条（1）の規定により登録された被保険者について、保険契約（注３）の申込（注４）を受けたときまた
は更新日において被保険者が満１５歳未満の場合に保険契約（注３）が更新されるときは、協会に対して本条（1）の規
定により登録された内容について照会することができるものとします。この場合、協会からその結果の連絡を受ける
ものとします。

（4）各生命保険会社等は、本条（2）の登録の期間中に保険契約（注３）の申込（注４）があった場合、本条（3）によ
って連絡された内容を保険契約（注３）の承諾（注５）の判断の参考とすることができるものとします。

（5）各生命保険会社等は、契約日（注６）から５年（注２）以内に保険契約（注３）について死亡保険金、災害死亡保
険金または高度障害保険金の請求を受けたときは、協会に対して本条（1）の規定により登録された内容について照会
し、その結果を死亡保険金、災害死亡保険金または高度障害保険金の支払の判断の参考とすることができるものとし
ます。

（6）各生命保険会社等は、連絡された内容を承諾（注５）の判断または支払の判断の参考とする以外に用いないものと
します。

（7）協会および各生命保険会社等は、登録または連絡された内容を他に公開しないものとします。
（8）保険契約者または被保険者は、登録または連絡された内容について、当会社または協会に照会することができます。
また、その内容が事実と相違していることを知ったときは、その訂正を請求することができます。

（9）本条（3）～（5）および（注２）～（注６）中の下表「読替前」欄に記載の字句は、農業協同組合法に基づく共済
契約においては、それぞれ「読替後」欄に記載の字句に読み替えます。

（注１）復活または復旧の取扱いが行われた場合は、復活または復旧の日とし、複数回復活または復旧の取扱いが行われ
た場合には最後の復活または復旧の日とします。

（注２）契約日（注１）において被保険者が１５歳未満の場合は、「５年」または「被保険者が満１５歳に達する日までの期間」
のうちいずれか長い期間とします。

（注３）死亡保険金または災害死亡保険金のある保険契約をいいます。また、死亡保険金または災害死亡保険金のある特
約を含みます。

（注４）復活、復旧、保険金額の増額または特約の中途付加の申込を含みます。
（注５）復活、復旧、保険金額の増額または特約の中途付加の承諾を含みます。
（注６）復活、復旧、保険金額の増額または特約の中途付加の取り扱いが行われた場合は、各々の復活、復旧、保険金額

の増額または特約の中途付加の日とし、複数回各々の取扱いが行われた場合には最後の復活、復旧、保険金額の増
額または特約の中途付加の日とします。
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項目 提出書類

１ 死亡保険金

（1）当会社所定の請求書
（2）当会社所定の様式による医師の死亡証明書（ただし、事実確認が可能な場
合には、医師の死亡診断書または死体検案書をもってこれに代えることがで
きます。）

（3）被保険者の死亡事実が記載された住民票（ただし、事実確認が必要な場合
は戸籍謄（抄）本）

（4）死亡保険金受取人の戸籍謄（抄）本
（5）死亡保険金受取人の印鑑証明書
（6）最終の保険料払込みを証する書類
（7）保険証券

２ 高度障害保険金

（1）当会社所定の請求書
（2）当会社所定の様式による医師（被保険者が医師の場合には、被保険者以外
の医師）の診断書

（3）被保険者の住民票（ただし、受取人と同一の場合は不要。また、事実確認
が必要な場合は戸籍謄（抄）本）

（4）高度障害保険金の受取人の戸籍謄（抄）本と印鑑証明書
（5）最終の保険料払込みを証する書類
（6）保険証券

３ 保険料払込みの免除

（1）当会社所定の請求書
（2）不慮の事故であることを証する書類
（3）当会社所定の様式による医師（被保険者が医師の場合には、被保険者以外
の医師）の診断書

（4）最終の保険料払込みを証する書類
（5）保険証券

（注）当会社は、上記以外の書類の提出を求め、または上記の提出書類の一部の省略を認めることがあります。

項目 提出書類

１ 保険契約の復活
（1）当会社所定の復活請求書
（2）被保険者についての当会社所定の告知書

２ 解約返戻金

（1）当会社所定の解約返戻金請求書
（2）保険契約者の印鑑証明書
（3）最終の保険料払込みを証する書類
（4）保険証券

３

契約内容の変更
・保険金額の減額
・延長定期保険への変更および
復旧

・払済保険への変更および復旧

（1）当会社所定の保険契約内容変更請求書
（2）保険契約者の印鑑証明書
（3）最終の保険料払込みを証する書類
（4）保険証券
（5）被保険者についての当会社所定の告知書（復旧の場合）

４ 契約者貸付

（1）当会社所定の請求書
（2）保険契約者の印鑑証明書
（3）最終の保険料払込みを証する書類
（4）保険証券

５
死亡保険金受取人の変更（遺言
による変更を含みます。）

（1）当会社所定の名義変更請求書
（2）保険契約者の印鑑証明書（遺言による変更の場合は、遺言書（写））
（3）保険証券

６ 保険契約者の変更
（1）当会社所定の名義変更請求書
（2）変更前の保険契約者の印鑑証明書
（3）保険証券

７ 積み立てた契約者配当金の支払
（1）当会社所定の支払請求書
（2）保険契約者の印鑑証明書
（3）保険証券

８
保険金等の受取人による保険契
約の存続の通知

（1）当会社所定の請求書
（2）保険契約者および請求者である保険金等の受取人の印鑑証明書
（3）債権者等に支払うべき金額の支払いを証する書類

（注）当会社は、上記以外の書類の提出を求め、または上記の提出書類の一部の省略を認めることがあります。また、
１の請求については、当会社の指定した医師に被保険者の診断を行わせることがあります。

別表１ 請求書類

（1）保険金、保険料払込免除の請求書類

（2）その他の請求書類
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分類項目 基本分類表番号

１．鉄道事故 Ｅ８００～Ｅ８０７

２．自動車交通事故 Ｅ８１０～Ｅ８１９

３．自動車非交通事故 Ｅ８２０～Ｅ８２５

４．その他の道路交通機関事故 Ｅ８２６～Ｅ８２９

５．水上交通機関事故 Ｅ８３０～Ｅ８３８

６．航空機および宇宙交通機関事故 Ｅ８４０～Ｅ８４５

７．他に分類されない交通機関事故 Ｅ８４６～Ｅ８４８

８．医薬品および生物学的製剤による不慮の中毒
ただし、外用薬または薬物接触によるアレルギー、皮膚炎などは含まれません。また、疾病の診断、

治療を目的としたものは除外します。
Ｅ８５０～Ｅ８５８

９．その他の固体、液体、ガスおよび蒸気による不慮の中毒
ただし、洗剤、油脂およびグリース、溶剤その他の化学物質による接触皮膚炎ならびにサルモネラ

性食中毒、細菌性食中毒 （ブドー球菌性、ボツリヌス菌性、その他および詳細不明の細菌性食中毒）
およびアレルギー性・食餌性・中毒性の胃腸炎、大腸炎は含まれません。

Ｅ８６０～Ｅ８６９

１０．外科的および内科的診療上の患者事故
ただし、疾病の診断、治療を目的としたものは除外します。

Ｅ８７０～Ｅ８７６

１１．患者の異常反応あるいは後発合併症を生じた外科的および内科的処置で処置時事故の記載のないも
の
ただし、疾病の診断、治療を目的としたものは除外します。

Ｅ８７８～Ｅ８７９

１２．不慮の墜落 Ｅ８８０～Ｅ８８８

１３．火災および火焔による不慮の事故 Ｅ８９０～Ｅ８９９

１４．自然および環境要因による不慮の事故
ただし、「過度の高温（Ｅ９００）中の気象条件によるもの」、「高圧、低圧および気圧の変化（Ｅ９０２）」、

「旅行および身体動揺（Ｅ９０３）」および「飢餓、渇、不良環境曝露および放置（Ｅ９０４）中の飢餓、渇」
は除外します。

Ｅ９００～Ｅ９０９

１５．溺水、窒息および異物による不慮の事故
ただし、疾病による呼吸障害、嚥下障害、精神神経障害の状態にある者の「食物の吸入または嚥下

による気道閉塞または窒息（Ｅ９１１）」、「その他の物体の吸入または嚥下による気道の閉塞または窒息
（Ｅ９１２）」は除外します。

Ｅ９１０～Ｅ９１５

１６．その他の不慮の事故
ただし、「努力過度および激しい運動（Ｅ９２７）中の過度の肉体行使、レクリエーション、その他の

活動における過度の運動」および「その他および詳細不明の環境的原因および不慮の事故（Ｅ９２８）中
の無重力環境への長期滞在、騒音暴露、振動」は除外します。

Ｅ９１６～Ｅ９２８

１７．医薬品および生物学的製剤の治療上使用による有害作用
ただし、外用薬または薬物接触によるアレルギー、皮膚炎などは含まれません。また、疾病の診断、

治療を目的としたものは除外します。
Ｅ９３０～Ｅ９４９

１８．他殺および他人の加害による損傷 Ｅ９６０～Ｅ９６９

１９．法的介入
ただし、「処刑（Ｅ９７８）」は除外します。

Ｅ９７０～Ｅ９７８

２０．戦争行為による損傷 Ｅ９９０～Ｅ９９９

別表２ 対象となる不慮の事故

対象となる不慮の事故とは急激かつ偶発的な外来の事故（ただし、疾病または体質的な要因を有する者が軽微な外因によ
り発症しまたはその症状が増悪したときには、その軽微な外因は急激かつ偶発的な外来の事故とみなしません。）で、かつ、
昭和５３年１２月１５日行政管理庁告示第７３号に定められた分類項目中の下表に記載のものとし、分類項目の内容については、「厚
生省大臣官房統計情報部編、疾病、傷害および死因統計分類提要、昭和５４年版」によるものとします。
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対象となる高度障害状態 備考

１
両眼の視力を全く永久に失った
もの

（1）視力の測定は、万国式試視力表により、１眼ずつ、きょう正視力について測定し
ます。

（2）「視力を全く永久に失ったもの」とは、視力が０．０２以下になって回復の見込のな
い場合をいいます。

（3）視野狭さくおよび眼瞼下垂による視力障害は視力を失ったものとはみなしません。

２
言語またはそしゃくの機能を全
く永久に失ったもの

（1）「言語の機能を全く永久に失ったもの」とは、次の３つの場合をいいます。
① 語音構成機能障害で、口唇音、歯舌音、口蓋音、こう頭音の４種のうち、３種
以上の発音が不能となり、その回復の見込がない場合

② 脳言語中枢の損傷による失語症で、音声言語による意志の疎通が不可能となり、
その回復の見込がない場合

③ 声帯全部のてき出により発音が不能な場合
（2）「そしゃくの機能を全く永久に失ったもの」とは、流動食以外のものは摂取でき
ない状態で、その回復の見込のない場合をいいます。

３
中枢神経系・精神または胸腹部
臓器に著しい障害を残し、終身
常に介護を必要とするもの

「常に介護を必要とするもの」とは、食物の摂取、排便・排尿・その後始末、および
衣服着脱・起居・歩行・入浴のいずれもが自分ではできず、常に他人の介護を必要と
する状態をいいます。

４
両上肢とも、手関節以上で失っ
たかまたはその用を全く永久に
失ったもの

「上・下肢の用を全く永久に失ったもの」とは、完全にその運動機能を失ったもので
次のいずれかの場合をいいます。
① 上・下肢の完全運動麻ひで回復の見込みのない場合
② 上・下肢においてそれぞれ３大関節（上肢においては肩関節、ひじ関節および
手関節、下肢においてはまた関節、ひざ関節および足関節）の完全強直で、回復
の見込のない場合

５
両下肢とも、足関節以上で失っ
たかまたはその用を全く永久に
失ったもの

６

１上肢を手関節以上で失い、か
つ、１下肢を足関節以上で失っ
たかまたはその用を全く永久に
失ったもの

７
１上肢の用を全く永久に失い、
かつ、１下肢を足関節以上で失
ったもの

別表３ 対象となる高度障害状態

対象となる高度障害状態とは、次のいずれかの状態をいいます。
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対象となる身体障害状態 備考

１
１眼の視力を全く永久に失った
もの

（1）視力の測定は、万国式試視力表により、１眼ずつ、きょう正視力について測定し
ます。

（2）「視力を全く永久に失ったもの」とは、視力が０．０２以下になって回復の見込のな
い場合をいいます。

（3）視野狭さくおよび眼瞼下垂による視力障害は視力を失ったものとはみなしません。

２
両耳の聴力を全く永久に失った
もの

（1）聴力の測定は、日本工業規格（昭和５７年８月１４日改定）に準拠したオージオメー
タで行います。

（2）「聴力を全く永久に失ったもの」とは、周波数５００・１，０００・２，０００ヘルツにおける
聴力レベルをそれぞれａ・ｂ・ｃデシベルとしたとき、
１／４（ａ＋２ｂ＋ｃ）

の値が９０デシベル以上（耳介に接しても大声語を理解しえないもの）で回復の見込
のない場合をいいます。

３
脊柱に著しい奇形または著しい
運動障害を永久に残すもの

（1）「脊柱の著しい奇形」とは、脊柱の奇形が通常の衣服を着用しても外部から見て
明らかにわかる程度以上のものをいいます。

（2）「脊柱の著しい運動障害」とは、次のいずれかの場合をいいます。
① 頸椎における完全強直の場合
② 胸椎以下における前後屈、左右屈および左右回旋の３種の運動のうち、２種以
上の運動が生理的範囲の２分の１以下に制限された場合

４

１上肢を手関節以上で失ったか
または１上肢の用もしくは１上
肢の３大関節中の２関節の用を
全く永久に失ったもの

（1）「上・下肢の用を全く永久に失ったもの」とは、完全にその運動機能を失ったも
ので次のいずれかの場合をいいます。
① 上・下肢の完全運動麻ひで回復の見込みのない場合
② 上・下肢においてそれぞれ３大関節（上肢においては肩関節、ひじ関節および
手関節、下肢においてはまた関節、ひざ関節および足関節）の完全強直で、回復
の見込のない場合

（2）「関節の用を全く永久に失ったもの」とは、次のいずれかの場合をいいます。
① 関節の完全強直で回復の見込のない場合
② 人工骨頭もしくは人工関節をそう入置換した場合

５

１下肢を足関節以上で失ったか
または１下肢の用もしくは１下
肢の３大関節中の２関節の用を
全く永久に失ったもの

６

１手の５手指を失ったかまたは
第１指（母指）および第２指
（示指）を含んで４手指を失った
もの

「手指を失ったもの」とは、第１指（母指）においては指節間関節、その他の手指は
近位指節間関節以上を失ったものをいいます。

７
１０手指の用を全く永久に失った
もの

「手指の用を全く永久に失ったもの」とは、次のいずれかの場合をいいます。
① 手指の末節の２分の１以上を失った場合
② 手指の中手指節関節もしくは近位指節間関節（第１指（母指）においては指節
間関節）の運動範囲が生理的運動範囲の２分の１以下で回復の見込のない場合

８ １０足指を失ったもの 「足指を失ったもの」とは、足指全部を失ったものをいいます。

別表４ 対象となる身体障害の状態

対象となる身体障害の状態とは、次のいずれかの状態をいいます。
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１．用語の意義
第１条 用語の意義

２．保険金の支払
第２条 保険金の支払
第３条 保険金の支払に関する補則
第４条 保険金支払の免責事由に該当した場合の取扱

い
第５条 保険金支払方法の選択
第６条 保険金の請求、支払時期および支払場所

３．保険料払込みの免除
第７条 保険料払込みの免除
第８条 保険料払込免除の請求

４．当会社の責任開始期
第９条 当会社の責任開始期

５．保険料の払込み
第10条 保険料の払込み
第11条 保険料の払込方法（経路）
第12条 年払保険料または半年払保険料の前納
第13条 月払保険料の一括払

６．保険料払込みの猶予期間および保険契約の失効
第14条 猶予期間および保険契約の失効

７．保険料の振替貸付
第15条 保険料の振替貸付
第16条 保険料の振替貸付の取消

８．保険契約の復活
第17条 保険契約の復活

９．詐欺による取消等
第18条 詐欺による取消
第19条 不法取得目的による無効

10．告知義務および保険契約の解除
第20条 告知義務
第21条 告知義務違反による解除
第22条 保険契約を解除できない場合
第23条 重大事由による解除

11．解約および解約返戻金
第24条 解約
第25条 解約返戻金
第26条 保険金等の受取人による保険契約の存続

12．契約内容の変更
第27条 保険金額の減額
第28条 延長定期保険への変更および復旧
第29条 払済保険への変更および復旧
第30条 保険料払込期間の変更

13．契約者貸付
第31条 契約者貸付

14．保険金の受取人
第32条 保険金の受取人の代表者
第33条 死亡保険金受取人の変更
第34条 遺言による死亡保険金受取人の変更
第35条 死亡保険金受取人の死亡

15．保険契約者
第36条 保険契約者の代表者
第37条 保険契約者の変更
第38条 保険契約者の住所の変更

16．年齢の計算ならびに契約年齢および性別の誤りの取
扱い

第39条 年齢の計算
第40条 契約年齢および性別の誤りの取扱い

17．契約者配当準備金の積立、契約者配当金の割当およ
び支払

第41条 契約者配当準備金の積立
第42条 契約者配当金の割当
第43条 契約者配当金の支払

18．時効
第44条 時効

19．被保険者の業務、転居および旅行
第45条 被保険者の業務、転居および旅行

20．管轄裁判所
第46条 管轄裁判所

21．契約内容の登録
第47条 契約内容の登録

５年ごと利差配当付終身保険普通保険約款 目次
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内容

死亡保険金 被保険者が死亡したときに支払います。

高度障害保険金 被保険者が所定の高度障害状態になったときに支払います。

保険料払込みの免除
被保険者が保険料払込期間中に不慮の事故によって所定の身体障害の状態になったときに、そ
の後の保険料の払込みを免除します。

用語 用語の意義

ケ 契約応当日

毎月、半年ごとまたは毎年の契約日に対応する日をいい、毎月の契約日に対応する日を「月単位
の契約応当日」、半年ごとの契約日に対応する日を「半年単位の契約応当日」、毎年の契約日に対
応する日を「年単位の契約応当日」といいます。なお、契約日に対応する日のない月の場合には、
その月の末日をいうものとします。

ケ 契約者貸付 解約返戻金の一定割合の範囲内で保険契約者が金銭の貸し付けを受ける制度をいいます。

ケ 契約日 契約年齢、保険期間等の計算の基準日をいいます。

コ 告知
保険契約者および被保険者が、契約の申込をされるとき等に、現在の健康状態や職業、過去の傷
病歴等、当会社がたずねる支払事由または保険料払込みの免除事由の発生の可能性に関する重要
なことがらについて当会社に知らせることをいいます。

シ 失効 保険契約の効力が失われることをいいます。失効日以降は、保障がなくなります。

シ 支払事由 保険金を支払うことになる事象をいいます。

セ 責任開始期

保険契約の締結、復活または復旧に際して、当会社の保険契約上の責任が開始される時をいいま
す。なお、復活の取扱いが行われた場合は、復活における責任開始期とし、複数回復活の取扱い
が行われた場合は、最後の復活における責任開始期とし、また、復旧の取扱いが行われた後の復
旧部分の責任開始期についてもこれと同様とします。

セ 責任開始日 責任開始期の属する日をいいます。

ハ 払込期月
第２回目以降の各回の保険料を払い込んでいただく期間として、保険料の払込方法（回数）に応
じて定められている期間（契約応当日の属する月の初日から末日まで）をいいます。

ヒ 被保険者 保険の対象として、保障されている人をいいます。

フ 復活 失効した契約の効力を元に戻すことをいいます。

フ 復旧
保険料の払込みを中止して、保険期間または保険金額の変更等をした保険契約（延長定期保険ま
たは払済保険が該当します。）を元の契約内容に戻すことをいいます。

ホ 保険料の振替貸付
保険料の払込みがないまま猶予期間を過ぎた場合に、解約返戻金および未経過保険料の合計額の
範囲内で自動的に払い込むべき保険料に相当する額を貸し付けて、保険契約を有効に継続させる
制度をいいます。

ホ
保険料払込みの
免除事由

保険料の払込みを免除することになる事象をいいます。

メ 免責事由 支払事由に該当しても保険金をお支払いしないことになる事象をいいます。

ユ 猶予期間
払込期月内に保険料が払い込まれなかった場合に、払込期月が終了してから保険契約を失効させ
るまでに一定期間の猶予を設けていますが、この期間をいいます。

５年ごと利差配当付終身保険普通保険約款
（平成２２年３月２日改定）

（この保険の概要）
（1）この保険は被保険者の一生涯にわたって、万一の場合の保障を確保する保険であって、下表の給付および保険料払
込みの免除を行うことを主な内容とするものです。なお、死亡保険金額および高度障害保険金額は同額です。

（2）この保険は、責任準備金等の運用益が当会社の予定した運用益を超えた場合、契約日から５年ごとの応当日が到来
したときまたは契約が一定期間継続した後消滅したときに、その超えた部分の運用益に基づき契約者配当金の支払を
行います。

１．用語の意義

第１条（用語の意義）
この普通保険約款において使用される次の用語の意義は、それぞれ下表のとおりとします。
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支払額 保険金額

受取人 死亡保険金受取人

支払事由 被保険者が死亡したとき。

免責事由

次のいずれかにより上記の支払事由が生じたとき。
ア．責任開始日からその日を含めて３年以内の自殺
イ．保険契約者または死亡保険金受取人の故意
ウ．戦争その他の変乱

支払額 保険金額

受取人 被保険者（※１）

支払事由
被保険者が責任開始期以後の傷害または疾病を原因として高度障害状態（別表３）に該当したとき。
この場合、責任開始期前に既に生じていた障害状態に責任開始期以後の傷害または疾病（※２）を
原因とする障害状態が新たに加わって高度障害状態（別表３）に該当したときを含みます。

免責事由
次のいずれかにより上記の支払事由が生じたとき。
ア．保険契約者または被保険者の故意
イ．戦争その他の変乱

２．保険金の支払

第２条（保険金の支払）
この保険契約において支払う保険金は、次のとおりです。
① 死亡保険金

② 高度障害保険金

（※１）高度障害保険金の受取人を被保険者以外の者に変更することはできません。
（※２）責任開始期前に既に生じていた障害状態の原因となった傷害または疾病と因果関係のない傷害または疾病に

限ります。

第３条（保険金の支払に関する補則）
（1）被保険者の生死が不明の場合でも、当会社が死亡したものと認めたときは、死亡保険金を支払います。
（2）当会社が高度障害保険金を支払った場合には、保険契約は、被保険者が高度障害状態に該当した時に消滅したもの
とみなします。

（3）次の①～③のいずれかに該当する場合には、当会社は、被保険者が責任開始期前に発病した疾病または被った傷害
（以下、本（3）において「責任開始期前の疾病等」といいます。）を、この保険契約の責任開始期以後に生じたものと
みなして前条②の規定を適用します。
① この保険契約の締結、復活または復旧の際、告知等により当会社が責任開始期前の疾病等について知っていた場
合、または過失により知らなかった場合（責任開始期前の疾病等について、保険契約者または被保険者から告知さ
れなかったことにより、当会社が事実の一部を知らなかった場合を除きます。）

② この保険契約の締結、復活または復旧の際、責任開始期前の疾病等について、保険媒介者（注１）が保険契約者
または被保険者に対し、告知をすることを妨げた場合、告知しないことを勧めた場合、または事実でないことを告
げることを勧めた場合

③ 責任開始期前の疾病等について、次のア．およびイ．を満たし、かつ、責任開始期前に、被保険者の身体に生じ
た症状について保険契約者および被保険者の認識および自覚がなかったことが明らかな場合
ア．責任開始期前に、被保険者が医師の診察を受けたことがない。
イ．責任開始期前に、被保険者が健康診断（定期健康診断、人間ドック等、健康状態を評価することで疾患の予防・
早期発見に役立てることを目的として行う診察・検査・検診をいいます。）による異常の指摘を受けたことがない。

（4）高度障害保険金を支払う前に被保険者が死亡したときは、当会社は、高度障害保険金を支払いません。ただし、前
条①に定める死亡保険金の免責事由に該当した場合もしくは死亡保険金の請求がなされないことが確定した場合には
この限りではありません。また、高度障害保険金を支払った後に死亡保険金の請求を受けても、当会社は、その死亡
保険金を支払いません。

（5）保険契約者が法人で、かつ、死亡保険金受取人（注２）が保険契約者（その法人）である場合には、前条の規定に
かかわらず、保険契約者（その法人）を高度障害保険金の受取人とし、それ以外の者に変更することはできません。

（6）保険金を支払うときに保険料の振替貸付または契約者貸付があるときは、当会社は保険金からそれらの元利金を差
し引きます。

（注１）当会社のために保険契約の締結の媒介を行うことができる者をいいます。
（注２）死亡保険金の一部の受取人である場合を含みます。

第４条（保険金支払の免責事由に該当した場合の取扱い）
（1）死亡保険金受取人が故意に被保険者を死亡させた場合で、その受取人が死亡保険金の一部の受取人であるときは、
死亡保険金の残額を他の死亡保険金受取人に支払い、支払わない部分の責任準備金を保険契約者に支払います。

（2）被保険者が戦争その他の変乱によって死亡し、または高度障害状態（別表３）に該当した場合でも、その原因によ
って死亡し、または高度障害状態に該当した被保険者の数の増加について、当会社がこの保険の計算の基礎に及ぼす
影響が少ないと認めたときは、その程度に応じ、死亡保険金または高度障害保険金の全額を支払い、またはその金額
を削減して支払います。
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確認等が必要な場合 確認事項

①
保険金の支払事由発生の有無の確認が必要な場合 被保険者の死亡または第２条（保険金の支払）②に定

める高度障害状態（別表３）に該当する事実の有無

② 保険金支払いの免責事由に該当する可能性がある場合 保険金の支払事由が発生した原因

③
告知義務違反に該当する可能性がある場合 当会社が告知を求めた事項および告知義務違反に至っ

た原因

④

この約款に定める重大事由、詐欺または不法取得目的に
該当する可能性がある場合

前②および③に定める事項または保険契約者、被保険
者もしくは保険金の受取人の保険契約締結の目的もし
くは保険金請求の意図に関する保険契約の締結時から
保険金請求時までにおける事実

特別な照会や調査 日数

①
本条（4）①～④に定める事項についての医療機関または医師に対する照会のうち、照会先の指定す
る書面等の方法に限定される照会

９０日

②
本条（4）①～④に定める事項についての弁護士法（昭和２４年法律第２０５号）にもとづく照会その他
の法令にもとづく照会

９０日

③
本条（4）①、②または④に定める事項についての研究機関等の専門機関による医学または工学等の
科学技術的な特別の調査、分析または鑑定

１２０日

④

本条（4）①、②または④に定める事項に関し、保険契約者、被保険者または保険金の受取人を被疑
者または被害者として、捜査、起訴その他の刑事手続が開始されたことが報道等から明らかである
場合における、本条（4）①、②または④に定める事項に関する、送致、起訴、判決等の刑事手続の
結果についての警察、検察等の捜査機関または裁判所に対する照会

１８０日

⑤ 本条（4）①～④に定める事項についての日本国外における調査 １８０日

⑥
本条（4）①～④に定める事項についての災害救助法（昭和２２年法律第１１８号）が適用された地域に
おける調査

９０日

（3）次のいずれかの免責事由に該当したことによって、死亡保険金が支払われないときは、当会社は、責任準備金を保
険契約者に支払います。
① 責任開始日からその日を含めて３年以内に被保険者が自殺したとき。
② 死亡保険金受取人が故意に被保険者を死亡させたとき。
③ 戦争その他の変乱によって被保険者が死亡したとき。

（4）保険契約者が故意に被保険者を死亡させたことによって、死亡保険金が支払われないときは、本条（1）および（3）
の規定にかかわらず、当会社は責任準備金その他の返戻金を支払いません。

第５条（保険金支払方法の選択）
保険契約者（注）は、保険金の一時支払にかえて、当会社所定の金額、期間等の範囲内で、すえ置支払または年金支

払を選択することができます。

（注）保険金の支払事由発生後はその保険金の受取人とします。

第６条（保険金の請求、支払時期および支払場所）
（1）保険金の支払事由が生じたときは、保険契約者またはその保険金の受取人は、すみやかに当会社に通知してくださ
い。

（2）保険金の支払事由が生じたときは、その保険金の受取人は、当会社所定の書類（別表１）を提出して、その保険金
を請求してください。

（3）本条（2）の請求を受けた場合、保険金は、その請求に必要な書類が当会社に到着した日（以下本条において「請求
完了日」といいます。）の翌営業日からその日を含めて５営業日以内に、当会社の本店で支払います。

（4）保険金を支払うために確認が必要な下表の①～④に掲げる場合において、保険契約の締結時から保険金請求時まで
に当会社に提出された書類だけでは確認ができないときは、それぞれ①～④に定める事項の確認（当会社の指定した
医師による被保険者の診断を含みます。）を行います。この場合には、本条（3）の規定にかかわらず、保険金を支払
うべき期限は、請求完了日からその日を含めて６０日を経過する日とします。

（5）本条（4）の確認をするため、下表の①～⑥に掲げる事項についての特別な照会や調査が不可欠な場合には、本条
（3）および（4）の規定にかかわらず、保険金を支払うべき期限は、請求完了日からその日を含めてそれぞれ下表①～
⑥に定める日数（①～⑥のうち複数に該当する場合には、それぞれに定める日数のうち最も多い日数）を経過する日
とします。

（6）保険金を支払うべき期限について、本条（4）または（5）に定める期限を適用する場合には、当会社はその旨を保
険金の受取人に通知します。

（7）本条（4）および（5）に掲げる必要な事項の確認に際し、保険契約者、被保険者または保険金の受取人が、正当な
理由なくその確認を妨げ、またはこれに応じなかったとき（当会社の指定した医師による必要な診断に応じなかった
ときを含みます。）は、当会社は、これによりその事項の確認が遅延した期間の遅滞の責任を負わず、その間は保険金
を支払いません。

（8）下表の「要件」を全て満たす保険金の請求については、下表の「請求書類」を本条（2）に定める書類に追加して提
出する必要があります。
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要
件

① 団体（※１）を保険契約者および死亡保険金受取人としている保険契約であること。
② その団体（※１）から給与の支払を受ける者を被保険者とする保険契約であること。
③ 保険契約者である団体（※１）がその保険契約の保険金の全部またはその相当部分を遺族補償規程等に基
づく死亡退職金または弔慰金等（以下本条において「死亡退職金等」といいます。）として被保険者または死
亡退職金等の受給者に支払うこと。

請
求
書
類

次のア．またはイ．のいずれかおよびウ．の書類を提出（※２）する必要があります。
ア．被保険者または死亡退職金等の受給者の請求内容確認書
イ．被保険者または死亡退職金等の受給者に死亡退職金等を支払ったことを証する書類
ウ．受給者本人であることを、保険契約者である団体（※１）が確認した書類

保険料払込みの免除事由

被保険者が、責任開始期以後に発生した不慮の事故（別表２）による傷害（※１）を直接
の原因として、その事故の日からその日を含めて１８０日以内の保険料払込期間中に身体障害
の状態（別表４）に該当したとき。
この場合、責任開始期前に既に生じていた障害状態に、責任開始期以後の傷害（※２）を
原因とする障害状態が新たに加わって、身体障害の状態（別表４）に該当したときを含み
ます。

保険料払込みの免除事由
に該当しても、保険料の
払込みを免除しない場合

次のいずれかによって上記の保険料払込みの免除事由に該当したとき。
① 保険契約者または被保険者の故意または重大な過失
② 被保険者の犯罪行為
③ 被保険者の精神障害を原因とする事故
④ 被保険者の泥酔の状態を原因とする事故
⑤ 被保険者が法令に定める運転資格を持たないで運転している間に生じた事故
⑥ 被保険者が法令に定める酒気帯び運転またはこれに相当する運転をしている間に生じ
た事故

⑦ 地震、噴火または津波
⑧ 戦争その他の変乱

（※１）官公庁、会社、組合、工場その他の団体をいい、団体の代表者を含みます。
（※２）被保険者または死亡退職金等の受給者が２人以上であるときは、そのうち１人からの提出で足りるものとしま

す。

３．保険料払込みの免除

第７条（保険料払込みの免除）
（1）下表のとおり、当会社は、次に到来する第１０条（保険料の払込み）（2）の保険料期間以降の保険料の払込みを免除
します。

（※１）責任開始期前に発生した不慮の事故（別表２）による傷害の取扱いについては、第３条（保険金の支払に関す
る補則）（3）の規定を準用します。

（※２）責任開始期前に既に生じていた障害状態の原因となった傷害と因果関係のない傷害に限ります。
（2）保険料の払込みが免除された場合には、以後第１０条（保険料の払込み）に定める払込方法（回数）に応じ、それぞ
れの契約応当日ごとに保険料が払い込まれたものとして取り扱います。

（3）保険料の払込みが免除された保険契約については、保険料払込みの免除事由の発生時以後、次の①～④の取扱いに
関する規定は適用しません。
① 第２７条（保険金額の減額）
② 第２８条（延長定期保険への変更および復旧）
③ 第２９条（払済保険への変更および復旧）
④ 第３０条（保険料払込期間の変更）

（4）被保険者が地震、噴火、津波または戦争その他の変乱によって、身体障害の状態（別表４）に該当した場合でも、
これらの事由により保険料払込みの免除事由に該当した被保険者の数の増加について、当会社がこの保険の計算の基
礎に及ぼす影響が少ないと認めたときは、当会社は、保険料の払込みを免除します。

第８条（保険料払込免除の請求）
（1）保険料払込みの免除事由が生じたときは、保険契約者または被保険者はすみやかに当会社に通知してください。
（2）保険契約者は、当会社所定の書類（別表１）を提出して、保険料の払込免除を請求してください。
（3）保険料払込みの免除の請求については、第６条（保険金の請求、支払時期および支払場所）（3）～（7）の規定を準
用します。

４．当会社の責任開始期

第９条（当会社の責任開始期）
（１）当会社は、下表の「保険契約上の責任が開始される時（責任開始期）」から保険契約上の責任を負います。
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保険料受領と承諾の時期
保険契約上の責任が開始される時

（責任開始期）

①
保険契約の申込を承諾した後に第１回保険料を受け取
った場合

第１回保険料を受け取った時

②
第１回保険料充当金を受け取った後に保険契約の申込
を承諾した場合

第１回保険料充当金を受け取った時または被保険者に関
する告知の時のいずれか遅い時

保険料の払込方法
（回数）

払込期月

① 月払（年１２回払） 月単位の契約応当日の属する月の初日から末日まで

② 半年払（年２回払） 半年単位の契約応当日の属する月の初日から末日まで

③ 年払（年１回払） 年単位の契約応当日の属する月の初日から末日まで

（2）本条（1）により当会社の責任が開始される日を契約日とします。
（3）保険料払込期間の計算にあたっては契約日からその日を含めて計算します。
（4）当会社が保険契約またはこれに付加する特約（注１）の申込を承諾した場合（注２）には、保険契約者に対し、こ
の保険契約について次の事項（注３）を記載した保険証券を交付します。
① 当会社名
② 保険契約者の氏名または名称
③ 被保険者の氏名
④ 死亡保険金受取人の氏名または名称その他のその受取人を特定するために必要な事項
⑤ 保険期間
⑥ 保険金額
⑦ 保険料およびその払込方法（回数）
⑧ 付加された特約（注１）の名称
⑨ 契約日
⑩ 保険証券を作成した年月日

（注１）当会社が保険給付を行い、かつ、保険契約者が特約保険料を支払うことを約定した特約に限ります。
（注２）保険契約の復活を承諾した場合およびこの保険契約に付加された特約のみ更新される場合を除きます。
（注３）この保険契約の普通保険約款またはこの保険契約に付加された特約の特約条項の規定により定められる事項を除

きます。

５．保険料の払込み

第10条（保険料の払込み）
（1）第２回以後の保険料は、保険料払込期間中、毎回下表の「払込期月」に定める期間内に払い込んでください。

（2）本条（1）で払い込むべき保険料は、保険料の払込方法（回数）に応じ、それぞれの保険料期間（注１）に対応する
保険料とします。

（3）当会社は、年払または半年払の保険契約が保険料払込期間中に消滅した場合またはその保険契約の保険料の払込み
が免除された場合で、かつ、払い込まれた保険料のうち保険料期間（注１）中の経過月数により計算した未経過部分
の保険料（注２）（以下、「未経過保険料」といいます。）があるときは、これを保険契約者（注３）に支払います。た
だし、次の①～③の場合は、未経過保険料の支払いはありません。
① 保険料の払込みが免除された保険契約が消滅したとき。
② 保険契約者が、故意に被保険者を死亡させたことによって、死亡保険金が支払われないとき。
③ 保険契約が、詐欺により取り消されたとき、または不法取得目的による無効とされたとき。

（4）本条（1）の保険料が契約応当日の前日までに払い込まれ、かつ、その日までに保険契約が消滅したとき、または保
険料の払込みを必要としなくなったときには、当会社は、その払い込まれた保険料を保険契約者（注３）に払い戻し
ます。

（5）本条（1）の保険料が払い込まれないまま、本条（1）の契約応当日以後その日の属する月の末日までに保険金の支
払事由が生じたときには、当会社は、未払込保険料を支払うべき保険金から差し引きます。

（6）本条（1）の保険料が払い込まれないまま、本条（1）の契約応当日以後その日の属する月の末日までに保険料払込
みの免除事由が生じたときは、保険契約者は、第１４条（猶予期間および保険契約の失効）に定める猶予期間満了の日
までに未払込保険料を払い込んでください。この未払込保険料が払い込まれない場合には、当会社は、保険料払込み
の免除事由の発生により免除すべき保険料の払込みを免除しません。

（7）本条（6）の場合、未払込保険料の払込みについては第１４条（猶予期間および保険契約の失効）の規定を準用します。
（8）保険契約者は、当会社の定める取扱範囲内で、保険料の払込方法（回数）を変更することができます。
（9）月払の保険契約が保険金額の減額等によって当会社の定める月払取扱いの範囲外となったときは、当会社の定める
取扱範囲内で、保険料の払込方法（回数）を年払または半年払に変更します。

（注１）契約応当日から翌契約応当日の前日までの期間をいいます。
（注２）経過月数は、１か月未満の端数を切り上げて計算します。また、年払または半年払以外の保険契約には未経過保

険料はありません。
（注３）保険金を支払うときは保険金の受取人とします。
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保険料の払込方法
（回数）

猶予期間

① 月払（年１２回払） 払込期月の翌月初日から末日まで

② 半年払（年２回払） 払込期月の翌月初日から翌々月の月単位の契約応当日まで
ただし、契約応当日が２月、６月、１１月の各末日の場合には、それぞれ４月、８月、
１月の各末日まで③ 年払（年１回払）

第11条（保険料の払込方法（経路））
（1）保険契約者は、次の①～④のいずれかの保険料の払込方法（経路）を選択することができます。
① 当会社の指定した金融機関等の口座振替により払い込む方法
② 金融機関等の当会社の指定した口座に送金することにより払い込む方法
③ 所属団体を通じ払い込む方法（注）
④ 当会社の指定するクレジットカードにより払い込む方法

（2）本条（1）①～④のいずれかの方法によってもその払込期月分の保険料が払込期月内に払い込まれないときは、その
保険料についてのみ、当会社の本店または当会社の指定した場所に持参して払い込むことができます。

（3）保険契約者は、当会社の定める取扱範囲内で、本条（1）①～④の保険料の払込方法（経路）を変更することができ
ます。

（4）保険料の払込方法（経路）が本条（1）①、③または④の場合において、その保険契約が、付加された保険料の払込
方法（経路）に関する特約の特約条項に定める取扱条件に該当しなくなったときは、保険契約者は、本条（3）の規定
により保険料の払込方法（経路）を他の払込方法（経路）に変更してください。この場合、保険契約者が保険料の払
込方法（経路）の変更を行うまでの間の保険料については、当会社の本店または当会社の指定した場所に払い込んで
ください。

（注）所属団体と当会社との間に団体取扱いに関する協定が締結されている場合に限ります。

第12条（年払保険料または半年払保険料の前納）
（1）保険契約者は、当会社の定める払込期間の範囲内で、当会社の定める方法により、将来の２年分以上（注）の年払
保険料または半年払保険料を前納することができます。この場合には、当会社所定の利率で割り引いて計算した保険
料前納金を払い込んでください。

（2）本条（1）の保険料前納金は、当会社所定の利率による複利計算の利息をつけて当会社に積み立てておき、年単位ま
たは半年単位の契約応当日ごとに年払保険料または半年払保険料の払込みに充当します。

（3）前納期間が満了した場合に保険料前納金の残額があるときは、その残額を保険契約者に払い戻します。
（4）保険料の払込みを必要としなくなった場合に保険料前納金の残額があるときは、その残額を保険契約者に払い戻し
ます。ただし、保険金を支払うときはその保険金の受取人に払い戻します。

（注） 保険料払込期間が終身の場合には、被保険者の年齢が当会社所定の年齢に達する契約応当日の前日までの期間に
払い込むべき保険料を限度とします。

第13条（月払保険料の一括払）
（1）月払契約の場合には、保険契約者は、当会社の定める方法により、当月分以後の保険料（注）を一括払することが
できます。この場合、当会社所定の割引率で保険料を割引します。

（2）保険料の払込みを必要としなくなった場合に、一括払された保険料に残額があるときは、その残額を保険契約者に
払い戻します。ただし、保険金を支払うときはその保険金の受取人に払い戻します。

（注）３か月分以上１２か月分以下の保険料に限ります。

６．保険料払込みの猶予期間および保険契約の失効

第14条（猶予期間および保険契約の失効）
（1）第２回以後の保険料の払込みについては、下表のとおり「猶予期間」があります。

（2）猶予期間内に保険料が払い込まれないときは、保険契約は、猶予期間満了の日の翌日から効力を失います。この場
合には、保険契約者は解約返戻金を請求することができます。

（3）猶予期間中に保険金の支払事由が生じたときは、当会社は未払込保険料を保険金から差し引きます。
（4）猶予期間中に保険料払込みの免除事由が生じたときは、保険契約者はその猶予期間満了の日までに未払込保険料を
払い込んでください。この未払込保険料が払い込まれない場合には、当会社は、免除事由の発生により免除すべき保
険料の払込みを免除しません。

７．保険料の振替貸付

第15条（保険料の振替貸付）
（1）保険料の払込みがないままで、猶予期間を過ぎた場合でも、この保険契約に解約返戻金があるときは、あらかじめ
保険契約者から特に反対の申出がないかぎり、当会社は、自動的に払い込むべき保険料に相当する額を貸し付けて保
険料の払込みに充当し、保険契約を有効に継続させます。

（2）保険料の振替貸付は貸し付ける保険料相当額とその利息の合計額が、解約返戻金および未経過保険料の合計額（注）
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保険料の払込方法
（回数）

上限利率 元金繰り入れ日

① 月払（年１２回払） 月８／１２% 次期以後の保険料払込みの猶予期間が満了する日

② 半年払（年２回払） 半年４%
次期以後の保険料払込みの猶予期間が満了する日の属する月の末日

③ 年払（年１回払） 年８%

保険料の払込方法
（回数）

取消期限

① 月払（年１２回払） 猶予期間満了の日の属する月の翌月の末日

② 半年払（年２回払）
猶予期間満了の日の属する月の３か月後の月の末日

③ 年払（年１回払）

を超えない間、行われるものとします。
（3）保険料の振替貸付は、猶予期間満了時に貸し付けたものとします。
（4）保険料の振替貸付金の利息は、下表に定める「上限利率」以下で当会社が定める利率で計算し、「元金繰り入れ日」
ごとに元金に繰り入れます。

（注）その保険料の払込みがあったものとして計算し、保険料の振替貸付または契約者貸付があるときは、それらの元利
金を差し引きます。

第16条（保険料の振替貸付の取消）
保険料の振替貸付が行われた場合でも、下表の「取消期限」に定める日までに、保険契約者から保険契約の解約また

は延長定期保険もしくは払済保険への変更の請求（注）があったときは、当会社は、保険料の振替貸付を行わなかった
ものとします。

（注）第２６条（保険金等の受取人による保険契約の存続）に定める債権者等による解約の効力発生を含みます。

８．保険契約の復活

第17条（保険契約の復活）
（1）保険契約者は、保険契約が効力を失った日からその日を含めて３年以内は、当会社の承諾を得て、保険契約の復活
をすることができます。ただし、保険契約者が解約返戻金を請求した後は、保険契約の復活はできません。

（2）保険契約の復活を請求するときは、保険契約者は、当会社所定の書類（別表１）を提出してください。
（3）保険契約の復活をするときは、保険契約者は、当会社の指定した日までに、延滞保険料（注）を当会社の本店また
は当会社の指定した場所に払い込んでください。

（4）第９条（当会社の責任開始期）（1）の規定は、本条の場合に準用します。

（注）第３１条（契約者貸付）（6）の規定により保険契約が効力を失った場合には、あわせて払い込むべき金額を含みます。

９．詐欺による取消等

第18条（詐欺による取消）
保険契約の締結、復活、復旧または契約内容の変更に際して、保険契約者、被保険者または保険金の受取人による詐

欺の行為があったときは、当会社は、保険契約の締結、復活、復旧または契約内容の変更を取り消すことができます。
この場合、既に払い込んだ保険料を払い戻しません。

第19条（不法取得目的による無効）
保険契約者が保険金を不法に取得する目的または他人に保険金を不法に取得させる目的をもって保険契約の締結、復

活、復旧または契約内容の変更をしたときは、保険契約（復旧の場合には、復旧部分）を無効とし、当会社は既に払い
込んだ保険料を払い戻しません。

10．告知義務および保険契約の解除

第20条（告知義務）
保険契約の締結、復活または復旧の際、支払事由または保険料払込みの免除事由の発生の可能性に関する重要な事項

のうち当会社が書面で告知を求めた事項について保険契約者または被保険者は、その書面により告知することを必要と
します。ただし、当会社の指定する医師が口頭で質問した事項については、その医師に口頭により告知することを必要
とします。

第21条（告知義務違反による解除）
（1）保険契約者または被保険者が故意または重大な過失によって、前条の規定により当会社が告知を求めた事項につい
て、事実を告げなかったか、または事実でないことを告げた場合には、当会社は、将来に向って保険契約（注）を解
除することができます。

（2）当会社は、保険金の支払事由または保険料払込みの免除事由が生じた後でも、保険契約（注）を解除することがで
きます。この場合には、次の①および②のとおり取り扱います。
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① 保険金は支払いません。また、既に保険金を支払っていたときは、保険金の返還を請求します。
② 保険料の払込みは免除しません。また、既に保険料の払込みを免除していたときは、その保険料の払込みはなか
ったものとします。

（3）本条（2）の規定にかかわらず、被保険者の死亡、高度障害状態（別表３）、身体障害の状態（別表４）が解除の原
因となった事実によらなかったことを保険契約者、被保険者または保険金の受取人が証明したときは、保険金を支払
いまたは保険料の払込みを免除します。

（4）本条の規定によって保険契約（注）を解除するときは、当会社は、その旨を保険契約者に通知します。ただし、保
険契約者またはその住所もしくは居所が不明であるか、その他正当な理由によって保険契約者に通知できない場合に
は、被保険者または保険金の受取人に通知します。

（5）本条の規定によって保険契約（注）を解除したときは、当会社は、解約返戻金と同額の返戻金を保険契約者に支払
います。

（注）復旧の場合には、復旧部分をいいます。

第22条（保険契約を解除できない場合）
（1）当会社は、次のいずれかの場合には、前条による保険契約の解除をすることができません。
① 保険契約の締結、復活または復旧の際、当会社が解除の原因となる事実を知っていたとき、または過失のため知
らなかったとき。

② 保険媒介者（注）が、保険契約者または被保険者が第２０条（告知義務）の告知をすることを妨げたとき。
③ 保険媒介者（注）が、保険契約者または被保険者に対し、第２０条（告知義務）の告知をしないことを勧めたとき、
または事実でないことを告げることを勧めたとき。

④ 当会社が前条の規定による解除の原因があることを知った日の翌日からその日を含めて１か月を経過したとき。
⑤ 保険金の支払事由または保険料払込みの免除事由が生じることなく、責任開始日からその日を含めて２年を経過
したとき（責任開始期前に原因が生じていたことにより、保険金の支払または保険料払込みの免除が行われない場
合を除きます。）。

（2）本条（1）②または③の場合には、②または③に規定する保険媒介者（注）の行為がなかったとしても、保険契約者
または被保険者が、第２０条（告知義務）の告知の際に事実を告げなかったまたは事実でないことを告げたと認められ
る場合には、適用しません。

（注）当会社のために保険契約の締結の媒介を行うことができる者をいいます。

第23条（重大事由による解除）
（1）当会社は、次の①～⑥のいずれかに定める事由が生じた場合には、将来に向って保険契約を解除することができま
す。
① 保険契約者または死亡保険金受取人が、死亡保険金（注）を詐取する目的または他人に詐取させる目的で、事故
招致（未遂を含みます。）をした場合

② 保険契約者または被保険者が、この保険契約の高度障害保険金を詐取する目的または他人に詐取させる目的で、
事故招致（未遂を含みます。）をした場合

③ 保険契約者または被保険者が、当会社にこの保険契約の保険料払込免除をさせる目的で、事故招致（未遂を含み
ます。）をした場合

④ この保険契約の保険金の請求に関し、保険金の受取人に詐欺行為（未遂を含みます。）があった場合
⑤ 他の保険契約との重複によって、被保険者にかかる死亡保険金（注）の保険金額の合計が著しく過大であって、
保険制度の目的に反する状態がもたらされるおそれがある場合

⑥ 次のア．またはイ．に該当する等により、当会社の保険契約者、被保険者または保険金の受取人に対する信頼を
損ない、この保険契約の存続を困難とする前①～⑤に掲げる事由と同等の重大な事由がある場合
ア．この保険契約に付加されている特約または他の保険契約が重大事由によって解除されたとき。
イ．保険契約者、被保険者または保険金の受取人が他の保険者との間で締結した保険契約または共済契約が重大事
由により解除されたとき。

（2）当会社は、保険金の支払事由または保険料払込みの免除事由が生じた後でも、保険契約を解除することができます。
この場合には、本条（1）①～⑥に定める事由の発生時以降に生じた支払事由による保険金および保険料払込みの免除
は、次の①および②のとおり取り扱います。
① 保険金は支払いません。また、既に保険金を支払っていたときは、保険金の返還を請求します。
② 保険料の払込みは免除しません。また、既に保険料の払込みを免除していたときは、その保険料の払込みはなか
ったものとします。

（3）本条の規定によって保険契約を解除するときは、当会社は、その旨を保険契約者に通知します。ただし、保険契約
者またはその住所もしくは居所が不明であるか、その他正当な理由によって保険契約者に通知できない場合には、被
保険者または保険金の受取人に通知します。

（4）本条の規定によって保険契約を解除したときは、当会社は、解約返戻金と同額の返戻金を保険契約者に支払います。

（注）本条（1）①および⑤においては、保険種類および保険金の名称がいかなる場合であっても他の保険契約の死亡保
険金を含みます。

主
契
約

５
年
ご
と
利
差
配
当
付
終
身
保
険
普
通
保
険
約
款

約款約款 2929



11．解約および解約返戻金

第24条（解約）
保険契約者は、いつでも将来に向って保険契約を解約し、解約返戻金を請求することができます。

第25条（解約返戻金）
（1）解約返戻金は、保険料払込中の保険契約についてはその払込年月数および経過年月数により、保険料払込中以外の
保険契約についてはその経過年月数により、当会社の定める計算方法に従い計算します。

（2）解約返戻金額は、保険証券に例示します。
（3）保険契約者は、解約返戻金を請求するときは、当会社所定の書類（別表１）を提出してください。
（4）解約返戻金は、その請求に必要な書類が当会社に到着した日の翌営業日からその日を含めて５営業日以内に当会社
の本店で支払います。

第26条（保険金等の受取人による保険契約の存続）
（1）債権者等（注１）による保険契約（付加された特約を含みます。以下本条において同じ。）の解約は、解約の通知が
当会社に到達した時から１か月を経過した日に効力を生じます。

（2）本条（1）の解約が通知された場合でも、通知の時において次の①および②を満たす保険金等（注２）の受取人が、
保険契約者の同意を得て、本条（1）の期間が経過するまでの間に、その解約の通知が当会社に到達した日に解約の効
力が生じたとすれば当会社が債権者等（注１）に支払うべき金額を債権者等（注１）に支払い、かつ、当会社にその
旨を通知したときは、本条（1）の解約はその効力を生じません。
① 保険契約者もしくは被保険者の親族または被保険者本人であること。
② 保険契約者でないこと。

（3）本条（2）の規定により、本条（1）の効力を生じさせないこととするときは、保険金等（注２）の受取人は当会社
所定の書類（別表１）を提出してください。

（4）本条（1）の解約の通知が当会社に到達した日以後、その解約の効力が生じるまでまたは本条（2）の規定により効
力が生じなくなるまでに、次の①～③のいずれかを満たす保険金等（注２）の支払事由が生じ、当会社が保険金等（注
２）を支払うべきときは、その支払うべき金額を限度として、本条（2）の金額を債権者等（注１）に支払います。こ
の場合、その支払うべき金額から債権者等（注１）に支払った金額を差し引いた残額を、保険金等（注２）の受取人
に支払います。
① 被保険者の死亡を支払事由とする保険金等（注２）であること。ただし、死亡の原因を一定の傷害や疾病に限定
している保険金等（注２）は除きます。

② その支払により、この保険契約が消滅する保険金等（注２）であること。
③ その支払により、解約の効力が生じたときに当会社が債権者等（注１）に支払うべき金額が減少することとなる
保険金等（注２）であること。

（5）本条（1）～（4）の規定は、保険法施行日（平成２２年４月１日）以後に到達した債権者等（注１）による解約の通
知に対し効力を生じます。

（注１）保険契約者以外の者で保険契約の解約をすることができる者をいいます。
（注２）名称がいかなる場合であっても、この保険契約において、被保険者の生存、死亡、傷害または疾病に関し、一定

の事由が生じたことを条件として保険給付することを定めた金銭をいいます。ただし、本条（2）および（3）にお
いては、被保険者の生存を支払事由とする金銭を除きます。

12．契約内容の変更

第27条（保険金額の減額）
（1）保険契約者は、当会社の定める単位にて、保険金額を減額することができます。ただし、減額後の保険金額は当会
社の定める金額以上であることを必要とします。

（2）保険金額の減額を請求するときは、保険契約者は、当会社所定の書類（別表１）を提出してください。
（3）保険金額を減額したときは、減額分は解約したものとして取り扱います。
（4）保険金額を減額した場合に、保険料の振替貸付または契約者貸付があるときは、この場合の返戻金をそれらの元利
金の返済にあてます。

第28条（延長定期保険への変更および復旧）
（1）保険料払込期間中は、保険契約者は、当会社の承諾を得て、次回以後の保険料払込みを中止し、解約返戻金および
未経過保険料（注１）を充当して延長定期保険に変更することができます。この場合、その保険金額は、元の保険契
約の保険金額（注２）と同額とします。

（2）延長定期保険の保険期間は元の保険契約の保険料払込期間満了の日（注３）を限度とします。この場合、解約返戻
金および未経過保険料（注１）の残高があれば、これを充当して満了時に生存保険金を支払う生存保険を付加します。

（3）延長定期保険に変更した後は、次のとおり保険金を支払います。
①第２条（保険金の支払）の規定にかかわらず、支払う保険金は次のとおりです。
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支払額 本条（1）の規定による保険金額

受取人 死亡保険金受取人

支払事由 被保険者が延長定期保険の保険期間中に死亡したとき。

免責事由

次のいずれかにより上記の支払事由が生じたとき。
（ア）責任開始日からその日を含めて３年以内の自殺
（イ）保険契約者または死亡保険金受取人の故意
（ウ）戦争その他の変乱

支払額 本条（1）の規定による保険金額

受取人 被保険者（※１）

支払事由

被保険者が責任開始期以後の傷害または疾病を原因として延長定期保険の保険期間中に高度障害
状態（別表３）に該当したとき。
この場合、責任開始期前に既に生じていた障害状態に責任開始期以後の傷害または疾病（※２）
を原因とする障害状態が新たに加わって高度障害状態（別表３）に該当したときを含みます。

免責事由
次のいずれかにより上記の支払事由が生じたとき。
（ア）保険契約者または被保険者の故意
（イ）戦争その他の変乱

支払額 生存保険金の額

受取人 保険契約者（※）

支払事由
本条（2）の規定により生存保険が付加された場合で、被保険者が延長定期保険の保険期間の満
了時に生存しているとき。

ア．死亡保険金

イ．高度障害保険金

（※１）高度障害保険金の受取人を被保険者以外の者に変更することはできません。
（※２）責任開始期前に既に生じていた障害状態の原因となった傷害または疾病と因果関係のない傷害または疾病

に限ります。
ウ．生存保険金

（※）生存保険金の受取人を保険契約者以外の者に変更することはできません。
② 次のア．～ウ．の全てに該当する場合には、延長定期保険の保険期間の満了時に高度障害状態（別表３）に該当
したものとみなして高度障害保険金を支払います。
ア．被保険者が延長定期保険の保険期間中に、回復の見込みの有無を除いては高度障害状態（別表３）に該当した
こと。

イ．延長定期保険の保険期間の満了時にその回復の可能性が少しでもあるか、または回復の可能性の有無の判断が
できない場合において、満了後も引き続きその状態が継続したこと。

ウ．延長定期保険の保険期間の満了後に、その回復の見込みがないことが明らかになって高度障害状態（別表３）
に該当したこと。

③ 前②の規定により高度障害保険金を支払う場合において、既に前①ウ．に規定する生存保険金を支払っていたと
きは、高度障害保険金から既に支払った生存保険金を差し引いて支払います。

（4）第２条（保険金の支払）、第３条（保険金の支払に関する補則）、第４条（保険金支払の免責事由に該当した場合の
取扱い）、第５条（保険金支払方法の選択）および第６条（保険金の請求、支払時期および支払場所）の規定は、本条
（3）の場合に準用します。

（5）延長定期保険に変更した後は、契約者貸付は行いません。
（6）延長定期保険の保険期間が１年未満となるときは、延長定期保険への変更は取り扱いません。
（7）延長定期保険に変更後３年以内は、保険契約者は、当会社の承諾を得て、元の保険契約に復旧することができます。
この場合には、当会社所定の金額を払い込んでください。

（8）延長定期保険への変更または復旧を請求するときは、保険契約者は、当会社所定の書類（別表１）を提出してくだ
さい。

（9）本条（7）の復旧をする場合、第９条（当会社の責任開始期）（1）の規定は、本条の復旧部分に準用します。

（注１）当会社の定める特約が付加されている場合にはその解約返戻金および未経過保険料を含み、保険料の振替貸付ま
たは契約者貸付があるときは、それらの元利金を差し引きます。

（注２）当会社の定める特約が付加されている場合にはその保険金額を含み、保険料の振替貸付または契約者貸付がある
ときは、元の保険契約の保険金額からそれらの元利金を差し引いた金額とします。

（注３）元の保険契約の保険料払込期間満了の日の翌日における被保険者の年齢が８０歳を超えるとき、または元の保険契
約の保険料払込期間が終身のときは、８０歳となる契約応当日の前日とします。

第29条（払済保険への変更および復旧）
（1）保険料払込期間中は、保険契約者は、当会社の定める取扱いの範囲内で、次回以後の保険料払込みを中止し、次の
①および②に定める内容の保険料払込済の保険（以下「払済保険」といいます。）に変更することができます。この場
合、払済保険は、当会社所定の書類（別表１）を当会社が受け付けた日（以下「払済保険への変更日」とします。）か
ら効力を生じるものとします。
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① 保険期間は終身とします。
② 保険金額は、払済保険への変更日の解約返戻金および未経過保険料（注１）を充当して計算します。ただし、こ
のとき計算した保険金額が元の保険契約の保険金額（注２）を超えるときは、元の保険契約の保険金額（注２）と
同額とし、解約返戻金および未経過保険料（注１）の残額を保険契約者に支払います。

（2）払済保険に変更した後の保険金の支払については、この約款に定めるところによります。
（3）本条（1）②に定める払済保険の保険金額が当会社の定めた金額に満たない場合には、払済保険への変更は取り扱い
ません。

（4）払済保険に変更後３年以内は、保険契約者は、当会社の承諾を得て、元の保険契約に復旧することができます。こ
の場合には、当会社所定の金額を払い込んでください。

（5）払済保険への変更または復旧を請求するときは、保険契約者は、当会社所定の書類（別表１）を提出してください。
（6）本条（4）の復旧をする場合、第９条（当会社の責任開始期）（1）の規定は、本条の復旧部分に準用します。

（注１）当会社の定める特約が付加されている場合にはその解約返戻金および未経過保険料を含み、保険料の振替貸付ま
たは契約者貸付があるときは、それらの元利金を差し引きます。

（注２）当会社の定める特約が付加されている場合にはその保険金額を含みます。

第30条 （保険料払込期間の変更）
（1）保険契約者は、保険料が払い込まれ有効に継続しているときは、当会社の承諾を得て、保険料払込期間を変更する
ことができます。

（2）保険料払込期間の変更を請求するときは、保険契約者は、当会社所定の書類（別表１）を提出してください。
（3）保険料払込期間を変更するときは、責任準備金および未経過保険料の差額を授受し、その後の保険料を改めます。
（4）保険料払込期間を変更した場合に、保険料の振替貸付または契約者貸付があるときは、この場合の返戻金をそれら
の元利金の返済にあてます。

13．契約者貸付

第31条（契約者貸付）
（1）保険契約者は、解約返戻金額の９割（注）の範囲内で、貸付を受けることができます。ただし、貸付金が当会社の
定めた金額に満たない場合には、貸付を取り扱いません。

（2）契約者貸付を受けるときは、保険契約者は、当会社所定の書類（別表１）を提出してください。
（3）契約者貸付金の利息は、当会社所定の利率で計算します。
（4）保険契約が消滅した場合に、契約者貸付または保険料の振替貸付があるときは、当会社は、支払うべき金額からそ
れらの元利金を差し引きます。

（5）各月毎に当会社の定める計算日において、当会社の定める判定基準日時点の契約者貸付および保険料の振替貸付の
元利金が、同時点の解約返戻金および未経過保険料の合計額を超える場合には、当会社は、事前にその旨を保険契約
者に通知します。この場合、保険契約者は、当会社の指定した期日までに、当会社所定の金額を払い込んでください。

（6）本条（5）の払込みがなかったときは、保険契約は当会社の指定した期日の翌日から効力を失います。
（7）保険契約者は、いつでも契約者貸付金および保険料の振替貸付の元利金の全部、または当会社所定の金額の範囲内
でその一部を返済することができます。

（注）保険料払込済の保険契約については８割とし、また、保険料の振替貸付または契約者貸付があるときは、それらの
元利金を差し引きます。

14．保険金の受取人

第32条（保険金の受取人の代表者）
（1）保険金の受取人が２人以上の場合には、代表者１人を定めてください。この場合、その代表者は、他の保険金の受
取人を代理するものとします。

（2）本条（1）の代表者が定まらないか、またはその所在が不明のときは、当会社が保険金の受取人の１人に対してした
行為は、他の保険金の受取人に対しても効力を生じます。

第33条（死亡保険金受取人の変更）
（1）保険契約者またはその承継人は、死亡保険金の支払事由が生じるまでは、被保険者の同意を得た上で、当会社に対
する通知により、死亡保険金受取人を変更することができます。

（2）本条（1）の通知が当会社に到達する前に変更前の死亡保険金受取人に死亡保険金を支払ったときは、その支払い後
に変更後の死亡保険金受取人から死亡保険金の請求を受けても、当会社はこれを支払いません。

（3）死亡保険金受取人の変更をするときは、保険契約者またはその承継人は、当会社所定の書類（別表１）を提出して
ください。

第34条（遺言による死亡保険金受取人の変更）
（1）前条に定めるほか、保険契約者は、死亡保険金の支払事由が生じるまでは、法律上有効な遺言により、死亡保険金
受取人を変更することができます。

（2）本条（1）の死亡保険金受取人の変更は、被保険者の同意がなければ、その効力を生じません。
（3）本条（1）および（2）による死亡保険金受取人の変更は、保険契約者が死亡した後、保険契約者の相続人が当会社
に通知しなければ、これを当会社に対抗することができません。
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（4）遺言による死亡保険金受取人の変更をするときは、当会社所定の書類（別表１）を提出してください。

第35条（死亡保険金受取人の死亡）
（1）死亡保険金受取人が支払事由の発生以前に死亡したときは、その法定相続人を死亡保険金受取人とします。
（2）本条（1）の規定により死亡保険金受取人となった者が死亡した場合に、この者に法定相続人がいないときは、本条
（1）の規定により死亡保険金受取人となった者のうち生存している他の死亡保険金受取人を死亡保険金受取人としま
す。

（3）本条（1）および（2）により死亡保険金受取人となった者が２人以上いる場合、その受取割合は均等とします。

15．保険契約者

第36条（保険契約者の代表者）
（1）保険契約者が２人以上の場合には、代表者１人を定めてください。この場合、その代表者は他の保険契約者を代理
するものとします。

（2）本条（1）の代表者が定まらないか、またはその所在が不明のときは、当会社が保険契約者の１人に対してした行為
は、他の保険契約者に対しても効力を生じます。

（3）保険契約者が２人以上の場合には、その責任は連帯とします。

第37条（保険契約者の変更）
（1）保険契約者またはその承継人は、被保険者および当会社の同意を得て、保険契約上の一切の権利義務を第三者に承
継させることができます

（2）本条（1）の承継により、保険契約者の変更を請求するときは、保険契約者またはその承継人は、当会社所定の書類
（別表１）を提出してください。

（3）本条の規定により保険契約者の変更が行われたときは、保険証券に表示します。

第38条（保険契約者の住所の変更）
（1）保険契約者が住所を変更したときは、すみやかに当会社の本店または当会社の指定した場所に通知してください。
（2）本条（1）の通知がなく、保険契約者の住所を当会社が確認できなかった場合、当会社の知った最終の住所に発した
通知は、通常到達するために必要とする期間を経過した時に、保険契約者に到達したものとみなします。

16．年齢の計算ならびに契約年齢および性別の誤りの取扱い

第39条（年齢の計算）
（1）被保険者の契約年齢は、契約日現在の満年で計算し、１年未満の端数については切り捨てます。
（2）保険契約締結後の被保険者の年齢は、本条（1）の契約年齢に年単位の契約応当日ごとに１歳を加えて計算します。

第40条（契約年齢および性別の誤りの取扱い）
（1）保険契約申込書に記載された被保険者の契約年齢に誤りがあった場合は、次の方法により取り扱います。
① 契約日における実際の年齢が、当会社の定める契約年齢の範囲内であったときは、当会社の定める方法により計
算した金額を精算し、保険料を改めます。

② 契約日における実際の年齢が、当会社の定める契約年齢の範囲外であったときは、保険契約を無効とし、既に払
い込まれた保険料を保険契約者に払い戻します。ただし、契約日においては最低契約年齢に足りなかったが、その
事実が発見された日において既に最低契約年齢に達していたときには、最低契約年齢に達した日に契約したものと
して当会社の定める方法により計算した金額を精算し、保険料を改めます。

（2）保険契約申込書に記載された被保険者の性別に誤りがあった場合には、当会社の定める方法により計算した金額を
精算し、保険料を改めます。

17．契約者配当準備金の積立、契約者配当金の割当および支払

第41条（契約者配当準備金の積立）
当会社は、保険期間の初日の属する事業年度末において責任準備金および運用利率に基づく運用益が当会社の予定し

た利率（注）に基づく運用益を超えた場合、その超えた部分の運用益のうち、当会社の定める方法により計算された金
額を契約者配当準備金として積み立てます。さらに、その翌事業年度以後の毎事業年度末においてその事業年度にかか
る責任準備金、契約者配当準備金および運用利率に基づく運用益と当会社の予定した利率（注）に基づく運用益との差
額のうち当会社の定める方法により計算された金額を前事業年度末の契約者配当準備金に積み増しまたは取り崩します。

（注）保険料、保険金額等を算出する際に用いた利率をいいます。

第42条（契約者配当金の割当）
（1）当会社は、前条の規定によって積み立てた契約者配当準備金のうちから、毎事業年度末に、次の保険契約に対して、
当会社の定める方法により計算した契約者配当金を割り当てます。この場合、次の④の規定に該当する保険契約につ
いては、次の③の規定に該当した場合に割り当てる金額を下回る金額とし、次の②の規定に該当する保険契約につい
てはこれに準じた金額とします。
① 次の事業年度中に契約日の５年ごとの応当日が到来する保険契約。ただし、契約日の５年ごとの応当日が到来す
る前に保険金額の減額が行われる保険契約の減額部分を除きます。
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② 次の事業年度中に契約日から２年を超えて継続した後、保険金額の減額が行われる保険契約。ただし、前①に該
当する保険契約で契約日の５年ごとの応当日が到来した後に保険金額の減額が行われる保険契約を除きます。

③ 次の事業年度中に契約日から１年を超えて継続した後、保険金もしくは責任準備金の支払または保険期間の満了
により消滅する保険契約。ただし、前①に該当する保険契約および前②に該当する保険契約の減額部分を除きます。

④ 次の事業年度中に契約日から２年を超えて継続した後、解約または解除により消滅する保険契約。ただし、前①
に該当する保険契約および前②に該当する保険契約の減額部分を除きます。

（2）本条（1）のほか、契約日から当会社所定の年数を経過し、かつ、当会社所定の条件を満たす保険契約に対しても、
契約者配当金を割り当てることがあります。

第43条（契約者配当金の支払）
（1）当会社は、前条（1）①の規定によって割り当てた契約者配当金に基づき当会社の定める方法により計算した金額を、
次の事業年度の年単位の契約応当日の前日までの保険料が払い込まれている場合にかぎり、次の方法で支払います。
① 次の事業年度の年単位の契約応当日から当会社所定の利率による複利計算の利息をつけて当会社に積み立ててお
いて、保険契約が消滅したとき、または保険契約者から請求があったときに支払います。

② 前①の規定によって支払う契約者配当金は、保険金を支払うときは保険金とともにその保険金の受取人に、その
他のときは保険契約者に支払います。

（2）当会社は、前条（1）②の規定によって割り当てた契約者配当金に基づき当会社の定める方法により計算した金額を、
当会社の定める方法により、当会社所定の利率による複利計算の利息をつけて当会社に積み立てておいて、保険契約
が消滅したとき、または保険契約者から請求があったときに保険契約者に支払います。ただし、保険金を支払うとき
は保険金とともにその保険金の受取人に支払います。

（3）当会社は、前条（1）③および④の規定によって割り当てた契約者配当金に基づき当会社の定める方法により計算し
た金額を、保険契約者に支払います。ただし、保険金を支払うときは保険金とともにその保険金の受取人に支払いま
す。

（4）当会社は、本条（1）～（3）のほか、本条（1）に該当した保険契約がその直後の事業年度末までに減額されたと
きまたは消滅したときに、当会社の定める方法により、契約者配当金を支払います。

（5）前条（2）の規定によって割り当てた契約者配当金は、当会社の定める方法により支払います。
（6）契約者配当金の支払時期および支払場所については、第６条（保険金の請求、支払時期および支払場所）の規定を
準用します。

18．時効

第44条（時効）
保険金、解約返戻金、契約者配当金その他この保険契約に基づく諸支払金の支払または保険料払込みの免除を請求す

る権利は、３年間請求がない場合には消滅します。

19．被保険者の業務、転居および旅行

第45条（被保険者の業務、転居および旅行）
保険契約の継続中に、次の①～③の事由が生じた場合であっても、当会社は、保険契約の解除および保険料の変更を

行わずに保険契約上の責任を負います。
① 被保険者が従事する業務を変更した場合
② 被保険者が転居した場合
③ 被保険者が旅行した場合

20．管轄裁判所

第46条（管轄裁判所）
（1）この保険契約における保険金の請求に関する訴訟については、当会社の本店または保険金の受取人（注１）の住所
地と同一の都道府県内にある支社（注２）の所在地を管轄する地方裁判所をもって、合意による管轄裁判所とします。

（2）この保険契約における保険料払込みの免除の請求に関する訴訟については、本条（1）の規定を準用します。

（注１）保険金の受取人が２人以上いるときは、その代表者とします。
（注２）同一の都道府県内に支社がないときは、最寄りの支社とします。

21．契約内容の登録

第47条（契約内容の登録）
（1）当会社は、保険契約者および被保険者の同意を得て、次の事項を社団法人生命保険協会（以下本条において「協会」
といいます。）に登録します。
① 保険契約者ならびに被保険者の氏名、生年月日、性別および住所（市、区、郡までとします。）
② 死亡保険金の金額
③ 契約日（注１）
④ 当会社名

（2）本条（1）の登録の期間は、契約日（注１）から５年（注２）以内とします。
（3）協会加盟の各生命保険会社および全国共済農業協同組合連合会（以下本条において「各生命保険会社等」といいま
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読替前 読替後

被保険者 被共済者

保険契約 共済契約

死亡保険金 死亡共済金

災害死亡保険金 災害死亡共済金

保険金額 共済金額

高度障害保険金 後遺障害共済金

す。）は、本条（1）の規定により登録された被保険者について、保険契約（注３）の申込（注４）を受けたときまた
は更新日において被保険者が満１５歳未満の場合に保険契約（注３）が更新されるときは、協会に対して本条（1）の規
定により登録された内容について照会することができるものとします。この場合、協会からその結果の連絡を受ける
ものとします。

（4）各生命保険会社等は、本条（2）の登録の期間中に保険契約（注３）の申込（注４）があった場合、本条（3）によ
って連絡された内容を保険契約（注３）の承諾（注５）の判断の参考とすることができるものとします。

（5）各生命保険会社等は、契約日（注６）から５年（注２）以内に保険契約（注３）について死亡保険金、災害死亡保
険金または高度障害保険金の請求を受けたときは、協会に対して本条（1）の規定により登録された内容について照会
し、その結果を死亡保険金、災害死亡保険金または高度障害保険金の支払の判断の参考とすることができるものとし
ます。

（6）各生命保険会社等は、連絡された内容を承諾（注５）の判断または支払の判断の参考とする以外に用いないものと
します。

（7）協会および各生命保険会社等は、登録または連絡された内容を他に公開しないものとします。
（8）保険契約者または被保険者は、登録または連絡された内容について、当会社または協会に照会することができます。
また、その内容が事実と相違していることを知ったときは、その訂正を請求することができます。

（9）本条（3）～（5）および（注２）～（注６）中の下表「読替前」欄に記載の字句は、農業協同組合法に基づく共済
契約においては、それぞれ「読替後」欄に記載の字句に読み替えます。

（注１）復活または復旧の取扱いが行われた場合は、復活または復旧の日とし、複数回復活または復旧の取扱いが行われ
た場合には最後の復活または復旧の日とします。

（注２）契約日（注１）において被保険者が１５歳未満の場合は、「５年」または「被保険者が満１５歳に達する日までの期間」
のうちいずれか長い期間とします。

（注３）死亡保険金または災害死亡保険金のある保険契約をいいます。また、死亡保険金または災害死亡保険金のある特
約を含みます。

（注４）復活、復旧、保険金額の増額または特約の中途付加の申込を含みます。
（注５）復活、復旧、保険金額の増額または特約の中途付加の承諾を含みます。
（注６）復活、復旧、保険金額の増額または特約の中途付加の取り扱いが行われた場合は、各々の復活、復旧、保険金額

の増額または特約の中途付加の日とし、複数回各々の取扱いが行われた場合には最後の復活、復旧、保険金額の増
額または特約の中途付加の日とします。
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項目 提出書類

１ 死亡保険金

（1）当会社所定の請求書
（2）当会社所定の様式による医師の死亡証明書（ただし、事実確認が可能な場
合には、医師の死亡診断書または死体検案書をもってこれに代えることがで
きます。）

（3）被保険者の死亡事実が記載された住民票（ただし、事実確認が必要な場合
は戸籍謄（抄）本）

（4）死亡保険金受取人の戸籍謄（抄）本
（5）死亡保険金受取人の印鑑証明書
（6）最終の保険料払込みを証する書類
（7）保険証券

２ 高度障害保険金

（1）当会社所定の請求書
（2）当会社所定の様式による医師（被保険者が医師の場合には、被保険者以外
の医師）の診断書

（3）被保険者の住民票（ただし、受取人と同一の場合は不要。また、事実確認
が必要な場合は戸籍謄（抄）本）

（4）高度障害保険金の受取人の戸籍謄（抄）本と印鑑証明書
（5）最終の保険料払込みを証する書類
（6）保険証券

３ 保険料払込みの免除

（1）当会社所定の請求書
（2）不慮の事故であることを証する書類
（3）当会社所定の様式による医師（被保険者が医師の場合には、被保険者以外
の医師）の診断書

（4）最終の保険料払込みを証する書類
（5）保険証券

（注）当会社は、上記以外の書類の提出を求め、または上記の提出書類の一部の省略を認めることがあります。

別表１ 請求書類

（1）保険金、保険料払込免除の請求書類
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項目 提出書類

１ 保険契約の復活
（1）当会社所定の復活請求書
（2）被保険者についての当会社所定の告知書

２ 解約返戻金

（1）当会社所定の解約返戻金請求書
（2）保険契約者の印鑑証明書
（3）最終の保険料払込みを証する書類
（4）保険証券

３

契約内容の変更
・保険金額の減額
・延長定期保険への変更および
復旧

・払済保険への変更および復旧
・保険料払込期間の変更

（1）当会社所定の保険契約内容変更請求書
（2）保険契約者の印鑑証明書
（3）最終の保険料払込みを証する書類
（4）保険証券
（5）被保険者についての当会社所定の告知書（復旧の場合）

４ 契約者貸付

（1）当会社所定の請求書
（2）保険契約者の印鑑証明書
（3）最終の保険料払込みを証する書類
（4）保険証券

５
死亡保険金受取人の変更（遺言
による変更を含みます。）

（1）当会社所定の名義変更請求書
（2）保険契約者の印鑑証明書（遺言による変更の場合は、遺言書（写））
（3）保険証券

６ 保険契約者の変更
（1）当会社所定の名義変更請求書
（2）変更前の保険契約者の印鑑証明書
（3）保険証券

７ 積み立てた契約者配当金の支払
（1）当会社所定の支払請求書
（2）保険契約者の印鑑証明書
（3）保険証券

８
保険金等の受取人による保険契
約の存続の通知

（1）当会社所定の請求書
（2）保険契約者および請求者である保険金等の受取人の印鑑証明書
（3）債権者等に支払うべき金額の支払いを証する書類

（注）当会社は、上記以外の書類の提出を求め、または上記の提出書類の一部の省略を認めることがあります。また、
１の請求については、当会社の指定した医師に被保険者の診断を行わせることがあります。

（2）その他の請求書類
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分類項目 基本分類表番号

１．鉄道事故 Ｅ８００～Ｅ８０７

２．自動車交通事故 Ｅ８１０～Ｅ８１９

３．自動車非交通事故 Ｅ８２０～Ｅ８２５

４．その他の道路交通機関事故 Ｅ８２６～Ｅ８２９

５．水上交通機関事故 Ｅ８３０～Ｅ８３８

６．航空機および宇宙交通機関事故 Ｅ８４０～Ｅ８４５

７．他に分類されない交通機関事故 Ｅ８４６～Ｅ８４８

８．医薬品および生物学的製剤による不慮の中毒
ただし、外用薬または薬物接触によるアレルギー、皮膚炎などは含まれません。また、疾病の診断、

治療を目的としたものは除外します。
Ｅ８５０～Ｅ８５８

９．その他の固体、液体、ガスおよび蒸気による不慮の中毒
ただし、洗剤、油脂およびグリース、溶剤その他の化学物質による接触皮膚炎ならびにサルモネラ

性食中毒、細菌性食中毒 （ブドー球菌性、ボツリヌス菌性、その他および詳細不明の細菌性食中毒）
およびアレルギー性・食餌性・中毒性の胃腸炎、大腸炎は含まれません。

Ｅ８６０～Ｅ８６９

１０．外科的および内科的診療上の患者事故
ただし、疾病の診断、治療を目的としたものは除外します。

Ｅ８７０～Ｅ８７６

１１．患者の異常反応あるいは後発合併症を生じた外科的および内科的処置で処置時事故の記載のないも
の
ただし、疾病の診断、治療を目的としたものは除外します。

Ｅ８７８～Ｅ８７９

１２．不慮の墜落 Ｅ８８０～Ｅ８８８

１３．火災および火焔による不慮の事故 Ｅ８９０～Ｅ８９９

１４．自然および環境要因による不慮の事故
ただし、「過度の高温（Ｅ９００）中の気象条件によるもの」、「高圧、低圧および気圧の変化（Ｅ９０２）」、

「旅行および身体動揺（Ｅ９０３）」および「飢餓、渇、不良環境曝露および放置（Ｅ９０４）中の飢餓、渇」
は除外します。

Ｅ９００～Ｅ９０９

１５．溺水、窒息および異物による不慮の事故
ただし、疾病による呼吸障害、嚥下障害、精神神経障害の状態にある者の「食物の吸入または嚥下

による気道閉塞または窒息（Ｅ９１１）」、「その他の物体の吸入または嚥下による気道の閉塞または窒息
（Ｅ９１２）」は除外します。

Ｅ９１０～Ｅ９１５

１６．その他の不慮の事故
ただし、「努力過度および激しい運動（Ｅ９２７）中の過度の肉体行使、レクリエーション、その他の

活動における過度の運動」および「その他および詳細不明の環境的原因および不慮の事故（Ｅ９２８）中
の無重力環境への長期滞在、騒音暴露、振動」は除外します。

Ｅ９１６～Ｅ９２８

１７．医薬品および生物学的製剤の治療上使用による有害作用
ただし、外用薬または薬物接触によるアレルギー、皮膚炎などは含まれません。また、疾病の診断、

治療を目的としたものは除外します。
Ｅ９３０～Ｅ９４９

１８．他殺および他人の加害による損傷 Ｅ９６０～Ｅ９６９

１９．法的介入
ただし、「処刑（Ｅ９７８）」は除外します。

Ｅ９７０～Ｅ９７８

２０．戦争行為による損傷 Ｅ９９０～Ｅ９９９

別表２ 対象となる不慮の事故

対象となる不慮の事故とは急激かつ偶発的な外来の事故（ただし、疾病または体質的な要因を有する者が軽微な外因によ
り発症しまたはその症状が増悪したときには、その軽微な外因は急激かつ偶発的な外来の事故とみなしません。）で、かつ、
昭和５３年１２月１５日行政管理庁告示第７３号に定められた分類項目中の下表に記載のものとし、分類項目の内容については、「厚
生省大臣官房統計情報部編、疾病、傷害および死因統計分類提要、昭和５４年版」によるものとします。
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対象となる高度障害状態 備考

１
両眼の視力を全く永久に失った
もの

（1）視力の測定は、万国式試視力表により、１眼ずつ、きょう正視力について測定し
ます。

（2）「視力を全く永久に失ったもの」とは、視力が０．０２以下になって回復の見込のな
い場合をいいます。

（3）視野狭さくおよび眼瞼下垂による視力障害は視力を失ったものとはみなしません。

２
言語またはそしゃくの機能を全
く永久に失ったもの

（1）「言語の機能を全く永久に失ったもの」とは、次の３つの場合をいいます。
① 語音構成機能障害で、口唇音、歯舌音、口蓋音、こう頭音の４種のうち、３種
以上の発音が不能となり、その回復の見込がない場合

② 脳言語中枢の損傷による失語症で、音声言語による意志の疎通が不可能となり、
その回復の見込がない場合

③ 声帯全部のてき出により発音が不能な場合
（2）「そしゃくの機能を全く永久に失ったもの」とは、流動食以外のものは摂取でき
ない状態で、その回復の見込のない場合をいいます。

３
中枢神経系・精神または胸腹部
臓器に著しい障害を残し、終身
常に介護を必要とするもの

「常に介護を必要とするもの」とは、食物の摂取、排便・排尿・その後始末、および
衣服着脱・起居・歩行・入浴のいずれもが自分ではできず、常に他人の介護を必要と
する状態をいいます。

４
両上肢とも、手関節以上で失っ
たかまたはその用を全く永久に
失ったもの

「上・下肢の用を全く永久に失ったもの」とは、完全にその運動機能を失ったもので
次のいずれかの場合をいいます。
① 上・下肢の完全運動麻ひで回復の見込みのない場合
② 上・下肢においてそれぞれ３大関節（上肢においては肩関節、ひじ関節および
手関節、下肢においてはまた関節、ひざ関節および足関節）の完全強直で、回復
の見込のない場合

５
両下肢とも、足関節以上で失っ
たかまたはその用を全く永久に
失ったもの

６

１上肢を手関節以上で失い、か
つ、１下肢を足関節以上で失っ
たかまたはその用を全く永久に
失ったもの

７
１上肢の用を全く永久に失い、
かつ、１下肢を足関節以上で失
ったもの

別表３ 対象となる高度障害状態

対象となる高度障害状態とは、次のいずれかの状態をいいます。
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対象となる身体障害状態 備考

１
１眼の視力を全く永久に失った
もの

（1）視力の測定は、万国式試視力表により、１眼ずつ、きょう正視力について測定し
ます。

（2）「視力を全く永久に失ったもの」とは、視力が０．０２以下になって回復の見込のな
い場合をいいます。

（3）視野狭さくおよび眼瞼下垂による視力障害は視力を失ったものとはみなしません。

２
両耳の聴力を全く永久に失った
もの

（1）聴力の測定は、日本工業規格（昭和５７年８月１４日改定）に準拠したオージオメー
タで行います。

（2）「聴力を全く永久に失ったもの」とは、周波数５００・１，０００・２，０００ヘルツにおける
聴力レベルをそれぞれａ・ｂ・ｃデシベルとしたとき、
１／４（ａ＋２ｂ＋ｃ）

の値が９０デシベル以上（耳介に接しても大声語を理解しえないもの）で回復の見込
のない場合をいいます。

３
脊柱に著しい奇形または著しい
運動障害を永久に残すもの

（1）「脊柱の著しい奇形」とは、脊柱の奇形が通常の衣服を着用しても外部から見て
明らかにわかる程度以上のものをいいます。

（2）「脊柱の著しい運動障害」とは、次のいずれかの場合をいいます。
① 頸椎における完全強直の場合
② 胸椎以下における前後屈、左右屈および左右回旋の３種の運動のうち、２種以
上の運動が生理的範囲の２分の１以下に制限された場合

４

１上肢を手関節以上で失ったか
または１上肢の用もしくは１上
肢の３大関節中の２関節の用を
全く永久に失ったもの

（1）「上・下肢の用を全く永久に失ったもの」とは、完全にその運動機能を失ったも
ので次のいずれかの場合をいいます。
① 上・下肢の完全運動麻ひで回復の見込みのない場合
② 上・下肢においてそれぞれ３大関節（上肢においては肩関節、ひじ関節および
手関節、下肢においてはまた関節、ひざ関節および足関節）の完全強直で、回復
の見込のない場合

（2）「関節の用を全く永久に失ったもの」とは、次のいずれかの場合をいいます。
① 関節の完全強直で回復の見込のない場合
② 人工骨頭もしくは人工関節をそう入置換した場合

５

１下肢を足関節以上で失ったか
または１下肢の用もしくは１下
肢の３大関節中の２関節の用を
全く永久に失ったもの

６

１手の５手指を失ったかまたは
第１指（母指）および第２指
（示指）を含んで４手指を失った
もの

「手指を失ったもの」とは、第１指（母指）においては指節間関節、その他の手指は
近位指節間関節以上を失ったものをいいます。

７
１０手指の用を全く永久に失った
もの

「手指の用を全く永久に失ったもの」とは、次のいずれかの場合をいいます。
① 手指の末節の２分の１以上を失った場合
② 手指の中手指節関節もしくは近位指節間関節（第１指（母指）においては指節
間関節）の運動範囲が生理的運動範囲の２分の１以下で回復の見込のない場合

８ １０足指を失ったもの 「足指を失ったもの」とは、足指全部を失ったものをいいます。

別表４ 対象となる身体障害の状態

対象となる身体障害の状態とは、次のいずれかの状態をいいます。
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第１条 特約保険金の支払
第２条 特約保険金の支払に関する補則
第３条 特約保険金支払の免責事由に該当した場合の

取扱い
第４条 特約保険金の請求、支払時期および支払場所
第５条 特約保険料の払込免除
第６条 特約の締結
第７条 特約の責任開始期
第８条 特約の保険期間および保険料払込期間
第９条 特約保険料の払込み
第10条 猶予期間中の支払事由の発生と保険料の取扱

い
第11条 特約の失効
第12条 特約の復活
第13条 詐欺による取消および不法取得目的による無

効ならびに告知義務および告知義務違反によ
る解除

第14条 重大事由による解除
第15条 特約の解約
第16条 特約の返戻金
第17条 特約の消滅とみなす場合
第18条 特約保険金額の減額

第19条 特約の復旧
第20条 特約の更新
第21条 特約の契約者配当
第22条 主契約の内容変更に伴う特約の取扱い
第23条 主契約について保険料の振替貸付の規定を適

用する場合の取扱い
第24条 主契約を延長定期保険または払済保険に変更

する場合の取扱い
第25条 管轄裁判所
第26条 契約内容の登録
第27条 主約款の規定の準用
第28条 終身保険、５年ごと利差配当付終身保険、５

年ごと利差配当付総合終身保険、５年ごと利
差配当付低解約返戻金型終身保険または５年
ごと利差配当付低解約返戻金型総合終身保険
に付加した場合の特則

第29条 ５年ごと利差配当付個人年金保険に付加した
場合の特則

第30条 養老保険または５年ごと利差配当付養老保険
に付加した場合の特則

第31条 ５年ごと利差配当特約の不適用

平準定期保険特約条項

支払額 特約保険金額

受取人 特約死亡保険金受取人（※１）

特約保険金を支払う場合（以
下「支払事由」といいます。）

被保険者がこの特約の保険期間中に死亡したとき。

支払事由に該当しても特約保
険金を支払わない場合（以下
「免責事由」といいます。）

次のいずれかにより上記の支払事由が生じたとき。
ア．この特約の責任開始期（※２）の属する日（以下「責任開始日」といいます。）
からその日を含めて３年以内の自殺

イ．保険契約者または特約死亡保険金受取人の故意
ウ．戦争その他の変乱

平準定期保険特約条項 目次

（平成２２年３月２日改定）
（この特約の概要）
この特約は、被保険者がこの特約の保険期間中に死亡し、または所定の高度障害状態になった場合に、特約死亡保険金また

は特約高度障害保険金を支払うこと、および所定の条件を満たした場合にその後の特約保険料の払込みの免除を行うことを主
な内容とするものです。なお、特約死亡保険金額および特約高度障害保険金額は同額です。

第１条（特約保険金の支払）
この特約において支払う特約保険金は、次のとおりです。
① 特約死亡保険金

（※１）特約死亡保険金受取人は主たる保険契約（以下「主契約」といいます。）の死亡保険金受取人とし、それ以
外の者に変更することはできません。

（※２）復活の取扱いが行われた場合は、復活における責任開始期とし、複数回復活の取扱いが行われた場合は、最
後の復活における責任開始期とし、また、復旧の取扱いが行われた後の復旧部分の責任開始期についてもこれ
と同様とします。
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支払額 特約保険金額

受取人 特約高度障害保険金受取人（※１）

支払事由

被保険者がこの特約の責任開始期（※２）以後の傷害または疾病を原因として、この特約の保険期
間中に高度障害状態（別表２）に該当したとき。この場合、責任開始期（※２）前に既に生じてい
た障害状態に責任開始期（※２）以後の傷害または疾病（※３）を原因とする障害状態が新たに加
わって高度障害状態（別表２）に該当したときを含みます。

免責事由
次のいずれかにより上記の支払事由が生じたとき。
ア．保険契約者または被保険者の故意
イ．戦争その他の変乱

② 特約高度障害保険金

（※１）特約高度障害保険金受取人は主契約の高度障害保険金の受取人とし、それ以外の者に変更することはできま
せん。

（※２）復活の取扱いが行われた場合は、復活における責任開始期とし、複数回復活の取扱いが行われた場合は、最
後の復活における責任開始期とし、また、復旧の取扱いが行われた後の復旧部分の責任開始期についてもこれ
と同様とします。

（※３）責任開始期（※２）前に既に生じていた障害状態の原因となった傷害または疾病と因果関係のない傷害また
は疾病に限ります。

第２条（特約保険金の支払に関する補則）
（1）被保険者の生死が不明の場合でも、当会社が死亡したものと認めたときは、特約死亡保険金を支払います。
（2）当会社が特約高度障害保険金を支払った場合には、この特約は、被保険者が高度障害状態に該当した時に消滅した
ものとみなします。

（3）次の①～③のいずれかに該当する場合には、当会社は、被保険者がこの特約の責任開始期（注１）前に発病した疾
病または被った傷害（以下、本（3）において「責任開始期前の疾病等」といいます。）を、この特約の責任開始期
（注１）以後に生じたものとみなして前条②の規定を適用し、本条（5）の規定は適用しません。
① この特約の締結、復活または復旧の際、告知等により当会社が責任開始期前の疾病等について知っていた場合、
または過失により知らなかった場合（責任開始期前の疾病等について、保険契約者または被保険者から告知されな
かったことにより、当会社が事実の一部を知らなかった場合を除きます。）

② この特約の締結、復活または復旧の際、責任開始期前の疾病等について、保険媒介者（注２）が保険契約者また
は被保険者に対し、告知をすることを妨げた場合、告知しないことを勧めた場合、または事実でないことを告げる
ことを勧めた場合

③ 責任開始期前の疾病等について、次のア．およびイ．を満たし、かつ、責任開始期（注１）前に、被保険者の身
体に生じた症状について保険契約者および被保険者の認識および自覚がなかったことが明らかな場合
ア．責任開始期（注１）前に、被保険者が医師の診察を受けたことがない。
イ．責任開始期（注１）前に、被保険者が健康診断（定期健康診断、人間ドック等、健康状態を評価することで疾
患の予防・早期発見に役立てることを目的として行う診察・検査・検診をいいます。）による異常の指摘を受けた
ことがない。

（4）特約高度障害保険金を支払う前に被保険者が死亡したときは、当会社は、特約高度障害保険金を支払いません。た
だし、前条①に定める特約死亡保険金の免責事由に該当した場合もしくは特約死亡保険金の請求がなされないことが
確定した場合にはこの限りではありません。また、特約高度障害保険金を支払った後に特約死亡保険金の請求を受け
ても、当会社は、その特約死亡保険金を支払いません。

（5）主契約の締結後にこの特約を付加したときで、主契約の高度障害保険金が支払われる場合でも、その支払事由の原
因の発生が、この特約の責任開始期（注１）前であるときは、以下のとおり取り扱います。
① この特約の特約高度障害保険金は支払いません。
② 被保険者が高度障害状態（別表２）になった時に、この特約は消滅したものとみなして、当会社は、この特約の
責任準備金（注３）を特約高度障害保険金受取人に支払います。

（6）特約保険金を支払うときに主契約の普通保険約款（以下「主約款」といいます。）の規定による保険料の振替貸付ま
たは契約者貸付があるときは、当会社は、特約保険金からそれらの元利金を差し引きます。

（7）この特約が更新されない場合において、次の①～③の全てに該当する場合には、この特約の保険期間の満了時に高
度障害状態（別表２）に該当したものとみなして特約高度障害保険金を支払います。
① 被保険者がこの特約の保険期間中に、回復の見込みの有無を除いては高度障害状態（別表２）に該当したこと。
② この特約の保険期間の満了時にその回復の可能性が少しでもあるか、または回復の可能性の有無の判断ができな
い場合において、満了後も引き続きその状態が継続したこと。

③ この特約の保険期間の満了後に、その回復の見込みがないことが明らかになって高度障害状態（別表２）に該当
したこと。

（注１）復活の取扱いが行われた場合は、復活における責任開始期とし、複数回復活の取扱いが行われた場合は、最後の
復活における責任開始期とし、また、復旧の取扱いが行われた後の復旧部分の責任開始期についてもこれと同様と
します。

（注２）当会社のために保険契約の締結の媒介を行うことができる者をいいます。
（注３）主約款の規定による保険料の振替貸付または契約者貸付があるときは、この特約の責任準備金からそれらの元利

金を差し引きます。

約款 42



特約の付加と承諾の時期
特約上の責任が開始される時

（責任開始期）

① 主契約締結の際、主契約に付加する場合 主契約の責任開始期と同一

②
主契約の契約日後、主契約に付加する場合で、当会社
が保険契約者からの特約付加の申込を承諾した場合

当会社所定の保険料および精算額を当会社が受け取った
時または告知の時のいずれか遅い時

第３条（特約保険金支払の免責事由に該当した場合の取扱い）
（1）特約死亡保険金受取人が故意に被保険者を死亡させた場合で、その受取人がこの特約死亡保険金の一部の受取人で
あるときは、特約死亡保険金の残額を他の特約死亡保険金受取人に支払い、支払わない部分の責任準備金を保険契約
者に支払います。

（2）被保険者が戦争その他の変乱によって死亡し、または高度障害状態（別表２）に該当した場合でも、その原因によ
って死亡し、または高度障害状態に該当した被保険者の数の増加について、当会社がこの特約の計算の基礎に及ぼす
影響が少ないと認めたときは、その程度に応じ、特約死亡保険金または特約高度障害保険金の全額を支払い、または
その金額を削減して支払います。

（3）次のいずれかの免責事由に該当したことによって、特約死亡保険金が支払われないときは、当会社は、この特約の
責任準備金を保険契約者に支払います。
① この特約の責任開始日からその日を含めて３年以内に被保険者が自殺したとき。
② 特約死亡保険金受取人が故意に被保険者を死亡させたとき。
③ 戦争その他の変乱によって被保険者が死亡したとき。

（4）保険契約者が故意に被保険者を死亡させたことによって、特約死亡保険金が支払われないときは、本条（1）および
（3）の規定にかかわらず、当会社は責任準備金その他の返戻金を支払いません。

第４条（特約保険金の請求、支払時期および支払場所）
（1）特約保険金の支払事由が生じたときは、保険契約者またはその特約保険金の受取人は、すみやかに当会社に通知し
てください。

（2）特約保険金の支払事由が生じたときは、その特約保険金の受取人は、当会社所定の書類（別表１）を提出して、そ
の特約保険金を請求してください。

（3）主約款に定める保険金の支払時期および支払場所に関する規定は、この特約による保険金の支払の場合に準用しま
す。

第５条（特約保険料の払込免除）
（1）主約款の規定によって、主契約の保険料払込みが免除された場合には、同時にこの特約の保険料払込みを免除しま
す。

（2）本条（1）のほか、次の①または②の場合にも主約款の保険料払込みの免除に関する規定を準用して、この特約の保
険料の払込みを免除します。
① 主契約の保険料の払込方法（回数）が一時払のとき。
② この特約の保険料払込期間と主契約の保険料払込期間とが異なる場合で、主契約の保険料払込期間経過後のとき。

（3）この特約の保険料の払込方法（回数）が一時払の場合には、本条（1）、（2）の規定は適用しません。

第６条（特約の締結）
保険契約者は、主契約の契約日以後、被保険者の同意および当会社の承諾を得て、この特約を主契約に付加して締結

することができます。

第７条（特約の責任開始期）
（1）当会社は、下表の「特約上の責任が開始される時（責任開始期）」からこの特約上の責任を負います。

（2）この特約に関する保険証券の交付については、主約款または他の特約条項の規定によります。

第８条（特約の保険期間および保険料払込期間）
この特約の保険期間および保険料払込期間は、主契約の保険期間の満了する日を限度とし、当会社所定の範囲内で定

めます。

第９条（特約保険料の払込み）
（1）この特約（特約保険料の払込方法（回数）が一時払の場合を除きます。以下本条において同じ。）の保険料は、主契
約の保険料とともに払い込むことを必要とします。保険料の前納または一括払の場合も同様とします。

（2）本条（1）の規定にかかわらず、主契約の保険料の払込方法（回数）が一時払の場合には、この特約の保険料は、一
括して前納することを必要とします。

（3）この特約が保険料払込期間中に消滅したときまたはこの特約の保険料の払込みが免除されたときのこの特約の未経
過部分の保険料（以下「未経過保険料」といいます。）の取扱いについては、主約款の規定を準用します。ただし、主
約款に未経過保険料の取扱いに関する規定がない場合には、この特約の未経過保険料の支払いはありません。

（4）本条（1）に定めるこの特約の保険料が払い込まれないまま、主約款の保険料の払込みに関する規定に定める契約応
当日（注）以後その日の属する月の末日までに特約保険金の支払事由が生じた場合には、当会社は、その支払うべき
金額から未払込保険料を差し引きます。

（5）主契約の保険料が払い込まれ、この特約の保険料が払い込まれない場合には、この特約は、主約款に定める保険料
払込みの猶予期間が満了した時から将来に向って解約されたものとします。

（6）この特約の保険料払込期間と主契約の保険料払込期間とが異なる場合には、主契約の保険料払込期間経過後におい
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て払い込むべきこの特約の保険料は、主契約の保険料の払込方法（回数）にかかわらず年払保険料とし、主契約の保
険料払込期間の満了日の属する月の末日までに一括して前納することを必要とします。

（7）本条（6）の場合には、主約款に定める保険料の払込み、前納および猶予期間の規定を準用します。
（8）本条（6）に規定する前納が行われなかった場合には、この特約は主契約の保険料払込期間が満了した時に解約され
たものとします。

（注）月払契約の場合は月単位、半年払契約の場合は半年単位、年払契約の場合は年単位の契約応当日とします。

第10条（猶予期間中の支払事由の発生と保険料の取扱い）
保険料払込みの猶予期間中に、特約保険金の支払事由が発生した場合には、当会社は、特約保険金から未払込保険料

を差し引きます。

第11条（特約の失効）
主契約が効力を失った場合には、この特約も同時に将来に向って効力を失います。

第12条（特約の復活）
（1）主契約の復活請求の際には、この特約についても同時に復活の請求があったものとします。
（2）当会社は、本条（1）の規定によって請求された特約の復活を承諾した場合には、主約款の復活の規定を準用して、
この特約の復活の取扱いをします。

第13条（詐欺による取消および不法取得目的による無効ならびに告知義務および告知義務違反による解除）
この特約の締結、復活または復旧に際しては主約款の以下①～③の規定を準用します。
① 詐欺による取消に関する規定
② 不法取得目的による無効に関する規定
③ 告知義務および告知義務違反による解除に関する規定

第14条（重大事由による解除）
（1）当会社は、次の①～⑥のいずれかに定める事由が生じた場合には、将来に向ってこの特約を解除することができま
す。
① 保険契約者または特約死亡保険金受取人が、特約死亡保険金（注）を詐取する目的または他人に詐取させる目的
で、事故招致（未遂を含みます。）をした場合

② 保険契約者または被保険者が、この特約の特約高度障害保険金を詐取する目的または他人に詐取させる目的で、
事故招致（未遂を含みます。）をした場合

③ 保険契約者または被保険者が、当会社にこの特約の保険料払込免除をさせる目的で、事故招致（未遂を含みます。）
をした場合

④ この特約の特約保険金の請求に関し、特約保険金の受取人に詐欺行為（未遂を含みます。）があった場合
⑤ 他の保険契約との重複によって、被保険者にかかる特約死亡保険金（注）の保険金額の合計が著しく過大であっ
て、保険制度の目的に反する状態がもたらされるおそれがある場合

⑥ 次のア．またはイ．に該当する等により、当会社の保険契約者、被保険者または特約保険金の受取人に対する信
頼を損ない、この特約の存続を困難とする前①～⑤に掲げる事由と同等の重大な事由がある場合
ア．主契約が重大事由によって解除されたとき。
イ．保険契約者、被保険者または特約保険金の受取人が他の保険者との間で締結した保険契約または共済契約が重
大事由により解除されたとき。

（2）当会社は、特約保険金の支払事由または特約保険料払込みの免除事由が生じた後でも、本条（1）の規定によってこ
の特約を解除することができます。この場合には、本条（1）①～⑥に定める事由の発生時以降に生じた支払事由によ
る特約保険金および特約保険料の払込みの免除は、次の①および②のとおり取り扱います。
① 特約保険金は支払いません。また、既に特約保険金を支払っていたときは、特約保険金の返還を請求します。
② 特約保険料の払込みは免除しません。また、既に特約保険料の払込みを免除していたときは、その特約保険料の
払込みはなかったものとします。

（3）本条の規定によってこの特約を解除するときは、当会社は、その旨を保険契約者に通知します。ただし、保険契約
者またはその住所もしくは居所が不明であるか、その他正当な理由によって保険契約者に通知できない場合には、当
会社は、被保険者または特約保険金の受取人に通知します。

（4）本条の規定によってこの特約を解除したときは、当会社は、解約返戻金と同額の返戻金を保険契約者に支払います。

（注）本条（1）①および⑤においては、保険種類および保険金の名称がいかなる場合であっても他の保険契約の死亡保
険金を含みます。

第15条（特約の解約）
保険契約者は、いつでも将来に向ってこの特約を解約し、解約返戻金を請求することができます。

第16条（特約の返戻金）
（1）この特約の解約返戻金は、当会社の定める計算方法に従い計算します。ただし、主約款の規定による保険料の振替
貸付または契約者貸付があるときは、この特約の解約返戻金をそれらの元利金の返済にあてます。

（2）この特約が次条①の規定により消滅したとき（注）は、本条（1）と同様に取り扱います。
（3）この特約の解約返戻金額は、主契約の解約返戻金額とあわせて保険証券に例示します。
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（4）主約款の契約者貸付の規定を適用する場合には、この特約の解約返戻金は、主契約の解約返戻金に加えません。

（注）第２条（特約保険金の支払に関する補則）（5）および第３条（特約保険金支払の免責事由に該当した場合の取扱い）
（4）の場合は除きます。

第17条（特約の消滅とみなす場合）
次の①または②の場合には、この特約は消滅したものとみなします。
① 主契約が解約その他の事由によって消滅したとき。
② 主契約が延長定期保険または払済保険に変更されたとき。

第18条（特約保険金額の減額）
（1）保険契約者は、当会社の定める単位にて、特約保険金額を減額することができます。ただし、減額後の特約保険金
額は、当会社の定める金額以上であることを必要とします。

（2）本条（1）の規定によって、この特約の保険金額が減額された場合には、減額分は解約されたものとして取り扱いま
す。

第19条（特約の復旧）
（1）延長定期保険または払済保険に変更された主契約について元の保険契約への復旧の請求があった場合には、第１７条
（特約の消滅とみなす場合）②の規定によって消滅したこの特約も同時に復旧の請求があったものとします。

（2）当会社が本条（1）の規定によって請求された復旧を承諾した場合には、主約款の復旧の規定を準用して、この特約
の復旧の取扱いをします。

第20条（特約の更新）
（1）この特約の保険期間が満了する場合、この特約は、保険期間の満了日の翌日に更新して継続されるものとし、この
日を更新日とします。ただし、保険契約者がその満了日の２か月前までにこの特約を継続しない旨を通知した場合に
は更新しません。

（2）本条（1）の規定にかかわらず、次の①～③のいずれかに該当する場合は、当会社は、本条（1）の更新を取り扱い
ません。
① この特約の保険期間の満了日の翌日における被保険者の年齢が当会社の定める範囲を超えるとき。
② この特約の保険期間の満了日が主契約の保険料払込期間の満了日と同一、またはこれを超えているとき。
③ 主契約の保険料の払込方法（回数）が一時払のとき。

（3）更新後のこの特約の保険期間は、更新前のこの特約の保険期間と同一とします。ただし、次の①または②のいずれ
かに該当する場合は、更新後のこの特約の保険期間を当会社所定の保険期間に変更します。
① 更新後のこの特約の保険期間の満了日の翌日における被保険者の年齢が当会社の定める範囲を超えるとき。
② 更新後のこの特約の保険期間の満了日が主契約の保険料払込期間の満了日を超えるとき。

（4）本条（3）のほか、この特約は、当会社の定める取扱方法により、保険期間を変更して更新することがあります。
（5）更新後のこの特約の保険期間と保険料払込期間は同一とします。
（6）更新されたこの特約の保険期間は更新日からその日を含めて計算するものとし、更新後のこの特約の保険料は、更
新日現在の被保険者の年齢によって計算します。

（7）更新後のこの特約の保険料の払込方法（回数）は、主契約の保険料の払込方法（回数）（注）と同一とし、更新後の
この特約の第１回保険料は、更新日の属する月を払込期月とする主契約の保険料とともに払い込むことを必要としま
す。この場合、主契約の保険料の払込方法（回数）に応じた保険料払込みの猶予期間の規定によるほか第９条（特約
保険料の払込み）（5）の規定を準用します。

（8）更新後のこの特約の第１回保険料および同時に払い込むべき主契約の保険料が猶予期間中に払い込まれない場合に
は、主約款に定める保険料の振替貸付の規定を準用します。

（9）更新後のこの特約の第１回保険料および同時に払い込むべき主契約の保険料が払い込まれないまま、更新日以後猶
予期間の満了する日までに次の①～③のいずれかに該当した場合には、第９条（特約保険料の払込み）（4）および第
１０条（猶予期間中の支払事由の発生と保険料の取扱い）の規定を準用します。
① この特約の保険金の支払事由が生じたとき。
② 主契約の保険料払込みの免除事由が生じたとき。
③ 主契約に付加されている特約の保険金または給付金の支払事由が生じたとき。

（10）この特約が更新された場合には、その旨を保険契約者に通知し、次の①および②によって取り扱います。
① 更新後のこの特約には更新時の特約条項および保険料率が適用されます。
② 次の規定に関しては、更新前のこの特約の保険期間と更新後のこの特約の保険期間とは継続されたものとします。
ア．第１条（特約保険金の支払）
イ．第１３条（詐欺による取消および不法取得目的による無効ならびに告知義務および告知義務違反による解除）③

（11）この特約の保険料の払込方法（回数）が一時払の場合で、主契約の保険料の払込みが免除されたときは、本条（1）
の規定は適用せず、次の①、②のとおり取り扱います。
① 保険契約者が、この特約の保険期間の満了日までにこの特約の更新の請求を行ったときは、この特約の更新を取
り扱います。

② 前①の場合、この特約の保険期間の満了日の翌日を更新日とし、本条（2）～（4）、（6）および（10）の規定に
よるほか、次のとおりとします。
ア．本条（5）、（7）および（8）の規定は適用せず、更新後のこの特約の保険料の払込方法（回数）は一時払とし、
更新日の属する月の末日までに払い込むことを必要とします。この場合、主契約の保険料の払込方法（回数）に
応じた保険料払込みの猶予期間の規定によるほか、第９条（特約保険料の払込み）（5）の規定を準用します。
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イ．更新後のこの特約の保険料が払い込まれないまま、更新日以後猶予期間の満了する日までにこの特約の保険金
の支払事由が生じたときは、本条（9）の規定は適用せず、第９条（特約保険料の払込み）（4）および第１０条（猶
予期間中の支払事由の発生と保険料の取扱い）の規定を準用します。

（12）更新時に当会社がこの特約の締結を取り扱っていないときは、当会社所定の特約により更新されることがあります。

（注）主契約が一時払保険部分と分割払保険部分から構成されている場合は、分割払保険部分の保険料の払込方法（回数）
とします。

第21条（特約の契約者配当）
この特約に対しては、契約者配当はありません。

第22条（主契約の内容変更に伴う特約の取扱い）
（1）主契約の保険金額を減額した場合でも、この特約はそのまま有効に継続します。
（2）本条（1）の規定にかかわらず、主契約の保険金額に対するこの特約の保険金額（注１）の割合が、当会社所定の限
度を超えることとなるときは、当会社の定める方法により、その限度まで特約保険金額を減額します。ただし、減額
後の特約保険金額が当会社の定める金額未満となるときは、この特約は解約されたものとします。

（3）本条（2）の規定によって、特約保険金額が減額された場合には、減額分は、解約されたものとして取り扱います。
（4）主契約の保険期間を短縮した場合、この特約の保険期間が、主契約の保険期間の満了する日を超えることとなると
きは、主契約の保険期間の終期に合わせてこの特約の保険期間を変更します。ただし、変更後のこの特約の保険期間
が、当会社の定める保険期間に満たないときは、この特約は解約されたものとします。

（5）主契約の保険料払込期間を変更した場合、この特約の保険料払込期間を変更することがあります。ただし、変更後
のこの特約の保険料払込期間が、当会社の定める保険料払込期間に満たないときは、この特約は解約されたものとし
ます。

（6）本条（4）および（5）の規定により、この特約の保険期間または保険料払込期間が変更された場合には、責任準備
金（注２）の差額を授受し、その後の特約保険料を改めます。この場合、主約款の規定による保険料の振替貸付また
は契約者貸付があるときは、返戻金をそれらの元利金の返済にあてます。

（7）主契約の保険期間を延長した場合、この特約の保険期間は変更せず、そのまま有効に継続します。

（注１）主契約に付加されている他の特約の保険金額等（別表３）を含みます。
（注２）主約款に未経過保険料の取扱いに関する規定があるときは、この特約の未経過保険料を加えます。

第23条（主契約について保険料の振替貸付の規定を適用する場合の取扱い）
（1）主契約について主約款の保険料の振替貸付の規定を適用する場合には、この特約の解約返戻金（注）を、主契約の
解約返戻金に加えて取り扱います。

（2）本条（1）の保険料の振替貸付は、主契約の保険料と、特約保険料の払込方法（回数）が一時払を除くこの特約（更
新後のこの特約を含みます。）の保険料との合計額について行うものとします。

（注）主約款に未経過保険料の取扱いに関する規定があるときは、この特約の未経過保険料を加えます。

第24条（主契約を延長定期保険または払済保険に変更する場合の取扱い）
主約款の規定により主契約を延長定期保険または払済保険に変更する場合には、この特約の解約返戻金（注）を、主

契約の解約返戻金に加え、この特約の保険金額を、主契約の保険金額に加えて取り扱います。

（注）第９条（特約保険料の払込み）（3）の規定により当会社が支払うべき未経過保険料があるときは、第９条（特約保
険料の払込み）（3）の規定にかかわらず、当会社は未経過保険料を支払わず、その金額を主契約の解約返戻金に加え
て取り扱います。

第25条（管轄裁判所）
この特約における保険金または保険料払込みの免除の請求に関する訴訟については、主約款の管轄裁判所の規定を準

用します。

第26条（契約内容の登録）
（1）当会社は、保険契約者および被保険者の同意を得て、次の事項を社団法人生命保険協会（以下本条において「協会」
といいます。）に登録します。
① 保険契約者ならびに被保険者の氏名、生年月日、性別および住所（市、区、郡までとします。）
② 特約死亡保険金の金額
③ 契約日（注１）
④ 当会社名

（2）本条（1）の登録の期間は、契約日（注１）から５年（注２）以内とします。
（3）協会加盟の各生命保険会社および全国共済農業協同組合連合会（以下本条において「各生命保険会社等」といいま
す。）は、本条（1）の規定により登録された被保険者について、保険契約（注３）の申込（注４）を受けたときまた
は更新日において被保険者が満1５歳未満の場合に保険契約（注３）が更新されるときは、協会に対して本条（1）の規
定により登録された内容について照会することができるものとします。この場合、協会からその結果の連絡を受ける
ものとします。

（4）各生命保険会社等は、本条（2）の登録の期間中に保険契約（注３）の申込（注４）があった場合、本条（3）によ
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読替前 読替後

被保険者 被共済者

保険契約 共済契約

死亡保険金 死亡共済金

災害死亡保険金 災害死亡共済金

保険金額 共済金額

高度障害保険金 後遺障害共済金

って連絡された内容を保険契約（注３）の承諾（注５）の判断の参考とすることができるものとします。
（5）各生命保険会社等は、契約日（注６）から５年（注２）以内に保険契約（注３）について死亡保険金、災害死亡保
険金または高度障害保険金の請求を受けたときは、協会に対して本条（1）の規定により登録された内容について照会
し、その結果を死亡保険金、災害死亡保険金または高度障害保険金の支払の判断の参考とすることができるものとし
ます。

（6）各生命保険会社等は、連絡された内容を承諾（注５）の判断または支払の判断の参考とする以外に用いないものと
します。

（7）協会および各生命保険会社等は、登録または連絡された内容を他に公開しないものとします。
（8）保険契約者または被保険者は、登録または連絡された内容について、当会社または協会に照会することができます。
また、その内容が事実と相違していることを知ったときは、その訂正を請求することができます。

（9）この特約を主契約の契約日後付加した場合は、主契約、特約死亡保険金のある特約または災害死亡保険金のある特
約の契約内容の登録については、主約款、特約死亡保険金のある特約または災害死亡保険金のある特約の規定にかか
わらず、この特約の付加の日から５年間（注２）を登録の期間とします。

（10）本条（3）～（5）および（注２）～（注６）中の下表「読替前」欄に記載の字句は、農業協同組合法に基づく共
済においては、それぞれ「読替後」欄に記載の字句に読み替えます。

（注１）復活または復旧の取扱いが行われた場合は、復活または復旧の日とし、複数回復活または復旧の取扱いが行われ
た場合には最後の復活または復旧の日とします。また、主契約の契約日以後にこの特約を付加した場合は、この特
約の付加の日とします。

（注２）契約日（注１）において被保険者が１５歳未満の場合は、「５年」または「被保険者が満１５歳に達する日までの期
間」のうちいずれか長い期間とします。

（注３）死亡保険金または災害死亡保険金のある保険契約をいいます。また、死亡保険金または災害死亡保険金のある特
約を含みます。

（注４）復活、復旧、保険金額の増額または特約の中途付加の申込を含みます。
（注５）復活、復旧、保険金額の増額または特約の中途付加の承諾を含みます。
（注６）復活、復旧、保険金額の増額または特約の中途付加の取り扱いが行われた場合は、各々の復活、復旧、保険金額

の増額または特約の中途付加の日とし、複数回各々の取扱いが行われた場合には最後の復活、復旧、保険金額の増
額または特約の中途付加の日とします。

第27条（主約款の規定の準用）
この特約に別段の定めのない場合には、主約款の規定を準用します。

第28条（終身保険、５年ごと利差配当付終身保険、５年ごと利差配当付総合終身保険、５年ごと利差配当付低解約返戻金型終
身保険または５年ごと利差配当付低解約返戻金型総合終身保険に付加した場合の特則）

（1）この特約を終身保険、５年ごと利差配当付終身保険、５年ごと利差配当付総合終身保険、５年ごと利差配当付低解
約返戻金型終身保険または５年ごと利差配当付低解約返戻金型総合終身保険に付加した場合には、次の①または②の
とおり取り扱います。
① この特約の保険期間中に、保険契約者が主契約に５年ごと利差配当付年金支払移行特約を付加したときは、次の
とおりとします。
ア．主契約の全部について年金支払に移行した場合には、この特約の保険期間は年金支払開始日の前日までとしま
す。この場合、この特約は年金支払開始日の前日に消滅したものとして取り扱います。

イ．主契約の一部について年金支払に移行した場合、年金支払に移行しない終身保険部分または総合終身保険部分
（注）が解約その他の事由によって消滅したときは、第１７条（特約の消滅とみなす場合）の規定によるほか、この
特約は消滅します。

ウ．主契約の一部について年金支払に移行した場合、「主契約の保険金額」とあるのを「年金支払に移行しない部分
の保険金額（主契約が５年ごと利差配当付総合終身保険または５年ごと利差配当付低解約返戻金型総合終身保険
の場合には、年金支払に移行しない部分の基本保険金額）」と読み替えて第２２条（主契約の内容変更に伴う特約
の取扱い）（2）の規定を適用します。

② この特約の保険期間中に、保険契約者が主契約に５年ごと利差配当付介護保障移行特約を付加し、介護保障に移
行したときは、前①中「年金支払」とあるのは「介護保障」と、「年金支払開始日」とあるのは「５年ごと利差配当
付介護保障移行特約の締結日」と読み替えて前①ア．～ウ．の規定を適用します。

（2）本条（1）のほか、この特約を終身保険、５年ごと利差配当付終身保険、５年ごと利差配当付総合終身保険または５
年ごと利差配当付低解約返戻金型総合終身保険に付加した場合で、この特約の保険期間中に、保険契約者が主約款に
定める保険料の払込完了の特則により保険料の払込みを完了する場合には、この特約の保険期間は保険料の払込完了
日の前日までとします。この場合、この特約は保険料の払込完了日の前日に消滅したものとして取り扱います。

（3）本条（1）および（2）のほか、この特約を５年ごと利差配当付総合終身保険または５年ごと利差配当付低解約返戻
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金型総合終身保険に付加した場合には、次の①～④のとおり取り扱います。
① 第５条（特約保険料の払込免除）の規定にかかわらず、この特約の保険料の払込免除については、主約款の保険
料払込みの免除に関する規定を準用します。

② 第２０条（特約の更新）（11）中「主契約の保険料の払込みが免除されたときは」とあるのは「主契約の保険料の払
込みが免除されている期間中は」と読み替えます。

③ 第２２条（主契約の内容変更に伴う特約の取扱い）（1）中「主契約の保険金額を減額した場合」とあるのは「主契
約の保険金額等を減額した場合」と、また、（2）中「主契約の保険金額」とあるのは「主契約の基本保険金額」と
読み替えます。

④ ５年ごと利差配当付終身介護保障移行特約が主契約に付加して締結されている場合には、次のとおりとします。
ア．第１条（特約保険金の支払）①（※１）に「主たる保険契約（以下「主契約」といいます。）の死亡保険金受取
人」とあるのは「５年ごと利差配当付終身介護保障移行特約の締結時の主契約の死亡保険金受取人」と、また、
②（※１）に「主契約の高度障害保険金の受取人」とあるのは「５年ごと利差配当付終身介護保障移行特約の締
結時の主契約の高度障害保険金の受取人」と読み替えます。

イ．５年ごと利差配当付終身保障移行特約条項の契約者貸付の規定を適用する場合には、この特約の解約返戻金は、
主契約のうち終身保障移行部分の解約返戻金に加えません。

ウ．５年ごと利差配当付終身保障移行特約条項の規定による契約者貸付がある場合には、主約款の規定による契約
者貸付がある場合の規定を準用します。

（注）残存する死亡保障部分または総合終身保険の保障部分をいいます。

第29条（５年ごと利差配当付個人年金保険に付加した場合の特則）
この特約を５年ごと利差配当付個人年金保険に付加した場合には、次の①～⑨のとおり取り扱います。
① この特約の保険期間は、第８条（特約の保険期間および保険料払込期間）の規定にかかわらず、主契約の年金支
払開始日の前日を限度とします。

② 第１条（特約保険金の支払）①（※１）に「主たる保険契約（以下「主契約」といいます。）の死亡保険金受取人」
とあるのは「主たる保険契約（以下「主契約」といいます。）の死亡給付金受取人」と、また、②（※１）に「主契
約の高度障害保険金の受取人」とあるのは「被保険者（保険契約者が法人で、かつ、主契約の年金受取人（年金の
一部の受取人である場合を含みます。）および主契約の死亡給付金受取人（死亡給付金の一部の受取人である場合を
含みます。）が保険契約者であるときは、保険契約者）」と読み替えます。

③ 特約高度障害保険金については、主約款に定める死亡給付金支払方法の選択の規定を準用して、一時支払にかえ
て、当会社所定の金額、期間等の範囲内で、すえ置支払または年金支払を選択することができます。

④ 第４条（特約保険金の請求、支払時期および支払場所）（3）中「主約款に定める保険金」とあるのは「主約款に
定める死亡給付金」と読み替えます。

⑤ 第２２条（主契約の内容変更に伴う特約の取扱い）（1）および（2）中「主契約の保険金額」とあるのは「主契約の
基本年金額」と読み替えます。

⑥ 主契約の基本年金額が主契約の契約内容の変更により減額された場合、主契約の基本年金額に対するこの特約の
保険金額の割合が当会社所定の限度を超えることとなるときは、その限度まで特約保険金額を減額します。この場
合、第２２条（主契約の内容変更に伴う特約の取扱い）（1）および（2）の規定を準用して取り扱います。

⑦ 主契約の年金支払開始日を繰り下げたときでも、この特約の保険期間は変更しません。
⑧ 主約款の規定により主契約を払済保険に変更する場合には、第２４条（主契約を延長定期保険または払済保険に変
更する場合の取扱い）の規定は適用せず、この特約の解約返戻金（注）を、主契約について当会社の定めた方法で
計算した金額に加えて取り扱います。

⑨ 特約高度障害保険金の請求に必要な書類については、主約款に定める死亡給付金の請求に関する規定を準用しま
す。

（注）第９条（特約保険料の払込み）（3）の規定により当会社が支払うべき未経過保険料があるときは、第９条（特約保
険料の払込み）（3）の規定にかかわらず、当会社は未経過保険料を支払わず、その金額を主契約について当会社の定
めた方法で計算した金額に加えて取り扱います。

第30条（養老保険または５年ごと利差配当付養老保険に付加した場合の特則）
この特約を養老保険または５年ごと利差配当付養老保険に付加した場合には、次の①および②のとおり取り扱います。
① この特約の保険期間満了の日と主契約の保険期間満了の日が同一の場合で、主契約が主約款に定める保険契約の
更新の規定により更新されるときは、保険契約者が特に反対の意思を通知しないかぎり、この特約は主契約と同時
に更新されます。

② 更新後のこの特約は次のとおりとし、主約款に定める保険契約の更新の規定を準用します。
ア．更新後のこの特約の保険期間は、更新後の主契約の保険期間と同一とします。
イ．更新後のこの特約の保険料の払込方法（回数）は更新後の主契約の保険料の払込方法 （回数）と同一としま
す。

ウ．更新後のこの特約の保険期間と保険料払込期間は同一とします。

第31条（５年ごと利差配当特約の不適用）
この特約を５年ごと利差配当特約とあわせて主契約に付加した場合、５年ごと利差配当特約条項の規定にかかわらず、

この特約は５年ごと利差配当特約に定める対象特約に該当しないものとします。
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項目 提出書類

１ 特約死亡保険金

（1）当会社所定の請求書
（2）当会社所定の様式による医師の死亡証明書（ただし、事実確認が可能な場
合には、医師の死亡診断書または死体検案書をもってこれに代えることがで
きます。）

（3）被保険者の死亡事実が記載された住民票（ただし、事実確認が必要な場合
は戸籍謄（抄）本）

（4）特約死亡保険金受取人の戸籍謄（抄）本
（5）特約死亡保険金受取人の印鑑証明書
（6）最終の保険料払込みを証する書類
（7）保険証券

２ 特約高度障害保険金

（1）当会社所定の請求書
（2）当会社所定の様式による医師（被保険者が医師の場合には、被保険者以外
の医師）の診断書

（3）被保険者の住民票（ただし、受取人と同一の場合は不要。また、事実確認
が必要な場合は戸籍謄（抄）本）

（4）特約高度障害保険金の受取人の戸籍謄（抄）本と印鑑証明書
（5）最終の保険料払込みを証する書類
（6）保険証券

（注）当会社は、上記以外の書類の提出を求め、または上記の提出書類の一部の省略を認めることがあります。

対象となる高度障害状態 備考

１
両眼の視力を全く永久に失った
もの

（1）視力の測定は、万国式試視力表により、１眼ずつ、きょう正視力について測定し
ます。

（2）「視力を全く永久に失ったもの」とは、視力が０．０２以下になって回復の見込のな
い場合をいいます。

（3）視野狭さくおよび眼瞼下垂による視力障害は視力を失ったものとはみなしません。

２
言語またはそしゃくの機能を全
く永久に失ったもの

（1）「言語の機能を全く永久に失ったもの」とは、次の３つの場合をいいます。
① 語音構成機能障害で、口唇音、歯舌音、口蓋音、こう頭音の４種のうち、３種
以上の発音が不能となり、その回復の見込がない場合

② 脳言語中枢の損傷による失語症で、音声言語による意志の疎通が不可能となり、
その回復の見込がない場合

③ 声帯全部のてき出により発音が不能な場合
（2）「そしゃくの機能を全く永久に失ったもの」とは、流動食以外のものは摂取でき
ない状態で、その回復の見込のない場合をいいます。

３
中枢神経系・精神または胸腹部
臓器に著しい障害を残し、終身
常に介護を必要とするもの

「常に介護を必要とするもの」とは、食物の摂取、排便・排尿・その後始末、および
衣服着脱・起居・歩行・入浴のいずれもが自分ではできず、常に他人の介護を必要と
する状態をいいます。

４
両上肢とも、手関節以上で失っ
たかまたはその用を全く永久に
失ったもの

「上・下肢の用を全く永久に失ったもの」とは、完全にその運動機能を失ったもので
次のいずれかの場合をいいます。
① 上・下肢の完全運動麻ひで回復の見込みのない場合
② 上・下肢においてそれぞれ３大関節（上肢においては肩関節、ひじ関節および
手関節、下肢においてはまた関節、ひざ関節および足関節）の完全強直で、回復
の見込のない場合

５
両下肢とも、足関節以上で失っ
たかまたはその用を全く永久に
失ったもの

６

１上肢を手関節以上で失い、か
つ、１下肢を足関節以上で失っ
たかまたはその用を全く永久に
失ったもの

７
１上肢の用を全く永久に失い、
かつ、１下肢を足関節以上で失
ったもの

別表１ 請求書類

別表２ 対象となる高度障害状態

対象となる高度障害状態とは、次のいずれかの状態をいいます。
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身体部位の名称は、次の図のとおりとします。

別表３ 対象となる保険金額等

（1）平準定期保険特約の特約保険金額
（2）生存給付金付定期保険特約の特約保険金額
（3）逓減定期保険特約の特約基本保険金額
（4）逓増定期保険特約の最終保険年度における特約保険金額
（5）収入保障特約の保険金換算額
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第１条 用語の意義
第２条 特約保険金の支払
第３条 特約保険金の支払に関する補則
第４条 特約保険金支払の免責事由に該当した場合の

取扱い
第５条 特約保険金の請求、支払時期および支払場所
第６条 特約保険料の払込免除
第７条 特約の締結
第８条 特約の責任開始期
第９条 特約の保険期間および保険料払込期間
第10条 特約保険料の払込み
第11条 猶予期間中の支払事由の発生と保険料の取扱

い
第12条 特約の失効
第13条 特約の復活
第14条 詐欺による取消および不法取得目的による無

効ならびに告知義務および告知義務違反によ
る解除

第15条 重大事由による解除
第16条 特約の解約
第17条 特約の返戻金
第18条 特約の消滅とみなす場合
第19条 特約基本保険金額の減額

第20条 特約の復旧
第21条 特約の更新
第22条 特約の契約者配当
第23条 主契約の内容変更に伴う特約の取扱い
第24条 主契約について保険料の振替貸付の規定を適

用する場合の取扱い
第25条 主契約を延長定期保険または払済保険に変更

する場合の取扱い
第26条 管轄裁判所
第27条 契約内容の登録
第28条 主約款の規定の準用
第29条 定期保険に付加した場合の特則
第30条 終身保険、５年ごと利差配当付終身保険、５

年ごと利差配当付総合終身保険、５年ごと利
差配当付低解約返戻金型終身保険または５年
ごと利差配当付低解約返戻金型総合終身保険
に付加した場合の特則

第31条 ５年ごと利差配当付個人年金保険に付加した
場合の特則

第32条 養老保険または５年ごと利差配当付養老保険
に付加した場合の特則

第33条 ５年ごと利差配当特約の不適用

逓減定期保険特約条項

用語 用語の意義

特約基本保険金額
特約締結の際、当会社の定める取扱範囲により保険契約者の申出によって定めた金額をいいま
す。ただし、特約基本保険金額が変更されたときまたはこの特約が更新されたときは、変更後
または更新後の金額をいいます。

特約保険金額

特約基本保険金額を基準として、経過年数に応じて次の算式により得られる金額をいいます。
この場合、特約保険金額に１，０００円未満の端数が生じたときは、１００円の位を切り上げて１，０００円
単位とします。

特約基本保険金額×（１－ １－最終保険金額割合
特約の保険期間の年数－１

×経過年数）

最終保険金額割合

特約の保険期間の満了する日を含む保険年度に適用する特約保険金額の特約基本保険金額に対
する割合をいい、特約締結の際、保険契約者の申出によって定めた特約の型に応じて次のとお
りとします。
① 特約の型が２０％型の場合 ２０％
② 特約の型が４０％型の場合 ４０％
③ 特約の型が６０％型の場合 ６０％

経過年数

次の①または②の日（この特約が更新されたときは更新日とします。）を０年とし、主たる保険
契約（以下「主契約」といいます。）の年単位の契約応当日ごとに１年を加えて計算した年数を
いいます。この場合、１年未満の端数については切り捨てます。
① 主契約締結の際、主契約に付加する場合

主契約の契約日
② 主契約の契約日後、主契約に付加する場合

この特約の責任開始期の直前の主契約の年単位の契約応当日。ただし、この特約の責任
開始期の属する日（以下「責任開始日」といいます。）が主契約の年単位の契約応当日で
あるときはその責任開始日とします。

逓減定期保険特約条項 目次

（平成２２年３月２日改定）
（この特約の概要）
この特約は、被保険者がこの特約の保険期間中に死亡し、または所定の高度障害状態になった場合に、特約死亡保険金また

は特約高度障害保険金を支払うこと、および所定の条件を満たした場合に、その後の特約保険料の払込みの免除を行うことを
主な内容とするものです。なお、特約死亡保険金または特約高度障害保険金の支払額である特約保険金額は、保険期間の経過
とともに逓減します。

第１条（用語の意義）
この特約条項において使用される次の用語の意義は、それぞれ下表のとおりとします。
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支払額 被保険者が死亡した時における特約保険金額

受取人 特約死亡保険金受取人（※１）

特約保険金を支払う場合（以
下「支払事由」といいます。）

被保険者がこの特約の保険期間中に死亡したとき。

支払事由に該当しても特約保
険金を支払わない場合（以下
「免責事由」といいます。）

次のいずれかにより上記の支払事由が生じたとき。
ア．この特約の責任開始期（※２）の属する日（以下「責任開始日」といいます。）
からその日を含めて３年以内の自殺

イ．保険契約者または特約死亡保険金受取人の故意
ウ．戦争その他の変乱

支払額 被保険者が高度障害状態（別表２）に該当した時における特約保険金額

受取人 特約高度障害保険金受取人（※１）

支払事由

被保険者がこの特約の責任開始期（※２）以後の傷害または疾病を原因として、この特約の保険期
間中に高度障害状態（別表２）に該当したとき。この場合、責任開始期（※２）前に既に生じてい
た障害状態に責任開始期（※２）以後の傷害または疾病（※３）を原因とする障害状態が新たに加
わって高度障害状態（別表２）に該当したときを含みます。

免責事由
次のいずれかにより上記の支払事由が生じたとき。
ア．保険契約者または被保険者の故意
イ．戦争その他の変乱

第２条（特約保険金の支払）
この特約において支払う特約保険金は、次のとおりです。
① 特約死亡保険金

（※１）特約死亡保険金受取人は主契約の死亡保険金受取人とし、それ以外の者に変更することはできません。
（※２）復活の取扱いが行われた場合は、復活における責任開始期とし、複数回復活の取扱いが行われた場合は、最

後の復活における責任開始期とし、また、復旧の取扱いが行われた後の復旧部分の責任開始期についてもこれ
と同様とします。

② 特約高度障害保険金

（※１）特約高度障害保険金受取人は主契約の高度障害保険金の受取人とし、それ以外の者に変更することはできま
せん。

（※２）復活の取扱いが行われた場合は、復活における責任開始期とし、複数回復活の取扱いが行われた場合は、最
後の復活における責任開始期とし、また、復旧の取扱いが行われた後の復旧部分の責任開始期についてもこれ
と同様とします。

（※３）責任開始期（※２）前に既に生じていた障害状態の原因となった傷害または疾病と因果関係のない傷害また
は疾病に限ります。

第３条（特約保険金の支払に関する補則）
（1）被保険者の生死が不明の場合でも、当会社が死亡したものと認めたときは、特約死亡保険金を支払います。
（2）当会社が特約高度障害保険金を支払った場合には、この特約は、被保険者が高度障害状態に該当した時に消滅した
ものとみなします。

（3）次の①～③のいずれかに該当する場合には、当会社は、被保険者がこの特約の責任開始期（注１）前に発病した疾
病または被った傷害（以下、本（3）において「責任開始期前の疾病等」といいます。）を、この特約の責任開始期
（注１）以後に生じたものとみなして前条②の規定を適用し、本条（5）の規定は適用しません。
① この特約の締結、復活または復旧の際、告知等により当会社が責任開始期前の疾病等について知っていた場合、
または過失により知らなかった場合（責任開始期前の疾病等について、保険契約者または被保険者から告知されな
かったことにより、当会社が事実の一部を知らなかった場合を除きます。）

② この特約の締結、復活または復旧の際、責任開始期前の疾病等について、保険媒介者（注２）が保険契約者また
は被保険者に対し、告知をすることを妨げた場合、告知しないことを勧めた場合、または事実でないことを告げる
ことを勧めた場合

③ 責任開始期前の疾病等について、次のア．およびイ．を満たし、かつ、責任開始期（注１）前に、被保険者の身
体に生じた症状について保険契約者および被保険者の認識および自覚がなかったことが明らかな場合
ア．責任開始期（注１）前に、被保険者が医師の診察を受けたことがない。
イ．責任開始期（注１）前に、被保険者が健康診断（定期健康診断、人間ドック等、健康状態を評価することで疾
患の予防・早期発見に役立てることを目的として行う診察・検査・検診をいいます。）による異常の指摘を受けた
ことがない。

（4）特約高度障害保険金を支払う前に被保険者が死亡したときは、当会社は、特約高度障害保険金を支払いません。た
だし、前条①に定める特約死亡保険金の免責事由に該当した場合もしくは特約死亡保険金の請求がなされないことが
確定した場合にはこの限りではありません。また、特約高度障害保険金を支払った後に特約死亡保険金の請求を受け
ても、当会社は、その特約死亡保険金を支払いません。

（5）主契約の締結後にこの特約を付加したときで、主契約の高度障害保険金が支払われる場合でも、その支払事由の原
因の発生が、この特約の責任開始期（注１）前であるときは、以下のとおり取り扱います。
① この特約の特約高度障害保険金は支払いません。
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特約の付加と承諾の時期
特約上の責任が開始される時

（責任開始期）

① 主契約締結の際、主契約に付加する場合 主契約の責任開始期と同一

②
主契約の契約日後、主契約に付加する場合で、当会社
が保険契約者からの特約付加の申込を承諾した場合

当会社所定の保険料および精算額を当会社が受け取った
時または告知の時のいずれか遅い時

② 被保険者が高度障害状態（別表２）になった時に、この特約は消滅したものとみなして、当会社は、この特約の
責任準備金（注３）を特約高度障害保険金受取人に支払います。

（6）特約保険金を支払うときに主契約の普通保険約款（以下「主約款」といいます。）の規定による保険料の振替貸付ま
たは契約者貸付があるときは、当会社は、特約保険金からそれらの元利金を差し引きます。

（7）この特約が更新されない場合において、次の①～③の全てに該当する場合には、この特約の保険期間の満了時に高
度障害状態（別表２）に該当したものとみなして特約高度障害保険金を支払います。
① 被保険者がこの特約の保険期間中に、回復の見込みの有無を除いては高度障害状態（別表２）に該当したこと。
② この特約の保険期間の満了時にその回復の可能性が少しでもあるか、または回復の可能性の有無の判断ができな
い場合において、満了後も引き続きその状態が継続したこと。

③ この特約の保険期間の満了後に、その回復の見込みがないことが明らかになって高度障害状態（別表２）に該当
したこと。

（注１）復活の取扱いが行われた場合は、復活における責任開始期とし、複数回復活の取扱いが行われた場合は、最後の
復活における責任開始期とし、また、復旧の取扱いが行われた後の復旧部分の責任開始期についてもこれと同様と
します。

（注２）当会社のために保険契約の締結の媒介を行うことができる者をいいます。
（注３）主約款の規定による保険料の振替貸付または契約者貸付があるときは、この特約の責任準備金からそれらの元利

金を差し引きます。

第４条（特約保険金支払の免責事由に該当した場合の取扱い）
（1）特約死亡保険金受取人が故意に被保険者を死亡させた場合で、その受取人がこの特約死亡保険金の一部の受取人で
あるときは、特約死亡保険金の残額を他の特約死亡保険金受取人に支払い、支払わない部分の責任準備金を保険契約
者に支払います。

（2）被保険者が戦争その他の変乱によって死亡し、または高度障害状態（別表２）に該当した場合でも、その原因によ
って死亡し、または高度障害状態に該当した被保険者の数の増加について、当会社がこの特約の計算の基礎に及ぼす
影響が少ないと認めたときは、その程度に応じ、特約死亡保険金または特約高度障害保険金の全額を支払い、または
その金額を削減して支払います。

（3）次のいずれかの免責事由に該当したことによって、特約死亡保険金が支払われないときは、当会社は、この特約の
責任準備金を保険契約者に支払います。
① この特約の責任開始日からその日を含めて３年以内に被保険者が自殺したとき。
② 特約死亡保険金受取人が故意に被保険者を死亡させたとき。
③ 戦争その他の変乱によって被保険者が死亡したとき。

（4）保険契約者が故意に被保険者を死亡させたことによって、特約死亡保険金が支払われないときは、本条（1）および
（3）の規定にかかわらず、当会社は責任準備金その他の返戻金を支払いません。

第５条（特約保険金の請求、支払時期および支払場所）
（1）特約保険金の支払事由が生じたときは、保険契約者またはその特約保険金の受取人は、すみやかに当会社に通知し
てください。

（2）特約保険金の支払事由が生じたときは、その特約保険金の受取人は、当会社所定の書類（別表１）を提出して、そ
の特約保険金を請求してください。

（3）主約款に定める保険金の支払時期および支払場所に関する規定は、この特約による保険金の支払の場合に準用しま
す。

第６条（特約保険料の払込免除）
（1）主約款の規定によって、主契約の保険料払込みが免除された場合には、同時にこの特約の保険料払込みを免除しま
す。

（2）本条（1）のほか、次の①または②の場合にも主約款の保険料払込みの免除に関する規定を準用して、この特約の保
険料の払込みを免除します。
① 主契約の保険料の払込方法（回数）が一時払のとき。
② この特約の保険料払込期間と主契約の保険料払込期間とが異なる場合で、主契約の保険料払込期間経過後のとき。

（3）この特約の保険料の払込方法（回数）が一時払の場合には、本条（1）、（2）の規定は適用しません。

第７条（特約の締結）
保険契約者は、主契約の契約日以後、被保険者の同意および当会社の承諾を得て、この特約を主契約に付加して締結

することができます。

第８条（特約の責任開始期）
（1）当会社は、下表の「特約上の責任が開始される時（責任開始期）」からこの特約上の責任を負います。

（2）この特約に関する保険証券の交付については、主約款または他の特約条項の規定によります。
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第９条（特約の保険期間および保険料払込期間）
この特約の保険期間および保険料払込期間は、主契約の保険期間の満了する日を限度とし、当会社所定の範囲内で定

めます。

第10条（特約保険料の払込み）
（1）この特約（特約保険料の払込方法（回数）が一時払の場合を除きます。以下本条において同じ。）の保険料は、主契
約の保険料とともに払い込むことを必要とします。保険料の前納または一括払の場合も同様とします。

（2）本条（1）の規定にかかわらず、主契約の保険料の払込方法（回数）が一時払の場合には、この特約の保険料は、一
括して前納することを必要とします。

（3）この特約が保険料払込期間中に消滅したときまたはこの特約の保険料の払込みが免除されたときのこの特約の未経
過部分の保険料（以下「未経過保険料」といいます。）の取扱いについては、主約款の規定を準用します。ただし、主
約款に未経過保険料の取扱いに関する規定がない場合には、この特約の未経過保険料の支払いはありません。

（4）本条（1）に定めるこの特約の保険料が払い込まれないまま、主約款の保険料の払込みに関する規定に定める契約応
当日（注）以後その日の属する月の末日までに特約保険金の支払事由が生じた場合には、当会社は、その支払うべき
金額から未払込保険料を差し引きます。

（5）主契約の保険料が払い込まれ、この特約の保険料が払い込まれない場合には、この特約は、主約款に定める保険料
払込みの猶予期間が満了した時から将来に向って解約されたものとします。

（6）この特約の保険料払込期間と主契約の保険料払込期間とが異なる場合には、主契約の保険料払込期間経過後におい
て払い込むべきこの特約の保険料は、主契約の保険料の払込方法（回数）にかかわらず年払保険料とし、主契約の保
険料払込期間の満了日の属する月の末日までに一括して前納することを必要とします。

（7）本条（6）の場合には、主約款に定める保険料の払込み、前納および猶予期間の規定を準用します。
（8）本条（6）に規定する前納が行われなかった場合には、この特約は主契約の保険料払込期間が満了した時に解約され
たものとします。

（注）月払契約の場合は月単位、半年払契約の場合は半年単位、年払契約の場合は年単位の契約応当日とします。

第11条（猶予期間中の支払事由の発生と保険料の取扱い）
保険料払込みの猶予期間中に、特約保険金の支払事由が発生した場合には、当会社は、特約保険金から未払込保険料

を差し引きます。

第12条（特約の失効）
主契約が効力を失った場合には、この特約も同時に将来に向って効力を失います。

第13条（特約の復活）
（1）主契約の復活請求の際には、この特約についても同時に復活の請求があったものとします。
（2）当会社は、本条（1）の規定によって請求された特約の復活を承諾した場合には、主約款の復活の規定を準用して、
この特約の復活の取扱いをします。

第14条（詐欺による取消および不法取得目的による無効ならびに告知義務および告知義務違反による解除）
この特約の締結、復活または復旧に際しては主約款の以下①～③の規定を準用します。
① 詐欺による取消に関する規定
② 不法取得目的による無効に関する規定
③ 告知義務および告知義務違反による解除に関する規定

第15条（重大事由による解除）
（1）当会社は、次の①～⑥のいずれかに定める事由が生じた場合には、将来に向ってこの特約を解除することができま
す。
① 保険契約者または特約死亡保険金受取人が、特約死亡保険金（注）を詐取する目的または他人に詐取させる目的
で、事故招致（未遂を含みます。）をした場合

② 保険契約者または被保険者が、この特約の特約高度障害保険金を詐取する目的または他人に詐取させる目的で、
事故招致（未遂を含みます。）をした場合

③ 保険契約者または被保険者が、当会社にこの特約の保険料払込免除をさせる目的で、事故招致（未遂を含みます。）
をした場合

④ この特約の特約保険金の請求に関し、特約保険金の受取人に詐欺行為（未遂を含みます。）があった場合
⑤ 他の保険契約との重複によって、被保険者にかかる特約死亡保険金（注）の保険金額の合計が著しく過大であっ
て、保険制度の目的に反する状態がもたらされるおそれがある場合

⑥ 次のア．またはイ．に該当する等により、当会社の保険契約者、被保険者または特約保険金の受取人に対する信
頼を損ない、この特約の存続を困難とする前①～⑤に掲げる事由と同等の重大な事由がある場合
ア．主契約が重大事由によって解除されたとき。
イ．保険契約者、被保険者または特約保険金の受取人が他の保険者との間で締結した保険契約または共済契約が重
大事由により解除されたとき。

（2）当会社は、特約保険金の支払事由または特約保険料払込みの免除事由が生じた後でも、本条（1）の規定によってこ
の特約を解除することができます。この場合には、本条（1）①～⑥に定める事由の発生時以降に生じた支払事由によ
る特約保険金および特約保険料の払込みの免除は、次の①および②のとおり取り扱います。
① 特約保険金は支払いません。また、既に特約保険金を支払っていたときは、特約保険金の返還を請求します。
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② 特約保険料の払込みは免除しません。また、既に特約保険料の払込みを免除していたときは、その特約保険料の
払込みはなかったものとします。

（3）本条の規定によってこの特約を解除するときは、当会社は、その旨を保険契約者に通知します。ただし、保険契約
者またはその住所もしくは居所が不明であるか、その他正当な理由によって保険契約者に通知できない場合には、当
会社は、被保険者または特約保険金の受取人に通知します。

（4）本条の規定によってこの特約を解除したときは、当会社は、解約返戻金と同額の返戻金を保険契約者に支払います。

（注）本条（1）①および⑤においては、保険種類および保険金の名称がいかなる場合であっても他の保険契約の死亡保
険金を含みます。

第16条（特約の解約）
保険契約者は、いつでも将来に向ってこの特約を解約し、解約返戻金を請求することができます。

第17条（特約の返戻金）
（1）この特約の解約返戻金は、当会社の定める計算方法に従い計算します。ただし、主約款の規定による保険料の振替
貸付または契約者貸付があるときは、この特約の解約返戻金をそれらの元利金の返済にあてます。

（2）この特約が次条①の規定により消滅したとき（注）は、本条（1）と同様に取り扱います。
（3）この特約の解約返戻金額は、主契約の解約返戻金額とあわせて保険証券に例示します。
（4）主約款の契約者貸付の規定を適用する場合には、この特約の解約返戻金は、主契約の解約返戻金に加えません。

（注）第３条（特約保険金の支払に関する補則）（5）および第４条（特約保険金支払の免責事由に該当した場合の取扱い）
（3）の場合は除きます。

第18条（特約の消滅とみなす場合）
次の①または②の場合には、この特約は消滅したものとみなします。
① 主契約が解約その他の事由によって消滅したとき。
② 主契約が延長定期保険または払済保険に変更されたとき。

第19条（特約基本保険金額の減額）
（1）保険契約者は、当会社の定める単位にて、特約基本保険金額を減額することができます。ただし、減額後の特約基
本保険金額は、当会社の定める金額以上であることを必要とします。

（2）本条（1）の規定によって、この特約の特約基本保険金額が減額された場合には、減額分は解約されたものとして取
り扱います。

第20条（特約の復旧）
（1）延長定期保険または払済保険に変更された主契約について元の保険契約への復旧の請求があった場合には、第１８条
（特約の消滅とみなす場合）②の規定によって消滅したこの特約も同時に復旧の請求があったものとします。

（2）当会社が本条（1）の規定によって請求された復旧を承諾した場合には、主約款の復旧の規定を準用して、この特約
の復旧の取扱いをします。

第21条（特約の更新）
（1）この特約の保険期間が満了する場合、この特約の型が６０％型のときは、この特約は、保険期間の満了日の翌日に更
新して継続されるものとし、この日を更新日とします。ただし、保険契約者がその満了日の２か月前までにこの特約
を継続しない旨を通知した場合には更新しません。

（2）本条（1）の規定にかかわらず、次の①～③のいずれかに該当する場合は、当会社は、本条（1）の更新を取り扱い
ません。
① この特約の保険期間の満了日の翌日における被保険者の年齢が当会社の定める範囲を超えるとき。
② この特約の保険期間の満了日が主契約の保険料払込期間の満了日と同一、またはこれを超えているとき。
③ 主契約の保険料の払込方法（回数）が一時払のとき。

（3）更新後のこの特約の保険期間は、更新前のこの特約の保険期間と同一とします。ただし、次の①または②のいずれ
かに該当する場合は、更新後のこの特約の保険期間を当会社所定の保険期間に変更します。更に、更新後のこの特約
の保険期間が当会社の定める保険期間に満たないときは、当会社の定めるところにより、この特約は平準定期保険特
約に変更して更新されるものとし、本条（5）～（12）までの規定を準用します。
① 更新後のこの特約の保険期間の満了日の翌日における被保険者の年齢が当会社の定める範囲を超えるとき。
② 更新後のこの特約の保険期間の満了日が主契約の保険料払込期間の満了日を超えるとき。

（4）本条（3）のほか、この特約は、当会社の定める取扱方法により、保険期間を変更して更新することがあります。
（5）更新後のこの特約の保険期間と保険料払込期間は同一とします。
（6）更新後の特約基本保険金額は、更新前のこの特約の保険期間満了の日の特約保険金額と同額とします。ただし、更
新後の特約基本保険金額が当会社の定める金額に満たないときは、更新を取り扱いません。

（7）更新されたこの特約の保険期間は更新日からその日を含めて計算するものとし、更新後のこの特約の保険料は、更
新日現在の被保険者の年齢によって計算します。

（8）更新後のこの特約の保険料の払込方法（回数）は、主契約の保険料の払込方法（回数）（注）と同一とし、更新後の
この特約の第１回保険料は、更新日の属する月を払込期月とする主契約の保険料とともに払い込むことを必要としま
す。この場合、主契約の保険料の払込方法（回数）に応じた保険料払込みの猶予期間の規定によるほか第１０条（特約
保険料の払込み）（5）の規定を準用します。
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（9）更新後のこの特約の第１回保険料および同時に払い込むべき主契約の保険料が猶予期間中に払い込まれない場合に
は、主約款に定める保険料の振替貸付の規定を準用します。

（10）更新後のこの特約の第１回保険料および同時に払い込むべき主契約の保険料が払い込まれないまま、更新日以後猶
予期間の満了する日までに次の①～③のいずれかに該当した場合には、第１０条（特約保険料の払込み）（4）および第
１１条（猶予期間中の支払事由の発生と保険料の取扱い）の規定を準用します。
① この特約の保険金の支払事由が生じたとき。
② 主契約の保険料払込みの免除事由が生じたとき。
③ 主契約に付加されている特約の保険金または給付金の支払事由が生じたとき。

（11）この特約が更新された場合には、その旨を保険契約者に通知し、次の①および②によって取り扱います。
① 更新後のこの特約には更新時の特約条項および保険料率が適用されます。
② 次の規定に関しては、更新前のこの特約の保険期間と更新後のこの特約の保険期間とは継続されたものとします。
ア．第２条（特約保険金の支払）
イ．第１４条（詐欺による取消および不法取得目的による無効ならびに告知義務および告知義務違反による解除）③

（12）この特約の保険料の払込方法（回数）が一時払の場合で、主契約の保険料の払込みが免除されたときは、本条（1）
の規定は適用せず、次の①、②のとおり取り扱います。
① 保険契約者が、この特約の保険期間の満了日までにこの特約の更新の請求を行ったときは、この特約の更新を取
り扱います。

② 前①の場合、この特約の保険期間の満了日の翌日を更新日とし、本条（2）～（4）、（6）、（7）および（11）の規
定によるほか、次のとおりとします。
ア．本条（5）、（8）および（9）の規定は適用せず、更新後のこの特約の保険料の払込方法（回数）は一時払とし、
更新日の属する月の末日までに払い込むことを必要とします。この場合、主契約の保険料の払込方法（回数）に
応じた保険料払込みの猶予期間の規定によるほか、第１０条（特約保険料の払込み）（5）の規定を準用します。

イ．更新後のこの特約の保険料が払い込まれないまま、更新日以後猶予期間の満了する日までにこの特約の保険金
の支払事由が生じたときは、本条（10）の規定は適用せず、第１０条（特約保険料の払込み）（4）および第１１条
（猶予期間中の支払事由の発生と保険料の取扱い）の規定を準用します。

（13）更新時に当会社がこの特約の締結を取り扱っていないときは、当会社所定の特約により更新されることがあります。
（14）この特約の型が２０％型または４０％型の場合には、この特約は平準定期保険特約に変更して更新されるものとして前
各項の規定を準用します。

（注）主契約が一時払保険部分と分割払保険部分から構成されている場合は、分割払保険部分の保険料の払込方法（回数）
とします。

第22条（特約の契約者配当）
この特約に対しては、契約者配当はありません。

第23条（主契約の内容変更に伴う特約の取扱い）
（1）主契約の保険金額を減額した場合でも、この特約はそのまま有効に継続します。
（2）本条（1）の規定にかかわらず、主契約の保険金額に対する特約基本保険金額（注１）の割合が、当会社所定の限度
を超えることとなるときは、当会社の定める方法により、その限度まで特約基本保険金額を減額します。ただし、減
額後の特約基本保険金額が当会社の定める金額未満となるときは、この特約は解約されたものとします。

（3）本条（2）の規定によって、特約基本保険金額が減額された場合には、減額分は、解約されたものとして取り扱いま
す。

（4）主契約の保険期間を短縮した場合、この特約の保険期間が、主契約の保険期間の満了する日を超えることとなると
きは、主契約の保険期間の終期に合わせてこの特約の保険期間を変更します。ただし、変更後のこの特約の保険期間
が、当会社の定める保険期間に満たないときは、この特約は解約されたものとします。

（5）主契約の保険料払込期間を変更した場合、この特約の保険料払込期間を変更することがあります。ただし、変更後
のこの特約の保険料払込期間が、当会社の定める保険料払込期間に満たないときは、この特約は解約されたものとし
ます。

（6）本条（4）および（5）の規定により、この特約の保険期間または保険料払込期間が変更された場合には、責任準備
金（注２）の差額を授受し、その後の特約保険料を改めます。この場合、主約款の規定による保険料の振替貸付また
は契約者貸付があるときは、返戻金をそれらの元利金の返済にあてます。

（7）主契約の保険期間を延長した場合、この特約の保険期間は変更せず、そのまま有効に継続します。

（注１）主契約に付加されている他の特約の保険金額等（別表３）を含みます。
（注２）主約款に未経過保険料の取扱いに関する規定があるときは、この特約の未経過保険料を加えます。

第24条（主契約について保険料の振替貸付の規定を適用する場合の取扱い）
（1）主契約について主約款の保険料の振替貸付の規定を適用する場合には、この特約の解約返戻金（注）を、主契約の
解約返戻金に加えて取り扱います。

（2）本条（1）の保険料の振替貸付は、主契約の保険料と、特約保険料の払込方法（回数）が一時払を除くこの特約（更
新後のこの特約を含みます。）の保険料との合計額について行うものとします。

（注）主約款に未経過保険料の取扱いに関する規定があるときは、この特約の未経過保険料を加えます。
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読替前 読替後

被保険者 被共済者

保険契約 共済契約

死亡保険金 死亡共済金

災害死亡保険金 災害死亡共済金

保険金額 共済金額

高度障害保険金 後遺障害共済金

第25条（主契約を延長定期保険または払済保険に変更する場合の取扱い）
主約款の規定により主契約を延長定期保険または払済保険に変更する場合には、この特約の解約返戻金（注）を、主

契約の解約返戻金に加え、主契約を延長定期保険または払済保険に変更した日のこの特約の特約保険金額の８０％を、主
契約の保険金額に加えて取り扱います。
（注）第１０条（特約保険料の払込み）（3）の規定により当会社が支払うべき未経過保険料があるときは、第１０条（特約保
険料の払込み）（3）の規定にかかわらず、当会社は未経過保険料を支払わず、その金額を主契約の解約返戻金に加え
て取り扱います。

第26条（管轄裁判所）
この特約における保険金または保険料払込みの免除の請求に関する訴訟については、主約款の管轄裁判所の規定を準

用します。

第27条（契約内容の登録）
（1）当会社は、保険契約者および被保険者の同意を得て、次の事項を社団法人生命保険協会（以下本条において「協会」
といいます。）に登録します。
① 保険契約者ならびに被保険者の氏名、生年月日、性別および住所（市、区、郡までとします。）
② 特約保険金の金額（特約基本保険金額）
③ 契約日（注１）
④ 当会社名

（2）本条（1）の登録の期間は、契約日（注１）から５年以内とします。
（3）協会加盟の各生命保険会社および全国共済農業協同組合連合会（以下本条において「各生命保険会社等」といいま
す。）は、本条（1）の規定により登録された被保険者について、保険契約（注２）の申込（注３）を受けた場合、協
会に対して本条（1）の規定により登録された内容について照会することができるものとします。この場合、協会から
その結果の連絡を受けるものとします。

（4）各生命保険会社等は、本条（2）の登録の期間中に保険契約（注２）の申込（注３）があった場合、本条（3）によ
って連絡された内容を保険契約（注２）の承諾（注４）の判断の参考とすることができるものとします。

（5）各生命保険会社等は、契約日（注５）から５年以内に保険契約（注２）について死亡保険金または高度障害保険金
の請求を受けたときは、協会に対して本条（1）の規定により登録された内容について照会し、その結果を死亡保険金
または高度障害保険金の支払の判断の参考とすることができるものとします。

（6）各生命保険会社等は、連絡された内容を承諾（注４）の判断または支払の判断の参考とする以外に用いないものと
します。

（7）協会および各生命保険会社等は、登録または連絡された内容を他に公開しないものとします。
（8）保険契約者または被保険者は、登録または連絡された内容について、当会社または協会に照会することができます。
また、その内容が事実と相違していることを知ったときは、その訂正を請求することができます。

（9）この特約を主契約の契約日後付加した場合は、主契約、特約死亡保険金のある特約または災害死亡保険金のある特
約の契約内容の登録については、主約款、特約死亡保険金のある特約または災害死亡保険金のある特約の規定にかか
わらず、この特約の付加の日から５年間を登録の期間とします。

（10）本条（3）～（5）および（注２）～（注５）中の下表「読替前」欄に記載の字句は、農業協同組合法に基づく共
済においては、それぞれ「読替後」欄に記載の字句に読み替えます。

（注１）復活または復旧の取扱いが行われた場合は、復活または復旧の日とし、複数回復活または復旧の取扱いが行われ
た場合には最後の復活または復旧の日とします。また、主契約の契約日以後にこの特約を付加した場合は、この特
約の付加の日とします。

（注２）死亡保険金のある保険契約をいいます。また、死亡保険金または災害死亡保険金のある特約を含みます。
（注３）復活、復旧、保険金額の増額または特約の中途付加の申込を含みます。
（注４）復活、復旧、保険金額の増額または特約の中途付加の承諾を含みます。
（注５）復活、復旧、保険金額の増額または特約の中途付加の取り扱いが行われた場合は、各々の復活、復旧、保険金額

の増額または特約の中途付加の日とし、複数回各々の取扱いが行われた場合には最後の復活、復旧、保険金額の増
額または特約の中途付加の日とします。

第28条（主約款の規定の準用）
この特約に別段の定めのない場合には、主約款の規定を準用します。

第29条（定期保険に付加した場合の特則）
この特約の型が６０％型で、この特約を定期保険に付加した場合には、次の①～③のとおり取り扱います。
① この特約の保険期間満了の日と主契約の保険期間満了の日が同一の場合で、主契約が主約款に定める保険契約の
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更新の規定により更新されるときは、保険契約者が特に反対の意思を通知しないかぎり、この特約は主契約と同時
に更新されます。

② 更新後のこの特約は次のとおりとし、主約款に定める保険契約の更新の規定を準用します。
ア．更新後のこの特約の保険期間は、更新後の主契約の保険期間と同一とします。
イ．更新後のこの特約の保険料の払込方法（回数）は更新後の主契約の保険料の払込方法（回数）と同一とします。
ウ．更新後のこの特約の保険期間と保険料払込期間は同一とします。
エ．更新後のこの特約の特約基本保険金額は、更新前のこの特約の保険期間満了の日の特約保険金額と同額としま
す。ただし、更新後の特約基本保険金額が当会社の定める金額に満たないときは、更新を取り扱いません。

③ この特約の保険料の払込方法（回数）が一時払の場合で、主契約の保険料の払込みが免除されたときは、前①の
規定は適用せず、次のとおり取り扱います。
ア．保険契約者が、この特約の保険期間の満了日までにこの特約の更新の請求を行ったときは、主契約と同時にこ
の特約の更新を取り扱います。

イ．前ア．の場合、前②イ．およびウ．の規定は適用せず、更新後のこの特約の保険料の払込方法（回数）は一時
払とし、更新日の属する月の末日までに払い込むことを必要とします。この場合、主契約の保険料の払込方法（回
数）に応じた保険料払込みの猶予期間の規定によるほか、第１０条（特約保険料の払込み）（5）の規定を準用しま
す。

ウ．更新後のこの特約の保険料が払い込まれないまま、更新日以後猶予期間の満了する日までにこの特約の保険金
の支払事由が生じたときは、第１０条（特約保険料の払込み）（4）および第１１条（猶予期間中の支払事由の発生と
保険料の取扱い）の規定を準用します。

第30条（終身保険、５年ごと利差配当付終身保険、５年ごと利差配当付総合終身保険、５年ごと利差配当付低解約返戻金型終
身保険または５年ごと利差配当付低解約返戻金型総合終身保険に付加した場合の特則）

（1）この特約を終身保険、５年ごと利差配当付終身保険、５年ごと利差配当付総合終身保険、５年ごと利差配当付低解
約返戻金型終身保険または５年ごと利差配当付低解約返戻金型総合終身保険に付加した場合には、次の①または②の
とおり取り扱います。
① この特約の保険期間中に、保険契約者が主契約に５年ごと利差配当付年金支払移行特約を付加したときは、次の
とおりとします。
ア．主契約の全部について年金支払に移行した場合には、この特約の保険期間は年金支払開始日の前日までとしま
す。この場合、この特約は年金支払開始日の前日に消滅したものとして取り扱います。

イ．主契約の一部について年金支払に移行した場合、年金支払に移行しない終身保険部分または総合終身保険部分
（注）が解約その他の事由によって消滅したときは、第１８条（特約の消滅とみなす場合）の規定によるほか、この
特約は消滅します。

ウ．主契約の一部について年金支払に移行した場合、「主契約の保険金額」とあるのを「年金支払に移行しない部分
の保険金額（主契約が５年ごと利差配当付総合終身保険または５年ごと利差配当付低解約返戻金型総合終身保険
の場合には、年金支払に移行しない部分の基本保険金額）」と読み替えて第２３条（主契約の内容変更に伴う特約の
取扱い）（2）の規定を適用します。

② この特約の保険期間中に、保険契約者が主契約に５年ごと利差配当付介護保障移行特約を付加し、介護保障に移
行したときは、前①中「年金支払」とあるのは「介護保障」と、「年金支払開始日」とあるのは「５年ごと利差配当
付介護保障移行特約の締結日」と読み替えて前①ア．～ウ．の規定を適用します。

（2）本条（1）のほか、この特約を終身保険、５年ごと利差配当付終身保険、５年ごと利差配当付総合終身保険または５
年ごと利差配当付低解約返戻金型総合終身保険に付加した場合で、この特約の保険期間中に、保険契約者が主約款に
定める保険料の払込完了の特則により保険料の払込みを完了する場合には、この特約の保険期間は保険料の払込完了
日の前日までとします。この場合、この特約は保険料の払込完了日の前日に消滅したものとして取り扱います。

（3）本条（1）および（2）のほか、この特約を５年ごと利差配当付総合終身保険または５年ごと利差配当付低解約返戻
金型総合終身保険に付加した場合には、次の①～④のとおり取り扱います。
① 第６条（特約保険料の払込免除）の規定にかかわらず、この特約の保険料の払込免除については、主約款の保険
料払込みの免除に関する規定を準用します。

② 第２１条（特約の更新）（12）中「主契約の保険料の払込みが免除されたときは」とあるのは「主契約の保険料の払
込みが免除されている期間中は」と読み替えます。

③ 第２３条（主契約の内容変更に伴う特約の取扱い）（1）中「主契約の保険金額を減額した場合」とあるのは「主契
約の保険金額等を減額した場合」と、また、（2）中「主契約の保険金額」とあるのは「主契約の基本保険金額」と
読み替えます。

④ ５年ごと利差配当付終身介護保障移行特約が主契約に付加して締結されている場合には、次のとおりとします。
ア．第２条（特約保険金の支払）①（※１）に「主契約の死亡保険金受取人」とあるのは「５年ごと利差配当付終
身介護保障移行特約の締結時の主契約の死亡保険金受取人」と、また、②（※１）に「主契約の高度障害保険金
の受取人」とあるのは「５年ごと利差配当付終身介護保障移行特約の締結時の主契約の高度障害保険金の受取人」
と読み替えます。

イ．５年ごと利差配当付終身保障移行特約条項の契約者貸付の規定を適用する場合には、この特約の解約返戻金は、
主契約のうち終身保障移行部分の解約返戻金に加えません。

ウ．５年ごと利差配当付終身保障移行特約条項の規定による契約者貸付がある場合には、主約款の規定による契約
者貸付がある場合の規定を準用します。

（注）残存する死亡保障部分または総合終身保険の保障部分をいいます。

第31条（５年ごと利差配当付個人年金保険に付加した場合の特則）
この特約を５年ごと利差配当付個人年金保険に付加した場合には、次の①～⑨のとおり取り扱います。
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① この特約の保険期間は、第９条（特約の保険期間および保険料払込期間）の規定にかかわらず、主契約の年金支
払開始日の前日を限度とします。

② 第２条（特約保険金の支払）①（※１）に「主契約の死亡保険金受取人」とあるのは「主契約の死亡給付金受取
人」と、また、②（※１）に「主契約の高度障害保険金の受取人」とあるのは「被保険者（保険契約者が法人で、
かつ、主契約の年金受取人（年金の一部の受取人である場合を含みます。）および主契約の死亡給付金受取人（死亡
給付金の一部の受取人である場合を含みます。）が保険契約者であるときは、保険契約者）」と読み替えます。

③ 特約高度障害保険金については、主約款に定める死亡給付金支払方法の選択の規定を準用して、一時支払にかえ
て、当会社所定の金額、期間等の範囲内で、すえ置支払または年金支払を選択することができます。

④ 第５条（特約保険金の請求、支払時期および支払場所）（3）中「主約款に定める保険金」とあるのは「主約款に
定める死亡給付金」と読み替えます。

⑤ 第２３条（主契約の内容変更に伴う特約の取扱い）（1）および（2）中「主契約の保険金額」とあるのは「主契約の
基本年金額」と読み替えます。

⑥ 主契約の基本年金額が主契約の契約内容の変更により減額された場合、主契約の基本年金額に対するこの特約の
特約基本保険金額の割合が当会社所定の限度を超えることとなるときは、その限度まで特約基本保険金額を減額し
ます。この場合、第２３条（主契約の内容変更に伴う特約の取扱い）（1）および（2）の規定を準用して取り扱います。

⑦ 主契約の年金支払開始日を繰り下げたときでも、この特約の保険期間は変更しません。
⑧ 主約款の規定により主契約を払済保険に変更する場合には、第２５条（主契約を延長定期保険または払済保険に変
更する場合の取扱い）の規定は適用せず、この特約の解約返戻金（注）を、主契約について当会社の定めた方法で
計算した金額に加えて取り扱います。

⑨ 特約高度障害保険金の請求に必要な書類については、主約款に定める死亡給付金の請求に関する規定を準用しま
す。

（注）第１０条（特約保険料の払込み）（3）の規定により当会社が支払うべき未経過保険料があるときは、第１０条（特約保
険料の払込み）（3）の規定にかかわらず、当会社は未経過保険料を支払わず、その金額を主契約について当会社の定
めた方法で計算した金額に加えて取り扱います。

第32条（養老保険または５年ごと利差配当付養老保険に付加した場合の特則）
（1）この特約の型が６０％型で、この特約を養老保険または５年ごと利差配当付養老保険に付加した場合には、次の①お
よび②のとおり取り扱います。
① この特約の保険期間満了の日と主契約の保険期間満了の日が同一の場合で、主契約が主約款に定める保険契約の
更新の規定により更新されるときは、保険契約者が特に反対の意思を通知しないかぎり、この特約は主契約と同時
に更新されます。

② 更新後のこの特約は次のとおりとし、主約款に定める保険契約の更新の規定を準用します。
ア．更新後のこの特約の保険期間は、更新後の主契約の保険期間と同一とします。
イ．更新後のこの特約の保険料の払込方法（回数）は更新後の主契約の保険料の払込方法（回数）と同一とします。
ウ．更新後のこの特約の保険期間と保険料払込期間は同一とします。
エ．更新後のこの特約の特約基本保険金額は、更新前のこの特約の保険期間満了の日の特約保険金額と同額としま
す。ただし、更新後の特約基本保険金額が当会社の定める金額に満たないときは、更新を取り扱いません。

（2）この特約の型が２０％型または４０％型で、この特約を養老保険または５年ごと利差配当付養老保険に付加した場合に
は、この特約は平準定期保険特約に変更して更新されるものとして、本条（1）の規定を準用します。

第33条（５年ごと利差配当特約の不適用）
この特約を５年ごと利差配当特約とあわせて主契約に付加した場合、５年ごと利差配当特約条項の規定にかかわらず、

この特約は５年ごと利差配当特約に定める対象特約に該当しないものとします。
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項目 提出書類

１ 特約死亡保険金

（1）当会社所定の請求書
（2）当会社所定の様式による医師の死亡証明書（ただし、事実確認が可能な場
合には、医師の死亡診断書または死体検案書をもってこれに代えることがで
きます。）

（3）被保険者の死亡事実が記載された住民票（ただし、事実確認が必要な場合
は戸籍謄（抄）本）

（4）特約死亡保険金受取人の戸籍謄（抄）本
（5）特約死亡保険金受取人の印鑑証明書
（6）最終の保険料払込みを証する書類
（7）保険証券

２ 特約高度障害保険金

（1）当会社所定の請求書
（2）当会社所定の様式による医師（被保険者が医師の場合には、被保険者以外
の医師）の診断書

（3）被保険者の住民票（ただし、受取人と同一の場合は不要。また、事実確認
が必要な場合は戸籍謄（抄）本）

（4）特約高度障害保険金の受取人の戸籍謄（抄）本と印鑑証明書
（5）最終の保険料払込みを証する書類
（6）保険証券

（注）当会社は、上記以外の書類の提出を求め、または上記の提出書類の一部の省略を認めることがあります。

対象となる高度障害状態 備考

１
両眼の視力を全く永久に失った
もの

（1）視力の測定は、万国式試視力表により、１眼ずつ、きょう正視力について測定し
ます。

（2）「視力を全く永久に失ったもの」とは、視力が０．０２以下になって回復の見込のな
い場合をいいます。

（3）視野狭さくおよび眼瞼下垂による視力障害は視力を失ったものとはみなしません。

２
言語またはそしゃくの機能を全
く永久に失ったもの

（1）「言語の機能を全く永久に失ったもの」とは、次の３つの場合をいいます。
① 語音構成機能障害で、口唇音、歯舌音、口蓋音、こう頭音の４種のうち、３種
以上の発音が不能となり、その回復の見込がない場合

② 脳言語中枢の損傷による失語症で、音声言語による意志の疎通が不可能となり、
その回復の見込がない場合

③ 声帯全部のてき出により発音が不能な場合
（2）「そしゃくの機能を全く永久に失ったもの」とは、流動食以外のものは摂取でき
ない状態で、その回復の見込のない場合をいいます。

３
中枢神経系・精神または胸腹部
臓器に著しい障害を残し、終身
常に介護を必要とするもの

「常に介護を必要とするもの」とは、食物の摂取、排便・排尿・その後始末、および
衣服着脱・起居・歩行・入浴のいずれもが自分ではできず、常に他人の介護を必要と
する状態をいいます。

４
両上肢とも、手関節以上で失っ
たかまたはその用を全く永久に
失ったもの

「上・下肢の用を全く永久に失ったもの」とは、完全にその運動機能を失ったもので
次のいずれかの場合をいいます。
① 上・下肢の完全運動麻ひで回復の見込みのない場合
② 上・下肢においてそれぞれ３大関節（上肢においては肩関節、ひじ関節および
手関節、下肢においてはまた関節、ひざ関節および足関節）の完全強直で、回復
の見込のない場合

５
両下肢とも、足関節以上で失っ
たかまたはその用を全く永久に
失ったもの

６

１上肢を手関節以上で失い、か
つ、１下肢を足関節以上で失っ
たかまたはその用を全く永久に
失ったもの

７
１上肢の用を全く永久に失い、
かつ、１下肢を足関節以上で失
ったもの

別表１ 請求書類

別表２ 対象となる高度障害状態

対象となる高度障害状態とは、次のいずれかの状態をいいます。
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身体部位の名称は、次の図のとおりとします。

別表３ 対象となる保険金額等

（1）平準定期保険特約の特約保険金額
（2）生存給付金付定期保険特約の特約保険金額
（3）逓減定期保険特約の特約基本保険金額
（4）逓増定期保険特約の最終保険年度における特約保険金額
（5）収入保障特約の保険金換算額
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第１条 用語の意義
第２条 特約保険金の支払
第３条 特約保険金の支払に関する補則
第４条 特約保険金支払の免責事由に該当した場合の

取扱い
第５条 特約保険金の月払給付
第６条 特約保険金すえ置支払の選択
第７条 特約保険金の請求、支払時期および支払場所
第８条 特約保険料の払込免除
第９条 特約の締結
第10条 特約の責任開始期
第11条 特約の保険期間および保険料払込期間
第12条 特約保険料の払込み
第13条 猶予期間
第14条 特約の失効
第15条 特約の復活
第16条 詐欺による取消および不法取得目的による無

効ならびに告知義務および告知義務違反によ
る解除

第17条 重大事由による解除
第18条 特約の解約

第19条 特約の返戻金
第20条 特約の消滅とみなす場合
第21条 特約基準給付金月額の減額
第22条 特約の復旧
第23条 特約の契約者配当
第24条 主契約の内容変更に伴う特約の取扱い
第25条 主契約について保険料の振替貸付または契約

者貸付の規定を適用する場合の取扱い
第26条 主契約を延長定期保険または払済保険に変更

する場合の取扱い
第27条 管轄裁判所
第28条 契約内容の登録
第29条 主約款の規定の準用
第30条 ５年ごと利差配当付終身保険、５年ごと利差

配当付総合終身保険、５年ごと利差配当付低
解約返戻金型終身保険または５年ごと利差配
当付低解約返戻金型総合終身保険に付加した
場合の特則

第31条 債権者等からの解約通知による解約の効力が
生じる前に特約保険金の支払事由が生じた場
合の取扱い

家計保障定期保険特約条項

内容

特約死亡保険金 被保険者がこの特約の保険期間中に死亡したときに支払います。

特約高度障害保険金 被保険者がこの特約の保険期間中に所定の高度障害状態になったときに支払います。

保険料払込みの免除
被保険者がこの特約の保険料払込期間中に不慮の事故によって所定の身体障害の状態になった
ときに、その後の特約保険料の払込みを免除します。

用語 用語の意義

カ 家計保障期間
特約保険金の月払給付を行う場合に給付金を支払う期間をいい、この特約の保険期間と同一とし
ます。

ケ 経過年数

次の①または②の日（以下「特約の契約日」といいます。）を０年とし、主たる保険契約（以下
「主契約」といいます。）の年単位の契約応当日ごとに１年を加えて計算した年数をいいます。こ
の場合、１年未満の端数については切り捨てます。
① 主契約締結の際、主契約に付加する場合

主契約の契約日
② 主契約の契約日後、主契約に付加する場合

この特約の責任開始期の直前の主契約の年単位の契約応当日。ただし、この特約の責任開
始期の属する日（以下「責任開始日」といいます。）が主契約の年単位の契約応当日である
ときはその責任開始日とします。

ケ 契約の型
特約締結の際、保険契約者の申出によって定めた、定額型または逓増型のいずれかの型をいいま
す。

サ 最低支払保証期間
特約保険金の月払給付を行う場合に、給付金を支払う最低保証年数として、特約締結の際、当会
社の定める取扱範囲により保険契約者の申出によって定めた期間をいいます。

サ 残存期間
家計保障期間中の各時点から家計保障期間満了日までの期間をいいます。この場合、１か月未満
の端数については切り上げます。ただし、家計保障期間中の各時点から家計保障期間満了日まで
の期間が最低支払保証期間に満たない場合は、最低支払保証期間と同じ期間とします。

家計保障定期保険特約条項 目次

（平成２２年３月２日改定）
（この特約の概要）
この特約は、下表の給付および保険料払込みの免除を行うことを主な内容とするものです。ただし、特約保険金の受取人か

ら特約保険金の一時支払またはすえ置支払を選択する旨の申出がない場合には、特約保険金の月払給付を行います。なお、特
約死亡保険金額および特約高度障害保険金額は同額です。

第１条（用語の意義）
この特約条項において使用される次の用語の意義は、それぞれ下表のとおりとします。
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用語 用語の意義

ト 特約基準給付金月額
特約保険金額または特約保険金の月払給付を行う場合の給付金の月額を算出する際に基準となる
金額として、特約締結の際、当会社の定める取扱範囲により保険契約者の申出によって定めた金
額をいいます。ただし、特約基準給付金月額が変更されたときは、変更後の金額をいいます。

ト 特約保険金額
特約基準給付金月額を基準として、契約の型、残存期間、経過年数に応じて、当会社が定める方
法によって算出した係数を乗じて得られる金額をいいます。この場合、特約保険金額に１，０００円
未満の端数が生じたときは、１００円の位を切り上げて１，０００円単位とします。

支払額 被保険者が死亡した時における特約保険金額

受取人 特約死亡保険金受取人（※１）

支払事由 被保険者がこの特約の保険期間中に死亡したとき。

支払事由に該当しても特約保
険金を支払わない場合（以下
「免責事由」といいます。）

次のいずれかにより上記の支払事由が生じたとき。
ア．この特約の責任開始期（※２）の属する日（以下「責任開始日」といいます。）
からその日を含めて３年以内の自殺

イ．保険契約者または特約死亡保険金受取人の故意
ウ．戦争その他の変乱

支払額 被保険者が高度障害状態（別表２）に該当した時における特約保険金額

受取人 特約高度障害保険金受取人（※１）

支払事由

被保険者がこの特約の責任開始期（※２）以後の傷害または疾病を原因として、この特約の保険期
間中に高度障害状態（別表２）に該当したとき。この場合、責任開始期（※２）前に既に生じてい
た障害状態に責任開始期（※２）以後の傷害または疾病（※３）を原因とする障害状態が新たに加
わって高度障害状態（別表２）に該当したときを含みます。

免責事由
次のいずれかにより上記の支払事由が生じたとき。
ア．保険契約者または被保険者の故意
イ．戦争その他の変乱

第２条（特約保険金の支払）
この特約において支払う特約保険金は、次のとおりです。ただし、特約保険金を支払う場合（以下「支払事由」とい

います。）が生じた時以後、特約保険金の受取人から特約保険金の一時支払またはすえ置支払を選択する旨の申出がない
場合には、特約保険金の月払給付を行います。

① 特約死亡保険金

（※１）特約死亡保険金受取人は主契約の死亡保険金受取人とし、それ以外の者に変更することはできません。
（※２）復活の取扱いが行われた場合は、復活における責任開始期とし、複数回復活の取扱いが行われた場合は、最

後の復活における責任開始期とし、また、復旧の取扱いが行われた後の復旧部分の責任開始期についてもこれ
と同様とします。

② 特約高度障害保険金

（※１）特約高度障害保険金受取人は主契約の高度障害保険金の受取人とし、それ以外の者に変更することはできま
せん。

（※２）復活の取扱いが行われた場合は、復活における責任開始期とし、複数回復活の取扱いが行われた場合は、最
後の復活における責任開始期とし、また、復旧の取扱いが行われた後の復旧部分の責任開始期についてもこれ
と同様とします。

（※３）責任開始期（※２）前に既に生じていた障害状態の原因となった傷害または疾病と因果関係のない傷害また
は疾病に限ります。

第３条（特約保険金の支払に関する補則）
（1）被保険者の生死が不明の場合でも、当会社が死亡したものと認めたときは、特約死亡保険金を支払います。
（2）当会社が特約高度障害保険金を支払った場合には、この特約は、被保険者が高度障害状態（別表２）に該当した時
に消滅したものとみなします。ただし、特約保険金の月払給付を行うときを除きます。

（3）次の①～③のいずれかに該当する場合には、当会社は、被保険者がこの特約の責任開始期（注１）前に発病した疾
病または被った傷害（以下、本（3）において「責任開始期前の疾病等」といいます。）を、この特約の責任開始期
（注１）以後に生じたものとみなして前条②の規定を適用し、本条（5）の規定は適用しません。
① この特約の締結、復活または復旧の際、告知等により当会社が責任開始期前の疾病等について知っていた場合、
または過失により知らなかった場合（責任開始期前の疾病等について、保険契約者または被保険者から告知されな
かったことにより、当会社が事実の一部を知らなかった場合を除きます。）

② この特約の締結、復活または復旧の際、責任開始期前の疾病等について、保険媒介者（注２）が保険契約者また
は被保険者に対し、告知をすることを妨げた場合、告知しないことを勧めた場合、または事実でないことを告げる
ことを勧めた場合

③ 責任開始期前の疾病等について、次のア．およびイ．を満たし、かつ、責任開始期（注１）前に、被保険者の身
体に生じた症状について保険契約者および被保険者の認識および自覚がなかったことが明らかな場合
ア．責任開始期（注１）前に、被保険者が医師の診察を受けたことがない。
イ．責任開始期（注１）前に、被保険者が健康診断（定期健康診断、人間ドック等、健康状態を評価することで疾
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患の予防・早期発見に役立てることを目的として行う診察・検査・検診をいいます。）による異常の指摘を受けた
ことがない。

（4）特約高度障害保険金を支払う前に被保険者が死亡したときは、当会社は、特約高度障害保険金を支払いません。た
だし、前条①に定める特約死亡保険金の免責事由に該当した場合もしくは特約死亡保険金の請求がなされないことが
確定した場合にはこの限りではありません。また、特約高度障害保険金を支払った後に特約死亡保険金の請求を受け
ても、当会社は、その特約死亡保険金を支払いません。

（5）主契約の締結後にこの特約を付加したときで、主契約の高度障害保険金が支払われる場合でも、その支払事由の原
因の発生が、この特約の責任開始期（注１）前であるときは、以下のとおり取り扱います。
① この特約の特約高度障害保険金は支払いません。
② 被保険者が高度障害状態（別表２）になった時に、この特約は消滅したものとみなして、当会社は、この特約の
責任準備金（注３）を特約高度障害保険金受取人に支払います。

（6）特約保険金を支払うときに主契約の普通保険約款（以下「主約款」といいます。）の規定による保険料の振替貸付ま
たは主契約について契約者貸付がある場合で、主約款および主契約に付加されているその他の特約の特約条項の規定
による貸付金の元利金の差引を行った後に差し引けない残額があるときは、当会社はこの特約の特約保険金からその
元利金の残額を差し引きます。

（7）次の①～③の全てに該当する場合には、この特約の保険期間の満了時に高度障害状態（別表２）に該当したものと
みなして特約高度障害保険金を支払います。
① 被保険者がこの特約の保険期間中に、回復の見込みの有無を除いては高度障害状態（別表２）に該当したこと。
② この特約の保険期間の満了時にその回復の可能性が少しでもあるか、または回復の可能性の有無の判断ができな
い場合において、満了後も引き続きその状態が継続したこと。

③ この特約の保険期間の満了後に、その回復の見込みがないことが明らかになって高度障害状態（別表２）に該当
したこと。

（注１）復活の取扱いが行われた場合は、復活における責任開始期とし、複数回復活の取扱いが行われた場合は、最後の
復活における責任開始期とし、また、復旧の取扱いが行われた後の復旧部分の責任開始期についてもこれと同様と
します。

（注２）当会社のために保険契約の締結の媒介を行うことができる者をいいます。
（注３）主約款の規定による保険料の振替貸付または主契約について契約者貸付があるときは、この特約の責任準備金か

らそれらの元利金を差し引きます。

第４条（特約保険金支払の免責事由に該当した場合の取扱い）
（1）特約死亡保険金受取人が故意に被保険者を死亡させた場合で、その受取人がこの特約死亡保険金の一部の受取人で
あるときは、特約死亡保険金の残額を他の特約死亡保険金受取人に支払い、支払わない部分の責任準備金を保険契約
者に支払います。この場合、特約死亡保険金の残額をもとに特約基準給付金月額を改めます。

（2）被保険者が戦争その他の変乱によって死亡し、または高度障害状態（別表２）に該当した場合でも、その原因によ
って死亡し、または高度障害状態に該当した被保険者の数の増加について、当会社がこの特約の計算の基礎に及ぼす
影響が少ないと認めたときは、その程度に応じ、特約死亡保険金または特約高度障害保険金の全額を支払い、または
その金額を削減して支払います。この場合、特約死亡保険金または特約高度障害保険金の金額を削減して支払うとき
は、その削減の割合に応じて特約基準給付金月額を改めます。

（3）次のいずれかの免責事由に該当したことによって、特約死亡保険金が支払われないときは、当会社は、この特約の
責任準備金を保険契約者に支払います。
① この特約の責任開始日からその日を含めて３年以内に被保険者が自殺したとき。
② 特約死亡保険金受取人が故意に被保険者を死亡させたとき。
③ 戦争その他の変乱によって被保険者が死亡したとき。

（4）保険契約者が故意に被保険者を死亡させたことによって、特約死亡保険金が支払われないときは、本条（1）および
（3）の規定にかかわらず、当会社は責任準備金その他の返戻金を支払いません。

第５条（特約保険金の月払給付）
（1）支払事由の生じた特約保険金の受取人（以下本条において「特約保険金受取人」といいます。）が、その特約保険金
の支払事由が生じた時以後、特約保険金の一時支払またはすえ置支払を選択する旨の申出を行わない場合には、特約
保険金の月払給付を行います。この場合、特約保険金の支払事由が生じた時以後であってもこの特約は消滅せず、次
の①および②のとおり取り扱います。
① その特約保険金の支払事由が生じた時以後、主契約の全部についての消滅事由が生じた場合であっても、主約款
の規定にかかわらず、主契約は消滅しないものとします。

② 前①の場合、前①に定める主契約の全部についての消滅事由が生じた時（以下本条において「主契約消滅事由発
生時」といいます。）に主契約が消滅するものとみなして主約款および主契約に付加されているその他の特約の特約
条項を適用します。ただし、主約款に定める次の規定は、主契約消滅事由発生時以後も、なおその効力を有します。
ア．詐欺による取消に関する規定
イ．告知義務および告知義務違反に関する規定
ウ．重大事由による解除に関する規定
エ．管轄裁判所に関する規定
オ．時効に関する規定

（2）月払給付される特約保険金（以下「給付金」といいます。）の支払方法は、次のとおりとします。
① 給付金は、特約保険金の支払事由が生じた日以後最初に到来する主契約の月単位の契約応当日の前日を第１回の
給付金の支払日とし、以後この特約の家計保障期間満了日（注１）まで、毎月の主契約の契約応当日の前日に特約
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保険金受取人に支払います。
② 前①の規定により支払う給付金の月額（以下「給付金月額」といいます。）は、特約基準給付金月額を基準として、
契約の型に応じて次の算式により得られる金額とします。この場合、給付金月額に１０円未満の端数が生じたときは、
１円の位を切り上げて１０円単位とします。
ア．契約の型が定額型の場合

特約基準給付金月額
イ．契約の型が逓増型の場合

特約基準給付金月額×当会社が定める方法により算出した係数
③ 前②の規定にかかわらず、第３条（特約保険金の支払に関する補則）の規定により、特約保険金から主約款の規
定による保険料の振替貸付または契約者貸付の元利金が差し引かれたときは、それらの元利金を差し引いた後の金
額がその特約保険金の支払事由が生じた時の特約保険金額となるように特約基準給付金月額を改め、前②の規定を
適用します。ただし、給付金月額が当会社の定める金額に満たないときは、特約保険金の月払給付を取り扱いませ
ん。

④ 特約保険金の月払給付を行う場合において、既に支払日が到来している給付金があるときは、その給付金は、特
約保険金受取人に一時に支払います。

⑤ 特約保険金の月払給付を行う場合において、その特約保険金の支払事由が生じた日から、最終回の給付金の支払
日までの期間（以下本条において「給付金支払期間」といいます。）中に、特約保険金受取人が死亡したときは、特
約保険金受取人は死亡した特約保険金受取人の法定相続人に変更されたものとします。この場合、法定相続人が２
人以上であるときは、その受取割合はそれぞれの法定相続分に応じた割合とします。

（3）本条（1）の規定にかかわらず、本条（2）②に定める給付金月額が当会社の定める金額に満たないときは、特約保
険金の月払給付を取り扱わず、特約保険金を一時に支払います。また、給付金の未支払分の現価の一部が一時に支払
われる場合で、残存する給付金月額が当会社の定める金額に満たない場合は、残存する給付金についても月払給付を
行わず、残存する給付金の未支払分の現価を一時に支払います。

（4）特約保険金の月払給付を行う場合には、次の①～③のとおり取り扱います。
① その特約保険金の支払事由が生じた日後に到来する主約款の保険料払込みに関する規定に定める保険料期間に対
するこの特約の保険料の払込みを必要としません。

② その特約保険金の支払事由が生じた時以後、契約内容の変更、特約の解約、特約死亡保険金受取人の変更および
保険契約者の変更に関する規定を適用しません。

③ その特約保険金の支払事由が生じた時に、この特約上の一切の権利義務が特約保険金受取人に承継されます。
（5）特約高度障害保険金の月払給付を行う場合には、次の①および②のとおり取り扱います。
① 被保険者がその高度障害状態（別表２）に該当した時から、特約死亡保険金を請求する権利は消滅したものとし
ます。

② 被保険者が高度障害状態（別表２）に複数該当することとなる場合でも、当会社は、特約高度障害保険金を重複
しては支払いません。

（6）特約保険金受取人は、給付金支払期間中、将来の給付金の支払にかえて、給付金の未支払分の現価（注２）の一時
支払を請求することができます。この場合、次の①および②のとおり取り扱います。
① 特約保険金受取人は当会社所定の書類（別表１）を提出してください。
② 当会社が、給付金の未支払分の現価を一時に支払った場合には、この特約（注３）は消滅します。

（注１）第１回の給付金の支払日からこの特約の家計保障期間満了日までの期間が最低支払保証期間に満たない場合には、
第１回の給付金の支払日から最低支払保証期間を経過する日とします。

（注２）特約保険金受取人が２人以上であるときは、特約保険金の支払事由が生じた時（本条（2）⑤の規定により、特
約保険金受取人が変更された場合はその変更時とします。）に定められていたその特約保険金受取人の受取割合に対
応する給付金の未支払分の現価とします。

（注３）特約保険金受取人が２人以上であるときは、一時支払の請求を受けた部分とします。

第６条（特約保険金すえ置支払の選択）
保険契約者（注）は、特約保険金の一時支払または月払給付にかえて、当会社所定の金額、期間等の範囲内ですえ置

支払を選択することができます。

（注）特約保険金の支払事由発生後は特約保険金の受取人とします。

第７条（特約保険金の請求、支払時期および支払場所）
（1）特約保険金の支払事由が生じたときは、保険契約者またはその特約保険金の受取人はすみやかに当会社に通知して
ください。

（2）特約保険金の支払事由が生じたときは、その特約保険金の受取人は、当会社所定の書類（別表１）を提出して、そ
の特約保険金を請求してください。この場合、特約保険金の一時支払またはすえ置支払の選択を行うときは、併せて
申出を行ってください。

（3）特約保険金の月払給付を行う場合、第２回以後の給付金の支払日が到来したときは、その受取人は、当会社所定の
書類（別表１）を提出してください。

（4）当会社は、特約保険金の月払給付を行うときは、支払うべき給付金について月払給付証書を作成して、その受取人
に交付します。

（5）主約款に定める保険金の支払時期および支払場所に関する規定は、この特約による保険金の支払の場合に準用しま
す。
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特約の付加と承諾の時期
特約上の責任が開始される時

（責任開始期）

① 主契約締結の際、主契約に付加する場合 主契約の責任開始期と同一

②
主契約の契約日後、主契約に付加する場合で、当会社
が保険契約者からの特約付加の申込を承諾した場合

当会社所定の保険料および精算額を当会社が受け取った
時または告知の時のいずれか遅い時

第８条（特約保険料の払込免除）
（1）主約款の規定によって、主契約の保険料払込みが免除された場合には、同時にこの特約の保険料払込みを免除しま
す。

（2）本条（1）のほか、次の①または②の場合にも主約款の保険料払込みの免除に関する規定を準用して、この特約の保
険料の払込みを免除します。
① 主契約の保険料の払込方法（回数）が一時払のとき。
② この特約の保険料払込期間と主契約の保険料払込期間とが異なる場合で、主契約の保険料払込期間経過後のとき。

（3）この特約の保険料の払込方法（回数）が一時払の場合には、本条（1）、（2）の規定は適用しません。

第９条（特約の締結）
保険契約者は、主契約の契約日以後、被保険者の同意および当会社の承諾を得て、この特約を主契約に付加して締結

することができます。

第10条（特約の責任開始期）
（1）当会社は、下表の「特約上の責任が開始される時（責任開始期）」からこの特約上の責任を負います。

（2）この特約に関する保険証券の交付については、主約款または他の特約条項の規定によります。

第11条（特約の保険期間および保険料払込期間）
この特約の保険期間および保険料払込期間は、主契約の保険期間の満了する日を限度とし、当会社所定の範囲内で定

めてください。

第12条（特約保険料の払込み）
（1）この特約（特約保険料の払込方法（回数）が一時払の場合を除きます。以下本条において同じ。）の保険料は、主契
約の保険料とともに払い込むことを必要とします。

（2）本条（1）で払い込むべき保険料は、保険料の払込方法（回数）に応じ、それぞれの主約款の保険料の払込みに関す
る規定に定める契約応当日（注１）から翌契約応当日の前日までの期間に対応する保険料とします。

（3）この特約が保険料払込期間中に消滅したときまたはこの特約の保険料の払込みが免除されたときの未経過部分のこ
の特約の未経過部分の保険料（以下「未経過保険料」といいます。）の取扱いについては、主約款の規定を準用します。
ただし、主約款に未経過保険料の取扱いに関する規定がない場合には、この特約の未経過保険料の支払いはありませ
ん。

（4）本条（1）の保険料が契約応当日（注１）の前日までに払い込まれ、かつ、その日までにこの特約が消滅したとき、
または保険料の払込みを必要としなくなったときには、当会社は、その払い込まれた保険料を保険契約者（注２）に
払い戻します。

（5）本条（1）に定めるこの特約の保険料が払い込まれないまま、契約応当日（注１）以後その日の属する月の末日まで
に特約保険金の支払事由が生じた場合には、当会社は、その支払うべき金額から未払込保険料を差し引きます。ただ
し、特約保険金の月払給付を行う場合は、当会社は、未払込保険料を第１回の給付金から差し引きます。この場合、
差し引いた金額が未払込保険料に満たないときは、差し引いた金額の累計が未払込保険料に達するまで、順次その次
の回の給付金から差し引きます。

（6）本条（1）の保険料が払い込まれないまま、契約応当日（注１）以後その日の属する月の末日までに保険料払込みの
免除事由が生じたときには、保険契約者は、未払込保険料を払い込んでください。

（7）本条（6）の場合、未払込保険料の払込みについては主約款に定める保険料払込みの猶予期間の規定を準用します。
（8）主契約の保険料が払い込まれ、この特約の保険料が払い込まれない場合には、この特約は、主約款に定める保険料
払込みの猶予期間が満了した時から将来に向って解約されたものとします。

（9）この特約の保険料払込期間と主契約の保険料払込期間とが異なる場合には、主契約の保険料払込期間経過後におい
て払い込むべきこの特約の保険料は、主契約の保険料の払込方法（回数）にかかわらず年払保険料とし、主契約の保
険料払込期間の満了日の属する月の末日までに一括して前納することを必要とします。

（10）本条（9）の場合には、主約款に定める保険料の払込み、前納および猶予期間の規定を準用します。
（11）本条（9）に規定する前納が行われなかった場合には、この特約は主契約の保険料払込期間が満了した時に解約さ
れたものとします。

（12）この特約の保険料の払込方法（回数）および払込方法（経路）は、主契約の保険料の払込方法（回数）および払込
方法（経路）と同一とし、主契約の保険料の払込方法（回数）または払込方法（経路）が変更された場合は、この特
約の保険料の払込方法（回数）または払込方法（経路）も同時に変更されるものとします。

（13）主契約の保険料を前納（一括払を含みます。）するときは、この特約の保険料についても同時に前納（主契約の保
険料を一括払するときは、一括払）することを必要とします。

（14）本条（1）の規定にかかわらず、主契約の保険料の払込方法（回数）が一時払の場合には、この特約の保険料は、
一括して前納することを必要とします。

（15）本条（13）または（14）の場合には、主約款に定める保険料の前納または一括払の規定を準用します。

（注１）月払契約の場合は月単位、半年払契約の場合は半年単位、年払契約の場合は年単位の契約応当日とします。
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（注２）特約保険金を支払うときは特約保険金の受取人とします。

第13条（猶予期間）
（1）この特約の保険料の猶予期間については、主約款の保険料の猶予期間に関する規定を準用します。
（2）保険料払込みの猶予期間中に、特約保険金の支払事由が発生した場合には、当会社は、特約保険金から未払込保険
料を差し引きます。ただし、特約保険金の月払給付を行う場合は、当会社は、未払込保険料を第１回の給付金から差
し引きます。この場合、差し引いた金額が未払込保険料に満たないときは、差し引いた金額の累計が未払込保険料に
達するまで、順次その次の回の給付金から差し引きます。

（3）猶予期間中に保険料払込みの免除事由が生じたときは、保険契約者はその猶予期間満了の日までに未払込保険料を
払い込んでください。この未払込保険料が払い込まれない場合には、当会社は、免除事由の発生により免除すべき保
険料の払込みを免除しません。

第14条（特約の失効）
主契約が効力を失った場合には、この特約も同時に将来に向って効力を失います。

第15条（特約の復活）
（1）主契約の復活請求の際には、この特約についても同時に復活の請求があったものとします。
（2）当会社は、本条（1）の規定によって請求された特約の復活を承諾した場合には、主約款の復活の規定を準用して、
この特約の復活の取扱いをします。

第16条（詐欺による取消および不法取得目的による無効ならびに告知義務および告知義務違反による解除）
この特約の締結、復活または復旧に際しては主約款の以下①～③の規定を準用します。
① 詐欺による取消に関する規定
② 不法取得目的による無効に関する規定
③ 告知義務および告知義務違反による解除に関する規定

第17条（重大事由による解除）
（1）当会社は、次の①～⑥のいずれかに定める事由が生じた場合には、将来に向ってこの特約を解除することができま
す。
① 保険契約者または特約死亡保険金受取人が、特約死亡保険金（注）を詐取する目的または他人に詐取させる目的
で、事故招致（未遂を含みます。）をした場合

② 保険契約者または被保険者が、この特約の特約高度障害保険金を詐取する目的または他人に詐取させる目的で、
事故招致（未遂を含みます。）をした場合

③ 保険契約者または被保険者が、当会社にこの特約の保険料払込免除をさせる目的で、事故招致（未遂を含みます。）
をした場合

④ この特約の特約保険金の請求に関し、特約保険金の受取人に詐欺行為（未遂を含みます。）があった場合
⑤ 他の保険契約との重複によって、被保険者にかかる特約死亡保険金（注）の保険金額の合計が著しく過大であっ
て、保険制度の目的に反する状態がもたらされるおそれがある場合

⑥ 次のア．またはイ．に該当する等により、当会社の保険契約者、被保険者または特約保険金の受取人に対する信
頼を損ない、この特約の存続を困難とする前①～⑤に掲げる事由と同等の重大な事由がある場合
ア．主契約が重大事由によって解除されたとき。
イ．保険契約者、被保険者または特約保険金の受取人が他の保険者との間で締結した保険契約または共済契約が重
大事由により解除されたとき。

（2）当会社は、特約保険金の支払事由または特約保険料払込みの免除事由が生じた後でも、本条（1）の規定によってこ
の特約を解除することができます。この場合には、本条（1）①～⑥に定める事由の発生時以降に生じた支払事由によ
る特約保険金および特約保険料の払込みの免除は、次の①および②のとおり取り扱います。
① 特約保険金は支払いません。また、既に特約保険金を支払っていたときは、特約保険金の返還を請求します。
② 特約保険料の払込みは免除しません。また、既に特約保険料の払込みを免除していたときは、その特約保険料の
払込みはなかったものとします。

（3）本条の規定によってこの特約を解除するときは、当会社は、その旨を保険契約者に通知します。ただし、保険契約
者またはその住所もしくは居所が不明であるか、その他正当な理由によって保険契約者に通知できない場合には、当
会社は、被保険者または特約保険金の受取人に通知します。

（4）本条の規定によってこの特約を解除したときは、当会社は、解約返戻金と同額の返戻金を保険契約者に支払います。

（注）本条（1）①および⑤においては、保険種類および保険金の名称がいかなる場合であっても他の保険契約の死亡保
険金を含みます。

第18条（特約の解約）
保険契約者は、いつでも将来に向ってこの特約を解約し、解約返戻金を請求することができます。

第19条（特約の返戻金）
（1）この特約の解約返戻金は、当会社の定める計算方法に従い計算します。ただし、主約款の規定による保険料の振替
貸付または主契約について契約者貸付があるときは、この特約の解約返戻金をそれらの元利金の返済にあてます。

（2）この特約が次条①の規定により消滅したとき（注）は、本条（1）と同様に取り扱います。
（3）この特約の解約返戻金額は、主契約の解約返戻金額とあわせて保険証券に例示します。
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（4）保険契約者は、解約返戻金を請求するときは当会社所定の書類（別表１）を提出してください。
（5）解約返戻金は、その請求に必要な書類が当会社に到着した日の翌営業日からその日を含めて５営業日以内に当会社
の本店で支払います。

（注）第３条（特約保険金の支払に関する補則）（5）および第４条（特約保険金支払の免責事由に該当した場合の取扱い）
（3）の場合は除きます。

第20条（特約の消滅とみなす場合）
次の①または②の場合には、この特約は消滅したものとみなします。
① 主契約が解約その他の事由によって消滅したとき。ただし、特約保険金の月払給付を行う場合を除きます。
② 主契約が延長定期保険または払済保険に変更されたとき。

第21条（特約基準給付金月額の減額）
（1）保険契約者は、当会社の定める単位にて、特約基準給付金月額を減額することができます。ただし、減額後の特約
基準給付金月額は、当会社の定める金額以上であることを必要とします。

（2）特約基準給付金月額の減額を請求するときは、保険契約者は、当会社所定の書類（別表１）を提出してください。
（3）特約基準給付金月額を減額したときは、減額分は解約したものとして取り扱います。
（4）特約基準給付金月額を減額した場合に、主約款の規定による保険料の振替貸付または主契約について契約者貸付が
あるときは、この場合の返戻金をそれらの元利金の返済にあてます。

第22条（特約の復旧）
（1）延長定期保険または払済保険に変更された主契約について元の保険契約への復旧の請求があった場合には、第２０条
（特約の消滅とみなす場合）②の規定によって消滅したこの特約も同時に復旧の請求があったものとします。

（2）当会社が本条（1）の規定によって請求された復旧を承諾した場合には、主約款の復旧の規定を準用して、この特約
の復旧の取扱いをします。

第23条（特約の契約者配当）
この特約に対しては、契約者配当はありません。

第24条（主契約の内容変更に伴う特約の取扱い）
（1）主契約の保険金額を減額した場合でも、この特約はそのまま有効に継続します。
（2）主契約の保険期間を短縮した場合、この特約の保険期間が、主契約の保険期間の満了する日を超えることとなると
きは、主契約の保険期間の終期に合わせてこの特約の保険期間を変更します。ただし、変更後のこの特約が当会社の
取扱範囲外となるときは、この特約は解約されたものとします。

（3）主契約の保険料払込期間を変更した場合で、次のいずれかに該当するときは、この特約の保険料払込期間の満了日
が変更後の主契約の保険料払込期間の満了日（注１）と同一となるように、この特約の保険料払込期間を変更します。
ただし、変更後のこの特約が当会社の取扱範囲外となるときは、この特約は解約されたものとします。
① 変更前の主契約の保険料払込期間の満了日がこの特約の保険料払込期間の満了日と同一であるとき。
② 変更前の主契約の保険料払込期間の満了日がこの特約の保険料払込期間の満了日後の場合で、変更後の主契約の
保険料払込期間の満了日がこの特約の保険料払込期間の満了日前となるとき。

（4）本条（2）または（3）の規定により、この特約の保険期間または保険料払込期間が変更された場合には、責任準備
金（注２）の差額を授受し、その後の特約保険料を改めます。この場合、主約款の規定による保険料の振替貸付また
は主契約について契約者貸付があるときは、返戻金をそれらの元利金の返済にあてます。

（5）主契約の保険期間を延長した場合、この特約の保険期間は変更せず、そのまま有効に継続します。

（注１）この特約の保険期間の満了日を超えるときは、この特約の保険期間の満了日とします。
（注２）主約款に未経過保険料の取扱いに関する規定があるときは、この特約の未経過保険料を加えます。

第25条（主契約について保険料の振替貸付または契約者貸付の規定を適用する場合の取扱い）
（1）主契約について主約款の保険料の振替貸付の規定（注１）を適用する場合、貸付限度額の計算にあたっては、この
特約の解約返戻金（注２）を、主契約の解約返戻金に加えて取り扱います。

（2）本条（1）の場合、保険料の振替貸付の規定（注１）の適用は、主契約の保険料と、特約保険料の払込方法（回数）
が一時払の場合を除くこの特約の保険料との合計額について行うものとします。

（3）主契約について主約款の契約者貸付の規定を適用する場合、貸付限度額の計算にあたっては、この特約の解約返戻
金を、主契約の解約返戻金に加えません。

（注１）保険料の振替貸付の取消の規定を含みます。
（注２）主約款に未経過保険料の取扱いに関する規定があるときは、この特約の未経過保険料を加えます。

第26条（主契約を延長定期保険または払済保険に変更する場合の取扱い）
主約款の規定により主契約を延長定期保険または払済保険に変更する場合には、この特約の解約返戻金（注）を、主

契約の解約返戻金に加え、主契約を延長定期保険または払済保険に変更した日のこの特約の特約保険金額の８０％を、主
契約の保険金額に加えて取り扱います。

（注）第１２条（特約保険料の払込み）（3）の規定により当会社が支払うべき未経過保険料があるときは、第１２条（特約保
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読替前 読替後

被保険者 被共済者

保険契約 共済契約

死亡保険金 死亡共済金

災害死亡保険金 災害死亡共済金

保険金額 共済金額

高度障害保険金 後遺障害共済金

険料の払込み）（3）の規定にかかわらず、当会社は未経過保険料を支払わず、その金額を加えて取り扱います。

第27条（管轄裁判所）
この特約における保険金または保険料払込みの免除の請求に関する訴訟については、主約款の管轄裁判所の規定を準

用します。

第28条（契約内容の登録）
（1）当会社は、保険契約者および被保険者の同意を得て、次の事項を社団法人生命保険協会（以下本条において「協会」
といいます。）に登録します。
① 保険契約者ならびに被保険者の氏名、生年月日、性別および住所（市、区、郡までとします。）
② 責任開始期の特約死亡保険金の金額
③ 契約日（注１）
④ 当会社名

（2）本条（1）の登録の期間は、契約日（注１）から５年以内とします。
（3）協会加盟の各生命保険会社および全国共済農業協同組合連合会（以下本条において「各生命保険会社等」といいま
す。）は、本条（1）の規定により登録された被保険者について、保険契約（注２）の申込（注３）を受けた場合、協
会に対して本条（1）の規定により登録された内容について照会することができるものとします。この場合、協会から
その結果の連絡を受けるものとします。

（4）各生命保険会社等は、本条（2）の登録の期間中に保険契約（注２）の申込（注３）があった場合、本条（3）によ
って連絡された内容を保険契約（注２）の承諾（注４）の判断の参考とすることができるものとします。

（5）各生命保険会社等は、契約日（注５）から５年以内に保険契約（注２）について死亡保険金または高度障害保険金
の請求を受けたときは、協会に対して本条（1）の規定により登録された内容について照会し、その結果を死亡保険金
または高度障害保険金の支払の判断の参考とすることができるものとします。

（6）各生命保険会社等は、連絡された内容を承諾（注４）の判断または支払の判断の参考とする以外に用いないものと
します。

（7）協会および各生命保険会社等は、登録または連絡された内容を他に公開しないものとします。
（8）保険契約者または被保険者は、登録または連絡された内容について、当会社または協会に照会することができます。
また、その内容が事実と相違していることを知ったときは、その訂正を請求することができます。

（9）この特約を主契約の契約日後付加した場合は、主契約、特約死亡保険金のある特約または災害死亡保険金のある特
約の契約内容の登録については、主約款、特約死亡保険金のある特約または災害死亡保険金のある特約の規定にかか
わらず、この特約の付加の日から５年間を登録の期間とします。

（10）本条（3）～（5）および（注２）～（注５）中の下表「読替前」欄に記載の字句は、農業協同組合法に基づく共
済においては、それぞれ「読替後」欄に記載の字句に読み替えます。

（注１）復活または復旧の取扱いが行われた場合は、復活または復旧の日とし、複数回復活または復旧の取扱いが行われ
た場合には最後の復活または復旧の日とします。また、主契約の契約日以後にこの特約を付加した場合は、この特
約の付加の日とします。

（注２）死亡保険金のある保険契約をいいます。また、死亡保険金または災害死亡保険金のある特約を含みます。
（注３）復活、復旧、保険金額の増額または特約の中途付加の申込を含みます。
（注４）復活、復旧、保険金額の増額または特約の中途付加の承諾を含みます。
（注５）復活、復旧、保険金額の増額または特約の中途付加の取り扱いが行われた場合は、各々の復活、復旧、保険金額

の増額または特約の中途付加の日とし、複数回各々の取扱いが行われた場合には最後の復活、復旧、保険金額の増
額または特約の中途付加の日とします。

第29条（主約款の規定の準用）
この特約に別段の定めのない場合には、主約款の規定を準用します。

第30条（５年ごと利差配当付終身保険、５年ごと利差配当付総合終身保険、５年ごと利差配当付低解約返戻金型終身保険また
は５年ごと利差配当付低解約返戻金型総合終身保険に付加した場合の特則）

（1）この特約を５年ごと利差配当付終身保険、５年ごと利差配当付総合終身保険、５年ごと利差配当付低解約返戻金型
終身保険または５年ごと利差配当付低解約返戻金型総合終身保険に付加した場合には、次の①または②のとおり取り
扱います。
① この特約の保険期間中に、保険契約者が主契約に５年ごと利差配当付年金支払移行特約を付加したときは、次の
とおりとします。
ア．主契約の全部について年金支払に移行した場合には、この特約の保険期間は年金支払開始日の前日までとしま
す。この場合、この特約は年金支払開始日の前日に消滅したものとして取り扱います。
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イ．主契約の一部について年金支払に移行した場合、年金支払に移行しない終身保険部分または総合終身保険部分
（残存する死亡保障部分または総合終身保険の保障部分をいいます。以下同じ。）が解約その他の事由によって消
滅したときは、第２０条（特約の消滅とみなす場合）の規定によるほか、この特約は消滅します。ただし、年金支
払に移行しない終身保険部分または総合終身保険部分が死亡保険金または高度障害保険金の支払により消滅した
場合で、特約保険金の月払給付を行うときを除きます。

ウ．主契約の一部について年金支払に移行した場合、「主契約の保険金額」とあるのを「年金支払に移行しない終身
保険部分の保険金額（主契約が５年ごと利差配当付総合終身保険または５年ごと利差配当付低解約返戻金型総合
終身保険の場合には、年金支払に移行しない総合終身保険部分の基本保険金額）」と読み替えて第２４条（主契約の
内容変更に伴う特約の取扱い）（1）の規定を適用します。

② この特約の保険期間中に、保険契約者が主契約に５年ごと利差配当付介護保障移行特約を付加し、介護保障に移
行したときは、前①中「年金支払」とあるのは「介護保障」と、「年金支払開始日」とあるのは「５年ごと利差配当
付介護保障移行特約の締結日」と読み替えて前①ア．～ウ．までの規定を適用します。

（2）本条（1）のほか、この特約を５年ごと利差配当付終身保険、５年ごと利差配当付総合終身保険または５年ごと利差
配当付低解約返戻金型総合終身保険に付加した場合で、この特約の保険期間中に、保険契約者が主約款に定める保険
料の払込完了の特則により保険料の払込みを完了する場合には、この特約の保険期間は保険料の払込完了日の前日ま
でとします。この場合、この特約は保険料の払込完了日の前日に消滅したものとして取り扱います。

（3）本条（1）および（2）のほか、この特約を５年ごと利差配当付総合終身保険または５年ごと利差配当付低解約返戻
金型総合終身保険に付加した場合には、次の①～③のとおり取り扱います。
① 第８条（特約保険料の払込免除）の規定にかかわらず、この特約の保険料の払込免除については、主約款の保険
料払込みの免除に関する規定を準用します。

② 第２４条（主契約の内容変更に伴う特約の取扱い）（1）中「主契約の保険金額を減額した場合」とあるのは「主契
約の保険金額等を減額した場合」と読み替えます。

③ ５年ごと利差配当付終身介護保障移行特約が主契約に付加して締結されている場合には、次のとおりとします。
ア．第２条（特約保険金の支払）①（※１）に「主契約の死亡保険金受取人」とあるのは「５年ごと利差配当付終
身介護保障移行特約の締結時の主契約の死亡保険金受取人」と、また②表中受取人欄に「主契約の高度障害保険
金受取人」とあるのは「５年ごと利差配当付終身介護保障移行特約の締結時の主契約の高度障害保険金の受取人」
と読み替えます。

イ．５年ごと利差配当付終身保障移行特約条項の契約者貸付の規定を適用する場合には、この特約の解約返戻金は、
主契約のうち終身保障移行部分の解約返戻金に加えません。

ウ．５年ごと利差配当付終身保障移行特約条項の規定による契約者貸付がある場合には、主約款の規定による契約
者貸付がある場合の規定を準用します。

第31条（債権者等からの解約通知による解約の効力が生じる前に特約保険金の支払事由が生じた場合の取扱い）
（1）債権者等（注１）による保険契約の解約の通知が当会社に到達し、かつ、主約款または主契約に付加された特約の

特約条項（以下、本条において「主約款等」といいます。）の規定により解約の効力が生じるまでまたは主約款等の
規定により効力が生じなくなるまでに、この特約の特約保険金の支払事由が生じた場合で、特約保険金の一時支払
を選択する旨の申出がなかったときは、主約款等の規定によるほか、次のとおり取り扱います。

① 主契約またはこれに付加されている特約（この特約を除きます。以下本（1）において同じ。）により支払うべき
保険金等（注２）がある場合には、その支払うべき金額から主約款等に規定する債権者等（注１）に支払うべき金
額を差し引きます。

② 前①の場合で、主約款等に規定する債権者等（注１）に支払うべき金額のうち差し引けない残額があるときは、
この特約の特約保険金は月払給付とし、第１回の給付金として支払うべき金額からその残額を差し引きます。

③ 主契約またはこれに付加されている特約により支払うべき保険金等（注２）がない場合には、この特約の特約保
険金は月払給付とし、第１回の給付金として支払うべき金額から主約款等に規定する債権者等（注１）に支払うべ
き金額を差し引きます。

④ 前②または③の場合、主約款等に規定する債権者等（注１）に支払うべき金額のうち差し引けない残額があると
きまたは第１回の給付金の支払日が主約款に規定する解約の効力が生じる日の翌日以後となるときは、前②または
③の規定にかかわらず、特約保険金の月払給付を取り扱わず、特約保険金の一時支払を行います。

（2）本条（1）の規定は、保険法施行日（平成２２年４月１日）以後の債権者等（注１）による解約の通知に対し効力を生
じます。

（注１）保険契約者以外の者で保険契約の解約をすることができる者をいいます。
（注２）名称がいかなる場合であっても、この特約が付加された保険契約において、被保険者の死亡、傷害または疾病に

関し、一定の事由が生じたことを条件として保険給付することを定めた金銭をいいます。
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項目 提出書類

１

・特約保険金の一時支払
・特約保険金の月払給付
（第１回の給付金）
・特約保険金のすえ置支払

ア．特約死亡保険金
（1）当会社所定の請求書
（2）当会社所定の様式による医師の死亡証明書（ただし、事実確認が可能な
場合には、医師の死亡診断書または死体検案書をもってこれに代えること
ができます。）

（3）被保険者の死亡事実が記載された住民票（ただし、事実確認が必要な場
合は戸籍謄（抄）本）

（4）特約死亡保険金受取人の戸籍謄（抄）本
（5）特約死亡保険金受取人の印鑑証明書
（6）最終の保険料払込みを証する書類
（7）保険証券
イ．特約高度障害保険金
（1）当会社所定の請求書
（2）当会社所定の様式による医師（被保険者が医師の場合には、被保険者以
外の医師）の診断書

（3）被保険者の住民票（ただし、受取人と同一の場合は不要。また、事実確
認が必要な場合は戸籍謄（抄）本）

（4）特約高度障害保険金の受取人の戸籍謄（抄）本と印鑑証明書
（5）最終の保険料払込みを証する書類
（6）保険証券

２

特約保険金の月払給付
（第２回以後の給付金または給
付金の未支払分の現価の一時支
払）

（1）当会社所定の請求書
（2）特約保険金の受取人の戸籍謄（抄）本
（3）特約保険金の受取人の印鑑証明書
（4）月払給付証書

（注）当会社は、上記以外の書類の提出を求め、または上記の提出書類の一部の省略を認めることがあります。

項目 提出書類

１ 解約返戻金

（1）当会社所定の解約返戻金請求書
（2）保険契約者の印鑑証明書
（3）最終の保険料払込みを証する書類
（4）保険証券

２
契約内容の変更
・特約基準給付金月額の減額

（1）当会社所定の保険契約内容変更請求書
（2）保険契約者の印鑑証明書
（3）最終の保険料払込みを証する書類
（4）保険証券

（注）当会社は、上記以外の書類の提出を求め、または上記の提出書類の一部の省略を認めることがあります。また
１の請求については当会社の指定した医師に被保険者の診断を行わせることがあります。

別表１ 請求書類

（1）特約保険金の請求書類

（2）その他の請求書類
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対象となる高度障害状態 備考

１
両眼の視力を全く永久に失った
もの

（1）視力の測定は、万国式試視力表により、１眼ずつ、きょう正視力について測定し
ます。

（2）「視力を全く永久に失ったもの」とは、視力が０．０２以下になって回復の見込のな
い場合をいいます。

（3）視野狭さくおよび眼瞼下垂による視力障害は視力を失ったものとはみなしません。

２
言語またはそしゃくの機能を全
く永久に失ったもの

（1）「言語の機能を全く永久に失ったもの」とは、次の３つの場合をいいます。
① 語音構成機能障害で、口唇音、歯舌音、口蓋音、こう頭音の４種のうち、３種
以上の発音が不能となり、その回復の見込がない場合

② 脳言語中枢の損傷による失語症で、音声言語による意志の疎通が不可能となり、
その回復の見込がない場合

③ 声帯全部のてき出により発音が不能な場合
（2）「そしゃくの機能を全く永久に失ったもの」とは、流動食以外のものは摂取でき
ない状態で、その回復の見込のない場合をいいます。

３
中枢神経系・精神または胸腹部
臓器に著しい障害を残し、終身
常に介護を必要とするもの

「常に介護を必要とするもの」とは、食物の摂取、排便・排尿・その後始末、および
衣服着脱・起居・歩行・入浴のいずれもが自分ではできず、常に他人の介護を必要と
する状態をいいます。

４
両上肢とも、手関節以上で失っ
たかまたはその用を全く永久に
失ったもの

「上・下肢の用を全く永久に失ったもの」とは、完全にその運動機能を失ったもので
次のいずれかの場合をいいます。
① 上・下肢の完全運動麻ひで回復の見込みのない場合
② 上・下肢においてそれぞれ３大関節（上肢においては肩関節、ひじ関節および
手関節、下肢においてはまた関節、ひざ関節および足関節）の完全強直で、回復
の見込のない場合

５
両下肢とも、足関節以上で失っ
たかまたはその用を全く永久に
失ったもの

６

１上肢を手関節以上で失い、か
つ、１下肢を足関節以上で失っ
たかまたはその用を全く永久に
失ったもの

７
１上肢の用を全く永久に失い、
かつ、１下肢を足関節以上で失
ったもの

身体部位の名称は、次の図のとおりとします。

別表２ 対象となる高度障害状態

対象となる高度障害状態とは、次のいずれかの状態をいいます。
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〈参考〉特約保険金額・給付金月額計算方法

１．特約保険金額（１,０００円未満の端数については、１００円の位を切り上げて１,０００円単位）
(1）契約の型が定額型の場合
特約基準給付金月額×係数１

(2）契約の型が逓増型の場合
特約基準給付金月額×（係数１×係数２＋係数３＋係数４）

２．給付金月額（１０円未満の端数については、１円の位を切り上げて１０円単位）
(1）契約の型が定額型の場合
特約基準給付金月額

(2）契約の型が逓増型の場合
特約基準給付金月額×係数２

月数
年数 ０ １ ２ ３ ４ ５
０ １．００８５ ２．０１５６ ３．０２１３ ４．０２５４ ５．０２８２
１ １２．００６８ １２．９９８０ １３．９８７７ １４．９７６１ １５．９６３０ １６．９４８５
２ ２３．８０７１ ２４．７８１２ ２５．７５４０ ２６．７２５３ ２７．６９５２ ２８．６６３８
３ ３５．４０４４ ３６．３６１８ ３７．３１７８ ３８．２７２４ ３９．２２５７ ４０．１７７６
４ ４６．８０２３ ４７．７４３２ ４８．６８２８ ４９．６２１０ ５０．５５７８ ５１．４９３３
５ ５８．００４１ ５８．９２８９ ５９．８５２３ ６０．７７４３ ６１．６９５１ ６２．６１４５
６ ６９．０１３３ ６９．９２２１ ７０．８２９６ ７１．７３５９ ７２．６４０８ ７３．５４４４
７ ７９．８３３１ ８０．７２６３ ８１．６１８２ ８２．５０８９ ８３．３９８２ ８４．２８６３
８ ９０．４６６９ ９１．３４４７ ９２．２２１３ ９３．０９６６ ９３．９７０６ ９４．８４３４
９ １００．９１７７ １０１．７８０４ １０２．６４１９ １０３．５０２２ １０４．３６１２ １０５．２１９０
１０ １１１．１８８８ １１２．０３６７ １１２．８８３４ １１３．７２８９ １１４．５７３１ １１５．４１６１
１１ １２１．２８３３ １２２．１１６６ １２２．９４８７ １２３．７７９６ １２４．６０９３ １２５．４３７９
１２ １３１．２０４１ １３２．０２３１ １３２．８４０９ １３３．６５７５ １３４．４７３０ １３５．２８７２
１３ １４０．９５４３ １４１．７５９２ １４２．５６３０ １４３．３６５５ １４４．１６７０ １４４．９６７２
１４ １５０．５３６８ １５１．３２７９ １５２．１１７８ １５２．９０６６ １５３．６９４２ １５４．４８０７
１５ １５９．９５４５ １６０．７３２０ １６１．５０８３ １６２．２８３５ １６３．０５７６ １６３．８３０６
１６ １６９．２１０２ １６９．９７４３ １７０．７３７３ １７１．４９９２ １７２．２６００ １７３．０１９７
１７ １７８．３０６８ １７９．０５７７ １７９．８０７６ １８０．５５６４ １８１．３０４１ １８２．０５０７
１８ １８７．２４６９ １８７．９８４９ １８８．７２１９ １８９．４５７８ １９０．１９２６ １９０．９２６４
１９ １９６．０３３２ １９６．７５８５ １９７．４８２８ １９８．２０６１ １９８．９２８３ １９９．６４９４
２０ ２０４．６６８４ ２０５．３８１３ ２０６．０９３１ ２０６．８０３９ ２０７．５１３７ ２０８．２２２４
２１ ２１３．１５５１ ２１３．８５５７ ２１４．５５５３ ２１５．２５３９ ２１５．９５１４ ２１６．６４８０
２２ ２２１．４９５８ ２２２．１８４４ ２２２．８７１９ ２２３．５５８５ ２２４．２４４１ ２２４．９２８７
２３ ２２９．６９３１ ２３０．３６９８ ２３１．０４５６ ２３１．７２０３ ２３２．３９４１ ２３３．０６６９
２４ ２３７．７４９４ ２３８．４１４５ ２３９．０７８６ ２３９．７４１７ ２４０．４０３９ ２４１．０６５２
２５ ２４５．６６７１ ２４６．３２０８ ２４６．９７３５ ２４７．６２５２ ２４８．２７６０ ２４８．９２５９
２６ ２５３．４４８７ ２５４．０９１１ ２５４．７３２５ ２５５．３７３１ ２５６．０１２７ ２５６．６５１４
２７ ２６１．０９６４ ２６１．７２７８ ２６２．３５８２ ２６２．９８７７ ２６３．６１６３ ２６４．２４４０
２８ ２６８．６１２６ ２６９．２３３１ ２６９．８５２７ ２７０．４７１４ ２７１．０８９２ ２７１．７０６１
２９ ２７５．９９９５ ２７６．６０９３ ２７７．２１８３ ２７７．８２６３ ２７８．４３３５ ２７９．０３９８
３０ ２８３．２５９４ ２８３．８５８７ ２８４．４５７２ ２８５．０５４８ ２８５．６５１５ ２８６．２４７４
３１ ２９０．３９４４ ２９０．９８３４ ２９１．５７１６ ２９２．１５８９ ２９２．７４５４ ２９３．３３１０
３２ ２９７．４０６７ ２９７．９８５６ ２９８．５６３６ ２９９．１４０８ ２９９．７１７２ ３００．２９２８
３３ ３０４．２９８４ ３０４．８６７３ ３０５．４３５４ ３０６．００２７ ３０６．５６９２ ３０７．１３４８
３４ ３１１．０７１５ ３１１．６３０７ ３１２．１８９０ ３１２．７４６５ ３１３．３０３３ ３１３．８５９２
３５ ３１７．７２８２ ３１８．２７７７ ３１８．８２６５ ３１９．３７４４ ３１９．９２１５ ３２０．４６７９
３６ ３２４．２７０４ ３２４．８１０４ ３２５．３４９７ ３２５．８８８３ ３２６．４２６０ ３２６．９６３０
３７ ３３０．７０００ ３３１．２３０８ ３３１．７６０８ ３３２．２９０１ ３３２．８１８６ ３３３．３４６３
３８ ３３７．０１９１ ３３７．５４０８ ３３８．０６１７ ３３８．５８１８ ３３９．１０１２ ３３９．６１９９
３９ ３４３．２２９５ ３４３．７４２２ ３４４．２５４１ ３４４．７６５３ ３４５．２７５８ ３４５．７８５５
４０ ３４９．３３３１ ３４９．８３６９ ３５０．３４０１ ３５０．８４２５ ３５１．３４４２ ３５１．８４５１

係数１
(1）保険料の払込方法（回数）が年払・半年払・月払の場合

残存期間を年数と月数（０か月から１１か月まで）に分け、その年数と月数に応じた係数とします。
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月数
年数 ６ ７ ８ ９ １０ １１
０ ６．０２９４ ７．０２９３ ８．０２７６ ９．０２４６ １０．０２０１ １１．０１４２
１ １７．９３２５ １８．９１５２ １９．８９６４ ２０．８７６２ ２１．８５４５ ２２．８３１５
２ ２９．６３０９ ３０．５９６６ ３１．５６１０ ３２．５２３９ ３３．４８５５ ３４．４４５６
３ ４１．１２８１ ４２．０７７２ ４３．０２４９ ４３．９７１３ ４４．９１６３ ４５．８６００
４ ５２．４２７５ ５３．３６０３ ５４．２９１７ ５５．２２１８ ５６．１５０６ ５７．０７８０
５ ６３．５３２６ ６４．４４９３ ６５．３６４８ ６６．２７８９ ６７．１９１７ ６８．１０３１
６ ７４．４４６７ ７５．３４７７ ７６．２４７３ ７７．１４５７ ７８．０４２８ ７８．９３８６
７ ８５．１７３０ ８６．０５８５ ８６．９４２７ ８７．８２５７ ８８．７０７３ ８９．５８７７
８ ９５．７１４９ ９６．５８５２ ９７．４５４２ ９８．３２２０ ９９．１８８５ １００．０５３７
９ １０６．０７５５ １０６．９３０８ １０７．７８４９ １０８．６３７７ １０９．４８９３ １１０．３３９７
１０ １１６．２５７９ １１７．０９８５ １１７．９３７９ １１８．７７６０ １１９．６１３０ １２０．４４８７
１１ １２６．２６５２ １２７．０９１３ １２７．９１６３ １２８．７４００ １２９．５６２５ １３０．３８３９
１２ １３６．１００３ １３６．９１２３ １３７．７２３０ １３８．５３２６ １３９．３４１０ １４０．１４８２
１３ １４５．７６６３ １４６．５６４３ １４７．３６１１ １４８．１５６７ １４８．９５１２ １４９．７４４６
１４ １５５．２６６１ １５６．０５０３ １５６．８３３４ １５７．６１５４ １５８．３９６２ １５９．１７５９
１５ １６４．６０２５ １６５．３７３２ １６６．１４２８ １６６．９１１３ １６７．６７８８ １６８．４４５１
１６ １７３．７７８２ １７４．５３５７ １７５．２９２１ １７６．０４７４ １７６．８０１６ １７７．５５４８
１７ １８２．７９６２ １８３．５４０７ １８４．２８４１ １８５．０２６４ １８５．７６７６ １８６．５０７８
１８ １９１．６５９１ １９２．３９０７ １９３．１２１３ １９３．８５０９ １９４．５７９４ １９５．３０６８
１９ ２００．３６９５ ２０１．０８８６ ２０１．８０６６ ２０２．５２３６ ２０３．２３９６ ２０３．９５４５
２０ ２０８．９３０２ ２０９．６３６９ ２１０．３４２５ ２１１．０４７２ ２１１．７５０９ ２１２．４５３５
２１ ２１７．３４３６ ２１８．０３８１ ２１８．７３１７ ２１９．４２４２ ２２０．１１５７ ２２０．８０６３
２２ ２２５．６１２２ ２２６．２９４９ ２２６．９７６５ ２２７．６５７１ ２２８．３３６８ ２２９．０１５４
２３ ２３３．７３８７ ２３４．４０９６ ２３５．０７９５ ２３５．７４８４ ２３６．４１６４ ２３７．０８３４
２４ ２４１．７２５４ ２４２．３８４８ ２４３．０４３１ ２４３．７００６ ２４４．３５７０ ２４５．０１２６
２５ ２４９．５７４８ ２５０．２２２８ ２５０．８６９８ ２５１．５１５９ ２５２．１６１１ ２５２．８０５４
２６ ２５７．２８９１ ２５７．９２６０ ２５８．５６１９ ２５９．１９６９ ２５９．８３１０ ２６０．４６４２
２７ ２６４．８７０８ ２６５．４９６７ ２６６．１２１７ ２６６．７４５８ ２６７．３６８９ ２６７．９９１２
２８ ２７２．３２２１ ２７２．９３７２ ２７３．５５１４ ２７４．１６４８ ２７４．７７７２ ２７５．３８８８
２９ ２７９．６４５２ ２８０．２４９７ ２８０．８５３４ ２８１．４５６２ ２８２．０５８１ ２８２．６５９２
３０ ２８６．８４２４ ２８７．４３６５ ２８８．０２９８ ２８８．６２２２ ２８９．２１３８ ２８９．８０４５
３１ ２９３．９１５７ ２９４．４９９７ ２９５．０８２８ ２９５．６６５０ ２９６．２４６４ ２９６．８２７０
３２ ３００．８６７５ ３０１．４４１４ ３０２．０１４４ ３０２．５８６６ ３０３．１５８０ ３０３．７２８６
３３ ３０７．６９９６ ３０８．２６３７ ３０８．８２６９ ３０９．３８９２ ３０９．９５０８ ３１０．５１１６
３４ ３１４．４１４３ ３１４．９６８６ ３１５．５２２１ ３１６．０７４８ ３１６．６２６８ ３１７．１７７９
３５ ３２１．０１３５ ３２１．５５８２ ３２２．１０２２ ３２２．６４５５ ３２３．１８７９ ３２３．７２９５
３６ ３２７．４９９１ ３２８．０３４６ ３２８．５６９２ ３２９．１０３１ ３２９．６３６１ ３３０．１６８５
３７ ３３３．８７３３ ３３４．３９９５ ３３４．９２４９ ３３５．４４９６ ３３５．９７３５ ３３６．４９６７
３８ ３４０．１３７８ ３４０．６５４９ ３４１．１７１３ ３４１．６８７０ ３４２．２０１９ ３４２．７１６１
３９ ３４６．２９４５ ３４６．８０２８ ３４７．３１０３ ３４７．８１７１ ３４８．３２３１ ３４８．８２８５
４０ ３５２．３４５４ ３５２．８４４９ ３５３．３４３７ ３５３．８４１８ ３５４．３３９１ ３５４．８３５８
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月数
年数 ０ １ ２ ３ ４ ５
４１ ３５５．３３１７ ３５５．８２６９ ３５６．３２１４ ３５６．８１５１ ３５７．３０８２ ３５７．８００５
４２ ３６１．２２７１ ３６１．７１３８ ３６２．１９９８ ３６２．６８５１ ３６３．１６９６ ３６３．６５３５
４３ ３６７．０２１１ ３６７．４９９５ ３６７．９７７１ ３６８．４５４０ ３６８．９３０３ ３６９．４０５８
４４ ３７２．７１５５ ３７３．１８５６ ３７３．６５５０ ３７４．１２３８ ３７４．５９１８ ３７５．０５９２
４５ ３７８．３１２０ ３７８．７７４０ ３７９．２３５３ ３７９．６９６０ ３８０．１５６０ ３８０．６１５３
４６ ３８３．８１２２ ３８４．２６６２ ３８４．７１９６ ３８５．１７２４ ３８５．６２４５ ３８６．０７５９
４７ ３８９．２１７８ ３８９．６６４０ ３９０．１０９６ ３９０．５５４６ ３９０．９９８９ ３９１．４４２６
４８ ３９４．５３０４ ３９４．９６９０ ３９５．４０６９ ３９５．８４４２ ３９６．２８０９ ３９６．７１６９
４９ ３９９．７５１７ ４００．１８２７ ４００．６１３１ ４０１．０４２９ ４０１．４７２０ ４０１．９００６
５０ ４０４．８８３１ ４０５．３０６７ ４０５．７２９７ ４０６．１５２１ ４０６．５７３９ ４０６．９９５１
５１ ４０９．９２６３ ４１０．３４２６ ４１０．７５８４ ４１１．１７３５ ４１１．５８８０ ４１２．００２０
５２ ４１４．８８２８ ４１５．２９１９ ４１５．７００５ ４１６．１０８５ ４１６．５１５９ ４１６．９２２７
５３ ４１９．７５４０ ４２０．１５６１ ４２０．５５７７ ４２０．９５８６ ４２１．３５９０ ４２１．７５８８
５４ ４２４．５４１４ ４２４．９３６６ ４２５．３３１３ ４２５．７２５３ ４２６．１１８９ ４２６．５１１８
５５ ４２９．２４６５ ４２９．６３４９ ４３０．０２２８ ４３０．４１０１ ４３０．７９６８ ４３１．１８３０
５６ ４３３．８７０７ ４３４．２５２４ ４３４．６３３６ ４３５．０１４２ ４３５．３９４３ ４３５．７７３９
５７ ４３８．４１５３ ４３８．７９０５ ４３９．１６５１ ４３９．５３９２ ４３９．９１２８ ４４０．２８５８
５８ ４４２．８８１８ ４４３．２５０５ ４４３．６１８７ ４４３．９８６４ ４４４．３５３５ ４４４．７２０１
５９ ４４７．２７１５ ４４７．６３３８ ４４７．９９５７ ４４８．３５７０ ４４８．７１７８ ４４９．０７８１
６０ ４５１．５８５６ ４５１．９４１８ ４５２．２９７４ ４５２．６５２５ ４５３．００７１ ４５３．３６１２
６１ ４５５．８２５６ ４５６．１７５６ ４５６．５２５１ ４５６．８７４１ ４５７．２２２６ ４５７．５７０６
６２ ４５９．９９２６ ４６０．３３６６ ４６０．６８０１ ４６１．０２３１ ４６１．３６５６ ４６１．７０７７
６３ ４６４．０８８０ ４６４．４２６１ ４６４．７６３７ ４６５．１００８ ４６５．４３７４ ４６５．７７３５
６４ ４６８．１１２９ ４６８．４４５２ ４６８．７７７０ ４６９．１０８３ ４６９．４３９１ ４６９．７６９５
６５ ４７２．０６８６ ４７２．３９５２ ４７２．７２１３ ４７３．０４６９ ４７３．３７２０ ４７３．６９６７
６６ ４７５．９５６３ ４７６．２７７２ ４７６．５９７７ ４７６．９１７７ ４７７．２３７３ ４７７．５５６４
６７ ４７９．７７７１ ４８０．０９２５ ４８０．４０７５ ４８０．７２２０ ４８１．０３６０ ４８１．３４９６
６８ ４８３．５３２２ ４８３．８４２２ ４８４．１５１７ ４８４．４６０８ ４８４．７６９５ ４８５．０７７７
６９ ４８７．２２２７ ４８７．５２７４ ４８７．８３１６ ４８８．１３５４ ４８８．４３８７ ４８８．７４１６
７０ ４９０．８４９７
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月数
年数 ６ ７ ８ ９ １０ １１
４１ ３５８．２９２２ ３５８．７８３１ ３５９．２７３３ ３５９．７６２８ ３６０．２５１６ ３６０．７３９７
４２ ３６４．１３６７ ３６４．６１９２ ３６５．１０１０ ３６５．５８２０ ３６６．０６２４ ３６６．５４２１
４３ ３６９．８８０７ ３７０．３５４９ ３７０．８２８４ ３７１．３０１２ ３７１．７７３３ ３７２．２４４８
４４ ３７５．５２５９ ３７５．９９１９ ３７６．４５７３ ３７６．９２２０ ３７７．３８６０ ３７７．８４９３
４５ ３８１．０７４０ ３８１．５３２０ ３８１．９８９４ ３８２．４４６１ ３８２．９０２１ ３８３．３５７５
４６ ３８６．５２６７ ３８６．９７６８ ３８７．４２６３ ３８７．８７５２ ３８８．３２３３ ３８８．７７０９
４７ ３９１．８８５６ ３９２．３２８０ ３９２．７６９８ ３９３．２１０９ ３９３．６５１３ ３９４．０９１２
４８ ３９７．１５２３ ３９７．５８７１ ３９８．０２１３ ３９８．４５４８ ３９８．８８７７ ３９９．３２００
４９ ４０２．３２８５ ４０２．７５５８ ４０３．１８２５ ４０３．６０８６ ４０４．０３４０ ４０４．４５８９
５０ ４０７．４１５６ ４０７．８３５６ ４０８．２５５０ ４０８．６７３７ ４０９．０９１８ ４０９．５０９４
５１ ４１２．４１５３ ４１２．８２８０ ４１３．２４０２ ４１３．６５１７ ４１４．０６２６ ４１４．４７３０
５２ ４１７．３２８９ ４１７．７３４６ ４１８．１３９６ ４１８．５４４１ ４１８．９４８０ ４１９．３５１３
５３ ４２２．１５８１ ４２２．５５６７ ４２２．９５４８ ４２３．３５２３ ４２３．７４９３ ４２４．１４５６
５４ ４２６．９０４２ ４２７．２９６０ ４２７．６８７２ ４２８．０７７９ ４２８．４６８０ ４２８．８５７５
５５ ４３１．５６８６ ４３１．９５３７ ４３２．３３８２ ４３２．７２２１ ４３３．１０５５ ４３３．４８８４
５６ ４３６．１５２９ ４３６．５３１３ ４３６．９０９２ ４３７．２８６５ ４３７．６６３３ ４３８．０３９６
５７ ４４０．６５８２ ４４１．０３０２ ４４１．４０１６ ４４１．７７２４ ４４２．１４２８ ４４２．５１２５
５８ ４４５．０８６１ ４４５．４５１７ ４４５．８１６７ ４４６．１８１２ ４４６．５４５１ ４４６．９０８５
５９ ４４９．４３７９ ４４９．７９７１ ４５０．１５５９ ４５０．５１４１ ４５０．８７１８ ４５１．２２８９
６０ ４５３．７１４８ ４５４．０６７９ ４５４．４２０４ ４５４．７７２５ ４５５．１２４０ ４５５．４７５０
６１ ４５７．９１８１ ４５８．２６５１ ４５８．６１１６ ４５８．９５７６ ４５９．３０３１ ４５９．６４８１
６２ ４６２．０４９２ ４６２．３９０２ ４６２．７３０７ ４６３．０７０８ ４６３．４１０３ ４６３．７４９４
６３ ４６６．１０９２ ４６６．４４４３ ４６６．７７９０ ４６７．１１３２ ４６７．４４６９ ４６７．７８０２
６４ ４７０．０９９３ ４７０．４２８７ ４７０．７５７７ ４７１．０８６１ ４７１．４１４１ ４７１．７４１６
６５ ４７４．０２０９ ４７４．３４４６ ４７４．６６７９ ４７４．９９０７ ４７５．３１３０ ４７５．６３４９
６６ ４７７．８７５０ ４７８．１９３１ ４７８．５１０９ ４７８．８２８１ ４７９．１４４９ ４７９．４６１２
６７ ４８１．６６２８ ４８１．９７５５ ４８２．２８７７ ４８２．５９９５ ４８２．９１０９ ４８３．２２１７
６８ ４８５．３８５５ ４８５．６９２８ ４８５．９９９６ ４８６．３０６１ ４８６．６１２１ ４８６．９１７６
６９ ４８９．０４４１ ４８９．３４６１ ４８９．６４７７ ４８９．９４８９ ４９０．２４９６ ４９０．５４９９
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(2）保険料の払込方法（回数）が一時払の場合
残存期間を年数と月数（０か月から１１か月まで）に分け、その年数と月数に応じた係数とします。

月数
年数 ０ １ ２ ３ ４ ５
０ １．００８７ ２．０１６２ ３．０２２５ ４．０２７５ ５．０３１２
１ １２．０２２８ １３．０１６６ １４．００９２ １５．０００６ １５．９９０７ １６．９７９７
２ ２３．８６７８ ２４．８４７０ ２５．８２４９ ２６．８０１７ ２７．７７７２ ２８．７５１５
３ ３５．５３７９ ３６．５０２６ ３７．４６６０ ３８．４２８３ ３９．３８９４ ４０．３４９３
４ ４７．０３５４ ４７．９８５９ ４８．９３５１ ４９．８８３２ ５０．８３０１ ５１．７７５８
５ ５８．３６３１ ５９．２９９５ ６０．２３４７ ６１．１６８８ ６２．１０１７ ６３．０３３４
６ ６９．５２３４ ７０．４４５９ ７１．３６７３ ７２．２８７５ ７３．２０６７ ７４．１２４６
７ ８０．５１８７ ８１．４２７６ ８２．３３５４ ８３．２４２０ ８４．１４７５ ８５．０５２０
８ ９１．３５１５ ９２．２４７０ ９３．１４１３ ９４．０３４６ ９４．９２６７ ９５．８１７８
９ １０２．０２４２ １０２．９０６５ １０３．７８７６ １０４．６６７７ １０５．５４６７ １０６．４２４５
１０ １１２．５３９２ １１３．４０８５ １１４．２７６６ １１５．１４３６ １１６．００９６ １１６．８７４５
１１ １２２．８９８９ １２３．７５５２ １２４．６１０５ １２５．４６４８ １２６．３１７９ １２７．１７０１
１２ １３３．１０５４ １３３．９４９１ １３４．７９１７ １３５．６３３４ １３６．４７３９ １３７．３１３５
１３ １４３．１６１１ １４３．９９２３ １４４．８２２５ １４５．６５１７ １４６．４７９８ １４７．３０７０
１４ １５３．０６８２ １５３．８８７１ １５４．７０５０ １５５．５２２０ １５６．３３７９ １５７．１５２８
１５ １６２．８２８８ １６３．６３５７ １６４．４４１５ １６５．２４６４ １６６．０５０２ １６６．８５３１
１６ １７２．４４５２ １７３．２４０２ １７４．０３４１ １７４．８２７１ １７５．６１９０ １７６．４１００
１７ １８１．９１９６ １８２．７０２７ １８３．４８４９ １８４．２６６２ １８５．０４６４ １８５．８２５７
１８ １９１．２５３８ １９２．０２５４ １９２．７９６１ １９３．５６５８ １９４．３３４５ １９５．１０２３
１９ ２００．４５０２ ２０１．２１０４ ２０１．９６９６ ２０２．７２８０ ２０３．４８５３ ２０４．２４１８
２０ ２０９．５１０６ ２１０．２５９６ ２１１．００７６ ２１１．７５４７ ２１２．５００９ ２１３．２４６２
２１ ２１８．４３７２ ２１９．１７５１ ２１９．９１２１ ２２０．６４８１ ２２１．３８３３ ２２２．１１７５
２２ ２２７．２３１８ ２２７．９５８８ ２２８．６８４９ ２２９．４１０１ ２３０．１３４４ ２３０．８５７８
２３ ２３５．８９６５ ２３６．６１２７ ２３７．３２８１ ２３８．０４２５ ２３８．７５６１ ２３９．４６８８
２４ ２４４．４３３１ ２４５．１３８７ ２４５．８４３５ ２４６．５４７４ ２４７．２５０５ ２４７．９５２６
２５ ２５２．８４３５ ２５３．５３８７ ２５４．２３３１ ２５４．９２６６ ２５５．６１９３ ２５６．３１１１
２６ ２６１．１２９７ ２６１．８１４６ ２６２．４９８７ ２６３．１８２０ ２６３．８６４４ ２６４．５４６０
２７ ２６９．２９３４ ２６９．９６８２ ２７０．６４２２ ２７１．３１５４ ２７１．９８７７ ２７２．６５９２
２８ ２７７．３３６４ ２７８．００１３ ２７８．６６５３ ２７９．３２８５ ２７９．９９０９ ２８０．６５２５
２９ ２８５．２６０６ ２８５．９１５７ ２８６．５６９９ ２８７．２２３３ ２８７．８７５９ ２８８．５２７７
３０ ２９３．０６７７ ２９３．７１３１ ２９４．３５７６ ２９５．００１４ ２９５．６４４３ ２９６．２８６５
３１ ３００．７５９４ ３０１．３９５２ ３０２．０３０３ ３０２．６６４５ ３０３．２９８０ ３０３．９３０６
３２ ３０８．３３７４ ３０８．９６３９ ３０９．５８９５ ３１０．２１４４ ３１０．８３８５ ３１１．４６１８
３３ ３１５．８０３５ ３１６．４２０７ ３１７．０３７１ ３１７．６５２７ ３１８．２６７６ ３１８．８８１７
３４ ３２３．１５９２ ３２３．７６７３ ３２４．３７４５ ３２４．９８１１ ３２５．５８６９ ３２６．１９１９
３５ ３３０．４０６２ ３３１．００５３ ３３１．６０３６ ３３２．２０１２ ３３２．７９８０ ３３３．３９４１
３６ ３３７．５４６１ ３３８．１３６３ ３３８．７２５８ ３３９．３１４６ ３３９．９０２６ ３４０．４８９９
３７ ３４４．５８０５ ３４５．１６２０ ３４５．７４２８ ３４６．３２２８ ３４６．９０２１ ３４７．４８０７
３８ ３５１．５１１０ ３５２．０８３８ ３５２．６５６０ ３５３．２２７５ ３５３．７９８３ ３５４．３６８３
３９ ３５８．３３９０ ３５８．９０３４ ３５９．４６７１ ３６０．０３０１ ３６０．５９２５ ３６１．１５４１
４０ ３６５．０６６１ ３６５．６２２２ ３６６．１７７６ ３６６．７３２３ ３６７．２８６３ ３６７．８３９６
４１ ３７１．６９３８ ３７２．２４１６ ３７２．７８８８ ３７３．３３５３ ３７３．８８１２ ３７４．４２６３
４２ ３７８．２２３５ ３７８．７６３３ ３７９．３０２４ ３７９．８４０８ ３８０．３７８６ ３８０．９１５７
４３ ３８４．６５６８ ３８５．１８８６ ３８５．７１９７ ３８６．２５０２ ３８６．７８００ ３８７．３０９２
４４ ３９０．９９４９ ３９１．５１８９ ３９２．０４２２ ３９２．５６４８ ３９３．０８６８ ３９３．６０８１
４５ ３９７．２３９５ ３９７．７５５６ ３９８．２７１２ ３９８．７８６１ ３９９．３００４ ３９９．８１４０
４６ ４０３．３９１７ ４０３．９００２ ４０４．４０８２ ４０４．９１５５ ４０５．４２２２ ４０５．９２８２
４７ ４０９．４５３０ ４０９．９５４０ ４１０．４５４５ ４１０．９５４３ ４１１．４５３５ ４１１．９５２０
４８ ４１５．４２４７ ４１５．９１８４ ４１６．４１１４ ４１６．９０３８ ４１７．３９５６ ４１７．８８６８
４９ ４２１．３０８２ ４２１．７９４５ ４２２．２８０３ ４２２．７６５４ ４２３．２５００ ４２３．７３３９
５０ ４２７．１０４７ ４２７．５８３９ ４２８．０６２５ ４２８．５４０４ ４２９．０１７８ ４２９．４９４６
５１ ４３２．８１５６ ４３３．２８７７ ４３３．７５９２ ４３４．２３０１ ４３４．７００４ ４３５．１７０１
５２ ４３８．４４２１ ４３８．９０７２ ４３９．３７１７ ４３９．８３５６ ４４０．２９９０ ４４０．７６１８
５３ ４４３．９８５４ ４４４．４４３６ ４４４．９０１３ ４４５．３５８４ ４４５．８１４９ ４４６．２７０９

約款 78



月数
年数 ６ ７ ８ ９ １０ １１
０ ６．０３３８ ７．０３５０ ８．０３５０ ９．０３３８ １０．０３１４ １１．０２７７
１ １７．９６７３ １８．９５３８ １９．９３９１ ２０．９２３１ ２１．９０５９ ２２．８８７５
２ ２９．７２４６ ３０．６９６５ ３１．６６７２ ３２．６３６６ ３３．６０４９ ３４．５７２０
３ ４１．３０８１ ４２．２６５６ ４３．２２１９ ４４．１７７１ ４５．１３１１ ４６．０８３８
４ ５２．７２０４ ５３．６６３７ ５４．６０５９ ５５．５４７０ ５６．４８６８ ５７．４２５６
５ ６３．９６４０ ６４．８９３４ ６５．８２１７ ６６．７４８８ ６７．６７４８ ６８．５９９７
６ ７５．０４１５ ７５．９５７２ ７６．８７１７ ７７．７８５２ ７８．６９７５ ７９．６０８６
７ ８５．９５５２ ８６．８５７４ ８７．７５８５ ８８．６５８４ ８９．５５７２ ９０．４５４９
８ ９６．７０７７ ９７．５９６６ ９８．４８４３ ９９．３７０９ １００．２５６５ １０１．１４０９
９ １０７．３０１３ １０８．１７７０ １０９．０５１６ １０９．９２５２ １１０．７９７６ １１１．６６９０
１０ １１７．７３８３ １１８．６０１１ １１９．４６２８ １２０．３２３４ １２１．１８３０ １２２．０４１４
１１ １２８．０２１１ １２８．８７１１ １２９．７２０１ １３０．５６８０ １３１．４１４８ １３２．２６０６
１２ １３８．１５１９ １３８．９８９４ １３９．８２５８ １４０．６６１２ １４１．４９５５ １４２．３２８８
１３ １４８．１３３０ １４８．９５８１ １４９．７８２２ １５０．６０５２ １５１．４２７２ １５２．２４８２
１４ １５７．９６６７ １５８．７７９５ １５９．５９１４ １６０．４０２３ １６１．２１２１ １６２．０２１０
１５ １６７．６５４９ １６８．４５５８ １６９．２５５７ １７０．０５４５ １７０．８５２４ １７１．６４９３
１６ １７７．２０００ １７７．９８９１ １７８．７７７１ １７９．５６４２ １８０．３５０３ １８１．１３５４
１７ １８６．６０４１ １８７．３８１４ １８８．１５７８ １８８．９３３３ １８９．７０７８ １９０．４８１３
１８ １９５．８６９１ １９６．６３５０ １９７．３９９９ １９８．１６３９ １９８．９２７０ １９９．６８９０
１９ ２０４．９９７３ ２０５．７５１８ ２０６．５０５５ ２０７．２５８２ ２０８．００９９ ２０８．７６０７
２０ ２１３．９９０５ ２１４．７３３９ ２１５．４７６４ ２１６．２１８０ ２１６．９５８６ ２１７．６９８４
２１ ２２２．８５０９ ２２３．５８３３ ２２４．３１４８ ２２５．０４５４ ２２５．７７５１ ２２６．５０３９
２２ ２３１．５８０３ ２３２．３０１９ ２３３．０２２６ ２３３．７４２４ ２３４．４６１３ ２３５．１７９３
２３ ２４０．１８０６ ２４０．８９１６ ２４１．６０１６ ２４２．３１０８ ２４３．０１９１ ２４３．７２６５
２４ ２４８．６５３９ ２４９．３５４４ ２５０．０５３９ ２５０．７５２６ ２５１．４５０４ ２５２．１４７４
２５ ２５７．００２０ ２５７．６９２１ ２５８．３８１３ ２５９．０６９７ ２５９．７５７２ ２６０．４４３９
２６ ２６５．２２６７ ２６５．９０６６ ２６６．５８５６ ２６７．２６３８ ２６７．９４１２ ２６８．６１７７
２７ ２７３．３２９９ ２７３．９９９７ ２７４．６６８７ ２７５．３３６９ ２７６．００４２ ２７６．６７０７
２８ ２８１．３１３３ ２８１．９７３２ ２８２．６３２３ ２８３．２９０６ ２８３．９４８１ ２８４．６０４８
２９ ２８９．１７８７ ２８９．８２８９ ２９０．４７８２ ２９１．１２６８ ２９１．７７４６ ２９２．４２１５
３０ ２９６．９２７９ ２９７．５６８４ ２９８．２０８２ ２９８．８４７２ ２９９．４８５４ ３００．１２２８
３１ ３０４．５６２５ ３０５．１９３６ ３０５．８２４０ ３０６．４５３５ ３０７．０８２３ ３０７．７１０２
３２ ３１２．０８４４ ３１２．７０６１ ３１３．３２７２ ３１３．９４７４ ３１４．５６６９ ３１５．１８５６
３３ ３１９．４９５０ ３２０．１０７６ ３２０．７１９５ ３２１．３３０５ ３２１．９４０８ ３２２．５５０４
３４ ３２６．７９６２ ３２７．３９９７ ３２８．００２５ ３２８．６０４６ ３２９．２０５９ ３２９．８０６４
３５ ３３３．９８９５ ３３４．５８４１ ３３５．１７８０ ３３５．７７１１ ３３６．３６３５ ３３６．９５５２
３６ ３４１．０７６４ ３４１．６６２２ ３４２．２４７３ ３４２．８３１７ ３４３．４１５４ ３４３．９９８３
３７ ３４８．０５８６ ３４８．６３５８ ３４９．２１２３ ３４９．７８８０ ３５０．３６３０ ３５０．９３７４
３８ ３５４．９３７７ ３５５．５０６３ ３５６．０７４３ ３５６．６４１５ ３５７．２０８０ ３５７．７７３８
３９ ３６１．７１５０ ３６２．２７５３ ３６２．８３４８ ３６３．３９３７ ３６３．９５１８ ３６４．５０９３
４０ ３６８．３９２３ ３６８．９４４２ ３６９．４９５５ ３７０．０４６１ ３７０．５９６０ ３７１．１４５２
４１ ３７４．９７０８ ３７５．５１４６ ３７６．０５７７ ３７６．６００２ ３７７．１４２０ ３７７．６８３１
４２ ３８１．４５２１ ３８１．９８７９ ３８２．５２３０ ３８３．０５７４ ３８３．５９１２ ３８４．１２４３
４３ ３８７．８３７７ ３８８．３６５５ ３８８．８９２７ ３８９．４１９２ ３８９．９４５１ ３９０．４７０４
４４ ３９４．１２８８ ３９４．６４８９ ３９５．１６８３ ３９５．６８７０ ３９６．２０５２ ３９６．７２２６
４５ ４００．３２７０ ４００．８３９４ ４０１．３５１１ ４０１．８６２２ ４０２．３７２７ ４０２．８８２５
４６ ４０６．４３３６ ４０６．９３８４ ４０７．４４２６ ４０７．９４６１ ４０８．４４９０ ４０８．９５１３
４７ ４１２．４５００ ４１２．９４７３ ４１３．４４４０ ４１３．９４０１ ４１４．４３５６ ４１４．９３０５
４８ ４１８．３７７４ ４１８．８６７４ ４１９．３５６８ ４１９．８４５５ ４２０．３３３７ ４２０．８２１２
４９ ４２４．２１７３ ４２４．７０００ ４２５．１８２１ ４２５．６６３７ ４２６．１４４６ ４２６．６２５０
５０ ４２９．９７０８ ４３０．４４６４ ４３０．９２１４ ４３１．３９５８ ４３１．８６９７ ４３２．３４２９
５１ ４３５．６３９３ ４３６．１０７９ ４３６．５７５９ ４３７．０４３３ ４３７．５１０１ ４３７．９７６４
５２ ４４１．２２４０ ４４１．６８５７ ４４２．１４６８ ４４２．６０７３ ４４３．０６７２ ４４３．５２６６
５３ ４４６．７２６２ ４４７．１８１１ ４４７．６３５３ ４４８．０８９０ ４４８．５４２２ ４４８．９９４８
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月数
年数 ０ １ ２ ３ ４ ５
５４ ４４９．４４６８ ４４９．８９８２ ４５０．３４９１ ４５０．７９９５ ４５１．２４９３ ４５１．６９８５
５５ ４５４．８２７５ ４５５．２７２３ ４５５．７１６５ ４５６．１６０２ ４５６．６０３３ ４５７．０４５９
５６ ４６０．１２８６ ４６０．５６６９ ４６１．００４５ ４６１．４４１７ ４６１．８７８２ ４６２．３１４３
５７ ４６５．３５１５ ４６５．７８３２ ４６６．２１４４ ４６６．６４５１ ４６７．０７５２ ４６７．５０４８
５８ ４７０．４９７１ ４７０．９２２５ ４７１．３４７３ ４７１．７７１６ ４７２．１９５４ ４７２．６１８６
５９ ４７５．５６６７ ４７５．９８５８ ４７６．４０４３ ４７６．８２２４ ４７７．２３９９ ４７７．６５６９
６０ ４８０．５６１４ ４８０．９７４３ ４８１．３８６６ ４８１．７９８５ ４８２．２０９８ ４８２．６２０７
６１ ４８５．４８２３ ４８５．８８９０ ４８６．２９５３ ４８６．７０１１ ４８７．１０６３ ４８７．５１１１
６２ ４９０．３３０４ ４９０．７３１２ ４９１．１３１４ ４９１．５３１２ ４９１．９３０５ ４９２．３２９３
６３ ４９５．１０６９ ４９５．５０１７ ４９５．８９６１ ４９６．２９００ ４９６．６８３３ ４９７．０７６２
６４ ４９９．８１２８ ５００．２０１８ ５００．５９０３ ５００．９７８４ ５０１．３６５９ ５０１．７５３０
６５ ５０４．４４９２ ５０４．８３２４ ５０５．２１５２ ５０５．５９７５ ５０５．９７９４ ５０６．３６０７
６６ ５０９．０１７０ ５０９．３９４６ ５０９．７７１７ ５１０．１４８４ ５１０．５２４６ ５１０．９００３
６７ ５１３．５１７４ ５１３．８８９４ ５１４．２６０９ ５１４．６３２０ ５１５．００２７ ５１５．３７２８
６８ ５１７．９５１２ ５１８．３１７７ ５１８．６８３８ ５１９．０４９４ ５１９．４１４５ ５１９．７７９２
６９ ５２２．３１９５ ５２２．６８０６ ５２３．０４１３ ５２３．４０１５ ５２３．７６１２ ５２４．１２０５
７０ ５２６．６２３３
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月数
年数 ６ ７ ８ ９ １０ １１
５４ ４５２．１４７１ ４５２．５９５３ ４５３．０４２８ ４５３．４８９８ ４５３．９３６２ ４５４．３８２１
５５ ４５７．４８７９ ４５７．９２９４ ４５８．３７０４ ４５８．８１０７ ４５９．２５０６ ４５９．６８９９
５６ ４６２．７４９８ ４６３．１８４７ ４６３．６１９２ ４６４．０５３０ ４６４．４８６４ ４６４．９１９２
５７ ４６７．９３３９ ４６８．３６２４ ４６８．７９０４ ４６９．２１７９ ４６９．６４４８ ４７０．０７１２
５８ ４７３．０４１４ ４７３．４６３６ ４７３．８８５２ ４７４．３０６４ ４７４．７２７０ ４７５．１４７１
５９ ４７８．０７３４ ４７８．４８９３ ４７８．９０４８ ４７９．３１９７ ４７９．７３４１ ４８０．１４８０
６０ ４８３．０３１０ ４８３．４４０８ ４８３．８５０１ ４８４．２５８９ ４８４．６６７２ ４８５．０７５０
６１ ４８７．９１５４ ４８８．３１９１ ４８８．７２２４ ４８９．１２５１ ４８９．５２７４ ４８９．９２９１
６２ ４９２．７２７５ ４９３．１２５３ ４９３．５２２６ ４９３．９１９４ ４９４．３１５８ ４９４．７１１６
６３ ４９７．４６８６ ４９７．８６０５ ４９８．２５２０ ４９８．６４２９ ４９９．０３３４ ４９９．４２３３
６４ ５０２．１３９６ ５０２．５２５７ ５０２．９１１４ ５０３．２９６６ ５０３．６８１２ ５０４．０６５４
６５ ５０６．７４１６ ５０７．１２２０ ５０７．５０２０ ５０７．８８１４ ５０８．２６０４ ５０８．６３９０
６６ ５１１．２７５６ ５１１．６５０４ ５１２．０２４７ ５１２．３９８６ ５１２．７７２０ ５１３．１４４９
６７ ５１５．７４２５ ５１６．１１１８ ５１６．４８０６ ５１６．８４８９ ５１７．２１６８ ５１７．５８４２
６８ ５２０．１４３５ ５２０．５０７３ ５２０．８７０６ ５２１．２３３５ ５２１．５９６０ ５２１．９５８０
６９ ５２４．４７９４ ５２４．８３７８ ５２５．１９５８ ５２５．５５３３ ５２５．９１０４ ５２６．２６７１
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経過年数 係数 経過年数 係数

０年 １．００ ５１年 ２．５３
１年 １．０３ ５２年 ２．５６
２年 １．０６ ５３年 ２．５９
３年 １．０９ ５４年 ２．６２
４年 １．１２ ５５年 ２．６５
５年 １．１５ ５６年 ２．６８
６年 １．１８ ５７年 ２．７１
７年 １．２１ ５８年 ２．７４
８年 １．２４ ５９年 ２．７７
９年 １．２７ ６０年 ２．８０
１０年 １．３０ ６１年 ２．８３
１１年 １．３３ ６２年 ２．８６
１２年 １．３６ ６３年 ２．８９
１３年 １．３９ ６４年 ２．９２
１４年 １．４２ ６５年 ２．９５
１５年 １．４５ ６６年 ２．９８
１６年 １．４８ ６７年 ３．０１
１７年 １．５１ ６８年 ３．０４
１８年 １．５４ ６９年 ３．０７
１９年 １．５７ ７０年 ３．１０
２０年 １．６０ ７１年 ３．１３
２１年 １．６３ ７２年 ３．１６
２２年 １．６６ ７３年 ３．１９
２３年 １．６９ ７４年 ３．２２
２４年 １．７２ ７５年 ３．２５
２５年 １．７５ ７６年 ３．２８
２６年 １．７８ ７７年 ３．３１
２７年 １．８１ ７８年 ３．３４
２８年 １．８４ ７９年 ３．３７
２９年 １．８７
３０年 １．９０
３１年 １．９３
３２年 １．９６
３３年 １．９９
３４年 ２．０２
３５年 ２．０５
３６年 ２．０８
３７年 ２．１１
３８年 ２．１４
３９年 ２．１７
４０年 ２．２０
４１年 ２．２３
４２年 ２．２６
４３年 ２．２９
４４年 ２．３２
４５年 ２．３５
４６年 ２．３８
４７年 ２．４１
４８年 ２．４４
４９年 ２．４７
５０年 ２．５０

係数２
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係数３
(1）保険料の払込方法（回数）が年払・半年払・月払の場合

残存期間を年数と月数（０か月から１１か月まで）に分け、その年数と月数に応じた係数とします。
月数

年数 ０ １ ２ ３ ４ ５
０ ０．００００ ０．００００ ０．００００ ０．００００ ０．００００
１ ０．００００ ０．３５９７ ０．３５９２ ０．３５８６ ０．３５８１ ０．３５７６
２ ０．３５４０ １．０６６７ １．０６５１ １．０６３６ １．０６２１ １．０６０５
３ １．０４９８ ２．１０８９ ２．１０５９ ２．１０２８ ２．０９９８ ２．０９６８
４ ２．０７５７ ３．４７４７ ３．４６９７ ３．４６４７ ３．４５９７ ３．４５４７
５ ３．４１９９ ５．１５２５ ５．１４５１ ５．１３７７ ５．１３０２ ５．１２２８
６ ５．０７１３ ７．１３１３ ７．１２１０ ７．１１０７ ７．１００５ ７．０９０２
７ ７．０１８８ ９．４００２ ９．３８６６ ９．３７３１ ９．３５９５ ９．３４６０
８ ９．２５１９ １１．９４８６ １１．９３１４ １１．９１４１ １１．８９６９ １１．８７９７
９ １１．７６０１ １４．７６６３ １４．７４４９ １４．７２３６ １４．７０２４ １４．６８１１
１０ １４．５３３３ １７．８４３２ １７．８１７４ １７．７９１６ １７．７６５９ １７．７４０３
１１ １７．５６１６ ２１．１６９５ ２１．１３８９ ２１．１０８４ ２１．０７７９ ２１．０４７４
１２ ２０．８３５５ ２４．７３５９ ２４．７００１ ２４．６６４４ ２４．６２８８ ２４．５９３２
１３ ２４．３４５６ ２８．５３２９ ２８．４９１７ ２８．４５０６ ２８．４０９５ ２８．３６８４
１４ ２８．０８２８ ３２．５５１８ ３２．５０４８ ３２．４５７８ ３２．４１０９ ３２．３６４１
１５ ３２．０３８２ ３６．７８３６ ３６．７３０５ ３６．６７７４ ３６．６２４４ ３６．５７１５
１６ ３６．２０３３ ４１．２２００ ４１．１６０４ ４１．１００９ ４１．０４１６ ４０．９８２３
１７ ４０．５６９６ ４５．８５２５ ４５．７８６３ ４５．７２０１ ４５．６５４１ ４５．５８８１
１８ ４５．１２９１ ５０．６７３２ ５０．６０００ ５０．５２６９ ５０．４５３９ ５０．３８１０
１９ ４９．８７３７ ５５．６７４１ ５５．５９３７ ５５．５１３４ ５５．４３３２ ５５．３５３１
２０ ５４．７９５８ ６０．８４７８ ６０．７５９９ ６０．６７２１ ６０．５８４４ ６０．４９６９
２１ ５９．８８７８ ６６．１８６７ ６６．０９１１ ６５．９９５６ ６５．９００２ ６５．８０５０
２２ ６５．１４２４ ７１．６８３６ ７１．５８００ ７１．４７６６ ７１．３７３４ ７１．２７０３
２３ ７０．５５２６ ７７．３３１６ ７７．２１９８ ７７．１０８３ ７６．９９６９ ７６．８８５６
２４ ７６．１１１５ ８３．１２３７ ８３．００３６ ８２．８８３７ ８２．７６４０ ８２．６４４４
２５ ８１．８１２３ ８９．０５３４ ８８．９２４８ ８８．７９６３ ８８．６６８０ ８８．５３９９
２６ ８７．６４８４ ９５．１１４３ ９４．９７６９ ９４．８３９６ ９４．７０２６ ９４．５６５８
２７ ９３．６１３６ １０１．３０００ １０１．１５３６ １０１．００７５ １００．８６１６ １００．７１５９
２８ ９９．７０１８ １０７．６０４５ １０７．４４９０ １０７．２９３８ １０７．１３８８ １０６．９８４０
２９ １０５．９０６８ １１４．０２１８ １１３．８５７１ １１３．６９２６ １１３．５２８３ １１３．３６４３
３０ １１２．２２２８ １２０．５４６２ １２０．３７２１ １２０．１９８２ １２０．０２４５ １１９．８５１１
３１ １１８．６４４４ １２７．１７２２ １２６．９８８５ １２６．８０５０ １２６．６２１８ １２６．４３８９
３２ １２５．１６５８ １３３．８９４３ １３３．７００８ １３３．５０７７ １３３．３１４８ １３３．１２２２
３３ １３１．７８１８ １４０．７０７２ １４０．５０３９ １４０．３００９ １４０．０９８２ １３９．８９５８
３４ １３８．４８７２ １４７．６０５８ １４７．３９２６ １４７．１７９６ １４６．９６７０ １４６．７５４７
３５ １４５．２７７０ １５４．５８５２ １５４．３６１９ １５４．１３８９ １５３．９１６２ １５３．６９３９
３６ １５２．１４６３ １６１．６４０６ １６１．４０７０ １６１．１７３９ １６０．９４１０ １６０．７０８５
３７ １５９．０９０３ １６８．７６７２ １６８．５２３４ １６８．２７９９ １６８．０３６８ １６７．７９４０
３８ １６６．１０４５ １７５．９６０５ １７５．７０６３ １７５．４５２５ １７５．１９９０ １７４．９４５９
３９ １７３．１８４４ １８３．２１６２ １８２．９５１５ １８２．６８７２ １８２．４２３３ １８２．１５９７
４０ １８０．３２５５ １９０．５２９９ １９０．２５４６ １８９．９７９８ １８９．７０５３ １８９．４３１３
４１ １８７．５２３９ １９７．８９７５ １９７．６１１６ １９７．３２６１ １９７．０４１１ １９６．７５６４
４２ １９４．７７５３ ２０５．３１５０ ２０５．０１８４ ２０４．７２２２ ２０４．４２６５ ２０４．１３１１
４３ ２０２．０７５７ ２１２．７７８５ ２１２．４７１１ ２１２．１６４２ ２１１．８５７７ ２１１．５５１６
４４ ２０９．４２１５ ２２０．２８４３ ２１９．９６６０ ２１９．６４８２ ２１９．３３０９ ２１９．０１４１
４５ ２１６．８０８８ ２２７．８２８６ ２２７．４９９４ ２２７．１７０８ ２２６．８４２６ ２２６．５１４９
４６ ２２４．２３４１ ２３５．４０７９ ２３５．０６７８ ２３４．７２８２ ２３４．３８９１ ２３４．０５０５
４７ ２３１．６９３８ ２４３．０１８７ ２４２．６６７７ ２４２．３１７１ ２４１．９６７０ ２４１．６１７４
４８ ２３９．１８４６ ２５０．６５７９ ２５０．２９５８ ２４９．９３４２ ２４９．５７３１ ２４９．２１２５
４９ ２４６．７０３２ ２５８．３２２０ ２５７．９４８８ ２５７．５７６２ ２５７．２０４１ ２５６．８３２５
５０ ２５４．２４６４ ２６６．００８１ ２６５．６２３８ ２６５．２４０１ ２６４．８５６９ ２６４．４７４２
５１ ２６１．８１１２ ２７３．７１３０ ２７３．３１７６ ２７２．９２２７ ２７２．５２８５ ２７２．１３４７
５２ ２６９．３９４６ ２８１．４３３９ ２８１．０２７４ ２８０．６２１４ ２８０．２１６０ ２７９．８１１１
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月数
年数 ６ ７ ８ ９ １０ １１
０ ０．００００ ０．００００ ０．００００ ０．００００ ０．００００ ０．００００
１ ０．３５７１ ０．３５６６ ０．３５６１ ０．３５５５ ０．３５５０ ０．３５４５
２ １．０５９０ １．０５７５ １．０５５９ １．０５４４ １．０５２９ １．０５１４
３ ２．０９３７ ２．０９０７ ２．０８７７ ２．０８４７ ２．０８１７ ２．０７８７
４ ３．４４９７ ３．４４４７ ３．４３９７ ３．４３４７ ３．４２９８ ３．４２４８
５ ５．１１５４ ５．１０８０ ５．１００７ ５．０９３３ ５．０８５９ ５．０７８６
６ ７．０８００ ７．０６９７ ７．０５９５ ７．０４９３ ７．０３９１ ７．０２９０
７ ９．３３２５ ９．３１９０ ９．３０５６ ９．２９２１ ９．２７８７ ９．２６５３
８ １１．８６２６ １１．８４５４ １１．８２８３ １１．８１１２ １１．７９４２ １１．７７７１
９ １４．６５９９ １４．６３８７ １４．６１７６ １４．５９６５ １４．５７５４ １４．５５４３
１０ １７．７１４６ １７．６８９１ １７．６６３５ １７．６３８０ １７．６１２５ １７．５８７１
１１ ２１．０１７０ ２０．９８６７ ２０．９５６４ ２０．９２６１ ２０．８９５９ ２０．８６５７
１２ ２４．５５７７ ２４．５２２２ ２４．４８６８ ２４．４５１４ ２４．４１６１ ２４．３８０８
１３ ２８．３２７４ ２８．２８６５ ２８．２４５６ ２８．２０４８ ２８．１６４１ ２８．１２３４
１４ ３２．３１７３ ３２．２７０６ ３２．２２４０ ３２．１７７５ ３２．１３１０ ３２．０８４６
１５ ３６．５１８７ ３６．４６５９ ３６．４１３３ ３６．３６０６ ３６．３０８１ ３６．２５５７
１６ ４０．９２３１ ４０．８６４０ ４０．８０４９ ４０．７４６０ ４０．６８７１ ４０．６２８３
１７ ４５．５２２２ ４５．４５６５ ４５．３９０８ ４５．３２５２ ４５．２５９７ ４５．１９４４
１８ ５０．３０８２ ５０．２３５５ ５０．１６２９ ５０．０９０５ ５０．０１８１ ４９．９４５８
１９ ５５．２７３１ ５５．１９３３ ５５．１１３６ ５５．０３３９ ５４．９５４４ ５４．８７５０
２０ ６０．４０９５ ６０．３２２２ ６０．２３５１ ６０．１４８１ ６０．０６１２ ５９．９７４４
２１ ６５．７１００ ６５．６１５０ ６５．５２０２ ６５．４２５６ ６５．３３１１ ６５．２３６７
２２ ７１．１６７３ ７１．０６４５ ７０．９６１８ ７０．８５９３ ７０．７５６９ ７０．６５４７
２３ ７６．７７４６ ７６．６６３７ ７６．５５２９ ７６．４４２３ ７６．３３１９ ７６．２２１６
２４ ８２．５２５０ ８２．４０５８ ８２．２８６７ ８２．１６７９ ８２．０４９１ ８１．９３０６
２５ ８８．４１２０ ８８．２８４３ ８８．１５６７ ８８．０２９４ ８７．９０２２ ８７．７７５２
２６ ９４．４２９２ ９４．２９２８ ９４．１５６６ ９４．０２０５ ９３．８８４７ ９３．７４９１
２７ １００．５７０４ １００．４２５１ １００．２８００ １００．１３５１ ９９．９９０４ ９９．８４６０
２８ １０６．８２９４ １０６．６７５１ １０６．５２１０ １０６．３６７１ １０６．２１３４ １０６．０６００
２９ １１３．２００５ １１３．０３７０ １１２．８７３７ １１２．７１０６ １１２．５４７８ １１２．３８５２
３０ １１９．６７８０ １１９．５０５１ １１９．３３２４ １１９．１６００ １１８．９８７９ １１８．８１６０
３１ １２６．２５６２ １２６．０７３８ １２５．８９１７ １２５．７０９８ １２５．５２８２ １２５．３４６９
３２ １３２．９２９９ １３２．７３７９ １３２．５４６１ １３２．３５４６ １３２．１６３４ １３１．９７２５
３３ １３９．６９３７ １３９．４９１９ １３９．２９０４ １３９．０８９２ １３８．８８８２ １３８．６８７６
３４ １４６．５４２７ １４６．３３１０ １４６．１１９６ １４５．９０８５ １４５．６９７７ １４５．４８７２
３５ １５３．４７１８ １５３．２５０１ １５３．０２８７ １５２．８０７６ １５２．５８６９ １５２．３６６４
３６ １６０．４７６３ １６０．２４４５ １６０．０１３０ １５９．７８１８ １５９．５５１０ １５９．３２０５
３７ １６７．５５１６ １６７．３０９６ １６７．０６７９ １６６．８２６５ １６６．５８５５ １６６．３４４８
３８ １７４．６９３１ １７４．４４０８ １７４．１８８８ １７３．９３７１ １７３．６８５８ １７３．４３４９
３９ １８１．８９６６ １８１．６３３８ １８１．３７１４ １８１．１０９３ １８０．８４７７ １８０．５８６４
４０ １８９．１５７６ １８８．８８４３ １８８．６１１４ １８８．３３９０ １８８．０６６９ １８７．７９５２
４１ １９６．４７２１ １９６．１８８３ １９５．９０４９ １９５．６２１９ １９５．３３９２ １９５．０５７０
４２ ２０３．８３６２ ２０３．５４１８ ２０３．２４７７ ２０２．９５４１ ２０２．６６０９ ２０２．３６８１
４３ ２１１．２４６０ ２１０．９４０８ ２１０．６３６１ ２１０．３３１８ ２１０．０２７９ ２０９．７２４５
４４ ２１８．６９７７ ２１８．３８１７ ２１８．０６６２ ２１７．７５１２ ２１７．４３６６ ２１７．１２２５
４５ ２２６．１８７６ ２２５．８６０８ ２２５．５３４５ ２２５．２０８７ ２２４．８８３４ ２２４．５５８５
４６ ２３３．７１２３ ２３３．３７４７ ２３３．０３７５ ２３２．７００９ ２３２．３６４７ ２３２．０２９０
４７ ２４１．２６８４ ２４０．９１９８ ２４０．５７１８ ２４０．２２４２ ２３９．８７７２ ２３９．５３０６
４８ ２４８．８５２５ ２４８．４９３０ ２４８．１３４０ ２４７．７７５５ ２４７．４１７６ ２４７．０６０１
４９ ２５６．４６１５ ２５６．０９０９ ２５５．７２１０ ２５５．３５１５ ２５４．９８２６ ２５４．６１４３
５０ ２６４．０９２２ ２６３．７１０６ ２６３．３２９６ ２６２．９４９２ ２６２．５６９３ ２６２．１９００
５１ ２７１．７４１６ ２７１．３４９０ ２７０．９５７０ ２７０．５６５６ ２７０．１７４７ ２６９．７８４４
５２ ２７９．４０６９ ２７９．００３２ ２７８．６００２ ２７８．１９７７ ２７７．７９５８ ２７７．３９４５
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月数
年数 ０ １ ２ ３ ４ ５
５３ ２７６．９９３７ ２８９．１６８０ ２８８．７５０２ ２８８．３３３１ ２８７．９１６５ ２８７．５００６
５４ ２８４．６０５７ ２９６．９１２４ ２９６．４８３５ ２９６．０５５２ ２９５．６２７４ ２９５．２００４
５５ ２９２．２２８０ ３０４．６６４６ ３０４．２２４５ ３０３．７８５０ ３０３．３４６１ ３０２．９０７９
５６ ２９９．８５７９ ３１２．４２２０ ３１１．９７０６ ３１１．５１９９ ３１１．０６９９ ３１０．６２０５
５７ ３０７．４９２９ ３２０．１８２１ ３１９．７１９５ ３１９．２５７６ ３１８．７９６４ ３１８．３３５９
５８ ３１５．１３０５ ３２７．９４２５ ３２７．４６８８ ３２６．９９５７ ３２６．５２３３ ３２６．０５１６
５９ ３２２．７６８５ ３３５．７０１０ ３３５．２１６０ ３３４．７３１８ ３３４．２４８２ ３３３．７６５３
６０ ３３０．４０４６ ３４３．４５５３ ３４２．９５９１ ３４２．４６３６ ３４１．９６８９ ３４１．４７４８
６１ ３３８．０３６５ ３５１．２０３２ ３５０．６９５８ ３５０．１８９２ ３４９．６８３３ ３４９．１７８１
６２ ３４５．６６２２ ３５８．９４２７ ３５８．４２４１ ３５７．９０６３ ３５７．３８９３ ３５６．８７３０
６３ ３５３．２７９６ ３６６．６７１８ ３６６．１４２０ ３６５．６１３１ ３６５．０８４９ ３６４．５５７５
６４ ３６０．８８６７ ３７４．３８８５ ３７３．８４７６ ３７３．３０７５ ３７２．７６８２ ３７２．２２９７
６５ ３６８．４８１７ ３８２．０９０９ ３８１．５３８９ ３８０．９８７７ ３８０．４３７３ ３７９．８８７７
６６ ３７６．０６２６ ３８９．７７７４ ３８９．２１４３ ３８８．６５２０ ３８８．０９０５ ３８７．５２９９
６７ ３８３．６２７８ ３９７．４４６１ ３９６．８７２０ ３９６．２９８６ ３９５．７２６１ ３９５．１５４４
６８ ３９１．１７５６ ４０５．０９５５ ４０４．５１０２ ４０３．９２５９ ４０３．３４２３ ４０２．７５９６
６９ ３９８．７０４２ ４１２．７２３８ ４１２．１２７５ ４１１．５３２１ ４１０．９３７６ ４１０．３４３９
７０ ４０６．２１２２
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月数
年数 ６ ７ ８ ９ １０ １１
５３ ２８７．０８５２ ２８６．６７０５ ２８６．２５６３ ２８５．８４２８ ２８５．４２９８ ２８５．０１７５
５４ ２９４．７７３９ ２９４．３４８０ ２９３．９２２８ ２９３．４９８２ ２９３．０７４２ ２９２．６５０８
５５ ３０２．４７０２ ３０２．０３３３ ３０１．５９６９ ３０１．１６１２ ３００．７２６１ ３００．２９１７
５６ ３１０．１７１８ ３０９．７２３７ ３０９．２７６２ ３０８．８２９４ ３０８．３８３２ ３０７．９３７７
５７ ３１７．８７６０ ３１７．４１６７ ３１６．９５８２ ３１６．５００３ ３１６．０４３０ ３１５．５８６５
５８ ３２５．５８０５ ３２５．１１０２ ３２４．６４０５ ３２４．１７１５ ３２３．７０３２ ３２３．２３５５
５９ ３３３．２８３１ ３３２．８０１６ ３３２．３２０８ ３３１．８４０７ ３３１．３６１３ ３３０．８８２６
６０ ３４０．９８１５ ３４０．４８８９ ３３９．９９７０ ３３９．５０５８ ３３９．０１５４ ３３８．５２５６
６１ ３４８．６７３６ ３４８．１６９９ ３４７．６６６９ ３４７．１６４７ ３４６．６６３１ ３４６．１６２３
６２ ３５６．３５７４ ３５５．８４２６ ３５５．３２８５ ３５４．８１５２ ３５４．３０２６ ３５３．７９０７
６３ ３６４．０３０８ ３６３．５０４９ ３６２．９７９７ ３６２．４５５３ ３６１．９３１７ ３６１．４０８８
６４ ３７１．６９１９ ３７１．１５４９ ３７０．６１８７ ３７０．０８３３ ３６９．５４８７ ３６９．０１４８
６５ ３７９．３３８９ ３７８．７９０９ ３７８．２４３７ ３７７．６９７２ ３７７．１５１６ ３７６．６０６７
６６ ３８６．９７００ ３８６．４１１０ ３８５．８５２７ ３８５．２９５３ ３８４．７３８７ ３８４．１８２９
６７ ３９４．５８３５ ３９４．０１３５ ３９３．４４４３ ３９２．８７５９ ３９２．３０８３ ３９１．７４１５
６８ ４０２．１７７８ ４０１．５９６７ ４０１．０１６６ ４００．４３７２ ３９９．８５８７ ３９９．２８１１
６９ ４０９．７５１１ ４０９．１５９２ ４０８．５６８１ ４０７．９７７８ ４０７．３８８４ ４０６．７９９９
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(2）保険料の払込方法（回数）が一時払の場合
残存期間を年数と月数（０か月から１１か月まで）に分け、その年数と月数に応じた係数とします。

月数
年数 ０ １ ２ ３ ４ ５
０ ０．００００ ０．００００ ０．００００ ０．００００ ０．００００
１ ０．００００ ０．３６０２ ０．３５９８ ０．３５９３ ０．３５８９ ０．３５８５
２ ０．３５５４ １．０７０１ １．０６８７ １．０６７４ １．０６６１ １．０６４８
３ １．０５５６ ２．１１９１ ２．１１６４ ２．１１３８ ２．１１１２ ２．１０８６
４ ２．０９０３ ３．４９７１ ３．４９２７ ３．４８８４ ３．４８４１ ３．４７９７
５ ３．４４９７ ５．１９４１ ５．１８７７ ５．１８１２ ５．１７４８ ５．１６８４
６ ５．１２３７ ７．２００５ ７．１９１５ ７．１８２６ ７．１７３７ ７．１６４８
７ ７．１０２８ ９．５０６６ ９．４９４８ ９．４８３０ ９．４７１３ ９．４５９５
８ ９．３７７７ １２．１０３３ １２．０８８３ １２．０７３３ １２．０５８３ １２．０４３３
９ １１．９３９２ １４．９８１３ １４．９６２８ １４．９４４２ １４．９２５７ １４．９０７２
１０ １４．７７８３ １８．１３１９ １８．１０９４ １８．０８７０ １８．０６４６ １８．０４２２
１１ １７．８８６１ ２１．５４６４ ２１．５１９６ ２１．４９３０ ２１．４６６３ ２１．４３９７
１２ ２１．２５４３ ２５．２１６１ ２５．１８４９ ２５．１５３７ ２５．１２２５ ２５．０９１３
１３ ２４．８７４３ ２９．１３３０ ２９．０９６９ ２９．０６０８ ２９．０２４８ ２８．９８８８
１４ ２８．７３８１ ３３．２８８８ ３３．２４７５ ３３．２０６３ ３３．１６５１ ３３．１２４０
１５ ３２．８３７６ ３７．６７５７ ３７．６２９０ ３７．５８２３ ３７．５３５７ ３７．４８９２
１６ ３７．１６５０ ４２．２８５８ ４２．２３３４ ４２．１８１０ ４２．１２８７ ４２．０７６５
１７ ４１．７１２６ ４７．１１１７ ４７．０５３３ ４６．９９５０ ４６．９３６７ ４６．８７８５
１８ ４６．４７３１ ５２．１４６０ ５２．０８１３ ５２．０１６８ ５１．９５２３ ５１．８８７９
１９ ５１．４３９２ ５７．３８１４ ５７．３１０３ ５７．２３９２ ５７．１６８２ ５７．０９７４
２０ ５６．６０３６ ６２．８１０９ ６２．７３３１ ６２．６５５３ ６２．５７７６ ６２．５０００
２１ ６１．９５９５ ６８．４２７７ ６８．３４２８ ６８．２５８１ ６８．１７３５ ６８．０８８９
２２ ６７．５００１ ７４．２２４９ ７４．１３２９ ７４．０４１０ ７３．９４９２ ７３．８５７５
２３ ７３．２１８８ ８０．１９６１ ８０．０９６７ ７９．９９７４ ７９．８９８２ ７９．７９９１
２４ ７９．１０９１ ８６．３３４９ ８６．２２７８ ８６．１２０９ ８６．０１４１ ８５．９０７５
２５ ８５．１６４６ ９２．６３４９ ９２．５２００ ９２．４０５３ ９２．２９０７ ９２．１７６３
２６ ９１．３７９２ ９９．０９０１ ９８．９６７２ ９８．８４４５ ９８．７２１９ ９８．５９９５
２７ ９７．７４６９ １０５．６９４５ １０５．５６３４ １０５．４３２５ １０５．３０１８ １０５．１７１２
２８ １０４．２６１８ １１２．４４２３ １１２．３０２８ １１２．１６３６ １１２．０２４５ １１１．８８５６
２９ １１０．９１８１ １１９．３２７８ １１９．１７９８ １１９．０３２０ １１８．８８４４ １１８．７３７０
３０ １１７．７１０３ １２６．３４５４ １２６．１８８８ １２６．０３２３ １２５．８７６０ １２５．７２００
３１ １２４．６３２８ １３３．４８９９ １３３．３２４３ １３３．１５９０ １３２．９９３９ １３２．８２９０
３２ １３１．６８０４ １４０．７５５８ １４０．５８１２ １４０．４０６９ １４０．２３２８ １４０．０５８９
３３ １３８．８４７８ １４８．１３８０ １４７．９５４３ １４７．７７０８ １４７．５８７６ １４７．４０４６
３４ １４６．１２９９ １５５．６３１５ １５５．４３８５ １５５．２４５８ １５５．０５３３ １５４．８６１０
３５ １５３．５２１９ １６３．２３１４ １６３．０２９０ １６２．８２６９ １６２．６２５０ １６２．４２３３
３６ １６１．０１８８ １７０．９３３０ １７０．７２１０ １７０．５０９３ １７０．２９７９ １７０．０８６７
３７ １６８．６１５９ １７８．７３１５ １７８．５０９８ １７８．２８８５ １７８．０６７４ １７７．８４６６
３８ １７６．３０８７ １８６．６２２４ １８６．３９１０ １８６．１５９８ １８５．９２９０ １８５．６９８５
３９ １８４．０９２７ １９４．６０１２ １９４．３５９９ １９４．１１８９ １９３．８７８２ １９３．６３７８
４０ １９１．９６３４ ２０２．６６３８ ２０２．４１２５ ２０２．１６１５ ２０１．９１０８ ２０１．６６０５
４１ １９９．９１６６ ２１０．８０５７ ２１０．５４４３ ２１０．２８３３ ２１０．０２２５ ２０９．７６２１
４２ ２０７．９４８２ ２１９．０２３０ ２１８．７５１４ ２１８．４８０２ ２１８．２０９３ ２１７．９３８７
４３ ２１６．０５４１ ２２７．３１１６ ２２７．０２９７ ２２６．７４８２ ２２６．４６７１ ２２６．１８６３
４４ ２２４．２３０３ ２３５．６６７６ ２３５．３７５４ ２３５．０８３５ ２３４．７９２１ ２３４．５００９
４５ ２３２．４７３１ ２４４．０８７２ ２４３．７８４６ ２４３．４８２３ ２４３．１８０４ ２４２．８７８９
４６ ２４０．７７８６ ２５２．５６６８ ２５２．２５３６ ２５１．９４０８ ２５１．６２８４ ２５１．３１６４
４７ ２４９．１４３２ ２６１．１０２６ ２６０．７７８９ ２６０．４５５５ ２６０．１３２６ ２５９．８１００
４８ ２５７．５６３３ ２６９．６９１３ ２６９．３５６９ ２６９．０２２９ ２６８．６８９３ ２６８．３５６１
４９ ２６６．０３５６ ２７８．３２９３ ２７７．９８４１ ２７７．６３９５ ２７７．２９５２ ２７６．９５１４
５０ ２７４．５５６４ ２８７．０１３３ ２８６．６５７４ ２８６．３０１９ ２８５．９４６９ ２８５．５９２４
５１ ２８３．１２２８ ２９５．７４０１ ２９５．３７３４ ２９５．００７１ ２９４．６４１３ ２９４．２７６０
５２ ２９１．７３１２ ３０４．５０６５ ３０４．１２８９ ３０３．７５１８ ３０３．３７５２ ３０２．９９９０
５３ ３００．３７８８ ３１３．３０９４ ３１２．９２０９ ３１２．５３２９ ３１２．１４５４ ３１１．７５８４
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月数
年数 ６ ７ ８ ９ １０ １１
０ ０．００００ ０．００００ ０．００００ ０．００００ ０．００００ ０．００００
１ ０．３５８０ ０．３５７６ ０．３５７１ ０．３５６７ ０．３５６２ ０．３５５８
２ １．０６３４ １．０６２１ １．０６０８ １．０５９５ １．０５８２ １．０５６９
３ ２．１０６０ ２．１０３３ ２．１００７ ２．０９８１ ２．０９５５ ２．０９２９
４ ３．４７５４ ３．４７１１ ３．４６６８ ３．４６２５ ３．４５８２ ３．４５３９
５ ５．１６２０ ５．１５５６ ５．１４９２ ５．１４２８ ５．１３６４ ５．１３０１
６ ７．１５５９ ７．１４７０ ７．１３８２ ７．１２９３ ７．１２０５ ７．１１１７
７ ９．４４７８ ９．４３６１ ９．４２４４ ９．４１２７ ９．４０１０ ９．３８９４
８ １２．０２８４ １２．０１３５ １１．９９８６ １１．９８３７ １１．９６８９ １１．９５４０
９ １４．８８８７ １４．８７０２ １４．８５１８ １４．８３３４ １４．８１５０ １４．７９６６
１０ １８．０１９８ １７．９９７４ １７．９７５１ １７．９５２８ １７．９３０６ １７．９０８３
１１ ２１．４１３１ ２１．３８６６ ２１．３６００ ２１．３３３６ ２１．３０７１ ２１．２８０７
１２ ２５．０６０２ ２５．０２９１ ２４．９９８１ ２４．９６７１ ２４．９３６１ ２４．９０５２
１３ ２８．９５２８ ２８．９１６９ ２８．８８１１ ２８．８４５３ ２８．８０９５ ２８．７７３８
１４ ３３．０８２９ ３３．０４１９ ３３．００１０ ３２．９６００ ３２．９１９２ ３２．８７８３
１５ ３７．４４２７ ３７．３９６２ ３７．３４９９ ３７．３０３６ ３７．２５７３ ３７．２１１１
１６ ４２．０２４３ ４１．９７２２ ４１．９２０２ ４１．８６８２ ４１．８１６３ ４１．７６４４
１７ ４６．８２０４ ４６．７６２３ ４６．７０４３ ４６．６４６４ ４６．５８８６ ４６．５３０８
１８ ５１．８２３５ ５１．７５９３ ５１．６９５１ ５１．６３１０ ５１．５６７０ ５１．５０３０
１９ ５７．０２６６ ５６．９５５８ ５６．８８５２ ５６．８１４７ ５６．７４４２ ５６．６７３９
２０ ６２．４２２５ ６２．３４５１ ６２．２６７８ ６２．１９０６ ６２．１１３５ ６２．０３６５
２１ ６８．００４５ ６７．９２０２ ６７．８３６０ ６７．７５１９ ６７．６６７９ ６７．５８３９
２２ ７３．７６５９ ７３．６７４４ ７３．５８３１ ７３．４９１９ ７３．４００７ ７３．３０９７
２３ ７９．７００２ ７９．６０１４ ７９．５０２７ ７９．４０４１ ７９．３０５６ ７９．２０７３
２４ ８５．８０１０ ８５．６９４６ ８５．５８８３ ８５．４８２２ ８５．３７６２ ８５．２７０３
２５ ９２．０６２０ ９１．９４７９ ９１．８３３８ ９１．７２００ ９１．６０６２ ９１．４９２７
２６ ９８．４７７３ ９８．３５５２ ９８．２３３２ ９８．１１１４ ９７．９８９８ ９７．８６８３
２７ １０５．０４０８ １０４．９１０６ １０４．７８０５ １０４．６５０６ １０４．５２０８ １０４．３９１２
２８ １１１．７４６９ １１１．６０８３ １１１．４６９９ １１１．３３１７ １１１．１９３７ １１１．０５５８
２９ １１８．５８９８ １１８．４４２８ １１８．２９５９ １１８．１４９２ １１８．００２７ １１７．８５６４
３０ １２５．５６４１ １２５．４０８４ １２５．２５２９ １２５．０９７６ １２４．９４２５ １２４．７８７５
３１ １３２．６６４３ １３２．４９９８ １３２．３３５５ １３２．１７１４ １３２．００７５ １３１．８４３９
３２ １３９．８８５３ １３９．７１１８ １３９．５３８６ １３９．３６５６ １３９．１９２８ １３９．０２０２
３３ １４７．２２１８ １４７．０３９３ １４６．８５７０ １４６．６７４９ １４６．４９３０ １４６．３１１４
３４ １５４．６６９０ １５４．４７７２ １５４．２８５７ １５４．０９４４ １５３．９０３３ １５３．７１２５
３５ １６２．２２１９ １６２．０２０８ １６１．８１９９ １６１．６１９２ １６１．４１８８ １６１．２１８７
３６ １６９．８７５８ １６９．６６５２ １６９．４５４８ １６９．２４４７ １６９．０３４９ １６８．８２５３
３７ １７７．６２６１ １７７．４０５９ １７７．１８５９ １７６．９６６２ １７６．７４６８ １７６．５２７６
３８ １８５．４６８２ １８５．２３８２ １８５．００８６ １８４．７７９２ １８４．５５００ １８４．３２１２
３９ １９３．３９７７ １９３．１５７９ １９２．９１８４ １９２．６７９２ １９２．４４０３ １９２．２０１７
４０ ２０１．４１０４ ２０１．１６０７ ２００．９１１２ ２００．６６２１ ２００．４１３３ ２００．１６４８
４１ ２０９．５０２０ ２０９．２４２２ ２０８．９８２８ ２０８．７２３７ ２０８．４６４９ ２０８．２０６４
４２ ２１７．６６８５ ２１７．３９８６ ２１７．１２９０ ２１６．８５９８ ２１６．５９０９ ２１６．３２２３
４３ ２２５．９０５８ ２２５．６２５７ ２２５．３４５９ ２２５．０６６５ ２２４．７８７４ ２２４．５０８７
４４ ２３４．２１０２ ２３３．９１９７ ２３３．６２９７ ２３３．３４００ ２３３．０５０７ ２３２．７６１７
４５ ２４２．５７７７ ２４２．２７６９ ２４１．９７６５ ２４１．６７６５ ２４１．３７６８ ２４１．０７７５
４６ ２５１．００４８ ２５０．６９３６ ２５０．３８２７ ２５０．０７２３ ２４９．７６２２ ２４９．４５２５
４７ ２５９．４８７９ ２５９．１６６１ ２５８．８４４８ ２５８．５２３８ ２５８．２０３３ ２５７．８８３１
４８ ２６８．０２３４ ２６７．６９１１ ２６７．３５９１ ２６７．０２７６ ２６６．６９６５ ２６６．３６５８
４９ ２７６．６０８０ ２７６．２６５０ ２７５．９２２４ ２７５．５８０３ ２７５．２３８６ ２７４．８９７３
５０ ２８５．２３８３ ２８４．８８４６ ２８４．５３１３ ２８４．１７８５ ２８３．８２６２ ２８３．４７４２
５１ ２９３．９１１１ ２９３．５４６７ ２９３．１８２７ ２９２．８１９１ ２９２．４５６１ ２９２．０９３４
５２ ３０２．６２３３ ３０２．２４８０ ３０１．８７３３ ３０１．４９９０ ３０１．１２５１ ３００．７５１７
５３ ３１１．３７１８ ３１０．９８５７ ３１０．６００１ ３１０．２１５０ ３０９．８３０３ ３０９．４４６２
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月数
年数 ０ １ ２ ３ ４ ５
５４ ３０９．０６２５ ３２２．１４５９ ３２１．７４６５ ３２１．３４７５ ３２０．９４９１ ３２０．５５１１
５５ ３１７．７７９２ ３３１．０１３０ ３３０．６０２６ ３３０．１９２７ ３２９．７８３３ ３２９．３７４３
５６ ３２６．５２６１ ３３９．９０８０ ３３９．４８６５ ３３９．０６５６ ３３８．６４５１ ３３８．２２５２
５７ ３３５．３００５ ３４８．８２７９ ３４８．３９５４ ３４７．９６３４ ３４７．５３２０ ３４７．１０１０
５８ ３４４．０９９５ ３５７．７７０３ ３５７．３２６６ ３５６．８８３６ ３５６．４４１１ ３５５．９９９１
５９ ３５２．９２０６ ３６６．７３２３ ３６６．２７７６ ３６５．８２３４ ３６５．３６９８ ３６４．９１６８
６０ ３６１．７６１２ ３７５．７１１６ ３７５．２４５７ ３７４．７８０４ ３７４．３１５７ ３７３．８５１６
６１ ３７０．６１８８ ３８４．７０５６ ３８４．２２８６ ３８３．７５２２ ３８３．２７６３ ３８２．８０１１
６２ ３７９．４９０９ ３９３．７１２０ ３９３．２２３８ ３９２．７３６２ ３９２．２４９３ ３９１．７６２９
６３ ３８８．３７５１ ４０２．７２８４ ４０２．２２９０ ４０１．７３０３ ４０１．２３２１ ４００．７３４６
６４ ３９７．２６９３ ４１１．７５２５ ４１１．２４２０ ４１０．７３２０ ４１０．２２２８ ４０９．７１４１
６５ ４０６．１７１１ ４２０．７８２２ ４２０．２６０５ ４１９．７３９４ ４１９．２１８９ ４１８．６９９１
６６ ４１５．０７８４ ４２９．８１５３ ４２９．２８２４ ４２８．７５０１ ４２８．２１８５ ４２７．６８７５
６７ ４２３．９８９１ ４３８．８４９８ ４３８．３０５６ ４３７．７６２２ ４３７．２１９４ ４３６．６７７２
６８ ４３２．９０１１ ４４７．８８３６ ４４７．３２８２ ４４６．７７３６ ４４６．２１９６ ４４５．６６６３
６９ ４４１．８１２５ ４５６．９１４８ ４５６．３４８２ ４５５．７８２４ ４５５．２１７２ ４５４．６５２８
７０ ４５０．７２１２
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月数
年数 ６ ７ ８ ９ １０ １１
５４ ３２０．１５３６ ３１９．７５６７ ３１９．３６０２ ３１８．９６４２ ３１８．５６８７ ３１８．１７３７
５５ ３２８．９６５９ ３２８．５５８０ ３２８．１５０６ ３２７．７４３７ ３２７．３３７４ ３２６．９３１５
５６ ３３７．８０５８ ３３７．３８７０ ３３６．９６８６ ３３６．５５０８ ３３６．１３３５ ３３５．７１６７
５７ ３４６．６７０６ ３４６．２４０８ ３４５．８１１５ ３４５．３８２７ ３４４．９５４４ ３４４．５２６７
５８ ３５５．５５７７ ３５５．１１６８ ３５４．６７６５ ３５４．２３６７ ３５３．７９７４ ３５３．３５８８
５９ ３６４．４６４３ ３６４．０１２４ ３６３．５６１０ ３６３．１１０２ ３６２．６６００ ３６２．２１０３
６０ ３７３．３８８０ ３７２．９２５１ ３７２．４６２７ ３７２．０００８ ３７１．５３９６ ３７１．０７８９
６１ ３８２．３２６４ ３８１．８５２４ ３８１．３７８９ ３８０．９０６０ ３８０．４３３７ ３７９．９６２０
６２ ３９１．２７７１ ３９０．７９２０ ３９０．３０７４ ３８９．８２３４ ３８９．３４０１ ３８８．８５７３
６３ ４００．２３７７ ３９９．７４１５ ３９９．２４５８ ３９８．７５０８ ３９８．２５６３ ３９７．７６２５
６４ ４０９．２０６１ ４０８．６９８７ ４０８．１９１９ ４０７．６８５８ ４０７．１８０３ ４０６．６７５４
６５ ４１８．１７９９ ４１７．６６１４ ４１７．１４３５ ４１６．６２６３ ４１６．１０９７ ４１５．５９３７
６６ ４２７．１５７２ ４２６．６２７５ ４２６．０９８５ ４２５．５７０２ ４２５．０４２５ ４２４．５１５５
６７ ４３６．１３５８ ４３５．５９５０ ４３５．０５４９ ４３４．５１５４ ４３３．９７６７ ４３３．４３８５
６８ ４４５．１１３７ ４４４．５６１８ ４４４．０１０６ ４４３．４６００ ４４２．９１０１ ４４２．３６１０
６９ ４５４．０８９１ ４５３．５２６０ ４５２．９６３７ ４５２．４０２０ ４５１．８４１０ ４５１．２８０８
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月数

０ １ ２ ３ ４ ５ ６ ７ ８ ９ １０ １１

最
低
支
払
保
証
期
間

１ ０．００００ ０．３２９９ ０．２９９７ ０．２６９６ ０．２３９４ ０．２０９４ ０．１７９３ ０．１４９３ ０．１１９４ ０．０８９５ ０．０５９６ ０．０２９８

２ ０．００００ ０．６５４２ ０．５９４３ ０．５３４５ ０．４７４８ ０．４１５１ ０．３５５６ ０．２９６１ ０．２３６７ ０．１７７４ ０．１１８２ ０．０５９０

５ ０．００００ １．５９４０ １．４４８０ １．３０２３ １．１５６７ １．０１１４ ０．８６６３ ０．７２１４ ０．５７６７ ０．４３２２ ０．２８７９ ０．１４３９

１０ ０．００００ ３．０５５５ ２．７７５７ ２．４９６３ ２．２１７３ １．９３８８ １．６６０６ １．３８２８ １．１０５５ ０．８２８５ ０．５５１９ ０．２７５８

月数

０ １ ２ ３ ４ ５ ６ ７ ８ ９ １０ １１

最
低
支
払
保
証
期
間

１ ０．００００ ０．３３０４ ０．３００２ ０．２７００ ０．２３９９ ０．２０９７ ０．１７９７ ０．１４９６ ０．１１９６ ０．０８９７ ０．０５９７ ０．０２９９

２ ０．００００ ０．６５６０ ０．５９６０ ０．５３６０ ０．４７６２ ０．４１６４ ０．３５６７ ０．２９７１ ０．２３７５ ０．１７８０ ０．１１８６ ０．０５９３

５ ０．００００ １．６０４０ １．４５７３ １．３１０７ １．１６４４ １．０１８２ ０．８７２２ ０．７２６４ ０．５８０７ ０．４３５３ ０．２９００ ０．１４４９

１０ ０．００００ ３．０９２９ ２．８１００ ２．５２７４ ２．２４５２ １．９６３３ １．６８１８ １．４００６ １．１１９８ ０．８３９３ ０．５５９２ ０．２７９４

係数４
(1）保険料の払込方法（回数）が年払・半年払・月払の場合
(ア）残存期間が最低支払保証期間をこえる場合

残存期間、最低支払保証期間にかかわらず、０とします。
(イ）残存期間が最低支払保証期間と同じ場合

家計保障期間中の各時点から家計保障期間満了日までの期間（１か月未満の端数については、切り上げます。）を年数
と月数（０か月から１１か月まで）に分けたときの月数および最低支払保証期間に応じて下表のとおりとします。

(2）保険料の払込方法（回数）が一時払の場合
(ア）残存期間が最低支払保証期間をこえる場合

残存期間、最低支払保証期間にかかわらず、０とします。
(イ）残存期間が最低支払保証期間と同じ場合

家計保障期間中の各時点から家計保障期間満了日までの期間（１か月未満の端数については、切り上げます。）を年数
と月数（０か月から１１か月まで）に分けたときの月数および最低支払保証期間に応じて下表のとおりとします。
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第１条 災害死亡保険金・災害高度障害保険金の支払
第２条 災害死亡保険金・災害高度障害保険金の支払

に関する補則
第３条 災害死亡保険金・災害高度障害保険金の請求、

支払時期および支払場所
第４条 特約保険料の払込免除
第５条 特約の締結
第６条 特約の責任開始期
第７条 特約の保険期間、保険料払込期間および保険

料の払込み
第８条 猶予期間中の支払事由の発生と保険料の取扱

い
第９条 特約の失効
第10条 特約の復活
第11条 告知義務および告知義務違反
第12条 重大事由による解除
第13条 特約の解約
第14条 特約の返戻金
第15条 特約の消滅とみなす場合
第16条 災害死亡保険金額の減額

第17条 特約の復旧
第18条 特約の更新
第19条 特約の契約者配当
第20条 主契約の内容変更に伴う特約の取扱い
第21条 管轄裁判所
第22条 契約内容の登録
第23条 主約款の規定の準用
第24条 この特約を付加した場合の主契約の取扱いに

関する特則
第25条 定期保険または家計保障定期保険に付加した

場合の特則
第26条 終身保険、５年ごと利差配当付終身保険、５

年ごと利差配当付総合終身保険、５年ごと利
差配当付低解約返戻金型終身保険または５年
ごと利差配当付低解約返戻金型総合終身保険
に付加した場合の特則

第27条 ５年ごと利差配当付個人年金保険に付加した
場合の特則

第28条 養老保険または５年ごと利差配当付養老保険
に付加した場合の特則

災害割増特約条項

支払額 災害死亡保険金額

受取人 主たる保険契約（以下「主契約」といいます。）の死亡保険金受取人（主契約の死亡保険金受
取人以外の者には変更することはできません。）

保険金を支払う場
合（以下「支払事由」
といいます。）

この特約の保険期間中に被保険者が次のいずれかに該当したとき。
ア．この特約の責任開始期（※１）以後に発生した不慮の事故（別表２）による傷害を直接
の原因として、その事故の日からその日を含めて１８０日以内に死亡したとき。

イ．この特約の責任開始期（※１）以後に発病した感染症（別表５）を直接の原因として死
亡したとき。

支払事由に該当し
た場合であっても
保険金を支払わな
い場合（以下「免責
事由」といいます。）

次のいずれかにより上記の支払事由に該当したとき。
ア．保険契約者または被保険者の故意または重大な過失
イ．災害死亡保険金の受取人の故意または重大な過失。ただし、その者がその一部の受取人
であるときは、当会社は、その残額をその他の受取人に支払います。

ウ．被保険者の犯罪行為
エ．被保険者の精神障害を原因とする事故
オ．被保険者の泥酔の状態を原因とする事故
カ．被保険者が法令に定める運転資格を持たないで運転している間に生じた事故
キ．被保険者が法令に定める酒気帯び運転またはこれに相当する運転をしている間に生じた
事故

ク．地震、噴火または津波
ケ．戦争その他の変乱

災害割増特約条項 目次

（平成２２年３月２日改定）
（この特約の概要）
この特約は、被保険者が不慮の事故または感染症によって、死亡または所定の高度障害状態になった場合に、災害死亡保険

金または災害高度障害保険金を支払うことを主な内容とするものです。

第１条（災害死亡保険金・災害高度障害保険金の支払）
この特約において支払う保険金は、次のとおりです。
① 災害死亡保険金
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支払額 災害死亡保険金額と同額の災害高度障害保険金額

受取人
被保険者（保険契約者が法人で、かつ、主契約の高度障害保険金の受取人が保険契約者である場合
には、保険契約者）（被保険者または保険契約者以外の者には変更することができません。）

支払事由

この特約の保険期間中に被保険者が次のいずれかに該当したとき。
ア．この特約の責任開始期（※１）以後に発生した不慮の事故（別表２）による傷害を直接の原
因として、その事故の日からその日を含めて１８０日以内に高度障害状態（別表３）に該当したと
き（※２）。

イ．この特約の責任開始期（※１）以後に発病した感染症（別表５）を直接の原因として、高度
障害状態（別表３）に該当したとき（※２）。

免責事由

次のいずれかにより上記の支払事由に該当したとき。
ア．保険契約者または被保険者の故意または重大な過失
イ．被保険者の犯罪行為
ウ．被保険者の精神障害を原因とする事故
エ．被保険者の泥酔の状態を原因とする事故
オ．被保険者が法令に定める運転資格を持たないで運転している間に生じた事故
カ．被保険者が法令に定める酒気帯び運転またはこれに相当する運転をしている間に生じた事故
キ．地震、噴火または津波
ク．戦争その他の変乱

② 災害高度障害保険金

（※１）復活または復旧の取扱いが行なわれた場合は、復活または復旧における責任開始期とし、複数回復活または
復旧の取扱いが行なわれた場合は、最後の復活または復旧における責任開始期とします。

（※２）この特約の責任開始期（※１）前に既に生じていた障害状態にこの特約の責任開始期（※１）以後の傷害ま
たは責任開始期（※１）以後に発病した感染症（別表５）を原因とする障害状態が新たに加わって高度障害状
態（別表３）に該当したときも同様とします。

第２条（災害死亡保険金・災害高度障害保険金の支払に関する補則）
（1）次の①～③のいずれかに該当する場合には、当会社は、被保険者がこの特約の責任開始期（注１）前に発生した不
慮の事故（別表２）によって被った傷害または発病した感染症（別表５）（以下、本（1）において「責任開始期前の
傷害等」といいます。）を、この特約の責任開始期（注１）以後に生じたものとみなして前条の規定を適用します。
① この特約の締結、復活または復旧の際、告知等により当会社が責任開始期前の傷害等について知っていた場合、
または過失により知らなかった場合（責任開始期前の傷害等について、保険契約者または被保険者から告知されな
かったことにより、当会社が事実の一部を知らなかった場合を除きます。）

② この特約の締結、復活または復旧の際、責任開始期前の傷害等について、保険媒介者（注２）が保険契約者また
は被保険者に対し、告知をすることを妨げた場合、告知しないことを勧めた場合、または事実でないことを告げる
ことを勧めた場合

③ 責任開始期前の傷害等について、次のア．およびイ．を満たし、かつ、責任開始期（注１）前に、被保険者の身
体に生じた症状について保険契約者および被保険者の認識および自覚がなかったことが明らかな場合
ア．責任開始期（注１）前に、被保険者が医師の診察を受けたことがない。
イ．責任開始期（注１）前に、被保険者が健康診断（定期健康診断、人間ドック等、健康状態を評価することで疾
患の予防・早期発見に役立てることを目的として行う診察・検査・検診をいいます。）による異常の指摘を受けた
ことがない。

（2）この特約が更新されない場合において、次の①～③のすべてに該当する場合には、この特約の保険期間の満了時に
高度障害状態（別表３）に該当したものとみなして前条②の規定を適用します。
① 被保険者がこの特約の保険期間中（注３）に、回復の見込みの有無を除いては高度障害状態（別表３）に該当し
たこと。

② この特約の保険期間の満了時にその回復の可能性が少しでもあるか、あるいは回復の可能性の有無の判断ができ
ない場合において、満了後も引き続きその状態が継続したこと。

③ この特約の保険期間の満了後に、その回復の見込みがないことが明らかになって高度障害状態（別表３）に該当
したこと。

（3）災害高度障害保険金を支払う前に災害死亡保険金の請求を受け、災害死亡保険金が支払われるときは、当会社は、
災害高度障害保険金を支払いません。また、災害高度障害保険金を支払った後に災害死亡保険金の請求を受けても、
当会社は、災害死亡保険金を支払いません。

（4）被保険者が地震、噴火、津波または戦争その他の変乱により死亡し、または高度障害状態（別表３）に該当した被
保険者の数の増加について、当会社が、この保険の計算の基礎に及ぼす影響が少ないと認めたときは、当会社は、そ
の程度に応じ、災害死亡保険金または災害高度障害保険金の全額を支払い、またはその金額を削減して支払います。

（注１）復活または復旧の取扱いが行われた場合は、復活または復旧における責任開始期とし、複数回復活または復旧の
取扱いが行われた場合は、最後の復活または復旧における責任開始期とします。

（注２）当会社のために保険契約の締結の媒介を行うことができる者をいいます。
（注３）不慮の事故（別表２）による傷害を直接の原因とする場合には、その事故の日からその日を含めて１８０日以内で

あることを必要とします。
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特約の付加と承諾の時期
特約上の責任が開始される時

（責任開始期）

① 主契約締結の際、この特約を主契約に付加する場合 主契約の責任開始期と同一

②
主契約の契約日後、この特約を主契約に付加する場合
で、当会社が保険契約者からの特約付加の申込を承諾
した場合

当会社所定の保険料および精算額を当会社が受け取った
時または告知の時のいずれか遅い時

第３条（災害死亡保険金・災害高度障害保険金の請求、支払時期および支払場所）
（1）災害死亡保険金または災害高度障害保険金の支払事由が生じたときは、保険契約者またはその受取人は、すみやか
に当会社に通知してください。

（2）災害死亡保険金または災害高度障害保険金の支払事由が生じたときは、その災害死亡保険金または災害高度障害保
険金の受取人は、当会社に、請求に必要な書類（別表１）を提出して、災害死亡保険金または災害高度障害保険金を
請求してください。

（3）主契約の普通保険約款（以下「主約款」といいます。）に定める保険金支払の時期および場所に関する規定は、この
特約による災害死亡保険金および災害高度障害保険金の支払の場合に準用します。

第４条（特約保険料の払込免除）
（1）主約款の規定によって、主契約の保険料払込みが免除された場合には、同時にこの特約の保険料払込みを免除しま
す。

（2）本条（1）のほか、次の①または②の場合にも主約款の保険料払込みの免除に関する規定を準用して、この特約の保
険料の払込みを免除します。
① 主契約の保険料の払込方法（回数）が一時払のとき。
② この特約の保険料払込期間と主契約の保険料払込期間とが異なる場合で、主契約の保険料払込期間経過後のとき。

（3）この特約の保険料の払込方法（回数）が一時払の場合には、本条（1）および（2）の規定は適用しません。

第５条（特約の締結）
保険契約者は、主契約の契約日以後、被保険者の同意および当会社の承諾を得て、この特約を主契約に付加して締結

することができます。

第６条（特約の責任開始期）
（1）この特約の責任開始期は、下表のとおりとし、「特約上の責任が開始される時（責任開始期）」からこの特約上の責
任を負います。

（2）この特約に関する保険証券の交付については、主約款または他の特約条項の規定によります。

第７条（特約の保険期間、保険料払込期間および保険料の払込み）
（1）この特約の保険期間および保険料払込期間は、主契約の保険期間の満了する日を限度とし、当会社所定の範囲内で
定めます。

（2）この特約（特約保険料の払込方法（回数）が一時払の場合を除きます。以下本条において同じ。）の保険料は、主契
約の保険料とともに払い込むことを必要とします。保険料の前納または一括払の場合も同様とします。

（3）本条（2）の規定にかかわらず、主契約の保険料の払込方法（回数）が一時払の場合には、この特約の保険料は、一
括して前納することを必要とします。

（4）この特約が保険料払込期間中に消滅したときまたはこの特約の保険料の払込みが免除されたときのこの特約の未経
過部分の保険料（以下「未経過保険料」といいます。）の取扱いについては、主約款の規定を準用します。ただし、主
約款に未経過保険料の取扱いに関する規定がない場合には、この特約の未経過保険料の支払いはありません。

（5）本条（2）に定めるこの特約の保険料が払い込まれないまま、主約款の保険料の払込みに関する規定に定める契約応
当日（注）以後その日の属する月の末日までにこの特約による保険金の支払事由が生じた場合には、当会社は、その
支払うべき金額から、未払込保険料を差し引きます。

（6）主契約の保険料が払い込まれ、この特約の保険料が払い込まれない場合には、この特約は、主約款に定める保険料
払込みの猶予期間が満了した時から将来に向って解約されたものとします。

（7）この特約の保険料払込期間と主契約の保険料払込期間とが異なる場合には、主契約の保険料払込期間経過後におい
て払い込むべきこの特約の保険料は、主契約の保険料の払込方法（回数）にかかわらず年払保険料とし、主契約の保
険料払込期間の満了日の属する月の末日までに一括して前納することを必要とします。

（8）本条（7）の場合には、主約款に定める保険料の払込み、前納および猶予期間の規定を準用します。
（9）本条（7）に規定する前納が行なわれなかった場合には、この特約は、主契約の保険料払込期間が満了した時に解約
されたものとします。

（注）月払契約の場合は月単位、半年払契約の場合は半年単位、年払契約の場合は年単位の契約応当日とします。

第８条（猶予期間中の支払事由の発生と保険料の取扱い）
保険料払込みの猶予期間中に、この特約による災害死亡保険金または災害高度障害保険金の支払事由が発生した場合

には、当会社は、災害死亡保険金または災害高度障害保険金から未払込保険料を差し引きます。

第９条（特約の失効）
主契約が効力を失った場合には、この特約も同時に将来に向って効力を失います。
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第10条（特約の復活）
（1）主契約の復活請求の際には、この特約についても同時に復活の請求があったものとします。
（2）当会社は、本条（1）の規定によって請求された特約の復活を承諾した場合には、主約款の復活の規定を準用して、
この特約の復活の取扱いをします。

第11条（告知義務および告知義務違反）
この特約の締結、復活または復旧に際しての告知義務および告知義務違反については、主約款の告知義務および告知

義務違反に関する規定を準用します。

第12条（重大事由による解除）
（1）当会社は次の①～⑤のいずれかに定める事由が生じた場合には、この特約を将来に向って解除することができます。
① 保険契約者、被保険者または災害死亡保険金の受取人がこの特約の災害死亡保険金（注１）を詐取する目的また
は他人に詐取させる目的で事故招致（未遂を含みます。）をした場合

② 保険契約者または被保険者が、当会社にこの特約の保険料払込免除をさせる目的で、事故招致（未遂を含みます。）
をした場合

③ この特約の災害死亡保険金（注１）の請求に関し、災害死亡保険金（注１）の受取人に詐欺行為（未遂を含みま
す。）があった場合

④ 他の保険契約との重複によって、被保険者にかかる保険金額等（注２）の合計額が著しく過大であって、保険制
度の目的に反する状態がもたらされるおそれがある場合

⑤ 次のア．またはイ．に該当する等により、当会社の保険契約者、被保険者または災害死亡保険金（注１）の受取
人に対する信頼を損ない、この特約の存続を困難とする前①～④に掲げる事由と同等の重大な事由がある場合
ア．主契約が重大事由によって解除されたとき。
イ．保険契約者、被保険者または災害死亡保険金（注１）の受取人が他の保険者との間で締結した保険契約または
共済契約が重大事由により解除されたとき。

（2）災害死亡保険金（注１）の支払事由または保険料払込みの免除事由が生じた後でも、当会社は、本条（1）の規定に
よってこの特約を解除することができます。この場合には、本条（1）①～⑤に定める事由の発生時以降に生じた支払
事由による災害死亡保険金（注１）および保険料払込みの免除は、次の①および②のとおり取り扱います。
① 災害死亡保険金（注１）は支払いません。また、既に災害死亡保険金（注１）を支払っていたときは、災害死亡
保険金（注１）の返還を請求します。

② 保険料の払込みは免除しません。また、既に保険料の払込みを免除していたときは、その保険料の払込みはなか
ったものとします。

（3）本条の規定によってこの特約を解除するときは、当会社は、その旨を保険契約者に通知します。ただし、保険契約
者またはその住所もしくは居所が不明であるか、その他正当な理由によって保険契約者に通知できない場合には、当
会社は、被保険者または災害死亡保険金もしくは災害高度障害保険金の受取人に通知します。

（4）本条の規定によってこの特約を解除したときは、当会社は、解約返戻金があるときは、これと同額の返戻金を保険
契約者に支払います。

（注１）災害高度障害保険金を含みます。
（注２）保険種類および保険金の名称がいかなる場合であっても他の保険契約の保険金等を含みます。

第13条（特約の解約）
保険契約者は、いつでも将来に向って、この特約を解約することができます。

第14条（特約の返戻金）
（1）この特約が解約または解除されたときは、当会社は、当会社の定めた方法で計算した解約返戻金を保険契約者に払
い戻します。ただし、主約款の規定による保険料の振替貸付または契約者貸付があるときは、この特約の解約返戻金
をそれらの元利金の返済にあてます。

（2）この特約が次条①の規定によって消滅したときは、本条（1）と同様に取り扱います。ただし、主約款の規定によっ
て主契約の責任準備金を払い戻す場合には、この特約の責任準備金を主約款の規定に準じて払い戻します。

（3）本条（2）の規定にかかわらず、主約款の規定によって主契約の保険金を支払う場合および主契約の責任準備金その
他の返戻金の払戻がない場合には、この特約の責任準備金その他の返戻金の払戻はありません。

（4）この特約の解約返戻金額は、主契約の解約返戻金額とあわせて保険証券に例示します。
（5）主約款の契約者貸付の規定を適用する場合には、この特約の解約返戻金は、主契約の解約返戻金に加えません。

第15条（特約の消滅とみなす場合）
次の①または②の場合には、この特約は消滅したものとみなします。
① 主契約が解約その他の事由によって消滅したとき。
② 主契約が延長定期保険または払済保険に変更されたとき。

第16条（災害死亡保険金額の減額）
（1）保険契約者は、災害死亡保険金額を減額することができます。ただし、減額後のその災害死亡保険金額は、当会社
の定める範囲内であることを必要とします。

（2）本条（1）の規定によって、災害死亡保険金額が減額された場合には、減額分は、解約されたものとして取り扱いま
す。

約款 96



第17条（特約の復旧）
（1）延長定期保険または払済保険に変更された主契約について元の保険契約への復旧の請求があった場合には、第１５条
（特約の消滅とみなす場合）②の規定によって消滅したこの特約も同時に復旧の請求があったものとします。

（2）当会社が本条（1）の規定によって請求された復旧を承諾した場合には、主約款の復旧の規定を準用して、この特約
の復旧の取扱いをします。

第18条（特約の更新）
（1）この特約の保険期間が満了する場合、この特約は、保険期間の満了日の翌日に更新して継続されるものとし、この
日を更新日とします。ただし、保険契約者がその満了日の２か月前までにこの特約を継続しない旨を当会社に通知し
た場合には更新しません。

（2）本条（1）の規定にかかわらず、次の①～③のいずれかに該当する場合は、当会社は、本条（1）の更新を取り扱い
ません。
① この特約の保険期間の満了日の翌日における被保険者の年齢が当会社の定める範囲を超えるとき。
② この特約の保険期間の満了日が主契約の保険料払込期間の満了日を超えているとき。
③ 主契約の保険料の払込方法（回数）が一時払のとき。

（3）更新後のこの特約の保険期間は、更新前のこの特約の保険期間と同一とします。ただし、次の①または②のいずれ
かに該当する場合は、更新後のこの特約の保険期間を当会社所定の保険期間に変更することがあります。
① 更新後のこの特約の保険期間の満了日の翌日における被保険者の年齢が当会社の定める範囲を超えるとき。
② 更新後のこの特約の保険期間の満了日が主契約の保険料払込期間の満了日を超えるとき。

（4）本条（3）のほか、この特約は、当会社の定める取扱方法により、保険期間を変更して更新することがあります。
（5）更新後のこの特約の保険期間と保険料払込期間は同一とします。
（6）更新されたこの特約の保険期間は更新日からその日を含めて計算するものとし、更新後のこの特約の保険料は、更
新日現在の被保険者の年齢によって計算します。

（7）更新後のこの特約の保険料の払込方法（回数）は、主契約の保険料の払込方法（回数）（注）と同一とし、更新後の
この特約の第１回保険料は、更新日の属する月を払込期月とする主契約の保険料とともに払い込むことを必要としま
す。この場合、主契約の保険料の払込方法（回数）に応じた保険料払込みの猶予期間の規定によるほか第７条（特約
の保険期間、保険料払込期間および保険料の払込み）（6）の規定を準用します。

（8）更新後のこの特約の第１回保険料および同時に払い込むべき主契約の保険料が猶予期間中に払い込まれない場合に
は、主約款に定める保険料の振替貸付の規定を準用します。

（9）更新後のこの特約の第１回保険料および同時に払い込むべき主契約の保険料が払い込まれないまま、更新日以後猶
予期間の満了する日までに次の①～③のいずれかに該当した場合には、第７条（特約の保険期間、保険料払込期間お
よび保険料の払込み）（5）および第８条（猶予期間中の支払事由の発生と保険料の取扱い）の規定を準用します。
① この特約の災害死亡保険金または災害高度障害保険金の支払事由が生じたとき。
② 主契約の保険料払込みの免除事由が生じたとき。
③ 主契約に付加されている特約の保険金または給付金の支払事由が生じたとき。

（10）本条（7）～（9）の規定にかかわらず、主契約の保険料払込期間の満了日の翌日に更新する場合には、次の①お
よび②のとおりとします。
① 主契約の保険料払込期間の満了後において払い込むべきこの特約の保険料は、主契約の保険料の払込方法（回数）
にかかわらず年払保険料とし、更新日の属する月の末日までに一括して前納することを必要とします。この場合、
主約款に定める保険料の払込み、前納および猶予期間の規定ならびに本条（9）の規定を準用します。

② 更新日以後、猶予期間の満了する日までに、前①に定めるこの特約の保険料が払い込まれなかったときは、この
特約の更新はなかったものとし、この特約は更新前のこの特約の保険期間満了時にさかのぼって消滅するものとし
ます。

（11）この特約が更新された場合には、その旨を保険契約者に通知し、次の①および②によって取り扱います。
① 更新後のこの特約には更新時の特約条項および保険料率が適用されます。
② 次の規定に関しては、更新前のこの特約の保険期間と更新後のこの特約の保険期間とは継続されたものとします。
ア．第１条（災害死亡保険金・災害高度障害保険金の支払）
イ．第２条（災害死亡保険金・災害高度障害保険金の支払に関する補則）
ウ．第１１条（告知義務および告知義務違反）

（12）この特約の保険料の払込方法（回数）が一時払の場合で、主契約の保険料の払込みが免除されたときは、本条（1）
の規定は適用せず、次の①、②のとおり取り扱います。
① 保険契約者が、この特約の保険期間の満了日までにこの特約の更新の請求を行なったときは、この特約の更新を
取り扱います。

② 前①の場合、この特約の保険期間の満了日の翌日を更新日とし、本条（2）～（4）、（6）および（11）の規定に
よるほか、次のとおりとします。
ア．本条（5）、（7）および（8）の規定は適用せず、更新後のこの特約の保険料の払込方法（回数）は一時払とし、
更新日の属する月の末日までに払い込むことを必要とします。この場合、主契約の保険料の払込方法（回数）に
応じた保険料払込みの猶予期間の規定によるほか、第７条（特約の保険期間、保険料払込期間および保険料の払
込み）（6）の規定を準用します。

イ．更新後のこの特約の保険料が払い込まれないまま、更新日以後猶予期間の満了する日までにこの特約の災害死
亡保険金または災害高度障害保険金の支払事由が生じたときは、本条（9）の規定は適用せず、第７条（特約の保
険期間、保険料払込期間および保険料の払込み）（5）および第８条（猶予期間中の支払事由の発生と保険料の取
扱い）の規定を準用します。

ウ．主契約の保険料払込期間の満了日の翌日に更新する場合には、本条（10）および前ア．、イ．の規定を適用せ
ず、次のとおりとします。
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（ア）主契約の保険料払込期間の満了後において払い込むべきこの特約の保険料は、一時払保険料とし、更新日の
属する月の末日までに払い込むことを必要とします。この場合、主約款に定める年払契約の保険料の払込みの
猶予期間の規定によるほか、第７条（特約の保険期間、保険料払込期間および保険料の払込み）（5）および第
８条（猶予期間中の支払事由の発生と保険料の取扱い）の規定を準用します。

（イ）更新日以後、猶予期間の満了する日までに、前（ア）に定めるこの特約の保険料が払い込まれなかったとき
は、この特約の更新はなかったものとし、この特約は更新前のこの特約の保険期間満了時にさかのぼって消滅
するものとします。

（13）更新時に当会社がこの特約の締結を取り扱っていないときは、当会社所定の特約により更新されることがあります。

（注）主契約が一時払保険部分と分割払保険部分から構成されている場合は、分割払保険部分の保険料の払込方法（回数）
とします。

第19条（特約の契約者配当）
この特約に対しては、契約者配当はありません。

第20条（主契約の内容変更に伴う特約の取扱い）
（1）主契約の保険金額を減額したとき（注１）に、減額後の主契約の保険金額（注２）に対するこの特約の災害死亡保
険金額の割合が、当会社所定の限度を超えることとなるときは、その限度までこの特約の災害死亡保険金額を減額し
ます。

（2）本条（1）の規定によって、災害死亡保険金額が減額された場合には、減額分は、解約されたものとします。
（3）主契約の保険期間を短縮した場合、この特約の保険期間が、主契約の保険期間の満了日を超えることとなるときは、
主契約の保険期間に合わせてこの特約の保険期間を変更します。ただし、変更後のこの特約の保険期間が、当会社の
定める保険期間に満たないときは、この特約は解約されたものとします。

（4）主契約の保険料払込期間を変更した場合、この特約の保険料払込期間を変更することがあります。ただし、変更後
のこの特約の保険料払込期間が、当会社の定める保険料払込期間に満たないときは、この特約は解約されたものとし
ます。

（5）本条（3）または（4）の規定により、この特約の保険期間または保険料払込期間が変更された場合には、責任準備
金（注３）の差額を授受し、その後の特約保険料を改めます。この場合、主約款の規定による保険料の振替貸付また
は契約者貸付があるときは、返戻金をそれらの元利金の返済にあてます。

（6）主契約の保険期間を延長した場合、この特約の保険期間は延長せず、そのまま有効に継続します。

（注１）主契約に平準定期保険特約、逓減定期保険特約、逓増定期保険特約、生存給付金付定期保険特約、収入保障特約
または家計保障定期保険特約が付加されている場合には、それらの特約が消滅したときまたはそれらの特約保険金
額、特約基本保険金額、特約基本年金月額もしくは特約基準給付金月額が減額されたときを含みます。

（注２）主契約に付加されている他の特約の保険金額等（別表４）を含みます。
（注３）主約款に未経過保険料の取扱いに関する規定があるときは、この特約の未経過保険料を加えます。

第21条（管轄裁判所）
この特約における保険金または保険料払込みの免除の請求に関する訴訟については、主約款の管轄裁判所の規定を準

用します。

第22条（契約内容の登録）
（1）当会社は、保険契約者および被保険者の同意を得て、次の事項を社団法人生命保険協会（以下本条において「協会」
といいます。）に登録します。
① 保険契約者ならびに被保険者の氏名、生年月日、性別および住所（市、区、郡までとします。）
② 災害死亡保険金の金額
③ 契約日（注１）
④ 当会社名

（2）本条（1）の登録の期間は、契約日（注１）から５年（注２）以内とします。
（3）協会加盟の各生命保険会社および全国共済農業協同組合連合会（以下本条において「各生命保険会社等」といいま
す。）は、本条（1）の規定により登録された被保険者について、保険契約（注３）の申込（注４）を受けたときまた
は更新日において被保険者が満１５歳未満の場合に保険契約（注３）が更新されるときは、協会に対して本条（1）の規
定により登録された内容について照会することができるものとします。この場合、協会からその結果の連絡を受ける
ものとします。

（4）各生命保険会社等は、本条（2）の登録の期間中に保険契約（注３）の申込（注４）があった場合、本条（3）によ
って連絡された内容を保険契約（注３）の承諾（注５）の判断の参考とすることができるものとします。

（5）各生命保険会社等は、契約日（注６）から５年（注２）以内に保険契約（注３）について死亡保険金、災害死亡保
険金または高度障害保険金の請求を受けたときは、協会に対して本条（1）の規定により登録された内容について照会
し、その結果を死亡保険金、災害死亡保険金または高度障害保険金の支払の判断の参考とすることができるものとし
ます。

（6）各生命保険会社等は、連絡された内容を承諾（注５）の判断または支払の判断の参考とする以外に用いないものと
します。

（7）協会および各生命保険会社等は、登録または連絡された内容を他に公開しないものとします。
（8）保険契約者または被保険者は、登録または連絡された内容について、当会社または協会に照会することができます。
また、その内容が事実と相違していることを知ったときは、その訂正を請求することができます。
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読替前 読替後

被保険者 被共済者

保険契約 共済契約

死亡保険金 死亡共済金

災害死亡保険金 災害死亡共済金

保険金額 共済金額

高度障害保険金 後遺障害共済金

（9）本条（3）～（5）および（注２）～（注６）中の下表「読替前」欄に記載の字句は、農業協同組合法に基づく共済
契約においては、それぞれ「読替後」欄に記載の字句に読み替えます。

（注１）復活または復旧の取扱いが行なわれた場合は、復活または復旧の日とし、複数回復活または復旧の取扱いが行わ
れた場合には、最後の復活または復旧の日とします。また、主契約の契約日後付加した場合は、この特約の付加の
日とします。

（注２）契約日（注１）において被保険者が１５歳未満の場合は、「５年」または「被保険者が満１５歳に達する日までの期
間」のうちいずれか長い期間とします。

（注３）死亡保険金または災害死亡保険金のある保険契約をいいます。また、死亡保険金または災害死亡保険金のある特
約を含みます。

（注４）復活、復旧、保険金額の増額または特約の中途付加の申込を含みます。
（注５）復活、復旧、保険金額の増額または特約の中途付加の承諾を含みます。
（注６）復活、復旧、保険金額の増額または特約の中途付加の取扱いが行なわれた場合は、各々の復活、復旧、保険金額

の増額または特約中途付加の日とし、複数回各々の取扱いが行なわれた場合には、最後の復活、復旧、保険金額の
増額または特約の中途付加の日とします。

第23条（主約款の規定の準用）
この特約に別段の定めのない場合には、主約款の規定を準用します。

第24条（この特約を付加した場合の主契約の取扱いに関する特則）
（1）次の①および②について主約款の規定を適用する場合には、この特約の解約返戻金を、主契約の解約返戻金に加え
て取り扱います。
① 保険料の振替貸付
② 延長定期保険または払済保険への変更

（2）本条（1）①の保険料の振替貸付は、主契約の保険料と、特約保険料の払込方法（回数）が一時払を除くこの特約
（更新後のこの特約を含みます。）の保険料との合計額について行なうものとします。

（3）第７条（特約の保険期間、保険料払込期間および保険料の払込み）（4）の規定により当会社が支払うべき未経過保
険料があるときは、次のとおり本条（1）の規定を適用します。
① 本条（1）①の場合は、この特約の未経過保険料を主契約の解約返戻金に加えて取り扱います。
② 本条（1）②の場合は、第７条（特約の保険期間、保険料払込期間および保険料の払込み）（4）の規定にかかわら
ず、当会社はこの特約の未経過保険料を支払わず、その金額を主契約の解約返戻金に加えて取り扱います。

第25条（定期保険または家計保障定期保険に付加した場合の特則）
（1）この特約を定期保険または家計保障定期保険に付加した場合には、次の①～④のとおり取り扱います。
① この特約の保険期間の満了日と主契約の保険期間の満了日が同一の場合で、主契約が主約款に定める保険契約の
更新の規定により更新されるときは、保険契約者が特に反対の意思を通知しない限り、この特約は主契約と同時に
更新されます。

② 更新後のこの特約は次のとおりとし、主約款に定める保険契約の更新の規定を準用します。
ア．更新後のこの特約の保険期間は、更新後の主契約の保険期間と同一とします。
イ．更新後のこの特約の保険料の払込方法（回数）は、更新後の主契約の保険料の払込方法（回数）と同一としま
す。

ウ．更新後のこの特約の保険期間と保険料払込期間は同一とします。
③ 災害死亡保険金および災害高度障害保険金の支払に関する規定の適用に際しては、更新前の保険期間と更新後の
保険期間とは継続されたものとして取り扱います。

④ この特約の保険料の払込方法（回数）が一時払の場合で、主契約の保険料の払込みが免除されたときは、前①の
規定は適用せず、次のとおり取り扱います。
ア．保険契約者が、この特約の保険期間の満了日までにこの特約の更新の請求を行なったときは、主契約と同時に
この特約の更新を取り扱います。

イ．前ア．の場合、前②イ．およびウ．の規定は適用せず、更新後のこの特約の保険料の払込方法（回数）は一時
払とし、更新日の属する月の末日までに払い込むことを必要とします。この場合、主契約の保険料の払込方法（回
数）に応じた保険料払込みの猶予期間の規定によるほか、第７条（特約の保険期間、保険料払込期間および保険
料の払込み）（6）の規定を準用します。

ウ．更新後のこの特約の保険料が払い込まれないまま、更新日以後猶予期間の満了する日までにこの特約の災害死
亡保険金または災害高度障害保険金の支払事由が生じたときは、第７条（特約の保険期間、保険料払込期間およ
び保険料の払込み）（5）および第８条（猶予期間中の支払事由の発生と保険料の取扱い）の規定を準用します。

（2）本条（1）のほか、この特約を家計保障定期保険に付加した場合には、次の①および②のとおり取り扱います。
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① 第２０条（主契約の内容変更に伴う特約の取扱い）（1）中「主契約の保険金額を減額したとき」とあるのは「主契
約の基準給付金月額を減額したとき」と、「減額後の主契約の保険金額」とあるのは「減額後の主契約の基準給付金
月額をもとに計算した主契約の責任開始期の保険金額」と読み替えます。

② 主契約の保険金支払事由が発生し、保険金の月払給付を行なう場合、この特約はその保険金支払事由の発生時に
消滅したものとみなします。

第26条（終身保険、５年ごと利差配当付終身保険、５年ごと利差配当付総合終身保険、５年ごと利差配当付低解約返戻金型終
身保険または５年ごと利差配当付低解約返戻金型総合終身保険に付加した場合の特則）

（1）この特約を終身保険、５年ごと利差配当付終身保険、５年ごと利差配当付総合終身保険、５年ごと利差配当付低解
約返戻金型終身保険または５年ごと利差配当付低解約返戻金型総合終身保険に付加した場合には、次の①および②の
とおり取り扱います。
① この特約の保険期間中に、保険契約者が主契約に５年ごと利差配当付年金支払移行特約を付加し、年金支払に移
行したときは、次のとおりとします。
ア．主契約の全部について年金支払に移行した場合には、この特約の保険期間は年金支払開始日の前日までとしま
す。この場合、この特約は年金支払開始日の前日に消滅したものとします。

イ．主契約の一部について年金支払に移行した場合、年金支払に移行しない終身保険部分または総合終身保険部分
（注１）が解約その他の事由によって消滅したときは、第１５条（特約の消滅とみなす場合）の規定によるほか、こ
の特約は消滅します。

ウ．主契約の一部について年金支払に移行した場合、年金支払に移行しない終身保険部分の保険金額または総合終
身保険部分（注１）の基本保険金額（注２）に対するこの特約の災害死亡保険金額の割合が当会社所定の限度を
超えることとなるときは、その限度までこの特約の災害死亡保険金額を減額します。

② この特約の保険期間中に、保険契約者が主契約に５年ごと利差配当付介護保障移行特約を付加し、介護保障に移
行したときは、前①中「年金支払」とあるのは「介護保障」と、「年金支払開始日」とあるのは「５年ごと利差配当
付介護保障移行特約の締結日」と読み替えて前①ア．～ウ．の規定を適用します。

（2）本条（1）のほか、この特約を終身保険、５年ごと利差配当付終身保険、５年ごと利差配当付総合終身保険または５
年ごと利差配当付低解約返戻金型総合終身保険に付加した場合には、次の①および②のとおり取り扱います。
① 保険契約者が、主約款に定める保険料の払込完了の特則により保険料の払込みを完了する場合には、次のとおり
とします。
ア．保険契約者は、当会社の定める取扱範囲により、この特約の保険期間を変更することができます。この場合、
責任準備金の差額を授受し、その後の特約保険料を改めます。

イ．この特約の更新日と保険料の払込完了日が同一の場合、第１８条（特約の更新）（2）および（3）中「主契約の保
険料払込期間の満了日」とあるのは「保険料の払込完了日の前日」と読み替えて、第１８条（特約の更新）（1）～
（3）、（6）、（11）および（13）の規定を適用します。
ウ．保険契約者は、保険料の払込完了日以後において払い込むべきこの特約の保険料を、保険料の払込完了日の属
する月の末日までに一括して前納すること、または当会社所定の金額を一時に払い込み、保険料の払込みを完了
することを必要とします。一括して前納した場合には、保険料の払込完了の特則適用前の主契約の保険料の払込
方法（回数）に応じて、主約款に定める保険料の払込み、前納および猶予期間の規定を、払込みを完了した場合
には、主約款に定める保険料の払込完了の規定をそれぞれ準用します。

エ．前ウ．に規定する前納が行われなかった場合には、この特約は、猶予期間が満了した時から将来に向って解約
されたものとします。

② 第４条（特約保険料の払込免除）の規定によるほか、保険契約者が主約款に定める保険料の払込完了の特則によ
り保険料の払込みを完了した場合、保険料の払込完了日以後も、主約款の保険料払込みの免除に関する規定を準用
して、この特約の保険料の払込みを免除します。

（3）本条（1）および（2）のほか、この特約を５年ごと利差配当付総合終身保険または５年ごと利差配当付低解約返戻
金型総合終身保険に付加した場合には、次の①～④のとおり取り扱います。
① 第４条（特約保険料の払込免除）および本条（2）②の規定にかかわらず、この特約の保険料の払込免除について
は、主約款の保険料払込みの免除に関する規定を準用します。

② 第１８条（特約の更新）（12）中「主契約の保険料の払込みが免除されたときは」とあるのは「主契約の保険料の払
込みが免除されている期間中は」と読み替えます。

③ 第２０条（主契約の内容変更に伴う特約の取扱い）（1）中「主契約の保険金額を減額したとき」とあるのは「主契
約の保険金額等を減額したとき」と、「減額後の主契約の保険金額」とあるのは「減額後の主契約の基本保険金額」
と読み替えます。

④ ５年ごと利差配当付終身介護保障移行特約が主契約に付加して締結されている場合には、次のとおりとします。
ア．第１条（災害死亡保険金・災害高度障害保険金の支払）①中「主たる保険契約（以下「主契約」といいます。）
の死亡保険金受取人」とあるのは「５年ごと利差配当付終身介護保障移行特約の締結時の主契約の死亡保険金受
取人」と、第１条（災害死亡保険金・災害高度障害保険金の支払）②中「被保険者（保険契約者が法人で、かつ、
主契約の高度障害保険金の受取人が保険契約者である場合には、保険契約者）」とあるのは「被保険者（保険契約
者が法人で、かつ、５年ごと利差配当付終身介護保障移行特約の締結時の主契約の高度障害保険金の受取人が保
険契約者である場合には、保険契約者）」と読み替えます。

イ．第１４条（特約の返戻金）（3）中「主約款の規定によって主契約の保険金を支払う場合」とあるのは「被保険者
が死亡した場合」と読み替えます。

ウ．前イ．の規定にかかわらず、５年ごと利差配当付終身保障移行特約が主契約に付加して締結されている場合に
は、第１４条（特約の返戻金）（2）中「主約款の規定」および第１４条（特約の返戻金）（3）中「主約款の規定」と
あるのは「５年ごと利差配当付終身保障移行特約条項の規定」と読み替えます。

エ．５年ごと利差配当付終身保障移行特約条項の契約者貸付の規定を適用する場合には、この特約の解約返戻金は、
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主契約のうち終身保障移行部分の解約返戻金に加えません。
オ．５年ごと利差配当付終身保障移行特約条項の規定による契約者貸付がある場合には、主約款の規定による契約
者貸付がある場合の規定を準用します。

（注１）残存する死亡保障部分または総合終身保険の保障部分をいいます。
（注２）主契約に付加されている他の特約の保険金額等（別表４）を含みます。

第27条（５年ごと利差配当付個人年金保険に付加した場合の特則）
この特約を５年ごと利差配当付個人年金保険に付加した場合には、次の①～⑨のとおり取り扱います。
① この特約の保険期間は、第７条（特約の保険期間、保険料払込期間および保険料の払込み）の規定にかかわらず、
主契約の年金支払開始日の前日を限度とします。

② 第１条（災害死亡保険金・災害高度障害保険金の支払）①中「主たる保険契約（以下「主契約」といいます。）の
死亡保険金受取人」とあるのは「主契約の死亡給付金受取人」と、第１条（災害死亡保険金・災害高度障害保険金
の支払）②中「被保険者（保険契約者が法人で、かつ、主契約の高度障害保険金の受取人が保険契約者である場合
には、保険契約者）」とあるのは「被保険者（保険契約者が法人で、かつ、主契約の年金受取人（年金の一部の受取
人である場合を含みます。）および主契約の死亡給付金受取人（死亡給付金の一部の受取人である場合を含みます。）
が保険契約者であるときは、保険契約者）」と読み替えます。

③ 災害高度障害保険金については、主約款に定める死亡給付金支払方法の選択の規定を準用して、一時支払にかえ
て、当会社所定の金額、期間等の範囲内で、すえ置支払または年金支払を選択することができます。

④ 第３条（災害死亡保険金・災害高度障害保険金の請求、支払時期および支払場所）（3）中「主契約の普通保険約
款（以下「主約款」といいます。）に定める保険金」とあるのは「主契約の普通保険約款（以下「主約款」といいま
す。）に定める死亡給付金」と読み替えます。

⑤ 第２０条（主契約の内容変更に伴う特約の取扱い）（1）中「主契約の保険金額」とあるのは「主契約の基本年金額」
と読み替えます。

⑥ 主契約の年金支払開始日を繰り下げた場合、この特約の保険期間は変更せず、そのまま有効に継続します。
⑦ 主契約の基本年金額が主契約の契約内容の変更により減額された場合、主契約の基本年金額に対するこの特約の
保険金額の割合が当会社所定の限度を超えることとなるときは、その限度まで特約保険金額を減額します。この場
合、第２０条（主契約の内容変更に伴う特約の取扱い）（1）の規定を準用して取り扱います。

⑧ 主約款の規定により主契約を払済保険に変更する場合、第２４条（この特約を付加した場合の主契約の取扱いに関
する特則）（1）および（3）中「主契約の解約返戻金」とあるのは「主契約について当会社の定めた方法で計算した
金額」と読み替えます。

⑨ 災害高度障害保険金の請求に必要な書類については、主約款に定める死亡給付金の請求に関する規定を準用しま
す。

第28条（養老保険または５年ごと利差配当付養老保険に付加した場合の特則）
この特約を養老保険または５年ごと利差配当付養老保険に付加した場合には、次の①～③のとおり取り扱います。
① この特約の保険期間の満了日と主契約の保険期間の満了日が同一の場合で、主契約が主約款に定める保険契約の
更新の規定により更新されるときは、保険契約者が特に反対の意思を通知しない限り、この特約は主契約と同時に
更新されます。

② 更新後のこの特約は次のとおりとし、主約款に定める保険契約の更新の規定を準用します。
ア．更新後のこの特約の保険期間は、更新後の主契約の保険期間と同一とします。
イ．更新後のこの特約の保険料の払込方法（回数）は、更新後の主契約の保険料の払込方法（回数）と同一としま
す。

ウ．更新後のこの特約の保険期間と保険料払込期間は同一とします。
③ 災害死亡保険金および災害高度障害保険金の支払に関する規定の適用に際しては、更新前の保険期間と更新後の
保険期間とは継続されたものとして取り扱います。
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項目 提出書類

災害死亡保険金
（1）当会社所定の請求書
（2）不慮の事故であることを証する書類

災害高度障害保険金
（1）当会社所定の請求書
（2）不慮の事故であることを証する書類

（注）当会社は、上記以外の書類の提出を求め、または上記の提出書類の一部の省略を認めることがあります。

分類項目 基本分類表番号

１．鉄道事故 Ｅ８００～Ｅ８０７

２．自動車交通事故 Ｅ８１０～Ｅ８１９

３．自動車非交通事故 Ｅ８２０～Ｅ８２５

４．その他の道路交通機関事故 Ｅ８２６～Ｅ８２９

５．水上交通機関事故 Ｅ８３０～Ｅ８３８

６．航空機および宇宙交通機関事故 Ｅ８４０～Ｅ８４５

７．他に分類されない交通機関事故 Ｅ８４６～Ｅ８４８

８．医薬品および生物学的製剤による不慮の中毒
ただし、外用薬または薬物接触によるアレルギー、皮膚炎などは含まれません。また、疾病の診断、

治療を目的としたものは除外します。
Ｅ８５０～Ｅ８５８

９．その他の固体、液体、ガスおよび蒸気による不慮の中毒
ただし、洗剤、油脂およびグリース、溶剤その他の化学物質による接触皮膚炎ならびにサルモネラ

性食中毒、細菌性食中毒 （ブドー球菌性、ボツリヌス菌性、その他および詳細不明の細菌性食中毒）
およびアレルギー性・食餌性・中毒性の胃腸炎、大腸炎は含まれません。

Ｅ８６０～Ｅ８６９

１０．外科的および内科的診療上の患者事故
ただし、疾病の診断、治療を目的としたものは除外します。

Ｅ８７０～Ｅ８７６

１１．患者の異常反応あるいは後発合併症を生じた外科的および内科的処置で処置時事故の記載のないも
の
ただし、疾病の診断、治療を目的としたものは除外します。

Ｅ８７８～Ｅ８７９

１２．不慮の墜落 Ｅ８８０～Ｅ８８８

１３．火災および火焔による不慮の事故 Ｅ８９０～Ｅ８９９

１４．自然および環境要因による不慮の事故
ただし、「過度の高温（Ｅ９００）中の気象条件によるもの」、「高圧、低圧および気圧の変化（Ｅ９０２）」、

「旅行および身体動揺（Ｅ９０３）」および「飢餓、渇、不良環境曝露および放置（Ｅ９０４）中の飢餓、渇」
は除外します。

Ｅ９００～Ｅ９０９

15．溺水、窒息および異物による不慮の事故
ただし、疾病による呼吸障害、嚥下障害、精神神経障害の状態にある者の「食物の吸入または嚥下

による気道閉塞または窒息（Ｅ９１１）」、「その他の物体の吸入または嚥下による気道の閉塞または窒息
（Ｅ９１２）」は除外します。

Ｅ９１０～Ｅ９１５

１６．その他の不慮の事故
ただし、「努力過度および激しい運動（Ｅ９２７）中の過度の肉体行使、レクリエーション、その他の

活動における過度の運動」および「その他および詳細不明の環境的原因および不慮の事故（Ｅ９２８）中
の無重力環境への長期滞在、騒音暴露、振動」は除外します。

Ｅ９１６～Ｅ９２８

１７．医薬品および生物学的製剤の治療上使用による有害作用
ただし、外用薬または薬物接触によるアレルギー、皮膚炎などは含まれません。また、疾病の診断、

治療を目的としたものは除外します。
Ｅ９３０～Ｅ９４９

１８．他殺および他人の加害による損傷 Ｅ９６０～Ｅ９６９

１９．法的介入
ただし、「処刑（Ｅ９７８）」は除外します。

Ｅ９７０～Ｅ９７８

２０．戦争行為による損傷 Ｅ９９０～Ｅ９９９

別表１ 請求書類

別表２ 対象となる不慮の事故

対象となる不慮の事故とは急激かつ偶発的な外来の事故（ただし、疾病または体質的な要因を有する者が軽微な外因によ
り発症しまたはその症状が増悪したときには、その軽微な外因は急激かつ偶発的な外来の事故とみなしません。）で、かつ、
昭和５３年１２月１５日行政管理庁告示第７３号に定められた分類項目中の下表に記載のものとし、分類項目の内容については、「厚
生省大臣官房統計情報部編、疾病、傷害および死因統計分類提要、昭和５４年版」によるものとします。
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対象となる高度障害状態 備考

１
両眼の視力を全く永久に失った
もの

（1）視力の測定は、万国式試視力表により、１眼ずつ、きょう正視力について測定し
ます。

（2）「視力を全く永久に失ったもの」とは、視力が０．０２以下になって回復の見込のな
い場合をいいます。

（3）視野狭さくおよび眼瞼下垂による視力障害は視力を失ったものとはみなしません。

２
言語またはそしゃくの機能を全
く永久に失ったもの

（1）「言語の機能を全く永久に失ったもの」とは、次の３つの場合をいいます。
① 語音構成機能障害で、口唇音、歯舌音、口蓋音、こう頭音の４種のうち、３種
以上の発音が不能となり、その回復の見込がない場合

② 脳言語中枢の損傷による失語症で、音声言語による意志の疎通が不可能となり、
その回復の見込がない場合

③ 声帯全部のてき出により発音が不能な場合
（2）「そしゃくの機能を全く永久に失ったもの」とは、流動食以外のものは摂取でき
ない状態で、その回復の見込のない場合をいいます。

３
中枢神経系・精神または胸腹部
臓器に著しい障害を残し、終身
常に介護を必要とするもの

「常に介護を必要とするもの」とは、食物の摂取、排便・排尿・その後始末、および
衣服着脱・起居・歩行・入浴のいずれもが自分ではできず、常に他人の介護を必要と
する状態をいいます。

４
両上肢とも、手関節以上で失っ
たかまたはその用を全く永久に
失ったもの

「上・下肢の用を全く永久に失ったもの」とは、完全にその運動機能を失ったもので
次のいずれかの場合をいいます。
① 上・下肢の完全運動麻ひで回復の見込みのない場合
② 上・下肢においてそれぞれ３大関節（上肢においては肩関節、ひじ関節および
手関節、下肢においてはまた関節、ひざ関節および足関節）の完全強直で、回復
の見込のない場合

５
両下肢とも、足関節以上で失っ
たかまたはその用を全く永久に
失ったもの

６

１上肢を手関節以上で失い、か
つ、１下肢を足関節以上で失っ
たかまたはその用を全く永久に
失ったもの

７
１上肢の用を全く永久に失い、
かつ、１下肢を足関節以上で失
ったもの

身体部位の名称は、次の図のとおりとします。

別表３ 対象となる高度障害状態

対象となる高度障害状態とは、次のいずれかの状態をいいます。
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分類項目 基本分類表番号

１．コレラ Ａ００

２．腸チフス Ａ０１．０

３．パラチフスＡ Ａ０１．１

４．細菌性赤痢 Ａ０３

５．腸管出血性大腸菌感染症 Ａ０４．３

６．ペスト Ａ２０

７．ジフテリア Ａ３６

８．急性灰白髄炎＜ポリオ＞ Ａ８０

９．ラッサ熱 Ａ９６．２

１０．クリミア・コンゴ＜Crimean-Congo＞出血熱 Ａ９８．０

１１．マールブルグ＜Marburg＞ウイルス病 Ａ９８．３

１２．エボラ＜Ebola＞ウイルス病 Ａ９８．４

１３．痘瘡 Ｂ０３

１４．重症急性呼吸器症候群［SARS］
（ただし、病原体がコロナウイルス属SARSコロナウイルスであるものに限ります。）

Ｕ０４

別表４ 対象となる保険金額等

（1）平準定期保険特約の特約保険金額
（2）生存給付金付定期保険特約の特約保険金額
（3）逓減定期保険特約の特約基本保険金額
（4）逓増定期保険特約の特約基本保険金額
（5）収入保障特約の保険金換算額
（6）家計保障定期保険特約の責任開始期の特約保険金額

別表５ 対象となる感染症

対象となる感染症とは、平成６年１０月１２日総務庁告示第７５号に定められた分類項目中の下表に記載のものとし、分類項目
の内容については、厚生労働省大臣官房統計情報部編「疾病、傷害および死因統計分類提要ＩＣＤ－１０（２００３年版）準拠」
によるものとします。
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第１条 災害死亡保険金・障害給付金の支払
第２条 災害死亡保険金・障害給付金の支払に関する

補則
第３条 災害死亡保険金・障害給付金の請求、支払時

期および支払場所
第４条 特約保険料の払込免除
第５条 特約の締結
第６条 特約の責任開始期
第７条 特約の保険期間、保険料払込期間および保険

料の払込み
第８条 猶予期間中の支払事由の発生と保険料の取扱

い
第９条 特約の失効
第10条 特約の復活
第11条 告知義務および告知義務違反
第12条 重大事由による解除
第13条 特約の解約
第14条 特約の返戻金
第15条 特約の消滅とみなす場合
第16条 災害死亡保険金額の減額

第17条 特約の復旧
第18条 特約の更新
第19条 特約の契約者配当
第20条 主契約の内容変更に伴う特約の取扱い
第21条 管轄裁判所
第22条 契約内容の登録
第23条 主約款の規定の準用
第24条 この特約を付加した場合の主契約の取扱いに

関する特則
第25条 定期保険または家計保障定期保険に付加した

場合の特則
第26条 終身保険、５年ごと利差配当付終身保険、５

年ごと利差配当付総合終身保険、５年ごと利
差配当付低解約返戻金型終身保険または５年
ごと利差配当付低解約返戻金型総合終身保険
に付加した場合の特則

第27条 ５年ごと利差配当付個人年金保険に付加した
場合の特則

第28条 養老保険または５年ごと利差配当付養老保険
に付加した場合の特則

傷害特約条項（本人型）

支払額 災害死亡保険金額

受取人
主たる保険契約（以下、「主契約」といいます。）の死亡保険金受取人（主契約の死亡保険金受取人
以外の者には変更することはできません。）

保険金・給付
金を支払う場
合（以下「支払
事由」といいま
す。）

この特約の保険期間中に、被保険者が次のア．またはイ．のいずれかに該当したとき。
ア．この特約の責任開始期（※）以後に発生した不慮の事故（別表２）による傷害を直接の原因
として、その事故の日からその日を含めて１８０日以内に死亡したとき。

イ．この特約の責任開始期（※）以後に発病した感染症（別表６）を直接の原因として死亡した
とき。

支払事由に該
当した場合で
あっても保険
金・給付金を
支払わない場
合（以下「免責
事由」といいま
す。）

次のいずれかにより上記の支払事由に該当したとき。
ア．保険契約者または被保険者の故意または重大な過失
イ．災害死亡保険金の受取人の故意または重大な過失。ただし、その者がその一部の受取人であ
るときは、当会社はその残額をその他の受取人に支払います。

ウ．被保険者の犯罪行為
エ．被保険者の精神障害を原因とする事故
オ．被保険者の泥酔の状態を原因とする事故
カ．被保険者が法令に定める運転資格を持たないで運転している間に生じた事故
キ．被保険者が法令に定める酒気帯び運転またはこれに相当する運転をしている間に生じた事故
ク．地震、噴火または津波
ケ．戦争その他の変乱

傷害特約条項（本人型） 目次

（平成２２年３月２日改定）
（この特約の概要）
この特約は、被保険者が不慮の事故または感染症によって死亡した場合には災害死亡保険金を支払い、また、不慮の事故に

よって身体に障害を受けた場合には、所定の障害給付金を支払うことを主な内容とするものです。

第１条（災害死亡保険金・障害給付金の支払）
この特約において支払う保険金・給付金は、次のとおりです。
① 災害死亡保険金

特

約

傷
害
特
約
条
項（
本
人
型
）
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支払額

ア．被保険者の身体障害の状態が給付割合表（別表３）の１種目のみに該当する場合

災害死亡保険金額 × 給付割合表（別表３）のその該当する
種目に対応する給付割合

イ．被保険者の身体障害の状態が給付割合表（別表３）の２種目以上に該当する場合
その該当する各種目ごと（ただし、身体の同一部位（別表４）に生じた２種目以上の障害に

ついては、そのうち最も上位の種目のみとします。）に前ア．の規定を適用して得られる金額の
合計額
ただし、この特約による障害給付金の支払は、支払割合を通算して１００％をもって限度としま

す。

受取人
被保険者（保険契約者が法人で、かつ、主契約の高度障害保険金の受取人が保険契約者である場合
には、保険契約者）（被保険者または保険契約者以外の者には変更することはできません。）

支払事由
被保険者が、この特約の責任開始期（※）以後に発生した不慮の事故（別表２）による傷害を直接
の原因として、その事故の日からその日を含めて１８０日以内で、かつ、この特約の保険期間中に、給
付割合表（別表３）に定めるいずれかの身体障害の状態に該当したとき。

免責事由

次のいずれかにより上記の支払事由に該当したとき。
ア．保険契約者または被保険者の故意または重大な過失
イ．被保険者の犯罪行為
ウ．被保険者の精神障害を原因とする事故
エ．被保険者の泥酔の状態を原因とする事故
オ．被保険者が法令に定める運転資格を持たないで運転している間に生じた事故
カ．被保険者が法令に定める酒気帯び運転またはこれに相当する運転をしている間に生じた事故
キ．地震、噴火または津波
ク．戦争その他の変乱

② 障害給付金

（※）復活または復旧の取扱いが行なわれた場合は、復活または復旧における責任開始期とし、複数回復活または復
旧の取扱いが行なわれた場合は、最後の復活または復旧における責任開始期とします。

第２条（災害死亡保険金・障害給付金の支払に関する補則）
（1）次の①～③のいずれかに該当する場合には、当会社は、被保険者がこの特約の責任開始期（注１）前に発生した不
慮の事故（別表２）によって被った傷害または発病した感染症（別表６）（以下、本（1）において「責任開始期前の
傷害等」といいます。）を、この特約の責任開始期（注１）以後に生じたものとみなして前条の規定を適用します。
① この特約の締結、復活または復旧の際、告知等により当会社が責任開始期前の傷害等について知っていた場合、
または過失により知らなかった場合（責任開始期前の傷害等について、保険契約者または被保険者から告知されな
かったことにより、当会社が事実の一部を知らなかった場合を除きます。）

② この特約の締結、復活または復旧の際、責任開始期前の傷害等について、保険媒介者（注２）が保険契約者また
は被保険者に対し、告知をすることを妨げた場合、告知しないことを勧めた場合、または事実でないことを告げる
ことを勧めた場合

③ 責任開始期前の傷害等について、次のア．およびイ．を満たし、かつ、責任開始期（注１）前に、被保険者の身
体に生じた症状について保険契約者および被保険者の認識および自覚がなかったことが明らかな場合
ア．責任開始期（注１）前に、被保険者が医師の診察を受けたことがない。
イ．責任開始期（注１）前に、被保険者が健康診断（定期健康診断、人間ドック等、健康状態を評価することで疾
患の予防・早期発見に役立てることを目的として行う診察・検査・検診をいいます。）による異常の指摘を受けた
ことがない。

（2）当会社は、前条①の規定によって災害死亡保険金を支払う場合に、前条②に規定する障害給付金について、次の①
または②のいずれかに該当する事実があるときは、被保険者について定められた災害死亡保険金額にその該当する障
害給付金の給付割合を乗じて得られる金額の合計額を、その災害死亡保険金から差し引きます。
① 被保険者について、災害死亡保険金の支払原因となった不慮の事故（別表２）と同一の不慮の事故による障害給
付金を既に支払っているとき。

② 被保険者について、災害死亡保険金の支払原因となった不慮の事故（別表２）と同一の不慮の事故による障害給
付金の支払請求を受け、まだ支払っていないとき。

（3）前条①の規定によって災害死亡保険金が支払われた場合には、その支払後に、被保険者について、災害死亡保険金
の支払原因となった不慮の事故（別表２）と同一の不慮の事故による障害給付金の請求を受けても、当会社は、これ
を支払いません。

（4）この特約が更新されない場合において、次の①～③のすべてに該当する場合には、この特約の保険期間の満了時に
身体障害の状態に該当したものとみなして前条②の規定を適用します。
① 被保険者がこの特約の保険期間中（注３）に、回復の見込みの有無を除いては身体障害の状態に該当し、満了後
も引き続きその状態が継続したこと。

② この特約の保険期間の満了時にその回復の可能性が少しでもあるか、あるいは回復の可能性の有無の判断ができ
ないこと。

③ この特約の保険期間の満了後にその回復の見込みがないことが明らかになって身体障害の状態に該当したこと。
（5）前条②「支払額」の適用にあたっては、既に給付割合表（別表３）に該当する身体障害のあった身体の同一部位
（別表４）に生じた身体障害については、既にあった身体障害（本（5）において「前障害」といいます。）を含めた新
たな身体障害の状態が該当する最も上位の種目に対応する給付割合から、その前障害の状態に対応する給付割合（２
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特約の付加と承諾の時期
特約上の責任が開始される時

（責任開始期）

① 主契約締結の際、この特約を主契約に付加する場合 主契約の責任開始期と同一

②
主契約の契約日後、この特約を主契約に付加する場合
で、当会社が保険契約者からの特約付加の申込を承諾
した場合

当会社所定の保険料および精算額を当会社が受け取った
時または告知の時のいずれか遅い時

種目以上に該当する場合には、最も上位の種目に対応する給付割合）を差し引いて得られる割合を、その身体障害に
ついての給付割合とします。

（6）被保険者が地震、噴火、津波または戦争その他の変乱により死亡し、または身体障害の状態（別表３）に該当した
被保険者の数の増加について、当会社が、この特約の計算の基礎に及ぼす影響が少ないと認めたときは、当会社は、
その程度に応じ、災害死亡保険金または障害給付金の全額を支払い、またはその金額を削減して支払います。

（注１）復活または復旧の取扱いが行われた場合は、復活または復旧における責任開始期とし、複数回復活または復旧の
取扱いが行われた場合は、最後の復活または復旧における責任開始期とします。

（注２）当会社のために保険契約の締結の媒介を行うことができる者をいいます。
（注３）事故の日からその日を含めて１８０日以内であることを必要とします。

第３条（災害死亡保険金・障害給付金の請求、支払時期および支払場所）
（1）災害死亡保険金または障害給付金の支払事由が生じたときは、保険契約者またはその受取人は、すみやかに当会社
に通知してください。

（2）災害死亡保険金または障害給付金の支払事由が生じたときは、その受取人は、当会社に、請求に必要な書類（別表
１）を提出して、災害死亡保険金または障害給付金を請求してください。

（3）主契約の普通保険約款（以下「主約款」といいます。）に定める保険金、年金の支払時期および支払場所に関する規
定は、この特約による災害死亡保険金および障害給付金の支払の場合に準用します。

第４条（特約保険料の払込免除）
（1）主約款の規定によって、主契約の保険料払込みが免除された場合には、同時にこの特約の保険料払込みを免除しま
す。

（2）本条（1）のほか、次の①または②の場合にも主約款の保険料払込みの免除に関する規定を準用して、この特約の保
険料の払込みを免除します。
① 主契約の保険料の払込方法（回数）が一時払のとき。
② この特約の保険料払込期間と主契約の保険料払込期間とが異なる場合で、主契約の保険料払込期間経過後のとき。

（3）この特約の保険料の払込方法（回数）が一時払の場合には、本条（1）および（2）の規定は適用しません。

第５条（特約の締結）
保険契約者は、主契約の契約日以後、被保険者の同意および当会社の承諾を得て、この特約を主契約に付加して締結

することができます。

第６条（特約の責任開始期）
（1）この特約の責任開始期は、下表のとおりとし、「特約上の責任が開始される時（責任開始期）」からこの特約上の責
任を負います。

（2）この特約に関する保険証券の交付については、主約款または他の特約条項の規定によります。

第７条（特約の保険期間、保険料払込期間および保険料の払込み）
（1）この特約の保険期間および保険料払込期間は、主契約の保険期間の満了する日を限度とし、当会社所定の範囲内で
定めます。

（2）この特約（特約保険料の払込方法（回数）が一時払の場合を除きます。以下本条において同じ。）の保険料は、主契
約の保険料とともに払い込むことを必要とします。保険料の前納または一括払の場合も同様とします。

（3）本条（2）の規定にかかわらず、主契約の保険料の払込方法（回数）が一時払の場合には、この特約の保険料は、一
括して前納することを必要とします。

（4）この特約が保険料払込期間中に消滅したときまたはこの特約の保険料の払込みが免除されたときのこの特約の未経
過部分の保険料（以下「未経過保険料」といいます。）の取扱いについては、主約款の規定を準用します。ただし、主
約款に未経過保険料の取扱いに関する規定がない場合には、この特約の未経過保険料の支払いはありません。

（5）本条（2）に定めるこの特約の保険料が払い込まれないまま、主約款の保険料の払込みに関する規定に定める契約応
当日（注）以後その日の属する月の末日までにこの特約による災害死亡保険金または障害給付金の支払事由が生じた
場合には、当会社は、その支払うべき金額から、未払込保険料を差し引きます。ただし、障害給付金が未払込保険料
に不足する場合には、保険契約者は、その未払込保険料を払い込んでください。

（6）本条（5）ただし書きに定める場合において、未払込保険料の払込みについては、保険契約者は、主約款に定める保
険料払込みの猶予期間の満了する時までに、未払込保険料を払い込むことを必要とします。この未払込保険料が払い
込まれない場合には、当会社は、支払事由の発生により支払うべき障害給付金を支払いません。

（7）主契約の保険料が払い込まれ、この特約の保険料が払い込まれない場合には、この特約は、主約款に定める保険料
払込みの猶予期間が満了した時から将来に向って解約されたものとします。

（8）この特約の保険料払込期間と主契約の保険料払込期間とが異なる場合には、主契約の保険料払込期間経過後におい
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て払い込むべきこの特約の保険料は、主契約の保険料の払込方法（回数）にかかわらず年払保険料とし、主契約の保
険料払込期間の満了日の属する月の末日までに一括して前納することを必要とします。

（9）本条（8）の場合には、主約款に定める保険料の払込み、前納および猶予期間の規定を準用します。
（10）本条（8）に規定する前納が行なわれなかった場合には、この特約は、主契約の保険料払込期間が満了した時に解
約されたものとします。

（注）月払契約の場合は月単位、半年払契約の場合は半年単位、年払契約の場合は年単位の契約応当日とします。

第８条（猶予期間中の支払事由の発生と保険料の取扱い）
（1）保険料払込みの猶予期間中に、この特約による災害死亡保険金または障害給付金の支払事由が発生した場合には、
当会社は、その支払うべき金額から未払込保険料を差し引きます。

（2）障害給付金が本条（1）の未払込保険料に不足するときは、保険契約者は、主約款に定める保険料払込みの猶予期間
の満了する時までに、未払込保険料を払い込むことを必要とします。この未払込保険料が払い込まれない場合には、
当会社は、支払事由の発生により支払うべき障害給付金を支払いません。

第９条（特約の失効）
主契約が効力を失った場合には、この特約も同時に将来に向って効力を失います。

第10条（特約の復活）
（1）主契約の復活請求の際には、この特約についても同時に復活の請求があったものとします。
（2）当会社は、本条（1）の規定によって請求された特約の復活を承諾した場合には、主約款の復活の規定を準用して、
この特約の復活の取扱いをします。

第11条（告知義務および告知義務違反）
この特約の締結、復活または復旧に際しての告知義務および告知義務違反については、主約款の告知義務および告知

義務違反に関する規定を準用します。

第12条（重大事由による解除）
（1）当会社は次の①～⑤のいずれかに定める事由が生じた場合には、この特約を将来に向って解除することができます。
① 保険契約者、被保険者または給付金の受取人がこの特約の給付金（注）を詐取する目的または他人に詐取させる
目的で、事故招致（未遂を含みます。）をした場合

② 保険契約者または被保険者が、当会社にこの特約の保険料払込免除をさせる目的で、事故招致（未遂を含みます。）
をした場合

③ この特約の給付金（注）の請求に関し、給付金（注）の受取人に詐欺行為（未遂を含みます。）があった場合
④ 他の保険契約との重複によって、被保険者にかかる給付金額等（注）の合計額が著しく過大であって、保険制度
の目的に反する状態がもたらされるおそれがある場合

⑤ 次のア．またはイ．に該当する等により、当会社の保険契約者、被保険者または給付金（注）の受取人に対する
信頼を損ない、この特約の存続を困難とする前①～④に掲げる事由と同等の重大な事由がある場合
ア．主契約が重大事由によって解除されたとき。
イ．保険契約者、被保険者または給付金の受取人（注）が他の保険者との間で締結した保険契約または共済契約が
重大事由により解除されたとき。

（2）給付金（注）の支払事由または保険料払込みの免除事由が生じた後でも、当会社は、本条（1）の規定によってこの
特約を解除することができます。この場合には、本条（1）①～⑤に定める事由の発生時以降に生じた支払事由による
給付金（注）および保険料払込みの免除は、次の①および②のとおり取り扱います。
① 給付金（注）は支払いません。また、既に給付金（注）を支払っていたときは、給付金（注）の返還を請求しま
す。

② 保険料の払込みは免除しません。また、既に保険料の払込みを免除していたときは、その保険料の払込みはなか
ったものとします。

（3）本条の規定によってこの特約を解除するときは、当会社は、その旨を保険契約者に通知します。ただし、保険契約
者またはその住所もしくは居所が不明であるか、その他正当な理由によって保険契約者に通知できない場合には、当
会社は、被保険者または給付金（注）の受取人に通知します。

（4）本条の規定によってこの特約を解除したときは、当会社は、解約返戻金があるときは、これと同額の返戻金を保険
契約者に支払います。

（注）災害死亡保険金を含みます。また、本条（1）④の給付金額等には、保険種類および給付金の名称がいかなる場合
であっても他の保険契約の給付金等を含みます。

第13条（特約の解約）
保険契約者は、いつでも将来に向って、この特約を解約することができます。

第14条（特約の返戻金）
（1）この特約が解約または解除されたときは、当会社は、当会社の定めた方法で計算した解約返戻金を保険契約者に払
い戻します。ただし、主約款の規定による保険料の振替貸付または契約者貸付があるときは、この特約の解約返戻金
をそれらの元利金の返済にあてます。

（2）この特約が次条①の規定によって消滅したときは、本条（1）と同様に取り扱います。ただし、主約款の規定によっ
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て主契約の責任準備金を払い戻す場合には、この特約の責任準備金を主約款の規定に準じて払い戻します。
（3）本条（2）の規定にかかわらず、主約款の規定によって主契約の保険金を支払う場合および主契約の責任準備金その
他の返戻金の払戻がない場合には、この特約の責任準備金その他の返戻金の払戻はありません。

（4）この特約の解約返戻金額は、主契約の解約返戻金額とあわせて保険証券に例示します。
（5）主約款の契約者貸付の規定を適用する場合には、この特約の解約返戻金は、主契約の解約返戻金に加えません。

第15条（特約の消滅とみなす場合）
次の①または②の場合には、この特約は消滅したものとみなします。
① 主契約が解約その他の事由によって消滅したとき。
② 主契約が延長定期保険または払済保険に変更されたとき。

第16条（災害死亡保険金額の減額）
（1）保険契約者は、災害死亡保険金額を減額することができます。ただし、減額後のその災害死亡保険金額は、当会社
の定める範囲内であることを必要とします。

（2）本条（1）の規定によって、災害死亡保険金額が減額された場合には、減額分は、解約されたものとして取り扱いま
す。

第17条（特約の復旧）
（1）延長定期保険または払済保険に変更された主契約について元の保険契約への復旧の請求があった場合には、第１５条
（特約の消滅とみなす場合）②の規定によって消滅したこの特約も同時に復旧の請求があったものとします。

（2）当会社が本条（1）の規定によって請求された復旧を承諾した場合には、主約款の復旧の規定を準用して、この特約
の復旧の取扱いをします。

第18条（特約の更新）
（1）この特約の保険期間が満了する場合、この特約は、保険期間の満了日の翌日に更新して継続されるものとし、この
日を更新日とします。ただし、保険契約者がその満了日の２か月前までにこの特約を継続しない旨を当会社に通知し
た場合には更新しません。

（2）本条（1）の規定にかかわらず、次の①～③のいずれかに該当する場合は、当会社は、本条（1）の更新を取り扱い
ません。
① この特約の保険期間の満了日の翌日における被保険者の年齢が当会社の定める範囲を超えるとき。
② この特約の保険期間の満了日が主契約の保険料払込期間の満了日を超えているとき。
③ 主契約の保険料の払込方法（回数）が一時払のとき。

（3）更新後のこの特約の保険期間は、更新前のこの特約の保険期間と同一とします。ただし、次の①または②のいずれ
かに該当する場合は、更新後のこの特約の保険期間を当会社所定の保険期間に変更することがあります。
① 更新後のこの特約の保険期間の満了日の翌日における被保険者の年齢が当会社の定める範囲を超えるとき。
② 更新後のこの特約の保険期間の満了日が主契約の保険料払込期間の満了日を超えるとき。

（4）本条（3）のほか、この特約は、当会社の定める取扱方法により、保険期間を変更して更新することがあります。
（5）更新後のこの特約の保険期間と保険料払込期間は同一とします。
（6）更新されたこの特約の保険期間は更新日からその日を含めて計算するものとし、更新後のこの特約の保険料は、更
新日現在の被保険者の年齢によって計算します。

（7）更新後のこの特約の保険料の払込方法（回数）は、主契約の保険料の払込方法（回数）（注）と同一とし、更新後の
この特約の第１回保険料は、更新日の属する月を払込期月とする主契約の保険料とともに払い込むことを必要としま
す。この場合、主契約の保険料の払込方法（回数）に応じた保険料払込みの猶予期間の規定によるほか第７条（特約
の保険期間、保険料払込期間および保険料の払込み）（7）の規定を準用します。

（8）更新後のこの特約の第１回保険料および同時に払い込むべき主契約の保険料が猶予期間中に払い込まれない場合に
は、主約款に定める保険料の振替貸付の規定を準用します。

（9）更新後のこの特約の第１回保険料および同時に払い込むべき主契約の保険料が払い込まれないまま、更新日以後猶
予期間の満了する日までに次の①～③のいずれかに該当した場合には、第７条（特約の保険期間、保険料払込期間お
よび保険料の払込み）（5）および第８条（猶予期間中の支払事由の発生と保険料の取扱い）の規定を準用します。
① この特約の災害死亡保険金または障害給付金の支払事由が生じたとき。
② 主契約の保険料払込みの免除事由が生じたとき。
③ 主契約に付加されている特約の保険金または給付金の支払事由が生じたとき。

（10）本条（7）～（9）の規定にかかわらず、主契約の保険料払込期間の満了日の翌日に更新する場合には、次の①お
よび②のとおりとします。
① 主契約の保険料払込期間の満了後において払い込むべきこの特約の保険料は、主契約の保険料の払込方法（回数）
にかかわらず年払保険料とし、更新日の属する月の末日までに一括して前納することを必要とします。この場合、
主約款に定める保険料の払込み、前納および猶予期間の規定ならびに本条（9）の規定を準用します。

② 更新日以後、猶予期間の満了する日までに、前①に定めるこの特約の保険料が払い込まれなかったときは、この
特約の更新はなかったものとし、この特約は更新前のこの特約の保険期間満了時にさかのぼって消滅するものとし
ます。

（11）この特約が更新された場合には、その旨を保険契約者に通知し、次の①および②によって取り扱います。
① 更新後のこの特約には更新時の特約条項および保険料率が適用されます。
② 次の規定に関しては、更新前のこの特約の保険期間と更新後のこの特約の保険期間とは継続されたものとします。
ア．第１条（災害死亡保険金・障害給付金の支払）
イ．第２条（災害死亡保険金・障害給付金の支払に関する補則）
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ウ．第１１条（告知義務および告知義務違反）
（12）この特約の保険料の払込方法（回数）が一時払の場合で、主契約の保険料の払込みが免除されたときは、本条（1）
の規定は適用せず、次の①、②のとおり取り扱います。
① 保険契約者が、この特約の保険期間の満了日までにこの特約の更新の請求を行なったときは、この特約の更新を
取り扱います。

② 前①の場合、この特約の保険期間の満了日の翌日を更新日とし、本条（2）～（4）、（6）および（11）の規定に
よるほか、次のとおりとします。
ア．本条（5）、（7）および（8）の規定は適用せず、更新後のこの特約の保険料の払込方法（回数）は一時払とし、
更新日の属する月の末日までに払い込むことを必要とします。この場合、主契約の保険料の払込方法（回数）に
応じた保険料払込みの猶予期間の規定によるほか、第７条（特約の保険期間、保険料払込期間および保険料の払
込み）（7）の規定を準用します。

イ．更新後のこの特約の保険料が払い込まれないまま、更新日以後猶予期間の満了する日までにこの特約の災害死
亡保険金または障害給付金の支払事由が生じたときは、本条（9）の規定は適用せず、第７条（特約の保険期間、
保険料払込期間および保険料の払込み）（5）および第８条（猶予期間中の支払事由の発生と保険料の取扱い）の
規定を準用します。

ウ．主契約の保険料払込期間の満了日の翌日に更新する場合には、本条（10）および前ア．、イ．の規定を適用せ
ず、次のとおりとします。
（ア）主契約の保険料払込期間の満了後において払い込むべきこの特約の保険料は、一時払保険料とし、更新日の
属する月の末日までに払い込むことを必要とします。この場合、主約款に定める年払契約の保険料の払込みの
猶予期間の規定によるほか、第７条（特約の保険期間、保険料払込期間および保険料の払込み）（5）および第
８条（猶予期間中の支払事由の発生と保険料の取扱い）の規定を準用します。

（イ）更新日以後、猶予期間の満了する日までに、前（ア）に定めるこの特約の保険料が払い込まれなかったとき
は、この特約の更新はなかったものとし、この特約は更新前のこの特約の保険期間満了時にさかのぼって消滅
するものとします。

（13）更新時に当会社がこの特約の締結を取り扱っていないときは、当会社所定の特約により更新されることがあります。

（注）主契約が一時払保険部分と分割払保険部分から構成されている場合は、分割払保険部分の保険料の払込方法（回数）
とします。

第19条（特約の契約者配当）
この特約に対しては、契約者配当はありません。

第20条（主契約の内容変更に伴う特約の取扱い）
（1）主契約の保険金額を減額したとき（注１）に、減額後の主契約の保険金額（注２）に対するこの特約の災害死亡保
険金額の割合が、当会社所定の限度を超えることとなるときは、その限度までこの特約の災害死亡保険金額を減額し
ます。

（2）本条（1）の規定によって、災害死亡保険金額が減額された場合には、減額分は、解約されたものとします。
（3）主契約の保険期間を短縮した場合、この特約の保険期間が、主契約の保険期間の満了日を超えることとなるときは、
主契約の保険期間に合わせてこの特約の保険期間を変更します。ただし、変更後のこの特約の保険期間が、当会社の
定める保険期間に満たないときは、この特約は解約されたものとします。

（4）主契約の保険料払込期間を変更した場合、この特約の保険料払込期間を変更することがあります。ただし、変更後
のこの特約の保険料払込期間が、当会社の定める保険料払込期間に満たないときは、この特約は解約されたものとし
ます。

（5）本条（3）または（4）の規定により、この特約の保険期間または保険料払込期間が変更された場合には、責任準備
金（注３）の差額を授受し、その後の特約保険料を改めます。この場合、主約款の規定による保険料の振替貸付また
は契約者貸付があるときは、返戻金をそれらの元利金の返済にあてます。

（6）主契約の保険期間を延長した場合、この特約の保険期間は延長せず、そのまま有効に継続します。

（注１）主契約に平準定期保険特約、逓減定期保険特約、逓増定期保険特約、生存給付金付定期保険特約、収入保障特約
または家計保障定期保険特約が付加されている場合には、それらの特約が消滅したときまたはそれらの特約保険金
額、特約基本保険金額、特約基本年金月額もしくは特約基準給付金月額が減額されたときを含みます。

（注２）主契約に付加されている他の特約の保険金額等（別表５）を含みます。
（注３）主約款に未経過保険料の取扱いに関する規定があるときは、この特約の未経過保険料を加えます。

第21条（管轄裁判所）
この特約における災害死亡保険金、障害給付金または保険料払込みの免除の請求に関する訴訟については、主約款の

管轄裁判所の規定を準用します。

第22条（契約内容の登録）
（1）当会社は、保険契約者および被保険者の同意を得て、次の事項を社団法人生命保険協会（以下本条において「協会」
といいます。）に登録します。
① 保険契約者ならびに被保険者の氏名、生年月日、性別および住所（市、区、郡までとします。）
② 災害死亡保険金の金額
③ 契約日（注１）
④ 当会社名
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読替前 読替後

被保険者 被共済者

保険契約 共済契約

死亡保険金 死亡共済金

災害死亡保険金 災害死亡共済金

保険金額 共済金額

高度障害保険金 後遺障害共済金

（2）本条（1）の登録の期間は、契約日（注１）から５年（注２）以内とします。
（3）協会加盟の各生命保険会社および全国共済農業協同組合連合会（以下本条において「各生命保険会社等」といいま
す。）は、本条（1）の規定により登録された被保険者について、保険契約（注３）の申込（注４）を受けたときまた
は更新日において被保険者が満１５歳未満の場合に保険契約（注３）が更新されるときは、協会に対して本条（1）の規
定により登録された内容について照会することができるものとします。この場合、協会からその結果の連絡を受ける
ものとします。

（4）各生命保険会社等は、本条（2）の登録の期間中に保険契約（注３）の申込（注４）があった場合、本条（3）によ
って連絡された内容を保険契約（注３）の承諾（注５）の判断の参考とすることができるものとします。

（5）各生命保険会社等は、契約日（注６）から５年（注２）以内に保険契約（注３）について死亡保険金、災害死亡保
険金または高度障害保険金の請求を受けたときは、協会に対して本条（1）の規定により登録された内容について照会
し、その結果を死亡保険金、災害死亡保険金または高度障害保険金の支払の判断の参考とすることができるものとし
ます。

（6）各生命保険会社等は、連絡された内容を承諾（注５）の判断または支払の判断の参考とする以外に用いないものと
します。

（7）協会および各生命保険会社等は、登録または連絡された内容を他に公開しないものとします。
（8）保険契約者または被保険者は、登録または連絡された内容について、当会社または協会に照会することができます。
また、その内容が事実と相違していることを知ったときは、その訂正を請求することができます。

（9）本条（3）～（5）および（注２）～（注６）中の下表「読替前」欄に記載の字句は、農業協同組合法に基づく共済
契約においては、それぞれ「読替後」欄に記載の字句に読み替えます。

（注１）復活または復旧の取扱いが行なわれた場合は、復活または復旧の日とし、複数回復活または復旧の取扱いが行わ
れた場合には、最後の復活または復旧の日とします。また、主契約の契約日後付加した場合は、この特約の付加の
日とします。

（注２）契約日（注１）において被保険者が１５歳未満の場合は、「５年」または「被保険者が満１５歳に達する日までの期
間」のうちいずれか長い期間とします。

（注３）死亡保険金または災害死亡保険金のある保険契約をいいます。また、死亡保険金または災害死亡保険金のある特
約を含みます。

（注４）復活、復旧、保険金額の増額または特約の中途付加の申込を含みます。
（注５）復活、復旧、保険金額の増額または特約の中途付加の承諾を含みます。
（注６）復活、復旧、保険金額の増額または特約の中途付加の取扱いが行なわれた場合は、各々の復活、復旧、保険金額

の増額または特約中途付加の日とし、複数回各々の取扱いが行なわれた場合には、最後の復活、復旧、保険金額の
増額または特約の中途付加の日とします。

第23条（主約款の規定の準用）
この特約に別段の定めのない場合には、主約款の規定を準用します。

第24条（この特約を付加した場合の主契約の取扱いに関する特則）
（1）次の①および②について主約款の規定を適用する場合には、この特約の解約返戻金を、主契約の解約返戻金に加え
て取り扱います。
① 保険料の振替貸付
② 延長定期保険または払済保険への変更

（2）本条（1）①の保険料の振替貸付は、主契約の保険料と、特約保険料の払込方法（回数）が一時払を除くこの特約
（更新後のこの特約を含みます。）の保険料との合計額について行なうものとします。

（3）第７条（特約の保険期間、保険料払込期間および保険料の払込み）（4）の規定により当会社が支払うべき未経過保
険料があるときは、次のとおり本条（1）の規定を適用します。
① 本条（1）①の場合は、この特約の未経過保険料を主契約の解約返戻金に加えて取り扱います。
② 本条（1）②の場合は、第７条（特約の保険期間、保険料払込期間および保険料の払込み）（4）の規定にかかわら
ず、当会社はこの特約の未経過保険料を支払わず、その金額を主契約の解約返戻金に加えて取り扱います。

第25条（定期保険または家計保障定期保険に付加した場合の特則）
（1）この特約を定期保険または家計保障定期保険に付加した場合には、次の①～④のとおり取り扱います。
① この特約の保険期間の満了日と主契約の保険期間の満了日が同一の場合で、主契約が主約款に定める保険契約の
更新の規定により更新されるときは、保険契約者が特に反対の意思を通知しない限り、この特約は主契約と同時に
更新されます。

② 更新後のこの特約は次のとおりとし、主約款に定める保険契約の更新の規定を準用します。
ア．更新後のこの特約の保険期間は、更新後の主契約の保険期間と同一とします。
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イ．更新後のこの特約の保険料の払込方法（回数）は、更新後の主契約の保険料の払込方法（回数）と同一としま
す。

ウ．更新後のこの特約の保険期間と保険料払込期間は同一とします。
③ 災害死亡保険金および障害給付金の支払に関する規定の適用に際しては、更新前の保険期間と更新後の保険期間
とは継続されたものとして取り扱います。

④ この特約の保険料の払込方法（回数）が一時払の場合で、主契約の保険料の払込みが免除されたときは、前①の
規定は適用せず、次のとおり取り扱います。
ア．保険契約者が、この特約の保険期間の満了日までにこの特約の更新の請求を行なったときは、主契約と同時に
この特約の更新を取り扱います。

イ．前ア．の場合、前②イ．およびウ．の規定は適用せず、更新後のこの特約の保険料の払込方法（回数）は一時
払とし、更新日の属する月の末日までに払い込むことを必要とします。この場合、主契約の保険料の払込方法（回
数）に応じた保険料払込みの猶予期間の規定によるほか、第７条（特約の保険期間、保険料払込期間および保険
料の払込み）（7）の規定を準用します。

ウ．更新後のこの特約の保険料が払い込まれないまま、更新日以後猶予期間の満了する日までにこの特約の災害死
亡保険金または障害給付金の支払事由が生じたときは、第７条（特約の保険期間、保険料払込期間および保険料
の払込み）（5）および第８条（猶予期間中の支払事由の発生と保険料の取扱い）の規定を準用します。

（2）本条（1）のほか、この特約を家計保障定期保険に付加した場合には、次の①および②のとおり取り扱います。
① 第２０条（主契約の内容変更に伴う特約の取扱い）（1）中「主契約の保険金額を減額したとき」とあるのは「主契
約の基準給付金月額を減額したとき」と、「減額後の主契約の保険金額」とあるのは「減額後の主契約の基準給付金
月額をもとに計算した主契約の責任開始期の保険金額」と読み替えます。

② 主契約の保険金支払事由が発生し、保険金の月払給付を行なう場合、この特約はその保険金支払事由の発生時に
消滅したものとみなします。

第26条（終身保険、５年ごと利差配当付終身保険、５年ごと利差配当付総合終身保険、５年ごと利差配当付低解約返戻金型終
身保険または５年ごと利差配当付低解約返戻金型総合終身保険に付加した場合の特則）

（1）この特約を終身保険、５年ごと利差配当付終身保険、５年ごと利差配当付総合終身保険、５年ごと利差配当付低解
約返戻金型終身保険または５年ごと利差配当付低解約返戻金型総合終身保険に付加した場合には、次の①～⑤のとお
り取り扱います。
① 保険契約者が、主契約に５年ごと利差配当付年金支払移行特約を付加し、主契約の全部について年金支払に移行
した場合には、次のとおりとします。
ア．年金支払移行部分の年金の種類が確定年金のみのときは、この特約の保険期間は主契約の保険期間の満了日を
限度とします。

イ．前ア．により、この特約の保険期間が変更された場合、責任準備金の差額を授受し、その後の特約保険料を改
めます。

ウ．第１条（災害死亡保険金・障害給付金の支払）①中「主たる保険契約（以下、「主契約」といいます。）の死亡
保険金受取人」とあるのは「保険契約者」と、第１条（災害死亡保険金・障害給付金の支払）②中「被保険者（保
険契約者が法人で、かつ、主契約の高度障害保険金の受取人が保険契約者である場合には、保険契約者）」とある
のは「被保険者（保険契約者が法人で、かつ、年金支払開始日前の主契約の高度障害保険金の受取人が保険契約
者である場合には、保険契約者）」と読み替えます。

② 保険契約者が、主契約に５年ごと利差配当付年金支払移行特約を付加し、主契約の一部について年金支払に移行
した場合で、年金支払に移行しない終身保険部分または総合終身保険部分（残存する死亡保障部分または総合終身
保険の保障部分をいいます。以下同じ。）が消滅したときは、次のとおりとします。
ア．年金支払移行部分の年金の種類が確定年金のみのときは、前①ア．およびイ．の規定を適用します。ただし、
主契約に５年ごと利差配当付介護保障移行特約が付加されている場合を除きます。

イ．第１条（災害死亡保険金・障害給付金の支払）①中「主たる保険契約（以下、「主契約」といいます。）の死亡
保険金受取人」とあるのは「保険契約者」と、第１条（災害死亡保険金・障害給付金の支払）②中「被保険者（保
険契約者が法人で、かつ、主契約の高度障害保険金の受取人が保険契約者である場合には、保険契約者）」とある
のは「被保険者（保険契約者が法人で、かつ、年金支払に移行しない終身保険部分または総合終身保険部分の消
滅時の高度障害保険金の受取人が保険契約者である場合には、保険契約者）」と読み替えます。ただし、主契約に
５年ごと利差配当付介護保障移行特約が付加されている場合を除きます。

③ 保険契約者が、主契約に５年ごと利差配当付介護保障移行特約を付加し、介護保障に移行した場合には、第１条
（災害死亡保険金・障害給付金の支払）②中「被保険者（保険契約者が法人で、かつ、主契約の高度障害保険金の受
取人が保険契約者である場合には、保険契約者）」とあるのは「被保険者（保険契約者が法人で、かつ、死亡給付金
の受取人が保険契約者である場合には、保険契約者）」と読み替えます。

④ 次のア．またはイ．の場合には、第１４条（特約の返戻金）（3）中「主約款の規定によって主契約の保険金を支払
う場合」とあるのは「主契約の被保険者が死亡した場合」と読み替えます。
ア．主契約の全部について、５年ごと利差配当付年金支払移行特約条項または５年ごと利差配当付介護保障移行特
約条項を適用したとき。

イ．主契約の一部について、５年ごと利差配当付年金支払移行特約条項または５年ごと利差配当付介護保障移行特
約条項を適用した場合で、これらを適用しない終身保険部分または総合終身保険部分（残存する死亡保障部分ま
たは総合終身保険の保障部分をいいます。）が消滅したとき。

⑤ 第４条（特約保険料の払込免除）の規定によるほか、保険契約者が、主契約に５年ごと利差配当付年金支払移行
特約または５年ごと利差配当付介護保障移行特約を付加した場合で、年金支払開始日以後の場合にも主約款の保険
料払込みの免除に関する規定を準用して、この特約の保険料の払込みを免除します。

（2）本条（1）のほか、この特約を終身保険、５年ごと利差配当付終身保険、５年ごと利差配当付総合終身保険または５
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年ごと利差配当付低解約返戻金型総合終身保険に付加した場合には、次の①および②のとおり取り扱います。
① 保険契約者が、主約款に定める保険料の払込完了の特則により保険料の払込みを完了する場合には、次のとおり
とします。
ア．保険契約者は、当会社の定める取扱範囲により、この特約の保険期間を変更することができます。この場合、
責任準備金の差額を授受し、その後の特約保険料を改めます。

イ．この特約の更新日と保険料の払込完了日が同一の場合、第１８条（特約の更新）（2）および（3）中「主契約の保
険料払込期間の満了日」とあるのは「保険料の払込完了日の前日」と読み替えて、第１８条（特約の更新）（1）～
（3）、（6）、（11）および（13）の規定を適用します。
ウ．保険契約者は、保険料の払込完了日以後において払い込むべきこの特約の保険料を、保険料の払込完了日の属
する月の末日までに一括して前納すること、または当会社所定の金額を一時に払い込み、保険料の払込みを完了
することを必要とします。一括して前納した場合には、保険料の払込完了の特則適用前の主契約の保険料の払込
方法（回数）に応じて、主約款に定める保険料の払込み、前納および猶予期間の規定を、払込みを完了した場合
には、主約款に定める保険料の払込完了の規定をそれぞれ準用します。

エ．前ウ．に規定する前納が行われなかった場合には、この特約は、猶予期間が満了した時から将来に向って解約
されたものとします。

② 第４条（特約保険料の払込免除）の規定によるほか、保険契約者が、主約款に定める保険料の払込完了の特則に
より保険料の払込みを完了した場合で、保険料の払込完了日以後の場合にも主約款の保険料払込みの免除に関する
規定を準用して、この特約の保険料の払込みを免除します。

（3）本条（1）および（2）のほか、この特約を５年ごと利差配当付総合終身保険または５年ごと利差配当付低解約返戻
金型総合終身保険に付加した場合には、次の①～④のとおり取り扱います。
① 第４条（特約保険料の払込免除）および本条（1）⑤の規定にかかわらず、この特約の保険料の払込免除について
は、主約款の保険料払込みの免除に関する規定を準用します。

② 第１８条（特約の更新）（12）中「主契約の保険料の払込みが免除されたときは」とあるのは「主契約の保険料の払
込みが免除されている期間中は」と読み替えます。

③ 第２０条（主契約の内容変更に伴う特約の取扱い）（1）中「主契約の保険金額を減額したとき」とあるのは「主契
約の保険金額等を減額したとき」と、「減額後の主契約の保険金額」とあるのは「減額後の主契約の基本保険金額」
と読み替えます。

④ ５年ごと利差配当付終身介護保障移行特約が主契約に付加して締結されている場合には、次のとおりとします。
ア．第１条（災害死亡保険金・障害給付金の支払）①中「主たる保険契約（以下「主契約」といいます。）の死亡保
険金受取人」とあるのは「５年ごと利差配当付終身介護保障移行特約の締結時の主契約の死亡保険金受取人」と、
第１条（災害死亡保険金・障害給付金の支払）②中「被保険者（保険契約者が法人で、かつ、主契約の高度障害
保険金の受取人が保険契約者である場合には、保険契約者）」とあるのは「被保険者（保険契約者が法人で、かつ、
５年ごと利差配当付終身介護保障移行特約の締結時の主契約の高度障害保険金の受取人が保険契約者である場合
には、保険契約者）」と読み替えます。

イ．第１４条（特約の返戻金）（3）中「主約款の規定によって主契約の保険金を支払う場合」とあるのは「主契約の
被保険者が死亡した場合」と読み替えます。

ウ．前イ．の規定にかかわらず、５年ごと利差配当付終身保障移行特約が主契約に付加して締結されている場合に
は、第１４条（特約の返戻金）（2）および（3）中「主約款の規定」とあるのは「５年ごと利差配当付終身保障移行
特約条項の規定」と読み替えます。

エ．５年ごと利差配当付終身保障移行特約条項の契約者貸付の規定を適用する場合には、この特約の解約返戻金は、
主契約のうち終身保障移行部分の解約返戻金に加えません。

オ．５年ごと利差配当付終身保障移行特約条項の規定による契約者貸付がある場合には、主約款の規定による契約者
貸付がある場合の規定を準用します。

第27条（５年ごと利差配当付個人年金保険に付加した場合の特則）
この特約を５年ごと利差配当付個人年金保険に付加した場合には、次の①～⑧のとおり取り扱います。
① 主契約の年金の種類もしくは年金支払期間の変更または年金支払開始日の繰下げが行なわれた場合には、この特
約の保険期間が変更されることがあります。

② 前①により、この特約の保険期間が変更された場合、責任準備金（注１）の差額を授受し、その後の特約保険料
を改めます。

③ 第１条（災害死亡保険金・障害給付金の支払）①中「主たる保険契約（以下、「主契約」といいます。）の死亡保
険金受取人」とあるのは、主契約の年金支払開始日前においては「主契約の死亡給付金受取人」、年金支払開始日以
後においては「主契約の年金受取人（年金受取人が被保険者のときはその法定相続人）」と読み替えます。

④ この特約の災害死亡保険金については、主約款に定める死亡給付金支払方法の選択の規定を準用して、一時支払
にかえて、当会社所定の金額、期間等の範囲内で、すえ置支払または年金支払を選択することができます。

⑤ 主契約の基本年金額を減額したとき（注２）に、主契約の被保険者について定められた災害死亡保険金額が当会
社所定の限度を超えることとなるときは、その限度の額までその災害死亡保険金額が減額されます。この場合、減
額分は解約されたものとして取り扱います。

⑥ 主約款に定める契約者貸付の規定の適用により、主契約の基本年金額が新たに定められたときは、前⑤の規定を
準用して取り扱います。

⑦ 保険契約者が法人で、かつ、次のア．またはイ．に該当するときは、第１条（災害死亡保険金・障害給付金の支
払）②の規定にかかわらず、障害給付金の受取人は、保険契約者とします。
ア．主契約の年金支払開始日前においては、主契約の年金受取人および主契約の死亡給付金受取人（注３）が保険
契約者であるとき。

イ．主契約の年金支払開始日以後においては、主契約の年金受取人および主契約の年金支払開始日前の主契約の死
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亡給付金受取人（注３）が保険契約者であるとき。
⑧ 主約款の規定により主契約を払済保険に変更する場合、第２４条（この特約を付加した場合の主契約の取扱いに関
する特則）（1）および（3）中「主契約の解約返戻金」とあるのは「主契約について当会社の定めた方法で計算した
金額」と読み替えます。

（注１）主約款に未経過保険料の取扱いに関する規定があるときは、この特約の未経過保険料を加えます。
（注２）主契約の基本年金額が契約内容の変更により減額されたときを含みます。
（注３）死亡給付金の一部の受取人である場合を含みます。

第28条（養老保険または５年ごと利差配当付養老保険に付加した場合の特則）
この特約を養老保険または５年ごと利差配当付養老保険に付加した場合には、次の①～③のとおり取り扱います。
① この特約の保険期間の満了日と主契約の保険期間の満了日が同一の場合で、主契約が主約款に定める保険契約の
更新の規定により更新されるときは、保険契約者が特に反対の意思を通知しない限り、この特約は主契約と同時に
更新されます。

② 更新後のこの特約は次のとおりとし、主約款に定める保険契約の更新の規定を準用します。
ア．更新後のこの特約の保険期間は、更新後の主契約の保険期間と同一とします。
イ．更新後のこの特約の保険料の払込方法（回数）は、更新後の主契約の保険料の払込方法（回数）と同一としま
す。

ウ．更新後のこの特約の保険期間と保険料払込期間は同一とします。
③ 災害死亡保険金および障害給付金の支払に関する規定の適用に際しては、更新前の保険期間と更新後の保険期間
とは継続されたものとして取り扱います。
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項目 提出書類

１ 災害死亡保険金

（1）当会社所定の請求書
（2）不慮の事故であることを証する書類
（3）当会社所定の様式による医師の死亡証明書（ただし、事実確認が可能な場
合には、医師の死亡診断書または死体検案書をもってこれに代えることがで
きます。）

（4）被保険者の死亡事実が記載された住民票（ただし、事実確認が必要な場合
は戸籍謄（抄）本）

（5）災害死亡保険金の受取人の戸籍謄（抄）本と印鑑証明書
（6）最終の保険料払込みを証する書類
（7）保険証券

２ 障害給付金

（1）当会社所定の請求書
（2）不慮の事故であることを証する書類
（3）当会社所定の様式による医師（被保険者が医師の場合には、被保険者以外
の医師）の診断書

（4）被保険者の住民票（ただし、受取人と同一の場合は不要。）
（5）障害給付金の受取人の戸籍抄本と印鑑証明書
（6）最終の保険料払込みを証する書類
（7）保険証券

（注）当会社は、上記以外の書類の提出を求め、または上記の提出書類の一部の省略を認めることがあります。

別表１ 請求書類
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分類項目 基本分類表番号

１．鉄道事故 Ｅ８００～Ｅ８０７

２．自動車交通事故 Ｅ８１０～Ｅ８１９

３．自動車非交通事故 Ｅ８２０～Ｅ８２５

４．その他の道路交通機関事故 Ｅ８２６～Ｅ８２９

５．水上交通機関事故 Ｅ８３０～Ｅ８３８

６．航空機および宇宙交通機関事故 Ｅ８４０～Ｅ８４５

７．他に分類されない交通機関事故 Ｅ８４６～Ｅ８４８

８．医薬品および生物学的製剤による不慮の中毒
ただし、外用薬または薬物接触によるアレルギー、皮膚炎などは含まれません。また、疾病の診断、

治療を目的としたものは除外します。
Ｅ８５０～Ｅ８５８

９．その他の固体、液体、ガスおよび蒸気による不慮の中毒
ただし、洗剤、油脂およびグリース、溶剤その他の化学物質による接触皮膚炎ならびにサルモネラ

性食中毒、細菌性食中毒 （ブドー球菌性、ボツリヌス菌性、その他および詳細不明の細菌性食中毒）
およびアレルギー性・食餌性・中毒性の胃腸炎、大腸炎は含まれません。

Ｅ８６０～Ｅ８６９

１０．外科的および内科的診療上の患者事故
ただし、疾病の診断、治療を目的としたものは除外します。

Ｅ８７０～Ｅ８７６

１１．患者の異常反応あるいは後発合併症を生じた外科的および内科的処置で処置時事故の記載のないも
の
ただし、疾病の診断、治療を目的としたものは除外します。

Ｅ８７８～Ｅ８７９

１２．不慮の墜落 Ｅ８８０～Ｅ８８８

１３．火災および火焔による不慮の事故 Ｅ８９０～Ｅ８９９

１４．自然および環境要因による不慮の事故
ただし、「過度の高温（Ｅ９００）中の気象条件によるもの」、「高圧、低圧および気圧の変化（Ｅ９０２）」、

「旅行および身体動揺（Ｅ９０３）」および「飢餓、渇、不良環境曝露および放置（Ｅ９０４）中の飢餓、渇」
は除外します。

Ｅ９００～Ｅ９０９

１５．溺水、窒息および異物による不慮の事故
ただし、疾病による呼吸障害、嚥下障害、精神神経障害の状態にある者の「食物の吸入または嚥下

による気道閉塞または窒息（Ｅ９１１）」、「その他の物体の吸入または嚥下による気道の閉塞または窒息
（Ｅ９１２）」は除外します。

Ｅ９１０～Ｅ９１５

１６．その他の不慮の事故
ただし、「努力過度および激しい運動（Ｅ９２７）中の過度の肉体行使、レクリエーション、その他の

活動における過度の運動」および「その他および詳細不明の環境的原因および不慮の事故（Ｅ９２８）中
の無重力環境への長期滞在、騒音暴露、振動」は除外します。

Ｅ９１６～Ｅ９２８

１７．医薬品および生物学的製剤の治療上使用による有害作用
ただし、外用薬または薬物接触によるアレルギー、皮膚炎などは含まれません。また、疾病の診断、

治療を目的としたものは除外します。
Ｅ９３０～Ｅ９４９

１８．他殺および他人の加害による損傷 Ｅ９６０～Ｅ９６９

１９．法的介入
ただし、「処刑（Ｅ９７８）」は除外します。

Ｅ９７０～Ｅ９７８

２０．戦争行為による損傷 Ｅ９９０～Ｅ９９９

別表２ 対象となる不慮の事故

対象となる不慮の事故とは急激かつ偶発的な外来の事故（ただし、疾病または体質的な要因を有する者が軽微な外因によ
り発症しまたはその症状が増悪したときには、その軽微な外因は急激かつ偶発的な外来の事故とみなしません。）で、かつ、
昭和５３年１２月１５日行政管理庁告示第７３号に定められた分類項目中の下表に記載のものとし、分類項目の内容については、「厚
生省大臣官房統計情報部編、疾病、傷害および死因統計分類提要、昭和５４年版」によるものとします。
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等級 身体障害 給付割合

第
１
級

１．両眼の視力を全く永久に失ったもの
２．言語またはそしゃくの機能を全く永久に失ったもの
３．中枢神経系・精神または胸腹部臓器に著しい障害を残し、終身常に介護を必要とするもの
４．両上肢とも手関節以上で失ったかまたはその用を全く永久に失ったもの
５．両下肢とも足関節以上で失ったかまたはその用を全く永久に失ったもの
６．１上肢を手関節以上で失い、かつ、１下肢を足関節以上で失ったかまたはその用を全く永久に
失ったもの

７．１上肢の用を全く永久に失い、かつ、１下肢を足関節以上で失ったもの

１００％

第
２
級

８．１上肢および１下肢の用を全く永久に失ったもの
９．１０手指を失ったかまたはその用を全く永久に失ったもの
１０．１肢に第３級の１３から１５までのいずれかの身体障害を生じ、かつ、他の１肢に第３級の１３から
１５までまたは第４級の２１から２５までのいずれかの身体障害を生じたもの

１１．両耳の聴力を全く永久に失ったもの

７０％

第
３
級

１２．１眼の視力を全く永久に失ったもの
１３．１上肢を手関節以上で失ったかまたは１上肢の用もしくは１上肢の３大関節中の２関節の用を
まったく永久に失ったもの

１４．１下肢を足関節以上で失ったかまたは１下肢の用もしくは１下肢の３大関節中の２関節の用を
全く永久に失ったもの

１５．１手の５手指を失ったかまたは第１指（母指）および第２指（示指）を含んで４手指を失った
もの

１６．１０足指を失ったもの
１７．脊柱に著しい奇形または著しい運動障害を永久に残すもの

５０％

第
４
級

１８．両眼の視力にそれぞれ著しい障害を永久に残すもの
１９．言語またはそしゃくの機能に著しい障害を永久に残すもの
２０．中枢神経系・精神または胸腹部臓器に著しい障害を残し、終身常に日常生活動作が著しく制限
されるもの

２１．１上肢の３大関節中の１関節の用を全く永久に失ったもの
２２．１下肢の３大関節中の１関節の用を全く永久に失ったもの
２３．１下肢が永久に５センチ以上短縮したもの
２４．１手の第１指（母指）および第２指（示指）を失ったかまたは第１指（母指）および第２指
（示指）のうち少なくとも１手指を含んで３手指以上を失ったもの
２５．１手の５手指の用を全く永久に失ったかまたは第１指（母指）および第２指（示指）を含んで
３手指以上の用を全く永久に失ったもの

２６．１０足指の用を全く永久に失ったもの
２７．１足の５足指を失ったもの

３０％

第
５
級

２８．１上肢の３大関節中の２関節の機能に著しい障害を永久に残すもの
２９．１下肢の３大関節中の２関節の機能に著しい障害を永久に残すもの
３０．１手の第１指（母指）もしくは第２指（示指）を失ったか、または第１指（母指）もしくは第
２指（示指）を含んで２手指を失ったかまたは第１指（母指）および第２指（示指）以外の３手
指を失ったもの

３１．１手の第１指（母指）及び第２指（示指）の用を全く永久に失ったもの
３２．１足の５足指の用を全く永久に失ったもの
３３．両耳の聴力に著しい障害を永久に残すもの
３４．１耳の聴力を全く永久に失ったもの
３５．鼻を欠損し、かつ、その機能に著しい障害を永久に残すもの
３６．脊柱（頸椎を除く）に運動障害を永久に残すもの

１５％

第
６
級

３７．１上肢の３大関節中の１関節の機能に著しい障害を永久に残すもの
３８．１下肢の３大関節中の１関節の機能に著しい障害を永久に残すもの
３９．１下肢が永久に３センチ以上短縮したもの
４０．１手の第１指（母指）もしくは第２指（示指）の用を全く永久に失ったか第１指（母指）もし
くは第２指（示指）を含んで２手指以上の用を全く永久に失ったかまたは第１指（母指）および
第２指（示指）以外の２手指もしくは３手指の用を全く永久に失ったもの

４１．１手の第１指（母指）および第２指（示指）以外の１手指または２手指を失ったもの
４２．１足の第１指（母指）または他の４足指を失ったもの
４３．１足の第１指（母指）を含んで３足指以上の用を全く永久に失ったもの

１０％

別表３ 給付割合表

備考

１．常に介護を必要とするもの
「常に介護を必要とするもの」とは、食物の摂取、排便・排尿・その後始末、および衣服着脱・起居・歩行・入浴のいず
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れもが自分ではできず、常に他人の介護を必要とする状態をいいます。
２．日常生活動作が著しく制限されるもの

「日常生活動作が著しく制限されるもの」とは、食物の摂取、排便・排尿・その後始末、および衣服着脱・起居・歩行・
入浴のほとんどが自力では困難で、その都度他人の介護を必要とする状態をいいます。

３．眼の障害（視力障害）
（1）視力の測定は、万国式試視力表により、１眼ずつ、きょう正視力について測定します。
（2）「視力を全く永久に失ったもの」とは、視力が０．０２以下になって回復の見込のない場合をいいます。
（3）「視力に著しい障害を永久に残すもの」とは、視力が０．０６以下になって回復の見込のない場合をいいます。
（4）視野狭さくおよび眼瞼下垂による視力障害は視力を失ったものとはみなしません。

４．言語またはそしゃくの障害
（1）「言語の機能を全く永久に失ったもの」とは、次の３つの場合をいいます。
① 語音構成機能障害で、口唇音、歯舌音、口蓋音、こう頭音の４種のうち、３種以上の発音が不能となり、その回
復の見込がない場合

② 脳言語中枢の損傷による失語症で、音声言語による意志の疎通が不可能となり、その回復の見込がない場合
③ 声帯全部のてき出により発音が不能な場合

（2）「言語の機能に著しい障害を永久に残すもの」とは、語音構成機能障害、脳言語中枢の損傷、発声器官の障害のため、
身振り、書字その他の補助動作がなくては、音声言語による意志の疎通が困難となり、その回復の見込のない場合を
いいます。

（3）「そしゃくの機能を全く永久に失ったもの」とは、流動食以外のものは摂取できない状態で、その回復の見込のない
場合をいいます。

（4）「そしゃくの機能に著しい障害を永久に残すもの」とは、かゆ食またはこれに準ずる程度の飲食物以外のものはとる
ことができず、その回復の見込がない場合をいいます。

５．耳の障害（聴力障害）
（1）聴力の測定は、日本工業規格（昭和５７年８月１４日改定）に準拠したオージオメータで行ないます。
（2）「聴力を全く永久に失ったもの」とは、周波数５００・１，０００・２，０００ヘルツにおける聴力レベルをそれぞれａ・ｂ・ｃ
デシベルとしたとき、
１／４（ａ＋２ｂ＋ｃ）

の値が９０デシベル以上（耳介に接しても大声語を理解しえないもの）で回復の見込のない場合をいいます。
（3）「聴力に著しい障害を永久に残すもの」とは、上記の（2）の１／４（ａ＋２ｂ＋ｃ）の値が７０デシベル以上（４０㎝
を超えると話声語を理解しえないもの）で回復の見込のない場合をいいます。

６．鼻の障害
（1）「鼻を欠損し」とは、鼻軟骨の２分の１以上を欠損した場合をいいます。
（2）「機能に著しい障害を永久に残すもの」とは、両側の鼻呼吸困難またはきゅう覚脱失で回復の見込のない場合をいい
ます。

７．上・下肢の障害
（1）「上・下肢の用を全く永久に失ったもの」とは、完全にその運動機能を失ったものをいい、上・下肢の完全運動麻ひ、
または上・下肢においてそれぞれ３大関節（上肢においては肩関節、ひじ関節および手関節、下肢においてはまた関
節、ひざ関節および足関節）の完全強直で、回復の見込のない場合をいいます。

（2）「関節の用を全く永久に失ったもの」とは、関節の完全強直で回復の見込のない場合、または人工骨頭もしくは人工
関節をそう入置換した場合をいいます。

（3）「関節の機能に著しい障害を永久に残すもの」とは、関節の運動範囲が、生理的運動範囲の２分の１以下で回復の見
込のない場合をいいます。

８．脊柱の障害
（1）「脊柱の著しい奇形」とは、脊柱の奇形が通常の衣服を着用しても外部からみて明らかにわかる程度以上のものをい
います。

（2）「脊柱の著しい運動障害」とは、頸椎における完全強直の場合、または胸椎以下における前後屈、左右屈および左右
回旋の３種の運動のうち、２種以上の運動が生理的範囲の２分の１以下に制限された場合をいいます。

（3）「脊柱（頸椎を除く）の運動障害」とは、胸椎以下における前後屈、左右屈および左右回旋の３種の運動のうち２種
以上の運動が生理的範囲の３分の２以下に制限された場合をいいます。

９．手指の障害
（1）手指の障害については、５手指をもって１手として取扱い、個々の指の障害につき、それぞれ等級を定めてこれを
合わせることはありません。

（2）「手指を失ったもの」とは、第１指（母指）においては指節間関節、その他の手指は近位指節間関節以上を失ったも
のをいいます。

（3）「手指の用を全く永久に失ったもの」とは、手指の末節の２分の１以上を失った場合、または手指の中手指節関節も
しくは近位指節間関節（第１指（母指）においては指節間関節）の運動範囲が生理的運動範囲の２分の１以下で回復
の見込のない場合をいいます。

１０．足指の障害
（1）「足指を失ったもの」とは、足指全部を失ったものをいいます。
（2）「足指の用を全く永久に失ったもの」とは、第１指（母指）は末節の２分の１以上、その他の足指は遠位指節間関節
以上を失った場合または中足指節関節もしくは近位指節間関節（第１指（母指）にあっては指節間関節）が強直し、
その回復の見込のない場合をいいます。
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別表４ 身体の同一部位

（1）１上肢については、肩関節以下すべて同一部位とします。
（2）１下肢については、また関節以下すべて同一部位とします。
（3）眼については、両眼を同一部位とします。
（4）耳については、両耳を同一部位とします。
（5）脊柱については、頸椎以下をすべて同一部位とします。
（6）別表３の第１級の４、５、６もしくは７、第２級の８、９もしくは１０、第３級の１６または第４級の２６の障害に該当
する場合には、両上肢、両下肢、１上肢と１下肢、１０手指または１０足指をそれぞれ同一部位とします。

別表５ 対象となる保険金額等

（1）平準定期保険特約の特約保険金額
（2）生存給付金付定期保険特約の特約保険金額
（3）逓減定期保険特約の特約基本保険金額
（4）逓増定期保険特約の特約基本保険金額
（5）収入保障特約の保険金換算額
（6）家計保障定期保険特約の責任開始期の特約保険金額
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分類項目 基本分類表番号

１．コレラ
２．腸チフス
３．パラチフスＡ
４．細菌性赤痢
５．腸管出血性大腸菌感染症
６．ペスト
７．ジフテリア
８．急性灰白髄炎＜ポリオ＞
９．ラッサ熱
１０．クリミア・コンゴ＜Crimean-Congo＞出血熱
１１．マールブルグ＜Marburg＞ウイルス病
１２．エボラ＜Ebola＞ウイルス病
１３．痘瘡
１４．重症急性呼吸器症候群［SARS］
（ただし、病原体がコロナウイルス属SARSコロナウイルスであるものに限ります。）

Ａ００
Ａ０１．０
Ａ０１．１
Ａ０３
Ａ０４．３
Ａ２０
Ａ３６
Ａ８０
Ａ９６．２
Ａ９８．０
Ａ９８．３
Ａ９８．４
Ｂ０３
Ｕ０４

別表６ 対象となる感染症

対象となる感染症とは、平成６年１０月１２日総務庁告示第７５号に定められた分類項目中の下表に記載のものとし、分類項目
の内容については、厚生労働省大臣官房統計情報部編「疾病、傷害および死因統計分類提要ＩＣＤ－１０（２００３年版）準拠」
によるものとします。
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第１条 入院給付金の支払限度の型
第２条 入院給付金の支払
第３条 入院給付金の支払に関する補則
第４条 同一事由で複数回の入院を行った場合の取扱

い
第５条 複数の事由で入院を行った場合の取扱い
第６条 入院給付金の請求、支払時期および支払場所
第７条 特約保険料の払込免除
第８条 特約の締結
第９条 特約の責任開始期
第10条 特約の保険期間、保険料払込期間および保険

料の払込み
第11条 猶予期間中の支払事由の発生と保険料の取扱

い
第12条 特約の失効
第13条 特約の復活
第14条 告知義務および告知義務違反
第15条 重大事由による解除
第16条 特約の解約
第17条 特約の返戻金
第18条 特約の消滅とみなす場合
第19条 入院給付金日額の減額

第20条 特約の復旧
第21条 特約の更新
第22条 特約の契約者配当
第23条 主契約の内容変更に伴う特約の取扱い
第24条 管轄裁判所
第25条 契約内容の登録
第26条 主約款の規定の準用
第27条 この特約を付加した場合の主契約の取扱いに

関する特則
第28条 疾病入院特約とあわせて主契約に付加した場

合の特則
第29条 定期保険、家計保障定期保険または疾病入院

保険に付加した場合の特則
第30条 終身保険、５年ごと利差配当付終身保険また

は５年ごと利差配当付低解約返戻金型終身保
険に付加した場合の特則

第31条 ５年ごと利差配当付個人年金保険に付加した
場合の特則

第32条 養老保険または５年ごと利差配当付養老保険
に付加した場合の特則

第33条 保険期間が終身のこの特約への変更に関する
特則

災害入院特約条項（本人型）

入院給付金の
支払限度の型

同一の不慮の事故（別表２）に
よる入院についての支払日数
（※１）の限度

入院給付金の
通算支払限度（※２）

１２０日型 １２０日 ７３０日

３６０日型 ３６０日 ７３０日

７３０日型 ７３０日 ７３０日

支払額

同一の不慮の事故による入院１回につき、以下により計算した金額

保険証券に記載された
入院給付金日額

× （ 入院日数 － 入院開始日からその
日を含めての４日

）

ただし、支払限度は、第１条（入院給付金の支払限度の型）において選択した型に応じて、
「同一の不慮の事故（別表２）による入院についての支払日数の限度」および「入院給付金の
通算支払限度」のとおりとします。

受取人
被保険者（保険契約者が法人で、かつ、主たる保険契約（以下「主契約」といいます。）の高
度障害保険金の受取人が保険契約者である場合には、保険契約者）（被保険者または保険契約
者以外の者には変更することはできません。）

災害入院特約条項（本人型） 目次

（平成２２年３月２日改定）
（この特約の概要）
この特約は、被保険者が不慮の事故による傷害の治療を目的として入院した場合に、入院日数に応じて入院給付金を支払う

ことを主な内容とするものです。

第１条（入院給付金の支払限度の型）
（1）この特約の入院給付金の支払限度は、型に応じ下表のとおりとし、保険契約者はこの特約の締結の際、次のいずれ
かの支払限度の型を選択するものとします。

（※１）入院給付金を支払う日数をいいます。
（※２）入院給付金の保険期間を通じての支払日数の通算限度をいいます。

（2）本条（1）により選択された支払限度の型は変更することができません。

第２条（入院給付金の支払）
この特約において支払う給付金は、次のとおりです。
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給付金を支払う場合
（以下「支払事由」と
いいます。）

被保険者が次の条件のすべてを満たす入院をしたとき。
ア．この特約の責任開始期（※１）以後に発生した不慮の事故（別表２）による傷害の治療
を目的とすること（※２）。

イ．前ア．の事故の日からその日を含めて１８０日以内に開始され、かつ、病院または診療所
（※３）における入院（※４）であること。
ウ．入院の日数が、ア．の傷害の治療を目的としてこの特約の保険期間中に継続して５日以
上となったこと。

支払事由に該当した
場合であっても給付
金を支払わない場合
（以下「免責事由」と
いいます。）

次のいずれかにより上記の支払事由に該当したとき。
ア．保険契約者または被保険者の故意または重大な過失
イ．被保険者の犯罪行為
ウ．被保険者の精神障害を原因とする事故
エ．被保険者の泥酔の状態を原因とする事故
オ．被保険者が法令に定める運転資格を持たないで運転している間に生じた事故
カ．被保険者が法令に定める酒気帯び運転またはこれに相当する運転をしている間に生じた
事故

キ．地震、噴火または津波
ク．戦争その他の変乱

（※１）復活または復旧の取扱いが行なわれた場合は、復活または復旧における責任開始期とし、複数回復活または復
旧の取扱いが行なわれた場合は、最後の復活または復旧における責任開始期とします。

（※２）美容上の処置、正常分娩、疾病を直接の原因としない不妊手術、治療処置を伴わない人間ドック検査のための
入院、入院治療を必要としない介護を主たる目的とする入院等は、「治療を目的とした入院」には該当しません。

（※３）「病院または診療所」とは、次の①または②のいずれかに該当したものとします。
① 医療法に定める日本国内にある病院または患者が入院するための施設を有する診療所。（患者が入院するため
の施設と同等の施設を有する柔道整復師法に定める施術所において、四肢における骨折、脱臼、捻挫または打
撲に関し施術を受ける場合には、その施術所を含みます。）ただし、介護保険法に定める介護療養型医療施設を
除きます。

② 前①の場合と同等と当会社が認めた日本国外にある医療施設
（※４）医師（※５）による治療（※６）が必要であり、かつ、自宅等（※７）での治療（※６）が困難なため、病院

または診療所（※３）に入り、常に医師（※５）の管理下において治療（※６）に専念することをいいます。
（※５）柔道整復師法に定める柔道整復師を含み、被保険者が医師の場合には、被保険者以外の医師をいいます。
（※６）柔道整復師による施術を含みます。
（※７）老人福祉法に定める有料老人ホームおよび老人福祉施設ならびに介護保険法に定める介護保険施設等を含みま

す。

第３条（入院給付金の支払に関する補則）
（1）入院給付金の支払額の計算にあたって、入院給付金日額の変更があった場合には、各入院日現在の入院給付金日額
を基準とします。

（2）次の①または②の場合には、①または②に定める事由の発生時を含んで継続している入院は、この特約の有効中の
入院とみなして、前条の規定を適用します。
① 被保険者の入院中にこの特約の保険期間が満了したとき。
② 被保険者の入院中に主契約の保険金支払事由が発生したために主契約が消滅し、第１８条（特約の消滅とみなす場
合）①の規定によってこの特約が消滅したとき。

（3）次の①～③のいずれかに該当する場合には、当会社は、被保険者がこの特約の責任開始期（注１）前に発生した不
慮の事故（別表２）によって被った傷害（以下、本（3）において「責任開始期前の傷害」といいます。）を、この特
約の責任開始期（注１）以後に生じたものとみなして前条の規定を適用します。
① この特約の締結、復活または復旧の際、告知等により当会社が責任開始期前の傷害について知っていた場合、ま
たは過失により知らなかった場合（責任開始期前の傷害について、保険契約者または被保険者から告知されなかっ
たことにより、当会社が事実の一部を知らなかった場合を除きます。）

② この特約の締結、復活または復旧の際、責任開始期前の傷害について、保険媒介者（注２）が保険契約者または
被保険者に対し、告知をすることを妨げた場合、告知しないことを勧めた場合、または事実でないことを告げるこ
とを勧めた場合

③ 責任開始期前の傷害について、次のア．およびイ．を満たし、かつ、責任開始期（注１）前に、被保険者の身体
に生じた症状について保険契約者および被保険者の認識および自覚がなかったことが明らかな場合
ア．責任開始期（注１）前に、被保険者が医師の診察を受けたことがない。
イ．責任開始期（注１）前に、被保険者が健康診断（定期健康診断、人間ドック等、健康状態を評価することで疾
患の予防・早期発見に役立てることを目的として行う診察・検査・検診をいいます。）による異常の指摘を受けた
ことがない。

（4）被保険者が地震、噴火、津波または戦争その他の変乱により給付金の支払事由に該当した場合でも、これらの事由
により給付金の支払事由に該当した被保険者の数の増加について、当会社が、この保険の計算の基礎に及ぼす影響が
少ないと認めたときは、当会社は、その程度に応じ、入院給付金の全額を支払い、またはその金額を削減して支払い
ます。

（注１）復活または復旧の取扱いが行われた場合は、復活または復旧における責任開始期とし、複数回復活または復旧の
取扱いが行われた場合は、最後の復活または復旧における責任開始期とします。
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（注２）当会社のために保険契約の締結の媒介を行うことができる者をいいます。

第４条（同一事由で複数回の入院を行った場合の取扱い）
（1）被保険者が不慮の事故（別表２）により入院し、その入院の退院後に同一の不慮の事故（別表２）による入院を開
始した場合で、その退院日と入院の開始日の間の日数が３０日以内のときは、これらの入院を継続した１回の入院とみ
なし、各入院について日数を合算して第２条（入院給付金の支払）の規定を適用します。

（2）被保険者が同一の不慮の事故（別表２）により、第２条（入院給付金の支払）に規定する入院給付金の支払事由に
該当する入院を２回以上した場合には、それらの入院を１回の入院とみなし、各入院について日数を合算して第２条
（入院給付金の支払）の規定を適用します。ただし、その事故の日からその日を含めて１８０日以内に開始した入院に限
ります。

第５条（複数の事由で入院を行った場合の取扱い）
被保険者が２以上の不慮の事故（別表２）により入院した場合は、入院開始の直接の原因となった不慮の事故（以下

本条において「主たる不慮の事故」といいます。）に対し入院給付金を支払い、主たる不慮の事故以外の不慮の事故（以
下本条において「異なる不慮の事故」といいます。）に対し入院給付金を支払いません。ただし、その入院中に主たる不
慮の事故に対する入院給付金の支払われる期間が終了したときは、異なる不慮の事故に対する入院給付金を支払います。
この場合、異なる不慮の事故に対して支払う入院給付金の支払額は、第２条（入院給付金の支払）の規定にかかわらず、
以下により計算した金額とします。

異なる不慮の事故に
対して支払う入院給
付金の支払額

＝ 入院給付金日額 ×

主たる不慮の事故に対する入
院給付金の支払われる期間が
終了した日の翌日からその日
を含めた入院日数

第６条（入院給付金の請求、支払時期および支払場所）
（1）入院給付金の支払事由が生じたときは、保険契約者または被保険者は、すみやかに当会社に通知してください。
（2）入院給付金の支払事由が生じたときは、入院給付金の受取人は、当会社に、請求に必要な書類（別表１）を提出し
て、入院給付金を請求してください。

（3）本条（2）の場合に、入院給付金の受取人が被保険者であり、かつ、その被保険者に入院給付金を請求できない次の
①～③に定めるいずれかの事情があるときは、被保険者の戸籍上の配偶者（配偶者がいない場合には、被保険者と生
計を一にする親族）が、請求に必要な書類（別表１）およびその事情を証明する書類を提出し、被保険者のために被
保険者に代わって入院給付金を請求することができます。この場合において、当会社が入院給付金を支払った後に、
重複して入院給付金の請求を受けたとしても、当会社は、入院給付金を支払いません。
① 傷害または疾病により、入院給付金を請求する意思表示ができないこと。
② 傷病名の告知を受けていないこと。
③ その他前①または②に準じた状態であること。

（4）主契約の普通保険約款（以下「主約款」といいます。）に定める保険金、給付金、年金の支払時期および支払場所に
関する規定は、この特約による入院給付金の支払の場合に準用します。

（5）入院給付金の受取人が被保険者で、その被保険者が死亡した場合の入院給付金の請求については、被保険者の法定
相続人のうち、次の①または②に定める１人の者を代表者とします。この場合、その代表者は、被保険者の他の法定
相続人を代理するものとします。
① 被保険者の戸籍上の配偶者
② 前①に該当する者がいない場合には、法定相続人の協議により定めた者

第７条（特約保険料の払込免除）
（1）主約款の規定によって、主契約の保険料払込みが免除された場合には、同時にこの特約の保険料払込みを免除しま
す。

（2）本条（1）のほか、次の①または②の場合にも主約款の保険料払込みの免除に関する規定を準用して、この特約の保
険料の払込みを免除します。
① 主契約の保険料の払込方法（回数）が一時払のとき。
② この特約の保険料払込期間と主契約の保険料払込期間とが異なる場合で、主契約の保険料払込期間経過後のとき。

（3）この特約の保険料の払込方法（回数）が一時払の場合には、本条（1）および（2）の規定は適用しません。

第８条（特約の締結）
保険契約者は、主契約の契約日以後、被保険者の同意および当会社の承諾を得て、この特約を主契約に付加して締結

することができます。

第９条（特約の責任開始期）
（1）この特約の責任開始期は、下表のとおりとし、「特約上の責任が開始される時（責任開始期）」からこの特約上の責
任を負います。

特

約

災
害
入
院
特
約
条
項（
本
人
型
）
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特約の付加と承諾の時期
特約上の責任が開始される時

（責任開始期）

① 主契約締結の際、この特約を主契約に付加する場合 主契約の責任開始期と同一

②
主契約の契約日後、この特約を主契約に付加する場合
で、当会社が保険契約者からの特約付加の申込を承諾
した場合

当会社所定の保険料および精算額を当会社が受け取った
時または告知の時のいずれか遅い時

（2）この特約に関する保険証券の交付については、主約款または他の特約条項の規定によります。

第10条（特約の保険期間、保険料払込期間および保険料の払込み）
（1）この特約の保険期間および保険料払込期間は、主契約の保険期間の満了する日を限度とし、当会社所定の範囲内で
定めます。

（2）この特約（特約保険料の払込方法（回数）が一時払の場合を除きます。以下本条において同じ。）の保険料は、主契
約の保険料とともに払い込むことを必要とします。保険料の前納または一括払の場合も同様とします。

（3）本条（2）の規定にかかわらず、主契約の保険料の払込方法（回数）が一時払の場合には、この特約の保険料は、一
括して前納することを必要とします。

（4）この特約が保険料払込期間中に消滅したときまたはこの特約の保険料の払込みが免除されたときのこの特約の未経
過部分の保険料（以下「未経過保険料」といいます。）の取扱いについては、主約款の規定を準用します。ただし、主
約款に未経過保険料の取扱いに関する規定がない場合には、この特約の未経過保険料の支払いはありません。

（5）本条（2）に定めるこの特約の保険料が払い込まれないまま、主約款の保険料の払込みに関する規定に定める契約応
当日（注）以後その日の属する月の末日までにこの特約による入院給付金の支払事由が生じた場合には、当会社は、
その支払うべき金額から、未払込保険料を差し引きます。ただし、入院給付金が未払込保険料に不足する場合には、
保険契約者は、その未払込保険料を払い込んでください。

（6）本条（5）ただし書きに定める場合において、未払込保険料の払込みについては、保険契約者は、主約款に定める保
険料払込みの猶予期間の満了する時までに、未払込保険料を払い込むことを必要とします。この未払込保険料が払い
込まれない場合には、当会社は、支払事由の発生により支払うべき入院給付金を支払いません。

（7）主契約の保険料が払い込まれ、この特約の保険料が払い込まれない場合には、この特約は、主約款に定める保険料
払込みの猶予期間が満了した時から将来に向って解約されたものとします。

（8）この特約の保険料払込期間と主契約の保険料払込期間とが異なる場合には、主契約の保険料払込期間経過後におい
て払い込むべきこの特約の保険料は、主契約の保険料の払込方法（回数）にかかわらず年払保険料とし、主契約の保
険料払込期間の満了日の属する月の末日までに一括して前納することを必要とします。

（9）本条（8）の場合には、主約款に定める保険料の払込み、前納および猶予期間の規定を準用します。
（10）本条（8）に規定する前納が行なわれなかった場合には、この特約は、主契約の保険料払込期間が満了した時に解
約されたものとします。

（注）月払契約の場合は月単位、半年払契約の場合は半年単位、年払契約の場合は年単位の契約応当日とします。

第11条（猶予期間中の支払事由の発生と保険料の取扱い）
（1）保険料払込みの猶予期間中に、この特約による入院給付金の支払事由が発生した場合には、当会社は、入院給付金
から未払込保険料を差し引きます。

（2）入院給付金が本条（1）の未払込保険料に不足するときは、保険契約者は、主約款に定める保険料払込みの猶予期間
の満了する時までに、未払込保険料を払い込むことを必要とします。この未払込保険料が払い込まれない場合には、
当会社は、支払事由の発生により支払うべき入院給付金を支払いません。

第12条（特約の失効）
主契約が効力を失った場合には、この特約も同時に将来に向って効力を失います。

第13条（特約の復活）
（1）主契約の復活請求の際には、この特約についても同時に復活の請求があったものとします。
（2）当会社は、本条（1）の規定によって請求された特約の復活を承諾した場合には、主約款の復活の規定を準用して、
この特約の復活の取扱いをします。

第14条（告知義務および告知義務違反）
この特約の締結、復活または復旧に際しての告知義務および告知義務違反については、主約款の告知義務および告知

義務違反に関する規定を準用します。

第15条（重大事由による解除）
（1）当会社は次の①～⑤のいずれかに定める事由が生じた場合には、この特約を将来に向って解除することができます。
① 保険契約者、被保険者または給付金の受取人がこの特約の給付金を詐取する目的または他人に詐取させる目的で、
事故招致（未遂を含みます。）をした場合

② 保険契約者または被保険者が、当会社にこの特約の保険料払込免除をさせる目的で、事故招致（未遂を含みます。）
をした場合

③ この特約の給付金の請求に関し、給付金の受取人に詐欺行為（未遂を含みます。）があった場合
④ 他の保険契約との重複によって、被保険者にかかる給付金額等（注）の合計額が著しく過大であって、保険制度
の目的に反する状態がもたらされるおそれがある場合
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⑤ 次のア．またはイ．に該当する等により、当会社の保険契約者、被保険者または給付金の受取人に対する信頼を
損ない、この特約の存続を困難とする前①～④に掲げる事由と同等の重大な事由がある場合
ア．主契約が重大事由によって解除されたとき。
イ．保険契約者、被保険者または給付金の受取人が他の保険者との間で締結した保険契約または共済契約が重大事
由により解除されたとき。

（2）入院給付金の支払事由または保険料払込みの免除事由が生じた後でも、当会社は、本条（1）の規定によってこの特
約を解除することができます。この場合には、本条（1）①～⑤に定める事由の発生時以降に生じた支払事由による入
院給付金および保険料払込みの免除は、次の①および②のとおり取り扱います。
① 入院給付金は支払いません。また、既に入院給付金を支払っていたときは、入院給付金の返還を請求します。
② 保険料の払込みは免除しません。また、既に保険料の払込みを免除していたときは、その保険料の払込みはなか
ったものとします。

（3）本条の規定によってこの特約を解除するときは、当会社は、その旨を保険契約者に通知します。ただし、保険契約
者またはその住所もしくは居所が不明であるか、その他正当な理由によって保険契約者に通知できない場合には、当
会社は、被保険者または給付金の受取人に通知します。

（4）本条の規定によってこの特約を解除したときは、当会社は、解約返戻金があるときは、これと同額の返戻金を保険
契約者に支払います。

（注）保険種類および給付の名称がいかなる場合であっても他の保険契約の給付金等を含みます。

第16条（特約の解約）
保険契約者は、いつでも将来に向って、この特約を解約することができます。

第17条（特約の返戻金）
（1）この特約が解約または解除されたときは、当会社は、当会社の定めた方法で計算した解約返戻金を保険契約者に払
い戻します。ただし、主約款の規定による保険料の振替貸付または契約者貸付があるときは、この特約の解約返戻金
をそれらの元利金の返済にあてます。

（2）この特約が次条①および③の規定によって消滅したときは、本条（1）と同様に取り扱います。ただし、主約款の規
定によって主契約の責任準備金を払い戻す場合には、この特約の責任準備金を主約款の規定に準じて払い戻します。

（3）本条（2）の規定にかかわらず、主約款の規定によって主契約の保険金を支払う場合および主契約の責任準備金その
他の返戻金の払戻がない場合には、この特約の責任準備金その他の返戻金の払戻はありません。

（4）この特約の解約返戻金額は、主契約の解約返戻金額とあわせて保険証券に例示します。
（5）主約款の契約者貸付の規定を適用する場合には、この特約の解約返戻金は、主契約の解約返戻金に加えません。

第18条（特約の消滅とみなす場合）
次の①～③の場合には、この特約は消滅したものとみなします。
① 主契約が解約その他の事由によって消滅したとき。
② 主契約が延長定期保険または払済保険に変更されたとき。
③ 第２条（入院給付金の支払）の規定による主契約の被保険者にかかわる入院給付金の支払日数が通算して７３０日に
達したとき。

第19条（入院給付金日額の減額）
（1）保険契約者は、入院給付金日額を減額することができます。ただし、減額後のその入院給付金日額は、当会社の定
める範囲内であることを必要とします。

（2）本条（1）の規定によって、入院給付金日額が減額された場合には、減額分は、解約されたものとして取り扱います。

第20条（特約の復旧）
（1）延長定期保険または払済保険に変更された主契約について元の保険契約への復旧の請求があった場合には、第１８条
（特約の消滅とみなす場合）②の規定によって消滅したこの特約も同時に復旧の請求があったものとします。

（2）当会社が本条（1）の規定によって請求された復旧を承諾した場合には、主約款の復旧の規定を準用して、この特約
の復旧の取扱いをします。

第21条（特約の更新）
（1）この特約の保険期間が満了する場合、この特約は、保険期間の満了日の翌日に更新して継続されるものとし、この
日を更新日とします。ただし、保険契約者がその満了日の２か月前までにこの特約を継続しない旨を当会社に通知し
た場合には更新しません。

（2）本条（1）の規定にかかわらず、次の①～③のいずれかに該当する場合は、当会社は、本条（1）の更新を取り扱い
ません。
① この特約の保険期間の満了日の翌日における被保険者の年齢が当会社の定める範囲を超えるとき。
② この特約の保険期間の満了日が主契約の保険料払込期間の満了日を超えているとき。
③ 主契約の保険料の払込方法（回数）が一時払のとき。

（3）更新後のこの特約の保険期間は、更新前のこの特約の保険期間と同一とします。ただし、次の①または②のいずれ
かに該当する場合は、更新後のこの特約の保険期間を当会社所定の保険期間に変更することがあります。
① 更新後のこの特約の保険期間の満了日の翌日における被保険者の年齢が当会社の定める範囲を超えるとき。
② 更新後のこの特約の保険期間の満了日が主契約の保険料払込期間の満了日を超えるとき。

（4）本条（3）のほか、この特約は、当会社の定める取扱方法により、保険期間を変更して更新することがあります。
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（5）更新後のこの特約の保険期間と保険料払込期間は同一とします。
（6）更新されたこの特約の保険期間は更新日からその日を含めて計算するものとし、更新後のこの特約の保険料は、更
新日現在の被保険者の年齢によって計算します。

（7）更新後のこの特約の保険料の払込方法（回数）は、主契約の保険料の払込方法（回数）（注）と同一とし、更新後の
この特約の第１回保険料は、更新日の属する月を払込期月とする主契約の保険料とともに払い込むことを必要としま
す。この場合、主契約の保険料の払込方法（回数）に応じた保険料払込みの猶予期間の規定によるほか第１０条（特約
の保険期間、保険料払込期間および保険料の払込み）（7）の規定を準用します。

（8）更新後のこの特約の第１回保険料および同時に払い込むべき主契約の保険料が猶予期間中に払い込まれない場合に
は、主約款に定める保険料の振替貸付の規定を準用します。

（9）更新後のこの特約の第１回保険料および同時に払い込むべき主契約の保険料が払い込まれないまま、更新日以後猶
予期間の満了する日までに次の①～③のいずれかに該当した場合には、第１０条（特約の保険期間、保険料払込期間お
よび保険料の払込み）（5）および第１１条（猶予期間中の支払事由の発生と保険料の取扱い）の規定を準用します。
① この特約の入院給付金の支払事由が生じたとき。
② 主契約の保険料払込みの免除事由が生じたとき。
③ 主契約に付加されている特約の保険金または給付金の支払事由が生じたとき。

（10）本条（7）～（9）の規定にかかわらず、主契約の保険料払込期間の満了日の翌日に更新する場合には、次の①お
よび②のとおりとします。
① 主契約の保険料払込期間の満了後において払い込むべきこの特約の保険料は、主契約の保険料の払込方法（回数）
にかかわらず年払保険料とし、更新日の属する月の末日までに一括して前納することを必要とします。この場合、
主約款に定める保険料の払込み、前納および猶予期間の規定ならびに本条（9）の規定を準用します。

② 更新日以後、猶予期間の満了する日までに、前①に定めるこの特約の保険料が払い込まれなかったときは、この
特約の更新はなかったものとし、この特約は更新前のこの特約の保険期間満了時にさかのぼって消滅するものとし
ます。

（11）この特約が更新された場合には、その旨を保険契約者に通知し、次の①および②によって取り扱います。
① 更新後のこの特約には更新時の特約条項および保険料率が適用されます。
② 次の規定に関しては、更新前のこの特約の保険期間と更新後のこの特約の保険期間とは継続されたものとします。
ア．第２条（入院給付金の支払）
イ．第３条（入院給付金の支払に関する補則）
ウ．第４条（同一事由で複数回の入院を行った場合の取扱い）
エ．第５条（複数の事由で入院を行った場合の取扱い）
オ．第１４条（告知義務および告知義務違反）

（12）この特約の保険料の払込方法（回数）が一時払の場合で、主契約の保険料の払込みが免除されたときは、本条（1）
の規定は適用せず、次の①、②のとおり取り扱います。
① 保険契約者が、この特約の保険期間の満了日までにこの特約の更新の請求を行なったときは、この特約の更新を
取り扱います。

② 前①の場合、この特約の保険期間の満了日の翌日を更新日とし、本条（2）～（4）、（6）および（11）の規定に
よるほか、次のとおりとします。
ア．本条（5）、（7）および（8）の規定は適用せず、更新後のこの特約の保険料の払込方法（回数）は一時払とし、
更新日の属する月の末日までに払い込むことを必要とします。この場合、主契約の保険料の払込方法（回数）に
応じた保険料払込みの猶予期間の規定によるほか、第１０条（特約の保険期間、保険料払込期間および保険料の払
込み）（7）の規定を準用します。

イ．更新後のこの特約の保険料が払い込まれないまま、更新日以後猶予期間の満了する日までにこの特約の入院給
付金の支払事由が生じたときは、本条（9）の規定は適用せず、第１０条（特約の保険期間、保険料払込期間および
保険料の払込み）（5）および第１１条（猶予期間中の支払事由の発生と保険料の取扱い）の規定を準用します。

ウ．主契約の保険料払込期間の満了日の翌日に更新する場合には、本条（10）および前ア．、イ．の規定を適用せ
ず、次のとおりとします。
（ア）主契約の保険料払込期間の満了後において払い込むべきこの特約の保険料は、一時払保険料とし、更新日の
属する月の末日までに払い込むことを必要とします。この場合、主約款に定める年払契約の保険料の払込みの
猶予期間の規定によるほか、第１０条（特約の保険期間、保険料払込期間および保険料の払込み）（5）および第
１１条（猶予期間中の支払事由の発生と保険料の取扱い）の規定を準用します。

（イ）更新日以後、猶予期間の満了する日までに、前（ア）に定めるこの特約の保険料が払い込まれなかったとき
は、この特約の更新はなかったものとし、この特約は更新前のこの特約の保険期間満了時にさかのぼって消滅
するものとします。

（13）更新時に当会社がこの特約の締結を取り扱っていないときは、当会社所定の特約により更新されることがあります。

（注）主契約が一時払保険部分と分割払保険部分から構成されている場合は、分割払保険部分の保険料の払込方法（回数）
とします。

第22条（特約の契約者配当）
この特約に対しては、契約者配当はありません。

第23条（主契約の内容変更に伴う特約の取扱い）
（1）主契約の保険金額を減額したとき（注１）に、減額後の主契約の保険金額（注２）に対するこの特約の入院給付金
日額の割合が、当会社所定の限度を超えることとなるときは、その限度までその入院給付金日額を減額します。ただ
し、減額後のその入院給付金日額が当会社の定める金額未満となるときは、この特約は解約されたものとします。
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読替前 読替後

被保険者 被共済者

入院給付金 入院共済金

保険契約 共済契約

（2）本条（1）の規定によって、入院給付金日額が減額された場合には、減額分は、解約されたものとします。
（3）主契約の保険期間を短縮した場合、この特約の保険期間が、主契約の保険期間の満了日を超えることとなるときは、
主契約の保険期間に合わせてこの特約の保険期間を変更します。ただし、変更後のこの特約の保険期間が、当会社の
定める保険期間に満たないときは、この特約は解約されたものとします。

（4）主契約の保険料払込期間を変更した場合、この特約の保険料払込期間を変更することがあります。ただし、変更後
のこの特約の保険料払込期間が、当会社の定める保険料払込期間に満たないときは、この特約は解約されたものとし
ます。

（5）本条（3）または（4）の規定により、この特約の保険期間または保険料払込期間が変更された場合には、責任準備
金（注３）の差額を授受し、その後の特約保険料を改めます。この場合、主約款の規定による保険料の振替貸付また
は契約者貸付があるときは、返戻金をそれらの元利金の返済にあてます。

（6）主契約の保険期間を延長した場合、この特約の保険期間は延長せず、そのまま有効に継続します。

（注１）主契約に平準定期保険特約、逓減定期保険特約、逓増定期保険特約、生存給付金付定期保険特約、収入保障特約
または家計保障定期保険特約が付加されている場合には、それらの特約が消滅したときまたはそれらの特約保険金
額、特約基本保険金額、特約基本年金月額もしくは特約基準給付金月額が減額されたときを含みます。

（注２）主契約に付加されている他の保険金額等（別表３）を含みます。
（注３）主約款に未経過保険料の取扱いに関する規定があるときは、この特約の未経過保険料を加えます。

第24条（管轄裁判所）
この特約における入院給付金または保険料払込みの免除の請求に関する訴訟については、主約款の管轄裁判所の規定

を準用します。

第25条（契約内容の登録）
（1）当会社は、保険契約者および被保険者の同意を得て、次の事項を社団法人生命保険協会（以下本条において「協会」
といいます。）に登録します。
① 保険契約者ならびに被保険者の氏名、生年月日、性別および住所（市、区、郡までとします。）
② 入院給付金の種類
③ 入院給付金の日額
④ 契約日（注１）
⑤ 当会社名

（2）本条（1）の登録の期間は、契約日（注１）から５年（注２）以内とします。
（3）協会加盟の各生命保険会社および全国共済農業協同組合連合会（以下本条において「各生命保険会社等」といいま
す。）は、本条（1）の規定により登録された被保険者について、入院給付金のある特約（注３）の申込（注４）を受
けた場合、協会に対して本条（1）の規定により登録された内容について照会することができるものとします。この場
合、協会からその結果の連絡を受けるものとします。

（4）各生命保険会社等は、本条（2）の登録の期間中に入院給付金のある特約（注３）の申込（注４）があった場合、本
条（3）によって連絡された内容を入院給付金のある特約（注３）の承諾（注５）の判断の参考とすることができるも
のとします。

（5）各生命保険会社等は、契約日（注６）から５年（注２）以内に入院給付金の請求を受けたときは、協会に対して本
条（1）の規定により登録された内容について照会し、その結果を入院給付金の支払の判断の参考とすることができる
ものとします。

（6）各生命保険会社等は、連絡された内容を承諾（注５）の判断または支払の判断の参考とする以外に用いないものと
します。

（7）協会および各生命保険会社等は、登録または連絡された内容を他に公開しないものとします。
（8）保険契約者または被保険者は、登録または連絡された内容について、当会社または協会に照会することができます。
また、その内容が事実と相違していることを知ったときは、その訂正を請求することができます。

（9）本条（3）～（5）および（注２）～（注６）中の下表「読替前」欄に記載の字句は、農業協同組合法に基づく共済
契約においては、それぞれ「読替後」欄に記載の字句に読み替えます。

（注１）復活または復旧の取扱いが行なわれた場合は、復活または復旧の日とし、複数回復活または復旧の取扱いが行わ
れた場合には、最後の復活または復旧の日とします。また、主契約の契約日後付加した場合は、この特約の付加の
日とします。

（注２）契約日（注１）において被保険者が１５歳未満の場合は、「５年」または「被保険者が満１５歳に達する日までの期
間」のうちいずれか長い期間とします。

（注３）入院給付金のある保険契約を含みます。
（注４）復活、復旧、入院給付金の日額の増額または特約の中途付加の申込を含みます。
（注５）復活、復旧、入院給付金の日額の増額または特約の中途付加の承諾を含みます。
（注６）復活、復旧、入院給付金の日額の増額または特約の中途付加の取扱いが行なわれた場合は、各々の復活、復旧、

入院給付金の日額の増額または特約中途付加の日とし、複数回各々の取扱いが行なわれた場合には、最後の復活、
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復旧、入院給付金の日額の増額または特約の中途付加の日とします。

第26条（主約款の規定の準用）
この特約に別段の定めのない場合には、主約款の規定を準用します。

第27条（この特約を付加した場合の主契約の取扱いに関する特則）
（1）次の①および②について主約款の規定を適用する場合には、この特約の解約返戻金を、主契約の解約返戻金に加え
て取り扱います。
① 保険料の振替貸付
② 延長定期保険または払済保険への変更

（2）本条（1）①の保険料の振替貸付は、主契約の保険料と、特約保険料の払込方法（回数）が一時払を除くこの特約
（更新後のこの特約を含みます。）の保険料との合計額について行なうものとします。

（3）第１０条（特約の保険期間、保険料払込期間および保険料の払込み）（4）の規定により当会社が支払うべき未経過保
険料があるときは、次のとおり本条（1）の規定を適用します。
① 本条（1）①の場合は、この特約の未経過保険料を主契約の解約返戻金に加えて取り扱います。
② 本条（1）②の場合は、第１０条（特約の保険期間、保険料払込期間および保険料の払込み）（4）の規定にかかわら
ず、当会社はこの特約の未経過保険料を支払わず、その金額を主契約の解約返戻金に加えて取り扱います。

第28条（疾病入院特約とあわせて主契約に付加した場合の特則）
この特約を疾病入院特約（疾病入院特約（本人型）を含みます。以下本条において同じ。）とあわせて主契約に付加し

た場合、この特約から支払う入院給付金の金額は、第２条（入院給付金の支払）の規定にかかわらず、次の①および②
のとおりとします。
① 疾病入院特約の規定により入院給付金が支払われる入院中に、不慮の事故（別表２）により治療を開始したとき
は、この特約から支払う入院給付金の支払金額は次に定めるところによるものとします。
ア．この特約の入院給付金日額が疾病入院特約の入院給付金日額以上である場合
（ア）疾病の治療のために入院を開始した日からその日を含めて５日目以降に不慮の事故により治療を開始したと
き。

入院給付金の
支払金額

＝ 入院給付金日額 × 不慮の事故により治療を開始した
日からその日を含めた入院日数

（イ）疾病の治療のために入院を開始した日からその日を含めて４日以内に不慮の事故により治療を開始したとき。

入院給付金の
支払金額

＝ 入院給付金日額 ×
�
�
�
�

疾病の治療のために入院
を開始した日からその日
を含めた入院日数

－ 入院開始日からその
日を含めて４日

�
�
�
�

イ．この特約の入院給付金日額が疾病入院特約の入院給付金日額未満である場合で、疾病入院特約の規定による入
院給付金の支払われる期間が終了したとき。

入院給付金の
支払金額

＝ 入院給付金日額 ×
疾病入院特約の規定による入院給付
金が支払われる期間が終了した日の
翌日からその日を含めた入院日数

② この特約の規定により入院給付金が支払われる入院中に、疾病入院特約の規定により入院給付金が支払われる治
療を開始したときは、疾病入院特約の規定により入院給付金が支払われる期間に対しては、この特約の入院給付金
は支払いません。

第29条（定期保険、家計保障定期保険または疾病入院保険に付加した場合の特則）
（1）この特約を定期保険、家計保障定期保険または疾病入院保険に付加した場合には、次の①～④のとおり取り扱いま
す。
① この特約の保険期間の満了日と主契約の保険期間の満了日が同一の場合で、主契約が主約款に定める保険契約の
更新の規定により更新されるときは、保険契約者が特に反対の意思を通知しない限り、この特約は主契約と同時に
更新されます。

② 更新後のこの特約は次のとおりとし、主約款に定める保険契約の更新の規定を準用します。
ア．更新後のこの特約の保険期間は、更新後の主契約の保険期間と同一とします。
イ．更新後のこの特約の保険料の払込方法（回数）は、更新後の主契約の保険料の払込方法（回数）と同一としま
す。

ウ．更新後のこの特約の保険期間と保険料払込期間は同一とします。
③ 入院給付金の支払に関する規定の適用に際しては、更新前の保険期間と更新後の保険期間とは継続されたものと
して取り扱います。

④ この特約の保険料の払込方法（回数）が一時払の場合で、主契約の保険料の払込みが免除されたときは、前①の
規定は適用せず、次のとおり取り扱います。
ア．保険契約者が、この特約の保険期間の満了日までにこの特約の更新の請求を行なったときは、主契約と同時に
この特約の更新を取り扱います。

イ．前ア．の場合、前②イ．およびウ．の規定は適用せず、更新後のこの特約の保険料の払込方法（回数）は一時
払とし、更新日の属する月の末日までに払い込むことを必要とします。この場合、主契約の保険料の払込方法（回
数）に応じた保険料払込みの猶予期間の規定によるほか、第１０条（特約の保険期間、保険料払込期間および保険
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入院給付金の
支払限度の型

同一の不慮の事故（別表２）に
よる入院についての支払日数
（※１）の限度

入院給付金の
通算支払限度（※２）

６０日型 ６０日 ７３０日

１２０日型 １２０日 ７３０日

３６０日型 ３６０日 ７３０日

７３０日型 ７３０日 ７３０日

料の払込み）（7）の規定を準用します。
ウ．更新後のこの特約の保険料が払い込まれないまま、更新日以後猶予期間の満了する日までにこの特約の入院給
付金の支払事由が生じたときは、第１０条（特約の保険期間、保険料払込期間および保険料の払込み）（5）および
第１１条（猶予期間中の支払事由の発生と保険料の取扱い）の規定を準用します。

（2）本条（1）のほか、この特約を家計保障定期保険に付加した場合には、次の①および②のとおり取り扱います。
① 第２３条（主契約の内容変更に伴う特約の取扱い）（1）中「主契約の保険金額を減額したとき」とあるのは「主契
約の基準給付金月額を減額したとき」と、「減額後の主契約の保険金額」とあるのは「減額後の主契約の基準給付金
月額をもとに計算した主契約の責任開始期の保険金額」と読み替えます。

② 主契約の保険金支払事由が発生し、保険金の月払給付を行なう場合、この特約はその保険金支払事由の発生時に
消滅したものとみなします。

（3）本条（1）のほか、この特約を疾病入院保険に付加した場合には、次の①～⑨のとおり取り扱います。
① 第１条（入院給付金の支払限度の型）（1）は次のとおり読み替えます。
「（1）この特約の入院給付金の支払限度は、型に応じ下表のとおりとし、保険契約者はこの特約の締結の際、次
のいずれかの支払限度の型を選択するものとします。

（※１）入院給付金を支払う日数をいいます。
（※２）入院給付金の保険期間を通じての支払日数の通算限度をいいます。

」
② 第２条（入院給付金の支払）中「法人」とあるのは「法人または個人事業主」と、「高度障害保険金」とあるのは
「給付金」と読み替えます。
③ 第２条（入院給付金の支払）表中の「支払額」の規定を次のとおり読み替えます。
「同一の不慮の事故による入院１回につき、以下により計算した金額

保険証券に記載され
た入院給付金日額

× 入院日数

ただし、支払限度は、第１条（入院給付金の支払限度の型）において選択した型に応じて、「同一の不慮の事故
（別表２）による入院についての支払日数の限度」および「入院給付金の通算支払限度」のとおりとします。」

④ 第２条（入院給付金の支払）表中の「給付金を支払う場合」の規定中「継続して５日以上」とあるのは「１日以
上」と読み替えます。

⑤ この特約の入院給付金と主契約の入院給付金の支払事由が重複する場合には、次のとおり取り扱います。
ア．この特約の入院給付金日額が主契約の入院給付金日額以上である場合

主契約の入院給付金の支払事由が生じた場合でも、この特約の入院給付金が支払われる期間に対しては、主約
款の規定にかかわらず、主契約の入院給付金は支払いません。

イ．この特約の入院給付金日額が主契約の入院給付金日額未満である場合
この特約の入院給付金の支払事由が生じた場合でも、主契約の入院給付金が支払われる期間に対しては、第５

条（入院給付金の支払）の規定にかかわらず、この特約の入院給付金は支払いません。
⑥ 第１７条（特約の返戻金）（1）の規定にかかわらず、この特約の解約返戻金はありません。この特約が第１８条（特
約の消滅とみなす場合）①および③の規定によって消滅した場合も同様とします。

⑦ 第２３条（主契約の内容変更に伴う特約の取扱い）（1）中「主契約の保険金額を減額したとき」とあるのは「主契
約の入院給付金日額を減額したとき」と、「減額後の主契約の保険金額」とあるのは「減額後の主契約の入院給付金
日額」と読み替えます。

⑧ 保険契約者が、主約款に定める保険料の払込完了の特則により保険料の払込を完了する場合には、次条（2）①イ．
～エ．の規定を準用します。

⑨ 第３３条（保険期間が終身のこの特約への変更に関する特則）の規定にかかわらず、保険期間が終身のこの特約へ
の変更は取り扱いません。

第30条 （終身保険、５年ごと利差配当付終身保険または５年ごと利差配当付低解約返戻金型終身保険に付加した場合の特則）
（1）この特約を終身保険、５年ごと利差配当付終身保険または５年ごと利差配当付低解約返戻金型終身保険に付加した
場合には、次の①～⑤のとおり取り扱います。
① 保険契約者が、主契約に５年ごと利差配当付年金支払移行特約を付加し、主契約の全部について年金支払に移行
した場合には、次のとおりとします。
ア．年金支払移行部分の年金の種類が確定年金のみのときは、この特約の保険期間は主契約の保険期間の満了日を
限度とします。

イ．前ア．により、この特約の保険期間が変更された場合、責任準備金の差額を授受し、その後の特約保険料を改
めます。

ウ．第２条（入院給付金の支払）中「被保険者（保険契約者が法人で、かつ、主たる保険契約（以下「主契約」と
いいます。）の高度障害保険金の受取人が保険契約者である場合には、保険契約者）」とあるのは「被保険者（保
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険契約者が法人で、かつ、年金支払開始日前の主契約の高度障害保険金の受取人が保険契約者である場合には、
保険契約者）」と読み替えます。

② 保険契約者が、主契約に５年ごと利差配当付年金支払移行特約を付加し、主契約の一部について年金支払に移行
した場合で、年金支払に移行しない終身保険部分（残存する死亡保障部分をいいます。以下同じ。）が消滅したとき
は、次のとおりとします。
ア．年金支払移行部分の年金の種類が確定年金のみのときは、前①ア．およびイ．の規定を適用します。ただし、
主契約に５年ごと利差配当付介護保障移行特約が付加されている場合を除きます。

イ．第２条（入院給付金の支払）中「被保険者（保険契約者が法人で、かつ、主たる保険契約（以下「主契約」と
いいます。）の高度障害保険金の受取人が保険契約者である場合には、保険契約者）」とあるのは「被保険者（保
険契約者が法人で、かつ、年金支払に移行しない終身保険部分の消滅時の高度障害保険金の受取人が保険契約者
である場合には、保険契約者）」と読み替えます。ただし、主契約に５年ごと利差配当付介護保障移行特約が付加
されている場合を除きます。

③ 保険契約者が、主契約に５年ごと利差配当付介護保障移行特約を付加し、介護保障に移行した場合には、第２条
（入院給付金の支払）中「被保険者（保険契約者が法人で、かつ、主たる保険契約（以下「主契約」といいます。）
の高度障害保険金の受取人が保険契約者である場合には、保険契約者）」とあるのは「被保険者（保険契約者が法人
で、かつ、死亡給付金の受取人が保険契約者である場合には、保険契約者）」と読み替えます。

④ 次のア．またはイ．の場合には、第１７条（特約の返戻金）（3）中「主約款の規定によって主契約の保険金を支払
う場合」とあるのは「主契約の被保険者が死亡した場合」と読み替えます。
ア．主契約の全部について、５年ごと利差配当付年金支払移行特約条項または５年ごと利差配当付介護保障移行特
約条項を適用したとき。

イ．主契約の一部について、５年ごと利差配当付年金支払移行特約条項または５年ごと利差配当付介護保障移行特
約条項を適用した場合で、これらを適用しない終身保険部分（残存する死亡保障部分をいいます。）が消滅したと
き。

⑤ 第７条（特約保険料の払込免除）の規定によるほか、保険契約者が、主契約に５年ごと利差配当付年金支払移行
特約を付加した場合で、年金支払開始日以後の場合にも主約款の保険料払込みの免除に関する規定を準用して、こ
の特約の保険料の払込みを免除します。

（2）本条（1）のほか、この特約を終身保険または５年ごと利差配当付終身保険に付加した場合には、次の①および②の
とおり取り扱います。
① 保険契約者が、主約款に定める保険料の払込完了の特則により保険料の払込みを完了する場合には、次のとおり
とします。
ア．保険契約者は、当会社の定める取扱範囲により、この特約の保険期間を変更することができます。この場合、
責任準備金の差額を授受し、その後の特約保険料を改めます。

イ．この特約の更新日と保険料の払込完了日が同一の場合、第２１条（特約の更新）（2）および（3）中「主契約の保
険料払込期間の満了日」とあるのは「保険料の払込完了日の前日」と読み替えて、第２１条（特約の更新）（1）～
（3）、（6）、（11）および（13）の規定を適用します。
ウ．保険契約者は、保険料の払込完了日以後において払い込むべきこの特約の保険料を、保険料の払込完了日の属
する月の末日までに一括して前納すること、または当会社所定の金額を一時に払い込み、保険料の払込みを完了
することを必要とします。一括して前納した場合には、保険料の払込完了の特則適用前の主契約の保険料の払込
方法（回数）に応じて、主約款に定める保険料の払込み、前納および猶予期間の規定を、払込みを完了した場合
には、主約款に定める保険料の払込完了の規定をそれぞれ準用します。

エ．前ウ．に定める金額が払い込まれなかった場合には、この特約は、猶予期間が満了した時から将来に向って解
約されたものとします。

② 第７条（特約保険料の払込免除）の規定によるほか、保険契約者が、主約款に定める保険料の払込完了の特則に
より保険料の払込みを完了した場合で、保険料の払込完了日以後の場合にも主約款の保険料払込みの免除に関する
規定を準用して、この特約の保険料の払込みを免除します。

第31条（５年ごと利差配当付個人年金保険に付加した場合の特則）
この特約を５年ごと利差配当付個人年金保険に付加した場合には、次の①～⑦のとおり取り扱います。
① 主契約の年金の種類もしくは年金支払期間の変更または年金支払開始日の繰下げが行なわれた場合には、この特
約の保険期間が変更されることがあります。

② 前①により、この特約の保険期間が変更された場合、責任準備金（注１）の差額を授受し、その後の特約保険料
を改めます。

③ 第３条（入院給付金の支払に関する補則）（2）②中「主契約の保険金支払事由が発生したために」とあるのは、
主契約の年金支払開始日前においては「主契約の死亡給付金支払事由が発生したために」、年金支払開始日以後にお
いては「主契約の被保険者が死亡したために」と、第１７条（特約の返戻金）（3）中「主約款の規定によって主契約
の保険金を支払う場合」とあるのは、主契約の年金支払開始日前においては「主約款の規定によって主契約の死亡
給付金を支払う場合」、年金支払開始日以後においては「主契約の被保険者が死亡した場合」と読み替えます。

④ 主契約の基本年金額を減額したとき（注２）に、主契約の被保険者について定められた入院給付金日額が当会社
所定の限度を超えることとなるときは、その限度の額までその入院給付金日額が減額されます。この場合、減額分
は解約されたものとして取り扱います。

⑤ 主約款に定める契約者貸付の規定の適用により、主契約の基本年金額が新たに定められたときは、前④の規定を
準用して取り扱います。

⑥ 保険契約者が法人で、かつ、次のア．またはイ．に該当するときは、第２条（入院給付金の支払）の規定にかか
わらず、入院給付金の受取人は、保険契約者とします。
ア．主契約の年金支払開始日前においては、主契約の年金受取人および主契約の死亡給付金受取人（注３）が保険
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契約者であるとき。
イ．主契約の年金支払開始日以後においては、主契約の年金受取人および主契約の年金支払開始日前の主契約の死
亡給付金受取人（注３）が保険契約者であるとき。

⑦ 主約款の規定により主契約を払済保険に変更する場合、第２７条（この特約を付加した場合の主契約の取扱いに関
する特則）（1）および（3）中「主契約の解約返戻金」とあるのは「主契約について当会社の定めた方法で計算した
金額」と読み替えます。

（注１）主約款に未経過保険料の取扱いに関する規定があるときは、この特約の未経過保険料を加えます。
（注２）主契約の基本年金額が契約内容の変更により減額されたときを含みます。
（注３）死亡給付金の一部の受取人である場合を含みます。

第32条（養老保険または５年ごと利差配当付養老保険に付加した場合の特則）
この特約を養老保険または５年ごと利差配当付養老保険に付加した場合には、次の①～③のとおり取り扱います。
① この特約の保険期間の満了日と主契約の保険期間の満了日が同一の場合で、主契約が主約款に定める保険契約の
更新の規定により更新されるときは、保険契約者が特に反対の意思を通知しない限り、この特約は主契約と同時に
更新されます。

② 更新後のこの特約は次のとおりとし、主約款に定める保険契約の更新の規定を準用します。
ア．更新後のこの特約の保険期間は、更新後の主契約の保険期間と同一とします。
イ．更新後のこの特約の保険料の払込方法（回数）は、更新後の主契約の保険料の払込方法（回数）と同一としま
す。

ウ．更新後のこの特約の保険期間と保険料払込期間は同一とします。
③ 入院給付金の支払に関する規定の適用に際しては、更新前の保険期間と更新後の保険期間とは継続されたものと
して取り扱います。

第33条（保険期間が終身のこの特約への変更に関する特則）
（1）保険契約者は、次のすべての条件を満たすいずれかの主契約の月単位の契約応当日に、当会社の定める取扱範囲に
より、被保険者の同意を得て、保険期間を終身とするこの特約に変更することができます。（以下本条の変更を行なっ
た場合の保険期間が終身のこの特約を「変更後特約」といいます。）この場合、本条の変更を行なった主契約の月単位
の契約応当日を変更日とします。
① 主契約の保険期間が終身のとき。
② 被保険者の年齢が６９歳以下のとき。
③ 契約日（更新の取扱いが行なわれた後は、最初の契約日）より１０年以上経過しているとき。

（2）本条（1）の規定にかかわらず、次の場合には、当会社は本条の変更を取り扱いません。
① 主契約またはこの特約の保険料の払込みが免除されている場合
② 主契約に特別条件付保険特約を付加している場合

（3）変更後特約の入院給付金日額は、変更前の入院給付金日額と同額とします。
（4）変更後特約には変更時の特約条項を適用し、その保険料は、変更時の保険料率および被保険者の年齢により計算し
ます。

（5）変更後特約の保険料は、次の①～③のいずれかの方法で払い込むことを必要とします。ただし、次の③に規定する
方法は、変更日が主契約の保険料払込期間の満了日の前である場合に限ります。
① 変更日の前日までに一括して払い込む方法
② 当会社の定めるところにより分割して払い込む方法
③ 主契約の保険料払込期間の満了する日を限度とし、当会社の定める取扱範囲により変更後特約の保険料払込期間
を定め、主契約の保険料とともに払い込む方法。この場合、変更後特約の第１回保険料については、主契約の保険
料の払込方法（回数）に応じた保険料払込みの猶予期間の規定によるほか、第１０条（特約の保険期間、保険料払込
期間および保険料の払込み）（7）の規定を準用します。

（6）本条（5）①および②の場合、変更後特約の保険料が払い込まれないときは、本条による保険期間が終身のこの特約
への変更は行なわれなかったものとして取り扱います。

（7）変更後特約について、入院給付金の支払、特約保険料の払込免除ならびに告知義務および告知義務違反に関する規
定の適用に際しては、変更前のこの特約の保険期間と変更後特約の保険期間とは継続されたものとします。

（8）本条の変更が行なわれた場合、変更前のこの特約は変更日の前日に消滅します。この場合、当会社は、責任準備金
（注）があるときにはこれを保険契約者に支払います。

（9）本条（1）の規定にかかわらず、変更日に当会社がこの特約の付加を取り扱っていない場合には、当会社は本条の変
更を取り扱いません。この場合、この特約は、当会社の定める取扱範囲により、本条の取扱いに準じて、変更日に当
会社の定める他の特約へ変更されます。

（注）主約款に未経過保険料の取扱いに関する規定があるときは、この特約の未経過保険料を加えます。
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項目 提出書類

入院給付金

（1）当会社所定の請求書
（2）当会社所定の様式による医師（被保険者が医師の場合には、被保険者以外の医師）の
診断書

（3）当会社所定の様式による入院した病院または診療所の入院証明書
（4）不慮の事故であることを証する書類
（5）被保険者の住民票（ただし、受取人と同一の場合は不要。）
（6）入院給付金の受取人の戸籍謄（抄）本と印鑑証明書
（7）最終の保険料払込みを証する書類
（8）保険証券
第６条（入院給付金の請求、支払時期および支払場所）（3）の規定により代理して請求を
行なう際に、上記に追加して必要となる書類
（9）代理して請求する者の住民票と戸籍謄（抄）本と印鑑証明書
（10）被保険者および代理して請求する者の健康保険証の写し等代理して請求する者が被保
険者と生計を一にしていることが確認できる書類（ただし、代理して請求する者が被保険
者の戸籍上の配偶者の場合は不要。）

（注）当会社は、上記以外の書類の提出を求め、または上記の提出書類の一部の省略を認めることがあります。

別表１ 請求書類
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分類項目 基本分類表番号

１．鉄道事故 Ｅ８００～Ｅ８０７

２．自動車交通事故 Ｅ８１０～Ｅ８１９

３．自動車非交通事故 Ｅ８２０～Ｅ８２５

４．その他の道路交通機関事故 Ｅ８２６～Ｅ８２９

５．水上交通機関事故 Ｅ８３０～Ｅ８３８

６．航空機および宇宙交通機関事故 Ｅ８４０～Ｅ８４５

７．他に分類されない交通機関事故 Ｅ８４６～Ｅ８４８

８．医薬品および生物学的製剤による不慮の中毒
ただし、外用薬または薬物接触によるアレルギー、皮膚炎などは含まれません。また、疾病の診断、

治療を目的としたものは除外します。
Ｅ８５０～Ｅ８５８

９．その他の固体、液体、ガスおよび蒸気による不慮の中毒
ただし、洗剤、油脂およびグリース、溶剤その他の化学物質による接触皮膚炎ならびにサルモネラ

性食中毒、細菌性食中毒 （ブドー球菌性、ボツリヌス菌性、その他および詳細不明の細菌性食中毒）
およびアレルギー性・食餌性・中毒性の胃腸炎、大腸炎は含まれません。

Ｅ８６０～Ｅ８６９

１０．外科的および内科的診療上の患者事故
ただし、疾病の診断、治療を目的としたものは除外します。

Ｅ８７０～Ｅ８７６

１１．患者の異常反応あるいは後発合併症を生じた外科的および内科的処置で処置時事故の記載のないも
の
ただし、疾病の診断、治療を目的としたものは除外します。

Ｅ８７８～Ｅ８７９

１２．不慮の墜落 Ｅ８８０～Ｅ８８８

１３．火災および火焔による不慮の事故 Ｅ８９０～Ｅ８９９

１４．自然および環境要因による不慮の事故
ただし、「過度の高温（Ｅ９００）中の気象条件によるもの」、「高圧、低圧および気圧の変化（Ｅ９０２）」、

「旅行および身体動揺（Ｅ９０３）」および「飢餓、渇、不良環境曝露および放置（Ｅ９０４）中の飢餓、渇」
は除外します。

Ｅ９００～Ｅ９０９

１５．溺水、窒息および異物による不慮の事故
ただし、疾病による呼吸障害、嚥下障害、精神神経障害の状態にある者の「食物の吸入または嚥下

による気道閉塞または窒息（Ｅ９１１）」、「その他の物体の吸入または嚥下による気道の閉塞または窒息
（Ｅ９１２）」は除外します。

Ｅ９１０～Ｅ９１５

１６．その他の不慮の事故
ただし、「努力過度および激しい運動（Ｅ９２７）中の過度の肉体行使、レクリエーション、その他の

活動における過度の運動」および「その他および詳細不明の環境的原因および不慮の事故（Ｅ９２８）中
の無重力環境への長期滞在、騒音暴露、振動」は除外します。

Ｅ９１６～Ｅ９２８

１７．医薬品および生物学的製剤の治療上使用による有害作用
ただし、外用薬または薬物接触によるアレルギー、皮膚炎などは含まれません。また、疾病の診断、

治療を目的としたものは除外します。
Ｅ９３０～Ｅ９４９

１８．他殺および他人の加害による損傷 Ｅ９６０～Ｅ９６９

１９．法的介入
ただし、「処刑（Ｅ９７８）」は除外します。

Ｅ９７０～Ｅ９７８

２０．戦争行為による損傷 Ｅ９９０～Ｅ９９９

別表２ 対象となる不慮の事故

対象となる不慮の事故とは急激かつ偶発的な外来の事故（ただし、疾病または体質的な要因を有する者が軽微な外因によ
り発症しまたはその症状が増悪したときには、その軽微な外因は急激かつ偶発的な外来の事故とみなしません。）で、かつ、
昭和５３年１２月１５日行政管理庁告示第７３号に定められた分類項目中の下表に記載のものとし、分類項目の内容については、「厚
生省大臣官房統計情報部編、疾病、傷害および死因統計分類提要、昭和５４年版」によるものとします。
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別表３ 対象となる保険金額等

（1）平準定期保険特約の特約保険金額
（2）生存給付金付定期保険特約の特約保険金額
（3）逓減定期保険特約の特約基本保険金額
（4）逓増定期保険特約の特約基本保険金額
（5）収入保障特約の保険金換算額
（6）家計保障定期保険特約の責任開始期の特約保険金額
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第１条 入院給付金の支払限度の型
第２条 給付金の支払
第３条 給付金の支払に関する補則
第４条 同一事由で複数回の入院を行った場合の取扱

い
第５条 複数の事由で入院を行った場合の取扱い
第６条 入院給付金・手術給付金の請求、支払時期お

よび支払場所
第７条 特約保険料の払込免除
第８条 特約の締結
第９条 特約の責任開始期
第10条 特約の保険期間、保険料払込期間および保険

料の払込み
第11条 猶予期間中の支払事由の発生と保険料の取扱

い
第12条 特約の失効
第13条 特約の復活
第14条 告知義務および告知義務違反
第15条 重大事由による解除
第16条 特約の解約
第17条 特約の返戻金
第18条 特約の消滅とみなす場合
第19条 入院給付金日額の減額

第20条 特約の復旧
第21条 特約の更新
第22条 特約の契約者配当
第23条 主契約の内容変更に伴う特約の取扱い
第24条 管轄裁判所
第25条 契約内容の登録
第26条 主約款の規定の準用
第27条 この特約を付加した場合の主契約の取扱いに

関する特則
第28条 災害入院特約とあわせて主契約に付加した場

合の特則
第29条 定期保険または家計保障定期保険に付加した

場合の特則
第30条 終身保険、５年ごと利差配当付終身保険また

は５年ごと利差配当付低解約返戻金型終身保
険に付加した場合の特則

第31条 ５年ごと利差配当付個人年金保険に付加した
場合の特則

第32条 養老保険または５年ごと利差配当付養老保険
に付加した場合の特則

第33条 保険期間が終身のこの特約への変更に関する
特則

疾病入院特約条項（本人型）

入院給付金の
支払限度の型

１回の入院についての
支払日数（※１）の限度

入院給付金の
通算支払限度（※２）

１２０日型 １２０日 ７３０日

３６０日型 ３６０日 ７３０日

７３０日型 ７３０日 ７３０日

疾病入院特約条項（本人型） 目次

（平成２２年３月２日改定）
（この特約の概要）
この特約は、被保険者が疾病の治療を目的として入院した場合には入院日数に応じて入院給付金を支払うとともに、手術を

受けた場合には所定の手術給付金を支払うことを主な内容とするものです。

第１条（入院給付金の支払限度の型）
（1）この特約の入院給付金の支払限度は、型に応じ下表のとおりとし、保険契約者はこの特約の締結の際、次のいずれ
かの支払限度の型を選択するものとします。

（※１）入院給付金を支払う日数をいいます。
（※２）入院給付金の保険期間を通じての支払日数の通算限度をいいます。

（2）本条（1）により選択された支払限度の型は変更することができません。

第２条（給付金の支払）
この特約において支払う給付金は、次のとおりです。
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支払額

入院１回につき、以下により計算した金額

保険証券に記載された
入院給付金日額

× （ 入院日数 － 入院開始日からその
日を含めての４日

）

ただし、支払限度は、第１条（入院給付金の支払限度の型）において選択した型に応じて、
「１回の入院についての支払日数の限度」および「入院給付金の通算支払限度」のとおりとし
ます。

受取人
被保険者（保険契約者が法人で、かつ、主たる保険契約（以下「主契約」といいます。）の高
度障害保険金の受取人が保険契約者である場合には、保険契約者）（被保険者または保険契約
者以外の者には変更することはできません。）

給付金を支払う場
合（以下「支払事由」
といいます。）

被保険者が次の条件のすべてを満たす入院をしたとき。
ア．この特約の責任開始期（※１）以後に発病した疾病の治療を目的とすること（※２）。
イ．病院または診療所（※３）における入院（※４）であること。
ウ．入院の日数が、ア．の疾病の治療を目的としてこの特約の保険期間中に継続して５日以
上となったこと。

支払事由に該当し
た場合であっても
給付金を支払わな
い場合（以下「免責
事由」といいます。）

次のいずれかにより上記の支払事由に該当したとき。
ア．保険契約者または被保険者の故意または重大な過失
イ．被保険者の犯罪行為
ウ．被保険者の精神障害を原因とする事故
エ．被保険者の泥酔の状態を原因とする事故
オ．被保険者が法令に定める運転資格を持たないで運転している間に生じた事故
カ．被保険者が法令に定める酒気帯び運転またはこれに相当する運転をしている間に生じた
事故

キ．被保険者の薬物依存（※５）
ク．地震、噴火または津波
ケ．戦争その他の変乱

支払額
手術１回につき、以下により計算した金額

保険証券に記載された
入院給付金日額

× 手術の種類に応じて別表２
に定める給付倍率

受取人
被保険者（保険契約者が法人で、かつ、主契約の高度障害保険金の受取人が保険契約者である場合
には、保険契約者）（被保険者または保険契約者以外の者には変更することはできません。）

支払事由

被保険者が、この特約の保険期間中に次の条件のすべてを満たす手術を受けたとき。
ア．次のいずれかを直接の原因とする手術であること。
（ア）責任開始期（※１）以後に発病した疾病
（イ）責任開始期（※１）以後に発生した不慮の事故による傷害
（ウ）責任開始期（※１）以後に発生した不慮の事故以外の外因による傷害
イ．前ア．の疾病または傷害の治療を直接の目的とすること（※６）。
ウ．別表２に定めるいずれかの種類の手術であること。
エ．病院または診療所（※３）における手術であること。

免責事由

次のいずれかにより上記の支払事由に該当したとき。
ア．保険契約者または被保険者の故意または重大な過失
イ．被保険者の犯罪行為
ウ．被保険者の精神障害を原因とする事故
エ．被保険者の泥酔の状態を原因とする事故
オ．被保険者が法令に定める運転資格を持たないで運転している間に生じた事故
カ．被保険者が法令に定める酒気帯び運転またはこれに相当する運転をしている間に生じた事故
キ．被保険者の薬物依存（※５）
ク．地震、噴火または津波
ケ．戦争その他の変乱

① 入院給付金

② 手術給付金

（※１）復活または復旧の取扱いが行なわれた場合は、復活または復旧における責任開始期とし、複数回復活または
復旧の取扱いが行なわれた場合は、最後の復活または復旧における責任開始期とします。

（※２）美容上の処置、正常分娩、疾病を直接の原因としない不妊手術、治療処置を伴わない人間ドック検査のため
の入院、入院治療を必要としない介護を主たる目的とする入院等は、「治療を目的とした入院」には該当しませ
ん。

（※３）「病院または診療所」とは、次の①または②のいずれかに該当したものとします。
① 医療法に定める日本国内にある病院または患者が入院するための施設を有する診療所。（患者が入院するた
めの施設と同等の施設を有する柔道整復師法に定める施術所において、四肢における骨折、脱臼、捻挫また
は打撲に関し施術を受ける場合には、その施術所を含みます。）ただし、介護保険法に定める介護療養型医療
施設を除きます。

② 前①の場合と同等と当会社が認めた日本国外にある医療施設
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（※４）医師（※７）による治療（※８）が必要であり、かつ、自宅等（※９）での治療（※８）が困難なため、病
院または診療所（※３）に入り、常に医師（※７）の管理下において治療（※８）に専念することをいいます。

（※５）「薬物依存」とは、昭和５３年１２月１５日行政管理庁告示第７３号に定められた分類項目中の分類番号３０４に規定さ
れる内容によるものとし、薬物には、モルヒネ、アヘン、コカイン、大麻、精神刺激薬、幻覚薬等を含みます。

（※６）美容整形上の手術、疾病を直接の原因としない不妊手術、診断、検査（生検、腹腔鏡検査等）のための手術
等は、「治療を直接の目的とした手術」には該当しません。

（※７）柔道整復師法に定める柔道整復師を含み、被保険者が医師の場合には、被保険者以外の医師をいいます。
（※８）柔道整復師による施術を含みます。
（※９）老人福祉法に定める有料老人ホームおよび老人福祉施設ならびに介護保険法に定める介護保険施設等を含み

ます。

第３条（給付金の支払に関する補則）
（1）給付金の支払額の計算にあたって、入院給付金日額の変更があった場合には、各入院日または手術を受けた日（注
１）現在の入院給付金日額を基準とします。

（2）次の①または②の場合には、①または②に定める事由の発生時を含んで継続している入院は、この特約の有効中の
入院とみなして、前条の規定を適用します。
① 被保険者の入院中にこの特約の保険期間が満了したとき。
② 被保険者の入院中に主契約の保険金支払事由が発生したために主契約が消滅し、第１８条（特約の消滅とみなす場
合）の規定によってこの特約が消滅したとき。

（3）次の①～③のいずれかに該当する入院は、疾病の治療を目的とする入院（注２）とみなして、前条の規定を適用し
ます。
① 責任開始期（注３）以後に発生した主契約の普通保険約款（以下「主約款」といいます。）に定める不慮の事故
（以下「不慮の事故」といいます。）以外の外因による傷害の治療を目的とする入院（注２）
② 責任開始期（注３）以後に発生した不慮の事故による傷害の治療を目的として、その事故の日からその日を含め
て１８０日を経過した後に開始した入院（注２）

③ 責任開始期（注３）以後に開始した異常分娩（別表３）のための入院
（4）次の①～③のいずれかに該当する場合には、当会社は、被保険者がこの特約の責任開始期（注３）前に発病した疾
病または発生した不慮の事故もしくはそれ以外の外因によって被った傷害（以下、本（4）において「責任開始期前の
疾病等」といいます。）を、この特約の責任開始期（注３）以後に生じたものとみなして前条および本条（3）の規定
を適用します。
① この特約の締結、復活または復旧の際、告知等により当会社が責任開始期前の疾病等について知っていた場合、
または過失により知らなかった場合（責任開始期前の疾病等について、保険契約者または被保険者から告知されな
かったことにより、当会社が事実の一部を知らなかった場合を除きます。）

② この特約の締結、復活または復旧の際、責任開始期前の疾病等について、保険媒介者（注４）が保険契約者また
は被保険者に対し、告知をすることを妨げた場合、告知しないことを勧めた場合、または事実でないことを告げる
ことを勧めた場合

③ 責任開始期前の疾病等について、次のア．およびイ．を満たし、かつ、責任開始期（注３）前に、被保険者の身
体に生じた症状について保険契約者および被保険者の認識および自覚がなかったことが明らかな場合
ア．責任開始期（注３）前に、被保険者が医師の診察を受けたことがない。
イ．責任開始期（注３）前に、被保険者が健康診断（定期健康診断、人間ドック等、健康状態を評価することで疾
患の予防・早期発見に役立てることを目的として行う診察・検査・検診をいいます。）による異常の指摘を受けた
ことがない。

（5）被保険者が責任開始期（注３）前に発病した疾病または発生した不慮の事故もしくはそれ以外の外因による傷害の
治療を目的として入院（注２）した場合でも、責任開始日（注３）からその日を含めて２年を経過した後に開始した
入院は、この特約の責任開始期（注３）以後の原因によるものとみなして前条の規定を適用します。

（6）当会社は、被保険者が、同一の機会に２種類以上の手術を受けた場合には、前条の規定にかかわらず、対象となる
手術および給付倍率表（別表２）に定める給付倍率の高いいずれか１種類の手術についてのみ手術給付金を支払いま
す。

（7）被保険者が責任開始期（注３）前に発病した疾病または発生した不慮の事故もしくはそれ以外の外因による傷害の
治療を目的として手術（注５）を受けた場合でも、責任開始日（注３）からその日を含めて２年を経過した後に受け
た手術は、この保険契約の責任開始期（注３）以後の原因によるものとみなして前条の規定を適用します。

（8）被保険者が地震、噴火、津波または戦争その他の変乱により給付金の支払事由に該当した場合でも、これらの事由
により給付金の支払事由に該当した被保険者の数の増加について、当会社が、この保険の計算の基礎に及ぼす影響が
少ないと認めたときは、当会社は、その程度に応じ、入院給付金または手術給付金の全額を支払い、またはその金額
を削減して支払います。

（注１）１回の手術が２日以上にわたった場合には、その手術の開始日現在の入院給付金日額を基準とします。
（注２）美容上の処置、正常分娩、疾病を直接の原因としない不妊手術、治療処置を伴わない人間ドック検査のための入

院、入院治療を必要としない介護を主たる目的とする入院等は、「治療を目的とした入院」には該当しません。
（注３）復活または復旧の取扱いが行われた場合は、復活または復旧における責任開始期とし、複数回復活または復旧の

取扱いが行われた場合は、最後の復活または復旧における責任開始期とします。また、責任開始期の属する日を責
任開始日といいます。

（注４）当会社のために保険契約の締結の媒介を行うことができる者をいいます。
（注５）美容整形上の手術、疾病を直接の原因としない不妊手術、診断、検査（生検、腹腔鏡検査等）のための手術等は、

「治療を直接の目的とした手術」には該当しません。
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特約の付加と承諾の時期
特約上の責任が開始される時

（責任開始期）

① 主契約締結の際、この特約を主契約に付加する場合 主契約の責任開始期と同一

②
主契約の契約日後、この特約を主契約に付加する場合
で、当会社が保険契約者からの特約付加の申込を承諾
した場合

当会社所定の保険料および精算額を当会社が受け取った
時または告知の時のいずれか遅い時

第４条（同一事由で複数回の入院を行った場合の取扱い）
（1）被保険者が疾病により入院し、その入院の退院後に同一の疾病（注）による入院を開始した場合で、その退院日と
入院の開始日の間の日数が３０日以内のときは、これらの入院を継続した１回の入院とみなし、各入院について日数を
合算して第２条（給付金の支払）の規定を適用します。

（2）被保険者が同一の疾病（注）により、第２条（給付金の支払）に規定する入院給付金の支払事由に該当する入院を
２回以上した場合には、それらの入院を１回の入院とみなし、各入院について日数を合算して第２条（給付金の支払）
の規定を適用します。ただし、同一の疾病（注）による入院でも、入院給付金の支払われることとなった最終の入院
の退院日の翌日からその日を含めて１８０日を経過して開始した入院については、新たな疾病による入院として第２条
（給付金の支払）の規定を適用します。

（注）医学上重要な関係があると当会社が認めた疾病は、病名が異なっている場合であっても、これを「同一の疾病」と
して取り扱います。例えば、高血圧症とそれに起因する心臓疾患あるいは腎臓疾患等をいいます。

第５条（複数の事由で入院を行った場合の取扱い）
当会社は、被保険者が第２条（給付金の支払）に規定する入院給付金の支払事由に該当する入院を開始したときに、

異なる疾病を併発していた場合、またはその入院中に異なる疾病を併発した場合には、その入院開始の直接の原因とな
った疾病により継続して入院したものとみなして、第２条（給付金の支払）の規定を適用します。

第６条（入院給付金・手術給付金の請求、支払時期および支払場所）
（1）入院給付金または手術給付金（以下、この条において「給付金」といいます。）の支払事由が生じたときは、保険契
約者または被保険者は、すみやかに当会社に通知してください。

（2）給付金の支払事由が生じたときは、給付金の受取人は、当会社に、請求に必要な書類（別表１）を提出して、給付
金を請求してください。

（3）本条（2）の場合に、給付金の受取人が被保険者であり、かつ、その被保険者に給付金を請求できない次の①～③に
定めるいずれかの事情があるときは、被保険者の戸籍上の配偶者（配偶者がいない場合には、被保険者と生計を一に
する親族）が、請求に必要な書類（別表１）およびその事情を証明する書類を提出し、被保険者のために被保険者に
代わって給付金を請求することができます。この場合において、当会社が給付金を支払った後に、重複して給付金の
請求を受けたとしても、当会社は、給付金を支払いません。
① 傷害または疾病により、給付金を請求する意思表示ができないこと。
② 傷病名の告知を受けていないこと。
③ その他前①または②に準じた状態であること。

（4）主約款に定める保険金、給付金、年金の支払時期および支払場所に関する規定は、この特約による給付金の支払の
場合に準用します。

（5）給付金の受取人が被保険者で、その被保険者が死亡した場合の給付金の請求については、被保険者の法定相続人の
うち、次の①または②に定める１人の者を代表者とします。この場合、その代表者は、被保険者の他の法定相続人を
代理するものとします。
① 被保険者の戸籍上の配偶者
② 前①に該当する者がいない場合には、法定相続人の協議により定めた者

第７条（特約保険料の払込免除）
（1）主約款の規定によって、主契約の保険料払込みが免除された場合には、同時にこの特約の保険料払込みを免除しま
す。

（2）本条（1）のほか、次の①または②の場合にも主約款の保険料払込みの免除に関する規定を準用して、この特約の保
険料の払込みを免除します。
① 主契約の保険料の払込方法（回数）が一時払のとき。
② この特約の保険料払込期間と主契約の保険料払込期間とが異なる場合で、主契約の保険料払込期間経過後のとき。

（3）この特約の保険料の払込方法（回数）が一時払の場合には、本条（1）および（2）の規定は適用しません。

第８条（特約の締結）
保険契約者は、主契約の契約日以後、被保険者の同意および当会社の承諾を得て、この特約を主契約に付加して締結

することができます。

第９条（特約の責任開始期）
（1）この特約の責任開始期は、下表のとおりとし、「特約上の責任が開始される時（責任開始期）」からこの特約上の責
任を負います。

（2）この特約に関する保険証券の交付については、主約款または他の特約条項の規定によります。
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第10条（特約の保険期間、保険料払込期間および保険料の払込み）
（1）この特約の保険期間および保険料払込期間は、主契約の保険期間の満了する日を限度とし、当会社所定の範囲内で
定めます。

（2）この特約（特約保険料の払込方法（回数）が一時払の場合を除きます。以下本条において同じ。）の保険料は、主契
約の保険料とともに払い込むことを必要とします。保険料の前納または一括払の場合も同様とします。

（3）本条（2）の規定にかかわらず、主契約の保険料の払込方法（回数）が一時払の場合には、この特約の保険料は、一
括して前納することを必要とします。

（4）この特約が保険料払込期間中に消滅したときまたはこの特約の保険料の払込みが免除されたときのこの特約の未経
過部分の保険料（以下「未経過保険料」といいます。）の取扱いについては、主約款の規定を準用します。ただし、主
約款に未経過保険料の取扱いに関する規定がない場合には、この特約の未経過保険料の支払いはありません。

（5）本条（2）に定めるこの特約の保険料が払い込まれないまま、主約款の保険料の払込みに関する規定に定める契約応
当日（注）以後その日の属する月の末日までにこの特約による入院給付金または手術給付金の支払事由が生じた場合
には、当会社は、その支払うべき金額から、未払込保険料を差し引きます。ただし、入院給付金または手術給付金が
未払込保険料に不足する場合には、保険契約者は、その未払込保険料を払い込んでください。

（6）本条（5）ただし書きに定める場合において、未払込保険料の払込みについては、保険契約者は、主約款に定める保
険料払込みの猶予期間の満了する時までに、未払込保険料を払い込むことを必要とします。この未払込保険料が払い
込まれない場合には、当会社は、支払事由の発生により支払うべき入院給付金および手術給付金を支払いません。

（7）主契約の保険料が払い込まれ、この特約の保険料が払い込まれない場合には、この特約は、主約款に定める保険料
払込みの猶予期間が満了した時から将来に向って解約されたものとします。

（8）この特約の保険料払込期間と主契約の保険料払込期間とが異なる場合には、主契約の保険料払込期間経過後におい
て払い込むべきこの特約の保険料は、主契約の保険料の払込方法（回数）にかかわらず年払保険料とし、主契約の保
険料払込期間の満了日の属する月の末日までに一括して前納することを必要とします。

（9）本条（8）の場合には、主約款に定める保険料の払込み、前納および猶予期間の規定を準用します。
（10）本条（8）に規定する前納が行なわれなかった場合には、この特約は、主契約の保険料払込期間が満了した時に解
約されたものとします。

（注）月払契約の場合は月単位、半年払契約の場合は半年単位、年払契約の場合は年単位の契約応当日とします。

第11条（猶予期間中の支払事由の発生と保険料の取扱い）
（1）保険料払込みの猶予期間中に、この特約による入院給付金または手術給付金の支払事由が発生した場合には、当会
社は、入院給付金または手術給付金から未払込保険料を差し引きます。

（2）入院給付金または手術給付金が本条（1）の未払込保険料に不足するときは、保険契約者は、主約款に定める保険料
払込みの猶予期間の満了する時までに、未払込保険料を払い込むことを必要とします。この未払込保険料が払い込ま
れない場合には、当会社は、支払事由の発生により支払うべき入院給付金および手術給付金を支払いません。

第12条（特約の失効）
主契約が効力を失った場合には、この特約も同時に将来に向って効力を失います。

第13条（特約の復活）
（1）主契約の復活請求の際には、この特約についても同時に復活の請求があったものとします。
（2）当会社は、本条（1）の規定によって請求された特約の復活を承諾した場合には、主約款の復活の規定を準用して、
この特約の復活の取扱いをします。

第14条（告知義務および告知義務違反）
この特約の締結、復活または復旧に際しての告知義務および告知義務違反については、主約款の告知義務および告知

義務違反に関する規定を準用します。

第15条（重大事由による解除）
（1）当会社は次の①～⑤のいずれかに定める事由が生じた場合には、この特約を将来に向って解除することができます。
① 保険契約者、被保険者または給付金の受取人がこの特約の給付金を詐取する目的または他人に詐取させる目的で、
事故招致（未遂を含みます。）をした場合

② 保険契約者または被保険者が、当会社にこの特約の保険料払込免除をさせる目的で、事故招致（未遂を含みます。）
をした場合

③ この特約の給付金の請求に関し、給付金の受取人に詐欺行為（未遂を含みます。）があった場合
④ 他の保険契約との重複によって、被保険者にかかる給付金額等（注）の合計額が著しく過大であって、保険制度
の目的に反する状態がもたらされるおそれがある場合

⑤ 次のア．またはイ．に該当する等により、当会社の保険契約者、被保険者または給付金の受取人に対する信頼を
損ない、この特約の存続を困難とする前①～④に掲げる事由と同等の重大な事由がある場合
ア．主契約が重大事由によって解除されたとき。
イ．保険契約者、被保険者または給付金の受取人が他の保険者との間で締結した保険契約または共済契約が重大事
由により解除されたとき。

（2）入院給付金、手術給付金の支払事由または保険料払込みの免除事由が生じた後でも、当会社は、本条（1）の規定に
よってこの特約を解除することができます。この場合には、本条（1）①～⑤に定める事由の発生時以降に生じた支払
事由による入院給付金、手術給付金および保険料払込みの免除は、次の①および②のとおり取り扱います。
① 入院給付金および手術給付金は支払いません。また、既に入院給付金または手術給付金を支払っていたときは、
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入院給付金および手術給付金の返還を請求します。
② 保険料の払込みは免除しません。また、既に保険料の払込みを免除していたときは、その保険料の払込みはなか
ったものとします。

（3）本条の規定によってこの特約を解除するときは、当会社は、その旨を保険契約者に通知します。ただし、保険契約
者またはその住所もしくは居所が不明であるか、その他正当な理由によって保険契約者に通知できない場合には、当
会社は、被保険者または給付金の受取人に通知します。

（4）本条の規定によってこの特約を解除したときは、当会社は、解約返戻金があるときは、これと同額の返戻金を保険
契約者に支払います。

（注）保険種類および給付の名称がいかなる場合であっても他の保険契約の給付金等を含みます。

第16条（特約の解約）
保険契約者は、いつでも将来に向って、この特約を解約することができます。

第17条（特約の返戻金）
（1）この特約が解約または解除されたときは、当会社は、当会社の定めた方法で計算した解約返戻金を保険契約者に払
い戻します。ただし、主約款の規定による保険料の振替貸付または契約者貸付があるときは、この特約の解約返戻金
をそれらの元利金の返済にあてます。

（2）この特約が次条①の規定によって消滅したときは、本条（1）と同様に取り扱います。ただし、主約款の規定によっ
て主契約の責任準備金を払い戻す場合には、この特約の責任準備金を主約款の規定に準じて払い戻します。

（3）本条（2）の規定にかかわらず、主約款の規定によって主契約の保険金を支払う場合および主契約の責任準備金その
他の返戻金の払戻がない場合には、この特約の責任準備金その他の返戻金の払戻はありません。

（4）この特約の解約返戻金額は、主契約の解約返戻金額とあわせて保険証券に例示します。
（5）主約款の契約者貸付の規定を適用する場合には、この特約の解約返戻金は、主契約の解約返戻金に加えません。

第18条（特約の消滅とみなす場合）
次の①または②の場合には、この特約は消滅したものとみなします。
① 主契約が解約その他の事由によって消滅したとき。
② 主契約が延長定期保険または払済保険に変更されたとき。

第19条（入院給付金日額の減額）
（1）保険契約者は、入院給付金日額を減額することができます。ただし、減額後のその入院給付金日額は、当会社の定
める範囲内であることを必要とします。

（2）本条（1）の規定によって、入院給付金日額が減額された場合には、減額分は、解約されたものとして取り扱います。

第20条（特約の復旧）
（1）延長定期保険または払済保険に変更された主契約について元の保険契約への復旧の請求があった場合には、第１８条
（特約の消滅とみなす場合）②の規定によって消滅したこの特約も同時に復旧の請求があったものとします。

（2）当会社が本条（1）の規定によって請求された復旧を承諾した場合には、主約款の復旧の規定を準用して、この特約
の復旧の取扱いをします。

第21条（特約の更新）
（1）この特約の保険期間が満了する場合、この特約は、保険期間の満了日の翌日に更新して継続されるものとし、この
日を更新日とします。ただし、保険契約者がその満了日の２か月前までにこの特約を継続しない旨を当会社に通知し
た場合には更新しません。

（2）本条（1）の規定にかかわらず、次の①～③のいずれかに該当する場合は、当会社は、本条（1）の更新を取り扱い
ません。
① この特約の保険期間の満了日の翌日における被保険者の年齢が当会社の定める範囲を超えるとき。
② この特約の保険期間の満了日が主契約の保険料払込期間の満了日を超えているとき。
③ 主契約の保険料の払込方法（回数）が一時払のとき。

（3）更新後のこの特約の保険期間は、更新前のこの特約の保険期間と同一とします。ただし、次の①または②のいずれ
かに該当する場合は、更新後のこの特約の保険期間を当会社所定の保険期間に変更することがあります。
① 更新後のこの特約の保険期間の満了日の翌日における被保険者の年齢が当会社の定める範囲を超えるとき。
② 更新後のこの特約の保険期間の満了日が主契約の保険料払込期間の満了日を超えるとき。

（4）本条（3）のほか、この特約は、当会社の定める取扱方法により、保険期間を変更して更新することがあります。
（5）更新後のこの特約の保険期間と保険料払込期間は同一とします。
（6）更新されたこの特約の保険期間は更新日からその日を含めて計算するものとし、更新後のこの特約の保険料は、更
新日現在の被保険者の年齢によって計算します。

（7）更新後のこの特約の保険料の払込方法（回数）は、主契約の保険料の払込方法（回数）（注）と同一とし、更新後の
この特約の第１回保険料は、更新日の属する月を払込期月とする主契約の保険料とともに払い込むことを必要としま
す。この場合、主契約の保険料の払込方法（回数）に応じた保険料払込みの猶予期間の規定によるほか第１０条（特約
の保険期間、保険料払込期間および保険料の払込み）（7）の規定を準用します。

（8）更新後のこの特約の第１回保険料および同時に払い込むべき主契約の保険料が猶予期間中に払い込まれない場合に
は、主約款に定める保険料の振替貸付の規定を準用します。

（9）更新後のこの特約の第１回保険料および同時に払い込むべき主契約の保険料が払い込まれないまま、更新日以後猶
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予期間の満了する日までに次の①～③のいずれかに該当した場合には、第１０条（特約の保険期間、保険料払込期間お
よび保険料の払込み）（5）および第１１条（猶予期間中の支払事由の発生と保険料の取扱い）の規定を準用します。
① この特約の入院給付金または手術給付金の支払事由が生じたとき。
② 主契約の保険料払込みの免除事由が生じたとき。
③ 主契約に付加されている特約の保険金または給付金の支払事由が生じたとき。

（10）本条（7）～（9）の規定にかかわらず、主契約の保険料払込期間の満了日の翌日に更新する場合には、次の①お
よび②のとおりとします。
① 主契約の保険料払込期間の満了後において払い込むべきこの特約の保険料は、主契約の保険料の払込方法（回数）
にかかわらず年払保険料とし、更新日の属する月の末日までに一括して前納することを必要とします。この場合、
主約款に定める保険料の払込み、前納および猶予期間の規定ならびに本条（9）の規定を準用します。

② 更新日以後、猶予期間の満了する日までに、前①に定めるこの特約の保険料が払い込まれなかったときは、この
特約の更新はなかったものとし、この特約は更新前のこの特約の保険期間満了時にさかのぼって消滅するものとし
ます。

（11）この特約が更新された場合には、その旨を保険契約者に通知し、次の①および②によって取り扱います。
① 更新後のこの特約には更新時の特約条項および保険料率が適用されます。
② 次の規定に関しては、更新前のこの特約の保険期間と更新後のこの特約の保険期間とは継続されたものとします。
ア．第２条（給付金の支払）
イ．第３条（給付金の支払に関する補則）
ウ．第４条（同一事由で複数回の入院を行った場合の取扱い）
エ．第５条（複数の事由で入院を行った場合の取扱い）
オ．第１４条（告知義務および告知義務違反）

（12）この特約の保険料の払込方法（回数）が一時払の場合で、主契約の保険料の払込みが免除されたときは、本条（1）
の規定は適用せず、次の①、②のとおり取り扱います。
① 保険契約者が、この特約の保険期間の満了日までにこの特約の更新の請求を行なったときは、この特約の更新を
取り扱います。

② 前①の場合、この特約の保険期間の満了日の翌日を更新日とし、本条（2）～（4）、（6）および（11）の規定に
よるほか、次のとおりとします。
ア．本条（5）、（7）および（8）の規定は適用せず、更新後のこの特約の保険料の払込方法（回数）は一時払とし、
更新日の属する月の末日までに払い込むことを必要とします。この場合、主契約の保険料の払込方法（回数）に
応じた保険料払込みの猶予期間の規定によるほか、第１０条（特約の保険期間、保険料払込期間および保険料の払
込み）（7）の規定を準用します。

イ．更新後のこの特約の保険料が払い込まれないまま、更新日以後猶予期間の満了する日までにこの特約の入院給
付金または手術給付金の支払事由が生じたときは、本条（9）の規定は適用せず、第１０条（特約の保険期間、保険
料払込期間および保険料の払込み）（5）および第１１条（猶予期間中の支払事由の発生と保険料の取扱い）の規定
を準用します。

ウ．主契約の保険料払込期間の満了日の翌日に更新する場合には、本条（10）および前ア．、イ．の規定を適用せ
ず、次のとおりとします。
（ア）主契約の保険料払込期間の満了後において払い込むべきこの特約の保険料は、一時払保険料とし、更新日の
属する月の末日までに払い込むことを必要とします。この場合、主約款に定める年払契約の保険料の払込みの
猶予期間の規定によるほか、第１０条（特約の保険期間、保険料払込期間および保険料の払込み）（5）および第
１１条（猶予期間中の支払事由の発生と保険料の取扱い）の規定を準用します。

（イ）更新日以後、猶予期間の満了する日までに、前（ア）に定めるこの特約の保険料が払い込まれなかったとき
は、この特約の更新はなかったものとし、この特約は更新前のこの特約の保険期間満了時にさかのぼって消滅
するものとします。

（13）更新時に当会社がこの特約の締結を取り扱っていないときは、当会社所定の特約により更新されることがあります。

（注）主契約が一時払保険部分と分割払保険部分から構成されている場合は、分割払保険部分の保険料の払込方法（回数）
とします。

第22条（特約の契約者配当）
この特約に対しては、契約者配当はありません。

第23条（主契約の内容変更に伴う特約の取扱い）
（1）主契約の保険金額を減額したとき（注１）に、減額後の主契約の保険金額（注２）に対するこの特約の入院給付金
日額の割合が、当会社所定の限度を超えることとなるときは、その限度までその入院給付金日額を減額します。ただ
し、減額後のその入院給付金日額が当会社の定める金額未満となるときは、この特約は解約されたものとします。

（2）本条（1）の規定によって、入院給付金日額が減額された場合には、減額分は、解約されたものとします。
（3）主契約の保険期間を短縮した場合、この特約の保険期間が、主契約の保険期間の満了日を超えることとなるときは、
主契約の保険期間に合わせてこの特約の保険期間を変更します。ただし、変更後のこの特約の保険期間が、当会社の
定める保険期間に満たないときは、この特約は解約されたものとします。

（4）主契約の保険料払込期間を変更した場合、この特約の保険料払込期間を変更することがあります。ただし、変更後
のこの特約の保険料払込期間が、当会社の定める保険料払込期間に満たないときは、この特約は解約されたものとし
ます。

（5）本条（3）または（4）の規定により、この特約の保険期間または保険料払込期間が変更された場合には、責任準備
金（注３）の差額を授受し、その後の特約保険料を改めます。この場合、主約款の規定による保険料の振替貸付また
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読替前 読替後

被保険者 被共済者

入院給付金 入院共済金

保険契約 共済契約

は契約者貸付があるときは、返戻金をそれらの元利金の返済にあてます。
（6）主契約の保険期間を延長した場合、この特約の保険期間は延長せず、そのまま有効に継続します。

（注１）主契約に平準定期保険特約、逓減定期保険特約、逓増定期保険特約、生存給付金付定期保険特約、収入保障特約
または家計保障定期保険特約が付加されている場合には、それらの特約が消滅したときまたはそれらの特約保険金
額、特約基本保険金額、特約基本年金月額もしくは特約基準給付金月額が減額されたときを含みます。

（注２）主契約に付加されている他の保険金額等（別表４）を含みます。
（注３）主約款に未経過保険料の取扱いに関する規定があるときは、この特約の未経過保険料を加えます。

第24条（管轄裁判所）
この特約における入院給付金、手術給付金または保険料払込みの免除の請求に関する訴訟については、主約款の管轄

裁判所の規定を準用します。

第25条（契約内容の登録）
（1）当会社は、保険契約者および被保険者の同意を得て、次の事項を社団法人生命保険協会（以下本条において「協会」
といいます。）に登録します。
① 保険契約者ならびに被保険者の氏名、生年月日、性別および住所（市、区、郡までとします。）
② 入院給付金の種類
③ 入院給付金の日額
④ 契約日（注１）
⑤ 当会社名

（2）本条（1）の登録の期間は、契約日（注１）から５年（注２）以内とします。
（3）協会加盟の各生命保険会社および全国共済農業協同組合連合会（以下本条において「各生命保険会社等」といいま
す。）は、本条（1）の規定により登録された被保険者について、入院給付金のある特約（注３）の申込（注４）を受
けた場合、協会に対して本条（1）の規定により登録された内容について照会することができるものとします。この場
合、協会からその結果の連絡を受けるものとします。

（4）各生命保険会社等は、本条（2）の登録の期間中に入院給付金のある特約（注３）の申込（注４）があった場合、本
条（3）によって連絡された内容を入院給付金のある特約（注３）の承諾（注５）の判断の参考とすることができるも
のとします。

（5）各生命保険会社等は、契約日（注６）から５年（注２）以内に入院給付金の請求を受けたときは、協会に対して本
条（1）の規定により登録された内容について照会し、その結果を入院給付金の支払の判断の参考とすることができる
ものとします。

（6）各生命保険会社等は、連絡された内容を承諾（注５）の判断または支払の判断の参考とする以外に用いないものと
します。

（7）協会および各生命保険会社等は、登録または連絡された内容を他に公開しないものとします。
（8）保険契約者または被保険者は、登録または連絡された内容について、当会社または協会に照会することができます。
また、その内容が事実と相違していることを知ったときは、その訂正を請求することができます。

（9）本条（3）～（5）および（注２）～（注６）中の下表「読替前」欄に記載の字句は、農業協同組合法に基づく共済
契約においては、それぞれ「読替後」欄に記載の字句に読み替えます。

（注１）復活または復旧の取扱いが行なわれた場合は、復活または復旧の日とし、複数回復活または復旧の取扱いが行わ
れた場合には、最後の復活または復旧の日とします。また、主契約の契約日後付加した場合は、この特約の付加の
日とします。

（注２）契約日（注１）において被保険者が１５歳未満の場合は、「５年」または「被保険者が満１５歳に達する日までの期
間」のうちいずれか長い期間とします。

（注３）入院給付金のある保険契約を含みます。
（注４）復活、復旧、入院給付金の日額の増額または特約の中途付加の申込を含みます。
（注５）復活、復旧、入院給付金の日額の増額または特約の中途付加の承諾を含みます。
（注６）復活、復旧、入院給付金の日額の増額または特約の中途付加の取扱いが行なわれた場合は、各々の復活、復旧、

入院給付金の日額の増額または特約中途付加の日とし、複数回各々の取扱いが行なわれた場合には、最後の復活、
復旧、入院給付金の日額の増額または特約の中途付加の日とします。

第26条（主約款の規定の準用）
この特約に別段の定めのない場合には、主約款の規定を準用します。

第27条（この特約を付加した場合の主契約の取扱いに関する特則）
（1）次の①および②について主約款の規定を適用する場合には、この特約の解約返戻金を、主契約の解約返戻金に加え
て取り扱います。
① 保険料の振替貸付
② 延長定期保険または払済保険への変更
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（2）本条（1）①の保険料の振替貸付は、主契約の保険料と、特約保険料の払込方法（回数）が一時払を除くこの特約
（更新後のこの特約を含みます。）の保険料との合計額について行なうものとします。

（3）第１０条（特約の保険期間、保険料払込期間および保険料の払込み）（4）の規定により当会社が支払うべき未経過保
険料があるときは、次のとおり本条（1）の規定を適用します。
① 本条（1）①の場合は、この特約の未経過保険料を主契約の解約返戻金に加えて取り扱います。
② 本条（1）②の場合は、第１０条（特約の保険期間、保険料払込期間および保険料の払込み）（4）の規定にかかわら
ず、当会社はこの特約の未経過保険料を支払わず、その金額を主契約の解約返戻金に加えて取り扱います。

第28条（災害入院特約とあわせて主契約に付加した場合の特則）
この特約を災害入院特約（災害入院特約（本人型）を含みます。以下本条において同じ。）とあわせて主契約に付加し

た場合、この特約から支払う入院給付金の金額は、第２条（給付金の支払）①の規定にかかわらず、次の①および②の
とおりとします。
① 災害入院特約の規定により入院給付金が支払われる入院中に、疾病の治療を開始したときは、この特約から支払
う入院給付金の支払額は次に定めるところによるものとします。
ア．この特約の入院給付金日額が災害入院特約の入院給付金日額を超える場合
（ア）不慮の事故による治療のために入院を開始した日からその日を含めて５日目以降に疾病の治療を開始したと
き。

入院給付金
の支払金額

＝ 入院給付金日額 × 疾病の治療を開始した日から
その日を含めた入院日数

（イ）不慮の事故による治療のために入院を開始した日からその日を含めて４日以内に疾病の治療を開始したとき。

入院給付金
の支払金額

＝ 入院給付金日額 ×
�
�
�
�

不慮の事故による治療のために
入院を開始した日からその日を
含めた入院日数

－ 入院開始日からその
日を含めて４日

�
�
�
�

イ．この特約の入院給付金日額が災害入院特約の入院給付金日額以下である場合で、災害入院特約の規定による入
院給付金の支払われる期間が終了したとき。

入院給付金
の支払金額

＝ 入院給付金日額 ×
災害入院特約の規定による入院給付
金が支払われる期間が終了した日の
翌日からその日を含めた入院日数

② この特約の規定により入院給付金が支払われる入院中に、災害入院特約の規定により入院給付金が支払われる治
療を開始したときは、災害入院特約の規定により入院給付金が支払われる期間に対しては、この特約の入院給付金
は支払いません。

第29条（定期保険または家計保障定期保険に付加した場合の特則）
（1）この特約を定期保険または家計保障定期保険に付加した場合には、次の①～④のとおり取り扱います。
① この特約の保険期間の満了日と主契約の保険期間の満了日が同一の場合で、主契約が主約款に定める保険契約の
更新の規定により更新されるときは、保険契約者が特に反対の意思を通知しない限り、この特約は主契約と同時に
更新されます。

② 更新後のこの特約は次のとおりとし、主約款に定める保険契約の更新の規定を準用します。
ア．更新後のこの特約の保険期間は、更新後の主契約の保険期間と同一とします。
イ．更新後のこの特約の保険料の払込方法（回数）は、更新後の主契約の保険料の払込方法（回数）と同一としま
す。

ウ．更新後のこの特約の保険期間と保険料払込期間は同一とします。
③ 入院給付金および手術給付金の支払に関する規定の適用に際しては、更新前の保険期間と更新後の保険期間とは
継続されたものとして取り扱います。

④ この特約の保険料の払込方法（回数）が一時払の場合で、主契約の保険料の払込みが免除されたときは、前①の
規定は適用せず、次のとおり取り扱います。
ア．保険契約者が、この特約の保険期間の満了日までにこの特約の更新の請求を行なったときは、主契約と同時に
この特約の更新を取り扱います。

イ．前ア．の場合、前②イ．およびウ．の規定は適用せず、更新後のこの特約の保険料の払込方法（回数）は一時
払とし、更新日の属する月の末日までに払い込むことを必要とします。この場合、主契約の保険料の払込方法（回
数）に応じた保険料払込みの猶予期間の規定によるほか、第１０条（特約の保険期間、保険料払込期間および保険
料の払込み）（7）の規定を準用します。

ウ．更新後のこの特約の保険料が払い込まれないまま、更新日以後猶予期間の満了する日までにこの特約の入院給
付金または手術給付金の支払事由が生じたときは、第１０条（特約の保険期間、保険料払込期間および保険料の払
込み）（5）および第１１条（猶予期間中の支払事由の発生と保険料の取扱い）の規定を準用します。

（2）本条（1）のほか、この特約を家計保障定期保険に付加した場合には、次の①および②のとおり取り扱います。
① 第２３条（主契約の内容変更に伴う特約の取扱い）（1）中「主契約の保険金額を減額したとき」とあるのは「主契
約の基準給付金月額を減額したとき」と、「減額後の主契約の保険金額」とあるのは「減額後の主契約の基準給付金
月額をもとに計算した主契約の責任開始期の保険金額」と読み替えます。

② 主契約の保険金支払事由が発生し、保険金の月払給付を行なう場合、この特約はその保険金支払事由の発生時に
消滅したものとみなします。

特

約

疾
病
入
院
特
約
条
項（
本
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第30条 （終身保険、５年ごと利差配当付終身保険または５年ごと利差配当付低解約返戻金型終身保険に付加した場合の特則）
（1）この特約を終身保険、５年ごと利差配当付終身保険または５年ごと利差配当付低解約返戻金型終身保険に付加した
場合には、次の①～⑤のとおり取り扱います。
① 保険契約者が、主契約に５年ごと利差配当付年金支払移行特約を付加し、主契約の全部について年金支払に移行
した場合には、次のとおりとします。
ア．年金支払移行部分の年金の種類が確定年金のみのときは、この特約の保険期間は主契約の保険期間の満了日を
限度とします。

イ．前ア．により、この特約の保険期間が変更された場合、責任準備金の差額を授受し、その後の特約保険料を改
めます。

ウ．第２条（給付金の支払）①および②中「被保険者（保険契約者が法人で、かつ、主たる保険契約（以下「主契
約」といいます。）の高度障害保険金の受取人が保険契約者である場合には、保険契約者）」、「被保険者（保険契
約者が法人で、かつ、主契約の高度障害保険金の受取人が保険契約者である場合には、保険契約者）」とあるのは、
いずれも「被保険者（保険契約者が法人で、かつ、年金支払開始日前の主契約の高度障害保険金の受取人が保険
契約者である場合には、保険契約者）」と読み替えます。

② 保険契約者が、主契約に５年ごと利差配当付年金支払移行特約を付加し、主契約の一部について年金支払に移行
した場合で、年金支払に移行しない終身保険部分（残存する死亡保障部分をいいます。以下同じ。）が消滅したとき
は、次のとおりとします。
ア．年金支払移行部分の年金の種類が確定年金のみのときは、前①ア．およびイ．の規定を適用します。ただし、
主契約に５年ごと利差配当付介護保障移行特約が付加されている場合を除きます。

イ．第２条（給付金の支払）①および②中「被保険者（保険契約者が法人で、かつ、主たる保険契約（以下「主契
約」といいます。）の高度障害保険金の受取人が保険契約者である場合には、保険契約者）」、「被保険者（保険契
約者が法人で、かつ、主契約の高度障害保険金の受取人が保険契約者である場合には、保険契約者）」とあるのは、
いずれも「被保険者（保険契約者が法人で、かつ、年金支払に移行しない終身保険部分の消滅時の高度障害保険
金の受取人が保険契約者である場合には、保険契約者）」と読み替えます。ただし、主契約に５年ごと利差配当付
介護保障移行特約が付加されている場合を除きます。

③ 保険契約者が、主契約に５年ごと利差配当付介護保障移行特約を付加し、介護保障に移行した場合には、第２条
（給付金の支払）①および②中「被保険者（保険契約者が法人で、かつ、主たる保険契約（以下「主契約」といいま
す。）の高度障害保険金の受取人が保険契約者である場合には、保険契約者）」、「被保険者（保険契約者が法人で、
かつ、主契約の高度障害保険金の受取人が保険契約者である場合には、保険契約者）」とあるのは、いずれも「被保
険者（保険契約者が法人で、かつ、死亡給付金の受取人が保険契約者である場合には、保険契約者）」と読み替えま
す。

④ 次のア．またはイ．の場合には、第１７条（特約の返戻金）（3）中「主約款の規定によって主契約の保険金を支払
う場合」とあるのは「主契約の被保険者が死亡した場合」と読み替えます。
ア．主契約の全部について、５年ごと利差配当付年金支払移行特約条項または５年ごと利差配当付介護保障移行特
約条項を適用したとき。

イ．主契約の一部について、５年ごと利差配当付年金支払移行特約条項または５年ごと利差配当付介護保障移行特
約条項を適用した場合で、これらを適用しない終身保険部分（残存する死亡保障部分をいいます。）が消滅したと
き。

⑤ 第７条（特約保険料の払込免除）の規定によるほか、保険契約者が、主契約に５年ごと利差配当付年金支払移行
特約を付加した場合で、年金支払開始日以後の場合にも主約款の保険料払込みの免除に関する規定を準用して、こ
の特約の保険料の払込みを免除します。

（2）本条（1）のほか、この特約を終身保険または５年ごと利差配当付終身保険に付加した場合には、次の①および②の
とおり取り扱います。
① 保険契約者が、主約款に定める保険料の払込完了の特則により保険料の払込みを完了する場合には、次のとおり
とします。
ア．保険契約者は、当会社の定める取扱範囲により、この特約の保険期間を変更することができます。この場合、
責任準備金の差額を授受し、その後の特約保険料を改めます。

イ．この特約の更新日と保険料の払込完了日が同一の場合、第２１条（特約の更新）（2）および（3）中「主契約の保
険料払込期間の満了日」とあるのは「保険料の払込完了日の前日」と読み替えて、第２１条（特約の更新）（1）～
（3）、（6）、（11）および（13）の規定を適用します。
ウ．保険契約者は、保険料の払込完了日以後において払い込むべきこの特約の保険料を、保険料の払込完了日の属
する月の末日までに一括して前納すること、または当会社所定の金額を一時に払い込み、保険料の払込みを完了
することを必要とします。一括して前納した場合には、保険料の払込完了の特則適用前の主契約の保険料の払込
方法（回数）に応じて、主約款に定める保険料の払込み、前納および猶予期間の規定を、払込みを完了した場合
には、主約款に定める保険料の払込完了の規定をそれぞれ準用します。

エ．前ウ．に定める金額が払い込まれなかった場合には、この特約は、猶予期間が満了した時から将来に向って解
約されたものとします。

② 第７条（特約保険料の払込免除）の規定によるほか、保険契約者が、主約款に定める保険料の払込完了の特則に
より保険料の払込を完了した場合で、保険料の払込完了日以後の場合にも主約款の保険料払込みの免除に関する規
定を準用して、この特約の保険料の払込みを免除します。

第31条（５年ごと利差配当付個人年金保険に付加した場合の特則）
この特約を５年ごと利差配当付個人年金保険に付加した場合には、次の①～⑦のとおり取り扱います。
① 主契約の年金の種類もしくは年金支払期間の変更または年金支払開始日の繰下げが行なわれた場合には、この特
約の保険期間が変更されることがあります。
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② 前①により、この特約の保険期間が変更された場合、責任準備金（注１）の差額を授受し、その後の特約保険料
を改めます。

③ 第３条（給付金の支払に関する補則）（2）②中「主契約の保険金支払事由が発生したために」とあるのは、主契
約の年金支払開始日前においては「主契約の死亡給付金支払事由が発生したために」、年金支払開始日以後において
は「主契約の被保険者が死亡したために」と、第１７条（特約の返戻金）（3）中「主約款の規定によって主契約の保
険金を支払う場合」とあるのは、主契約の年金支払開始日前においては「主約款の規定によって主契約の死亡給付
金を支払う場合」、年金支払開始日以後においては「主契約の被保険者が死亡した場合」と読み替えます。

④ 主契約の基本年金額を減額したとき（注２）に、主契約の被保険者について定められた入院給付金日額が当会社
所定の限度を超えることとなるときは、その限度の額までその入院給付金日額が減額されます。この場合、減額分
は解約されたものとして取り扱います。

⑤ 主約款に定める契約者貸付の規定の適用により、主契約の基本年金額が新たに定められたときは、前④の規定を
準用して取り扱います。

⑥ 保険契約者が法人で、かつ、次のア．またはイ．に該当するときは、第２条（給付金の支払）①および②の規定
にかかわらず、入院給付金および手術給付金の受取人は、保険契約者とします。
ア．主契約の年金支払開始日前においては、主契約の年金受取人および主契約の死亡給付金受取人（注３）が保険
契約者であるとき。

イ．主契約の年金支払開始日以後においては、主契約の年金受取人および主契約の年金支払開始日前の主契約の死
亡給付金受取人（注３）が保険契約者であるとき。

⑦ 主約款の規定により主契約を払済保険に変更する場合、第２７条（この特約を付加した場合の主契約の取扱いに関
する特則）（1）および（3）中「主契約の解約返戻金」とあるのは「主契約について当会社の定めた方法で計算した
金額」と読み替えます。

（注１）主約款に未経過保険料の取扱いに関する規定があるときは、この特約の未経過保険料を加えます。
（注２）主契約の基本年金額が契約内容の変更により減額されたときを含みます。
（注３）死亡給付金の一部の受取人である場合を含みます。

第32条（養老保険または５年ごと利差配当付養老保険に付加した場合の特則）
この特約を養老保険または５年ごと利差配当付養老保険に付加した場合には、次の①～③のとおり取り扱います。
① この特約の保険期間の満了日と主契約の保険期間の満了日が同一の場合で、主契約が主約款に定める保険契約の
更新の規定により更新されるときは、保険契約者が特に反対の意思を通知しない限り、この特約は主契約と同時に
更新されます。

② 更新後のこの特約は次のとおりとし、主約款に定める保険契約の更新の規定を準用します。
ア．更新後のこの特約の保険期間は、更新後の主契約の保険期間と同一とします。
イ．更新後のこの特約の保険料の払込方法（回数）は、更新後の主契約の保険料の払込方法（回数）と同一としま
す。

ウ．更新後のこの特約の保険期間と保険料払込期間は同一とします。
③ 入院給付金および手術給付金の支払に関する規定の適用に際しては、更新前の保険期間と更新後の保険期間とは
継続されたものとして取り扱います。

第33条（保険期間が終身のこの特約への変更に関する特則）
（1）保険契約者は、次のすべての条件を満たすいずれかの主契約の月単位の契約応当日に、当会社の定める取扱範囲に
より、被保険者の同意を得て、保険期間を終身とするこの特約に変更することができます。（以下本条の変更を行なっ
た場合の保険期間が終身のこの特約を「変更後特約」といいます。）この場合、本条の変更を行なった主契約の月単位
の契約応当日を変更日とします。
① 主契約の保険期間が終身のとき。
② 被保険者の年齢が６９歳以下のとき。
③ 契約日（更新の取扱いが行なわれた後は、最初の契約日）より１０年以上経過しているとき。

（2）本条（1）の規定にかかわらず、次の場合には、当会社は本条の変更を取り扱いません。
① 主契約またはこの特約の保険料の払込みが免除されている場合
② 主契約に特別条件付保険特約を付加している場合

（3）変更後特約の入院給付金日額は、変更前の入院給付金日額と同額とします。
（4）変更後特約には変更時の特約条項を適用し、その保険料は、変更時の保険料率および被保険者の年齢により計算し
ます。

（5）変更後特約の保険料は、次の①～③のいずれかの方法で払い込むことを必要とします。ただし、次の③に規定する
方法は、変更日が主契約の保険料払込期間の満了日の前である場合に限ります。
① 変更日の前日までに一括して払い込む方法
② 当会社の定めるところにより分割して払い込む方法
③ 主契約の保険料払込期間の満了する日を限度とし、当会社の定める取扱範囲により変更後特約の保険料払込期間
を定め、主契約の保険料とともに払い込む方法。この場合、変更後特約の第１回保険料については、主契約の保険
料の払込方法（回数）に応じた保険料払込みの猶予期間の規定によるほか、第１０条（特約の保険期間、保険料払込
期間および保険料の払込み）（7）の規定を準用します。

（6）本条（5）①および②の場合、変更後特約の保険料が払い込まれないときは、本条による保険期間が終身のこの特約
への変更は行なわれなかったものとして取り扱います。

（7）変更後特約について、入院給付金の支払、手術給付金の支払、特約保険料の払込免除ならびに告知義務および告知
義務違反に関する規定の適用に際しては、変更前のこの特約の保険期間と変更後特約の保険期間とは継続されたもの
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とします。
（8）本条の変更が行なわれた場合、変更前のこの特約は変更日の前日に消滅します。この場合、当会社は、責任準備金
（注）があるときにはこれを保険契約者に支払います。

（9）本条（1）の規定にかかわらず、変更日に当会社がこの特約の付加を取り扱っていない場合には、当会社は本条の変
更を取り扱いません。この場合、この特約は、当会社の定める取扱範囲により、本条の取扱いに準じて、変更日に当
会社の定める他の特約へ変更されます。

（注）主約款に未経過保険料の取扱いに関する規定があるときは、この特約の未経過保険料を加えます。
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項目 提出書類

１ 入院給付金

（1）当会社所定の請求書
（2）当会社所定の様式による医師（被保険者が医師の場合には、被保険者以外
の医師）の診断書

（3）当会社所定の様式による入院した病院または診療所の入院証明書
（4）被保険者の住民票（ただし、受取人と同一の場合は不要。）
（5）入院給付金の受取人の戸籍謄（抄）本と印鑑証明書
（6）最終の保険料払込みを証する書類
（7）保険証券
第６条（入院給付金・手術給付金の請求、支払時期および支払場所）（3）の規
定により代理して請求を行なう際に、上記に追加して必要となる書類
（8）代理して請求する者の住民票と戸籍謄（抄）本と印鑑証明書
（9）被保険者および代理して請求する者の健康保険証の写し等代理して請求す
る者が被保険者と生計を一にしていることが確認できる書類（ただし、代理
して請求する者が被保険者の戸籍上の配偶者の場合は不要。）

２ 手術給付金

（1）当会社所定の請求書
（2）当会社所定の様式による医師（被保険者が医師の場合には、被保険者以外
の医師）の診断書

（3）当会社所定の様式による手術を受けた病院または診療所の手術証明書
（4）被保険者の住民票（ただし、受取人と同一の場合は不要。）
（5）手術給付金の受取人の戸籍謄（抄）本と印鑑証明書
（6）最終の保険料払込みを証する書類
（7）保険証券
第６条（入院給付金・手術給付金の請求、支払時期および支払場所）（3）の規
定により代理して請求を行なう際に、上記に追加して必要となる書類
（8）代理して請求する者の住民票と戸籍謄（抄）本と印鑑証明書
（9）被保険者および代理して請求する者の健康保険証の写し等代理して請求す
る者が被保険者と生計を一にしていることが確認できる書類（ただし、代理
して請求する者が被保険者の戸籍上の配偶者の場合は不要。）

（注）当会社は、上記以外の書類の提出を求め、または上記の提出書類の一部の省略を認めることがあります。

別表１ 請求書類
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手術番号手術の種類 給付倍率

§皮膚・乳房の手術
１．植皮術（２５�未満は除く。）
２．乳房切断術

§筋骨の手術（抜釘術は除く。）
３．骨移植術
４．骨髄炎・骨結核手術（膿瘍の単なる切開は除く。）
５．頭蓋骨観血手術（鼻骨・鼻中隔を除く。）
６．鼻骨観血手術（鼻中隔弯曲症手術を除く。）
７．上顎骨・下顎骨・顎関節観血手術（歯・歯肉の処置に伴うものを除く。）
８．脊椎・骨盤観血手術
９．鎖骨・肩胛骨・肋骨・胸骨観血手術
１０．四肢切断術（手指・足指を除く。）
１１．切断四肢再接合術（骨・関節の離断に伴うもの。）
１２．四肢骨・四肢関節観血手術（手指・足指を除く。）
１３．筋・腱・靱帯観血手術（手指・足指を除く。筋炎・結節腫・粘液腫手術は除く。）

§呼吸器・胸部の手術
１４．慢性副鼻腔炎根本手術
１５．喉頭全摘除術
１６．気管・気管支・肺・胸膜手術（開胸術（※２）を伴うもの。）
１７．胸郭形成術
１８．縦隔腫瘍摘出術

§循環器・脾の手術
１９．観血的血管形成術（血液透析用外シャント形成術を除く。）
２０．静脈瘤根本手術
２１．大動脈・大静脈・肺動脈・冠動脈手術（開胸・開腹術（※２）（※３）を伴うもの。）
２２．心膜切開・縫合術
２３．直視下心臓内手術
２４．体内用ペースメーカー埋込術
２５．脾摘除術

§消化器の手術
２６．耳下腺腫瘍摘出術
２７．顎下腺腫瘍摘出術
２８．食道離断術
２９．胃切除術
３０．その他の胃・食道手術（開胸・開腹術（※２）（※３）を伴うもの。）
３１．腹膜炎手術
３２．肝臓・胆嚢・胆道・膵臓観血手術
３３．ヘルニア根本手術
３４．虫垂切除術・盲腸縫縮術
３５．直腸脱根本手術
３６．その他の腸・腸間膜手術（開腹術（※３）を伴うもの。）
３７．痔瘻・脱肛・痔核根本手術（根治を目的としたもので、処置・単なる痔核のみの手術
は除く。）

§尿・性器の手術
３８．腎移植手術（受容者に限る。）
３９．腎臓・腎盂・尿管・膀胱・観血手術（経尿道的操作は除く。）
４０．尿道狭窄観血手術（経尿道的操作は除く。）
４１．尿瘻閉鎖観血手術（経尿道的操作は除く。）
４２．陰茎切断術
４３．睾丸・副睾丸・精管・精索・精嚢・前立腺手術
４４．陰嚢水腫根本手術
４５．子宮広汎全摘除術（単純子宮全摘等の子宮全摘除術は除く。）
４６．子宮頸管形成術・子宮頸管縫縮術
４７．帝王切開娩出術

２０
２０

２０
２０
２０
１０
２０
２０
１０
２０
２０
１０
１０

１０
２０
２０
２０
４０

２０
１０
４０
２０
４０
２０
２０

２０
１０
４０
４０
２０
２０
２０
１０
１０
２０
２０
１０

４０
２０
２０
２０
４０
２０
１０
４０
１０
１０

別表２ 対象となる手術および給付倍率表

「手術」とは、治療を直接の目的として、器具を用い、生体に切断、摘除等の操作を加えることをいい、下表の手術番号１
～８８を指します。吸引、穿刺等の処置および神経ブロックは除きます。

約款 148



手術番号手術の種類 給付倍率

４８．子宮外妊娠手術
４９．子宮脱・膣脱手術
５０．その他の子宮手術（子宮頸管ポリープ切除術・人工妊娠中絶術を除く。）
５１．卵管・卵巣観血手術（経膣的操作は除く。）
５２．その他の卵管・卵巣手術

§内分泌器の手術
５３．下垂体腫瘍摘除術
５４．甲状腺手術
５５．副腎全摘除術

§神経の手術
５６．頭蓋内観血手術
５７．神経観血手術（形成術・移植術・切除術・減圧術・開放術・捻除術。）
５８．観血的脊髄腫瘍摘出手術
５９．脊髄硬膜内外観血手術

§感覚器・視器の手術（屈折異常に対する手術は除く。）
６０．眼瞼下垂症手術
６１．涙小管形成術
６２．涙嚢鼻腔吻合術
６３．結膜嚢形成術
６４．角膜移植術
６５．観血的前房・虹彩・硝子体・眼窩内異物除去術
６６．虹彩前後癒着剥離術
６７．緑内障観血手術
６８．白内障・水晶体観血手術
６９．硝子体観血手術
７０．網膜剥離症手術
７１．レーザー・冷凍凝固による眼球手術（施術の開始日から６０日の間に１回の給付を限度
とする。）

７２．眼球摘除術・組織充填術
７３．眼窩腫瘍摘出術
７４．眼筋移植術

§感覚器・聴器の手術
７５．観血的鼓膜・鼓室形成術
７６．乳様洞削開術
７７．中耳根本手術
７８．内耳観血手術
７９．聴神経腫瘍摘出術

§悪性新生物の手術
８０．悪性新生物根治手術（ファイバースコープまたは血管・バスケットカテーテルによる
手術を除く。）

８１．悪性新生物温熱療法（施術の開始日から６０日の間に１回の給付を限度とする。）
８２．その他の悪性新生物手術（ファイバースコープまたは血管・バスケットカテーテルに
よる手術を除く。）

§上記以外の手術
８３．上記以外の開頭術（※１）
８４．上記以外の開胸術（※２）
８５．上記以外の開腹術（※３）
８６．衝撃波による体内結石破砕術（施術の開始日から６０日の間に１回の給付を限度とする。）
８７．ファイバースコープまたは血管・バスケットカテーテルによる脳・喉頭・胸・腹部臓
器手術（検査・処置は含まない。施術の開始日から６０日の間に１回の給付を限度とする。）

§新生物根治放射線照射
８８．新生物根治放射線照射（５０グレイ以上の照射で、施術の開始日から６０日の間に１回の
給付を限度とする。）

２０
２０
２０
２０
１０

４０
２０
２０

４０
２０
４０
２０

１０
１０
１０
１０
１０
１０
１０
２０
２０
１０
１０
１０

２０
２０
１０

２０
１０
２０
２０
４０

４０

１０
２０

２０
２０
１０
２０
１０

１０

（※１）「開頭術」とは、頭蓋を開き、脳を露出させる手術をいいます。
（※２）「開胸術」とは、胸腔を開く手術であって、膿胸手術、胸膜、肺臓、心臓、横隔膜、縦隔洞、食道手術等、胸腔

内に操作を加える際に行なうものをいいます。
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分 類 項 目 基本分類コード

妊娠、分娩および産じょく＜褥＞における浮腫、たんぱく＜蛋白＞尿および高血圧性障害
主として妊娠に関連するその他の母体障害
胎児および羊膜腔に関連する母体ケアならびに予想される分娩の諸問題
分娩の合併症
分娩（単胎自然分娩（Ｏ８０）は除く）
主として産じょく＜褥＞に関連する合併症
その他の産科的病態、他に分類されないもの

Ｏ１０～Ｏ１６
Ｏ２０～Ｏ２９
Ｏ３０～Ｏ４８
Ｏ６０～Ｏ７５
Ｏ８１～Ｏ８４
Ｏ８５～Ｏ９２
Ｏ９４～Ｏ９９

（※３）「開腹術」とは、腹壁を切開し、腹腔を開く手術であって、胃、十二指腸、小腸、大腸、虫垂、肝臓および胆道、
膵臓、脾臓、卵巣および子宮手術等、腹腔内に操作を加える際に行なうものをいいます。

別表３ 異常分娩

「異常分娩」とは、平成６年１０月１２日総務庁告示第７５号に定められた分類項目中、次の基本分類コードに規定される内容を
伴う分娩とし、分類項目の内容については、厚生労働省大臣官房統計情報部編「疾病、傷害および死因統計分類提要ＩＣＤ
－１０（２００３年度版）準拠」によるものとします。

別表４ 対象となる保険金額等

（1）平準定期保険特約の特約保険金額
（2）生存給付金付定期保険特約の特約保険金額
（3）逓減定期保険特約の特約基本保険金額
（4）逓増定期保険特約の特約基本保険金額
（5）収入保障特約の保険金換算額
（6）家計保障定期保険特約の責任開始期の特約保険金額
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第１条 特定状態保険金の支払
第２条 特定状態保険金の支払に関する補則
第３条 特定状態保険金の請求、支払時期および支払

場所
第４条 特定状態保険金を支払わない場合
第５条 特約の締結
第６条 特約の責任開始期
第７条 特約保険料
第８条 特約の失効
第９条 特約の復活
第10条 告知義務および告知義務違反による解除
第11条 重大事由による解除
第12条 特約の解約
第13条 特約の解約返戻金
第14条 特約の消滅とみなす場合
第15条 特約の復旧
第16条 指定代理請求人の変更
第17条 主約款の契約者配当金の割当および支払の規

定を適用する場合の取扱い
第18条 管轄裁判所
第19条 主約款の規定の準用
第20条 主契約に特別条件付保険特約に規定する保険

金削減支払法が適用されている場合の特則
第21条 主契約に平準定期保険特約、生存給付金付定

期保険特約または特定疾病保障定期保険特約
が付加されている場合の特則

第22条 主契約に逓減定期保険特約が付加されている
場合の特則

第23条 主契約に逓増定期保険特約が付加されている
場合の特則

第24条 主契約に家計保障定期保険特約が付加されて
いる場合の特則

第25条 主契約に収入保障特約が付加されている場合
の特則

第26条 主契約に配偶者定期保険特約が付加されてい
る場合の特則

第27条 主契約にこども定期保険特約が付加されてい
る場合の特則

第28条 主契約に付加されている入院給付金のある特
約等の取扱い

第29条 定期保険、養老保険、５年ごと利差配当付養
老保険または家計保障定期保険に付加した場
合の特則

第30条 逓増定期保険または低解約返戻金型逓増定期
保険に付加した場合の特則

第31条 終身保険、５年ごと利差配当付終身保険、５
年ごと利差配当付総合終身保険、５年ごと利
差配当付低解約返戻金型終身保険または５年
ごと利差配当付低解約返戻金型総合終身保険
に付加した場合の特則

第32条 ５年ごと利差配当付特定疾病保障終身保険ま
たは特定疾病保障定期保険に付加した場合の
特則

第33条 ５年ごと利差配当付個人年金保険に付加した
場合の特則

リビング・ニーズ特約条項

リビング・ニーズ特約条項 目次

（平成２２年３月２日改定）
（この特約の概要）
この特約は、主たる保険契約（以下「主契約」といいます。）の全部または一部について、将来の保険金の支払にかえて、主

契約の被保険者（以下「被保険者」といいます。）の余命が６か月以内と判断される場合に特定状態保険金を支払うことを目的
としたものです。

第１条（特定状態保険金の支払）
（1）当会社は、被保険者の余命が６か月以内と判断されるときは、特定状態保険金を特定状態保険金の受取人に支払い
ます。ただし、特定状態保険金の請求日（第３条（特定状態保険金の請求、支払時期および支払場所）（1）に規定す
る当会社所定の書類が当会社に到着した日をいいます。以下同じ。）が主契約の保険期間の満了する日の直前の年単位
の契約応当日以後である場合には、当会社は、特定状態保険金を支払いません。

（2）特定状態保険金の金額は、次の金額とします。

特定状態保険金
の金額

＝

主契約の保険金額のうち、当会
社の定める範囲内で特定状態保
険金の受取人が指定した金額（以
下「指定保険金額」といいます。）

－

当会社の定めた方法で計算した特定
状態保険金の請求日から６か月間の
指定保険金額に対応する利息および
保険料に相当する額

第２条（特定状態保険金の支払に関する補則）
（1）特定状態保険金の受取人は、被保険者とし、それ以外の者に変更することはできません。
（2）保険契約者が法人で、かつ、主契約の死亡保険金受取人（死亡保険金の一部の受取人である場合を含みます。）およ
び主契約の満期保険金受取人（満期保険金の一部の受取人である場合を含みます。）が保険契約者（その法人）である
場合には、本条（1）の規定にかかわらず、保険契約者（その法人）を特定状態保険金の受取人とし、それ以外の者に
変更することはできません。

（3）主契約の保険金額の全部が指定保険金額として指定され、特定状態保険金が支払われた場合には、主契約は、特定
状態保険金の請求日にさかのぼって消滅したものとします。

（4）主契約の保険金額の一部が指定保険金額として指定され、特定状態保険金が支払われた場合には、主契約は、指定
保険金額分が特定状態保険金の請求日にさかのぼって消滅したものとして取り扱います。

（5）本条（4）の場合、主契約の保険金額は、主契約の保険金額から指定保険金額を差し引いた金額に改めます。
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特約の付加の時期
特約上の責任が開始される時

（責任開始期）

① 主契約締結の際、主契約に付加する場合 主契約の責任開始期と同一

② 主契約の契約日後、主契約に付加する場合 当会社が特約付加の申込を承諾した時

（6）特定状態保険金を支払う前に、主契約の普通保険約款（以下「主約款」といいます。）に定める死亡保険金または高
度障害保険金の請求を受けたときは、当会社は、特定状態保険金の請求はなかったものとして取り扱います。

（7）主約款に定める死亡保険金または高度障害保険金の請求を受け、その保険金を支払うときは、当会社は、特定状態
保険金を支払いません。

（8）主約款に定める死亡保険金または高度障害保険金が支払われた場合には、その支払後に特定状態保険金の請求を受
けても、当会社は、これを支払いません。

（9）特定状態保険金を支払うときに主約款の規定による保険料の振替貸付または契約者貸付があるときは、当会社は、
特定状態保険金からそれらの元利金を差し引きます。

第３条（特定状態保険金の請求、支払時期および支払場所）
（1）特定状態保険金の受取人は、特定状態保険金を請求（注）する場合には、当会社所定の書類（別表１）を提出して
ください。

（2）特定状態保険金の受取人が特定状態保険金を請求（注）できない次の①～③に定めるいずれかの事情があるときは、
保険契約者が被保険者の同意を得てあらかじめ指定または第１６条（指定代理請求人の変更）の規定により変更した１
人の者（以下「指定代理請求人」といいます。）が、当会社所定の書類（別表１）およびその事情を証明する書類を提
出して、特定状態保険金の受取人の代理人として特定状態保険金を請求（注）することができます。ただし、特定状
態保険金の受取人が法人である場合を除きます。
① 傷害または疾病により、特定状態保険金を請求（注）する意思表示ができないこと。
② 傷病名の告知を受けていないこと。
③ その他前①または②に準じた状態であること。

（3）指定代理請求人が本条（2）の特定状態保険金の請求（注）を行う場合、指定代理請求人は請求時において次のいず
れかに該当することを必要とします。
① 被保険者の戸籍上の配偶者
② 被保険者の直系血族
③ 被保険者と同居し、または被保険者と生計を一にしている被保険者の３親等内の親族

（4）本条（2）および（3）の規定により当会社が特定状態保険金を指定代理請求人に支払ったときは、その後特定状態
保険金の請求（注）を受けても、当会社は、これを支払いません。

（5）主約款に定める保険金の支払時期および支払場所に関する規定は、この特約による特定状態保険金の支払の場合に
準用します。

（注）第１条（特定状態保険金の支払）（2）の規定による主契約の保険金額の指定を含みます。

第４条（特定状態保険金を支払わない場合）
被保険者が次の①～③のいずれかによって第１条（特定状態保険金の支払）（1）の規定に該当した場合には、当会社

は、特定状態保険金を支払いません。ただし、次の②の場合で、被保険者から請求があったときは、この限りではあり
ません。
① 保険契約者または被保険者の故意
② 指定代理請求人の故意
③ 戦争その他の変乱

第５条（特約の締結）
保険契約者は、主契約の契約日以後、被保険者の同意および当会社の承諾を得て、この特約を主契約に付加して締結

することができます。

第６条（特約の責任開始期）
（1）当会社は、下表の「特約上の責任が開始される時（責任開始期）」からこの特約上の責任を負います。

（2）この特約に関する保険証券の交付については、主約款または他の特約条項の規定によります。

第７条（特約保険料）
この特約に対する保険料はありません。

第８条（特約の失効）
主契約が効力を失った場合には、この特約も同時に将来に向って効力を失います。

第９条（特約の復活）
（1）主契約の復活請求の際には、この特約についても同時に復活の請求があったものとします。
（2）当会社は、本条（1）の規定によって請求された特約の復活を承諾した場合には、主約款の復活の規定を準用して、
この特約の復活の取扱いをします。
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第10条（告知義務および告知義務違反による解除）
（1）主約款の告知義務および告知義務違反による解除の規定は、特定状態保険金の支払の場合に準用します。
（2）本条（1）の場合、主契約を解除するときは、当会社は、その旨を保険契約者に通知します。ただし、保険契約者ま
たはその住所もしくは居所が不明であるか、その他正当な理由によって保険契約者に通知できない場合には、被保険
者または保険金の受取人に通知し、正当な理由によって保険契約者、被保険者または保険金の受取人のいずれにも通
知できない場合には、指定代理請求人に通知します。

第11条（重大事由による解除）
（1）主約款の重大事由による解除の規定は、特定状態保険金の支払の場合に準用します。この場合、保険金の受取人に
指定代理請求人を含めます。

（2）本条（1）の場合、主契約を解除するときは、当会社は、その旨を保険契約者に通知します。ただし、保険契約者ま
たはその住所もしくは居所が不明であるか、その他正当な理由によって保険契約者に通知できない場合には、被保険
者または保険金の受取人に通知し、正当な理由によって保険契約者、被保険者または保険金の受取人のいずれにも通
知できない場合には、指定代理請求人に通知します。

第12条（特約の解約）
保険契約者は、いつでも将来に向って、この特約を解約することができます。

第13条（特約の解約返戻金）
この特約に対する解約返戻金はありません。

第14条（特約の消滅とみなす場合）
次の①～③の場合には、この特約は消滅したものとみなします。
① 第１条（特定状態保険金の支払）の規定により特定状態保険金が支払われたとき。
② 主契約が解約その他の事由によって消滅したとき。
③ 主契約が延長定期保険に変更されたとき。

第15条（特約の復旧）
延長定期保険に変更された主契約について元の保険契約への復旧の請求があった場合には、前条③の規定によって消

滅したこの特約も同時に復旧の請求があったものとします。

第16条（指定代理請求人の変更）
（1）保険契約者またはその承継人は、被保険者の同意を得て、指定代理請求人を変更することができます。ただし、変
更後の指定代理請求人は、第３条（特定状態保険金の請求、支払時期および支払場所）（3）の規定の範囲内の者であ
ることを必要とします。

（2）本条（1）の変更を請求するときは、保険契約者またはその承継人は、当会社所定の書類（別表１）を提出してくだ
さい。

（3）本条（1）の変更は、保険証券に表示を受けてからでなければ、当会社に対抗することができません。

第17条（主約款の契約者配当金の割当および支払の規定を適用する場合の取扱い）
特定状態保険金の支払に際しては、指定保険金額分に対して、主契約の死亡保険金を支払うときの取扱いに準じて、

主約款の契約者配当金の割当および支払の規定を適用します。

第18条（管轄裁判所）
この特約における特定状態保険金の請求に関する訴訟については、主約款の管轄裁判所の規定を準用します。

第19条（主約款の規定の準用）
この特約に別段の定めのない場合には、主約款の規定を準用します。

第20条（主契約に特別条件付保険特約に規定する保険金削減支払法が適用されている場合の特則）
主契約に特別条件付保険特約が付加され、特別条件付保険特約条項に規定する保険金削減支払法が主契約に適用され

ている場合で、保険金削減期間内に特定状態保険金の請求があったときは、当会社は次の金額を特定状態保険金として
支払います。

特定状態保
険金の金額

＝ 指定保
険金額

×
特定状態保険金の請求日に
おける特別条件付保険特約
条項に定める所定の割合

－
当会社の定めた方法で計算した特定状態保
険金の請求日から６か月間の指定保険金額
に対応する利息および保険料に相当する額

第21条（主契約に平準定期保険特約、生存給付金付定期保険特約または特定疾病保障定期保険特約が付加されている場合の特
則）
主契約に平準定期保険特約、生存給付金付定期保険特約または特定疾病保障定期保険特約が付加されている場合には、

次の①～⑥のとおり取り扱います。
① 第１条（特定状態保険金の支払）（2）に定める主契約の保険金額に平準定期保険特約、生存給付金付定期保険特
約および特定疾病保障定期保険特約の保険金額を加えます。

② 第１条（特定状態保険金の支払）（2）に定める指定保険金額は、特定状態保険金の請求日における主契約、平準
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定期保険特約、生存給付金付定期保険特約および特定疾病保障定期保険特約の保険金額から、特定状態保険金の受
取人が指定した金額とします。

③ 特定状態保険金の支払に際しては、第２条（特定状態保険金の支払に関する補則）の規定を準用します。
④ 平準定期保険特約、生存給付金付定期保険特約および特定疾病保障定期保険特約については、特定状態保険金の
請求日が特約保険期間満了日（注１）の直前の主契約の年単位の契約応当日以後である場合には、本特則は適用し
ません。

⑤ 主契約に特別条件付保険特約が付加され、特別条件付保険特約条項に規定する保険金削減支払法が平準定期保険
特約、生存給付金付定期保険特約または特定疾病保障定期保険特約に適用されている場合で、保険金削減期間内に
特定状態保険金の請求があったときは、当会社は次の金額を特定状態保険金として支払います。

特定状態保
険金の金額

＝ 指定保
険金額

×
特定状態保険金の請求日に
おける特別条件付保険特約
条項に定める所定の割合

－
当会社の定めた方法で計算した特定状態保
険金の請求日から６か月間の指定保険金額
に対応する利息および保険料に相当する額

⑥ 特定疾病保障定期保険特約が付加されている場合には、次のとおりとします。
ア．この特約と特定疾病保障定期保険特約の指定代理請求人は、同一人であることを必要とします。
イ．この特約と特定疾病保障定期保険特約のいずれかにおいて、指定代理請求人の指定または変更（注２）が行わ
れたときは、他の特約についても同一の指定または変更（注２）が行われたものとします。

ウ．特定疾病保障定期保険特約条項に定める特約特定疾病保険金の請求と特定状態保険金の請求を重ねてうけた場
合には、特定状態保険金の請求はなかったものとして取り扱い、特定状態保険金は支払いません。

（注１）それぞれの特約条項の規定により特約が更新される場合を除きます。
（注２）指定代理請求人を指定しない場合を含みます。

第22条（主契約に逓減定期保険特約が付加されている場合の特則）
主契約に逓減定期保険特約が付加されている場合には、次の①～⑤のとおり取り扱います。
① 第１条（特定状態保険金の支払）（2）に定める主契約の保険金額に逓減定期保険特約の保険金額を加えます。こ
の場合、逓減定期保険特約の保険金額は、特定状態保険金の請求日から６か月後の月単位の応当日（注１）におけ
る保険金額とします。

② 第１条（特定状態保険金の支払）（2）に定める指定保険金額は、特定状態保険金の請求日における主契約の保険
金額および特定状態保険金の請求日から６か月後の月単位の応当日（注１）における逓減定期保険特約の保険金額
から特定状態保険金の受取人が指定した金額とします。

③ 特定状態保険金の支払に際しては、第２条（特定状態保険金の支払に関する補則）（1）、（2）および（6）～（9）
までの規定を準用するほか、次のとおりとします。
ア．特定状態保険金の請求日から６か月後の月単位の応当日（注１）における逓減定期保険特約の保険金額の全部
が指定保険金額として指定され、特定状態保険金が支払われた場合には、逓減定期保険特約は、特定状態保険金
の請求日にさかのぼって消滅したものとします。

イ．特定状態保険金の請求日から６か月後の月単位の応当日（注１）における逓減定期保険特約の保険金額の一部
が指定保険金額として指定され、特定状態保険金が支払われた場合には、逓減定期保険特約は指定保険金額に対
応する特約基本保険金額分が、特定状態保険金の請求日にさかのぼって消滅したものとします。

ウ．前イ．の場合、逓減定期保険特約の特約基本保険金額は、逓減定期保険特約の特約基本保険金額から指定保険
金額に対応する特約基本保険金額を差し引いた金額に改められます。

④ 逓減定期保険特約については、特定状態保険金の請求日が特約保険期間満了日（注２）の直前の主契約の年単位
の契約応当日以後である場合には、本特則は適用しません。

⑤ 主契約に特別条件付保険特約が付加され、特別条件付保険特約条項に規定する保険金削減支払法が逓減定期保険
特約に適用されている場合で、保険金削減期間内に特定状態保険金の請求があったときは、前条⑤の規定を適用し
ます。

（注１）応当日のない場合は、その月の末日とします。
（注２）逓減定期保険特約条項の規定により逓減定期保険特約が更新される場合を除きます。

第23条（主契約に逓増定期保険特約が付加されている場合の特則）
主契約に逓増定期保険特約が付加されている場合には、次の①～⑤のとおり取り扱います。
① 第１条（特定状態保険金の支払）（2）に定める主契約の保険金額に逓増定期保険特約の保険金額を加えます。こ
の場合、逓増定期保険特約の保険金額は、特定状態保険金の請求日における保険金額とします。

② 第１条（特定状態保険金の支払）（2）に定める指定保険金額は、特定状態保険金の請求日における主契約の保険
金額および特定状態保険金の請求日における逓増定期保険特約の保険金額から特定状態保険金の受取人が指定した
金額とします。

③ 特定状態保険金の支払に際しては、第２条（特定状態保険金の支払に関する補則）（1）、（2）および（6）～（9）
までの規定を準用するほか、次のとおりとします。
ア．特定状態保険金の請求日における逓増定期保険特約の保険金額の全部が指定保険金額として指定され、特定状
態保険金が支払われた場合には、逓増定期保険特約は特定状態保険金の請求日にさかのぼって消滅したものとし
ます。

イ．特定状態保険金の請求日における逓増定期保険特約の保険金額の一部が指定保険金額として指定され、特定状
態保険金が支払われた場合には、逓増定期保険特約は指定保険金額に対応する特約基本保険金額分が、特定状態
保険金の請求日にさかのぼって消滅したものとします。
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ウ．前イ．の場合、逓増定期保険特約の特約基本保険金額は、逓増定期保険特約の特約基本保険金額から指定保険
金額に対応する特約基本保険金額を差し引いた金額に改められます。

④ 逓増定期保険特約については、特定状態保険金の請求日が特約保険期間満了日（注）の直前の主契約の年単位の
契約応当日以後である場合には、本特則は適用しません。

⑤ 主契約に特別条件付保険特約が付加され、特別条件付保険特約条項に規定する保険金削減支払法が逓増定期保険
特約に適用されている場合で、保険金削減期間内に特定状態保険金の請求があったときは、第２１条（主契約に平準
定期保険特約、生存給付金付定期保険特約または特定疾病保障定期保険特約が付加されている場合の特則）⑤の規
定を適用します。

（注）逓増定期保険特約条項の規定により逓増定期保険特約が更新される場合を除きます。

第24条（主契約に家計保障定期保険特約が付加されている場合の特則）
主契約に家計保障定期保険特約が付加されている場合には、次の①～⑤のとおり取り扱います。
① 第１条（特定状態保険金の支払）（2）に定める主契約の保険金額に家計保障定期保険特約の保険金額を加えます。
この場合、家計保障定期保険特約の保険金額は、特定状態保険金の請求日から６か月後の月単位の応当日（注１）
における保険金額（注２）とします。

② 第１条（特定状態保険金の支払）（2）に定める指定保険金額は、特定状態保険金の請求日における主契約の保険
金額および特定状態保険金の請求日から６か月後の月単位の応当日（注１）における家計保障定期保険特約の保険
金額（注２）から特定状態保険金の受取人が指定した金額とします。

③ 特定状態保険金の支払に際しては、第２条（特定状態保険金の支払に関する補則）（1）、（2）および（6）～（9）
までの規定を準用するほか、次のとおりとします。
ア．特定状態保険金の請求日から６か月後の月単位の応当日（注１）における家計保障定期保険特約の保険金額（注
２）の全部が指定保険金額として指定され、特定状態保険金が支払われた場合には、家計保障定期保険特約は、
特定状態保険金の請求日にさかのぼって消滅したものとします。

イ．特定状態保険金の請求日から６か月後の月単位の応当日（注１）における家計保障定期保険特約の保険金額（注
２）の一部が指定保険金額として指定され、特定状態保険金が支払われた場合には、家計保障定期保険特約は指
定保険金額に対応する特約基準給付金月額分が、特定状態保険金の請求日にさかのぼって消滅したものとします。

ウ．前イ．の場合、家計保障定期保険特約の特約基準給付金月額は、家計保障定期保険特約の特約基準給付金月額
から指定保険金額に対応する特約基準給付金月額を差し引いた金額に改められます。

エ．特定状態保険金については、家計保障定期保険特約条項に定める特約保険金の月払給付に関する規定を適用し
ません。

④ 家計保障定期保険特約については、特定状態保険金の請求日が特約保険期間満了日の直前の主契約の年単位の契
約応当日以後である場合には、本特則は適用しません。

⑤ 主契約に特別条件付保険特約が付加され、特別条件付保険特約条項に規定する保険金削減支払法が家計保障定期
保険特約に適用されている場合で、保険金削減期間内に特定状態保険金の請求があったときは、当会社は次の金額
を特定状態保険金として支払います。

特定状態保
険金の金額

＝ 指定保険金額 ×
特定状態保険金の請求日に
おける特別条件付保険特約
条項に定める所定の割合

－

当会社の定めた方法で計算した特定
状態保険金の請求日から６か月間の
指定保険金額に対応する利息および
保険料に相当する額

（注１）応当日のない場合は、その月の末日とします。
（注２）特定状態保険金の請求日における特約保険金額を超える場合は特定状態保険金の請求日における特約保険金額と

します。

第25条（主契約に収入保障特約が付加されている場合の特則）
主契約に収入保障特約が付加されている場合には、次の①および②のとおり取り扱います。
① 第２条（特定状態保険金の支払に関する補則）（3）、第３０条（逓増定期保険または低解約返戻金型逓増定期保険に
付加した場合の特則）（1）②ア．または第３１条（終身保険、５年ごと利差配当付終身保険、５年ごと利差配当付総
合終身保険、５年ごと利差配当付低解約返戻金型終身保険または５年ごと利差配当付低解約返戻金型総合終身保険
に付加した場合の特則）（2）②ア．の規定により主契約が消滅したときは、収入保障特約は消滅したものとみなし、
収入保障特約の責任準備金を払い戻します。

② 第２条（特定状態保険金の支払に関する補則）（4）、（5）、第２１条（主契約に平準定期保険特約、生存給付金付定
期保険特約または特定疾病保障定期保険特約が付加されている場合の特則）③、第２２条（主契約に逓減定期保険特
約が付加されている場合の特則）③、第２３条（主契約に逓増定期保険特約が付加されている場合の特則）③および
第２４条（主契約に家計保障定期保険特約が付加されている場合の特則）③の規定により主契約の保険金額（注）、逓
減定期保険特約もしくは逓増定期保険特約の特約基本保険金額または家計保障定期保険特約の特約基準給付金月額
が改められるときでも、収入保障特約はそのまま有効に継続します。

（注）主契約に付加されている平準定期保険特約、生存給付金付定期保険特約または特定疾病保障定期保険特約の保険金
額を含みます。

第26条（主契約に配偶者定期保険特約が付加されている場合の特則）
主契約に配偶者定期保険特約が付加されている場合には、次の①および②のとおり取り扱います。
① 第２条（特定状態保険金の支払に関する補則）（3）、第２９条（定期保険、養老保険、５年ごと利差配当付養老保険
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または家計保障定期保険に付加した場合の特則）（2）②ア．、第３０条（逓増定期保険または低解約返戻金型逓増定
期保険に付加した場合の特則）（1）②ア．または第３１条（終身保険、５年ごと利差配当付終身保険、５年ごと利差
配当付総合終身保険、５年ごと利差配当付低解約返戻金型終身保険または５年ごと利差配当付低解約返戻金型総合
終身保険に付加した場合の特則）（2）②ア．の規定により主契約が消滅したときは、配偶者定期保険特約は消滅し
たものとみなし、配偶者定期保険特約の責任準備金を払い戻します。

② 第２条（特定状態保険金の支払に関する補則）（4）、（5）、第２１条（主契約に平準定期保険特約、生存給付金付定
期保険特約または特定疾病保障定期保険特約が付加されている場合の特則）③、第２２条（主契約に逓減定期保険特
約が付加されている場合の特則）③、第２３条（主契約に逓増定期保険特約が付加されている場合の特則）③および
第２４条（主契約に家計保障定期保険特約が付加されている場合の特則）③の規定により主契約の保険金額（注）、逓
減定期保険特約もしくは逓増定期保険特約の特約基本保険金額または家計保障定期保険特約の特約基準給付金月額
が改められるときでも、配偶者定期保険特約はそのまま有効に継続します。

（注）主契約に付加されている平準定期保険特約、生存給付金付定期保険特約または特定疾病保障定期保険特約の保険金
額を含みます。

第27条（主契約にこども定期保険特約が付加されている場合の特則）
主契約にこども定期保険特約が付加されている場合には、次の①および②のとおり取り扱います。
① 第２条（特定状態保険金の支払に関する補則）（3）、第２９条（定期保険、養老保険、５年ごと利差配当付養老保険
または家計保障定期保険に付加した場合の特則）（2）②ア．、第３０条（逓増定期保険または低解約返戻金型逓増定
期保険に付加した場合の特則）（1）②ア．または第３１条（終身保険、５年ごと利差配当付終身保険、５年ごと利差
配当付総合終身保険、５年ごと利差配当付低解約返戻金型終身保険または５年ごと利差配当付低解約返戻金型総合
終身保険に付加した場合の特則）（2）②ア．の規定により主契約が消滅したときは、こども定期保険特約は消滅し
たものとみなし、こども定期保険特約の責任準備金を払い戻します。

② 第２条（特定状態保険金の支払に関する補則）（4）、（5）、第２１条（主契約に平準定期保険特約、生存給付金付定
期保険特約または特定疾病保障定期保険特約が付加されている場合の特則）③、第２２条（主契約に逓減定期保険特
約が付加されている場合の特則）③、第２３条（主契約に逓増定期保険特約が付加されている場合の特則）③および
第２４条（主契約に家計保障定期保険特約が付加されている場合の特則）③の規定により主契約の保険金額（注）、逓
減定期保険特約もしくは逓増定期保険特約の特約基本保険金額または家計保障定期保険特約の特約基準給付金月額
が改められるときでも、こども定期保険特約はそのまま有効に継続します。

（注）主契約に付加されている平準定期保険特約、生存給付金付定期保険特約または特定疾病保障定期保険特約の保険金
額を含みます。

第28条（主契約に付加されている入院給付金のある特約等の取扱い）
（1）第２条（特定状態保険金の支払に関する補則）（3）、第２９条（定期保険、養老保険、５年ごと利差配当付養老保険ま
たは家計保障定期保険に付加した場合の特則）（2）②ア．、第３０条（逓増定期保険または低解約返戻金型逓増定期保
険に付加した場合の特則）（1）②ア．もしくは第３１条（終身保険、５年ごと利差配当付終身保険、５年ごと利差配当
付総合終身保険、５年ごと利差配当付低解約返戻金型終身保険または５年ごと利差配当付低解約返戻金型総合終身保
険に付加した場合の特則）（2）②ア．の規定により主契約が消滅したときまたは第２条（特定状態保険金の支払に関
する補則）（4）、（5）、第２１条（主契約に平準定期保険特約、生存給付金付定期保険特約または特定疾病保障定期保険
特約が付加されている場合の特則）③、第２２条（主契約に逓減定期保険特約が付加されている場合の特則）③、第２３
条（主契約に逓増定期保険特約が付加されている場合の特則）③および第２４条（主契約に家計保障定期保険特約が付
加されている場合の特則）③の規定により主契約の保険金額（注１）、逓減定期保険特約もしくは逓増定期保険特約の
特約基本保険金額もしくは家計保障定期保険特約の特約基準給付金月額が改められるときは、次の①および②のとお
り取り扱います。
① 入院給付金または療養給付金のある当会社所定の特約については、主契約が消滅した場合、主契約の消滅時を含
んで継続している入院またはその後の退院であるときは、それぞれの特約条項の主契約の消滅時を含んで継続して
いる入院またはその後の退院の取扱いの規定を準用します。

② 入院給付金、手術給付金、療養給付金または災害死亡保険金等のある当会社所定の特約については、主契約の保
険金額（注１）、逓減定期保険特約もしくは逓増定期保険特約の特約基本保険金額または家計保障定期保険特約の特
約基準給付金月額が改められるときでも、これらの特約はそのまま有効に継続します。

（2）本条（1）の規定にかかわらず、主契約に保障開始条件付配偶者医療保障特約が付加されている場合は、次の①～⑤
のとおり取り扱います。
① 第２条（特定状態保険金の支払に関する補則）（3）、第２９条（定期保険、養老保険、５年ごと利差配当付養老保険
または家計保障定期保険に付加した場合の特則）（2）②ア．または第３０条（逓増定期保険または低解約返戻金型逓
増定期保険に付加した場合の特則）（1）②ア．の規定により主契約が消滅したときは、保障開始条件付配偶者医療
保障特約条項の特約の消滅に関する規定にかかわらず、保障開始条件付配偶者医療保障特約は消滅しません。

② 特定状態保険金を支払うときは、保障開始条件付配偶者医療保障特約条項の医療保障開始期に関する規定にかか
わらず、特定状態保険金の請求日から６か月後の月単位の応当日（注２）を医療保障開始期とみなします。ただし、
特定状態保険金の請求日から６か月後の月単位の応当日（注２）が特約保険期間満了日（注３）を超えるときはこ
の限りではありません。

③ 前①の場合、特定状態保険金の金額は、第１条（特定状態保険金の支払）（2）の規定にかかわらず、指定保険金
額から、当会社の定めた方法で計算した特定状態保険金の請求日から６か月間の指定保険金額に対応する利息およ
び保険料ならびに保障開始条件付配偶者医療保障特約の保険料に相当する額を差し引いた金額とします。

④ 第２条（特定状態保険金の支払に関する補則）（4）、（5）、第２１条（主契約に平準定期保険特約、生存給付金付定
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期保険特約または特定疾病保障定期保険特約が付加されている場合の特則）③、第２２条（主契約に逓減定期保険特
約が付加されている場合の特則）③、第２３条（主契約に逓増定期保険特約が付加されている場合の特則）③および
第２４条（主契約に家計保障定期保険特約が付加されている場合の特則）③の規定により主契約の保険金額（注１）、
逓減定期保険特約もしくは逓増定期保険特約の特約基本保険金額または家計保障定期保険特約の特約基準給付金月
額が改められるときでも、保障開始条件付配偶者医療保障特約はそのまま有効に継続します。

⑤ 前①～④の規定にかかわらず、特定状態保険金の請求日から医療保障開始期までの間に、保障開始条件付配偶者
医療保障特約条項に定める特約の消滅とみなす事由に該当した場合（注４）は、保障開始条件付配偶者医療保障特
約は消滅したものとみなします。また、保障開始条件付配偶者医療保障特約の被保険者の故意により、特定状態保
険金が支払われる場合は、保障開始条件付配偶者医療保障特約は、特定状態保険金の請求日にさかのぼって消滅し
たものとし、保障開始条件付配偶者医療保障特約の責任準備金を保険契約者に返戻します。

（注１）主契約に付加されている平準定期保険特約、生存給付金付定期保険特約または特定疾病保障定期保険特約の保険
金額を含みます。

（注２）応当日のない場合は、その月の末日とします。
（注３）特約が更新される場合を除きます。
（注４）主契約の被保険者が死亡または主約款に定める高度障害状態に該当した場合を除きます。

第29条（定期保険、養老保険、５年ごと利差配当付養老保険または家計保障定期保険に付加した場合の特則）
（1）この特約を定期保険、養老保険、５年ごと利差配当付養老保険または家計保障定期保険に付加した場合には、第１
条（特定状態保険金の支払）（1）中「主契約の保険期間の満了する日」とあるのは「主契約の保険期間の満了する日
（主約款の規定により主契約が更新される場合を除きます。）」と読み替えます。

（2）本条（1）のほか、この特約を家計保障定期保険に付加した場合には、次の①および②のとおり取り扱います。
① 第１条（特定状態保険金の支払）（2）に定める指定保険金額は、特定状態保険金の請求日から６か月後の月単位
の応当日（注１）における主契約の保険金額（注２）から特定状態保険金の受取人が指定した金額とします。

② 特定状態保険金の支払に際しては、次のとおり取り扱います。
ア．特定状態保険金の請求日から６か月後の月単位の応当日（注１）における家計保障定期保険の保険金額（注２）
の全部が指定保険金額として指定され、特定状態保険金が支払われた場合には、家計保障定期保険は、特定状態
保険金の請求日にさかのぼって消滅したものとします。

イ．特定状態保険金の請求日から６か月後の月単位の応当日（注１）における家計保障定期保険の保険金額（注２）
の一部が指定保険金額として指定され、特定状態保険金が支払われた場合には、家計保障定期保険は指定保険金
額に対応する基準給付金月額分が、特定状態保険金の請求日にさかのぼって消滅したものとします。

ウ．前イ．の場合、家計保障定期保険の基準給付金月額は、家計保障定期保険の基準給付金月額から指定保険金額
に対応する基準給付金月額を差し引いた金額に改められます。

エ．特定状態保険金については、家計保障定期保険普通保険約款に定める保険金の月払給付に関する規定を適用し
ません。

（注１）応当日のない場合は、その月の末日とします。
（注２）特定状態保険金の請求日における保険金額を超える場合は特定状態保険金の請求日における保険金額とします。

第30条（逓増定期保険または低解約返戻金型逓増定期保険に付加した場合の特則）
（1）この特約を逓増定期保険または低解約返戻金型逓増定期保険に付加した場合には、次の①～④のとおり取り扱いま
す。
① 第１条（特定状態保険金の支払）（2）に定める指定保険金額は、特定状態保険金の請求日における主契約の保険
金額（注）から特定状態保険金の受取人が指定した金額とします。

② 特定状態保険金の支払に際しては、第２条（特定状態保険金の支払に関する補則）（1）、（2）および（6）～（9）
までの規定を準用するほか、次のとおりとします。
ア．特定状態保険金の請求日における逓増定期保険または低解約返戻金型逓増定期保険の保険金額（注）の全部が
指定保険金額として指定され、特定状態保険金が支払われた場合には、逓増定期保険または低解約返戻金型逓増
定期保険は、特定状態保険金の請求日にさかのぼって消滅したものとします。

イ．特定状態保険金の請求日における逓増定期保険または低解約返戻金型逓増定期保険の保険金額（注）の一部が
指定保険金額として特定状態保険金が支払われた場合には、逓増定期保険または低解約返戻金型逓増定期保険は
指定保険金額に対応する基本保険金額分が、特定状態保険金の請求日にさかのぼって消滅したものとします。

ウ．前イ．の場合、逓増定期保険または低解約返戻金型逓増定期保険の基本保険金額は、逓増定期保険または低解
約返戻金型逓増定期保険の基本保険金額から指定保険金額に対応する基本保険金額を差し引いた金額に改められ
ます。

③ 主約款の規定により払済保険への変更の際に保険契約者に支払うべき金額を当会社が支払った後に、次のいずれ
かに該当していたことが判明した場合には、特定状態保険金の金額は、払済保険への変更の際に支払った金額を差
し引いた金額とします。
ア．被保険者が主約款に定める危篤状態に該当していること。
イ．被保険者が余命６か月以内と判断されていること。

④ 前③の場合、主約款の規定にかかわらず、被保険者が死亡したときに、当会社は、死亡保険金から払済保険への
変更の際に支払った金額を差し引きません。ただし、払済保険への変更の際に支払った金額が、前③の規定により
差し引いた金額を超えている場合には、その超えている金額を被保険者が死亡したときに死亡保険金から差し引き
ます。

（2）本条（1）のほか、この特約を逓増定期保険に付加した場合には、第１条（特定状態保険金の支払）（1）中「主契約
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の保険期間の満了する日」とあるのは「主契約の保険期間の満了する日（主約款の規定により主契約が更新される場
合を除きます。）」と読み替えます。

（注）低解約返戻金型逓増定期保険において、支払うべき死亡保険金が解約返戻金を下回り、解約返戻金と同額を死亡保
険金として支払うべき場合には、その死亡保険金の額とします。

第31条（終身保険、５年ごと利差配当付終身保険、５年ごと利差配当付総合終身保険、５年ごと利差配当付低解約返戻金型終
身保険または５年ごと利差配当付低解約返戻金型総合終身保険に付加した場合の特則）

（1）この特約を終身保険、５年ごと利差配当付終身保険、５年ごと利差配当付総合終身保険、５年ごと利差配当付低解
約返戻金型終身保険または５年ごと利差配当付低解約返戻金型総合終身保険に付加した場合には、次の①および②の
とおり取り扱います。
① 主契約の全部について、保険契約者が、５年ごと利差配当付年金支払移行特約条項または５年ごと利差配当付介
護保障移行特約条項を適用したときは、この特約は消滅します。

② 主契約の一部について、保険契約者が、５年ごと利差配当付年金支払移行特約条項または５年ごと利差配当付介
護保障移行特約条項を適用したときは、第１４条（特約の消滅とみなす場合）②中「主契約」とあるのは「主契約の
うち、年金支払移行部分および介護保障移行部分を除いた部分」と読み替えます。

（2）本条（1）のほか、この特約を５年ごと利差配当付総合終身保険または５年ごと利差配当付低解約返戻金型総合終身
保険に付加した場合には、次の①～④のとおり取り扱います。
① 第１条（特定状態保険金の支払）（2）に定める指定保険金額は、特定状態保険金の請求日における主契約の保険
金額から特定状態保険金の受取人が指定した金額とします。

② 特定状態保険金の支払に際しては、第２条（特定状態保険金の支払に関する補則）（3）～（5）までの規定にかか
わらず、次のとおり取り扱います。
ア．特定状態保険金の請求日における主契約の保険金額の全部が指定保険金額として指定され、特定状態保険金が
支払われた場合には、主契約は、特定状態保険金の請求日にさかのぼって消滅したものとし、その支払後に主約
款に定める死亡保険金、高度障害保険金、入院給付金または介護給付金の請求を受けても、当会社は、これを支
払いません。

イ．特定状態保険金の請求日における主契約の保険金額の一部が指定保険金額として指定され、特定状態保険金が
支払われた場合には、主契約の保険金額、基本保険金額、最低保証保険金額、給付金日額および残存保険金額は、
それぞれ特定状態保険金の請求日における主契約の保険金額に対する指定保険金額の割合だけ特定状態保険金の
請求日にさかのぼって減額されたものとみなし、その支払後に主約款に定める死亡保険金、高度障害保険金、入
院給付金または介護給付金の請求を受けても、減額分については、当会社は、これを支払いません。この場合、
減額分の解約返戻金はありません。

ウ．前イ．の場合、主約款に定める減額後の保険金額、残存保険金額、入院給付金および介護給付金の規定を準用
します。

③ 主契約の全部について、保険契約者が、５年ごと利差配当付終身介護保障移行特約条項を適用したとき、または、
主契約の一部について保険契約者が５年ごと利差配当付終身介護保障移行特約条項を適用した場合で、あわせて５
年ごと利差配当付終身保障移行特約条項を適用しなかったときは、この特約は消滅します。

④ 主契約の一部について、保険契約者が、５年ごと利差配当付終身保障移行特約条項を適用したときは、次のア．
～オ．のとおり取り扱います。
ア．第１条（特定状態保険金の支払）（2）中「主契約の保険金額」とあるのは「主契約のうち、終身保障移行部分
の特約保険金額」と読み替えます。

イ．第２条（特定状態保険金の支払に関する補則）（2）中「主契約の死亡保険金受取人（死亡保険金の一部の受取
人である場合を含みます。）および主契約の満期保険金受取人（満期保険金の一部の受取人である場合を含みます。）」
とあるのは、「５年ごと利差配当付終身保障移行特約の特約死亡保険金受取人（特約死亡保険金の一部の受取人で
ある場合を含みます。）」と読み替えます。

ウ．第２条（特定状態保険金の支払に関する補則）（3）、（4）および（5）中「主契約の保険金額」とあるのは「主
契約のうち、終身保障移行部分の特約保険金額」と、第２条（特定状態保険金の支払に関する補則）（6）、（7）お
よび（8）中「主約款に定める死亡保険金または高度障害保険金」とあるのは「５年ごと利差配当付終身保障移行
特約条項に定める特約死亡保険金または特約高度障害保険金」と読み替えます。

エ．第２条（特定状態保険金の支払に関する補則）（9）中「主約款の規定による保険料の振替貸付または契約者貸
付」とあるのは「５年ごと利差配当付終身保障移行特約条項の規定による契約者貸付」と読み替えます。

オ．第１４条（特約の消滅とみなす場合）②中「主契約」とあるのは「主契約のうち、終身保障移行部分」と読み替
えます。

第32条（５年ごと利差配当付特定疾病保障終身保険または特定疾病保障定期保険に付加した場合の特則）
この特約を５年ごと利差配当付特定疾病保障終身保険または特定疾病保障定期保険に付加した場合には、次の①～④

のとおり取り扱います。
① この特約と主契約の指定代理請求人は同一人であることを必要とします。
② この特約と主契約のいずれかにおいて、指定代理請求人の指定または変更（注）が行われたときは、他の特約ま
たは主契約についても同一の指定または変更（注）が行われたものとします。

③ 主約款に定める特定疾病保険金の請求と特定状態保険金の請求を重ねてうけた場合には、特定状態保険金の請求
はなかったものとして取り扱い、特定状態保険金は支払いません。

④ 特定疾病保障定期保険に付加した場合には、第１条（特定状態保険金の支払）（1）中「主契約の保険期間の満了
する日」とあるのは「主契約の保険期間の満了する日（主約款の規定により主契約が更新される場合を除きます。）」
と読み替えます。
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（注）指定代理請求人を指定しない場合も含みます。

第33条（５年ごと利差配当付個人年金保険に付加した場合の特則）
この特約を５年ごと利差配当付個人年金保険に付加した場合には、次の①～⑤のとおり取り扱います。
① この特約を５年ごと利差配当付個人年金保険に付加する場合、平準定期保険特約、逓減定期保険特約、逓増定期
保険特約、生存給付金付定期保険特約、特定疾病保障定期保険特約または家計保障定期保険特約の付加を必要とし
ます。

② 第２条（特定状態保険金の支払に関する補則）（2）中「主契約の死亡保険金受取人（死亡保険金の一部の受取人
である場合を含みます。）および主契約の満期保険金受取人（満期保険金の一部の受取人である場合を含みます。）」
とあるのは、「主契約の死亡給付金受取人（死亡給付金の一部の受取人である場合を含みます。）および主契約の年
金受取人（年金の一部の受取人である場合を含みます。）」と読み替えます。

③ 第２条（特定状態保険金の支払に関する補則）（6）、（7）および（8）中「主約款に定める死亡保険金または高度
障害保険金」とあるのは「平準定期保険特約条項、逓減定期保険特約条項、逓増定期保険特約条項、生存給付金付
定期保険特約条項、特定疾病保障定期保険特約条項または家計保障定期保険特約条項に定める特約死亡保険金、特
約高度障害保険金または特約特定疾病保険金」と読み替えます。

④ 第１４条（特約の消滅とみなす場合）に定めるほか、主契約に付加している平準定期保険特約、逓減定期保険特約、
逓増定期保険特約、生存給付金付定期保険特約、特定疾病保障定期保険特約および家計保障定期保険特約がすべて
消滅したとき（家計保障定期保険特約の場合は、特約保険金の月払給付を行う場合を含みます。）も、この特約は消
滅します。

⑤ 第２１条（主契約に平準定期保険特約、生存給付金付定期保険特約または特定疾病保障定期保険特約が付加されて
いる場合の特則）、第２２条（主契約に逓減定期保険特約が付加されている場合の特則）、第２３条（主契約に逓増定期
保険特約が付加されている場合の特則）および第２４条（主契約に家計保障定期保険特約が付加されている場合の特
則）の規定の適用にあたっては、主契約の保険金額はないものとみなします。
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項目 提出書類

１ 特定状態保険金

（1）当会社所定の請求書
（2）当会社所定の様式による医師（被保険者が医師の場合には、被保険者以外
の医師）の診断書

（3）被保険者の住民票（ただし、受取人と同一の場合は不要。また、事実確認
が必要な場合は戸籍謄（抄）本）

（4）特定状態保険金の受取人の戸籍謄（抄）本と印鑑証明書
（5）最終の保険料払込みを証する書類
（6）保険証券

２
特定状態保険金の
指定代理請求

（1）上記１．特定状態保険金に定める請求書類
（2）指定代理請求人の住民票と戸籍謄（抄）本と印鑑証明書
（3）被保険者および指定代理請求人の健康保険証の写し等指定代理請求人が被
保険者と同居または生計を一にしていることが確認できる書類（ただし、指
定代理請求人が第３条（特定状態保険金の請求、支払時期および支払場所）
（3）①または②に該当する場合は不要。）

（注）当会社は、上記以外の書類の提出を求め、または上記の提出書類の一部の省略を認めることがあります。

項目 提出書類

指定代理請求人の変更
（1）当会社所定の名義変更請求書
（2）保険契約者の印鑑証明書
（3）保険証券

（注）当会社は、上記以外の書類の提出を求め、または上記の提出書類の一部の省略を認めることがあります。

別表１ 請求書類

（1）特定状態保険金の請求書類

（2）その他の請求書類
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第１条 特約の締結
第２条 特約の対象となる保険金等
第３条 指定代理請求人による保険金等の請求
第４条 指定代理請求人の変更および指定の撤回
第５条 告知義務違反による解除等の通知
第６条 特約の解約

第７条 主約款等の代理請求に関する規定の不適用
第８条 主約款の規定の準用
第９条 ５年ごと利差配当付こども保険に付加した場

合の特則
第10条 一時払終身介護保険に付加した場合の特則

指定代理請求特約条項

指定代理請求特約条項 目次

（平成２２年３月２日改定）
（この特約の概要）
この特約は、保険金等の受取人が保険金等を請求できない当会社所定の事情がある場合に、あらかじめ指定された指定代理

請求人が保険金等の受取人の代理人として保険金等を請求することを可能とするためのものです。

第１条（特約の締結）
この特約は、主たる保険契約（以下「主契約」といいます。）の被保険者（以下「被保険者」といいます。）の同意を

得て、保険契約者の申出により、主契約に付加して締結します。

第２条（特約の対象となる保険金等）
この特約の対象となる保険金、年金または給付金（保険料の払込免除を含み、以下「保険金等」といいます。保険金

等には、保険金等が支払われるときに、その受取人に支払われる契約者配当金、保険料前納金の残額等を含みます。）は、
次の①～⑭に定めるとおりとします。ただし、被保険者と保険金等の受取人（保険料の払込免除の場合には、保険契約
者。以下同じ。）が同一人である場合に限ります。
① 高度障害保険金（注１）
② 特定疾病保険金（注２）
③ 障害給付金
④ 特定状態保険金
⑤ 死亡保険金（注３）
⑥ 満期保険金
⑦ 年金
⑧ 祝金
⑨ 介護給付金（注２）
⑩ 特約生存給付金
⑪ 健康祝金
⑫ 生存祝金
⑬ 長期継続特約給付金
⑭ 保険料の払込免除

（注１）名称がいかなる場合であっても、主契約の普通保険約款（以下「主約款」といいます。）または主契約に付加さ
れる特約（以下「主特約」といいます。）の特約条項に定める高度障害状態に該当したことにより支払われる保険金
等を含みます。

（注２）名称がいかなる場合であっても、同様の給付を含みます。
（注３）名称がいかなる場合であっても、死亡したことにより支払われる保険金等を含みます。ただし、５年ごと利差配

当付こども保険、配偶者定期保険特約およびこども定期保険特約の保険金等に限ります。

第３条（指定代理請求人による保険金等の請求）
（1）保険金等の受取人が保険金等を請求できない次の①～③に定めるいずれかの事情があるときは、保険契約者が被保
険者の同意を得てあらかじめ指定した１人の者（以下「指定代理請求人」といいます。）が、当会社所定の書類（別表
１）およびその事情を証明する書類を提出し、当会社の承諾を得て、保険金等の受取人の代理人として保険金等を請
求することができます。
① 傷害または疾病により、保険金等を請求する意思表示ができないこと。
② 傷病名の告知を受けていないこと。
③ その他前①または②に準じた状態であること。

（2）指定代理請求人が本条（1）の請求を行う場合、指定代理請求人は請求時において次のいずれかに該当することを必
要とします。
① 被保険者の戸籍上の配偶者
② 被保険者の直系血族
③ 被保険者と同居し、または被保険者と生計を一にしている被保険者の３親等内の親族

（3）本条（1）および（2）により、保険金等が指定代理請求人に支払われた場合には、その支払後にその保険金等の請
求を受けても、当会社はこれを支払いません。
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該当条文 読替前 読替後

① 第２条（特約の対象となる保険金等）被保険者 保険契約者または被保険者

②
第３条（指定代理請求人による保険
金等の請求）（2）

被保険者 保険契約者

③ 別表１ 被保険者 保険契約者

（4）本条（1）にかかわらず、故意に保険金等の支払事由（注１）を生じさせた者または故意に保険金等の受取人を本条
（1）①もしくは③に定める状態（注２）に該当させた者は、指定代理請求人としての取扱いを受けることができませ
ん。

（注１）保険料の払込免除の事由を含みます。
（注２）本条（1）③については、本条（1）①に準じた状態に限ります。
（注３）保険料の払込みを免除しないことを含みます。

第４条（指定代理請求人の変更および指定の撤回）
（1）保険契約者またはその承継人は、被保険者の同意を得て、指定代理請求人を変更し、または指定代理請求人の指定
を撤回することができます。この場合、保険契約者またはその承継人は、当会社所定の書類（別表１）を提出してく
ださい。なお、指定代理請求人の指定が撤回された場合には、指定代理請求人が指定されていないものとして取り扱
います。

（2）本条（1）の変更または撤回は、保険証券に表示を受けてからでなければ、当会社に対抗することができません。

第５条（告知義務違反による解除等の通知）
当会社が、主契約または主特約について告知義務違反による解除または重大事由による解除をする場合において、保

険契約者および主約款もしくは主特約の特約条項に定める通知先またはこれらの者の住所もしくは居所が不明であるか、
その他正当な理由によって、保険契約者および主約款もしくは主特約の特約条項に定める通知先に通知できないときは、
指定代理請求人に通知することがあります。

第６条（特約の解約）
この特約のみの解約は、取り扱いません。

第７条（主約款等の代理請求に関する規定の不適用）
この特約が付加された場合（注１）には、主約款または主特約の特約条項による指定代理請求人は撤回されたものと

し、指定代理請求人に関する規定または介護年金および介護給付金（注２）の受取人の代理人による請求に関する規定
は適用しません。

（注１）その後に第４条（指定代理請求人の変更および指定の撤回）の規定により指定代理請求人の指定が撤回された場
合を含みます。

（注２）名称がいかなる場合であっても、同様の給付を含みます。

第８条（主約款の規定の準用）
この特約に別段の定めのないときは、主約款を準用します。

第９条（５年ごと利差配当付こども保険に付加した場合の特則）
（1）この特約を５年ごと利差配当付こども保険に付加した場合には、以下のとおり読み替えます。

（2）５年ごと利差配当付こども保険が払済保険に変更された場合は、指定代理請求人の指定は撤回されたものとみなし
ます。

第10条（一時払終身介護保険に付加した場合の特則）
この特約を一時払終身介護保険に付加した場合、第２条（特約の対象となる保険金等）（注２）中「名称がいかなる場

合であっても、同様の給付を含みます。」とあるのは「名称がいかなる場合であっても、同様の給付を含み、介護保険金
の年金支払特則の適用を請求する権利を含みます。」と読み替えます。
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項目 提出書類

１ 指定代理請求

（1）主約款または主特約の特約条項に定める保険金等の請求書類
（2）指定代理請求人の住民票と戸籍謄（抄）本と印鑑証明書
（3）被保険者および指定代理請求人の健康保険証の写し等指定代理請求人が被保険
者と同居または生計を一にしていることが確認できる書類（ただし、指定代理請
求人が第３条（指定代理請求人による保険金等の請求）（2）①または②に該当す
る場合は不要。）

２
指定代理請求人の

変更および指定の撤回

（1）当会社所定の名義変更請求書
（2）保険契約者の印鑑証明書
（3）保険証券

（注）当会社は、上記以外の書類の提出を求め、または上記の提出書類の一部の省略を認めることがあります。

別表１ 請求書類
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第１条 特約の締結
第２条 年金支払日
第３条 基本年金額の計算
第４条 年金の種類
第５条 年金の型
第６条 年金の支払
第７条 年金の分割支払
第８条 年金の一括払
第９条 年金の請求、支払時期および支払場所

第10条 解約、減額等の取扱い
第11条 年金支払移行部分の契約者配当準備金の積立
第12条 年金支払移行部分の契約者配当金の割当
第13条 年金支払移行部分の契約者配当金の支払
第14条 主約款の規定の準用
第15条 終身保険に付加した場合の特則
第16条 ５年ごと利差配当付総合終身保険または５年

ごと利差配当付低解約返戻金型総合終身保険
に付加した場合の特則

５年ごと利差配当付年金支払移行特約条項

５年ごと利差配当付年金支払移行特約条項 目次

（平成２２年３月２日改定）
（この特約の概要）

（1）この特約は、既に締結されている主たる保険契約（以下「主契約」といいます。）の全部または一部について、将来
の死亡保険金および高度障害保険金の支払にかえて年金の支払を行なうことを目的とし、その場合の取扱いについて
定めたものです。

（2）この特約は、年金支払に移行した部分の責任準備金等の運用益が当会社の予定した運用益を超えた場合、主契約の
契約日から５年ごとの応当日が到来したとき、年金支払期間が満了したときまたは年金支払に移行した部分が消滅し
たときに、その超えた部分の運用益に基づき契約者配当金の支払を行ないます。

第１条（特約の締結）
（1）保険契約者は、主契約の契約日以後当会社所定の期間経過後のいずれかの主契約の年単位の契約応当日（以下「契
約応当日」といいます。）に、当会社の定める取扱範囲により、被保険者の同意を得て、この特約を主契約に付加して
締結することができます。この場合、この特約を締結した日（以下「締結日」といいます。）を年金支払開始日としま
す。

（2）主契約の一部を年金支払に移行する場合、保険契約者は、当会社の定める取扱範囲内で年金支払に移行しない部分
（介護保障移行部分は除きます。以下同じ。）の保険金額を指定することを必要とします。

（3）主契約が延長定期保険に変更されているときは、保険契約者は、この特約を締結することはできません。
（4）この特約の締結日以後の主契約は、次に定めるところによります。
① 主契約のうち年金支払に移行した部分（以下「年金支払移行部分」といいます。）には、死亡保険金および高度障
害保険金はありません。

② 年金支払に移行しない部分については、主契約の普通保険約款（以下「主約款」といいます。）を適用します。こ
の場合、主約款中「保険契約」とあるのは「保険契約のうち年金支払に移行しない部分」と読み替えます。

（5）この特約が締結されたときは、年金証書を保険契約者に交付します。年金証書には、次の①～⑥事項を記載します。
① 当会社名
② 年金受取人の氏名または名称その他のその受取人を特定するために必要な事項
③ 年金の型および種類
④ 年金支払期間
⑤ 基本年金額
⑥ 年金証書を作成した年月日

第２条（年金支払日）
第１回の年金支払日は、前条（1）に規定する年金支払開始日をいい、第２回以後の年金支払日は、年金支払開始日の

年単位の応当日とします。

第３条（基本年金額の計算）
（1）第１条（特約の締結）の規定によりこの特約を締結したときは、当会社の定める計算方法により、主契約における
次の①～④の金額の合計額（注１）の全部または一部をもとに、年金支払開始日における当会社の定める率により年
金額を定めます。（以下「基本年金額」といいます。）
① 主契約の責任準備金（注２）
② 年金支払開始日に支払われる契約者配当金
③ 年金支払開始日までに積み立てられた契約者配当金
④ 当会社の定める範囲内で保険契約者が払い込む金額

（2）基本年金額が当会社の定める金額に満たない場合には、第１条（特約の締結）の規定にかかわらず、保険契約者は、
この特約を締結することはできません。

（注１）保険料の振替貸付または契約者貸付があるときは、それらの元利金を差し引きます。
（注２）この特約を付加する際に消滅する特約の責任準備金を含みます。
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年金の型 内容

① 定額型 毎年の年金額は、基本年金額と同額とします。

② 逓増型
第１回の年金額は、基本年金額と同額とし、第２回以後の年金額は、前回の年金額
に基本年金額の５％相当額を加算した金額とします。

第４条（年金の種類）
年金の種類は次のとおりとし、この特約の締結の際、保険契約者が指定するものとします。
① 確定年金
② 保証期間付終身年金

第５条（年金の型）
年金の型は下表のとおりとし、この特約の締結の際、保険契約者が指定するものとします。ただし、年金の種類が確

定年金の場合は、定額型に限ります。

第６条（年金の支払）
（1）年金は、保険契約者が指定した年金の種類・型に応じて、次の①または②のとおり保険契約者に支払います。なお、
年金の受取人を保険契約者以外の者に変更することはできません。
① 年金の種類が確定年金の場合

被保険者が年金支払期間中の年金支払日に生存しているときは、第３条（基本年金額の計算）、第４条（年金の種
類）および第５条（年金の型）の規定によって定められた年金を支払います。ただし、被保険者が年金支払期間中
の最後の年金支払日前に死亡したときは、当会社の定める計算方法により計算した年金支払期間中の未払年金の現
価を支払います。

② 年金の種類が保証期間付終身年金の場合
被保険者が年金支払日に生存しているときは、第３条（基本年金額の計算）、第４条（年金の種類）および第５条

（年金の型）の規定によって定められた年金を支払います。ただし、被保険者が保証期間中の最後の年金支払日前に
死亡したときは、当会社の定める計算方法により計算した保証期間中の未払年金の現価を支払います。

（2）当会社は、年金を支払うときに未払込保険料があるときは、年金から差し引きます。

第７条（年金の分割支払）
（1）年金支払開始日以後保険契約者から請求があったときは、当会社の定める取扱範囲により、年金額を等分して支払
います。ただし、年金額が当会社の定める金額に満たないときは、年金の分割支払は取り扱いません。

（2）本条（1）の規定により、年金額を分割して支払うときは、当会社所定の利率により計算した利息をつけて支払いま
す。

第８条（年金の一括払）
（1）保険契約者は、確定年金においては、年金支払開始日以後年金支払期間の最後の年金支払日前にかぎり、年金支払
期間の将来の年金の支払にかえて、残余年金支払期間の未払年金の一括払を請求することができます。この場合の支
払額は、当会社の定める計算方法によって算出する金額とし、年金支払移行部分は年金の一括払を行ったときに消滅
します。

（2）保険契約者は、保証期間付終身年金においては、年金支払開始日以後保証期間中の最後の年金支払日前にかぎり、
保証期間中の将来の年金の支払にかえて、残余保証期間の未払年金の一括払を請求することができます。この場合の
支払額は、当会社の定める計算方法によって算出する金額とします。

（3）本条（2）の規定により、年金の一括払が行われたときは、次の①～③のとおり取り扱います。
① 保証期間経過後の毎年の年金支払日に被保険者が生存しているときは、年金を継続して支払います。
② 年金の一括払が行われた後、残余保証期間中に被保険者が死亡したときは、被保険者の死亡時に年金支払移行部
分は消滅します。

③ 年金の一括払をした場合には、年金証書に表示します。

第９条（年金の請求、支払時期および支払場所）
（1）年金を請求するときは、保険契約者は、当会社所定の書類（別表１）を提出してください。
（2）主約款に定める保険金の支払時期および支払場所に関する規定は、この特約の年金の支払の場合に準用します。

第10条（解約、減額等の取扱い）
（1）年金支払移行部分の解約は、取り扱いません。
（2）基本年金額の減額は、取り扱いません。
（3）年金支払移行部分については、契約者貸付を取り扱いません。

第11条（年金支払移行部分の契約者配当準備金の積立）
当会社は、この特約の締結日の直後の事業年度末において年金支払移行部分の責任準備金および運用利率に基づく運

用益が当会社の予定した利率（注）に基づく運用益を超えた場合、その超えた部分の運用益のうち、当会社の定める方
法により計算された金額を契約者配当準備金として積み立てます。さらに、その翌事業年度以後の毎事業年度末におい
てその事業年度にかかる年金支払移行部分の責任準備金、契約者配当準備金および運用利率に基づく運用益と当会社の
予定した利率（注）に基づく運用益との差額のうち当会社の定める方法により計算された金額を前事業年度末の契約者
配当準備金に積み増しまたは取り崩します。
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（注）保険料、基本年金額等を算出する際に用いた利率をいいます。

第12条（年金支払移行部分の契約者配当金の割当）
（1）当会社は、前条の規定によって積み立てた契約者配当準備金のうちから、毎事業年度末に、次の年金支払移行部分
に対して、当会社の定める方法により計算した契約者配当金を割り当てます。この場合、次の③の規定に該当する保
険契約については、次の②の規定に該当した場合に割り当てる金額を下回る金額とします。
① 次の事業年度中に主契約の契約日の５年ごとの応当日が到来する年金支払移行部分
② 年金の種類が確定年金で次の事業年度中に年金支払期間が満了する年金支払移行部分または次の事業年度中に被
保険者の死亡により消滅する年金支払移行部分。ただし、前①に該当する年金支払移行部分を除きます。

③ 次の事業年度中に第８条（年金の一括払）（1）の規定により消滅する年金支払移行部分。ただし、前①に該当す
る年金支払移行部分を除きます。

（2）本条（1）のほか、主契約の契約日から当会社所定の年数を経過し、かつ、当会社所定の条件を満たす年金支払移行
部分に対しても、契約者配当金を割り当てることがあります。

第13条（年金支払移行部分の契約者配当金の支払）
（1）当会社は、前条（1）①の規定によって割り当てた契約者配当金に基づき当会社の定める方法により計算した金額を、
次の事業年度の契約応当日に年金支払移行部分が有効に継続している場合にかぎり、次の方法で支払います。
① 次の事業年度の契約応当日から当会社所定の利率による複利計算の利息をつけて当会社に積み立てておいて、年
金支払移行部分が消滅したとき、または保険契約者から請求があったときに支払います。

② 前①の規定によって支払う契約者配当金は、主契約の死亡保険金を支払うときは死亡保険金とともに主契約の死
亡保険金受取人に、その他のときは保険契約者に支払います。

（2）当会社は、前条（1）②および③の規定によって割り当てた契約者配当金に基づき当会社の定める方法により計算し
た金額を、保険契約者に支払います。ただし、主契約の死亡保険金を支払うときは死亡保険金とともに主契約の死亡
保険金受取人に支払います。

（3）当会社は、本条（1）および（2）のほか、本条（1）に該当した年金支払移行部分がその直後の事業年度末までに
消滅したときに、当会社の定める方法により、契約者配当金を支払います。

（4）前条（2）の規定によって割り当てた契約者配当金は、当会社の定める方法により支払います。

第14条（主約款の規定の準用）
この特約に別段の定めのない場合には、主約款の規定を準用します。

第15条（終身保険に付加した場合の特則）
この特約を終身保険に付加した場合、次の①および②のとおり取り扱います。
① 第３条（基本年金額の計算）（1）②および③は適用しません。
② 第１２条（年金支払移行部分の契約者配当金の割当）（2）中「主契約の契約日」とあるのは「この特約の締結日」
と読み替えます。

第16条（５年ごと利差配当付総合終身保険または５年ごと利差配当付低解約返戻金型総合終身保険に付加した場合の特則）
この特約を５年ごと利差配当付総合終身保険または５年ごと利差配当付低解約返戻金型総合終身保険に付加した場合、

次の①～④のとおり取り扱います。
① 主約款に定める介護給付金の支払事由が生じている期間中は、保険契約者は、この特約を締結することはできま
せん。

② 第１条（特約の締結）（4）①中「死亡保険金および高度障害保険金」とあるのは「主約款に定める死亡保険金、
高度障害保険金、入院給付金および介護給付金」と読み替えます。

③ 主契約の一部を年金支払に移行した場合、年金支払に移行しない部分の保険金額、基本保険金額、最低保証保険
金額、給付金日額および残存保険金額（以下本条において「保険金額等」といいます。）は、主契約の保険金額等に
この特約の締結日における主契約の保険金額に対する保険契約者が指定した年金支払に移行しない部分の保険金額
の割合をそれぞれ乗じて得た金額に減額されたものとみなします。この場合、減額分の解約返戻金はありません。

④ 前③の場合、主約款に定める減額後の保険金額、残存保険金額、入院給付金および介護給付金の規定を準用しま
す。
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項目 提出書類

１ 年金

第１回の年金

（1）当会社所定の請求書
（2）被保険者の住民票（ただし、保険契約者と同一の場合は不要。また、事実
確認が必要な場合は戸籍謄（抄）本）

（3）保険契約者の戸籍謄（抄）本
（4）保険契約者の印鑑証明書
（5）最終の保険料払込みを証する書類
（6）保険証券

第２回以後の年金

（1）当会社所定の請求書
（2）被保険者の住民票（ただし、保険契約者と同一の場合は不要。また、事実
確認が必要な場合は戸籍謄（抄）本）

（3）保険契約者の戸籍謄（抄）本
（4）保険契約者の印鑑証明書
（5）年金証書

２
積み立てた契約者
配当金の支払

（1）当会社所定の支払請求書
（2）保険契約者の印鑑証明書
（3）年金証書

（注）当会社は、上記以外の書類の提出を求め、または上記の提出書類の一部の省略を認めることがあります。

別表１ 請求書類
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第１条 特約の締結
第２条 変換後契約の取扱い
第３条 被変換契約の消滅
第４条 特約の解約

第５条 特約の解約返戻金
第６条 特約の消滅
第７条 主約款等の規定の準用

保険契約の変換に関する特約条項

保険の種類または特約 換算後の金額

定期保険

変換日における保険金額または特約保険金額

逓増定期保険

低解約返戻金型逓増定期保険契約

平凖定期保険特約

逓増定期保険特約

生存給付金付定期保険特約

家計保障定期保険

変換日における保険金額、特約保険金額または特約年金現
価（注４）の８割

逓減定期保険特約

収入保障特約

家計保障定期保険特約

保険契約の変換に関する特約条項 目次

（平成２２年３月２日改定）
（この特約の概要）
この特約は、既に締結され有効に継続している当会社の定める保険契約（その一部が変換される場合には、その一部を指す

ものとします。以下「被変換契約」といいます。）を当会社の定める他の保険契約（以下「変換後契約」といいます。）に変換
する場合の取扱いについて定めたものです。

第１条（特約の締結）
この特約は、保険契約者から、被変換契約を変換後契約に変換する旨の申出があり、被保険者の同意を得たときに、

会社の定める取扱範囲内で、変換後契約の主たる保険契約（以下「主契約」といいます。）に付加して締結します。この
場合、主契約および主契約に付加される当会社の定める特約（以下「主特約」といいます。）について、主契約の普通保
険約款および主特約の特約条項（以下「主約款等」といいます。）のほか、この特約条項を適用します。

第２条（変換後契約の取扱い）
（1）変換後契約の保険金額（注１）は以下の金額を上限とします。

変換後契約の保険金額
（注１）の上限額

＝
変換日（主契約の責任開始期の属する
日をいいます。以下同じ。）における被
変換契約の換算保険金額

－ 次条の規定により支払われる
べき解返戻金額（注２）

（2）本条（1）の変換日における被変換契約の換算保険金額は、被変換契約の保険金額（注３）を、下表の「保険の種類
または特約」に応じて、「換算後の金額」に換算し、その金額を合計した額とします。

（3）主約款等の規定にかかわらず、被保険者が変換後契約の責任開始期の属する日からその日を含めて３年以内に自殺
した場合でも、変換後契約については、これを変換後契約の死亡保険金（注５）についての免責事由とはしません。

（4）被保険者が変換後契約の責任開始期以後に、主約款等に規定する高度障害状態に該当した場合で、被変換契約に含
まれる主たる保険契約または特約（以下「被変換契約の保険契約等」といいます。）の全部について、被変換契約の保
険契約等の責任開始期（注６）以後、変換後契約の責任開始期前に、その高度障害状態の原因となる傷害または疾病
が生じていたときは、変換後契約については、原因となった傷害または疾病は変換後契約の責任開始期以後に生じた
ものとみなします。

（5）本条（3）および（4）の規定にかかわらず、変換後契約において、既に復活または復旧が行われている場合には、
本条（3）および（4）に定める取扱いは行いません。

（6）主約款等の規定にかかわらず、当会社は、主契約の締結の際、変換後契約については、被保険者に関し、書面によ
る告知を求めず、または口頭による医師の質問を行いません。

（注１）主特約の責任開始期における特約保険金額または特約基本保険金額を含みます。
（注２）保険料の振替貸付または契約者貸付があるときは、それらの元利金を差し引く前の金額とし、当会社の定める特

約の解約返戻金額を含みます。
（注３）特約保険金額または特約年金現価（注４）を含みます。
（注４）特約年金の支払事由が発生した場合に支払うべき特約年金の未支払分の現価をいいます。
（注５）特約死亡保険金を含みます。
（注６）被変換契約の保険契約等において、復活または復旧が行われた場合は、最後の復活または復旧の際の責任開始期
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とします。

第３条（被変換契約の消滅）
被変換契約は主契約の責任開始期に解約されたものとして取り扱います。ただし、被変換契約の保険料振替貸付の取

消の規定は適用しません。

第４条（特約の解約）
この特約のみの解約はできません。

第５条（特約の解約返戻金）
この特約に対する解約返戻金はありません。

第６条（特約の消滅）
主契約が解約その他の事由によって消滅した場合には、この特約は消滅したものとみなします。

第７条（主約款等の規定の準用）
この特約に別段の定めのない場合には、主約款等の規定を準用します。
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第１条 特別条件の適用
第２条 特別条件

第３条 主約款および特約条項の規定の適用除外
第４条 解約

特別条件付保険特約条項

特別条件を適用する場合 適用日

① 主契約の締結の際 主契約の契約日

②
主契約の復活の際 復活の際の責任開始日（当会社の保険契約上の責任が

開始する日をいいます。以下同じ。）

③ 主契約の契約日後に当会社の定める特約を付加する際 付加する特約の責任開始日。

適用日からその日を含めて保険金の
支払事由に該当した時までの経過期間

削減期間

１年 ２年 ３年 ４年 ５年

１年以内 ５０％ ３０％ ２５％ ２０％ １５％

１年超２年以内 ６０％ ５０％ ４０％ ３０％

２年超３年以内 ７５％ ６０％ ４５％

３年超４年以内 ８０％ ６０％

４年超５年以内 ８０％

特別条件付保険特約条項 目次

（平成２２年３月２日改定）
第１条（特別条件の適用）

（1）主たる保険契約（以下「主契約」といいます。）の締結もしくは復活の際または主契約の契約日後に当会社の定める
特約を付加する際、主契約の被保険者の健康状態その他が当会社の定めた基準に適合しないときは、主契約または主
契約に付加される当会社の定める特約（以下「主特約」といいます。）について、主契約の普通保険約款（以下「主約
款」といいます。）または主特約の特約条項のほか、この特約条項を適用します。

（2）本条（1）の規定により、この特約条項に規定する特別条件を適用する場合、次の日を適用日とします。

（3）この特約に関する保険証券の交付については、主約款または他の特約条項の規定によります。

第２条（特別条件）
（1）この特約により主契約または主特約に適用する特別条件は、その危険の程度に応じて、次の①～⑤のうちいずれか
１つまたは２つ以上の方法によります。
① 保険金削減支払法
ア．当会社の定める保険金削減期間内に、主契約の被保険者が次の（ア）～（ウ）のいずれかに該当するときは、
次の算式で求められる金額を保険金として支払います。
（ア）死亡したこと。
（イ）特定の疾病により所定の状態に該当したこと。
（ウ）高度障害状態になったこと。

支払金額 ＝ 主約款または主特約の特約条項の
規定により支払うべき保険金額

× 下表の経過期間に
応じた割合

ただし、保険料の払込済の主契約もしくは主特約または保険契約の復活の際にこの特別条件を適用した主契約も
しくは主特約については、次の金額を支払います。

支払金額 ＝

�
�
�
�
�

主約款または主特
約の特約条項の規
定により支払うべ
き保険金額

－
支払事由に該当
した時における
責任準備金

�
�
�
�
�

× 下表の経過期間に
応じた割合

＋
支払事由に該当
した時における
責任準備金

イ．前ア．の規定にかかわらず、主契約の被保険者が災害または感染症（別表２）により、死亡しまたは高度障害
状態になったときは、支払うべき保険金の全額を支払います。

② 給付金削減支払法
当会社の定める給付金削減期間内に、主契約の被保険者が次のア．～オ．のいずれかに該当するときは、次の算

式で求められる金額を基準として、給付金を支払います。ただし、災害または感染症（別表２）による場合は、こ
の限りではありません。
ア．入院をしたこと。
イ．手術を受けたこと。
ウ．入院をしたのちに退院したこと。
エ．通院をしたこと。
オ．要介護状態となったこと。
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適用日からその日を含めて給付金の
支払事由に該当した時までの経過期間

削減期間

１年 ２年 ３年 ４年 ５年

１年以内 ５０％ ３０％ ２５％ ２０％ １５％

１年超２年以内 ６０％ ５０％ ４０％ ３０％

２年超３年以内 ７５％ ６０％ ４５％

３年超４年以内 ８０％ ６０％

４年超５年以内 ８０％

給付金の基準と
する金額

＝
主約款または主特約の
特約条項の規定により
支払うべき給付金額

× 下表の経過期間に応じた割合

③ 特別保険料領収法
ア．主契約または主特約の保険料に当会社の定める特別保険料を加算した金額を払い込むべき主契約または主特約
の保険料とします。

イ．主約款または主特約の特約条項の規定によって保険料の払込みが免除された場合は、同時に特別保険料の払込
みを免除します。

ウ．この特別条件が適用された主契約または主特約の解約返戻金は、特別保険料の計算の基礎に基づいて計算する
ものとし、主契約と合算して、保険証券に例示します。

④ 特定疾病・部位不担保法
当会社が定める不担保期間（注１）内に、別表１に定める特定疾病（注２）・身体部位のうち、この特別条件を

適用する際に当会社が指定した特定疾病（注２）または身体部位に生じた疾病により主契約の被保険者が次のア．
～オ．のいずれかに該当するときは、給付金を支払いません。ただし、感染症（別表２）による場合は、この限り
ではありません。また、主契約の被保険者が当会社の定めた不担保期間の満了日を含んで継続して入院したときは、
その入院については、その満了日の翌日を入院の開始日とみなして給付金を支払います。
ア．入院をしたこと。
イ．手術を受けたこと。
ウ．入院をしたのちに退院したこと。
エ．通院をしたこと。
オ．要介護状態となったこと。

⑤ 特定障害不担保法
保険期間（注３）中に、主契約の被保険者が主約款または主特約の特約条項に定める高度障害状態または身体障

害の状態のうち、「両眼の視力を全く永久に失ったもの」、「１眼の視力を全く永久に失ったもの」または「両眼の視
力にそれぞれ著しい障害を永久に残すもの」に該当し、主約款または主特約の特約条項に定める高度障害保険金（注
４）の支払事由または保険料払込みの免除事由が生じた場合でも、当会社は高度障害保険金（注４）の支払または
保険料払込みの免除を行いません。

（2）給付金削減支払法が適用された５年ごと利差配当付総合終身保険普通保険約款、５年ごと利差配当付低解約返戻金
型総合終身保険普通保険約款または５年ごと利差配当付終身介護保障移行特約条項の規定により入院給付金、介護給
付金または終身介護給付金を支払うときは本条（1）②の規定を準用します。

（3）特定疾病・部位不担保法が適用された５年ごと利差配当付総合終身保険普通保険約款、５年ごと利差配当付低解約
返戻金型総合終身保険普通保険約款または５年ごと利差配当付終身介護保障移行特約条項の規定により入院給付金、
介護給付金または終身介護給付金を支払うときは本条（1）④の規定を準用します。

（4）保険金削減支払法が適用された収入保障特約条項の規定により特約遺族年金、特約高度障害年金またはこれらの現
価を支払うときは本条（1）①の規定を準用します。

（5）保険金削減支払法が適用された家計保障定期保険普通保険約款の規定により保険金を支払うときは、その保険金支
払事由発生時の保険金額が本条（1）①の規定により支払われる金額となるように基準給付金月額を変更します。この
場合、変更後の基準給付金月額を基準として、家計保障定期保険普通保険約款の保険金の月払給付の規定により計算
される給付金月額が当会社の定める金額に満たないときは、保険金の月払給付を取り扱いません。

（6）保険金削減支払法が適用された家計保障定期保険特約条項の規定により特約保険金を支払うときは、その特約保険
金支払事由発生時の特約保険金額が本条（1）①の規定により支払われる金額となるように特約基準給付金月額を変更
します。この場合、変更後の特約基準給付金月額を基準として家計保障定期保険特約条項の特約保険金の月払給付の
規定により計算される給付金月額が当会社の定める金額に満たないときは、特約保険金の月払給付を取り扱いません。

（注１）適用日からその日を含めて計算します。また、保険契約が更新された場合、更新前の保険期間と更新後の保険期
間とは継続されたものとします。

（注２）これと医学上重要な関係にあると当会社が認めた疾病を含みます。
（注３）保険契約が更新された場合、更新前の保険期間と更新後の保険期間とは継続されたものとします。
（注４）本条（1）⑤においては、名称がいかなる場合であっても、高度障害状態または身体障害の状態に該当したこと

により支払われる保険金、年金または給付金等を含みます。

第３条（主約款および特約条項の規定の適用除外）
（1）この特約に定める特別条件を主契約に適用した場合、次の①～⑥の取扱いは行いません。ただし、保険金削減支払
法の場合で保険金削減期間経過後のとき、給付金削減支払法の場合で給付金削減期間経過後のとき、特定疾病・部位
不担保法のとき、または特定障害不担保法のときはこの限りではありません。
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① 延長定期保険への変更。ただし、主契約が５年ごと利差配当付総合終身保険または５年ごと利差配当付低解約返
戻金型総合終身保険の場合で、給付金削減支払法のときはこの限りではありません。

② 払済保険への変更。ただし、主契約が５年ごと利差配当付総合終身保険または５年ごと利差配当付低解約返戻金
型総合終身保険の場合で、給付金削減支払法のときはこの限りではありません。

③ 保険期間の変更
④ 保険料払込期間の変更
⑤ 保険料の払込完了
⑥ 保険契約の更新

（2）この特約に定める特別条件を主特約に適用した場合、次の①～④の取扱いは行いません。ただし、保険金削減支払
法の場合で保険金削減期間経過後のとき、給付金削減支払法の場合で給付金削減期間経過後のとき、特定疾病・部位
不担保法のとき、または特定障害不担保法のときはこの限りではありません。
① 延長定期保険への変更。ただし、給付金削減支払法のときはこの限りではありません。
② 払済保険への変更。ただし、給付金削減支払法のときはこの限りではありません。
③ 特別条件を適用した主特約の保険期間の変更、保険料払込期間の変更または保険料払込みの完了を伴う主契約の
保険期間もしくは保険料払込期間の変更、特約の付加または特則の適用

④ 特別条件を適用した主特約の更新および復旧

第４条（解約）
保険契約者は、主契約と同時でなければ、この特約を解約することはできません。

約款 172



特

約

特
別
条
件
付
保
険
特
約
条
項

約款 173

身体部位の名称

１
２
３
４
５
６
７
８
９
１０
１１
１２
１３
１４
１５
１６
１７
１８
１９
２０
２１
２２
２３
２４
２５
２６
２７
２８
２９
３０
３１
３２
３３
３４
３５
３６
３７

眼球および眼球附属器
耳（内耳、中耳、外耳、聴神経を含みます。）および乳様突起
鼻（副鼻腔を含みます。）
咽頭および喉頭
口腔、歯、歯肉、舌、顎下腺、耳下腺および舌下腺
甲状腺
食道
胃、十二指腸および空腸
小腸および大腸
盲腸（虫様突起を含みます。）
直腸および肛門
肝臓、胆嚢および胆管
膵臓
肺臓、胸膜、気管、気管支および胸郭
腎臓および尿管
膀胱および尿道
前立腺、睾丸、副睾丸、精管、精索および精嚢
子宮、卵巣および子宮附属器（異常分娩、妊娠異常が生じた場合を含みます。）
乳房（乳腺を含みます。）
鼠蹊部（鼠蹊ヘルニア、陰嚢ヘルニア、または大腿ヘルニアが生じた場合に限ります。）
頸椎部（その神経を含みます。）
胸椎部（その神経を含みます。）
腰椎部（その神経を含みます。）
仙骨部および尾骨部（その神経を含みます。）
左肩関節部
右肩関節部
左鎖骨
右鎖骨
左股関節部
右股関節部
左上肢（左肩関節部を除きます。）
右上肢（右肩関節部を除きます。）
左下肢（左股関節部を除きます。）
右下肢（右股関節部を除きます。）
子宮体部（帝王切開を受けた場合に限ります。）
脊椎（その神経を含みます。）
皮膚（頭皮を含みます。）

特定疾病の名称

３８
３９
４０
４１
４２
４３
４４
４５

異常妊娠・異常分娩（帝王切開を含みます。）
胆石・胆嚢炎
腎・尿路結石
痔瘻・痔核・脱肛・肛門周囲膿瘍
白内障
皮膚炎・湿疹（アトピー性皮膚炎、接触性皮膚炎を含みます。）
副鼻腔炎・蓄膿症
骨折等の内固定具抜去

別表１ 特定疾病・部位不担保法により不担保とする疾病・部位



分類項目 基本分類表番号

１．コレラ
２．腸チフス
３．パラチフスＡ
４．細菌性赤痢
５．腸管出血性大腸菌感染症
６．ペスト
７．ジフテリア
８．急性灰白髄炎＜ポリオ＞
９．ラッサ熱
１０．クリミヤ・コンゴ＜Crimean-Congo＞出血熱
１１．マールブルグ＜Marburg＞ウイルス病
１２．エボラ＜Ebola＞ウイルス病
１３．痘瘡
１４．重症急性呼吸器症候群［SARS］
（ただし、病原体がコロナウイルス属SARSコロナウイルスであるものに限ります。）

Ａ００
Ａ０１．０
Ａ０１．１
Ａ０３
Ａ０４．３
Ａ２０
Ａ３６
Ａ８０
Ａ９６．２
Ａ９８．０
Ａ９８．３
Ａ９８．４
Ｂ０３
Ｕ０４

別表２ 対象となる感染症

対象となる感染症とは、平成６年１０月１２日総務庁告示第７５号に定められた分類項目中の下表に記載のものとし、分類項目
の内容については厚生労働省大臣官房統計情報部編「疾病、傷害および死因統計分類提要ＩＣＤ－１０（２００３年版）準拠」に
よるものとします。
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第１条 特約の適用
第２条 責任開始日および契約日の特則
第３条 保険料率
第４条 保険料の払込み
第５条 保険料口座振替不能の場合の取扱い

第６条 諸変更
第７条 特約の消滅
第８条 主約款の適用
第９条 がん保険またはがん治療支援保険に付加した

場合の特則

保険料口座振替特約条項

保険料口座振替特約条項 目次

（平成２２年３月２日改定）
第１条（特約の適用）

（1）この特約は保険契約締結の際または保険料払込期間の中途において、保険契約者から申出があり、かつ、当会社が
これを承諾した場合に適用します。

（2）この特約を適用するには、次の条件を満たすことを必要とします。
① 保険契約者の指定する口座（以下「指定口座」といいます。）が当会社と保険料口座振替の取扱いを提携している
金融機関等（以下「提携金融機関」といいます。この場合、当会社が保険料の収納業務を委託している機関の指定
する金融機関等を含みます。）に設置してあること。

② 保険契約者が提携金融機関に対し、指定口座から当会社の口座（当会社が保険料の収納業務を委託している機関
の取扱金融機関等の場合には、その委託機関の口座。以下同じ。）へ保険料の口座振替を委任していること。

第２条（責任開始日および契約日の特則）
（1）この特約が適用され、第１回保険料（第１回保険料充当金を含みます。以下同じ。）から口座振替を行う場合、普通
保険約款（以下「主約款」といいます。）の規定にかかわらず、第１回保険料の振替日を当会社の責任開始日（当会社
の保険契約上の責任が開始する日をいいます。以下同じ。）とし、この日を契約日とします。ただし、月払の保険契約
の場合の契約日は、第１回保険料の振替日の属する月の翌月１日とします。

（2）この特約による保険料の口座振替を第２回以後の保険料から行う場合、月払の保険契約の契約日は、主約款の規定
にかかわらず、当会社の責任開始日の属する月の翌月１日とします。

（3）本条（1）および（2）の場合、契約年齢、保険期間および保険料払込期間は、本条（1）および（2）に規定する契
約日を基準として計算します。ただし、当会社の責任開始日から契約日の前日までの間に、当会社が主約款および特
約の規定に基づいて保険金もしくは給付金を支払いまたは保険料の払込みを免除すべき事由が発生したときは、当会
社は、責任開始日を契約日として保険契約上の責任を負い、契約年齢、保険期間および保険料払込期間はこの日を基
準として再計算し、保険料に超過分があれば払い戻し、不足分があれば領収します。ただし、支払うべき保険金また
は給付金があるときは、過不足分をその保険金または給付金と精算します。

（4）保険契約者から申出があり、かつ当会社がこれを承諾した場合、本条（1）および（2）の規定にかかわらず、契約
日は当会社の責任開始日とし、契約年齢、保険期間および保険料払込期間は、その日を基準として計算します。

第３条（保険料率）
（1）この特約を適用する月払の保険契約の保険料率は、口座振替保険料率とします。
（2）本条（1）の規定にかかわらず、次の①または②のいずれかに該当する場合には、普通保険料率を適用します。
① 当月分以後の保険料が３か月分以上一括払されたとき。この場合、当会社所定の割引率で保険料を割引します。
② 保険料の振替貸付が行われたとき。

第４条（保険料の払込み）
（1）保険料は主約款の規定にかかわらず、払込期月中の当会社の定めた日（以下「振替日」といいます。ただし、この
定めた日が提携金融機関の休業日に該当する場合は翌営業日を振替日とします。）に指定口座から保険料相当額を当会
社の口座に振り替えることによって、当会社に払い込まれるものとします。

（2）本条（1）の場合、振替日に保険料の払込みがあったものとします。
（3）同一の指定口座から２件以上の保険契約の保険料を振り替える場合には、保険契約者は当会社に対しその振替順序
を指定できないものとします。

（4）保険契約者は、あらかじめ払込保険料相当額を指定口座に預入しておくことを必要とします。
（5）口座振替によって払い込まれた保険料については、当会社はその領収証を発行しません。

第５条（保険料口座振替不能の場合の取扱い）
（1）振替日に第１回保険料の口座振替が不能となった場合は、保険契約者は、その振替日の属する月の翌月末日までに、
第１回保険料を当会社の本店または当会社の指定した場所に払い込んでください。この場合、第２条（責任開始日お
よび契約日の特則）（1）の規定は適用しません。

（2）振替日に第２回以後の保険料の口座振替が不能となった場合は、次のとおり取り扱います。
① 月払契約の場合、翌月分の振替日に再度翌月分と合わせて２か月分の保険料の口座振替を行います。ただし、指
定口座の預入額が２か月分の保険料相当額に満たない場合には、１か月分の保険料の口座振替を行い、払込期月の
過ぎた保険料について払込みがあったものとします。

② 年払契約または半年払契約の場合、振替日の翌月の応当日に再度口座振替を行います。
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（3）本条（2）の規定による保険料口座振替が不能の場合には、保険契約者は、主約款に定める猶予期間内に払込期月が
到来している保険料を当会社の本店または当会社の指定した場所に払い込んでください。

第６条（諸変更）
（1）保険契約者は、指定口座を同一の提携金融機関の他の口座に変更することができます。また、指定口座を設置して
いる金融機関を他の提携金融機関に変更することができます。この場合、あらかじめ当会社およびその金融機関に申
し出てください。

（2）保険契約者が口座振替の取扱いを停止する場合には、あらかじめ当会社およびその提携金融機関に申し出て他の保
険料の払込方法（経路）を選択してください。

（3）提携金融機関が保険料の口座振替の取扱いを停止した場合には、当会社はその旨を保険契約者に通知します。この
場合には、保険契約者は指定口座を他の提携金融機関に変更するか他の保険料の払込方法（経路）を選択してくださ
い。

（4）当会社は、当会社または提携金融機関の事情により振替日を変更することがあります。この場合、当会社はその旨
をあらかじめ保険契約者に通知します。

第７条（特約の消滅）
（1）次の場合には、この特約は効力を失います。
① 保険契約が消滅または失効したとき。
② 保険料の前納がなされたとき。
③ 保険料の一括払込みがなされたとき。
④ 保険料の払込みを必要としなくなったとき。
⑤ 他の保険料の払込方法（経路）に変更したとき。
⑥ 第１条（特約の適用）（2）に定める条件に該当しなくなったとき。

（2）本条（1）③の規定にかかわらず、保険契約者から保険料の一括払込み後も引き続きこの特約を適用する旨の申出が
なされたときは、この特約は消滅しません。

第８条（主約款の適用）
この特約に別段の定めがない場合には、主約款の規定を適用します。

第９条（がん保険またはがん治療支援保険に付加した場合の特則）
この特約をがん保険またはがん治療支援保険に付加した場合には、次の①～⑥の取扱いをし、第２条（責任開始日お

よび契約日の特則）の規定は適用しません。
① この特約が適用され、第１回保険料から口座振替を行う場合、主約款の規定にかかわらず、第１回保険料の振替
日を保険期間の始期とし、この日を契約日とします。ただし、月払の保険契約の場合の契約日は、保険期間の始期
の属する月の翌月１日とします。

② この特約による保険料の口座振替を第２回以後の保険料から行う場合、月払の保険契約の契約日は、主約款の規
定にかかわらず、主約款に定める保険期間の始期の属する月の翌月１日とします。

③ 前①および②の場合、契約年齢、保険期間および保険料払込期間は、前①および②に規定する契約日を基準とし
て計算します。

④ 前①および②に定める保険期間の始期から契約日の前日までの間に、主約款および特約の規定に基づいて保険料
の払込みを免除すべき事由が発生したときは、前①～③の規定にかかわらず、契約年齢、保険期間および保険料払
込期間は、保険期間の始期の属する日を契約日とし、その日を基準として再計算し、保険料に超過分があれば払い
戻し、不足分があれば領収します。

⑤ 前①および②の規定にかかわらず、当会社の責任開始期は、前①および②に定める保険期間の始期の属する日を
基準として計算します。

⑥ 保険契約者から申出があり、かつ当会社がこれを承諾した場合、前①～⑤の規定にかかわらず、契約日は保険期
間の始期の属する日とし、当会社の責任開始期、契約年齢、保険期間および保険料払込期間は、その日を基準とし
て計算します。
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第１条 取扱いの範囲
第２条 契約日の特則
第３条 保険料率
第４条 保険料の払込み
第５条 月払保険料の一括払

第６条 猶予期間
第７条 特約の失効
第８条 がん保険またはがん治療支援保険に付加した

場合の特則

団体扱特約条項�

団体扱特約条項� 目次

（平成２２年３月２日改定）
第１条（取扱いの範囲）

（1）官公庁、会社、組合、工場その他の団体（以下「団体」といいます。）において次の条件を満たす場合は、普通保険
約款（以下「主約款」といいます。）のほかこの特約を適用して団体年払、半年払または月払の取扱いをします。
① 保険契約者がその団体から給与（役員報酬を含みます。以下同じ。）の支払を受ける者である保険契約（以下「個
人契約」といいます。）であること。ただし、団体が保険契約者であるときは、その団体に所属する者が被保険者で
ある保険契約（以下「事業保険」といいます。）であること。

② 保険契約者または被保険者の数は１０名以上であること。
（2）本条（1）②の人数については、年払および半年払の契約を合算して、または月払の契約のみにより、その人数を満
たすことを必要とします。

（3）本条（1）の取扱いを行うときは、当会社は団体代表者と協定書を取りかわします。

第２条（契約日の特則）
（1）主たる保険契約の締結の際に団体月払取扱いを行う保険契約の契約日は、主約款の規定にかかわらず、責任開始日
（当会社の保険契約上の責任が開始する日をいいます。以下同じ。）の属する月の翌月１日とし、契約年齢、保険期間
および保険料払込期間は、この日を基準として計算します。

（2）本条（1）の規定にかかわらず、責任開始日から契約日の前日までの間に保険金、給付金等の支払事由または保険料
払込みの免除事由が生じたときは、当会社は、責任開始日を契約日として保険契約上の責任を負い、契約年齢、保険
期間および保険料払込期間はこの日を基準として再計算し、保険料に超過分があれば払い戻し、不足分があれば徴収
します。ただし、保険金、給付金等の支払金があるときは、過不足分を支払金と精算します。

（3）保険契約者から申出があり、かつ当会社がこれを承諾した場合、本条（1）の規定にかかわらず、契約日は当会社の
責任開始日とし、契約年齢、保険期間および保険料払込期間は、この日を基準として計算します。

第３条（保険料率）
（1）この特約を適用する半年払または月払の保険契約の保険料率は、次の①または②のとおりとします。
① 団体が次のいずれかに該当する場合は、団体保険料率Ａを適用します。
ア．その事業所に個人契約の保険契約者数が２０名以上あるとき。
イ．その事業所に事業保険の被保険者数が２０名以上あるとき。
ウ．その事業所の個人契約の保険契約者数とその事業所の事業保険の被保険者数とが名寄せ合算して２０名以上ある
とき。

エ．その事業所の個人契約の保険契約者数または事業保険の被保険者数が２０名未満であっても前ア．～ウ．のいず
れかに該当する事業所が他にあるとき。

② 団体が前①ア．～エ．のいずれにも該当しない場合は、団体保険料率Ｂを適用します。
（2）団体保険料率Ａを適用した場合でも、保険契約者または被保険者の数が本条（1）①に規定する人数未満に減少し、
その後６か月を経過しても規定の人数にもどらないときは、当会社は、適用する保険料率を団体保険料率Ｂに変更し
ます。

第４条（保険料の払込み）
（1）第１回保険料（第１回保険料充当金を含みます。以下同じ。）を団体の代表者が取りまとめて払い込む場合には、団
体の代表者が当会社の本店または当会社の指定した場所に払い込んだ日をもって払込みのあった日とします。

（2）第２回以後の保険料は、団体の代表者が取りまとめて払い込んでください。この場合、団体の代表者が当会社の本
店または当会社の指定した場所に払い込んだ日をもって払込みのあった日とします。

（3）本条（1）および（2）の規定にかかわらず、団体が、保険料を保険契約者または被保険者に支払う給与から控除し
たうえで当会社に払い込む場合には、保険料を給与から控除した日（注）をもって払込みのあった日とします。ただ
し、当会社と団体とがこの取扱いについて取り決めを行っている場合に限ります。

（4）本条（1）および（2）の規定にかかわらず、団体が、保険料を保険契約者または被保険者の指定する口座（以下
「指定口座」といいます。）から団体の口座に振り替えたうえで当会社に払い込む場合には、保険料の指定口座から団
体の口座への振替日（注）をもって払込みのあった日とします。ただし、当会社と団体とがこの取扱いについて取り
決めを行っている場合に限ります。

（5）団体の代表者から保険料が払い込まれた場合には、当会社は、払込金額に対する領収証を団体に交付し、個々の領
収証は発行しません。
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保険料の払込方法
（回数）

猶予期間

① 月払（年１２回払） 払込期月の翌月初日から末日まで

② 半年払（年２回払） 払込期月の翌月初日から翌々月の月単位の契約応当日まで
ただし、契約応当日が２月、６月、１１月の各末日の場合には、それぞれ４月、８月、
１月の各末日まで③ 年払（年１回払）

（注）あらかじめ当会社と団体との間で取り決めることを必要とします。

第５条（月払保険料の一括払）
団体月払取扱いの場合、団体保険料率Ｂが適用されるときは、保険契約者は、当会社の定める方法により、当月分以

後の保険料（注）を一括払することができます。この場合、普通保険料率を基準として、当会社所定の割引率で保険料
を割引します。

（注）３か月分以上１２か月分以下の保険料に限ります。

第６条（猶予期間）
（1）第２回以後の保険料の払込みについては、下表のとおり「猶予期間」があります。

（2）猶予期間中に保険金、年金、給付金等の支払事由が生じたときは、当会社は、未払込保険料をそれらの支払金から
差し引きます。

（3）保険契約を更新する場合には、更新後第１回保険料の払込みについて本条（2）の規定を準用します。

第７条（特約の失効）
（1）次の場合には、この特約は効力を失います。
① 保険契約者が、その所属団体から脱退したとき。ただし、事業保険の場合には、被保険者がその所属団体から脱
退したとき。

② 保険契約者または被保険者の数が第１条（取扱いの範囲）（1）および（2）に規定する人数未満に減少し、その後
３か月（注）を経過しても規定の人数にもどらないとき。

③ 保険金額、年金額または入院給付金日額の減額その他により、保険金額、年金額または入院給付金日額が当会社
の定めた金額を下回るとき。

④ 保険料の振替貸付を行ったとき。
⑤ 保険料の前納取扱いをしたとき。
⑥ 保険料の払込みを必要としなくなったとき。
⑦ 当会社と団体代表者との協議により、団体年払、半年払または月払の取扱いを廃止したとき。

（2）本条（1）の場合には、個人扱の年払、半年払または月払の取扱いに変更し、保険料率を将来に向って更正します。
（3）団体月払取扱いを個人扱の年払または半年払の取扱いに変更した場合、その保険年度に対する保険料に未払込分が
あるときは、その未払込分を一時に払い込んでください。

（注）団体年払または半年払の取扱いの場合はその後６か月とします。

第８条（がん保険またはがん治療支援保険に付加した場合の特則）
（1）この特約を団体月払取扱いを行うがん保険またはがん治療支援保険に付加した場合には、次の①または②の取扱い
をし、第２条（契約日の特則）の規定は適用しません。
① 第１回保険料を団体の代表者が取りまとめて払い込む場合は、次のとおり取り扱います。
ア．この特約を付加した保険契約の契約日は、主約款の規定にかかわらず、主約款に定める保険期間の始期の属す
る月の翌月１日とし、契約年齢、保険期間および保険料払込期間は、その日を基準として計算します。

イ．主約款に定める保険期間の始期から前ア．の契約日の前日までの間に、主約款の規定に基づいて保険料の払込
免除事由が発生したときは、前ア．の規定にかかわらず契約年齢、保険期間および保険料払込期間は、主約款に
定める保険期間の始期の属する日を契約日とし、その日を基準として再計算し、保険料に超過分があれば払いも
どし、不足分があれば領収します。

ウ．主約款および前ア．の規定にかかわらず、当会社の責任開始期は、次のいずれか遅い日とします。
（ア）主約款に定める保険期間の始期の属する日からその日を含めて６０日を経過した日の翌日
（イ）被保険者に関する告知の時の属する日からその日を含めて９０日を経過した日の翌日
エ．保険契約者から申出があり、かつ当会社がこれを承諾した場合、前ア．およびイ．の規定にかかわらず、契約
日は主約款に定める保険期間の始期の属する日とし、契約年齢、保険期間および保険料払込期間の計算にあたっ
ては、この日を基準として計算します。

② 第２回以後の保険料から団体の代表者が取りまとめて払い込む場合は、次のとおり取り扱います。
ア．この特約を付加した保険契約の契約日に関しては、前①ア．およびイ．の規定を準用します。
イ．前ア．の規定にかかわらず、当会社の責任開始期の計算にあたっては、主約款に定める保険期間の始期を基準
に計算します。

ウ．保険契約者から申出があり、かつ当会社がこれを承諾した場合、前ア．およびイ．の規定にかかわらず、契約
日は主約款に定める保険期間の始期の属する日とし、当会社の責任開始期、契約年齢、保険期間および保険料払
込期間の計算にあたっては、この日を基準として計算します。

（2）この特約を団体年払または半年払取扱いを行うがん保険またはがん治療支援保険に付加し、かつ第１回保険料を団
体の代表者が取りまとめて払い込む場合、当会社の責任開始期に関しては、本条（1）①ウ．の規定を準用します。
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（3）がん保険契約またはがん治療支援保険契約の締結後にこの特約を付加した場合、本条（1）および（2）の規定にか
かわらず、当会社の責任開始期に関しては、保険契約の締結の際に適用される主約款および特約条項の規定を適用し
ます。

（4）がん保険契約またはがん治療支援保険契約の締結後にこの特約が効力を失った場合であっても、当会社の責任開始
期に関しては、この特約条項の規定を適用します。
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第１条 取扱いの範囲
第２条 契約日の特則
第３条 保険料率
第４条 保険料の払込み
第５条 月払保険料の一括払

第６条 猶予期間
第７条 特約の失効
第８条 がん保険またはがん治療支援保険に付加した

場合の特則

団体扱特約条項�

団体扱特約条項� 目次

（平成２２年３月２日改定）
第１条（取扱いの範囲）

（1）組合、連合会、同業団体その他の団体（以下「団体」といいます。）において次の条件を満たす場合は、普通保険約
款（以下「主約款」といいます。）のほかこの特約を適用して団体年払、半年払または月払の取扱いをします。
① 保険契約者は、その団体に所属する者であること。ただし、団体が保険契約者であるときは、その団体に所属す
る者が被保険者であること（以下「事業保険」といいます。）。

② 保険契約者または被保険者の数は１０名以上であること。
③ 団体を代表する者のあることを必要とし、その代表者によって保険料を一括して徴収することが可能であること。

（2）本条（1）②の人数については、年払および半年払の契約を合算して、または月払の契約のみにより、その人数を満
たすことを必要とします。

（3）本条（1）の取扱いを行うときは、当会社は団体代表者と協定書を取りかわします。

第２条（契約日の特則）
（1）主たる保険契約の締結の際に団体月払取扱いを行う保険契約の契約日は、主約款の規定にかかわらず、責任開始日
（当会社の保険契約上の責任が開始する日をいいます。以下同じ。）の属する月の翌月１日とし、契約年齢、保険期間
および保険料払込期間は、この日を基準として計算します。

（2）本条（1）の規定にかかわらず、責任開始日から契約日の前日までの間に保険金、給付金等の支払事由または保険料
払込みの免除事由が生じたときは、当会社は、責任開始日を契約日として保険契約上の責任を負い、契約年齢、保険
期間および保険料払込期間はこの日を基準として再計算し、保険料に超過分があれば払い戻し、不足分があれば徴収
します。ただし、保険金、給付金等の支払金があるときは、過不足分を支払金と精算します。

（3）保険契約者から申出があり、かつ当会社がこれを承諾した場合、本条（1）の規定にかかわらず、契約日は当会社の
責任開始日とし、契約年齢、保険期間および保険料払込期間は、この日を基準として計算します。

第３条（保険料率）
この特約を適用する半年払または月払の保険契約の保険料率は、団体保険料率Ｂとします。

第４条（保険料の払込み）
（1）第１回保険料（第１回保険料充当金を含みます。以下同じ。）を団体の代表者が取りまとめて払い込む場合には、団
体の代表者が当会社の本店または当会社の指定した場所に払い込んだ日をもって払込みのあった日とします。

（2）第２回以後の保険料は、団体の代表者が取りまとめて払い込んでください。この場合、団体の代表者が当会社の本
店または当会社の指定した場所に払い込んだ日をもって払込みのあった日とします。

（3）本条（1）および（2）の規定にかかわらず、団体が、保険料を保険契約者または被保険者の指定する口座（以下
「指定口座」といいます。）から団体の口座に振り替えたうえで当会社に払い込む場合には、保険料の指定口座から団
体の口座への振替日（注）をもって払込みのあった日とします。ただし、当会社と団体とがこの取扱いについて取り
決めを行っている場合に限ります。

（4）団体の代表者から保険料が払い込まれた場合には、当会社は、払込金額に対する領収証を団体に交付し、個々の領
収証は発行しません。

（注）あらかじめ当会社と団体との間で取り決めることを必要とします。

第５条（月払保険料の一括払）
団体月払取扱いの場合、保険契約者は、当会社の定める方法により、当月分以後の保険料（注）を一括払することが

できます。この場合、普通保険料率を基準として、当会社所定の割引率で保険料を割引します。

（注）３か月分以上１２か月分以下の保険料に限ります。
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保険料の払込方法
（回数）

猶予期間

① 月払（年１２回払） 払込期月の翌月初日から末日まで

② 半年払（年２回払） 払込期月の翌月初日から翌々月の月単位の契約応当日まで
ただし、契約応当日が２月、６月、１１月の各末日の場合には、それぞれ４月、８月、
１月の各末日まで③ 年払（年１回払）

第６条（猶予期間）
（1）第２回以後の保険料の払込みについては、下表のとおり「猶予期間」があります。

（2）猶予期間中に保険金、年金、給付金等の支払事由が生じたときは、当会社は、未払込保険料をそれらの支払金から
差し引きます。

（3）保険契約を更新する場合には、更新後第１回保険料の払込みについて本条（2）の規定を準用します。

第７条（特約の失効）
（1）次の場合には、この特約は効力を失います。
① 保険契約者がその所属団体から脱退したとき。ただし、事業保険の場合には、被保険者がその所属団体から脱退
したとき。

② 保険契約者または被保険者の数が第１条（取扱いの範囲）（1）および（2）に規定する人数未満に減少し、その後
３か月（注）を経過しても規定の人数にもどらないとき。

③ 保険金額、年金額または入院給付金日額の減額その他により、保険金額、年金額または入院給付金日額が当会社
の定めた金額を下回るとき。

④ 保険料の振替貸付を行ったとき。
⑤ 保険料の前納取扱いをしたとき。
⑥ 保険料の払込みを必要としなくなったとき。
⑦ 当会社と団体代表者との協議により、団体年払、半年払または月払の取扱いを廃止したとき。

（2）本条（1）の場合には、個人扱の年払、半年払または月払の取扱いに変更します。
（3）団体月払取扱いを個人扱の年払または半年払の取扱いに変更した場合、その保険年度に対する保険料に未払込分が
あるときは、その未払込分を一時に払い込んでください。

（注）団体年払または半年払の取扱いの場合はその後６か月とします。

第８条（がん保険またはがん治療支援保険に付加した場合の特則）
（1）この特約を団体月払取扱いを行うがん保険またはがん治療支援保険に付加した場合には、次の①または②の取扱い
をし、第２条（契約日の特則）の規定は適用しません。
① 第１回保険料を団体の代表者が取りまとめて払い込む場合は、次のとおり取り扱います。
ア．この特約を付加した保険契約の契約日は、主約款の規定にかかわらず、主約款に定める保険期間の始期の属す
る月の翌月１日とし、契約年齢、保険期間および保険料払込期間は、その日を基準として計算します。

イ．主約款に定める保険期間の始期から前ア．の契約日の前日までの間に、主約款の規定に基づいて保険料の払込
免除事由が発生したときは、前ア．の規定にかかわらず契約年齢、保険期間および保険料払込期間は、主約款に
定める保険期間の始期の属する日を契約日とし、その日を基準として再計算し、保険料に超過分があれば払いも
どし、不足分があれば領収します。

ウ．主約款および前ア．の規定にかかわらず、当会社の責任開始期は、次のいずれか遅い日とします。
（ア）主約款に定める保険期間の始期の属する日からその日を含めて６０日を経過した日の翌日
（イ）被保険者に関する告知の時の属する日からその日を含めて９０日を経過した日の翌日
エ．保険契約者から申出があり、かつ当会社がこれを承諾した場合、前ア．およびイ．の規定にかかわらず、契約
日は主約款に定める保険期間の始期の属する日とし、契約年齢、保険期間および保険料払込期間の計算にあたっ
ては、この日を基準として計算します。

② 第２回以後の保険料から団体の代表者が取りまとめて払い込む場合は、次のとおり取り扱います。
ア．この特約を付加した保険契約の契約日に関しては、前①ア．およびイ．の規定を準用します。
イ．前ア．の規定にかかわらず、当会社の責任開始期の計算にあたっては、主約款に定める保険期間の始期を基準
に計算します。

ウ．保険契約者から申出があり、かつ当会社がこれを承諾した場合、前ア．およびイ．の規定にかかわらず、契約
日は主約款に定める保険期間の始期の属する日とし、当会社の責任開始期、契約年齢、保険期間および保険料払
込期間の計算にあたっては、この日を基準として計算します。

（2）この特約を団体年払または半年払取扱いを行うがん保険またはがん治療支援保険に付加し、かつ第１回保険料を団
体の代表者が取りまとめて払い込む場合、当会社の責任開始期に関しては、本条（1）①ウ．の規定を準用します。

（3）がん保険契約またはがん治療支援保険契約の締結後にこの特約を付加した場合、本条（1）および（2）の規定にか
かわらず、当会社の責任開始期に関しては、保険契約の締結の際に適用される主約款および特約条項の規定を適用し
ます。

（4）がん保険契約またはがん治療支援保険契約の締結後にこの特約が効力を失った場合であっても、当会社の責任開始
期に関しては、この特約条項の規定を適用します。
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第１条 特約の適用
第２条 契約日の特則
第３条 保険料率
第４条 保険料の払込み

第５条 他の保険料の払込方法（経路）への変更
第６条 特約の消滅
第７条 主約款の規定の準用

保険料クレジットカード払特約条項

保険料クレジットカード払特約条項 目次

（平成２２年３月２日改定）
第１条（特約の適用）

（1）この特約は保険契約締結の際または保険料払込期間の中途において、保険契約者から、当会社の指定するクレジッ
トカード（以下「クレジットカード」といいます。）により保険料を払い込む旨の申出があり、かつ、当会社がこれを
承諾した場合に適用します。

（2）本条（1）のクレジットカードは、保険契約者が、当会社の指定するクレジットカード発行会社（以下「カード会社」
といいます。）との間で締結された会員規約等（以下「会員規約等」といいます。）に基づき、カード会社より貸与さ
れまたは使用を認められたものに限ります。

（3）当会社は、この特約の適用に際して、カード会社にクレジットカードの有効性および利用限度額内であること等の
確認（以下「有効性等の確認」といいます。）を行うものとします。

（4）当会社は、保険契約者がカード会社の会員規約等に基づいて、保険料の払込みにクレジットカードを使用した場合
にかぎり、この特約に定める取扱いを行います。

第２条（契約日の特則）
保険契約締結の際にこの特約を付加する場合は、次の①～③のとおり取り扱います。
① この特約が適用される月払の保険契約の契約日は、普通保険約款（以下「主約款」といいます。）の規定にかかわ
らず、当会社の責任開始日（当会社の保険契約上の責任が開始する日をいいます。ただし、がん保険またはがん治
療支援保険に付加した場合は、保険期間の始期とします。以下同じ。）の属する月の翌月１日とし、契約年齢、保険
期間および保険料払込期間はその日を基準として計算します。

② 当会社の責任開始日から契約日の前日までの間に、当会社が主約款および特約の規定に基づく保険金等の支払事
由または保険料の払込免除事由が生じたときは、前①の規定にかかわらず、当会社の責任開始日を契約日とし、契
約年齢、保険期間および保険料払込期間はその日を基準として再計算します。この場合、保険料に超過分があれば
払い戻し、不足分があれば領収します。ただし、保険金等の支払があるときは、過不足分を支払金額と精算します。

③ 保険契約者から申出があり、かつ当会社がこれを承諾した場合、前①および②の規定にかかわらず、契約日は当
会社の責任開始日とし、契約年齢、保険期間および保険料払込期間は、その日を基準として計算します。

第３条（保険料率）
（1）この特約を適用する月払の保険契約の保険料率は、口座振替保険料率とします。
（2）本条（1）の規定にかかわらず、当月分以後の保険料が３か月分以上一括払されたときは、普通保険料率を適用しま
す。この場合、当会社所定の割引率で保険料を割引します。

第４条（保険料の払込み）
（1）第１回保険料（第１回保険料相当額を含みます。以下同じ。）をクレジットカードにより払い込む場合は、当会社が
クレジットカードの有効性等の確認を行った上で、クレジットカードによる保険料の払込みを承諾した時（注１）に、
当会社が第１回保険料を受け取ったものとします。

（2）本条（1）の場合、当会社が、保険契約の申込を承諾したときは、当会社の責任開始日を保険契約者に通知します。
ただし、当会社所定のクレジットカード利用票を使用した場合を除きます。

（3）第２回以後の保険料をクレジットカードにより払い込む場合は、その保険料は、主約款の規定にかかわらず、当会
社がクレジットカードの有効性等の確認を行った上で、払込期月中の当会社の定めた日に、当会社に払い込まれるも
のとします。

（4）保険契約者は、カード会社の会員規約等にしたがい、保険料相当額をカード会社に支払うことを必要とします。
（5）当会社がクレジットカードの有効性等の確認を行った後でも、次のすべてを満たす場合には、その払込期月中の保
険料（注２）については、本条（3）（注３）の規定は適用しません。
① 当会社がカード会社より保険料相当額を領収できないこと。
② 保険契約者がカード会社に対して、保険料相当額を支払っていないこと。

（6）本条（5）の場合、当会社は、保険契約者に保険料を直接請求できるものとします。

（注１）当会社所定のクレジットカード利用票を使用する場合は、当会社がクレジットカード利用票を作成した時としま
す。

（注２）第１回保険料を含みます。
（注３）第１回保険料の場合は本条（1）とします。
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第５条（他の保険料の払込方法（経路）への変更）
保険契約者は、あらかじめ当会社に申し出ることにより、クレジットカードによる保険料の払込みを中止して、他の

保険料の払込方法（経路）に変更することができます。

第６条（特約の消滅）
（1）次の事由に該当したときは、この特約は消滅します。
① 保険契約が消滅または失効したとき。
② 保険料の前納がなされたとき。
③ 保険料の一括払込みがなされたとき。
④ 保険料の払込みを必要としなくなったとき。
⑤ 他の保険料の払込方法（経路）に変更したとき。
⑥ 当会社がカード会社より保険料相当額を領収できないとき。
⑦ 当会社がクレジットカードの有効性を確認できなかったとき。
⑧ カード会社がクレジットカードによる保険料払込みの取扱いを停止したとき。

（2）本条（1）③の規定にかかわらず、保険契約者から保険料の一括払込み後も引き続きこの特約を適用する旨の申出が
なされたときは、この特約は消滅しません。

（3）本条（1）⑥～⑧までの場合、当会社はその旨を保険契約者に通知します。この場合、保険契約者は、他の保険料の
払込方法（経路）への変更を行ってください。

第７条（主約款の規定の準用）
この特約に別段の定めがない場合には、主約款の規定を準用します。
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保険会社からのお願い

１．転居、住居表示の変更、その他契約内容変更（名義変更、受取人変更、改姓、証券の紛失）
などの場合には、お手数でも、下記総合カスタマーセンター、支社または代理店にお知ら
せください。

２．ご契約に関する照会、ご通知の際には証券番号、ご契約者と被保険者のお名前、ご住所を
明記してください。

３．あらゆるお手続きに保険証券は欠かせないものです。保険証券、領収証は大切に保管して
ください。

保険契約についてのお問い合わせ、ご相談がございましたら、ご遠慮なく下記総合カスタマ
ーセンター、支社または代理店へお申し出ください。なお、ご照会のときには、必ず保険証
券をご準備ください。

あんしん生命 総合カスタマーセンター

��0120‐016‐234
＜受付時間＞ 平日 ９：００～１９：００

土曜 ９：００～１７：００

（日・祝日・年末年始を除きます。）



説 明 事 項 ご 確 認 の お 願 い

この冊子は、ご契約にともなう大切なことがらを記載したものですので、必ずご一読いただき、内容を十
分にご確認のうえ、ご契約をお申し込みいただくようお願いいたします。

特 に・・・

・保険契約の締結と生命保険募集人の権限・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ しおり 16

・クーリング・オフ制度（お申込みの撤回またはご契約の解除）・・・・・・・・・・・ しおり 17

・健康状態・職業等の告知義務・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ しおり 18

・保険会社の責任開始期・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ しおり 18

・保険金・給付金等をお支払いできない場合・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ しおり 41

・保険料のお払込み・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ しおり 60

・保険料の払込期月と猶予期間および復活について・・・・・・・・・・・・・・・・・・ しおり 62

・ご契約の解約と解約返戻金・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ しおり 78

などは、ご契約に際して是非ご理解いただきたいことがらですので、告知および保険料の受領など営
業社員・代理店の役割も含めて、ご説明の中でわかりにくい点がございましたら下記にお問い合わせ
ください。
なお、後ほどお送りする保険証券とともに大切に保存し、ご活用ください。

生 命 保 険 に つ い て の ご 相 談 ・ お 問 い 合 わ せ は

あんしん生命 総合カスタマーセンター ＜受付時間＞ 平日９：００～１９：００

土曜９：００～１７：００

（日・祝日・年末年始を除きます。）��0120‐016‐234

〒１０４‐００６１東京都中央区銀座５‐３‐１６

ホームページ：http://www.tmn-anshin.co.jp/

＜事務代行会社＞
＜取扱者／代理店＞

募資 ’09‐KR05‐042 D79‐11660 10.3.修増（冊）TN




